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はじめに

fi締洲閏Jがわずか 14年という短い生涯を閉じてから既に半世紀が経過した。しかし近年、日本とアジア諸

問との関係が深化するなかで再度その姿が孜々の眼前に亡霊の如く現われつつある。文配された側の悦線が

はるか遠くにあった時代が終わり、それがすぐ近くに、時には政治的圧力として感じられる現在、満洲f'1を

合めた槌民地・占領地支配を廻る議論は、これまでとは異質の緊張感を以ておこなわざるを得ない。

このような状況の下では研究の実証性が-~強く ~þ，'fされるであろう。本書はこのJ.f，IiE性を徹底的に追求

し、歴史的事実の確定に力をそそぐ立場を採る。客観的史実などというものが存在しないことはコうまでも

ないが、それでもなお対象そのものの論理に投入することで実証することの出来る領野はある。そうした実

証を積み上げて全体像を構成し、その全体像を前提として個々の事象の意味を把握して実証を IIJ倹討する、

このプロセスの繰り返しが本書の方法である。

とはいえ関連する全ての事象を詳細な水機で精査することはそもそも不口J能であり、研究は令体の ー断而

に限定して行なわざるを得ない。ここでは「満洲国jを廻る「貨幣の流れjに芯目することでその実態に迫

り、全体像を構成することが目指される。 r貨幣の流れ」が人間活動に必ずと dってよいほどついて廻るも

のであるがゆえに、その徹底的な追跡によって得られる描像は狭義の経済現象に限定されないはずである。

「貨幣の流れJを解明するために本容でJTJいる手法の特徴は、主要機関の財務データを基礎とした経済全

体の動向の再椛成という点にある。経済史の分野においてll1.務データは、個別企業あるいは企業グループの

分析に頻繁に使用されるが、それらを統合してマクロ的事象の偶成が行なわれることは少ない。本曾に至る

研究過程はそのような手法の開発過桂でもあった。

この手法が有効であるためには、経済のなかに圧倒的な資金力を持つ少数の主要企業が存在しなければな

らず、この条件は常に満たされるわけではない。しかしマクロ的数止を重要視する数量経済史に対し、メゾ・

スコピックとでもいうべき中間的な水準からのアプローチの布効性を示すことは出来たものと考える。この

下法が可能となった条件のひとつはコンビュータの低価格化にある。本書で取扱ったような多数の財務デー

タの整理・解析を、コンビュータなしで行なうことは事実上不可能といってよい。本島は上巻が本文、下巻

が図表という奇妙な二分冊から構成されているが、これは読者の使立のためであると同時に、と述の手法を

採用したことの結梨でもある。

各箪の構成は以下のようになっている。

まずF字情では「満洲国JJUlを論じるための準備としてそれ以前の満洲の金融機構を整理し、その全体像を

うえる。この章の骨格をなすのは石田~平が主著 n拘洲における他民地経済の史的展開j のなかで傍築した

満洲の貨幣流通のモデルである(石田 [19641)。

第 l~は第 2ì託~第 51，1の実証を背景としつつ、 「満洲回J金融史の全体像を出来るだけ簡潔に摘写する。

: 序章と第 l章を併せることで、二十世紀前半の満洲の金融史の綴観が伴られるはずである。

F 

L 

r 

‘ 

第2ijiは満洲rlJ;と銀行とはじめとする「揃洲国」の主要金融俊聞を対象とする。これら機関の貸借対照表
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を中心とした財務諸表の解併により、 「満洲国」の金融政策と金融俊仰の尖態を解明する。

第3ズntr満洲出jの量化学工業の中枢を担った満洲虫工業開発妹式会社を対象とする。この機関は 「満

洲 [~lJ の金属生機関と日本の資本市場から資金を導入し、重化学工業分野の子会社に提供する役割jを負ってい

た。それゆえその資金の流れを後認することで、 鉱工業資金の主史郎分を明らかにすることができる。

第4t'{は f満洲凪jの交通業を独占した南満洲鉄道株式会社を取扱う。同社は宮うまでもなく、 f満洲国j

成立以前の泌洲に於ける日本の権益を扶養する任務を:Aう国策会社であった。ここではその活動を日本の資

本市場との関述をj在説しつつ4構成し、 f満洲国Jに長ける位置付けを行なう。

第51!は fi精洲凶Jの農業関連金融を論じる。満洲は臼本の支配下で工業化が強行されるまでは農業地域

であり、 f満洲回Jもまた農業国たる性質を聾わなかった。特にアジア太平洋戦争以降、農業重視の姿勢が

明確となり巨額の資金が農業へと投下される。本f;i.で見る「満洲国jの農業関連金融の様相は、序章で確認

する石田のモデルと衝後な関述を持っている。

本l!Fは、 fF:l と那 1~が総論であり、第 2 意~第 5 君主が各論である。絞初に序章と第 u控をお読みいただ

ければ、各論は任意の順序で読むことができる。金融や財務分析を科窓とされない方には、序2ぎ→第 1章→

第 5f，7→第 3f.'i→第 4章一第 2号室という順序を推奨する。

次に4>:l!Fと関連する既発表論文を掲げ、各なとの関係に触れておく。

(1) r満洲中央銀行の資金創出・資金投入メカニズムJ(京都大学人文科学研究所 f人文学報j

第 69号)、 1991年 12月。

(2) r大述商人と満洲金円統一化政策J (日本証券経涜研究所 『証券経済j第 176号)、 1991 

年。

(3) r n締洲届j経済開発と国内資金流動J (山本 [1993a]第7務所収)。

(4) n持集の資金凋述と資金投入J (京都大学人文科'何百究所 f人文学報j第 71号、 1993年

3 }))。

(5) r満鉄の資金調達と資金投入J (京都大学人文科学研究所 f人文学報j第 76号、 1995年

3 JJ)。

必要とするほど膨大なものとなる。ここではそのうちごくわずかのお名前を祭げるにとどめざるを件ない。

.f!.が経済学を一生の仕事として選ぶことになったのは、 q:$.大学院の指導教官であった;本山長tr:先生に

経済学の面白さを教えていただいたがゆえである。特にセイロンの貨僚についての本山先生の御研究l之、.f!.

の貨僚に閲する理論的・歴史的研究全ての出発点となった。

ifi接教えを受けた時聞は数ヶ月に過ぎないが森嶋通話ミ先生は、犯の思考の基鍍を鍛えて下さった師である。

本の経済理論に関する知識の大半は森崎先生の者作を銑み、秘義を聴き、 I新しい一般均衡理~J を翻訳す

る過程で身につけたものである。その中から独得した舷大のものは、j!.体的な経済現象との関J!で合理的で

明断な思考を行なうための方法である。

ねの「満洲国Jについての勉強は京都大学人文科学研究所の共同研究班 rr満洲国jの研究jに出席し、

班只の方々の報告を聴くことで始まった。研究を開始した此{まからこの分野の紋前線の報告を次々と聴くこ

とが凶来たのは大変な幸運であり、そのおかげでねは怠述に知織を地やし、テーマを発見することがUDIぐた。

それゆえ同班の方々、すなわち、古屋哲夫、 /I~J ぬ IIfi一 、 )1:村1'ÍnI~、凶村成維、問田英樹、松野応l7台、 1]1不似

一、必本俊郎、水野直樹、村田裕子、西i事~"&、奥村弘の各先生)jは全日が阜の思師である。研究会修行去

にも人文研の古屋・山室・水野先生と岡山大学経済学部の絞ノド先生にはお世話 ，になり続けている。また)1

村先生は本書のための資科調査の際に有益なれ'j械を蛇供して下さり、校野先生には本件の序市の娘初のfJ;(偽

について重要な指摘をして頂いた。

本沓の成立の過程で最もお世話になったのは fi前洲向」研究班の班長山本荷造先生である。修.i:~在の一

回生であった私を同班にオブザーパーとして安加させて下さったのは山本先生である。先生は永年にわたる

大変な努力によって収集された資科を与え、統計の見)jを教え、論文のl!Fき方を指導し、更にはコンビュー

タを使用させて下さった。その後、訟が人文研の助手となってからも一民して研究を指導し、援助して下さっ

ている。山本先生に対する学問的負債の総額は、資金再膨~kJglのi椅洲中央銀行の紙幣発行残高に匹敵し、し

かも同掠の速度で膨張し続けている@

1995.12.24 

安iJ~伝

(1) は第 2(，7の原型であり、本容に向けた研究の出発点であるが、何分にも研究の初期段階に作成した修

上論文であり、今から見れば相当の誤りや不充分な点があった。それゆえ節 2f.!は (1) を全面的に舎換え、

図点も相、月数をつくりかえ、追加したものであり、全く別のものとなったと言ってもよい。 (2) は序章の一

部で2及した程度なので、ノド砂の議論で代替することにはなっておらず、大連勝人という現象に関心を持た

れた)jliお説み頂ければ幸・いである。序章は概ね本舎のための書き下ろしである。第 l章は (3) を拡張し

たものであるが、単純に拡娘しただけではなく、 (1)から第 2叡への変更や (5)の成果の影響を受けて論

旨も多少変化し、改持している。 (4) と (5)はそれぞれ第 3市と第 4j告の原型であるが、これらはいくつ

かの小さなぷりの訂正と文章の変更を行なった程度であり、多少の改善はあるものの議論に大きな変化はな

い。特に (5)は本容の構成を念頭に世きつつ執筆したので、基本的に向じ内容である。尚、第 5宣告は全くの

由き下ろしである。

このような次めであるから、 (1)と (3)- (5)は有効期聞が切れたものとさせて頂く。著者の議論を引

川あるいは批判される際には、本舎を対象として頂きたい。

本寄にたどりつく迄に教えを受けた方々と資金l・資料の提供を受けた慢関のリストを作るなら第三分冊を

1.本1J11平成7年度科チ研究R奨励研究 (A) r n縄湖国jの破特インフレーシaンjの成果の一郎である。また本容に至る研究の過 犯で日本証券奨学財団、縮盛財団、サントリー文化財聞から資金の媛幼を受けた。
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凡例

(1)以下本容では「満洲同jの rJを外して満洲固と表記する。

(2) 一般の地名は当時の呼称に従った。

(3)年号は引用文献の刊行年を合めて原則として西麻を用いた。

(4)文中で数量の糟減に2及する|祭、 I哲加している場合は r129o万四婚J、減少している場

合は「ム 129百万回滅Jなどと炎記した。

(5)統計表中では、 “世"は該当数値なし、“ 0"は単位米尚を示すものとした。マイナスの数

値は符号・< "によって表示する。

(6)本舎では原則として通貨単位に「円jや「元jを使則せず、 A見方とも「凹」とみJ己する。

この当時、中国も日本も券而には「凶jを使用しており、それをql[iiJ人は「元Jと略し口本人は

「円j と略したから、日本かqlP，Jに限定した議論を行う場合にはどちらかに略するのがJl&、円であ

ろう。ところが、日本が中国を位略する過程で発行した現地通貨は、どちらに略しでも不都合の

織に忠われるので、本章では双方を「回jと表記するのを適当と考える。

xl 



Xll i尚洲国の金融

序章 「満洲国」成立以前

一 日露戦争前後から満洲中央銀行設立までー

序言

本書Eでは第u舞以降の議論の前提として、日露戦争後から満洲回.j鈍洲中央銀行成立までの満洲の通貨と

金融を概観し、満洲事変と満洲国の成立カf如何なる意味を持ったかを与察する。

満洲の金融機関は大きく分けて日本側金融俄問、欧米側金融機関、中国側金融徴関があり、中出側金融微

関は更に旧式と新式に分けられる。第 1-3節でそれら金融機関を概観し、第4-5節でその全体像を特に

満洲の主要な生産物であった大豆との関係を中心に整理する。第G節では満洲事変liiIに11本側金融峨関の抱

えていた困般を示し、第 7節で満洲事変と満洲凶成立の金融に対して持った意味を論じ、第 1t;'i以降の挑み

への導入とする。尚、第 1f，i以降の議論の必要ヒ、横慣正金銀行と，;列車t銀行の活動について比較的詳しく，ii命

じることになる。

本論に入る前にまず満洲の地理を硫必しておこう。図1予・1は1931年当時の満洲の時国である。ノド占でi尚

洲とよぶのは n崎洲国Jが版図とした地域である。中華民国の行政区域では思飽江省、吉林省、遼寧省(奉

天省)、熱i可省の凹省を含む。このうち熱i可省を除いた三省を「点二三省jあるいは「京北jと呼ぶのが中国

の慣例である。最も北にあって最も広いのが出制江省であり、そのrll心地はtf林省との境にある恰倒i賓(ハ

Jレピン)である。*郎にあってロシア・朝鮮と境を接するのが吉林省で、長容と吉林がその中心部.Iiである。

長容は満洲困の首都となり、新京と呼ばれた。

ウラジオストックから吉林省を通り、日合爾慣を経由して出飽江省を繊断し満洲里からIIH質ロシアに入る鉄

道はシベリア鉄道の満洲通過線たる中点鉄道である。この鉄道には点前鉄道、京支鉄道、東省鉄路などいく

つかの名称、があるが、本瞥では全てのu判明を通じて中東鉄道の名を使mする。

黒純江省の雨、吉林省の西に位置するのが遼態省である。 1928年に張学良が背天白日肱を掲げて国民政府

への参加を表明(紡織)する以前、進時i省lま務天省と呼ばれていた。本f舎では混乱を遊けるためにど容天字?と

呼ぶ。その中心は必天(海臨)である。姶爾漬から長春を経由し、必天を通過して遼東半ぬの先舗の大述・

旅順にや，.びる鉄道は、中東鉄道の支線であったが、日露戦争によって長春以市が日本に諭渡され、 l何満洲鉄

道(以下満鉄)となった。満洲事変を発動した関東軍はこの満鉄の鉄道守備隊である。 J終天省のV9に位位す

るのが熱河省である。

省による区分の外に f北渦Jfi和尚」という区分けも利用する。それらの厳密な定義はないが、おおまか

に、 P合爾演を中心とする経涜圏を北浦と呼び、黒純江省と吉林省北$tJ{概ねこの範囲に入る。 I有満はさ普天を

1fl心にした奉天省と吉林省l+ig-sのあたりである。その境界は満鉄終lf駅たる民ぷと中京鉄道のゆ心姶爾演の

中間と考えればよい。

l 
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本政で取り扱う時期の主張な事件のうち、以下の論述の区切となるものの年号をあらかじめ掲げておく。

まず日本の満洲進出の先端となったのが 1904年-05年の日露戦争である。それ以降の日本の勢力拡張の最

初の頂点は、北満に勢bを持っていたロシアが後退する第一次i仕界大戦の勃発 (1914年)から 1917年ロシ

ア革命を経て、 1920年に日本が反動恐慌(同年3月 15Bの株式暴落がその始点)に陥るまでの時期である。

この時期に寺内内閣による満洲金融機関再編成が行われた(1917年) 0 20年 3月の反動恐慌、同年 7月の

シベリア撤兵開始によって日本の勢力は急速に後退し、中国側が若々と力を伸ばしてゆく。次の転機は 1928

年であり、 6月4日の版作震爆殺のあと 12月29日の張学良の易轍によ って日本の満洲支配の基本的前提た

る満洲の中田本土からの相対的独立性という条件が危俊に瀕する。その危機を暴力的に解消したのが 1931年

9 J1 18日に発動された満洲事変であった。また同年 12月13日に日本聞の金本位雛脱が決定されている。 i前

洲!J~変の処理は 1932 年 3 月 1 日の満洲田il!同強行という形でおこなわれ、 7 月 1 日には本舟の重要な対象

である満洲中央銀行が成立した。

このような変遷をおおまかに整理するなら、

1904年-1913年 日露の満洲分割l

1914 ~ミ- 1920 ~ ロシアの後退と日本の伸長

1920年-1927年 日本の後退と中岡側の近代化推進

1928年-1931 年 張学品易糊と国権回復

1931年-1932年 満洲事変と満洲自旭国・満洲中央銀行創設

となる。では以下で、このような時期の満洲における、通貨と金融の概要を硲認しよう。

0.1 日本側金融機関と通貨

0.1.1 機潰正金銀行

泌洲に対する日本の金融機関の進出は 1899年に桜漬正金銀行(以下正金銀行)が営口に支庖を開設した

ことに始まる。 fuJ支mは塑年 1月に開業したが業制は不顕であり、 1904~ド 2 月の日露開戦とともに一旦引き

揚げている。 11;)行の進IIIが本格化するのは同年8月に日本軍が大述を占領し、同地に出張所が開設されてか

らであった。盟年その11¥張所が文応に芥絡し、さらに必天・長谷・ 0合爾i買など満洲各地に出rgした。(満洲

rll;W!行 [1942J，16頁。)

IE金銀行の紗京発行には満洲の中国入社会全般に日系通貨を流通させ、銀困による幣制統一を行うという

目的があったが、これは実現しなかった。その最大の原因は、この頃に官銀号をはじめとする中国系の金融

機関が徐々に勢力を拡大していたことにある。しかも日本側の各機関が鋭と金の相場変動を嫌って、関東部

督府の収支、日本軍人修給、満鉄の科金などを金)!に変更するなど、主品、rl使用を受け入れなかったことも影

響している。(満洲TJJ.怖案内所 [1936]，52・4l:{、金子 [1991]，157・71頁。)

π金銀行は 13王手 7月に向こう五年間の金田券の発行を許可されたが、四年後の 17年には金園券の発行権

を朝鮮銀行に移管させられ、同時に齢、票の関東州における強制通用力を剥奪(関東州・満鉄附属地外では通

用b維持)された(三井銀行上海文活 [1927J，8・12頁)。これ以降、紗21は特産取引の仲介通貨と位置付けら

れ、政治的な勢力拡大の役割は金51に香ねられることになった。同時期(17年 5月30日)の悶議決定によ

り、満洲における拓則金融機関としての機能も正金銀行から束洋拓殖に移管されている(朝鮮銀行史研究会

[1987]，152・3.m。単に 18年 1jj 1 日より満洲における日本の凶雌~J):務が朝鮮銀行に移管され、正金銀行は

序章 rlr/j洲国J成立以前 3 

鉄普嶺t.安}京1反~ .旅周彫M順Ji.遼脇の各庖鋪を例鮮銀行に1浪良つた。この11

天.開原.長春.G恰合爾i漬貰の六庖2である(t満荷洲，恨J~梢案内所 [19ω36司lト.5臼5ro。これに対しil:金銀行の受けた反対

給付は朝鮮銀行よりの無利息十年賦3百万聞の貸与のみであった。

この一連の措置は「朝鮮組」内閣といわれた与内内聞の施策であったが、 i品洲における日本の利符拡張へ

の貢献を自負していた正金銀行は、このような渦洲からの排斥とも日うべき l:~ 世に対して強いボ渦を示して

いる(柴田 [1977J，44頁)。日本の対I純金融進出の尖兵としての役割を奪われた結果、正金銀行..HJ!系通貨紗

ZZによる特産取引金融に業務を集中してゆくことになる。

正金銀行は替、票の強制通用力を剥奪されたこともあり、 jJ;諜の価他維持をiT(tQし、その発行方針は抑制j的

であった。大連税関の関税が紗EZで納められていたことと抑制的な発行姿勢のゆえに、 iRに必礎をおいた妙

薬は大迫・上海開iの為替仲介通貨として受け入れられ、関東州 .i偽 5~附属i也を中心として];'(的にはさほど六

きくはないながら、特産物取引を中心に堅実な抗過を続けた。

銀、票はその発行経総からもわかるように、元米「四銀Jを免J英首1'1怖として先行された通貨であった。日本

の一間銀貨は 1897年3月26Bの貨幣法発布により金本位制が開始された結果、 1989句、 4月 1日限り通m
禁止となり、 1901年より名称、を聞銀として中間派遣軍および台湾銀行券免換吋に充、竹されるようになった。

その重:i.i:は 416グレインで品位 900とされている。ところが、正念銀行は尖際には上海における鋭機偽ょを基

礎として紗票を発行し、大速において免換を要求されても郎銀との免換には応じず、そのときの Currentrat!. 

によって上海において両貨を渡していた。この Currentratcというのは、征中相場(紗却と上海l品jの相場)3の

ことであるが、この相場に正金銀行の免換方針がうえる影符は大きく、両者は~~lい相互依作関係にあった 、一

井銀行上海支庖 [1927]，13・4J1)。

上述の正金銀行の抑制的な妙薬発行政策はこの匪申相場と関係がある。この相場における紗24の価値を維

持するために、正金銀行は常に上海における銀資金の保イi額と脱みあわせて齢、民を発行した。たとえ大速で

紗票需要が一時的に膨張したとしても、上海で銀資金が確保できない限り、正金銀行は紗菓を膨掛させよう

とはしなかった。このような安勢は 1923年に隠fl1栂場の乱高下がrm旭となり、 24年 2月から上海支庖に免

換準備として銀資金を確保するようになって以降明白となった(小JJi¥[1988]，309・11頁)。しかも正金銀行は

正金銀行全体の為替ポジションを調整する目的で紗票発行額を変動させるというような操作も行った。たと

えば 27年末にドJレ為替の買持となった際に、本庖は大連文r6に命じて銀、票を回収せしめ、これによって上海

為答の充持を拡大して為仔ポジシヨンの改善をはかつている(松野 [1979J，163J1)。

このような大連の金融情勢を軽視した正金銀行の紗票発行姿勢に対して、『崎洲特産物給出簡のIIUに不満が

拡がっていた。特産輸出簡の最大手たる三井物jli'tの大述支出長石田札介は 27年に正金銀行を次のように非量!t

している。

2その他に公;t徹也強所が201f.まで存続した{金子119911，471頁). 

3彊!pとは大逮において光只さ九る上海向けの内図録為<<-・輔l~晶である.抵Iþ拘.tA 1:火速銭量生市治で行わtLているが、公式の上場物件で

はなく、中間人商人聞を中心に彼自に行われていた。盛岡T1!S1;烹 10000につき上海晴jいくらと.i!てる.つまり 1~，こぉ.tるム海両をもっ

て大速における紗烈を究賞するのである。このjti~島 I~現物のみで、上海殉の貸手1~ J1PU 紗東を引き続さねばならないが、 ~p11ヨ~8 上高

で上海筒を引き渡せばよいという仕組みになっている。

上海南tj.~位置自の定まったi通貨ではなく、仮f型的な1Jt!必貨単位である。重量 565.697 グレイン、品位 935.3;4 のu銀と呼ばれる

械準銭 {これも正しくは仮f型的保111鎮である) 0.98商をもって上海南一向とされている。 r九J¥.lJl.i.員Jともrtばれるが、それは上海向一

向が紋銀0.98商に相当するからである。ゆえに、 518.5555グレインの純銀をもって上海前ー術とされていたζ とになる.当時、よ海に

おけるや也、的通貨単位はこのよ海苅であった.診東百冊にたいする上海司のパ Jティー11理盤上72.2∞6筒という ζ と。こなる.

国illとよ海南のパリテイ相場が 100銀佃=72.2006 南であり、 yl巡~RJllが 0.865% であるよとから、本来ならば 72.825-71.581 
筒の聞に相織が建つことになる。しかし、実際に1:大速からの卿鎮の愉仰が事実上鎗Il:され、しかも正金銀行が開銀との免換を停止して

いることから紗票が papermoncyとなっているので、パリティ IH略奪妹となっていた.
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i正金銀行は一安官l 主トシテ自分ノ為替(銀票対金~)ノ Operation ノ為メニス Jレト云フ

リIヲ日的トシテ居ツテ之レカ発行ニ依ツテ適当ノ通貨ヲ提供スJレト去フ発行銀行本来ノ目的等ハ

殆ント眼中ニナイ・・・ (関東庁財務邸 119311，219頁。)

特庖物ヲ担保ニ提供シタ時貸シテ呉レル此以外ニハ Y.S.DI=正金銀行一安富]ヨリ銀問ヲ得

Iレ方法ハ黛イ如何ニ低尖ナ担保ヲ提供シテモ貸サヌ・・・仮令、金ノ様ヲ持テ行ツテ担保ニシマ

スカラト云フテモ断シテ銀国ハ貸シテ呉レヌ一体、何故ニ斯程迄ニ貸出ヲチピルノテアJレカ(向

上，221・2頁。)

このような不満が出るということは逆に、如何に正金銀行の紗認と特産資金供給業務が、大豆取扱業者にとっ

て霊安であったかを物詩っているとも言えよう。

0.1.2 朝鮮銀行

朝鮮銀行の満洲進出iシ抑制との国境付近から開始された。 1909~ 11月、朝鮮銀行の前身たる篠田銀行 (11

年に胡鋭銀行に改称)が第一銀行より安東出張所を継承したのがそれである。その後、 13年に奉天支庖を設

け、つづいて大連・長容に進出した。同時に朝鮮銀行券も安東とJ経天を結ぶ満鉄安泰線に沿って満洲に流入

した。 O~洲 lJ~情案内所 [19361 ，54 頁。)

'切餅銀行の満洲進出のIII接の動機は、朝鮮半向の愉移出入収支が情造的に入超であり、朝鮮銀行の正貨準

備を':;:，.にf.E迫していたため、愉出超過地域たるi~洲に進出して正貨の補充を図るという点にあった。また同

時に、市i梢洲もこ日本系の通貨を泣透させることで北i前洲に拡がるJレープJレ貨の勢力に対抗するという、国策

的な意閃もあった(朝鮮銀行史研究会 [19871，112・8頁)。

'抑制銀行の進出は守内内llijの下で本絡化する。 ':vJ鮮銀行は 171ドに金四券発行権を正金銀行から移管され、

同時に明郎銀行の金現に片し1対米州満鉄附属地における強制通用)Jが付与さ札た。また上述の如く正金銀行

から朝鮮銀行に国五j!業務とイ玉渦 4庖舗が移譲され、更に正金銀行から点洋拓殖に不動産貸付業務が移管され

た。この一迫の業務移譲について、 17年6月8日のl泊議決定は次のように述べてその意図を明らかにしてい

る(朝鮮銀行史研究会[19871，153頁)。

Jl:ノ発券銀行タルノ本質ニ鑑 ミ幣制統一ノ将来ニ顧ミテ国五Il金取抜及紙幣発行事務等正金銀行ノ

TI~洲ニ於ケル物日1I任務ハ之ヲ朝鮮銀行ニ益浪ス Jレノ寧ロ自然ニシテ満洲幣制ノ統一>>.貨幣並金融

市場ノ .. 1'j節ノ目的ヲ完徹スJレ必要且最捷径ノ手段ナリト認ム

すなわち、満洲を金21によって統一し朝鮮銀行を、J~実上の中央銀行とする、というのがこの施策の目的であっ

た。叩I.~ の蔵相勝国主計は1!!:にr~骨に、金I1.の満洲への導入の目的を f先つ・満洲を金を以て統一し、漸次之

を文}}I\~ιに及ぼさしむJ ためであったと述べている(柴田 [1977]，43頁)。

このように偶鮮銀行と点作拓嫡という朝鮮の納民地機関の満洲進出を主軸とした在満金融機関の再編成は、

r!l:i締通貨 ・金融一体化jを目指し、更には「日中経済的融合Jをも狙うものであり、中国に対する西原借

款供与と関述する施策であった。その背景には、 Jうまでもなく第一次世界大戦による日本の国際収支の大

幅黒字化による正貨の茶鞘と、対qi二十一箇条'1<f;Jtに見られるが如き列強の後退に来じた日本の中国に対す

る彩嘗力の強化があった。(波形 [19851.392・7f{、金子 [19911，274・87点。)

例!r.銀行持は満洲において金混と呼ばれたが、胡鮮内を流通する朝鮮銀行券との形式上の区別はなかった。

金~'I;t 日本銀行券と等価とされ、その準備制度については、 (1)正貨機備は金貨・地金銭又は日本銀行免換

券であり、銀地金は支払徴的総額の四分の一以下とする、 (2) 凶債~íE券其の他確実なる証券又は商業手形を

Jr.f.i r満洲用j成立以前 <> 

保証としたi札iiE先行ができるが、その上限はこの、町時で 50百万四、 (3)このほかに大蔵大住の認可を受け

保証発行の上限を超えた制限外先行ができるが、その場合には発行高にMし-SF-百分の五以との先行税を支

払わねばならない、というものであった。尚、この時期、正貨準備の七;1f11以上は日本銀行先換券で占められ

ていた(三井銀行上海支庖 [19271，15頁。朝鮮銀行の準備制度の詳細については第 2翠附録A宰照)。

朝鮮銀行券lま満鉄科金や関東庁収支といった公的機関の決済に使用されており、臼本入社会を中心に大速

では広範に使用され、その流通商は紗現をはるかに上廻っていた。たとえば、 27年時点で紗却の推定満洲流

通額 5百万聞に対し金票は 44百万則であった。朝鮮銀行は!拘束州、1.ii抑止附属地における愉制通用hを背景

に、満洲における流通量の拡大を目指す方針をとっていたため、積徳的に金決を発行した。しかるに、銀を

基盤として経済活動を行っていた中国人は、為替リスクを伴う金系通貨を鎌ったため、中国人のIIfJにはなか

なか浸透しなかった。また、 1922年-28年の聞に四度にわたり整地を行うなど、朝銀のmJllが不十分であ

ることも金現に対する不信感を高めていた。このため、金訴の発行高は過剰であると召われていた(三井銀

行上海支庖 [1927J，l6頁)。

このような過剰感は金票による満洲通貨統ーという施策の進展していないことを示すが、その滅的な反映

のひとつが大述取引所建値問題である。大連取引所は 1913年に関東都符府によって大連m袈物産取引所とい

う名称、で各種i商品の取引所として設立され、 17年6月より貨幣取引(銭紗取引)を開始し、 19年 12月に

改称して大述取引所となった。 r.iJ取引所の価格表示及取引決済には妙京カfjlJいられてきたが、 2liド4月に満

洲金本位化政策の一環として|拘束庁は 10月 14日以降の}J!他の金架化を告示した。しかしこの)j熊は中国商

人の反対と取引からの撤退、それによって影響を受けた三井物産等日本側愉出商や紗梨を守ろうとする正金

銀行の反対などによって窮地に追い込まれた。金建化を推進する朝鮮銀行は金}J!派を優遇する肱漫な融資を

行ったが、それは不良債権の拡大に結果した。この騒ぎは 23年9月に1測点庁が折れて大述取引所1I!il也を金銭

間建とし、実質的に銀建復帰を受け入れたことで結請した(松野 [19791，147・8頁、金子 [19911.293・8頁、柴

田11977]，50・3頁)。この建値IIIJ姐の失敗は fいかに急進的な日本帝同ヒ義といえども、商品経請の最も一般

的形態たるところでは銀貨困の壁をつきくずせなかったJ (波形 [19851，397珂)ことを示している。

朝鮮銀行は第 4節で述べるように、大豆の取引における給出金融と満洲内の送金という而で一定の浸透を

示したものの、 r!'f:i前通貨金融一体化jという大きな課題は一向に果せずにいた。それどころか第 6節に見

るように、その政策の無理が朝鮮銀行に犠々な困難をもたらしていたのである。

0.1.3 その他の日本側金融織関

正金銀行・朝鮮銀行を除く日本側金融機関の最初のものは 1906年に営口に設立された日中合弁形態の正陸

銀行である。その他の銀行の進出は仲々進まなかったが、第一次大戦後の好景気と寺内内側の対満積極政策

に乗じて銀行の股立と支庖の開般が相次ぎ、 2211'-には本庖数 28、文町出張所 55に遣した。しかし 20年の

恐慌以降、整理過程に入札満洲事変前の 31年には本j苫数 12、支応出張所461こまで減少している。(満洲

中央銀行 119421，17頁。)

資金規棋で凡て有力なのは正降銀行とi前洲銀行である。正隆銀行は 11年に安田財閥傘下に加わり、 20年

までは順調に業棋を伸ばしたが、同年の恐慌の影容によって経営状態が一気に悪化した。特に 24年の飽口銀

行の破綻に際して同行を吸収合併したことが重荷となっていた。満洲銀行は 23年に大述銀行・遼.IJi銀行(大

連) ・奉天銀行・満洲商業銀行(安.IJi)が朝鮮銀行の斡旋によって合併して成立した。しかし合併前からの

不良債権が持ち飽きれ、朝鮮銀行からの借入金 15百万個に l割以上の金利を叡収されるなどの負担が大き

く、 26年には公称資本金を 30百万聞から 10百万聞に減資するに歪った。(金子 [19911.458・9頁。)
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この他に虫~な機関として、 1917 年に正金銀行から不動産金融業務を継ff.<した東洋拓殖がある。東洋拓勉

は 1908 年に、朝鮮及外国における拓姐資金の供給、その他拓姐.'jJ.~を営むことを目的として京滋に設立さ

れ、 1917年に大連・ 8天に出庖し、のちに恰爾漬にも進出した。また満洲国成立後に新京・間島にも支庖を

位置することになる(満洲中央銀行 (1942)，19頁、満洲事情袋内所 (1936)，206頁)。東洋拓殖もまた 20年代

の不況のなかで業績不撮にあえいでいた。 18年から 20年の好況期に不動産融資を中心として貸出額を三倍

以上に膨張させたが、その多くが20年以降の不動産価俗急絡によって不良債梅となった。 23年以降には預

金部資金の導入を図りつつ不良債織の整理に努める状態であり、その主たる住命とされた財界救演機能さえ

光分には来たしえないという状態であった。(金子 [1991]，458・60貞。)

イE浦日本入社会は、第一次大戦中とロシア革命後のシベリア仙兵の際の北満進出の失敗による痛手と、そ

のころの不動産投俊活動が 20年代の不況による不動産価絡の暴絡によって破綻したことで、不掻を極めて

いた。目ノド側金融機関はその影響で膨大な不良債楠に悩まされており、 20年代を通じて低迷し続けたのであ

る。(金子 11991]，450・64頁。)1 

0.2 中国側金融機関と通貨

0.2.1 東三省官銀号

*三省官娘号は、 1905年創立の奉天官銀号を前身とする。 09年に占体省・黒純江省に営業範囲を拡張す

る目的で行われた改組によって、束三省官銀号と名称が変更された。また 24年に束三省銀行 (20年、 E合溺

i買に設立)と1$天興業銀行 (12年農業銀行として設立、後改組)のこ発券銀行を束三省の紙幣統ーを図るた

めに吸収合併している。しかし束三省の金融統制権の家蝿という U的は達成されず、束三省官銀号はその名

に反して必又の官銀号のままであった。

同行の発行紙幣は、前後七種あったが、重要なものは小洋班、陸免券、現大洋票である。省政府全額出資

のf;'・営事業体である関係上、省政府と密接な関係があり、官金関係の業務を多く担当した。又、附属事業は、

縦十五(特滞日付)、当舗(質屋)、焼鍋(醸造)、泊Jjj、鹿房(製粉)、紡織、貿易など広範囲にわたり、

28mを経営していた。満洲事変直前に同行の分支行数は 88問であった。(満洲中央銀行 [1942]，7・8頁。)

0.2.2 遁重量銀行

土愛巣[~.fl行は 19201匹、張家口に設立され分行を]lJI倫(ウランパート Jレ)に設けた。その目的は「遁境の金散

を容を備し政治.ill*の基礎を樹立jすることであった。 r遺業」という名称、はこの設立趣旨に由来している。

しかし設立後ほどなく 21年のソ連軍の外来古への位入によって服倫が陥落したため、同行の業務は破綻し

た。当日夢中央政界に進出しつつあった務天張政権は、中央政府財政郎の新規紙幣発行禁止の方針をかいくぐ

るべく、 [liJ行の既得発券描に注目し、これを買収した。その際に総行を天地に移し、さらに 26年には奉天に

‘ この他に金俗組合・無尽会社・~尽といったものが関東州・請書鉄附属地に存在 した.

金政組合U.庶民会触のため 1924年以降、関東庁の泊助・助成により州内に五箇の村必金量生組合が股立され、その後、関東州・満鉄附

属地全体に&んだ.28年 10JIより中小商工業者向けのお市金倣組合も舷置されている. 29 年 5 月に金量生組合令{動令費~89 号}が公布
され.例年9月にU.満洲会倣組合紛合会がt定置されて 1百万聞の貸出が行われている 35~6 月末現在で会組合の遺伝資金atSíの合計

1114百万国m変であった.

.尽会Ul13S1手6JJ*現在9怯あるが、それらの役立時点1119年-291容であり、 33年6月米現在で弘込資本金書量領0.5百万個で

ある.無尽会社について11271手7月から関東州無尽業令が諸行され、 311J'6月に改正されている.

Jtmは34if.~現在で日本側行政区嫌における日本人質度数 239 戸で貸出内海1.2 百万聞であった。(満洲事情業内所 [1936J ，204 ・9
J'i. ) 
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還した。実収資本金のほとんどを張学良一家が押さえていたため、 JJl.:A上5民政-ttr.の後開銀行となった。張政

織の発展と歩調をあわせて業務を拡大したが、 (iiJ行の営業は比較的堅実で、附泌業務も少なく、 mm院凶で

あった。特にその発行する現大洋票は常に相当のtV~銅を保訂して無制限党換に応じていたため、一般のfZ誌

がI草かった。(満洲中央銀行 [1942]，8-9頁、満洲中炎銀行間資鼠 (1936]，69・iO頁。)

0_2.3 吉林永衡官銀銭号

吉林永衡宮銀銭号の前身は 1898王手にお帖の回収を日的に成立した永衡宮帖局である。その後 08年に向品

内に官銭局が設立され、更に 09年に両者が合併して占体Ik衡官銀銭号が成立した。その文Jgは満洲*変i(i

前で 24庖となっている。発行紙幣は吉本事官帖、古林火作31、占林小i下京、崎大洋である。省政府との関係は

当然のことながら強かった。附属事業の範聞は広〈、鋭~t . tf.t住・当制・印刷l・r1th5t::等に>>-んだ。その多

くは多額の貸出を行った事業が倒産したり不調がつづいたために、貸付金の回収をなす目的で附柄 'J~米とし

た受動的なものが多かったという。しかし、その特肢収X~彼i泌の占林省における活動は活発であり、一般，llj

人・日系商人の追随を許さなかった。(満洲中央銀行 11942]，9・10.!'i、石田 11964]，547・50頁、金子 11991]，

486・9頁。)

0.2.4 黒崎江省官銀号

iE飽江省官銀号は、 1904年に設立された広信公司と 08年に佐立された虫飽江官銀号を前身とする。前者

は官民合弁で、黒飽江省官帖を発行するほか銀行業・開拓業・ t本来・運送業等を経営した。後者は広信公

司の宮帖乱発の整理を口実に設立されたが、広信公司の設立者に対立する一派が同公司に対抗する日的で股

立したと考えられる。両者は同様の業務を行ったが広信公寸の優位は動かず、 14年に同公司が完全な官業と

なったのち、 19~に黒臨江官銀号を合併し、名助、を黒船江省官銀号と改めた。満洲事変直前の支応数lま 37

であった。

その発券業務については、広信公司が官帖、 :.U拙江大i下出、姶大洋;匹、四麓債券を発行し、県総江rf~RB・

が小i宇謀、銅元葉、匪免券を発行した。満洲市変当時に流通していたのは官帖、黒間江大洋221、日合大洋、四

雄官t券であった。

附属業務は広範囲にわたり、鉱業、林業、塩業、牧市、地刀、航述、総桟、油坊、磨房、当f.，Û、~.lUf~， 24 

庖を数えた。同官銀号系楊桟の大豆口付i立大規模で、金融業よりも特産取引を主力とする、とまで苫われた

桂であった。(満洲中央銀行 11942]，10頁、石田 [1964]，556・64氏、金子 11991]，488・90頁。)

0.2.5 その他新式銀行

以上回銀行は満洲国成立ののち、満洲中銀に継承される。それ以外に1:i力であったのは、中国本土に本庖

を持つ中国銀行、交通銀行の在i筒支庖であった。

中国銀行は 1904年に清朝の中央銀行とすぺく股立された戸部銀行、後の大詰銀行をその前身 ζ する中間の

忌有力銀行であった。在満支庖は大消銀行時代の 07年に開設がはじまり、 13年には長春に束三省分行を段

位するなど、 i持洲事変直前には 18庖舗を有した。同行は小i民主、医免券、現大洋票、姶大洋梨を発行してい

る。

交通銀行は 1907年に清朝の郵伝部が設立したもので、民団成立の後は交通部の所管となった。同行の満洲

進凶は 08年であり営口に分行を設け、その後ぷ天、長春、姶mi賞、黒河、斉斉恰爾、関原、四半街、大述等



8 i情洲国の金融

に分行号を設立したo i強制における紙幣発行は中国銀行と同じく、小洋票、底免券、現大洋票、 E合大洋票で

あった。

また束三省には合まれず、満洲固に含まれた熱河学?の発券銀行として熱河興業銀行があった。同行lま束三

宅?の官銀号と同じtl:伶であり、附属事業をなし、紙幣を発行した。しかし業容は一般に不娠であった。

その他新式銀行としては渦洲に本庖を有するもの 14行、中岡本庖を有するもの 5行があった。

また、これら銀行と性絡を具にする遼寧省城四行号聯合発行機備態も重要である。これは 29年 5月に奉天

において束三宅i'f'鋭号、土設業銀行、中国銀行、交通銀行の四行が幣制改革のために組織したもので、王手ら現

大洋票の発行免換支務、 t根備の保管を行った。その発行紙幣は現大洋票のみである。加盟行号は現銀七割、

保証三割の準備を刷機的JOI!に差し入れて現大洋民を苛i用することになっていた。経営方針は堅実でその現大

洋票は一般の伝訟を受けた。 (以上、満洲中央銀行 [19421，10・4頁、満洲事情案内所 [1936]，210-1頁。)

0.2.6 旧式金融織問

上述の如き新式企般機関の外に満洲には中国独自の金融機関として、京荘、銭荘、銭錦、銀炉があった。

禁荘はその出自を山凶に持ち、清朝期の官金取扱によって大きく発展し、満洲にも進出した。しかし官銀号

が各地に設立されたことでその経営基盤たる公金業務を失って衰退した。

銭荘は官金との関係の静い金融機関で、資本主義経済の発展に対応して勢力を拡大した。その業務は預金、

貸出、私帖発行、九件、|由j体等であった。満洲の通貨の多機性ゆえにその両仔業務は重要である。有力な銭

~Eは新式銀行に-t{9!する傾向にあった。

銀炉は文字通り似のま)i迭を主要業務としたが、やがて銀の預金貸付業務を行い、銭荘と同様の金融業務を

行う償問となった。れに、台口における銀炉は過炉鍬とよばれる振替決済制度を発泌させ、その地位をは堅

闘であった九 (i前洲qJ央銀行 119421，14-6頁。)

0.2.7 中国系通貨の慨観

次に中国側金融I1tI湖の発行した紙幣を概観する8。満洲の通貨は大きく銅系と銀系に分かれる。

(1)銅系通貨

銅系の通貨は更にm元系と制銭系に分かれる。制銭は情報j期中国の主要な通貨であったが、満洲への流入

は少なく、それをユド伎とする.f/..帖が有力であった。このね帖は、官銀号の成立と、私帖と本位を同じくする

官帖の登渇によって駆返された。官帖には泰夫官帖、吉林官帖、黒飽江官帖がある。ぷ天官帖は奉天にあっ

た情豊宮銀号によ って発1rされたが、それにかわったぷ天官銀号によって回収された。この外、黒簡江省広

{"i公司の発行した1r利4%の利子の付く通貨、四雄官t券が制銭を本位とした。

もうひとつの剣系通貨は樹元系である。銅元は制銭の不足を補うぺく発行がl}ll始され、満洲では 1903年頃

にボ天、吉林で紡j立をl}ll始した。満洲可l変直前においても補助貨として多il!に流通していた。錦元を本位と

する紙幣が鋼元;?!で、;話術汀.官銀号の発行するお飽江省剣元菜、奉天公済平市銭号の発行する銅元票、熱i可

興業銀行の発行する然和J剣元fZがあった。これらのうち熱河銅元票が満洲'J~変時点で皮革E処分となっていた

以外は、重要な補助貨として流通した。

S過炉銀に関してI!Gm119611Jがその第一郎で詳細に鎗 じ、その流.iI!iモデルを帰第している。

6本嘆の記述I!1:として満洲rl'~銀行 11942].23・49 t.[および満洲事情袋内所(1936J.65・i8rtによる.
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(2)銀系通貨

銀系の通貨には両を単位とする現銀系と、元(間)を単位とする銀元系がある。両系の通貨は品位とJf(量

で~Rを計量して使用するもので、 i前洲では安'*で鎖平銀と呼ばれるものが流通した以外は、中間;本十への流

出圧jJによって滞留しなかった。 i締洲において重要な両系の通貨はi況に触れた銀炉の振宇~iJttl'i通貨たる営口

の過炉銀である。

元系の硬貨はメキシコ・ドJレを棋した由形の一四銀貨たる大洋銀と、それより二割方小さい小ir仰がある。

後者の単位はjJJであった。大洋銀lま;本土に流出して満洲では流通せず、小i下銀がj占末民初において主}Ji.通貨

となった。この小洋銀もそれを本位とした小洋票が発行されると流通から姿を消した。

ノl、作rZははじめ奉天官銀号によって発行され、ついで大前銀行、交通銀行、吉林永衡官銀銭庁、出船iJ:官

銀号、必天の興業銀行などにも発行概が付与・された。いずれも発行宮lの膨扶が若・しく免換徴税uが不足し、 14 

年頃からその傾向が顕著になった。大m銀行が中国銀行に改組されるとその小洋;哀の回収を ~a~ した。交通

銀行は 13年率天・営口分行が免換を停止し、束三省官銀号も 16イドに免換を停止した。吉林.:WJU江の小洋

票も問機に免換を停止し、 19年より回収されることになった。尚、この外に熱河小洋梨も発行された。

大洋銀を基礎とした大洋菓は奉天においては一二大洋葉、底究券、現大i下票がある。点三省官銀りの一二

大洋:実はノj、洋JZの整理を目的として1)、i下京 12角を以て大洋票 1元としたのでそのような名祢で呼ばれたが、

後述するように流通に入らなかった。

これに代仔したのが 17 年より束三省官銀号の発行した匪党券である。後に中国 ・ 交通銀行も任免~Í'を発行

した。本位は一二大洋票と同じであるが、党換規定に特徴があった。京王手?官銀号の f民[i]六年印jおよび

「民副十一年製jのそれには「此券花北京天津作陸上海規元銀Jとあり、 「民間十三年印Jのものには「此

券毎元作IS小洋十二角在束三省通用並作陸上海規元jとあった。この規定の具体的な意味は、

本券は免換券に非ざるも特に北京天泳の営業所に於ては本券を以て上海に送金を依頼する者には

本券引普に上海規銀為替手形を交付する(南満洲鉄道庶務部調1El.!I:[19261，96頁)

ということであった。この奇妙な焼定は後述するように奉天における円本側による免換請求を例避するため

であった。睦免券は奉天を代表する通貨となり、 その補助貨である3胸元民とあわせて奉天22と呼ばれた。

阪免券が過剰発行によって暴務したのち、その収拾のために発行されたのが現大洋諜である。これはl則砿

に免換規定を持ち、現大洋と等価であった。発行銀行は遼~1'î波間行な聯合発行準備郎、*三省官鋭号、主設

業銀行、中国銀行、交通銀行であった。

北満の現大洋系の通貨はE合大洋22であった。これはループルがロシア革命後の混乱によって恰爾漬におけ

る信用を喪失しつつあった 19年に、 rl'図、交通両行喰爾i貴分行が発行を開始したものである。つづいて 20

年に京三省銀行恰爾i賓分行、21~に広信公司E合溺積分行が発行織を取得し、 24 年に束三省官銀号が*三省

銀行を併合して発行雄を継承した。 25年には没業銀行恰爾i質分行も先行摘を取得した。

当初、 P合大洋については発行額脱制や無制限党換規定があったが、 21年に免換を停止し地発述!立がと舛し

た結果、 26年に信用危機を惹起した。これに対応すぺ〈恰爾演発券銀行監理官が設けられ、恰券維持俳法が

公布された。以降の回収の努力によってE合大洋の価値は安定した。その後、 30年以降の不況に対応するため

31年2月に恰大洋の熔発が決定され、同時に吉林永衡官銀銭号も発行指を得た。

この外に同系の通貨として、黒飽江省官級号が広信公司時代と別形式で発行した江大洋票と吉林永衡官銀

銭号の発行する吉大洋菓があった。
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0.3 欧米側金融機関

0.3.1 s亜銀行 (道勝銀行)

道勝銀行i封筒洲最初の新式銀行であり、 1896年に中東鉄道建設を動機として設立された。名目上、露滑合

弁であり露消銀行とも称されたが、事実上はロシアが八分の三、フランスが八分の五を出資した。ロシアが

満洲で使用した通貨はJレープJレ金貨と金本位のJレープJレ紙燃であった。近勝銀行は唯一のロシア在満銀行と

して日露般予の終りまで積板的な金融活動を行ったが、戦後恐慌による融資先の破綻から甚大な被害を受け

た。その再処の過桂で 1910年に北方銀行を合併して名称、を露亜銀行とした。日露戦争後、恰繭慣に多数の中

国・日本の銀行が設立されたが、各行は露亜銀行に当座預金勘定を開設し、同行の口座振瞥によって相互の

決済をなすようになり、露班銀行はE合閥横の中央銀行の役割を果たした。

ロシア革命勃発後はフランスの銀行となり、中国関内にも文庖を開設して一時は相当の活動を見せた。し

かし 26年9月に銀為替投機に失敗し閉鎖された。(満洲中央銀行 [19421，21頁、石田 [1964]，420・6頁，514・8

点。)

0.3.2 極東銀行

極東銀行は 1923年、革命後ソ速の対満洲経済機関として除爾演に設立され、革命後不振に陥っていたロシ

ア系銀行の中心となった。支底lま満洲皇、海位爾、上海、天津、北京、張家ロに設けられた。中東鉄道の再

illが20年代後半に軌道に来ったことを反映し、極東銀行の特産物輸出関連の貸出も 25年以際に急期した。

その後、 27~ドに中東鉄道の収益の保管を中国側銀行と折半することになって、資金調述に影響を受けた。

吏に張学良政備による中京鉄道の利篠田収運動の圧迫によって、 29年に妹主総会で一時閉鎖が決議されるに

至ったが、協定成立によって北満における活動を維持した。(満洲中央銀行[19421，21・2頁、衛満洲鉄道庶務

郎調査課[1928]，127・34頁。)

0.3.3 その{也

その他の欧米金融機関としては、ロシア系の極東借款銀行、英国系の陸盟銀行(香港上海銀行)、要加手IJ

銀行(チャータード・パンク)、米国系の花旗銀行(ナショナJレ・シティ・パンクに吸収された米国系銀行。

吸収後も中国ではこの名祢をJf)いた。)、などがあった。しかし、その影響力は相対的に小きかったので詳

述しない。(満洲中央銀行(19421，22頁。)

0.4 大豆経済と通貨 ・・・・・ 石田興平のモデル

本節では上述した各金融機関が満洲経済において来たしていた役割を、主として石m興平の研究に依拠し

つつ概観する。石凶はi椅洲の経済情造とその発展を次のように整理し、その特徴を f寡占的二重植民地経済J

と衣現した。

第ー二次iぜ界大戦の終結まで続く満洲の経済は、徹底的に植民地経済として形成され発展して

来たものといいうる。

最初iま、専ら中[10.1依存の.i英民族による・移住他民地経済として形成され展開した。然るに

近代に入り、先進資本主義列強の帝国主義的な中間争毎織が開始されるや、中国本土と共に満

1'(.京 fi締洲回j成立以1}iI

洲も世界経済に聞かれ、先ず1じからのロシアの桜田各と、次いでi釘からの何本の進11¥がおこり、こ

こに帝国主義的な投資制民地活動が展開された。ところが、これらの活動は、それが利用する労

働力の関係で中国本土よりの労働移民をひきおこし、~にその食福を!i:産する炭素悦民を促進す

る。このことは、彼tr~こ中国本土よりの従貨をもたらし、他方で決定物を収買し移輸出する所の

中国系の商業資本の進出を導き、また庇産物加工業の移納を誘発するなど愈、中I副本 lへの依作

関係を深め、 i諸洲経済の中国移住植民地的展開を益々おし)1tめることになる。

かくて、上からの帝国主義的な投資純民地化は、下からの民銭的な中国移住般民地化を促進

し、また逆に後者が前.ti-を可能ならしめるという削係を通じて、満洲経済は、移iI:NI!，=J也と投資

継民地との相互媒介的な二重揖迭をもっ特殊な縦民地経済となっていったのである。しかも、こ

こでは、中国、ロシア、日本というさつの他民主体による寡占、従って、相互平IJJIIないし相互。こ

おける支配の拡大のための闘争を展開し乍ら、満洲のふmにみちたNtl，=l也経済が民IlHされた。こ

の意味で、私はこれを特色付けて、 rJ家内的二重M民地経済Jと呼ぶこととした。 ({jfll(19641，3 

頁。)

11 

この「寡占的二重植民地経済」の根幹はそこで生産される特彪物、キ?に大!.Lの生産および流通にあった。

ロシア侵入当初の食植生産の恥心は満洲内lu)けであったが、鉄道が開通するとともに 1903年以来小Jdllの桜

点ロシア領への総出が始まり、 06年からはウラジオストック経由で海外への倫出が始ま った。同時に人.V:の

日本への給出がなされ、更に 1908年には欧州への給出が開始された。 i前洲大立は鉄道によ って日本・欧州市

場と連結されて国際磁品となった。第一次大戦前後におけるドイツ油断化学工業の技術小新によって、マー

ガリンの原科としてパーム袖・洛花生泊・大豆油などが胡麻拙と同等の性質を確保するようになり、これら

良産物が国際商品となって各々の生産地が回際市場と結びつけられ、相互に舵争関係に恒かれるようになる

(黒田 [1994]，238・9頁) 0 i椅洲大豆の発展はこの過程の一郎であった。

大豆の給出量は 30王手まで右目よりに瑚加し、それにつれて満洲経済も発脱した。第一次世界大戦までは大

豆験出の六~七割がロシア側によってなされ、日本側の長み・大連経由は三~四割jに切ま乞ていたが、大戦

の進展と特に 17年のロシア宿命後にB本側の支配力が急速に高まった。もっともその支配力はロシアネ命の

混乱収拾につれて 20年代後半に再度減衰する。

大豆の満洲内流通を媒介していたのは中国系の描桟とよばれる殺物問屈であり、外国尚人の進出しうると

ころではなかった。農民から也媛大豆を買い付けるのは中小の掛践で、彼等は農産物の1t給する鉄道の駅や

航行可能河川の~t顕から泣く離れた奥地商業地に出て大豆を収口した。駅やi1;t!ÍJ{にはまた別の掛怯があって、

奥地積桟の収民した大豆をHい付けた。吏にP合爾漬・長~. liほ天といった大市場にも中r!l系の大積桟があっ

て、中小沼拾の大豆を買い付け、また出張所・支庖を各地に配して大豆の収貨を行った。こうして集められ

た大豆は中国本土・日本・欧州に愉移出された。このうち小国本土向けは中国系特産簡が担当し、外同資本

が参入していたのは対日・対欧愉出であるが、これらは主に日本資本とロシアのユダヤT料、が担当した。

中国系特産商の特君主は、それが単に農産物の生産ー蒐集流通一輪移出を媒介するばかりではなく、満洲

経済の逆方向の物資の流れである外国・中国本上の雑貨の給移入一配給流通一消費の側婦にも介在してい

たことである。その形態は、同一資本による純桟・雑貨尚のj長官あるいはtJ.j-B'が聯号とよばれる資本関係を

持つというものであった。また農産物加工業をもこれら中国系資本が聯号として経営していた。(以上、石

図 (1964]，464-76頁による。)
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0.4.1 北漁の基*モデル

次にこのような流通微桃における金融機関と通貨の役割を図rr.・2によって整理しよう。この図は石田の作

成 した r~ヒ揃における出貨然流通の再生照的循環旗本図表J (石悶 [1964].593頁)である70 図の内容を石田

の付した昏号に従って追ってゆこう。

その起点は左上の「愉IHi窃jである。具体的には三井物産などの大豆取引簡を指す。彼らは中央都市 (o合

問漬)において、 (1)外同銀行(朝鮮銀行等)から総出特産物目付のための金票融資を受ける。この金21資

金を (2)銭荘または貨併交易所8において情火洋に交換する。この恰大洋は終局的に (3)姶大洋発行銀行

(見t=1'i官銀号等j に由米するので、金現を対価として恰大洋が発行されることになる九 (4)輸出商は中

央大権桟からE合大洋で特pfi物を買い付け、これを外国 (日本等，に給出する。これによって発生する輸出荷

1.~併を外r~J銀行がxrい取っ て、その代り金で ( 1 ) の金禁借入が返済される。

輸出揃に特産物をう'tJ.iJした中央線桟は (5)独特した恰大洋資金を鉄道沿線の地)j都市(たとえば安遥

北浦役大のj也}j特産物集F在地)にある収口出張庖に送り、 (6)この資金で地方大崎怯からB合大洋で収Hす

る。地}j大拙怯は奥地における収買のため (7)恰大洋を官帖に交換し、この需要に応じるため終局的に (8)

官級サがE合大洋を対価として官帖を発行する。 (9) (10)地方大柿崎は地元樋桟を通じて農民から特産物を

買い付ける。農民の生pfした付産物はこのようにして官帖の形態で農民の貨幣所得となる。

以上がこの再生区循環の11ir~ドである。後半は右端の農民の所得の支出から始まる。 (11) 農民は官帖によっ

て農村小光i留から雑貨を跳入する。 (12)農村小光商は宮帖によって地方問屋から雑貨を仕入れる。(13)

地方11lJJ.i¥は地方大問屋から雑貨を仕入れるために官帖をP合大洋に転換する。 (14) この官帖は終局的に銭荘

を通じて官銀号に持ち込まれる。こうして (8)で姶大洋を対価として発行された官帖が、姶大洋と交換に回

収される。 (13) (14)のT絞で地方問屋ーの手に渡った恰大洋は、 (15)雑貨仕入のために地方大問屋に支

Jムわれる。

(16)この崎大i'tは恰溺浪に仕入のために駐在している仕入出張μに送られる。始入雑貨は金票建である

渇合が多いので、 、17)恰大i下は銭荘あるいは貨然交易所で金21に転換される。(18)この恰大洋は終局的

にE合大洋先行銀行に持ち込まれ、金葉と交換に回収される。 (3)で金13を対価として発行された恰大洋はこ

うして同収される。ここで将られた金票は (19)愉入雑貨の仕入に使Jtlされ、更に (20)代金送金のために

外同銀行に還流し、外貨(日本間)に転換されて外出(日本)に送金される。

これで北IJqの再生施循環はー応完結する10。この循環は一気に阿転するのでもなければ一年中継続してい

7勿B言、 」二 の閃 I!IIH主化され11式{ヒさ 11.1.ょ一位の}1!1念Mであって、 E買~ははるかに~~量かつ不安定である. 111純化と安定化の録作I!

J'II.Mのためには不可欠であ司て、 ょの凶に含まれない要素があるとしてもそ1t.1!欠点とはいえない。もっとも単純化き九ているといって

も、この凶11随分術後であるが。

8 iE..t名体11i買江貨供交s所. 1913 年に資本金 20 百万四目の線式組織として役立さ tl.る。恰鰯『賓大i't~ を金]完， )普天~・吉体官給・瓜

総江w帖.";:'11町大l'rJ再などで'ffJtする。(満洲中炎銀行119421.59町、必野11979)，144J(. ) 

ーとはいえ E合大げの発行が金明星不にMして受動的に行わtt.るわけではない.この渇合、鎗出符Mìiの金r;t先.~大洋Jtが問符1Jlに集

中する傾向があるので金康相濁が下'i5し、 r~合大洋先行銀行が、この恰大洋需要の1曽加で金~に対して平jllJに発行することになるJ (右

回(196.1).576買). すなわち、画合大洋先行銀行が金製と交~の略大洋発行を宥利と判断する結果としてのみ町合大作1;1発行される. (18) 

の金規による間合大作のF収も、 r.J織の判断の結集と.lfえるべきである。

10 尚、関l下・2 にはも‘ひとつ、 I亜~の般向E をa!l.q耳するそデJレが含まれている。ここにいうi(!'tと 1:、治~の子会社で北満における特定

物吸収4 口的として長fj'緩!日市紛i!の'Jill. 倉雌・金総司色務を行った図際.i!紛の免Hする~.fl<手形のことである。このモデルの起点~1;1. 

{α 1 先れ地万t5rlïにおいてゆ火fI伎の出張庖が国際運愉に約束手彩を釜し入れて.金原廷で培爾il払の~{子l' ~ <l1!'t)を入手すると

ころであるo (b) 11 r.l l! これを'姶創i買に~貨仕入代金のi基金をなさんとしている地方問m.二袷文洋で売却する. (c)地方問震l!iUlを

虫色鰯iUUr.の仕入出張Rにi!り、 (d) 国防運織f喰鱒E童文ItIニ呈示して金~の文Jムを受ける. この資金1: 1) 9) 峨入高からの~貨仕入に先

当される.

序章 n締洲由J成立以前 13 

るのでもない。前半の特産物~{，:Í治犯は 9 月- 12月のUHJtWJに一気に'x行される。後半の別抗過犯は地t震に

よって異なる。 jヒ満の農村では概ね良民による消費財の購入も出符JUJに主とめておこなわれた。農村から大

豆を糧桟の下に運んだ農民が、そのまま祖桟と関係のある雑貨商のところへ行き、一年分の雑貨を購入して

農村へ戻ってゆく、という事態を想定すればよい。しかし先進地域のけJ満や.r.JS，Ii周辺では消費過抱が一年中

継続していると見ることができる。牒業関連金融の7訟ではあるが、通貨は 9JJ -12月に膨桜し、その後ゆっ

くりと回収されるわけである。

この図により、金禁が主要都市IIUの為持を媒介する役割を果たし、また*大洋が大都市およびその周辺の

一般的通貨であり、農村においては官帖が流通していたことがわかる。また金却を対価として崎大洋が、恰

大i学を対価として官帖が発行され、それぞれによって阻収されていたこともぶされている。

0.4.2 松野の改訂モデル・ ・・・・大連経由の治合

次に松野周治が石田の図を改訂して作成した図序・311によって、大辿を経山した外国 (U本)との決済を

説明しよう。この図では石田の図の中央都市(除剤i貧)以下が「奥地Jとなっていることに注意されたい。

その奥地で買い付けられた特産物が大述に運ばれ、大述取引所で鎗出荷にうピ却されて海外(日本)に愉I:Hさ

れるという事態が惣定されている。では図の番号に従って見てゆこう。

図序 -2と問機に、 (1) まず大iMの輸出商が朝鮮銀行大述支庖から金31資金を借り入れる。 (2)その資金

を大連銭齢、取引所12で紗裂に転換する。 (3)この紗烈によって給山簡は人辿取引所で特必物を蛾入する。第

1節の朝鮮銀行のところで述べたように大連取引所は金ill化に失敗して紗県illのままであったので、診票への

転換が必要であった。 (4)紛出商はこの特産物を外国(日本)に鎗出し、総UJイ有為仔を銀行にHい取らしめ

て金票を受け取り、 (1)の借入を返済する。荷為替は海外(日本)へ送られて紛入商から外貨 (U本田)が

取り立てられる。 (5)特産物を愉111陶に (3)で光却した繊桟は独特した紗;J'l資金を大述鋭紗取引所で金票

に転換する。 (6)この資金を朝鮮銀行大連支庖に持ち込んで送金為替手形の発行を受ける。 (7)送金為替

手形を恰爾演に送り、 (8)朝鮮銀行恰爾演支庖に呈示して現金化し、得られた金票資金を (9)貨幣交易所

でD合大洋に転換する。 (10)この恰大洋で特産物を買い付けて大速に送る。ここから先は石田の図で説明し

(b)でP合大洋を須得した中央..伎の出奴ml1(6)この資金で特産物をnい付け、恰鰯i置に送り、 (4)中央大組依11愉出商に売却し

て督官大洋を受け取る。この日合大洋を (e) '1 1央大相検は貨明書交易自時で金~に交換する。ここで般初に綴り出された約束手形が (1) 姶爾1.

の図際逮織に送付さtLて中5絶大積枝に呈示され、金<<で決泌される。

これが区東の流通銀介モデルである。区l:.の発行者は図際還備に限らず、三井、三裂、 8滑なども問織の極東を発行したし、中失大.fl

般の地方1苫が発行することもあった。勿S言、額幅が間合大洋のものも発行された。

11但し、説明の初会で安冨が多少変更した。

1214 ~宇 2 月に中国総人と安田財閥系の正俺銀行の代表者・が関東都管)(.fの認可を得て紋$L した大速銭幾公所が、大連銭紗取引所の前身で

ある。 17"F 5月18日に関東都管府の大述lTI:1<物産取引所銭紗取引に関する規定の発布と人渡取引所銭紗信託徐式会社股立がなされ、 5

月318に大連銭.公所が任意解散し、 6月 l日より大逮銭紗取引所が発足した。ついで 19i1"2s6日に関東都告別が交した大連取引所

規定により、既に 13"F9月に発足していた火速電要物産取引所と併せて大連取引所が成立し、銭紗取引所はその銭紗餓となった@取引

所11取引人の監管・悠玉のE監理・公定相渇の発J;;.毒事を取りuiぃ、銭紗僧託会社が取引の泌"・縄保条務・資金厳通電Fを行う. 30王手6月

20臼茨在で銭紗取引人の数1:、日本人が 18名・中国人が46名であり、全員大連取引所u紗取引人組合に加入している <m.(1931)，1-

4頁。三井銀行上海文庖 (1927)，18・泌氏。中国人民銀行(1989)，293・4頁。)。

銭紗市場の取引物件は紗漂 100聞および'/J、洋銭 100元であり、これを金源で売り買いする.初期に11ロシア・ループルも上場されを歩Ii

を以て発J(されていたが、 17・18年と 2<1if.に取引が行われた以外11取引智無となっている.また.IJ、洋銭の~~Ib 比敏(y.J小額であっ

た。このほかに取引所が市場内で径窓に取引せしめているものに、区中{上海雨対紗r:!)、ほ煙(芝~雨対紗娘}、火作餓{紗}\Uサ大洋

銭}の三者がある. (南郷 (1931J，14・9氏、三井銀行上海文広(1927)，29-32頁)。

この当時、大連銀);1;市助1:1中国のiヒ餓と上海を繁ぐ.H 1Il要な~g.市織であった.関東庁の大連銀紗市高島育成を通じて満洲の資金決績

を大速に集中せしめえたことが、 t濁世時金#-への金般的進出の足鉛かりとなったζ とは間浅いなかろう.
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た通りである。

さて、この図のようにモデル化するならば、第 1節で述べたJE金銀行齢、哀の発行万針が特産磁の110に必起

した不満と、大連取引所llHlf問題の本質が明瞭となる。図序・3で注意すべきは、銭紗rIi場で (2)金21・北・

封;;古賀という取引がなされているにもかかわらず、正金銀行が金訴を対価に紗票を発行していない点である

図1が・2でたとえば総出劇が金烈を姶大洋に転換するところを見ると (2)、この取引が終局的に (3)伶人沖

発行銀行の金票対価の恰大洋発行を惹起する、と想定されている。これと対照的に、銭紗市場の金票売・抄

~~t r:tは金波対価の2922発行に結果しない。これが第 1節で述べた特産商の正金銀行に対する不満の原因であ

る。

すなわち、金票資金を正金銀行に提供しでも紗票が発行きれないため、日系特産商は紗票資金の調達に苦

慮することになった。もしiE金銀行が大述の紗民需要に柔軟に対応して診票資金を供給するならば、 (1)で

正金銀行から妙票を借り入れて直ちに特産物をXlい付けるという操作が可能となる。勿論、正金銀行もその

ような貸出を行つてはいたが、般大手で信用厚いはずの三井物産の大迫支底長が「仮令、金ノ様ヲ持テ行ツ

テ担保ニシマスカラト云フテモ銀四ハ貸シテ呉レヌJと強い不満を示す状態であった。

また大連取引所建値問姐の本質も同じところにある。というのも、もし大連取引所の金票建化に成功すl'l..

1ま、金~~資金でそのまま特産物の賊入が可能となり、輸出簡を悩ませていた紗票調達問題自体が消滅する 。

しかしその試みは中同系商人の強い反対の仰に全くの失敗に終った。

ではこのような同組の原閃となった銀、京の発行条件を、上海・大連・恰磁波の2きそ子関係のモデルで雄官、し

ょう。

0.4.3 障申と北満の聞係についてのモデル

W.'11と北渦の関係を示すのが図序-4i匪[11を媒介とする恰大作文すよ海両間為替の機構J13である。この図

もまた石田の理想型である。ここでは恰制i貨の特産物が大速を経由して上海に移出され、上海から生活~W

が移入される再生産循環が想定されている。

この図の起点は (1) r尚文筋愉出商jと呼ばれる関内向けに特産物を移出する中国系の商人が、特産物を

上iflilIIJけに移出してよ海l山}償織を荷為替の形態で保持している、というところに採られている。 (2)前文筋

愉出商はこの荷為替を鏡花・中国系銀行に光却して紗票を入手する(陸申売)0 (3)上海筒債権を買い取っ

た縫壮・中間系銀行は、それを正金銀行大迫支庖に売却して紗~を入手する。このとき、上海両資金を対価

として紗票が発行されるわけである。 (4)正金銀行大連支庖は上海支庖に荷為容を送付し、 (5)上海文庖

は銭~E .中国系銀行を通じて (6)上海の愉入商から上海両を取り立てる。

(7)妙見iを入手した怜iJ(筋輸出商は、その紗烈で大連取引所において特産物をHい付ける。 (8)特死物1

を光った特産溺(禍桟等)は跡、現を大述銭紗取引所で金票に転換し、 (9)朝鮮銀行大連支庖で恰爾潰IIIJけ

の送金為接手形の発行を受けて (10)崎誠慣に送付し、 (11)朝鮮銀行恰爾演支庖で現金化して金票を入l'

し、 (12)直ちに貨幣交払所で世合大洋に転換して(13)特産物収買に向かう。そこから先は図Ff;・2の通 りで

ある。

さて (α)で恰爾演の貨幣交易所で金烈を光り応じたのは、 (b)雑貨を販売して崎大洋を入手した維i'(18i

である。 (c)維貨問はここで入手した金現によって朝鮮銀行晴樹漬支庖で大連向け送金為喜子手形の発行を受

け、 (d)紛入姥貨を札入れるために大迫の 「奥地筋給入商Jに送付する。 (e)大速の「奥地筋鎗入荷J:;t 

13 {且し、lIt明のお合上、多少女犯した。

序章 n泊洲国j成立以前 15 

この送金1..~件手形を籾血1銀行大述文応に呈示して合出資金を人下し、 (f)銭紗取引所で51:~~'~:に幅換する。

(g) この紗認で銭荘あるいは中国系銀行に上海の愉UI間への送金を依航する(七海向け1..~怜=肱 11J の購入)。

(九)紗票を受け取った銭荘・中国系銀行は、正金銀行大迫支底に紗31を持ち込み、上海にill企を依頼する。

(i)送金為替を受け取った上海の愉出商はむ)銭壮・中国系銀行を通じて (k，正金銀行工海文，gから上梅

雨を受け取る。このようにして先に上海荷債権を対価として発行された抄出が回収され、旬、票先行の対価と

なった上海両資金が正金銀行から払い出される。

以上の説明によって明らかな如く、 1少票は満洲と関内の再生産循環をw:.介する紙幣であ って、上海間を対

価として発行され、上海両を対価として回収される。それゆえ日本と il~洲の循環を媒介 j る俊能を本来持っ

ていない。第 l 節で見たように、正金銀行のを歩京発行安勢を三井物þ7tは f之レ l紗~ -ÿ:日J;力発行ニ依ツテ

適当ノ通貨ヲ提供スJレト云フ発行銀行本来ノ目的等ハ殆ント眼中ニナイjと非鱗したが、 JE企銀行の眼Eドlこ

なかったのは「発行銀行本来ノ目的Jではなく、大速における日本側の紗浪需要であっt. 上海・大速を結

ぶ中国系商人の眼からすれば、正金銀行は f発行似行本来ノ目的JをJe分に果たしていたことになろう。そ

のような紙燃が大連取引所の取引を媒介するということは、この取引所の主要な機能が対 H取引よりも対関

内取引にあったことを示唆している。

以上の議論によって、官帖・恰大i学・金票・齢、京それぞれの役剣を次のように整理することができょう。

-官帖は特産物を生産している炭村の流通を媒介する。

• o合大洋は北満の中東鉄道とその沿線主要都市における主要通貨である。

- 金票は日本と大連を結ぶとともに、大連と除制i買なと・の満洲の主~-li1S 111の1J;答通貨の i蔑能を'*たす。

• i品、県は上海と大連の~併を担当すると共に、大述取引所の決済通貨として機能する。

日本とi締洲の循環から見るならば、金票が日本と大述、大連と P合期演を一応繁いでいるにもかかわらず、肝

心の大連取引所に齢、票が介在しているために、金決による接続が一皮切れている点が問旭であった101。逆に

関内と満洲の循環からすれば、紗22は上海両と結合して柔軟に発行される。上海資金があれば容易に紗禁を

入手できるので、大連で金却に来り換えればあとは金認を対価に恰大作が先行され、 P合大げを対価に官帖が

発行される。問題は金票の入手であるが、 j椅洲は基本的に対日出超であって日本国為替には不自由しない。

金票は日本聞を対価に発行されるから、その入手に闘雛はなかったと思われる。こちらのみは上海両ー妙照

一金票-t合大洋一官帖という迫結がより滑らかであったということになる。

以上で f石田モデJレJとでも称すべき北満の貨燃機構の概観が占応作られた。しかし、まだひとつ図Jf・2

で説明されていない項目があるので次にそれを徹辺、する。

0.4.4 官帖インフレーションのモデル

図序・2でまだ説明していないのは、官銀号と官簡の結合による特産収n活動と、これによるil(1/JJの武器-

1Il需品絵入に関述した部分である。これは石田が「官帖インフレーションjと呼んだ市闘の1ft費減退後併を

説明するモデルである。

H このそデルでI!袷大洋が金%'をm置に先行き礼るので、直援日;本から袷篇演に送金すればζの問題liクリアでさるζ とになる。しか

した済特産物 1:1主として中東鉄道によって級奴されるのであり、日本側特産砲の主要n台はあくまでmlÎ4であり、大速f~仰が主ルートで

あった.
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その起点のひとつは図の中心からやや右の官鋭号が宮帖をiU発するところである (a")。この官帖資金は

特産物収口のために官衝に倣通される。次に (b勺官商がこの資金で地元祖桟を通じて特産物を買い付け、

(c勺それを鎗出物産痛にうピ却して金票資金を獲得する。

これと別にP合大irを用いた下段があり、 (d")恰大洋発行銀行がD合大洋を糟発して配下の官商に融通する

ところから始まる !この官尚は (e")中央大縮技から特度物を収口 し、 (f勺これを紛出特産商に光却して

金票資金を接得する。

この官筋Jレートの特質は、 (gつこれら金票資金が官簡を来通り して図の右上方の軍閥の手元に流入し、

(h")これが図の外J1.1を廻って左下の始入商に支払われ、武器・軍需品に転換されることにある lS。金票資

金がこのように伎I11されてしまうと、上の再生死循-環の場合と異なって、士自発された官帖やP合大洋が回収さ

れないままになる。この結果、農民が官帖資金を入手してからそれを使用するまでの附に官帖が減価し、 農

民は売却した特産物の外貨価値に相当する絵入雑貨を購入することができなくなる。これが官帖インフレー

ションの)，1;;本的な発生機備である。

この官帖インフレーションの品明を数値例で!i(f，思しておこう。農民の生産した特産物の価値が100である

として、そのうちu，磁の手に 30が渡ったとすると、 その部分は武器・ ifl需品になるので、生活雑貨の紛移入

は70の価値に過ぎない。しかし既に価値100に相当した価額の官帖が発行されているので、単純な貨幣数id:

1見を仮定すれば、 それらは実質価値70になるまで減価せざるをえない。こうして農民が所得を支出するとき

には、名目価値 100の官帖を支出して 70の価値の生活雑貨 しか勝入しえない、ということになる。勿論、実

際には官商にわたった金票資金の全てが草野となるわけではない。官簡も通常の櫨桟と同じ機能を持ってお

り、m:費として流tl¥tるのはその資金の一部である。

0.4.5 商満について

さて以上が北渦に関する「石回モデルjの概;f1であるが、石田 [1964Jはその渦洲経済研究の第一部「満洲

経済の中田移住総民地的展開jと第二郎「帝政ロシアの対満進出と北i筒経済の寡占的二虫他民地的形成jを

合むのみであって、 「日本の進出を中軸とする期満経済の展開jを取り扱う予定であった f第三部ともいう

べき続篇の別巻J I石田 [1964J，5頁)は遂に刊行されなかった。ゆえに南満について構想されていたモデル

が如何なるものであったかは残念ながらわからない。

しかし上述の上海との関係と、松野の追加した日本との関係を示す図によって北満が大速を経由して上海

や日本と物資を交換する梯子は概ね理解できる。また金融機構における南満と北満の最大の差は、北満のql

I~l系通貨が恰大if と官帖という銀系と制銭系の通貨に分荷量 していたのに対し、 1釘満では底究券(後には現大

i下京)によって概ね統一されていた点にあるので、図序 -2のP合大洋と官帖の双方を麗免券で置換えれば大体

のイ メージは得らtl.るものと ザえる。勿u命、官帖インフレーションの構図も臨免券インフレーションとして

ri;J~援に餅することができるはずである。

では節を改めて、これら通貨の盛衰をおおまかに捉えておこう。

u金票資金の雄関への移動li、実際には官補が'u銀号にf賞金し、それをfi銀号がlIL"に貸し出すという経路で行われると考えられる。

別の側隠から見ると1ff~~ の11{堺支出が1日銀号からの借入で剣返され、それが金~資金に鉱換されて武器・軍需品の鰐入に廻さ1l.ることで

インフレが先生する、ということになる.

序章 fi締洲国J成立以前 .17 

0.5 満洲における通貨の盛衰

0.5.1 北満

i筒洲は基本的に対中国本上貿易赤字の傾向があり、その結果、対本上決済通貨たりうる制銭・現銀の流出

圧力が僚かっていた。この困難を解決するため息的通貨たる私帖の流通が盛んであった。これは奥地のi商人

が農民から特産物を収賀するにあたって一種の手形を交付し、この手形と交換に従貨J~の他を決r~に提供す

るという 機構によって発生 し、 後に微々な地t実的流通を媒介するよ うになった。

この広帖が持っていた地盤を侵食する形で発行されたのが制銭系の官帖であり、これによって省財政般を

切り抜けることがその発行目的であったと考えられる。勿晶、官l貼先行の~Iûl きの目的は「私帖の弊害をd

め、之を買収駆逐し以て財界を救済するJということを挙げるのが通例であったが、以帖は発行若の信別j必

境を;位起するので濫発にも自ずと限界があり、むしろこれに代った官帖のit:発の方が激しかった。 (石田 [19641.539・
42頁。 )

中点鉄道沿線ではロシアのJレーブJレが広く用いられた。ロシアは中点鉄道の迎貨・ 4公花江の汽船通貨・ロ

シア側の説金の納付にこれを使用し、また義和団に伴うロシアの満洲占領や日露戦争のロシア取の支出もルー

プJレ紙幣を用いたため、 一11寺全満主~.jjll市を風燃した。日露戦争の敗北後も JレープJレの対外価値は維持され、

中東鉄道沿線では依然として流通し、その中心的金融機関たる露亜銀行の優位は括るがなかった。(石IIJ[1964J，513・

9頁。)

北満の情勢は 14年の第一次世界大戦へのロシアの参戦によって大きくかわった。まずルーブルの党換が停

止され、大崎なiW発が行われた。 一方日本の述合国参加とロシア援助の開始によって、日合爾i賓が日本・アメ

リカ等のロシア向け軍需品の中継市場となり、日本の業省はP合補償に急激に進出した。これに従って金票の

流通も見られるようになったがJレーブJレに比すればわずかであった。ところが17年のロシア本命の勃発に

よって各種JレーブJレ紙幣が艦発されて大暴落し、日系通貨がかわって姶嗣債の代表的通貨となった。寺内内

閣の金融機構の再編はこのときであり、これによって金票がB本通貨を代表するようになり、崎誠演では金

禁が主張通貨となった。 19年8月に1m始された日本JliのシベリアIB兵で主として金票が用いられたため、そ

の流通閣は北満から極東シベリア方面にまで及んだという。

しかし 20年3月15日の株式相場の大暴落に端を発した日本経済の恐慌によ って、満洲の日系経済は打怒

を受け、続けて 7月に日本車がシベリアからの撤兵を開始したため、 P合爾j貨の日本人業者も後退を余健なく

された。これとともに金現の流通範聞も減衰し、このブームの聞に徐々に第ノヨを拡大した中国系資本を基盤

とした恰大洋にその地位を謙った。

恰大洋の流通促進に大きな影響を与・えたのは 20年5月9日に中点鉄道がその運賃支払を事実上、恰大洋と

したことであった。 20年 10月に強作震がP合爾演に束三省銀行を設立し恰大作を発行するなどしたために、

その流通額は急速に伸ひ.ていった。これに対抗すぺく 21年に正金銀行・露並銀行・花麟銀行が大洋券を発行

したが、中国官民の猛烈な反対に見舞われて発行を中止した。この.~件はP合大洋=中国側金融勢}Jの仲良を

示している。

以上のような経緯によって北満においては、鉄道沿線ではE合大作、農村では宮帖が月jいられ、金12が大都

市聞の為普を媒介する、という分業に培ち着いたのである。(石悶 [1964J，513・38頁。)
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0.5.2 南満

一方、南満では関東州・満鉄沿線で朝鮮銀行金票・正金銀行紗票・正金銀行金園券が、それ以外で小洋票

が流通していた。日本側通貨は 17年の金融緩関再編によって満鉄沿線・関東州がほぼ金票で統一され、大連

取引所・大連海開と上海1.~停を紗票が担当する形勢となっていた。

iヒ満における官帖の役割は小洋銀を基礎と した小洋票が果た していた。しかしその小洋票は 「免換問題j

に苦しんでいた。 r免換問題jというのは、糟発と準備不足によって小洋銀との等価を維持しえなくなった

小洋票を、日本人が入手して他鞘を獲得すぺく中国側銀行に対して銀貨への免換を継続的に請求していた問

旭である。その最初のものは 1913年 5月に名利洋行カ勺反三省官銀号に小洋;誌の免換を3，1*して、準備不足を

理由に把絶された事件である。この種の事件は以降頗発し、党換請求→免換制限→日中間の交渉→妥

結、というその場しのぎが繰り返されてゆく。勿論この問題は日本人商人による単純な値鞠接待行動という

だけではなく、満洲における通貨覇権を追求する日本側1)からの攻怒という側面があった。

16 年 4 月に洛天省の権力を掌握した張作震はこの問題の解決をはかった。しかし金倣引締・小洋~回収と

いう正統的な手段は、特産品繍出の宕I.m.銀高による中国側勝買力の上昇 ・日本からの投資の増加などによっ

て好況過桂にあった当時の必天経済の通貨需要の膨張と相入れなかった。また通貨f旬発を財政補墳の重要な

手段としていた張政権にと って も実行は困難であった。そこで採られた最初の方策は、日本側との妥協を戚a

立させつつ、大洋銀を基礎と した一二大洋21を婚発して小洋票を回収することであった。しかしその試みは、

肝心の一二大洋票が流通に入らず失敗に終った。

この一二大作票にかわって 17年 12月に束三省官銀号が発行を開始したのが睦免券であった。医免券は上

述のようにポ天における免換規定がなく、日本側の党換問求に晒される可能性がなかったので、この問題を・

とりあえずは消滅させうる通貨であった。とはいえ銀との関係が弱いこの紙幣の流通を拡大・安定させるこ

とは容易ではないはずである。張政績は充実しつつあった政治力を行使し、奉天省内の他の通貨の流通を排

除することで、通用力を磁保するという方策を採った。 16

この政策実行上問題となったのが奉天省政府の統制の及iまない中国・交通銀行の発行する小洋票であった。

統制の及ばない理由は、両行の束三省の統括が長老手の分行で行われており、それを監督する吉林省管Jf(孟思

速が張作震と対立していたことにある。Jf(lJ1.力に優る張作震は19年 7月に吉林省の内紛に乗じて孟恩速を駆

逐し、奉天省の金融統制楠の統一に成功した。 r陸免券Jは、このような張作諜政権の政治的成功と東北経

済の好調に支えられて流通範囲を拡大し、 20年9月の f査祭私帖考成弁法jによって本帖の禁止を徹底する

に歪り、期満の中心的通貨の地位を万全のものとした。(松重[1992J参照。他に塚瀬 [1993J，109・12頁、金

子 [1991J，260・6頁。)

匡免券はその後、 24年まで数年にわたって価値の安定を誇った。しかし強作震が中央進出のためにm事

行動を起こす際の箪費調述下段として底究券の噌発が利用されたため、第一次奉直戦争 (22年)、第二次務

直戦争 (24年)、郭松齢の反乱 (25年)などを経て 25年後半以降急速に価値が下落した。その発行額は 25

年夏頃に 1俄間程度であったものが、わずか三年後の 28年夏には 10億四に迫るという速度で膨張した。

16あるいはむしろ、区免券がQf.島規定を持たないことが流通を使途した可能性があるo I湾側の中国人にとってg銀号への免倹1:/求11危

険な行為となる恐れがあった。これよりt去のことだが、両容高が官級号の紙脅干の耳目|で張&織の<<1燥をt員ねて死刑になった務例がある‘'

そうすると、 t底らにとって免換却~>主があってもなくても大きな遣いはなかったかもしれない。両容部は免j換を制求する日本人に小洋梨を

売りはしても、自分で免換111求することはあまりなかったが、その理由11ここにあると思われる。もしそうであれば、下手に免換規定の

ある小t草原や一二大洋東より b 、JIt:Rにおける免換総定のない睡ft~のjjが日本人の攻震を受けない分だけよりましであるとして歓迎さ

れたとしても不思織はない.
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28年6月8日の張作探爆殺の後を継いだ蝦学良政織はこの'J1態を収治すぺく 29年 5)Jに現大作を必伐と

した免換券たる現大洋票の先行を開始した。これはアメリカの述邦準俄制j止を参考・にしつつ天iltにおける聯

合準備制度の運用を踏まえて~立された遼~1'î妓四行号聯合準備肢によって先行さ it.た。Jl!三省官銀・号、 造

業銀行、交通銀行、中国銀行の四行が同準備JOI(を共同で組織し、問機悦WIま現大i学泉の先行 ・免f実業務とn'!

備の保管を行い、現大洋票のW!viiì は七割を現釧とし、 二三 ;~qJ を・ ;{j価証券とすると脱定された。この制j立は通貨

発行権を一元化し、日本側銀行や中国・交通銀行などの紙燃の排除を目指すものとされた。。こもかかわらず

発足の段階で、訟家の機関銀行と称された溢業銀行の単独の現大洋発行n'を認めるという例外規定が設けら

れた。それにつづいて中国・交通両行も単独先行を行い、 30年 7 月には点 モギ?官銀号も li1.~J!で発行を Imtmす

るなど、発行権一元化の構:tllは当初から破綻した。しかも、無制限免換を辿IItrとするにもかかわらず現鋭の

省外搬出を禁止して事実上の免換制限を行っていた。

このような足並の乱れがあったにもかかわらずこの政策は功を奏し、匝免券を補助貨と する形で現大if出

が流通に入り、インフレを急速に収束せしめた。匪免券の縦統的な価値下偽に対応すべ〈、人々が取引を現

大洋建で行って匪免券の時価で決済する、という方法をとり始めていたことが現大洋民が受け入れられる )j~

礎となったという。張学良政指は 28年末の易織と 30年秋の中原大戦の際の関内進駐 .~W7:Þlの中恭氏l司陛

海空軍副司令就任というー述の過程で、国民政府による同家統一と反日ナショナリズムをぷ紬とした新しい

政治的体制の構築を開始していたが、現大洋による幣制改革はこのような流れのー側面であ コた。(凶付[1992Jo) 

0.5.3 小括

以上の過程をまとめておこう。まずロシア似入当初の、鉄道沿線にループJレ、それ以外ri，f:t.帖・官帖、と

いう情勢が、 日露戦争によ って、 I何満鉄道沿線=金謀、北i純鉄道沿線=JレープJレ、其の他一官帖・小j字決、

と変化した。その後ロシア革命によって一時金京が北満に広がったが、やがて中国系紙幣たるE合大洋がその

地位を奪った。|街i持では張政福の努力によって幣制の統一化が進展し、既免券・大洋~~~によってi締鉄沿線以

外は制圧されつつあった。

つまり、当初は鉄道沿線をロシア ・日本の近代銀行の紙幣が支配し、奥地を中国の伝統的形式の通貨が流

通する、という状態であったが、徐々により近代的な中国側通貨たる恰大作・匪党券・人i下京が登場して流

通鴎を拡大し、北i楕では恰大洋が奥地の官帖を排除しえなかったものの鉄道沿線を奪還し、 ，tii情では医免券・

大i学票がi前鉄沿線は制圧しえなかったものの、伝統的な貨僚を排除して中尉系流通園の絞 .こ成功しつつあっ

た、ということになる。この前提条件のもとに四発券銀行を暴力的に統合した満洲中央銀什が出現するので

ある。 17

0.6 日本側金融機関の困難

このように 20年代を通じて、中国側の通貨と金融機関が勢力を着々と伸ばしつつある ーブiで、日本側金融

機関は不振つづきであった。本節ではその中叙たる朝鮮銀行・正金銀行の困般をまとめておく。

17但し、この段階でも営ロの過炉銀 (筒替高の帳簿緩ffによる決演者li樟)、安JI!のSA平鋭など、従来の決済担E嶋守保持している地峨も

わずかながら残存していた。
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0.6.1 翻鮮銀行の不良債梅

20 年代の朝鮮銀行にとって駐大の問題は不良債権の膨張であった。その内容は大きく二種類に分かれる。

ひとつは第一次大戦に始まる好況期に供給した債権の1.~~付であり、もうひとつは 20 年の不況以降に救済融資

として発生したものである。

第一次大戦から 19年までは上述の如〈、ロシア勢力の後退と北満への日本商品の販売拡大、更には中東鉄

道の不振による満鉄大豆鎗送の活況によって在満日本人社会は好況下にあり、やがて過熱ぎみの不動産投資

ブームを引き起こすに至った。朝鮮銀行はこれに応じるように庖舗網を拡大し、奉天・大連・長春につづい

て四平街、間j瓜、 P合爾 i賞、営口、 11H反旬、徳井村、吉林、~天新市街、旅順、鉄嶺、遼陽へと展開し、シベ

リア出兵時には満洲程、チ夕、斉斉恰爾にも一時的ながら出張所を開設した。業務の発展も著しく、 15年末

の渦洲mの問金貸出額がそれぞれ 2百万聞と 4百万四であったものが、わずか四年後の 19年末には 45百万

聞と 115百万聞に膨張している。この貸出金の残高は朝鮮銀行の本拠地たる朝鮮における貸出額とほぼ同じ

か少し l二週る胤換であった。この頃、 JレーブJレ紙幣の信用~失に采じて金禁の流通範囲は北満に広がり、シ

ベリア出兵によって点部シベリアにまで至った。このような'閉鮮銀行の業務拡大は単にブームに使来したと

いうものではなく、満洲・シベリアにおける国権拡張を目指すものであり、また 17年に設定された金票によ

る満洲の通貨統一という自様を実現するためであった。

しかし 20年になって~i'.激な反動恐慌が発生し、在満企業の投後的な性格が強かったことと銀価大暴落によ

る金浪路投資価値の目減りのために、在満日本人経済の必ち込みは日本本土を上廻る激しいものとなった。

しかも戦中戦後に一時的に拡大した北満における日本の経済的地位は、シベリア般兵とロシア革命の混乱収

拾につれて大きく後退した。このため好況期に放漫な融資拡大を行った籾鮮銀行の資産内容は急速に悪化し

た。資庫内容の悪化は朝鮮銀行だけのものではなく、正金銀行を除く日本側銀行は朝鮮銀行と向様の貸出を

好況即jに行ったため、ほとんどが不良債権の重荷によって低迷していた。

明郎銀行は n縄洲日本側銀行の中央銀行Jの立場と、金現による通貨統一政策維持のために救済融資を行っ

たが、これが悔を更に深くした。しかもその救済融資には、上述の大連取引所建値問題に関する金建派への

情実貸出の色彩を持つものが含まれている有線であった。朝鮮銀行の満洲における開業者貸出は 20年末の1

15 1]万聞から 25・6年頃には 35百万四強にまで拡大した。最大口は満洲銀行への 21百万聞の貸出で、それ

以外に正陀銀行等向けに多額の不良債権が発生していた。これら同業貸出以外にも、特産業者の小寺洋行へ

の 16百万聞を惟顕に相当の固定貸出を抱えていた。 i前洲での同定il'は 24年末時点で貸出総額 123百万聞の

-L ;'IlJi互い 85百万国に述している。(朝鮮銀行史研究会 [19871，220・8頁，326・32頁、金子 [1991]，457-8頁、柴

HI [19771，58・63.a、伊必 [19891，175・182頁。)

帆lt銀行はこのように資産内容の僅端な悪化という問題を抱え、 20年代を通じてその処理に苦しんでい

た。その苫境に輸をかける形になったのが、朝鮮銀行の信用不安と金禁過剰発行に由来する金票の価値下落

であった。

0.6.2 金襲減価・・・・・大連商人の鞘取取引と対日送金問題

金;J'S減価を最大限に利用したのは大連商人と呼ばれる、上海と大連の銀為仔栂場を中心として活動したヰ1

同人九件取引業省幹であった。彼らは主に山東系の両替商であり、相互の団結心が強〈一致して行動するこ

とが多かったため、一つの集団とみなされていた。その特散は、常に上海で銀為普を買い大連で銀為替を売

るという、一方向の鞘l収取引を行い続けていたことにある。 ニIljJ必111]に梅若が存在するとき、裁定取引が継

rf.f;'t n尚洲回J成立以前 21 

統的に行われるならば、その格差はやがて消滅するはずであり、このような級定取引を何年にもわたって大

線機に行い続けるうるということは通常考えられない。しかし、大辿街人遣は十数年の長きにわたってこの

ような一万向的な鞘取業務を行い、そこから長期間利益を接待し続けていた。その結果、彼らは 1920年代を

通じて急速に勢力を拡大し、 30年代には次節で凡るように日本間そのものの対外価値にとっての脅威である

と言われるまでに成長する。

大}M~混入の主要な舞台は大連銭妙取引所と上海の為仔市場であった。大i忠商人の鞘取取引には、紗焼、金

J?l、日本間、上海両の四通貨が関係している。この間つの通貨は上海では、(:1)ド間対よ~両(ll本向け(j :本

間為佐)、金票対上海両(大連向け金票為俗)、紗;賞対上海i吋(匝:ql)、という形で上海筒を通じて相互に

Ilj泌を過した関係を結んでいる。しかるに大ì..'liでは、紗~J対上海jl可(匪申)、紗票対金現(銭齢、相場)とい

う関係は市場を通じて決定されているが、日本間と金訴は公的にはパーで国定されており市場は存在せず、

また日本間と紗票や上海両を結び付ける市場も存在しない。この不戦合が大述隣人の利益のw;t泉であった。

大連商人の取引相手の中心は日本の大豆取扱業.a.である。彼らは大v..を満洲から麟入するために大辿に送

金する必要があった。大連で日本国と金票がパーで固定されているため、日本間資金を直接大辿に送金すれ

ば、 1 困 =1 聞で金禁資金に交換せざるをえない。ところが、上海の1JIJ1.~倖市場は日本向け聞為替を上海i占j

で売口する市場であり、また大連向け金泉為答を上海両で先口している。この両者を結合すれば、上海で日

本間と金票を売買できることになる。そのレートは金規の f過剰Jを反映して常に 1/8・1/4両在JjC、金21デイ

スカウントであり、上海経由で大述に送金すれば、日本間 1聞を l回以上の金票に転換することができた。

この差額を大連商人と日本の特産高等が分け合うのである。

大通商人は上海で日本の大豆取扱集者等の需要に応えて大述金現資金を72却し上海両資金に転換する。そ

れを大連で匪申為替として売却して紗票資金を獲件する。その妙EZ資金を大連銭齢、市場で売却して金12資金

に転換すれば、サイク Jレが完結し、このときには元の金額を上廻っているわけである。

大通商人の鞘取取引の利益の淑泉である金現の名目的な価値と実質的価値の差額は、その原因のひとつを

上述の朝鮮銀行の不良債権に求めることができる。この間定貸をファイナンスするために朝鮮銀行は日本の

公的資金やコーJレローンの吸収に奔走し、 1，;に能}J一杯の調達を行っており、大連から日本への送金圧力を

かろうじて凌いでいる状態であった。このため大連での金烈の実質価値は不断に下落する。この価値下浴に

よって上海両で計った金諜の裁定価格が、日本聞に比して 1/8・1/4両以上安くなれば、日本から大述への送

金を上海経由で行ったほうが有利になる。おそらく、この迂聞にかかるコストが 1/8・1/4両程度だったので

あろう。この水準を越えて、更に大述の金京価絡が下務したとき、大連商人は大連で紗;誌を売り金;誌に砂え、

上海で大述向け金票為替を売却する。この裁定取引によって金票の価値は日本田比 1/8・1/4岡安の均衡水準

に復帰することになる。

大連商人から大連の金票資金を買った日本の業右には二つの選択肢がある。一つは大連で手にした金良資

金を日本に送金することである。もし日本への送金コストが、企票デイスカウント幅よりも小さければ、日

本への送金は利益を生むであろう。この上海吋大迫『日本という迂回送金は、上海の対日収支が赤字傾向

にあったので、上海の輸入業者の対日送金手段としても頻繁に行われた。上海では金票がB本国より安いの

で、大連経由で金票を日本国に等価で交換できれば、直接日本に送金するよりも有利だからである。

これが対日送金問題であり、朝鮮銀行はこの対日送金庄bに終始悩まされていた。特に関東大緩災以降に

対日送金が均大したため、準備を維持しきれなくなった朝鮮銀行は 24年9月から禁止的な高率の手数料を課

した。また 25年6月からは郵便撮倖による送金にも制限が加えられたので、この送金は困雛となった(柴田

(1977]，56・7頁、朝鮮銀行史研究会 [19871，332・40瓦)。それでも、手持ちの金票資金が過多であるならば、
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多少の損害を被ってでも日本への送金を行うであろう。そうすれば、金票の過剰部分は朝鮮銀行へ還流し、

金裂は対日本国 1/8・1/4両安の均衡価格を維持する。しかし、この対日送金は日本で朝鮮銀行のB本圃準備

を削減し、発行機備を脅かすことになる。

もう一つは、金票資金を紗~資金に転換し、特産物を賜入して日本に鎗出することである。勿論これが通

常の特産簡の業務である。このとき、銭紗市場は再度金票過剰になり、金票の上海両価値は対日本間 1/8・1/4

岡安の均衡価絡を勉えて下泌する。そうすれば、大述商人の政定取引が再度行われ、相場は均衡価絡へ復帰

するであろう.このように、朝鮮銀行の金票過剰発行傾向が不断に市場を不均衡化し、大連商人の決定がそ

れを不断に均衡化していたのである。

この金票減価にともなう問題の発生は金22を中心とした日本の金融的進出政策の破綻を集中的に表現して

いるが、三井銀行上海支庖 (19271はこの事情について次のように述べている (66頁)。

満洲に於ける一般支搬入が、銀が高いと云はずして、鮮鋭老禁[金:zt一安富]が安いと云へる 3

1長こそ、械に此間の消息を穿ち得た意味深長なるものといふべきである。斯くて、満洲に於ける

鮮銀金券が低〈評価されると云ふ !J~は、即ち金券統一主義の失敗を物持るものである。

実際、朝鮮銀行はこの事態の対策として朝鮮銀行自身による大洋券の発行を提案しており、これは f金券統

一主義jの失敗を自ら認めていたことを示している(柴田 [19771，57頁) 0 18 19 

0.6.3 正金銀行の為替投織の失敗

繰り返し指摘したように 20年代の日本側金融機関は朝鮮銀行を雛顕に、おしなべて不振であった。そのな

かで唯一比較的良好な経営を維持していたのが、正金銀行の在渦支庖である。正金銀行も 10年代後半に満洲

における貸出を膨躍させたが、その半分以上が商品担保貸出であり、不動産融資は 4%に過ぎなかった (19

年ぷ)ので、恐慌の被害は比較的軽微であった。その後、特に 22年 10月 12-16日の満洲支庖長会機以降

貸出抑制が明石直となり、為替来初に比重を移していった(小風 [19881，285・7頁)。

20 年代には日本側銀行唯一の銀資金機能を活かして関内と上海を結ぶ物資の循環を媒介し、特産取引に重

民なj也位を占めており、この方面の営業は順調に推移していた。しかしその正金銀行も、在満支応と陸中 ・

紗却を通じて草皆様な関係にあった上海支応の為替投般の失敗という問題を抱えていた。

この問題は26iFに正金銀行上海支庖が僑爪源吾支m長の指抑の下で大々的な為替投機に乗り出して成功し

たことに織を発する。上海文応は 26年初頭から銀相泌の先安を見魅してポンド・ドJレ・日本国の大相な買い

進みを実行した。 7月に入って銀相場が安定したために利食い売りによって口持は一時減少したが、その後

9月になって中同の内戦激化を材料にした投機筋の日本間売崩しがはじまると、上海支J6はこれに買向かった

ため、日本回目持は 1，660万聞に達し、児玉謙次頭取の警告を受けるに至った。ところがこの間買持は銀相

場の下落によって 434万四もの利益をもたらした。これは上海支庖通常の半期利益の十数倍にものぼる巨利

であったという。

18 金頭の過剰発行が減価に繁がり、日本国との飽常的免自民的求に見舞われるという事態11 、 1917 年の金納IiH~止以前も fQ換券問

題jという形態を以て先生していた。小島仁によると、 f r免換券問題jというのは、簡単に宮えI!、中国高人が金券発行勉で入手した

日本銀行免自民券を日本内地に持ち込み、日本銀行で国金貨に引き燃え、間金貨をよ治方面へZ見送してしまう~に、日本銀行の邸内正貨準

傷の釘姐となっているという問却である。Jという(小島仁(1981)，182頁}。これが1917年以降1;1:主要な舞台を満洲に移し、 「大連日li

人の制l&取ヲりあるいは f対日送金問UJ という形態に変化するわけである。この陶者の関係U:、l!に~野[1983) が術指している.

1・.+:墳のut~l!lêtt (1991a) による.1f細1;1そちらを~照していただきたい.
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しかし閉じような2為替投織が28年には逆の結瓜をもたらした。上海支出は 8月 -6}1の満洲における銀

需要の旺盛さによって銀価滋賀を見縫し、 7 丹後半以降大規伎な現銀買いを I，~日始した。その金額li 10 )~ ，まで

に9百万両へと膨接した。しかし思惑とは逆に銀がド必したため、この投機的行動を本f.Iiは容認せず、 10月

末に倹査人を派遣して査察を加え、 11 月 24 日に矯爪支庖長を減収席為特~民に更迭するという強政手段を

とった。その後の査察によって一連の取引で 1i5万両の損失が出ており、この外に金塊先日で 35万I耐の描失

のあることが判明した(両方合計でほぼ292万四)。銀価は 28ij:以降 3HF-まで一見して下務し続けている

ので、この現銀口持を処分するnoにも相当の損失が先生したものと惣像される。

この為替投機の失敗と橋本文庖長失脚によって、正金銀行上海文庖は大きなダメージを絞った。その後の

正金銀行銀圏支庖による資金凋述・連m金額は徐々に減少しており、正金銀行が鋭間取引の危険性を鰍って

業務に更に慎重な姿望書をとったことを窺わせる。(以t本項の記述は平 (19921，219・21，n，229・35.w・による。 20) 

0.7 満洲事変と満洲中央銀行の成立

30年前後の満洲の通貨金融情勢が中国側の近代化と勢力の仲良、 8本側の不振と後迅という傾向にあった

ことは明らかであった。特に張学良政織の国民政府への接近に前後する、 pfr大洋・現大irの成功は 11本側に

とって脅威であったはずである。満洲1JJ変はこのような情勢の下に発動された。

0.7.1 中国側金融織問の接収と満洲中央銀行の設立

1931 年9月 18B、関東JlLの謀略によって柳条湖付近の満欽線が爆破された。関w:wはこれを張学btmの

攻怒と看倣して泰天北大営への攻撃を開始、 19日'r-前 6時 30分これを完全に占領した。 BS隊は午前 5時 30

分より前進を開始して奉天減内に入り、主要行政俊|湖・銀行を占領した。このとき占制された銀行のなかで

最も重要なものはいうまでもなく束三省官銀号と遣業銀行である。束三省官銀号と遁業銀行はただちに関東

mによって閉鎖された。その後、関東慨は軍事行動拡大のたびに必天のケースに従って金融緩関を占領して

いった。(古屋 (19931，41・3t.io ) 

閉鎖の後、両行に対して問点窓経理部部只の監視下に内容の検査が行われ、資産内容の良好なことが確忍

された。この媛収の成功が満洲中銀設立とその後の活動を容易にする。束三省官銀号は、日本側が作成し、

中国側の協力者によって確認せしめた f束三省官銀号管理俳法Jに従って 10月 15日より営業を再開し、遺

業銀行も同内容の管理排法によって同日営業を再開した。

古林7)(衡官銀銭号lま9月21日の吉林占領と同時に封鎖された。ポ天同級に検査が行われ、張政胞との関係

希滞なこと、営業範囲の比較的狭いことが確認されたので奉天より=十日'{い 9月25[Jに再開されて 11月

中旬には吉林省政府に引き渡された。

:1.¥純江省官銀号の接収lま11月半ばの関東'ilIの1''f1干D合協占領の時点である。それまでに、関来事に強力な抵

抗を示した黒純江省主席馬占山が海倫に逃れる際に、手持現金、先行印鑑、重要t1f類を持ち去っていた。し

かも馬占山は海倫で現大洋票(馬大洋と呼ばれた)を発行した。このような援収の失敗のため、同行は満洲

20平(1992)はこのお傍役割量失敗を以て、

一九二0年代の銀貨国における正金の活動の歴史的使命1;1よ議文1苔の管業破綻を契織として一九二八年いっぱいで事実上

終止符が打た九ていた

とし、正金lま「生ける庇j と化した、としている (235 頁)。しかし、上の~fHl織における 281ドの彼失11292 e万閣であり、26王手の

利益434百万国と初級するとまだ 142百万四も利益が出ている.財務上の術祭11吸収可能であったはずであり、平の書干{酉1;1正金銀行のtll

11と経営方針に与えた~.を強調したものと解釈すべきである.
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中銀設立まで閉鎖されたままであった。この接収の失敗によって巾飽江省の通貨統一は他省に較べて遅れる

ことになる。

満洲JJ~変は当初、日本による糊洲の領有を目的として発動されたが、その万針は当時の国際環境の下では

実行不可能とされ、 n縄洲回j股立の方向に転換された。そのような転換が容易であったのは、満洲領布自

体が中国からの分雛だけではなく日本からの分般をも指向したものだったからである。そうすることで関東

軍の支配をl't微させるという意凶を満洲事変は含んでいた。寧による金融機関の接収という措置は、それら

金融機関を張政権から分離し、軍政の安定をできるだけ日本政府に依存することなく確保するためであった。

これは関東軍がこれら金融機関を怯学良政梅の安定性の重要な支柱として認織し、その確保によってそれを

継承しようとしていたことを意味する。(古屋 [19931，41・3頁。)

満洲の領有を意閉していた以上、金融機関の接収の意図が最初から満洲中銀股立を目指すものではなかっ

たはずである。官銀ザの統合による満洲中銀設立という )j向は、領-{iから満洲国政立への転換と同時に始動

したということになる。この万針が決定されたのは、 32年 1月中旬の幣制及金融諮問委員会による議論を経

て関~UT(宰謀部の統治郎による f貨幣及金融制度方針梁j と f貨幣及金融制度関係法案j が出された時点で

あった。

この段階で問坦となったのが.f1Trll央銀行の紙幣を金系とすべきか、銀系とすべきか、ということであった。

この接持において銀系を主張しえ・のが正金銀行関係者であり、金系を主張したのが朝鮮銀行関係者であった

ことは、既に述べた116j行の性格を与えれば当然であった。特に朝鮮銀行とすれば「鮮満金融一体化jを実現

し、その中央銀行となる好機でさえあった。しかし満鉄調査部系のグループは満洲の現状を考慮して銀廷に

賛成した。この論争は関東mの石原・板垣といった満洲事変の首謀者が、銀廷を支持したことで結若がつい

た。

3月 15(]には中央銀行創立準備会織がI~Jかれて創立委日を内命し、満洲中央銀行の設立準備が行われた。

6月10日に「貨幣拡Jr満洲中央銀行法Jr満洲中央銀行組織緋法jが参議府を通過し翌日公布され 14日

に創立委J1総会がIJn悩されて定款を議決し、 15日に総裁、副総球、理事、監事の任命があり創立事務は終

了した。 11IJJ訟の四行はi純洲中央銀行に合併するという形で処分された。満洲中娘の開業はi拘洲国「建国Jに

四ヶ月遅れた 7月 1nであった。この日より満洲中銀はその発行する「国幣jとよばれる満洲中銀券によっ

て、満洲の幣制の統ーを開始する。 21

満洲rll銀の前身たる各官銀号litA桟・首舗をはじめとする多種の附業を行ってきたが、満洲中銀は中央実

業肘を設けてこれらを漸次整理1廃合し、組肢を廃した主要総分を新設の大興公司に譲渡した。 22

1椅洲、Jf.変が満洲の金融に与えた影響は明瞭である。それは徐々に進行しつつあった幣制統一の方向を、暴

力的に推進したことである。しかもその実行主体は満洲における金融主権を回復しつつあった中国側ではな

く、抑l々の困維を抱えて後退を余儀なくされていたB本側であった。 T鈍洲中銀lま幣制の統ーを強力に推進し、

継承した四銀行の紙幣を二年IIUで93%回収し、 r I!t界通貨史上未だ曾て見ざる好成績を以て之が整理を完

了J (i絹洲中央銀行 [1942).8i.mした、と自画自賛するような成功を収めた。

しかし満洲において幣制統 e までに残されていた問題は、金禁・齢、YZを除くならば、官帖の'合大洋による

回収と日合大洋と現大Hの統合だけであったといえよう。この問題は、通貨地発による軍事質調達の問題と、

21以上世間例中央銀行の除lt過程11、Yi武 (19901.163.91 賀、小松 (1972) ， 151・68、言~..(1965)，186-200頁による.

尚、 I舗洲'1'鎮の資本金30百"{I;即の内 7.，)8"万冊が政府によって払い込ま t1..1.こが、その原資11済制中銀の政府への策上金であったとい

う(朝鮮鋭行史研究会 (19S7)，442.fO0 満洲中銀IHI分で自分の資本金を払い込んだことになる。

22大興公明111"鈎守主要員長著書とし、喰B$下の閲民館畠運動の際1・11袋付にむける資金吸収検閲として煩能する (i歯洲中炎銀行

(1942)，119 23 Ji. Ol2 ~m 2 JiiおよびfI¥.5.~!!{\) 0 
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金融機関の通貨発行既得権処理の問題に崎清する。日本側にとって後者・のIlll~は金融償問援収と満洲小銭設

立によって容易に処理しえた。前者の問題は日本からjl(貨が送金されて金票で払い出されることになるので、

これもまた満洲中銀にとっては回避可能な問題であった。 r世界通貨史上未だ竹て見ざる好成績Jを渦洲中

銀が収める準備は既に整っていたことになる。

しかし、軍費の問題は満洲ql銀券にとっては回遊可能であったが、日本聞にとってはそうではなかった。

その負担は前節で述べた大迎商人の手によって、明!僚に示されることになる。

0.7.2 日本圃にとっての満洲草貨の負担

金12減価を利用した大述商人の活動は、 i締洲$-変以降に日本凶の価値に~人な影響を与えることになる。

日本聞は満洲事変のほほ三ヶ月後の 31If"12月 13日に金本位を縫脱を決定した。その結果、 32If" 1 JJには

上海事変の勃発もあって日本聞は 49i の公定レートをはるかに下廻り 34~ ド Jレまで下偽していた。その後も

日本聞は一方的な下落を続け、 f落潮iはト一月に入るも活‘としてj段上するを知らず、 JJ初既に二十一 ドル

台を割ったが今や全く大述及び上海スペキュレーターの牛耳るところとなった岡為替は、上海日米放定相場

の動指をそのま、に反映して乱高下をつ川ナjついに 20ドJレを割るまでに至った(朝日新聞社経済部 [1933)，69

頁)。このときの聞暴落の特徴は大連商人が大きな役割を果たしたことであった。

その第一の原因は、満洲事変の発動により、満洲事変関係費として巨額の資金が満洲に投下されたことで

あった。満洲事変関係予算は 31年と 32年の両年合計で 358百万四に述しており、このうちかなりの部分が

満洲に投下され、関東州における金票資金は急速に膨張した。この金票資金の膨張をn鼠に、大述i街人は上

海における大連向け売崩しを展開して日本間投後に絶大なる力を発抑，し、日本国の対米ドJレ相場の惨治をも

たらした。これが日本聞の背負った1Il費負担の発現であった。(朝日新聞社経済部 [1933]，76頁、火述浦工会

議所11933)0)。 この大迫商人の活動に対し、日本は資本逃避法の関東州への実施をほのめかし、大威省官

僚を派遣するなどしてその活動の抑制をはかったが効果なく、ついに 33年 3月に大述銭紗取引所日商鯨と

の取dl厳禁通述、同年 10月5日の関東州 ・満鉄附属地為替管理令の実施に断み切り、大i阜商人の活動を停

止せしめた(伊藤正直 (1989)，272頁、検i賀正金銀行 [1934)，17・26.m。しかしこの惜置は、関東庁が永年に

たって育成し、中国北部と上海を結ぶ中心的な市場として成長した大連銀銀、市場を衰退させる、という犠牲

を伴った。日本聞に加わった負担は大述鍛齢、市場を犠牲にする形で処理されたのである。この結果、その機

能は日本の支配の及ばない天tltの租界に移動してしまった(兵JiI!県興亜綬済協曾 [1943)，1頁)。この天体祖

界は周知の知く、日中戦争下の日本の策北通貨政策を阻止するための重要な拠点となる。

結語

20世紀初頭から 1930年に至る満洲の迎貨史は次のようにまとめることができょう。まずロシアと日本に

よる鉄道を通じた勢力の拡大があり、これに伴って両国の紙幣と金融緩倒が鉄道沿線に勢力を傍築し、それ

と併行かつ対抗して中国の通貨金融の近代化が徐々に進展していった。こうして鉄道沿線の北満をロシアが、

市泌を日本が磁保し、それ以外の部分を官銀号を中心としたrll凶側機関が倣保するという体制ができた。と

ころが第一次世界大戦とロシア革命によって情勢は一変した。ロシアの勢力が後退し、 .. *j:内内問の積極策に

よって一時的に日本側通貨(金票)が補填した。しかし北満の金訴は近代化を一層推進した中国系の姶大洋

によって代普されてゆき日本の勢力拡張は失敗に終る。南満では張作集政権が通貨の統 a を徐々に推進し、

張学良政権下の現大洋票発行によってl釘渦の通貨統一の勢いは臼本側既得植益を脅かすに至った。満洲、F変
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はこのような時点で発動され、満洲中央銀行の設立は中国側のこれまでの近代化と通貨統一の努力を積取り

するものであったといえる。

i締洲$変とは、大速を中心として満鉄を通じ、 rJなと線jによって満洲を支配するという従来の政策から、

「満洲回」を設立することによって、 f面」として満洲全体を直媛支配しようという政策への転換点であっ

た。通貨・金融の面から見た同時期の変化も同じ意味を持っているといえよう。 i縄洲事変以前の満洲におけ

る臼本側金融機関の役割は、上海一大速の為替を紗票が、大連ー姶鰯i貧の為替を金禦が担当し、大連銭妙、

市場が両者の結節点となるというものであった。しかるに、満洲事変の後は大連銭妙市場の役割が低下する

とともに、満洲中銀と朝鮮銀行が満洲の金融を全面的に掌出することになった。

強作n政権の成立以降、近代化を推進しつつ中国本土との関係を強化していた満洲は、日本の獄事行動に

よって全く別の方向へ動きはじめる。その運動は大日本帝闘を滅亡へ導いた戦争の進展に従ってめまぐるし

く変化する。この変化に従って通貨と金融の情勢も絶え間なく変動した。次章以下ではその軌跡を再帰成し

てゆく。

第 1章

「満洲国j金融史の全体像

序言

満洲国の 14 年間は、貨幣金融史の観点から五J~Jに分けることができる。

第l期(1932......33年)は第一次幣制統一j切である。この時期に満洲中央銀行(以下 i前洲中1Juは建凶以

前の複数の通貨を満洲中央銀行券=国幣によって統一し、日本側による金融支配をij:立した。銀系通貨の統

ーが最優先の政治目的のーっとされ、タイトな金融政策が掠用された。注意すべきはこの11与J~J 、 u 本圃資金

の膨張によって朝鮮銀行券=金票の勢力が拡大したことである。この結果、渦洲通貨は回僚によって統 ーさ

れた銀系通貨聞と、急激に拡大した金口=日本閥系通貨聞の二重椛~に収倣した。

第2期(1934......37年)はいわゆる第二次幣制統一j切である。この時期にl司燃は銀リンクを脱して金聞に

パーリンクし、日本国プロックの一日となる。 i両洲国はこのパーリンク達成によって物料銀行を中心とした

日本の金融勢力の排除に一応成功し、回幣による貨幣金融構造の一元化を達成する。 4Lt.というのは正金銀

行在f縄文庖が残存したことと、朝鮮銀行大連支庖をはじめとする大述日本側銀行の満洲由への資金供給が総

統し、特に農業|刈述金融において重要な地位を占め続けたからである。

~ 3 JI1J (1938...... 40年)は修正満洲産業開発五ヵ年計画が実行された時期であり、そのための資金調達が

最優先探題とされ、金融政策は一転して積極的となる。そこでこれを資金膨張期とする。このJ~J には満洲ι!1

銀の創出した資金が満洲興業銀行とi締洲国政府財政を通じて散布された。

第4JUl (1941...... 42年)は 41年7月の「関米軍特別i貨切J以降の11i.費膨張による日本凶資金過剰に対応す

るために、金融引締政策が本絡的に実行された時j切である。この'I，i換によって満洲'TiRの国内資金供給が完

全に停止したが、外生的な日本闇資金過剰を相殺するに歪らず、紙幣t曽発はむしろ急速化した。

第5J明(1943......45年)は激しい通貨土谷発によって特1世づけられる時期である。戦況の悪化に{ネって爺の

経済への介入が著しくなり、通貨発行額は加速度的に上併していった。この時期に満洲凶は大東亜共栄圏の

食器基地と位置づけられ、農業部門に対して鉱工業に匹敵する巨額の資金が投入された。経涜統制の拡大と

紙幣増発の急速化は、中国入社会を中心とした附経済の拡大をもたらし、満洲rlL)の経済運営は混迷に陥った。

このような状況の中で満洲回は筋援を迎える。

本意で主役を演じるのは満洲中銀、 i有満洲鉄道(以下満鉄)、 11・4洲重工業開発(以下渦業)、 i~洲興業銀

行(以下満洲興銀)、興.Q金庫である。これら五社の貸借対照去の変化を追うことで、満洲国の資金の流れ

の続観を得ょうというのが本章の戦略である。 1

1こ九らlH土の資金に関する数値1:'、草寺に断わらない限り図 I.A-0の数値である.

27 
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ただし、ここであらかじめ三点お断わりしておかねばならないことがある。

第一点は、渦業と満洲興銀が活動を開始するのが第3期に入ってからであり、興農金政の登場は更に遅れ

て第 5期になるという々である。主役の備わない時期におけるこの手法の有効性は相対的に低くなり、こと

に第 1-2 J闘がそうである。このため節 1-2期については満洲中銀の幣制統一の実行過程に関する慨観を

行うものとし、資金のÚrtれの~"成の}J点は第 3-5 W!=臼中・太平jf戦争w!に置かれることになる。

第二点は満洲凶政府財政のl絞り扱いである。財政が国家の資金の流れに占める割合は一般に低くはなく、

満洲回のように終始政府が経済に介入し続けた場合は特にそうである。しかし財政は主としてフローで認織

され浪記されるものであるために、本れで採月jするストックの変化を追究する手法との接続が容易ではない。

ゆえに部分的に貸借対照表が知られている投資特別会計を除けば上記五社と向じ手法で取り扱うことができ

ない。

第三点は口本との!船主である。日本との経済関係を最も良〈示す国際収支表もフローによって認織され表

記されるものであって、これもまた貸借対照表との接続が容易ではない。

本~で用いる分析す2払はこのような限界を持っているが、その守備範囲は見かけほど狭くはない。まず第

に、満洲中鋭を除く満洲間企敵機関の信用創造力は限られたものであって、満洲中銀の紙幣t旬発に匹敵す

る国幣資金創出下段は存在せず、満洲中銀と満洲興銀・興良金庫を含めて考えるならば、国幣資金のほとん

どの部分をカバーできる。第二に、財政についても祖説公課とそれに基づく支出という循環の部分は完全に

依け落ちるが、財政が発生させるiJt構債務関係については渦洲国μl伯、 i締洲中銀との貸f昔、満鉄との貸借の

三つの経路で把搬することができる。逆にJうならば、満洲国政府の主な債権債務関係のうちで抜け落ちる

のは、満洲国政府と日本政府との資金の遣り取りに阪られるといってよい。しかもこれは結果的に満洲中銀

と日本銀行(以下 B銀)の資金の近り取りに合まれている可能性が向い。第三に日本との関係についても、

満鉄・満業の拡式および仕償、日本関連満洲回国債、満洲中銀と日銀の貸借関係を捉える事で、日満資金関

係の令~の傾向をおさえることができる。それゆえ満洲国の資金の流れの令体像を把握することは充分に可

能なのである。

本策では上記の方法によって満洲間資金の流れのパターンを解明し、その持つ意味を探りだすことに意織

を集中する。事後的な資金の流れの[1'からあぶりだされるものは、満洲国当局の主観的な「金融政策jとい

うよりもむしろ、客制的な現文の力によって制弄される満洲回の姿であるといえよう。このような姿を捉え

ることにより、これまで見務されてきた満洲囚のー側面を照し出すことができるのではないか、というのが

本来の日持見である。 2

1.1 第一次幣制統一・ ・・ ・・第 1 期 1932 年~ 33 年

1.1.1 幣制統一事業の意報

i梢洲中銀は 1932年6月11日の貨幣法.i持洲中央銀行法・満洲中火銀行組織緋法の公布に基づき、同月 15

日に張政権下の発券銀行である点三省TI銀号、黒純江省官銀号、吉林7K衡官銀銭号、 塗業銀行の資産負債3を

織を承する形で‘造立され、同年7月 111に開業した。それは渦洲国立凶 (32年3月1日)から四ヵ月遅れての

2本寧の叙述の"となるのは関 1・ 八 ー 0 であるが、これは割~2 銀以下のtl鈴を基礎に'"成したものである。 ζ hらの図'i-~の司1怖を

r後としつつ省略‘s.t'"をれて錨かf ている。 その務舗を記入すると膨大なものとなるが、そのようなI!を付しても .~主であるばかりで

税者の利益にならないと判断したので省時し介。この図1:イメージを箔いたものであって、矢印にfずさ hた主主悠b;さ考程度と理解してJJt

dl.よい.
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開業であった <rH:r.第7節参照) 0 i前洲中銀の設立当初の主要日的は、中国系の諸通貨を国幣によって回収・

統一し、日本側の金融支配を砿立することにあった。この旧紙幣の制収は相当の困艇を予却されていたが、

実際には容易に進展し、 ii有洲中銀は ill1貨幣整理緋法Jの指定する幣.N¥15冊、券相136砲を継]f:<し、 34~I' 

6JJまでに 93.1%、35年6月までに 97.1%を回収している(満洲中火銀行 [19421，94貰)九満洲中銀はこ

れらの継承紙幣の回収の他にも、馬占山の発行した応大洋票、熱河rïの熱M~業銀行の熱河謀、銭~f等の先

行した各種の広帖、営口の過雄娘、安米地区の$Ji平鎮の整理を概ね 34王手までに行っている(満洲中央銀行

[19421，87.m。

満洲中銀自身はこの事業の意義について、 f凶内経i斉界の円滑なる発達と近代国家たるのif，t容を瞥へるに

は、国内燃創jの級本的立直しが、喫緊の大事業でもあったので、政府は鋭意Jl:の整理に当り、遂に短日月の

間に世界に頬例のない奇跡的偉業を完成し、今日明朗なる金融界を育成すべき基礎を作った。 J (満洲中央

銀行[19401，16頁)と自賛している。幣制統一事業のこのような意義づけは、 i締洲|亙11勾織においては常套的

なものであった。例えば f満洲ill国十年史Jも、 「旧き 幣制 と金融機構は旧渦洲の悲しき政治経済の集中的

表現であり、これが止揚による新しき国幣の確立と金融徴憎の整備は、新国家の政治経済的建設の前提条例

を意味するJものであり、幣制統一事業とは f素面L極 りなき貨幣金融体制を掛棄するJi新しき貨幣金融体

制jの確立である、としている(満洲帝国政府[19691，491頁，495頁)。このように満洲国時期には 4 般に、

i絹洲中銀の幣制統ーは「素面Uした旧泌がHM制を「揚来Jし、近代国家に相応しい近代的貨燃シスアムを導

入するものであった、と認識されていた。

i締洲の旧幣制が「衰弱L~返りなき J ものであったという認識は更に・般的なものであり、満洲国JûíJ災後に満

洲接収を行った国民政府点北行営の下部組織である東北物資調節委J~会でさえも、満洲国u!向以前の状況を

f11. .一八事変之前，東北幣制極為複雑Jあるいは f複雑棄語L之旧通貨Jと衣現している(京北物資凋筋書S

R会研究組[19481，金融筋，2・3J'O。また、事態を比較的冷静に観察する立場にあったと思われるイギリスの

研究者F.C.Jonesも、 1949年の著作の中で次のように衣現している。 (Jones[1949]， 123頁。)

1931年当時のi崎洲では、中国の他の地波と同織に、統ーされた通貨システムはなく、犠々の

地方通貨が存在してその交換比率は常時変動し、これが経済発展の阻害民因となっていた。点三

省官銀号、占林省永衡官銀銭号、黒竜江省官銀号、遺業銀行の四行が中凶系の主要銀行であった。

これらの銀行のそれぞれが種々の高額 ・小額額面の通貨を発行しており、更にはJtI!場のより小脱

模の地方機関や商業組織の発行する紙幣や硬貨が存在したので、流通していた紙幣硬貨は鰐積

15種、券種 136種に達した。 4

1920年から 1928年のIUIに張作震将取は中国全土を覆う内戦に徐々に関与するようになり、

他の中国の革関と問機、軍事的口険の費用を輪転機に依存した。彼はJ$天諜という名の車12を

何の裏付けもなく加速度的に噌発し続けることで、膨張した窓隊のための物資調達を行い、農民

や商人にその受け取を強要した。張学良は父に倣ってこの財政上の不正行為を継続し、 19291手

にはM.天票の流通額は額面で三十億四となった。このため本天;誌の実質価値は急速な下絡を被っ

た。・・・上記四行は務合準備成を設立して更なる価値の~it~洛を防ごうとした。しかし、悪弊は

そのような対症療法によって防ぐにはあまりにも根深く、成果は限られたものであった。

3{，締洲中級が継承したl日紙偽の図幣換算額lま142，234，881聞であるとされているが{満洲中央銀行(19421.90頁)、 I宵洲中級u立時β

の貸f昔対照表の紙然勘定の残高は 141.562.857聞となっており、 672.024111少なくなっている。何故このような差只が生じたのかは不明

である.

4この1i!.t1ili不正婚であり、 rl¥H量15~量、ð!<{i 136極jというのは満洲<T;J{が継承した四行の先行必貨だけの纏殺である。
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しかしこれらの恕織は、 rjl国系金融システムに対する認識が一面的であり、また張政権の貨幣政策の評価

としてもキ過ぎる。まず第一に満洲の信用システムはそれなりの合理性をもって機能していたのであって、

それが観維であるからといって直ちに f豪語Uであるとか「経済発展の回答要因jであると評価するのは早

計である。第二にぷ天票は張作震の f軍事的自険J以前には安定した通貨であり、この時期の安定性を無視

した評価は不十分であり、また北満におけるE合大洋の地位6t保の意義を無視しているのも問題である。第三

に、張学良政権の通貨安定政策はポ天31を見捨てるものではあったものの、現大洋票の価値維持には一定の

成功を収めている。(序章容照。)

この時点の通貨状況を評価する際には、近代統一通貨システムとの距維を測定するよりも、この地減に榊

成されていた通貨システムの把撞を優先すべきである。満洲中銀の理事であった長谷川長治は、戦後国民党

政府の点北行営経済委員会に提出した文章のなかで次のように表現している。

満洲では安*の銀手銀、吉林の寛平銀等の馬蹄銀を始めとして各極の現大洋が各階層を通じて親

しまれてゐた。満洲は常に貿易 t出超であったから是等銀の倫入超過の時代があったに違ない。

にも不拘常に通貨不安を伴ひ銀行当局者を悩まし続けてゐた。則ち銀に基礎を置いた各種の発行

紙幣が銀紙の聞きが発生する処に悩みを持つので此聞きを大体に於て上海向為替の光応じによっ

て最小限度に狭めようと最大限度の努力を払ったものであった。奉天21占林官帖思飽江省官帖の

如きは全く銀価を遊荷量した存在となってしまった。 i椅洲が関1)..)との関係に於て国際収支上?品川こ支

払趨過であったTs.と政府当局が財政の支出に紙幣の発行を要求し而も発行された紙幣の回収方法

を卜分に考慮しなかった事とが通貨価値に対する不安を常に包蔵する原因となったことは否定出

来ない。斯ふ言ふ通貨状勢の中に寧の陰謀と言はれる九一八事変が突発したのであった。(長谷

川 [19461.2・3頁。)

1920年代の満洲の貿易収支は、大立総出によって対日本出超、生活物資の移入によって対中国関内入超と

いう状態を続けていた。このため満洲は過剰な口本田資金を上海銀資金に転換して対関内の赤字を決済する

必要に常時迫られ、満洲のと海向~~は仕向一辺倒となっていた。この結果、満洲の発券金融機関の紙幣の

価値維持も、 「各極現大洋jとの免換という直接的方法よりもむしろ、上海向為替の売応じという間接的万

法によって行われていた。換Jすれば、満洲国以前の「銀行当局者Jは、自己の発行した紙幣の価値を上海

銀為径と結びつけることで、紙幣の信用を維持しようとしていた。{序章参照。)

満洲小銀による凶幣の価似維持もこれと同様であったと言ってよい。具体的には次に見られるように、正

金銀行大il!i支庖が発行していた銀四券=齢、票の売り応じという手段によって行われていた。すなわち、

同幣市価維持のおめ中央銀行が分量的に最も多く行う方法は、路、票を以て国幣を岡収し、紗票を

通じて現大作と国幣とを par に維持することである、併し国燃対現大洋"':~相場に差ある場合即ち

銀紙に開き大なる時に限り、保有現大洋を以て調節を計るも、之は最後の手段たるに過ぎないや

うである。(償漬正念銀行頭取}，If，調査課[19331，190頁。)

正金銀行の発行する齢、禁は、序章で論じた如く上海銀資金を裏付として大速において発行されていた銀系通

貨であり、上海1.;仔との安定した関係を以て貿易決済通貨としての信任を獲得していた。正金銀行大連支16

は捗21・が提示された場合にli上海為替を引き渡さざるを得ないから、 i袴洲中銀によって売却された齢、票の相

当部分は正金銀行に対する上海向為符の請求となって表れることになる。すなわち満洲中銀の齢、口先却1;1:、

正金銀行の協力に基づく上海向為替光却に他ならず、結局のところ満洲中銀は、満洲回以前の f銀行当局者j
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と問機に、上海向冷誉の光応じによって銀紙のr~J きを出来るだけ小さくする万針をn徹するこ と で、通貨価

値維持を行っていたことになる。

上海を中心として形成された中国金融シスナムの中で、上海銀資金と結びつくことで信用を役得したとい

う点で満洲中銀の国燃は、 J，~天票、現大i羊票、骨合大洋治あるいは正金銀行紗京と何司選ぶところはない。 こ

の意味で満洲中銀の第一次幣制統一lま、旧来のシステムと民なった[近代的」シスナムを新たに持ち込むこ

とで達成されたのではなく、旧来のシステムの内部で行われたと汀いうる。換dすれば、 i締洲tl1iJ!はがiH訟で

ある旧四行の地位と信用の継承と正金銀行の援助をi李総とし、徴収した通貨価他維持政策をとることで、 II.l

来の貨幣金融システムの上に軟着陸したのである。

満洲中銀のこの軟着陸の成功に閲して、正金銀行妙訴の来たした役')i1)1まlf(~である。上記の民待川長約は

次のように述べている。

金票を通じ国幣の価他を維持・すると云ふ引は間接的にもせよ効果は滅に小さいもので正金紗却に

よって直接間接偉大なる効果を納めて居た1~を明記してをく。(長谷川 [1946J ， 15 (fo ) 

正金銀行から紗票三百高円のfI¥'，訟をなして之を匪!llfti場で1((接光って悠られるやら日本r1)を光っ

て紗票を戸間違し日本政府からticぷを受けたりしながら兎もjfJ1:海天iIt向九校相場の不当の!日iきを

縮小しっ、国幣の発育に努力したものであった。(向上、 18μ。)

満洲中銀が第一次幣制統一を行っていた 1931 1ドから 33~の間に、 iE金銀行抄裂の先行額は 14 百万聞から 3

百万聞に減少し(満洲中央銀行 [1942]，53 頁)、 i前洲中鎮の保宥する紗EZあるいは紗~~lf1i金も激減しており、

国幣価値維持のために相当の紗票資金の払い出しの行われていたことを推測させる。この払いfI¥しが正金銀

行に負担を与えるものであったことは疑いない。正金銀行が満洲事変以前に満洲の銀述通貨金融システムの

中に形成していた信用とj也似を考えるならば、正金銀行の払った犠牧は重要な窓味をtSっと考えられよう。

これらの事怖を考慮するならば、上述の如き断絶的とも菖えるような認識が不適当であると Jうことがで

きる。なによりもまず、僚制統一事業が急速に進展したという 'J~災自体が、この堺東が!日米の金融システム

を f揚来」するよりむしろ継承するものであったことをl府示している。もしこの事業が旧いシステムを fJ幼

棄jして「根本的立直しjを行う断絶的性質のもならば、事業はより困難なものとなったはずである。

t前洲中銀の国幣はこのように旧来の紙幣と同織の性絡を持つが、他の紙幣・硬貨を総て排斥したという点

で一線を画している。 r新しき貨燃金融体制jというときの f新しさjはまさにこの点に求められている。

満洲中銀が既存金融機関の貨幣的既得権益の排除という強硬な手段を探用しえたのは、 1崎洲中銀が張軍関と

いう中間系社会位大の既得躯益集団を破渡して成立したi筒洲国のrll央銀行であったがゆえであろう。この貨

幣的既得権益の打破と中央銀行への集中という点こそは、 1締洲中銀の近代性を示すものであったと Jいうる。

但し、それが満洲中銀でなければできなかったかどうかは別問題である。例えばエドガー=スノーは次のよ

うに評価している。

これまでの日本の治組の中でもっともうまく行ったのは、新しい銀行制度を帯広立したことで、そ

れによって貧欲なm閥が農民におしつけていた不換紙符は安を消した・・・張学良時代にこの;悪

習はある程度改善された。彼にもっと時間があれば、日本人が f満州中央銀行Jを通じてやった

のと同じことができたはずだと考える人もある。 (Snow[1934J，230・lffo) 

1+君主の議論を前提とするならば、中国における民篠主義と近代化への意欲の高まりを正統性の般拠とするこ

とで、張学良政権自身がこれらの既得権益を打破することも充分ありえたと考えるべきであろう。少なくと
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も当時の満洲の通貨感情は幣制統一の近傍にまで来ていたはずである。 しかし現実には張学良にその時聞は

ヲえられず、満洲中銀が僚制改革を速成した。しかもこの統一工作は上述のように僅か二年でほとんどの旧

紙幣を回収するという述度で行われた。この国幣の中国系経済への急速な設避は日本の満洲支配にとって全

くの「勝利jであり、しかもこの幣制統一の成功は治洲国体制を安定化する上で大きな役割を来たしたと考

えられている。 Jonesli次のように評価している。

i縄洲中央銀行の1rj~ った任務に比して、 [その資力は]貧弱以外の何者でもないように見えた。

しかし、然制改革は予想された以上の成功を収め、発行紙幣額に対する正貨準備事li適当な水準

を維持し、旧通貨を退成するものもなく、新しい困貨は卜分な民間の信用を獲得して一般に使用

されるようになった。 ・・・新体制成立後の何年かの問、紙幣発行額は必要最小限度に保たれ、

インフレーションは伺避された。健全で統ーされた通貨を確立するための幣制改依は重要かつ緊

要な改椛であり、この改第の実行は満洲に住む中国人の新体制に対する憎悪を、多少なりとも和

らげたのである。 (Jon回 [19491.126・7頁、 ( )内は安官。)

1.1.2 国幣デフレと金票インフレ

il有洲中銀lま'11m系の銀行済圏の中で信用を獲f与するために通貨発行を短力おさえこみ、徹底したデフレー

シーン政策を行った。そしてこのデフレーション政策が中国系資本の関内への逃避とあいまって、中国系経

済に不況をもたらしたことは良く知られている(大竹 [1976]，96.R、小林 [19721，176頁)。中国系経済は[槌

(i>-で統一された通貨Jと同時に、経済活動の停滞を受け入れねばならなかった。

これとは逆に U本人のJ活動に対しては、朝鮮銀行による急激な資金の供給が行われていた。朝鮮銀行の

先~rする例1f.銀行券(金民)は、 l刻点州・満鉄沿線の法貨であり、同地域周辺と問山地方に満洲伺成立以前

から相当に流通していた。金県は臼本銀行券と等価とされ、Tili洲における日本人の経済活動は、主にこの金

~I~ をベースとして行われており、それは満洲国成立後も問機であった。渦洲事変後日本人の経済活動が活発

化したことや、駐渦日本w ・関東庁~;日本関係諸般関の受払が金京建であったことなどによって金郊の満洲

流通は拡大した。 l更には満洲に怠境した朝鮮軍が物資調達に金禁を乱発したこともあって金禁資金は膨張し、

金烈illの日本系経済はインフレーション過程に入った。図 1-1に見られるよっに、金:71の満洲における流通

額は確実に細大し、これはIj!.なる名目ベースの治大ではなく日本四経済の満洲国内におけるプレゼンスのit')

大を意味するものでもあった(大竹 [19761，95-6.m0 :; 

この時期jの日本からの資金導入に大きく貢献したのが満鉄である。 i~郁夫は 32 年 4 月から 34 年 3 月の二年

間に、株金徴収によって 125百万郎、社債によって 62百万聞の資金を減速している(衣IV・3・b)0 33年の

日本の対満将l投資額は 292百万国であるが(表II・20)、満鉄は 33年に 125百万四の社債を発行しており(日

本興業銀行 [1989])、かつまた 33年度 (33年 4月-34年 3月)には 100百万聞の株式払込を受けている(衣

1¥' 3・b)。両.fi'の金額を単純に合計すれば225百万聞であり、上記の日本の対満投資総額 292百万四と比ぺ

てみれば、加何に満鉄がíf(~な日本間資金調達ルートであったかがわかる。朝鮮銀行li 1920年代を通じて満

洲から日本への送金圧力に悩まされ、このために満洲における金票発行の基皇室を脅かされ続けたが(序章!第

G節宰照)、図 I・2に見られるように朝鮮銀行の日満為替の収支は 32年になって買入趨過となった。これは

「日本箪隊の~H習や満州開発投資のため、 32 年上期以降普通送金も国服送金も内地底の大幅な受入起過に

S しかし序常節 7 筋郷 2 tJtで見たように、j;白洲の金策資金のJj狼が上海，Ii~品における日本即売織を!ï起したことにも注をすべきであ

る.
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転じたからであるJ (朝鮮銀行史研究会 [19871，404.cn が、上述のように対渦投資に占める満鉄の比事は高

く、満鉄は朝鮮銀行の金票J:W発のための必盤強化に大きく貢献している。このことから満洲国における金票

経済の拡大と日本系経済のプレゼンスのm大に来たした満鉄の役割の大きさカリE解できょう。

日本系経演の拡大が如実にぶれたのは大豆を中心とした満洲特産物取引とその金融の分野であった。満洲

事変以前に特産物の囲内流通を支配していたのは官銀号とその配下にある官商槌桟であった。しかるに官銀

号は閉鎖されて満洲中銀に改組され、その櫨品業務は停止された。官l荷に取ってかわったのは三井・::3.Ot.と

いった日本側商社であり、それに資金を供給したのは同系列の銀行と正金銀行・朝鮮銀行であった。(第 5

章第 1節第3項宰照。)

官陥槍桟の兼務停止は牒村の金融担進を芯起したので、それを補以すぺ〈満洲中銀によるぷ耕資金が供給

された。この一時的措置を継承するために金融合作社が設立され、またi締洲中銀の附属業務を継承した大興

公司が当舗業務を通じて農村金融への進出をはかった。それらの地位はこの段階では小さかったが、 1持洲中

銀からの資金供給を背景に急速に融資額を拡張していった。(第 5皐節 1節節4項害防ん)

こうして日本側商社・銀行は満洲事変以前には決して参入することのできなかった府距収貨の分野に清々

と足織を築いて行った。その一方でリスクが大きく利益の乏しい終業金融の分野は満洲同側の機関が負担す

るという分業ができ上がってゆく。このような意味でi，lli洲事変は IJ本側資本にとってメリットが大きかった

と2うことができょう。

1.1.3 IN~ 

満洲中銀は通貨価値維持を重視して徹底したデフレーション政策を実行し、国幣を中刷系の銀経前回へ浸

透させることに成功した。この国幣の泣透は、中間系経済を満洲同の体制内部に取り込むことを意味してい

たのであり、これ自体日本系社会の中国系社会に対する f勝利」であった。逆に朝鮮鋭行は軍事択を中心と

した日本国庫の対満送金と満鉄の日本からの資金調達を背景として忽敢な金烈資金の供給を行い、日本系経

済にインフレーションと好況をもたらし、これによって日本系経済の満洲自におけるプレゼンスの拡大に貢

献した。この拡大の明瞭に示されたのが特産物流通の分野である。これもまた日系社会の「勝利jであった。

この二重の「勝利jにより、日本は満洲支配の金融的基鍍の構築に成功したのである。

1.2 第二次幣制統一・・・・・第 2期 1934年.......37年

1.2.1 朝鮮銀行の排除

第 1期に生じた国幣経済と金票経済の二重構造は、第 2J切に紘一される。それは国幣の日本国系通貨化と

朝鮮銀行の満洲固からの排除という形で行われた。満洲中銀と朝鮮銀行との並存状態を破るための前提条件

は同幣と金固とのパーリンクであった。

国僚の対外相場の推移によ ってこの過程を追ってみよう(図 I・3)。この図には f日本国jと f上海銀回J

の相場の月平均の推移が示されている。 r日本田Jとなってはいるが、満洲では日本銀行券と国餅の相場は

基本的に立っておらず、金訴と国幣の売買がなされていたから、この図の「日本国jは実際には金民の価絡

を示していると与えるべきである。金現・は言うまでもなく原則的には日本間と等価である。上海の銀資金は

上海銀四単位でぶ現されている。正硫には 33年 3月の「廃両改間j以前の上海銀資金は「両J単位だった

が、総;て困単位に換算.されている。廃両改固によって制定された「困jは純銀 23.493448グラムに相当する

から、純銀 23.91グラム相当の国幣よりも少し安くなるはずであるが、図 I・3に見えるように、実際には逆に
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同幣が少し安くなっている。満洲中銀は上述のように正金銀行の援助によって上海為替の売り応じを行って

いたのではあるが、完令に光り応じることのできなかったことがここからわかる。

しかしそれでもお年に入るまでは、ほぽ上海銀聞にリンクしている。一方、日本国の方は 32年7月から

急速に下落して 33年前半には国侍・日本闘がほぼ等価となる。その後更に日本聞の下落が続き 34年には団

常 100凹=日本国 110聞にまでなった。ところが、 35年に入って国幣は上海銀聞に対して急速に安くなっ

て金現に接近し、 35年9月からは金票とパーになっている。それは、この頃にアメリカの銀買上政策が開始

され銀価が高脆し始めたため、物価下絡をfι供した満洲国当局が上海両へのリンク雛脱を決意し、国幣を 日

本間との等価に誘導したためである。同年 11月4日に日本田とのパーリンクの22が日本政府と満洲国政府

によって行われ、国幣lま制度的に金票と等価関係に入った。これが銀リンク離脱から日本間とのパーリンク

に至る過程である。 6

パーリンク直後の同年 12月6日に満洲中銀は朝鮮銀行と業務協定を結び、金男の回収が開始される。国時

のパーリンクと金票の阿収は必然的関係を持つものと認識されていた。満洲国財政部長であった星野直樹は

これを次のように説明している。

国幣を日本円とパーにして、価値安定をはかろうとしても、圏内に多額の日本通貨が流通し

ていては、通貨維持の工作はほとんど不可能である。満州国にくらべて、日本円のほうが流通範

回が広い。等価と決まったら、日本内のほうを望むのは人的と考えざるをえない。

すなわち同幣の価値を日本円とパーにして、これを安定させるのには、 -)j、きわめて内密

に巧みに操作を進めて、価値を日本円なみのところまで下げていくとともに、他方、満州中央銀

行においてつねに卜分の日本円を手にし、いつでも日本円に換えることが出来る態勢を整えなけ

ればならない。それには、満鉄、関東111等、大口の使用者の日本円を、満州圏内に用いられるに

先立って、一括・満州側で受け取り、囲内は満州国幣を用いるようにしなければいけない。これに

は、日本側の完令な協βを得なければならない。(星野 119631，125・6頁。)

すなわち、国幣を銀から般脱せしめて日本別と等価にするならば、日本国資金との関係がより強固な金京が

いl幣よりも選好されることとなり、国内を金以にIfr.捲されてしまう恐れがあった。このため満洲困へ流入す

るIJ本間資金を満洲中銀がちt揮し、同時に金政を回収してしま う必要があるとされた。

eこの過程について長谷川1I:t創立次のように述べている。

米国の銀政策1:1tIt界の司j~品に鈴ける銀の価織を引き上げて銀貨S苦闘殊に支ßの鴛買力をlfj畠し、米国の紛lli貿易を容易

ならしむることを11傍した。しかし事実1:1{員派の政治家を懐柔するために対内的政略として行1まれたものであって、経積

約にはきして 1監察なる怠殺を期待すべきものではなかった。しかるにこの政策による銀価暴股の結集ははからずも支!~大

股から銀の流出を激売し貨鰐政策にー大災後を米たしてしまった。閣情?と波紋との聞き 1:1自治に大となり一方日本円に対

して 11銀価に引さづられながらドンドン上廻り問符百円にHし日本何百二十円となり対上海.4砂相l~品 lまパーに近くなって

しまった.こ、でこの侭鰍備に追蝕して行ってI:1JU働(5.浴を紹楽する怖れは多分に有ったので図内物価安定を目標とし

て図絡の性惨を変更してむしろ銀本位から簸脱するを可としなるべく日本円に援近せんと決意したのであった。市治相Aー

も調両次値巾を狭めて日本内とパーのIkでfSち付いてしまったo 8本内とのパー示I置が斯くも早々而も平aに行なはれ織と

11Itも冷怨してなかったo (長谷川 (19461.19Ilo ) 

ここで長谷川がmいている鋭明を.il立に銃むと、

アメリ ;力銀賞上司銀fiI，Qjll一回幣高峰ーよ自陣1伺リンクIUI.→日本圃リンク

ということになる。しかし、本文でえたように実際の流11.1:1、

日本圃暴搭 (亡国M.Q;!f) ・ アメリカ銀質上司銀価~!I→窃然湾高齢・上海同リンクMIl-8本田リンク

と凶~lì\1jllが二段階になっている。(鯵 2 .;匹 Hil第 1.唄~照o ) 
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とはいえ金県回収の必要が朝鮮銀行撤退の必要を合意しているわけではない。事実、 a切飢U回1制

後も満洲回内の可事l業を継続せんとしていた。しかしこの万向は同時期に舵泣きれた治外tH有撤廃工作に辿動

し、朝鮮銀行の満洲固からの排除にまで発展した。¥¥lJtt銀行の排除はi締洲(i>jの独立性を錦の御肱としたi椅洲

国当局による政治工作の結果と与えられる(第 2京第 4節 1-2項)。

この朝鮮銀行の排除によって泌洲に流入する日本別資金が終局的に満洲中鎮の下に流れ込み、国幣と交換

されることになった。これはまさしく満洲中銀の第ての「勝手IJJであった。この勝利によって満洲中銀は、

漸く満洲国の中央銀行としての地位を獲得したことになる。制鮮銀行の微温は治外法持の撤鳩 (36年7月、

37年 12月)に伴って実行され、朝鮮銀行は 361'手 12JJ14日の臨時休 L総会によって在i油土1，1)移戊をもた践し、

同日、日本側銀行の正隆・満洲銀行が解散し、これらを継*する形でI1湾洲興業銀行が設立されて 3i年 l月 1

日に開業する。満洲興銀は対鉱工業資金供給を担匂するものとされ、:Jl.~m3期以降の1ft:!:来への資金供給

Jレートとなる。(第 2章第 4節節 l明。)

しかるに、日本側銀行のもうー)jの雄たる正金銀行は同時期に紗却を[nj収せしめられたが、例鮮銀行と災.

なって治外法権撤廃の影響を免れ、在満支庖の営業を継続した。正金銀行のこの取り扱いは燃制紘一に果た

した役割が評価されたことの反映であると同時に、治外法権徹廃後の体制がi締洲固に独立民!としての体裁を

与えると同時に日満一体化を推進するというものであり、この体制の下で l時 (~Iの外国為併をがlーの銀行で処

理することは問題がない、とされたためであろう。とはいえ正金銀行は外[~I為替業務に ~I!念していたわけで

はなく、特に特産金敢においてその地位は圧倒的というに相応しく、後にそれが満洲中矧とのIIlJの札僚を引

き起こす原悶になる。(第 2i;'t第 4節第 2項参照)

1.2.2 資金の流れ

この金票回収過程にかかわる資金の流れを図I・Aによって確認しよう。金31回収と直接関係するのは満洲

中銀の現金・預託金の増加 127百万回である。この中身はほとんどが例鮮銀行への預金と金却である。また

日本国債のt世加 66百万田は金?良資金の一部が振り向けられたのではないかと惣像される。ゆえに、紙常のt世

発 179百万田の相当部分lま金京との入容によって生じたものであり、資金創出のためではない。満洲中銀は

タイトな金融安努を崩していないといえる。預金のi付加 194百万四に対し貸金の鳩加が約'r分の 109百万国

となっていることも、この方針のぶれと考えてよい。

満鉄l討上位420百万固と株金徴収 164百万四によって日本国資金を独特し、それを事来n115百万困とi絹

洲国政府への供給610百万国に極り向けている。後者は概ね満洲国鉄道の建設運営資金であり、満鉄はその

資金を政府に貸し上げる形にしていたT。表 II・20 によれば、 34 年から 37 1'r~ までの満洲(k)への [3本の粗投資

は総額で 1，628百万四になるが、満鉄はこの聞に 586百万聞の社債を先行し(日本興業銀h[19861各年版よ

り算出)、 34年4月-38年3月までの聞に株金を 164百万掴徴収している。この合計は 750百万四であり、

単純に総投資額で割ると 46% となり、第 1 期ほどではないにしても、 íf(~な日本資本導入Jレートであったこ

とがわかる。 i崎鉄のこの調達bが満洲国の経済開発政策を支えていたといっても過言ではなかろう。第 1期

に朝鮮銀行の紙幣発行を支えた満鉄の日本国資金は、今度は国幣のUノド凹へのパーリンク政策を支えるもの

となっていた。

第2JtIlの政府の公債による調i主は、日本国建満洲lJl公債が 163百万四、[.:]幣公債が 147百万四であった。

国幣公債のほとんどは満洲中銀 82百万田と金融機関 57百万聞によって脇入された。これら公偵によって調

7その内容は1貧洲国鉄道借款と仮弘金・未収金の-!主である.
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述された資金の多くは投資材別会計にl臼けられている (表 II・13・e)。この時点の財政支出を見ると、 37年

の決算で産業開売買が39%、治安国防貨が23%、政治機構費が8%となっている(表I・1)。

この時期に生じた農業関係金融のlR~な変化はi崎洲興銀の成立であった。 t締洲興銀lま鉱工業資金の供給を・

主目的として股立されたものの、前身の朝鮮銀行・正隆銀行が特産金敢に池位を確保していた関係上、特産

資金供給も行った。その資金の相当部分は朝鮮銀行からの日本間資金回金によっていた。朝鮮銀行は満洲か

ら敗退したといっても、金;71は関東州の法定通貨であり、大述支I占も活発な活動を継がE した。また満洲中~]l

l立、 l股立当初には官簡の拙油業務を喪失して特産金滋が不援であったが、この時期には徐々に特産関係の活

動範聞を拡張している。(第5章第 l節第3項参照。)

1.2.3 小括

m2期に満洲中銀はアメリカの銀J1七政策による銀価暴膝をきっかけとしてB本国へのパーリンクを果た

し、側主下銀行の~hを満洲r~)から排除することに成功した。満鉄は日本国資金の最大の導入ルートであり 、

満鉄の供給する日本間資金が満洲中銀の日本田へのパーリンクを支えていた。この聞の満洲中銀の紙幣発行

政策は1A1fi:なものであり杭け、第 1J切に旧来の銀システムの中で獲得した信用を維持しつつ、日本聞とのパー

リンクを果たすことで金却系絞済と凶幣系経済の融合に成功した。この成功によって満洲国経済は日本国プ

ロyクに取り込まれることになり、 「日本化jが一応の終了を見たのである。

1.3 資金膨張期・・・・ ・第 3期 1938年......40年

1.3.1 満洲度集開発五ヶ年計画

t縄洲産業開発孔ヶ年計加iへの動きは 35年秩に始まる。 35年8月陸Jl1参政本部作戦課長に着任した石原莞

爾は、 jヒ満における日ソir[lJJ力の格差を解消するための兵備充実を企図し、満鉄経済調査会東京駐在只宮崎

正義をして設立せしめたu渦財政経済研究会に車需施業拡充計画の立案を依頼した。これが五ヶ年計画の第

一歩である。その後関東m'1椅洲国政府・満鉄によって開かれた渇尚子会議 (36年 10月8日)において基

総集が作成され、 37 年 3JJ の対渦事務局の決定を経て実行に移された。このtll・画は一般に「当初計画J と u.~

jthている。(/J;([1972)0 ) 

この計画の脱艇は五ヶ年で 30億聞に述するものであり(疋田 11986)，ぷ 10・16)、 36年 12月時点での

満洲中銀の総資庇智1558百万聞の約五倍、紙幣発行額 254百万聞の約十一1:";:に速する腕棋であった。表 II-

8・b (イ)の節 4 年度の「総百十Jを凡ると、予定舗が419百万四で実績が 514百万四となっており、 (ロ)

によればこのうちB本で 247百万問、満洲で 267百万聞が謂述されている。このような大計画が実行された

のであれば、 i向洲中銀にも大きな負担が鉛かり、相当の資金fJlH却を余儀なくされたと予知される。ところが

37 ~rの満洲中銀の総資産JW矧は 111 百万四であり、この金額はそれ以前の三年間のm額 77 百万園、 43 百万

町、 146百万聞と比べてさほど異常な増額ではない(去 II・2・a)。これは満鉄にも言えることであって、 37

年度の調達額は 190百万闘であるが、それ以前の三年間の 234百万四、 208百万回、 162百万四と較べてむ

しろ少ない方に泌する(長IV・3・b)。ゆえに五ヶ年計画開始と同時に積極的金融政策への転換が実現された

と見ることはできない。本来で 37年を第 2期に入れているのはこのためである。積極的金融政策への実質的

転換は、五ヶ年計画が修正計画に拡大された第二年度、 38年に行われる。

当初計画若手l(.!.t去の 37年 7月に日中戦争が勃発し、日本は満洲に対して計画規模の拡大と完成年次の繰

りよげを要請し、満洲国政府はそれを受けて 37年 12月に修正自十両を糧成した。修正計画は日本側との打ち
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合わせを経て 38SJ:. 5月に発足している。修正計画による五年間の予定資金総額は 6，587U万闘であり(:&

11・8・b(イ))、当初計画比でおよそて惜に膨れ上がっている。このJH尚拡張の影響は甚大であって、 i椅洲

中~Rの総資産のj('l額も 38 :if:. 245百万町、 39年 596百万回、 40年343百万聞と拡大した。吏に、 i拘洲中銀

の紙併発行準備の内容を見ると、国ブロック以外への支払手段たりうる懲俗の紙幣発行飢に対する比率は、

34年から 371ドまで 20%台を維持していたが、 381f:に 6%となっている(次 II-1)。これらの事実から、

金融政策の実質的転換はこのl時点でおこったと考えるべきである。また、鮎川義介*1いる U本渡米が満洲に

移駐し、総合的開発の推進母体として渦洲重工業開発が設立されたのが37~- 11月であることも、転換がこ

の時点で起こったことの傍証となろう。満業はこの後、満洲国内資金の1ftT_来向け資金投下の主要ルートと

なる。(第3i;'i参問。)

1.3.2 資金の流れ

では、この拡張的金融政策への転換以降、資金の流れはどのように変化したのであろうか(図 1・B)。ま

ず、満洲中銀から確認する。満洲中銀は第 1-2 J聞と対照的に紙幣の大量発行を行っている。 34-37年の

四年IIUの紙幣増発が 179百万聞に過ぎず、しかもその多くが朝鮮銀行券の回収に伴う部分であったのに比し

て、第 3期は三年間に 693百万四もの増発を行っている。しかも第 2JQIに例鮮銀行券問収の過程で生じた朝

鮮銀行への預金を取り崩していることを与えれば(現金・預託金ム 124百万町)、この時期の紙幣j付先が第

2 J聞とは異なった、資金創出のためであることがわかる。満洲111~Rの紙幣先行受努の転換lよ、紙幣先行~\備の

内容変化にも如実に表れている。回ブロック以外への支払手段たりうる準備は、 37年ぷで紙幣発行智1に対し

て24%あったが、 40年末に 0.08%になり、また日本への支払手段たりうる雌備を含めた正貨準備準でさえ

も、 37年末の 68%から 40年末の 39%へ減少している(表II-1)。同時に、議北の中凶粉合準備銀行から

借入を行っていることも自を~I く。これは五ヶ年計画の実行に伴う苓北の労働者の大量入満に伴う対 ~~t送

金によって生じた負俄である(柴田 11984)，10頁)。

このようにして満洲中銀により創出された資金は、まず満洲国政府への供給 599百万閲(国幣公債 550百

万四十政府預金貸金49百万四)に撮り向けられた。満洲中銀の資金は次に金融機関の顕金貸金を通じて 309

百万四投入されている。この資金供給は、満洲興銀の設立と関係がある。第 3J聞に満洲興銀は満洲中銀から

326百万聞の借入を行っており、金融機関への資金供給のほとんどを受け入れていた(点II・9・c) 九満洲興

銀は満洲中銀・朝鮮銀行・政府からの借入、債券の発行等によって資金を品述し、それを構築をはじめとす

る前工業に投下しており、満洲興銀の純資金供給は貸付金地 1，036百万個から預金増 495百万聞を差し号|い

た制で見て 541宵万聞に達している。渦巣・への融資額は 40年12月末現在で 489百万四であり、この時点の

満洲興銀の貸付残高 1，295百万聞の 41%を占めている(表Il・10・b)。

I締業の資金調述は借入 546百万四と社債 210百万聞が中心をなすが、前者・が満洲興銀からの借入と投資特

別会官1・からの投資に、後者が日本からの資金導入に対応している。 I締業は必史資金の三分のこを満洲 ~tJ1.1iの

紙偽t旬発に依存し、三分のーを日本から調述していたと言ってよいであろう。 i純業のこの資金は在t純子会社

に投下されており、その主力は図 1・4に見えるように鉄鋼・石炭関係企業であった。

このように満洲中銀をはじめとする満洲国主要機関の資金の流れのパターンは、第 3J聞に入って一変した

が、それと対照的に満鉄の資金調達・投入は、金額が拡大した点を除けば第 2JQIと本質的な違いがない。し

かもその拡大のペースは、満洲中銀や満鉄に比して砲やかであることにも留意すべきである。例えば、 381手

8図1・8において、満洲興銀のI錆洲中銀からのfft入額326百万聞が、 1筒掛|中級の金居生後関の預金貸金のt曽加309百万閣を上廻っている

のは、 t締洲興銀の満洲中銀への預金の綱領を無tt1.していること、他行からの借入金の返泌が含ま tt.ていること、などが理由である.
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度の総調達額は34年度のそれを下廻つでさえいる。これは満鉄が37年度に日本の資本市場からの資金調達

に失敗したことを反映している。この市場の反発は五ヶ年計画に対応したi肴鉄の予算の発表が引金となって

おり、満鉄は五ヶ年計画に対して一定の距般を保たざるをえなかったのである。とはいえ表I・3によれば、

38-40年の日本国資金の導入額は 901百万回に遣しており、満洲国政府や満業を大きく上廻っている。満鉄

は干tfUと株金によってそれぞれ606百万四、 180百万聞を調達し、これを満洲国政府(回線)に 699百万町

投下し、残りを事業費・証券に振り向けている。

都3J切の日本国資金導入にm要な役割を来たしたもうひとつの機関は満洲国政府であり、日本間建満洲国

公債によって 428B万四を調達している。政府はこのほかに国幣公債によって 793百万聞を調達 し、 それら

は満洲中銀によって 550百万四、金融機関によって 114百万四購入された。公債の会計別支出額は、 38'If 

-40年の合計で見て投資特別会計が59%、一般会計が14%、開拓特別会計が9%、北辺振興特別会計が5%

などとなっている (J<II-13・e) 。最大の資金を吸収している投資特別会計の 40年6月時点の貸借対照表に

よれば、総資産893百万四のうち、出資勘定が668百万四、貸款勘定が98百万聞を占めている。これらの

資金は渦業をはじめとする虫工業関係の特殊・準特殊会社へ投下されたものと考えられる。 40年6月時点で

既に投資特別会計の満業への補給金が40百万四針上されている(表II・6)0 38年-40年の満洲国政府予算

を見ると産業開発費が半分以上を占めて多く、治安国防費が15%前後を維持し、また開拓政策費が熔加傾向

にある。これらが国策の中心となりつつあることを加実に示している(ぷ1-3)。

第3期には特産物流通に電大な変化が生じた。それは農産物統制の開始である。特に 39年度から大豆の苅;

荷統制が開始され、統制は本俗化する。満洲抽殺抹式会社・ i碕洲特産専管公社・満洲穀粉管理株式会社が設

立されて農産物蒐持統制を担当し、特約収買人が実際の買付を前け負い、特産物収買資金は主として特約収

買人経由で継桟に供給された。しかし農業関述資金の投入は相対的に少なく、農産物と交換に供給すべき生

活雑貨の供給Jレートを確保しなかったことと収買価格の低きが主たる原因となって、 39年度と 40年度の蒐

何は全くの失敗に終った。

この頃には農村への資金供給における興民合作社9と大興公司の地位は相当に重要なものとなり、満洲IJn

成立以前に相桟や雑貨商が果たしていた役割jは徐々にこれら体制側の按閲に代普されつつあった。これには

修正五ヶ年計画開始以降の戦時インフレーションの進展が関係していると考えられる。年々通貨が膨張すゐ

過控においては通貨発行機関から資金を供給されるこれらの機関の活動が相対的に有利になるからである。

(第5章第2節参問。)

1.3.3 小括

修正五ヶ年計画が強)J~こ推進されたこの三年間は、積極的な園内資金供給が行われたH判明であった。調;遣

された資金は実績ペースでみて、総額4，627百万四であり、そのうち満洲圏内調達が1，697百万田 (37%)

となっている(表II・8・b (ロ))。これらの国内資金のうち相当部分は満洲中銀の通貨!t'l発によって調述さ

れ、その資金は投資特別会計を通ずるJレートと満洲興銀から満業を経るJレートを通じて鉄鋼・石炭を中心と

する重工業に供給された。満鉄はi将来の設立によって五ヶ年計画の主流から外れていたが、日本からの資金

噂入線開としてはなお重要な役割lを'*たしていた。

9金厳合作u:とA事合作11が統合されて成lT..
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1.4 金融引締政策の推進と日本圃過剰・・・・・第 4期 1941--42 if 

1.4.1 徹底的重点主務

40 年5月88、産業開発五ヶ年宮h圏第三年度実制報告会が紡京の口i絹軍人会館において行われた。その11.

」二、星野直樹総務長官lまf本年度%が!大綱Jに関する枚・拶のなかで「徹底的1ft点主義J~行を指示した ( n持
洲 B 日新聞j 、成~.7王手5月9日) 0 r徹底的Jというのは「屯点主義Jという宮克が39~ミから既に使われ

ていたためである。この星野の指示は、満洲間経済政策の第二の転換の開始を示す満洲[aJ政府の態度次明で

あった。これを受けて 40年6月には資金面での政策転換が行われている。 i泊洲閉政府iよ6月3IJの国務院会

議において 40年度における資金調整の方針を決定し、資材を中心としてとられて米た兎点主投を、資金i前

においても強化することとした(森崎 11940) ，225 瓦)。また経済部は t~百五社に対して強j止の減額圧縮を

加えた資金計薗の提出を求めて査定を行い、当初の 2，640 百万聞の ~tl何を 2 ，000 百万聞に圧縮改定している

( r満洲 日日新聞j、康徳7王手 6月16B)。このような経済政策の全Wi的転(uJをもたらした原閃について*

京銀行集会所調査課[1942)は次のように述べている (136-7u)。

日本の政治的、軍事的緊迫化、即ち支那事変の民期化、 N英米対立の激化、欧州戦勃発;・よるー

層の国際危機、伊太利参戦による枢制対民主主義国群の対立鋭化による 1]渦軍側拡充急j率化の必

要、それ等にともなふ経済的緊張、対独貿易の不能による対独資材購入凶鍛化、円満両[¥)の対第

三国給出貿易の不振(満洲固にとっては、例へば、独~への大豆愉出の凶~と主JI)2;からの発電設

備勝入の困難とがこれである)、日本の物資供給地減の拡大等によって、 I誠洲伺PfJ.業開発の資本

を供給してきた日本における現実的資本の欠乏は、 i筒洲国の要求する資本供給に対する物動計画

上からの庄縞並に満開支向輸出調整令(昭和十四年九月)の笑施となり、加ふるに日本自体のイ

ンフレーション危機防禦策の強化の結果、結局日本からの資材購入費となる対i的資金供給を縮少

せしめざるを得なくなった。かくして、満洲回の産業開発計画は既に前年度より提唱されてゐた

重点主義の徹底的強化といふ手段に訴へざるを符なくなった。

ここに宮われている対満資金供給の圧縮は、満洲問にとって回資金の欠乏という形をとって衣れた。 i絹洲

固と日本との国際収支は、 i持洲国の貿易収支赤字を 日本からの資本導入によって決済するという基本的なパ

ターンをとっていた。ところが、 39年夏あたりから満洲中銀の日本開資金繰が急速に;_lfしくなり、 40年の

対日収支は大幅な赤字に転必した(山本 [1993)及び柴田 [1984)参照)。

i持洲中銀はこの臼本間資金欠乏を日銀からの「特別融通jによって淡いだ。 1持洲中銀は既に 38年 1月28

日、日銀との聞に 「満洲重工業開発株式会社資材購入代金特別融通Jというクレジットライン提約を締給し

ていた。これは満洲国国幣公債を担保として 100百万四まで揃洲中銀*京支f!f喪沓手形割引を受けられる、

という内容の契約であったが、こ の特別段通はその後実行されずにいた。ところが、上述の如く 39if:下期

にはいって満洲中銀は日本間資金の欠乏に陥り、 i前洲rt銀はこれを日本でのコール取入と日銀からの通常借

入に よって手当していたが、 40年4月30日ついに 20百万聞の特別融過を受けるに主った。この特別級通

は当初は 50百万四を限度とするという申し合わせがあったが、同年6月には 86百万問、 7月には枠一杯の

100百万四に到達し、同月新たに「日満為千字決涜資金補境のための短JUll持別融通J限度 100百万聞の契約が

同条件で締結された。この契約は 41年8月に更に 50百万聞の枠の均額が行われている(日本銀行百年史編

纂養員会 [19841，403・6頁)。
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これを衣1・4で確認してみよう。 rIJ、M2Jはi前洲中鋭の日本間資金収支をほぼ示しているが、この慨は

39年上期に 48百万四減少となった後、 39年下期に良重物の鎗出}切に入って 94百万園地と回復を示してい

る。しかし 40年上期には「顕.A金及地金銭jの取り崩し 101百万聞が行われ、更には日銀特別融通と勝銀か

らの借款を中心として似入 162百万閣が位じており、 i拘洲中銀の資金繰の苦しさが表れている。日銀はこの

ような特別融通の膨張を懸念しており、それは満洲固にとっても同級であった。これが上記の f徹底的重点

主義J1i宮をもたらしたのであり、金融政策転換の原肉に他ならない。

満洲国の金融政策はこのように 40年6月に大きく転換し、タイトな金融運営が指向される ようになった。

しかし、これほどまでにゆJii(t"な政策転換が11Jされ、資金統制の強化が当局によって行われているにもかか

わらず、 401r:の満洲中銀の片岡内資金供給が逆に急速に膨張したことに注意しなければならない。資金供給

の転換が実際に行われるのは 41年に入ってからであり、 :本格的な引締1141年夏の「関東軍特別演習j以降

であると考えられる。

まず満洲rl1鋭から見てみよう。満洲中銀の対囲内資金供給を表I・5によって見ると、 38年 180百万四、 39

:if 196百万聞であったのに対して、 40年は 648百万四と巨額の資金が供給されている。 r徹底的重点政策j

が実行されt.はずの40年はむしろ、第一次五ヶ年計画下駐大の対国内資金供給のなされた時期と見るべき

である。金融の引締が尖際に行われるのはその翌年41年であって、国内資金供給は 20百万国と急減し、 42

4・にはム 145百万聞が回収されている。念のため半年ベースで見た資金の供給を表I・4で確認しよう。この

までは満洲同公債と日本間公債の分続ができないため「政府jの慨には日本政府への供給が含まれているこ

とに注意しなければならない。しかし、満洲中銀の日本国債保有が急対1するのは 41年に入ってからである

から、 40~ドドJUJ まではこの欄が満洲国政府への供給を示すと考えてよい。 ゆえに 「小針 1Jが囲内資金供給

にほぼ対応することになる。この表でも 40年下期は 「政府jと「その他」への供給が上期と同様に行われ、

f小針1J11320百万四もm加している。但し、 i前洲開では下期は農産物の出荷WJにあたり、資金供給は必

然的にJt'1JJ!Iせざるをえないが、それでも 40年下期と 41年下期の「小計1Jを比べてみれば、その資金供給;

安勢の追いは明白である。 i持洲中銀の資金供給態度の変化は実質的には 41年からと考えられる。また、満討tI

興銀の控:資芹仰を見ても、 38年 193百万四、 39年381百万四、 40年526百万四と推移した後に、 41年l;t:

246百万問、 42~ 308百万聞となっており、やはり 40年がどークとなっている (去II・3・a)。満業の総資

鹿嶋滅も、 39if 398百万問、 40年446百万四、 41年294百万回、 42年292百万四(但し、未払込資本金

を除外すると 123百万四)と、これも 40年をピークとしている(去IIl-1-b)。このように、満洲国の「徹

底的重点ま義 への転闘は、資金の面から見る限り 、実質的には41年に入ってからであると考えざるをえな

u、。

1.4.2 資金の流れ

では、 41!f-42年の金融引締時期の資金の流れを見てみよう(図I-C)。満洲中銀は金融機関・政府・

その他の預金貸金を通じてそれぞれ 103百万四、 211百万問、 184百万聞の資金を回収している。但し政府

に対しては問幣公債によって 373百万聞を供給 しているので相殺する と162百万四の資金供給となる。金融

引締政策は少なくとも民間に対してはかなり強硬に笑行されていたと言え る。ところが、 この二年間の紙幣

j旬発額は 723百万四に及んでいる。この額lま38年-40~手の三年間の紙幣噌発 639 百万四をさえ上廻ってい

る。金融引締政策をとっている第 4JVJの紙幣地発額が、紙幣I旬発に依拠して産業開発資金を供給した第 3Jts 

を凌駕するというのは~妙なすtである。では紙常増発によって創出された資金はどこへ行ったのか。図 I・C

によれば満洲rJl銀はその資金を日本画償456百万回、現金預託金315百万個、借入金返涜 125百万四に投下
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している。現金問託金とは、 fi鎖倒金とコーJレマネーのi管制が中心をなすと与えられ、{f¥入金i弘済は第 3JVJ 

のコーJレローン・日銀特別殿通・勝合準備銀行からの借入金の返済と推定される。臼i椅凶際収支はこ の時期

に、日本側の「政府消費Jの項目が急憎していることから(ぷII-20)、この紙幣t官発1:41 年夏の f問.lUil(

~.~別出習 J によって膨張した閲>U.íILへの日本からの111賀送金に伴うものと推定される(山本 [1993J 参照)。

i縄洲中銀は!刻 J~UIIに対して同然を供給した見返りとして日本間資金を件たが、物動計l叫が物資の流れを拠

制していたこの時期には、もはやこのB本国資金を日本からの物資の紛入の決滑に自由に充てることはでき

なくなっており、やむを得ずこれを日本国債や口銀預金等の形で保有したのである。

これを表 I・4 で見てみると、 411~上j切に口銀等から 209 百万四もの俳人を行ったのち、 41 年下j切には260

百万聞の返済を行い、更に f預託金及地金銀J を 90 百万四硝み~し、 「小川 2Jは3491'i)JUUもI甘えている。

これは 39年下期の 94百万四や40年下期の26百万四と比べではるかに大きい額であり、この資金が良RI物

愉出代金のみではないことを示している。この日本間資金による阿幣熔発任)Jを削減するために、 「その他j

からム 110 百万聞の資金の回収が行われている。通常は農産物IH{Jjの資金需~に応じるために、毎年ドJVJ に

fその他jに対して資金供給が行われているから、この資金のlu1収は異常である。

満洲国は日本間資金の欠乏によって f徹底的毘点主義j実行を余儀なくされ、金融引締政策への転換を行っ

たが、この時点での目的は資金の統制によって不要不急の企業活動を抑制し、対日本貿易赤字を縮小すると

いう点にあった。しかし実物経済の活動を抑え込むことは容易ではなく、資金供給の抑制を実現しえなかっ

た。ところが、 「関東軍特別演習J以降は巨額の日本田資金供給が行われ、その見返りに満洲中銀は強制的

に問幣資金を供給させられることになった。しかも物動計画体制jの下では、このり本出資金はもはやUノドか

らの物資の獲得に振り向ける ことのできないものとなっていた。インフレーションを食い11..めるために満洲

r，l~Rの成しうることは、日本国資金によって強制された以外のrij幣資金の供給を徹底的に削減することであっ

た。かくして本絡的な金融引綿政策が実行されることになった。すなわち、満洲回の本俗的な金融引締政策

は日本国資金の不足によってではなく、日本間資金の過剰によって引き起こされたと考える)iが自然である。

i持洲中銀の国内資金回収の影響を強く受けたのは満洲興銀と満員長である。 1向洲!N銀はt前洲中鋭からの資金

供給を完全に止められ、逆に満洲中銀の借入金65百万聞を返済し、それを政府からの借入60百万四によっ

て穴埋めしている。特殊会社以外の民間部門からは貸付の回収や預金のJ.1IlJJIIによって資金を吸収したよ うで

ある。第4朋の満業に対する満洲興銀の資金供給は 190百万凶である(第2君主第6節第3.!JO。満洲興銀は、

関J.tiiltを通じて民IlUに出廻った回幣を預金獲得や貸付金の回収によって吸収し、 i締業等への資金投下に振り

向けたのであろう。勿論、この預金地加は満洲興銀自身の信用創造によってもたらされた飢分も含んでいる

はずである。 i前洲興銀の預金1(')423百万四と貸金社債地448百万四を相殺すると純資金供給はわずか25百

万聞となる。

j持集はこの時j切に満洲興銀からの借入を社債に振り替えている関係から、社債it1756百万閥、借入金.6.423 

百万圃減となっており、差し引きすると 333百万四の資金調述を行ったことになる (表III・1・b)。そのうち

276百万国は円本の社債市場から調達したので(日本興業銀行[19891>、満洲国内の調速はわずか57百万聞

ということになる。また 42年上j切に増資を行ってその第一l¥!]払込として 56百万聞を日本から調達している

ので、日本からの社債・株式による調達は332百万聞となる。このほかに満業はB産時代から保有していた

日本関係会社の妹式の売却を行って 268百万闘を調達している。これは日本の生命保険各社が低利国債保;{i

を強制されて、運用益の悪化にtfしんでいたことに目を付けた鮎川義介が、この資金を利用して満洲投資証

券線式会社 (以下 渦投)を設立し、この満投に満業の日本関係株式を売却したものである。渦業は満洲関係

子会社の営業内容の悪さに苦慮し、日本関係企業からの配当に大きく依存しており、この臼本関係資産の:/~
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却は優良資産の切売による資金調達という側面があったことに注意すべきであろう(第 3章第 5節第 2項寄

j問。かくの知き資産切光を含む手段によって調達された資金は、在i筒子会社に引き続き投下されている。

その中心はやはり鉄鋼・石炭関係企業である(図 I・4}。

尚、対満投資の分訴は、日本での社債発行、徐金の叡収、 i:r入のほかに、満業についてはこの日本資庖光

却による資金調達の郁分も考慮すべきである。例えば表I・2では、 41・42年の欄を見ると、満鉄 705百万IDJ

に対して満業 319百万聞とはるかに少ないようであるが、実際には資産売却部分 268百万闘があり、これを・

単純に加えるならば 587宵万個となる。第4期には満業は日本資本の調達機関として、満鉄に匹敵する役割

を来たしていたことになる。

1揖洲国の各機関が金融政策の転換によって大きな影響を受け、その資金の流れのパターンを大きく変化さ・

せたのに対し、 満鉄はli印刷までと 同級にぞ'[かの影響を受けたに過ぎない。満鉄の調述額は第 3)明に 38年度

224百万四、 39年度 374百万問、 40年度 367百万固と推移したのち、第 4)明には 41年度 410百万四、42

年度 429百万聞となっている(表 IV・3・b}。満鉄は第 4期に第 3J聞と滑らかに連続する形で資金調達胤棋を・

拡大している。資金の凋述投入のパターンはこれまでとほぼ同級で、日本から社債と抹金徴収によって凋逃

した資金を満洲国政府 (回線)に 531百万聞、lJJ.業費に 176百万回投下している。満鉄は満洲国の金倣引鮒

政策と無関係であった。

部4JVJの満洲国政府の公f1l発行は、日本間.illtl崎洲国公債 329百万四と国幣公債 766百万聞であり、同幣公

債の消化は満洲中銀 373百万四・金融機関 109百万四 ・貯金書s125百万国がその中心であった。この時JUJの

特自民は貯金郎の消化が開始されたことである。 42年末時点の会計別の公債残高は、

投資特別会計 1，210百万凶 45% 

一般会計 899百万創l 33% 

開拓事業特別会計 240百万個 9% 

水力電気建設事業特別会計 160百万個 6% 

官会特別会計 131百万個 5% 

総額 2，711百万四 100% 

となっている(表II・13・g}。依然として投資特別会計の比重が大きいが、同会計の42年末の貸借対n<<Jえで

その運用項目を見ると、u¥資勘定944百万町、 u款勘定251百万四、補給金勘定 144百万聞となっている (ぷ

II・6}。補給金は満業向けである。

41-42年度の特産物収民は先銭制度の導入に特骸つ.けられる。これは農村の行政単位に出荷を割り 当て

て挺約を締結せしめ、先鋭と林する契約金を交付する制度である。この先銭は農村への農緋資金供給の役捌

も果たしていた。先銭の導入によって農産物瓜荷は一定程度の改善を見せたが、生活雑貨供給Jレートの欠如!

と収買価絡の低さは相変わらずであり、蒐荷目線達成には到らなかった。 42年末の特産資金貸付残高は総如

670宵万四であり、その うち正金銀行が50%、朝鮮銀行大連支庖が 15%、その他の大連日本側銀行が 10%

を供給しており、 i持洲開側金融俊!掬の供給はわずか 25%に過ぎなかった。この時点に至つでもなお、特産金

融iまj向洲国の統制の及lまない範囲であった。同時点の農業資金供給は 142百万四であり、 51%を9¥l民合作祉

が44%を大興公司が供給した。もっとも、農村においては農家相互の金融がこれら体制側金融機関の供給に

匹敵する規模で存花しており、それは戦時インフレの進展に従って膨張する性質のものであった。(第 5j使

館2節第 2，3項参問。)
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1.4.3 小搭

i筒洲国は 「関点JfL特別演習Jによって日本間資金の逃剰に陥った 411r以F号、本俗的な国内資金供給の圧縮

を開始した。この結果、満洲中銀の国内資金供給は完全に停止した。しかし過剰日本間資金のために紙幣t告

発は第 3Mを上廻る速度で継続した。満業はこの資金のほかに日本からの社債の導入と、日RiÐ.~代からの日

本国内優良資産の売却によって日本資本の導入を行った。これらとは逆に揃s，_は、日本間ベースでの活動を

維持し、 i締洲同の金融引締政策からの影響をほとんど受けず、むしろ資金A述胤棋を拡大しつつ、これまで

の活動を継続していた。

第2期に満洲中銀は朝鮮銀行を俳除して日本間資金の独占的取得に成功し、この日本国資金が凶幣と臼本

国とのパーリンクを可能にしたのであり、これは満洲同の中央銀行としての地位の確立を意見もするものであっ

た。しかし第 4期には逆に、この日本間資金の過剰が満洲中銀に巨額の紙幣JW発を強制lし、 i尚洲ql1Rの国内

金融運営に対するフリーハンドを縁い去ることになったのである。

1.5 資金再膨張期 ・ ・・・・第 5期 1943年~満洲国の崩壊

1.5.1 資金の流れ

満洲中銀の国内資金供給は 43if-になって再度急l刊する。表I・5に見られるように、 41~下 20 百万問、 42

年.t:::.145百万田であったものが、 43i手1，286百万四、 44ijミ3，573百万回、 45年は 1月-6月の半年で

3，835百万国となっている。この資金供給の拡大に対応して紙常滑発は、二年半で 6，039百万聞に達してい

る。これは 41-42年の二年間のm発 723百万聞の約八倍という巨額である。満洲rTi員の;'2.1散な紙幣i('l発に

基づく囲内資金供給は満洲国の資金の流れのパターンに大きな変化をもたらした。(図I-D)

まず満洲中鋭の調達運用から確認する。満洲中銀の調達は紙幣 6，039百万四と借入金の期制 2，859百万聞

に大きく依存している。又、国幣公債の先却によって 663百万聞を調達している。これらによって調達され

た資金は金融機関・政府・ 「その他Jの預金貸金を通 じてそれぞれ 7，152百万問、 318百万四、 1，887百万

回投下されている。第 4期にはこれらの項目を通じて資金の回収が行われていたことに注意すべきである。

すなわち、満洲中銀の資金調述・運用は、総額が爆発的にJW哲大したのと阿H

転している。尚、この「その他jの内容は特殊財産資金部・経済平衡資金邸などの満洲中銀内部に低かれた

資金部への貸出が主要部分をなすと与'えられる。

金融緩閲の頭金貸金を通じて投下された資金は満洲~銀へ 3，255 百万四、~良金庫へ 1，783 百万四、正金

銀行へ 2，660百万回流入している。このうち最大の供給を受けた満洲興銀はこのほかに、原金のt旬加によ っ

て1，129百万聞を調達し、社債の形態、で 2，181百万問、貸付金の形態で 2，381百万四、合計 4，562百万聞を

投入している。満洲興銀の満業への資金供給は、 45年3月の時点で 3，868百万四であり、 この軌を総計 7，943

百万国で割ると約 49%となり、満洲興銀の資金の如何に多くの部分がi締楽に供給されたかが理解できょう

(表 II・10・d}0 10 

43年8月に満洲中銀の普通銀行業務を継承して設立された9tL民金仰は、 i締洲rt1鋭から 1，783a万四の資金

供給を受けるとともに預金 711百万聞を吸収し、 これを貸付金と社悦で 1，889百万四供給している。満洲中

銀から輿良金服への貸出残高がこれほどにも膨張したことは、農業が満洲国の凶策の重点部門となったこと

1045 王手 3 月島幸l!.の縄訪f興銀のat資産 I~ 5，731百万砲なので、資金供与額のleBtが7，943百万JlというのはJ'J{(している.この舗は

も っと 後の終~r.，~の時期のものと考えるべきかもしれない。
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を反映している。満洲国は大東E共栄圏の食糧基地として位置付けられ、特に日本への穀物供給が重視され

た。この方向は 43 年の戦時緊急農産物I世産方策要綱策定以降に本伶化する。~良金庫の資金は農業関係に投

下されており、特に農業関係の公社に集中している (表H・ll-b)。興農金mの資金供給先は 44年3月末時

点で00農合作社 129百万四、農産公社 95百万四、林産公社 88百万四、農地開発公社 36百万四などとなっ

ていた。これは 45年 7月時点には、!l1J農合作社 376百万回、良1F公社 393百万回、特産公社 768百万四、

農地開発公社 150 百万国となる。~農合作社は農村への農業資金供給を、農産公社は農産物の蒐荷を、農地

開発公社は治産のための農地造成を担当する俊i測であり、それぞれ農産物均産蒐符方策と直結している。説

日すべきは林産公社であり、 IUJ公社への貸与はわずか 1年3ヶ月のs1Jに680百万圏も地加しており、 45年 7

Jj末の伐高 768百)j聞は!)I.l民金庫の貸出額総計の 32%となっている。林産公社の業務は森林の伐探と権樹で

あるが、 M樹にこのような巨額の資金が投入されたとは与えられないので、膨大な森本本伐採がi締洲国の最終

段階で行われた可能性が高い。陣地の構築などの軍事関連を中心に使用されたのであろう。

農業関連の資金が急激に膨張したこと以外に、農村の行政力行使の強化、農産物出術の見返りとしての綿

製品の特別配給の開始、 ニf存続きの畳作などが原因となり、 43年度・ 44年度の農産物蒐符は目標を大幅に

超過する成功を収めた。しかし折角瓜併された農産物も、麻袋の不足、満鉄愉送力の低下、船舶の不足によっ

て満鉄の駅頭に野積される結決となった。蒐符のために農村に投入された紙幣は急散なインフレと附市場の

拡大を引き起こし、また過度の蒐荷は農村の生前水準低下に繋がった。(第 5f，i第3節書問。)

散布された資金の吸収は国民儲苔運動によってなされた。この運動は戦時インフレ抑制のために 39年治、

ら開始されており、年々の目標額と実績は次のようになっている(京北物資調節委貝会研究組 (1948]，金融

篇，183・4_m。

年度 IH要領 実績

39年度 500百万個 638百万個

40年度 800百万個 830百万閣

41 年度 1，100百万田 893百万個

42年度 1，500百万関 1，160百万国

43年度 1、600百万四 1，647百万回

44年度 3，000百万聞 3，732百万四

45年度 6，000百万側

41年度・ 42年度の目標米述に対して 43年度・ 44年度は超過達成している。これはインフレーションの進

展が日係設定時点のF想を仁廻ったことと、民村への行政よjの浸透の反映である(第5r.t第 3節第3項参照)。

国民儲lt運動の中心機関たる貯金総は 957百万聞の資金を吸収しており、その資金は 837百万闘が国債消

化によって政府に供給されている(ま11・5-b)。

貯金部と並んで資金吸収の役割を果たすのが普通銀行である。満洲国の普通銀行は当局の強制によって合

併を繰り返し、第 5J切にはインフレーションによって膨張した民間資金を吸収して急激に預金量をi('1加させ

た。しかるに資金統制によってその倣資先は限られており、必然的に膨大な避資を抱えることになった。抑 5

期の預金趨過の榊分は 975百万国に述している。この遊資のうち相当部分を満洲中銀が特別別段預金として

高金利でl吸収し、その残高は第 5J明に 542百万四階加した。(第 2'(t!第 7節節 7項参照。)

正金銀行への資金供給のi旬加は 43年に始まり、 45年に台、土谷する。前者l立金般機関業務分野調整問題と、

後者は関東JlLJlt1t現地調述と関係している。

43 ~ドの資金供給は正金銀行在渦支出がそれまで日本からの囲金によって確保していた資金を、 満洲中鋭か

らのitJ入に変更せしめるためであった。この正金銀行への融資開始によって満洲中銀は満洲国内の資金会ほ
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I!その統制下に t1'tくことに成功し、例鮮銀行j叡退以来続いた正金銀行の処遇Im~を漸く結おせしめた。正念

銀行がそのような満洲中銀への従属に繋がりかねない処慨を甘受した背景には、この叩l与の沖j)jJl栄圏にお

ける業務の膨張がある。(第 2f;t第 7節第5項害問。)

451[:の資金供給急糟は正金銀行が関東JlL耳rn現総調述の仲介機関となったことの表れである。 u本は 44

年9月以降関東筑へのJlLn込金を停止し、 j筒洲11<]内での戦質調述に切り換えた。Jl_体的にはi純洲'11鋭が{叫幣

資金を正金銀行に貸付け、正金銀行がそれを関東jliに貸付けるという形式をとっている。しかし満洲中銀は

正金銀行への貸付の見返りにn銀からの日本間融資を受けられるl絞り極めになっていたので、インフレ的影

響は見かけほど大きくはない。最終段階で満洲中銀の正金銀行への貸付が34{(t問、日銀の満洲'11銀への貸

付が 26低闘であるから、 l任接的通貨m発圧力は 8億固ということになる。これはこの 二年半の紙幣j旬発60

億四に比べればさほど大きな鮪ではない。もっとも、正金銀行への貸付金がi純洲中銀の正貨準備に組み込ま

れ、 j前洲中銀の紙幣t管発を支える大きな要因となったことを考慮するならば、その影符はより大きいとぷ価

すべきであろう(第 2京第 7姉第 6lJO。

満洲興銀の資金投入の大きな邸分を受け入れた満業は、第4期に日本資産の光却という )j法で日本からの

資金導入を行った結来、この時期にはl況に売り4L、う資産もはきており、またi絹洲I!Jの資金n給化)j策による

B本資本導入抑制もあって、 U本からの資金導入能力を喪失し、満洲I吋金倣機関からの独立性を失っていた。

3うならば、この時期の満業はi荷洲中銀の創出した資金の通過点と化したのである。械業を経山した資金の

ほとんどは、これまで問機満洲関係子会社に流入している。図 I・4に比られるように、 h埼京の投資は常に鉄

鋼・石肢を中心として行われたのであり、 i前洲国最終時点の 45年8月で見て鉄鋼が39%、石炭が 27%を占

めていた。囲内鉱工業資金の大きな部分が満洲興銀→満業Jレートで投下されたことを~[~するならば、 11:t1洲

国経済開発が如何に鉄鋼・石炭に偏したものであったかが理解できる。紙本 [1993]が示したように、このよ

うな資金の集中によって鉄鋼 ・石炭産業の生産量は相当に拡大したが、その拡大は満洲rAI内の鉄鉱石・石炭

資源のj依存条件が併す範囲を勉えるものであり、生産効率は量的拡大に伴って急速に悪化していった。

これらの囲内話機関は満洲中銀の資金の大量供給を受けて、その資金調達投入パターンを大きく変化させ

たが、満鉄は第 4JVjまでと問機にそのパターンをほとんど変化させていなし、。しかも、その調達制は 43年度

536百万四、 44年度 833百万固と相、5の糊加を見せているものの、総資産額で比べて満鉄の半分程度の焼

慌であった満業の総資産階額が43年度 535百万問、 44年度 1，054百万四であることに比べれば、膨張速度

はかなり遅い(表rV-3-b、衣1I1-1・b)。満鉄の資金調述は社債 641百万四、株金314斤万聞であり、資金

自給化方策に従って満洲中銀引受による国幣ill社債発行を開始したことを除けば、大部分を日本からの資金

調達に依っている。満業の日本からの資金調述がほぼ完全に途絶えてしまったのと対照的である。これらの

資金はやはり事業費 445百万聞・有価証券83百万四-満洲国政府への供給 756百万四に振り向けられてい

る。この11寺WJに至っても満鉄は基本的に満洲国の資金の流れから一応孤立した地位を維持し続けており、こ

の点でも満洲国の金融機関からの独立性を喪失してしまった揃業と対照的である。もっとも、満洲中鋭から

の資金調達は 43年度以降確実に熔加しており、 43年5月に本社債能を大速から新京に移す機構改革を行っ

ていることを勘案するならば、この綾終段階に満鉄の f満洲固化」が相当進行したと考えることができる。

尚、資金投入内容を見ると、これまで同級に回線関係の投資(=渦洲r~政府への供給)が大きいものの、事

業費が相対的に地位を上げているのが節 5期の特徴である。これは朝鮮半島と中国本上を繋ぐ路線を強化す

るために、満鉄の安港線の複線化が行われたこと、オイルシエーJレ・石油液化などの事業が拡張されたこと、

空製対策の投資がおこなわれたことなどによる(第 4i!i第 6節)。

第5期の公債による満洲同政府の調述は、日本田ill公債によるよ均述が停止し、全て国幣公償によっており、
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その金額はし211百万四であった。公債の消化は貯金部 837百万四、金融機関 430百万圏、その他530百万

園であり、満洲中銀iま逆にこれまでの保有分を 663百万囲処分している。これらの多くは国民儲蓄運動によっ

て回収された資金である。 45年 6月末の会計別の国債残高は次のようになっている(表II・13・g)。

投資特別会計 2，114百万間 57% 

一般会計 870百万個 24% 

開拓事業特別会計 440百万即 12% 

-g舎特別会計 207百万四 7% 

総額 3，702百万四 1∞% 

投資特別会計の比抵の上芥が第 5期の特債であるが、しかしそれよりもむしろ、公債残高の地加が満洲中銀

の紙幣地発に比べて少ないことを最大の特徴とすべきであろう。各JUIの国幣公債均加額と国幣士告発の比S容は

次のようになっている。

国幣公債iYlJJ日新 (A) 国幣I旬発額 (B) 比司自 (AjB)

賀~ 2 WI 147百万四 179百万個 0.82 

~3 W1 793百万冊 693百万個 1.14 

明~4J籾 766百万閣 723百万国 1.06 

明~ 5)1}j 1，211百万関 6，039百万回 0.20 

比彩 (A/B)が第 4JUJの五分のーに減少しているが、これは第5WIにおいて財政が重要な資金投入lレートで

はなくなったことを1)ミしている。

1.5.2 資金膨張への政策転換

このように、満洲中銀はこの時期に第4JUIと全く対照的な積極的資金散布を行い、満鉄を例外として満洲

回の資金の流れのパターンは全く逆転した。満洲国の金融政策は再度大きく転換したと考えてよかろう。

ところが浴妙なことに、この政策転換にはこれまでの転換と異なって、政策変更の宣伝の行われた形跡が

見られない。勿論、満洲[甫最終段階の政策決定過ねは資料の不足によって不明な部分が大きいので、政府内

部でこのような)j針変民が行われていた可能性は大いにある。しかし、これまでの満洲困の金融政策の転換

が、五ヶ年計画の実行や、徹底的重点主義実行のように、政府外部に対する積縫的なアナウンスメントに従っ

て行われたものであったことを考えると、駐終JQjの転換がそのような宣伝を欠いていることは注目に他しょ

つ。

第5WJの金属生政策の転換は駿況の悪化によってなし崩し的に行われた可能性が高い。第3章第 7節第 2JJi 

で見るように、 i詩集総:政であった高碕達之助はこのような方針転換を寧の経涜への介入強化に求めている。

この点についてがI仰の長谷川長治は次のように述べている。

綾後に統制経済に関して一言しておく。先づ金融の統制について宮へば戦力憎強の物資生産に

対しては殆んど無制限に資金を政出し悪循環の最大原因をなしてしまった。資金統制あれども抑

丸の前には無hである。又預金吸収過度の強化は中銀の負担を大ならしめ普銀の採算を不可能な
てF・す

らしめ結局中銀の破綻を招く恐多分にあった。次に平和産業圧迫の結果は益々物資の不足を助長
??  

しきりとて決して戦力士告強ともならないにも不拘、物の重視金の軽視といふ結果を主主じ破碇招い

たが大体統制経済の登場によって況や官僚は政治の力が無限に行はれ{!}るやうに考へて居たらし

い。そこに大なる錯覚があった。(長谷川 [1946]，22頁。)
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別の箇所で長谷川は、 「行き過ぎた税制の犠牲になった国幣(1札1:)Jという去現をJf]いており、太平洋戦

争後期の資金散布方針への転換が、通貨価11ft維持を本米の使命とするはずの渦洲中銀当局者にと っては敗北

の意味合いを持ったことを示している。

i締洲問の最終段階、特に 44年五Z以降においては軍の経済に対する介入が強化され、!被争継がEのための口先

のJJl11J物資生産に対して無制限な資金の投入が行われていったものと ~{filliJされる(第 31';'(第7姉怠mo。そ

してこの況の介入の強化、高碕述之助のJに倣えば「内凶指導)i$fの恥換jが無宮の経済政煎恥換であった

ということになる。この転換は産業資金国内自給化方策(第 2t，l第 7節第 1.1.1'{)、農産物j匂産虫L{Jt方策(第

51!i第 3節)、陸送転嫁輸送(第 4f，'t第 7節第 3項)、寧費現地調it!(第 2章第 7節第 6項)などといった

形で順次具体化されてゆき、通貨t旬発を激化させていった。

1.5.3 閉経済

紙幣t旬発に関連しては、いわゆる|制経済の拡大について触れておく必裂がある。 i締洲刷、当Jioは戦争総統の

ための物資調達を統制の強化によって達成しようとしたが、 i絹洲r.. Jで(;1凶家の経済統制力が及ぶ純聞は[34三

本国に比して限られており、統制の強化されるにつれて、それを回避すぺく中国入社会を中心としていわゆ

る閉経済が広範に形成されていった。紙幣期発が爆発的に増大したことと、閉経済の鉱大は無関係ではない。

何故なら、梅力が掌握しえている部分からの物資調達は統制価絡によって行われ、しかもその決済は、民産

物を農民から白い付ける場合を除くと、銀行を通じた預金の振併が主流となる。この物資抑述の紙\'\~m先fE

力は小さい。

しかし間経済からの物資調達は統制価絡をはるかに上廻った附価怖により、しかもその決済は通常似行振

替によらず現金で行われる。何故なら銀行振替の決済を行えば、 Ui!取引の存在を感知されてしまう liT能性が

高いからである。ゆえに聞の物資流通は紙幣によって決済されることになる。

かくして、閉経済からの物資調達は還流しない紙幣の熔発に繋がり、さらにはm発した紙幣が閉経済に残

存するという事自体が、閉経済の内総の資金力の拡大をもたらすという効果も当然考えられる。このような

効果の存在は、閉経済の拡大が紙幣I初発を引き起こし、その紙幣I日発がまた間経済の拡大をもたらすという、

悪循環の働くことを意味する。 II

しかも、 i締洲国の間市場を流通した物資の一部は、農産物を此村から吸収するために満洲問吋応が特別配

給した綿製品であった。農産物の公定価絡が低過ぎたため農民から牒毘物を吸収するには綿軍433を公定価格

で配給する必要があったのだが、この綿製品が間市場に転売されたのである(第 5章結詰)。この特別配給

は関市場を前提とした蒐荷対策という意味があったが、その蒐術対策が附rn場を更に活性化するという:Ilf:循

環が生じていた。

ではこの附経済はどの程度の範囲を覆っていたのであろうか。これに正確に答えることは閣の本質からし

て不可能なことである。しかし、吋時満洲国経積書名係者年科長という立助にあった大塚J忠夫が、一般向けの経

済誌である f満洲経前J45年 1月号の「決戦下満洲経済の反省Jという文章の中で次のように述ぺているこ

とからでも、その掌握する範聞が広く、その存在がもはや全く公然のものであったことが漉い知れる(大塚

11級明書i曽発と朗経済のl1t大に関して、次の織な興味深い~i!述がある。

(~4 -5 .Mに 1; 満室長の二空手銀容がìltJ・したが、この原因 1;1)基本的に 11インフレーションの浸透により 、縄入社会に貨

F時が滞留し.その銀行回数をt曽加せしめたためである.あるい11MtJ資の買9り絞行もまた一役を買っていたことであろ

う. (;筒史会[19641，上巻269・70賞、 ( )内1;1安110
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[1945ト[J内は安富)。 1.5.4 小t舌

続近我が回{)1依者層に満洲経済の二元性に就きて主張を為す人々が多い。

或はJ(:れを第一経済社会と第二経済社会と称、しあるは日系経済社会と構系経演社会と去ひ、

又は公定価格経済社会と閉経済社会と唱へ満洲経済の中に併行的、一元的[二元的?]経済社会

のイ'f:.{fを是認せんとするものである。

(中略)

例へ物品の価格税制を如何に徹底して行ふも所開O公は第一経済社会だけの観念であって、

第二経済社会に於てOヤなる価格が公々然として存在する。

然して此の間価格を断乎として取締らんとすれば、凡ゆる物資は総て安を消して第一経済社

会も此れが~に遂には極度の物資不足の状況となる。

此れが'r-に消費物資に限定せられ居るものでありとせば、第一経済社会、即ち日系及満系知

機胞を中級体とする自覚社会が物資不足を我慢する引に依って克服出来るものであるとも思はれ

るが、現在は生産資材も此の第二経済社会に依存せざれば不可能なる状態が現はれつつある。

(中略)

合触の而に於ても彼等は商家預金文l立合野出資の形態に依る高金平IJ，fJ..設金融俊関を通して彼

苛第二経済社会自体の金融活動を営みつつあり、 Jt所には政府の哨ふる低金利政策も、資金の重

点活用を企図する資金統制も何等の伶力を発抑出来ないのである。

(中略)

説が凶の令対[体?)戦的行政及経済組織は此の強大なる障壁に依って敢然と喰ひ阻まれる

状勢が現伝の満洲国経済の大きな病となって来たのである。

凡ゆる正統的施策は此の強大なる社会組織の反抗に依って停頓を余儀なくせられ、あるは進

行を阻止せられるのである。

i締洲国最終段階の第5期は、1JLの経済への介入が全l面化して資金供給の簸が外れ、膨大な資金がi締洲中鋭

によって供給された時期であった。この結果満鉄を除いたi持洲国内の資金の流れのパターンはまたも完全に

逆転した。 i持洲中銀の創出した資金は満洲~鋭ーi前5震を通じてlT( 工業特殊会社に流入し欽・石炭をはじめと

する軍需物資の生産に向けられ、あるいは興良金1・IIを通じて農業関係機関に供給されて農産物の狼得とlMTE

に仮り向けられた。しかしそのために満洲小錦がm発した紙幣は、満洲国の階!経済に流入し、閉経?fjの)Jを

拡大した。そしてこの閉経済の拡大は当局の手の届〈範聞を削減し、満洲住!の経涜統制を破綻に追い込みつ

つあった。満洲中銀が幣制統一に成功した第一JVIには、国幣を fi持系経済社会Jに流入せしめることが満洲

中銀の目的であり、その実現は「日系経済社会jの f渦系経済社会jに対する勝利を意味した。しかし第 5

j聞に I自発された国幣の「満系経済社会j への流入は、満洲qJ~Rの金融統制J)J を削減し、 「日系経済社会jの

敗北を意味したのである。

結語

この文章が合かれたのと同時期の 44年末の階1m場についての調査によれば、市民の間市場への依存率は次の

ようになっている(京北物資調節委貝会研究組 [1948]，金融筋，164.m 。

新京 Jほ天 日合削減

特殊階級 23.4% 13.3% 13.4% 

管通階級 43.4% 40.0% 33.4% 

I締洲国の貨幣企画虫史を特1世づけるものは、まず第一に中凶系経済と日本系経済の対立である。第一JUJにそ

れは第一次幣制統ーという形で表れ、この郁業の達成は IJノド系経済の令くの勝利であるかの如く見えた。し

かし統制経済への移行が進むにつれ、中国系経済は関経済という形をとって抵抗を開始し、第 5J切には統制

経済を破綻に追い込んでゆく。

第二の特慨は国幣と日本国の対立である。第 1--2WJには満洲中銀と朝鮮銀行の対立という形をとり、こ

の対立は 1937年の朝鮮銀行の敗退によって収束する。しかしながら、日本間資金の流れはこの後も満洲に大

きな影響を与え続け、日本国資金の流れが変化する度に満洲囲内の資金の流れは著しい変化を見せることに

なり、遂に第 4J切には「関東軍特別演習jに伴う日本間資金の膨張が満洲中銀の金融運営のフリーハンドを

奪い去ることになる。満鉄が終始満洲園田内の資金の流れの変化から独立した立坊を維持しえたのも、 i締鉄

の資金のほとんど総てが日本国資金であったがゆえであり、ここにも満洲国における日本阻資金の))が如実

に主反れている。

i絡洲回の通貨金融の 13年間の歩みは、中国系経済の力と宗主同日本の要求の矛盾に挟まれた狭い追を行く

ものであった。戦争の拡大に伴ってこの矛l円が深化するにつれ、そのillはますます狭くなり金融運也・は刷艇

を極め、やがて全くの袋小路に陥ったのである。

すなわち、満洲国主要三都市の f特殊階級Jでー~二割、 「普通階級Jで概ね三~四割を聞に依存しているCI

この「付録階級Jと「普通階級Jは大塚のいう f第一経済社会Jと「第二経済社会Jあるいは「日系経淡社

会Jと「渦系経済社会jに対応するのであろうが、大都市でもこの有機であるから、中小都市や農村の!湖の

比郁r.r~に大きいであろう。

f現在l;t1:.産資材も此の第二経済社会に依存せざれば不可能なる状態が現はれつつあるjという事態を殺

も良く示しているのが特殊財産資金部の活動である。向資金部の創設された目的は満洲中銀の融資によって

政府・ jlLの必安物資を闇市場から調達することにあった。そのために満洲中銀の創出した 480百万国もの資

金が符然財産資金部によって間市場に直接投入されている。(第 2窄第 l節第 2項および第 7節第 8項。)

満洲liiJにおける閉経済の拡大は統制による物資の調達を闘鍛なものとし、紙幣t哲発による物資調達への依

存を{仏大させた。そしてこのために発行された紙幣は最早金融機関に還流することなく関経済内部を循環し、ー

大塚の述べている|納金倣機関の活動の活発化をもたらしたのである。
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第 2章

満洲中央銀行と主要金融機関

序言

本主主ではi椅洲中央銀行をはじめとする満洲国の主張金融機関を対象としその資金の流れを明らかにする。

本f，iにおける満洲中銀等の活動の分析が第 1i;iの鵠論の骨格をなしている。本市の目的は満洲回帰l全般にわ

たる主要金融機関の活動を財務諸表を基盤として数量的に得成することにある。 l

本務においては第 1~ と 同じ時期区分を探用する。すなわち、

第 l期 1932年 7月1日-1933年 12月318 

第 2期 1934年 1月1日 -1937年 12月31日

第3Jm 1938年 1月1日-1940年 12月31日

第4期 1941年l月l日-1942年12月31日

第 5期 1943年 1月1日~満洲国の解体

とする。第 l期は満洲国成立以前の張政指に速なる中国系金融勢)Jを排除する第一次幣制統一期である。第

2期は朝鮮銀行をはじめとした日本側銀行との関係調整を目指した第二次幣制紘一期である。第3期は日中

戦争の本格化から太平洋戦争に至る時期であり、本絡的通貨的発はこの頃から始まる。第 4J明は太平洋戦争

の前半期にあたり、満洲国が産業開発資金を日本に依与する状態から、戦争継続のために日本に ij'{献Jす

る状態へと転換する。第5J町立日本の満洲支配の崩波j明である、と向時にi品洲中銀の中央銀行化が一応完了

した時期でもある。満洲経済は急速に悪化し満洲中銀の通貨期発述度も上昇・する。

第 2-4 期のJm~期末が暦年と一致するのは満洲中銀をはじめとする満洲同金融機関の営業期を診l~ した

ためである。その営業年度は一年を1月-6月と 7月-12月の二期に分ける。満洲の資金動向は農産物出

荷をめぐる季節変動に大きく影響されており、秋から冬にかけて膨脹してその後収縮する傾向がある。そこ

li情洲中銀のIl活動及び満洲図の通貨金量生についての儀後の研究u、満洲図期全体の金厳制度をIiilUした中西 11954Jに始まる 絞〈谷

(1960Jの研究iまデータに依拠 しつつi局洲図期全体を概観し、資金のilt1..にまで絡み込んでIiじた点でf{要である.1ej雇11965Jの第三郎

IV l:1i筒洲穆変の際の官級号の後収を、小林(1972J1ま i筒洲~~から第二次有害車IJ統ーまでの過程を、また小林 (1975J 1:;1.日中敏争.WJまでを取

り縁った。大竹 (1976aJ11満洲事変後の時期のi貧測における日本]¥'，経演と中国系絞演の角遂を指備したo ~ 11976吋11r大J!(盛共栄隠J
全体の経涜実体を特に必貨金厳の側面から統一的にalJ!し、そのなかで満洲図の資金関係についてlIi:~な示唆を残している。祭図(1981J

と(1984Jはそれぞれ長村金融緩関と対外決演の5:還を誹紹に関貸した。後者111940年代を本俗的に信じている点に特色がある.疋図

(1986J 1ま本車が関心を待せる資金の鯛i量投入を特に 30年代に関して相当明らかにし、また金量生と財政を包緒的に信じた。省武(1990Jの

研~11近代中国通貨闘争史の一環として満洲中銭の軌鯵を発券業務を中心に厳密にIiじている.また元t鈍掛i 中t量破員による満州中央銀行

史研究会(1988J;が満洲国時期の金駿を包括的に渇いている。
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で、参節的変動を論じる助会を除いては、毎年 12月末時点の貸借対照表の残高とその年々の変化に注目する

ことになる。 2

以下ではまず満洲l討の紙幣発行制度および満洲国の主要金融償問について簡単に解説し、それに続いて各

期毎の分析を行うものとする。

2.1 満洲中央銀行の概観

満洲中央銀行の当初の円僚は既存の中間系通貨の回収であり、それによって中国系の金融勢力を排除し金

融支配を確立することにあった。これが f第一次幣制統一Jである。 その次に問題となるのは、日本の金融

俊関、特に籾鮮銀行の勢力を排除することであった。 この過程は正金銀行紗票と朝鮮銀行金票の回収を伴っ

たので「第二次幣制統ーJとよぶ。また、満洲中銀は中央銀行でありながら普通銀行業務を広範に行ってお

り、この業務からの脱却も同行の重要な目原であった。これら三つの目標を達成することで、満洲国の中央

銀行としての資格と地位を硲立することが同行の課題であった。

;本節では満洲中銀の業務の級幹をなす発券業務について詳述し、更に満洲中銀の補完的役割を果たす資金

総について概観し、本市のMl~の準備とする。

2.1.1 発券準備制度

満洲国の通貨制度は、 32年6月に制定された貨幣法により規定されている。同法のなかで本章にとって重

要なのは次の部分である。(満洲中央銀行 [1942J，定款及関係法令 12・3頁。)

第一僚貨幣ノ製造>>.先行ノ機ハ政府ニ属シ満洲中央銀行ヲシテ之ヲ行ハシム

第二偵純銀ノ品日てで三九一瓦ヲ以テ価格ノ単位トシ之ヲ凶ト称ス

第}l，後満洲中央銀行ハ紙幣発行高ニHシ三割以上ニ相当スJレ銀塊金塊確実ナJレ外国通貨又ハ外国

銀行ニ対スJレ金銭餌ヶ金ヲ保有スJレコトヲ袈ス

第十依前僚ニ掲ケタ Jレ準備額ヲ控除セJレ残余ノ発行高ニ対シテハ公債誼書政界fノ発行又ハ保証セ

Jレ手形其ノ他流災ナJレ誼券若ハ商業手形ヲ保有スJレコトヲJ距ス

第一僚が規定するところによれば、満洲中銀の貨幣発行は満洲間政府の発行機の代行であり、厳密にいう

ならば満洲中銀券は銀行券ではなく国家紙幣ということになる(中西 [1954)，192頁)。このゆえか満洲中銀

券は一般に f田幣Jと呼ばれていた。第二僚は単に銀 23.91グラムをもって困と祢すると規定しているのみ

であり、国幣の免換については何も定めていない。すなわち国幣は法的には免換規定を持たない不換紙燃で

あり、党換方針については満洲中銀の裁量に笹ねられていた。

第九・十僚が定める発券準備制度の特徴は、朝鮮銀行法及び台r.J銀行法の該当部分と比較すればより明ら

かとなろう。朝鮮台湾両行と満洲中銀との~は、 1) 前二者の保証発行額に絶対額制限があるのに、後者は発

行総額に対する三割!の正貨淑備比率を満たす限り無制限に発行可能な比例準備制であること、 2)前二者に限

外先行既定があるのに対して後者にないこと、 3)前二者には認められていない外国銀行に対する預ケ金が、

2.151事2月の銀行法改定によって金厳慢関の決算期11日本と向じ4月-9月と 10月-3月となった.こ札1143年に日本の銀行法が

改正されて決算期が従来の JJl-6刀・ 7月-12月から、 4月-9 JJ . 10月-311に改定されたのにt世ぃ、資金計画.1I1，t;st舗の・年
度に 致させるためであったoU過指t!として45~ 1 JJから始まる年度113JJまでの三ヵ月で-Mと看徹すこととなった (8本銀行・金

触関係資斜 f会敏月線J45.3.31) .両首洲中銀 .!鱒桝"銀に45~ド 3 月時点の貸借対照表が存在するのはこのためである.しかし 45 司ζ4

nから始まる年度11途中で満洲凶の鱗4与を迎えたので決"を行うこと なく終った.
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後者に正貨機備として認められていること、 4) ':vJ!l'台湾両行のw!備制度が制!J銀行法・台湾銀行法のなか

で定められていたのに対し、 ii省洲中似の準備制度が満洲中央銀行法ではなく、 i締洲国の貨常法のなかで定め

られていたことである。(これら二行の準備制度については本窃附録Aおよび山本(1992)m 2 1fi. IIを参照

さi1.たい。)

満洲中銀の実際の発券準備の内容はぷH・1-aのとおりである。この次ではW!備の各項目をいくつかのグルー

プに分けてぷ示している。 1-51ま先進諸国に対する決済手段たりうる準備であり、 6-12は満洲回成立

当時銀閣に憎まっていた中国lこ対する決済手段に、また満洲国内の中[.K)人に対する免換対価となる準備であ

る。以下ではこの掴プロック外への決済手段となりうる準備 (1-12)が、どの程度の比率を占めるかに注

目する。

13 は朝鮮銀行金園券を中心と した金田系通貨である。 r金田 (金~) Jとは一般に日系の金系通貨のこと

であり、この項目は金田系の流動性の高い資金を指すと推定される。満洲固政府は 32年5月6日に朝鮮銀行

を経由して三井・三菱から 20百万聞を借り入れ、これを満洲中銀に貸付けて発券準備に繰り入れせしめてい

るが、これに対応する欄が本衣ではこの「金田(金~) J繍以外には見あたらないこと、また後述するよう

にこの項目が朝鮮銀行券回収の過程で膨張することからも、朝鮮銀行券(及び同行への預金)が中心をなす

と考えるべきである。 14は正金銀行銀聞券であり、第 1撃で述べたようにこの通貨は満洲中銀凶幣の安定に

大きな役割をよ~たした。尚、 13 ・ 14 憾には現物の紙幣だけではなく、朝鮮銀行・正金銀行怜への頂金も合

まれていると考えられる。

15 -17は日本の公債であり、対日決済資金の調達手段として一定程度使用可能な準備であるが、貨幣法

の規定では外国公債を正貨と認めておらず、また満洲中銀も当初はこれを正貨準備に繰り入れていない。こ

れが正貨準備に加えられるのは 37年からであり、その綴拠は日本国公債を担保とした日本銀行からの借入契

約の締結にあると考えられる。借入契約とは 37年 10月1日の東京弁$所の東京支脂昇絡に伴い日本銀行と

の聞に締結された当座勘定貸越取引(極度3百万国)及び日本国公債を保証とする手形割引取引である(日

本銀行百年史編纂委員会 [1984J，403・4頁)。

18 -191ま満洲国政府の発行する債券であり、これも本来貨幣法では正11tと認められずさ当初は正貨準備に

入っていない。これを正貨準備に合めた綴拠も日本国公債の場合と同じく日本銀行との借入契約の締結にあ

ると推定される。この場合のイ1~:人挺約とは、その時J~Iから見て、 「満洲'ifr工業開発株式会社資材購入代金特

別融通jのことであろう。この契約は 38年 2月2日に締結され、内容は融通限度 100百万四、倣通期限 38

年 12月31日、担保は満洲回国幣公債であり、日本間建満洲国公債の代り金を以て返済するものとされた。

その本来の意図は、満洲重工業開発設立に伴う日本からの開発資材愉入の決済資金手当であった (日本銀行

百年史編纂受只会 (1984)，404・5頁)。この契約の締結によって国幣公債を担保に日本聞を日本銀行から調達

できることになったので、国幣公債を正貨懲備に組み入れる線拠がれ}られ、白国通貨建の公債を「外貨預金J

と看倣すという乱暴な解釈が行われたのである。日本国公債の場合と民なって満洲国公債の正貨懲備組入に

は金額の上限が設定されていたが、次々に増枠されて 44年 11月には般廃されている。 3

3 日本銀行の与信仲~定をもって満洲図悶~Htt公債が「外貨J と見倣されるならば、厳密にいうと正貨準備に組み込まれる満洲悶公債

の残高11日本銀行与信枠を超過しえないはずである.5E際、組み入れられた時点で11日銀与伺衿も図鰐公債組入相変も釦ニ 100百万聞と

なっていた。ところが、日本銀行からの借入{Ii約1140年7月に 200百万国に、 41年8月に250百万回に鉱扱き札たのみで、 41年末に

112∞否万閣に、 421手6月末には元の 100a万個に減額されたのに対し、正貨準備に組み込まれた満洲図公債 ・政府先行鉦券1139年

には既に 200百万個弱に速し、その後もこの他人契約限度を組過し鋭けている。 41年以降満洲中級11日本圃資金に不自由しなくなった

のでこの制約を厳密に守ることも不可能ではなかったと考えられるが、ひとたび組み込んでしまえば級自慢はそれほどIIIIDにならなかった

ようである.
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20は正金銀行に対する貸付金である。これが正貨準備に組み込まれるのは 44年からであり、後述する関

東iJtの1lI費現地調遣が向年に始まったことに対応している。この自然建債権が正貨準備に組み込まれた線拠

もまた、この債権が臼本銀行融資の裏付を持っていたことであった(東北物資調節委員会 [1948).金触知，38

頁)。正金銀行との契約は 44年4月1日に締結されたが、日本銀行との契約は融資条件の交渉が難航したた

め44年9月13日まで遮れた九この契約によって、関東mのilt費をi椅洲中銀が立てを子えて正金銀行に貸付け

る形で支払うと、その貸付が正貨準備に入ってその三倍以上の紙幣発行を可能にするという仕組となったの

である。 S

以上が正貨準備である。保証準備の 21-23と24-26の差異は、政府の発行・保証した証券か、民110の

証券かの差である。保証準備の内容はl向者から後者にシフトする傾向を見せている。勿論、前者のほうが級

者より砿:Mな地備であるといえよう。

この表を一見して明らかなように、機慌の内容は全般的に悪化している。特に正貨準備の内容が劇的な変

化を見せる。この去の詳しい分析は、第 4節以下で期ごとに分けて行う。

4 日本銀行との~約の内容11、政資限度を般けず、手形期間 lま 3 カ月ながらも嘗換可能であり、 r縄洲中級が正金銀行昔、ら徴求した似通

手形をm~とし、利息1;1片i6ち後弘い、というものであった.この契約による貸付はこれ以外の対満洲中銀貸付と区別して「別口手形i置

付Jと呼l:!tLていた{日本銀行百年史編纂袋只会11984J，406.8Jn。

S 日本国公債 .~洲回会償.j.t疋金銀行貸付金の正貨@傭組込の経過は正徳なところがわかっていない.まず f東北経演小a聖書f . 金I政

JjJによると、

この級王i! 1貨鰐法の~t崎製5i!J により、正貨準備金11先行綴の 30% 以上である必裂がある。・・・偽I簡はその破綻を効;&l

するために民国27年(1938年)以降、外国銀行の預金を正貨準備とするが、その預金と株するものは偽満が臼本におい

て発行した臼金公償であった.この纏の公債を日本銀行に担保として差し入れることで随時借歎を受けることができたの

で、このflt~を以て預金と肴倣し正貨準備に充当した。正貨懲償金の給泌が縫々厳しくなると、日本銀行に偽浦公債を担

保となしうるよう乞い、それをも正貨準備に充当するありさまで、そのR~が如実に示されている。・・・また民1I1 33

~ (1944年) 1':li iE金銀行に貸出を行い、-tll.を正貨幣備金に充当した(当~に 33 ，500 万側、現1l' 6 月末に 135 ，500 万

聞}。この貸出11特JlI:な佐賀を持っており、日本政府への倫放と.Ti倣しうるもので、これを鐙係に日本銀行借入をなすこ

とができた.かくて偽貨鯵法第十条 I~際11~九条!の鉱大筋釈により、これもまた準備金に組み込みうる ものとされた。

(米北物資制筋書~.n会研究組 11948J，金倣篇， 38 Jr、 1 J内11安官。)。

また1骨ゑ彫の「偽満洲中火銀行!fI5e.J1;1次のように途べている。

偽政府11や (Jをえず~貨然訟の解釈を変更し、 8本公債を準備金ゅの金銭に:ff::Sできるものと認めた。ゆえに(民問}廿

六年五月以降、日本公i貨は現金準備に光当しえて、しかもその金額にやjらの制限も受けないこととなった。その後、ヒヒ

耳障変と太平洋級争の相継ぐ勃売により現金噂舗内容はいよいよ佑j~し、その過~Zで後i支もの偽貨然t去のþi:大解釈(1.t七年

九月に明文によって偽満岡慣もまたー億元を組過しない~闘で現金懲備に算入しうるものと>>l.~された。民国1.t入年十一

月に隙皮1.1.二億元にI曽領された。銀年十二月に三復元に改訂され、二年後に更に二億i骨衿され、三十三年十一月に~って

偽i縄問償11無制限にI覧会準備に充当できることになった.同時に偽i禽洲政府借款と対日llJtの立惨なども等しく現金懐備

内に含めうるものとされた.)の行われた結果、現金問陸自由 11完全に公f貨と倫z<経容に置き換えられ、普通の保tiE~備にも

劣る内容となった. (働ホ原119481，5011'.) 

管見の限りでは、このこつのIc!迩と :&11・ l.a が満洲中銀の正貨~備に関する資将の全てである.

まず東北経済小..の院述 1J. 8鋭との他..契約に言及している点で電製であるが、何故か 37 年の rs 本公~J の機傷.lll入に言及して

いない.また、このde速によるとi錦洲国公債の自慢傷銀入l.tr8金公債J (=日本間i!i鱒洲図公債)と f偽繍公償J(=図!IHl満洲悶公

fl)の二段階で進行したことになるが、測洲中銀と日本銀行との r8金公{Jtj担保貸出俊約が締結された形跡はない。

婦のE己注118ilI貸出品E約締紡と公債の正貨組入の関係について普及していないが、国明書公{貨のみが44年まで正貨機傷銀込に上限，6<1生

けられていたというE監察な指嫡をしている.組込伶のlfWと友11・l.aの満洲図公債の残高を比べると綴ね一致している.また備は日本公

{聞の正貨準備銀入の開始を 37年5Jl としているが、もしこれが正しいとすると、来京文1苫開放に伴・う日鋭からの借入~約締結よ り五ヶ月

早いζ とになり、本文の峨飴と飽舗する。 *~t経t商小..も織も日本公債の正貨r!備練入と日銀f普入契約書u喜との関係にI:g及していな

いので、このðl~f寸けが.f.要とされなかった可能性11残る.

しかし、何の正当化b行わないでいきなり法flt解釈を変更して日本公{lを外貨預金とZ摘すというようなやり方を日本人の銀行員や官

僚が録用すると 11~えにくい.また銅鉱銀行・台湾銀行 b公債を正貨司陸自由に入れるというような役作を行っていないという$怖もあるの

で、筆者1:日本公{貴・ i貧洲国公fl・niE金銀行貸出の全てを日銀借入t担保と結び付けてpl解すべきだと考えている。
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2.1.2 資金部

本節の残りの部分は満洲中銀内に設立されながら、本体と 吃切り雛されていたいくつかの1f(~な俊聞に
ついて整理しておく。 i純洲中銀内には本1*と会計を別建にした貯金郎・経済予衡資金Bs・約妹JlHii資金総・

経済動只資金部・交易特別資金泌が設けられた。包::"'~は 45 ~I~ 8 n I時点で、貯金ðiSが総務 ffB総務課、経済jJi)JJ~
資金都が業務部資金統制課企画係、残りの三部は業務部外資諜である(椴)f~厚 [1948}，42 u)。

貯金部は 39年 12月初日制定の貯金部法に基つ・いて満洲中級内に設立され、 40年2月 1Hから業務を開

始した。貯金郎に受け入れられるべき資金は、郵政儲金・為仔撮替のために受け入れられた現金、~政生命

保険特別会計・政府駿只共済特別会計・恩給特別会計の積立金及余m金、その他経済部大臣の指定する貯蔀

資金に限られる。また運用は国債地方債、特殊会社を中心とした国策会社への投資、 li4洲中1Mへの預金など

に限定された(満洲中火銀行 [1942)，379・81頁)。すなわちその業務は、インフレーシヨンの進行を食い止め

るべく 39年6月に開始された国民貯蓄運動により吸収された資金を集中し、主として満洲rT1.!!が引き受け

た国債の消化や国策会社への投資に振り向けることにあった。同総の貸借対照ぷは長II・5に示されている合

終戦時預金総額は川 7千万国余であり、そのうち蜘貯金が 11億 5千万間余であった (鵡ノ州側]，57

頁)。

経茂平衡資金邸は満洲国の経済平衡資金制度を運営するために設立された。日本1;1:十五年戦争の過程で占

領地成の通貨を日本阻とパーとする政策を秘中以外で採用し、 I(i;中においても悶定相場の維持に岡鉄した。

この政策は各地のインフレーシヨンの進行によって破綻しつつあり、この弥縫策が各地で実行された。川制

度はその満洲版である。 42年5月に勅令第 125号「経済予衡資金に関する件Jが制定され、 43~r・ 10nに

勅令第 273 号を公布して経済予衡資金部が註立された。同制度l;t~~ヒ・諜彊・喰中といったの高物価地域へ
総出される物資について満洲との価格指差に応じた平衡資金を彼収し、それらjlU安からの始入品には補償金

を交付した。 ζの補償金は、情北は聯合準備銀行、議鑑は議彊銀行、 11'i;中は正金銀行のそれぞれからのm・，敢
によって調達された。この借款の返済原資は各地で徴収されるべき平衡資金であった。£た向内生純物にl刻

して鉄鋼等の戦時必需品に対して補助を行い、逆に煙草等の「不要不急j品から平衡資金を彼収した。同制

度は 42年に運用が始まり、終戦までに 690百万聞を撤収し(内煙苧i127百万即)、補助総智1は2，033百万

四(内鉱業品 794百万四、繊維品 496百万聞)に述した。川制度関係で発生したi州中銀の{蹴は時銀川出

百万四、京遁銀行 60百万四、正金銀行 70百万聞であった。(織氷原 11948)，56頁。)

特殊財産資金部は、アジア太平洋戦争勃発以降に発生した「敵性外r(J資産Jを管理処分するために満洲中

銀内に股けられた敵産管理特別勘定を特殊法人として独立させる形で、 44年6月28日に特殊財産措置法の

公布施行によって設立された。しかしこれは去向きのことで実際には満洲中銀が同郷に資金を貸付け、その

資金で政府・JlIが間市場から物資を調達するためのトンネル機関であった。満洲国の最終段階においては闇

市場が拡大し、政府やJfiさえも物資の調達に際して聞に依拠せぎるをえなくなったのである(日本銀行金融

関係資料「金融月報J44.7.31及び州31)0 44 iF 7月20日に経済部の指令に従って満洲中銀は柵の f拍

ifX6 J 1百万困により財団法人特殊資源公会を設立した。この公会の設立目的は f後材施設統制法jによって

民間に退蔵されている物資や設備を買収することであり、特殊財産資金部から 170百万国が貸出された。ま

た45年5月に特殊財産措置法が改正され満洲製鉄等の重要工業機聞が空襲による損防受けた場合には;同

郷から補助金の付与あるいは貸出が行われることになった。満洲製鉄への補助金は 78百万四に、また復旧借

款は 195百万四に達した(揚承厚 [1948)，57頁。)

6俗資のことと考えられる。
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経済動員資金8sは、日本本止が米軍機の空襲に晒され虫1kJfIIJf工場の満洲疎開が計画された際に、それに

協力する目的で段立された。だが疎開計画が本絡的に実行される時間的余裕は残されておらず、同資金部の

放資も予定の 247百万四に対して 116百万聞が実行されたに過ぎない。(楊承厚 [1948]，57頁。)

交易特別資金部は 43 年 1 月に「交易特別資金部設置綱~J に従って股立され、その業務は主として般市と

の交易資金の供給にあり、同郎の貸出は 372百万闇に遥した。満洲の主要な鎗出品は阿片であり、1J¥北裕樹

合計の愉出額lir九十万ja.ilit金一、六二九、 0二一元jに達した。鎗入物資は機械・綿織物であった。また

阿部の四分のー出資(資本金5百万四)の満洲交易公司が股立され、南洋と満洲の交易に従事した。(娼承

厚[1948]，57瓦。)

これら各郎は日中戦争勃発以降の資金統制の必要に従って設立され、経済統制の深化と密接に関連してお

り、満洲中銀の資金統制来務を補完した。

2.2 満洲国主要金融機関の概説

ぶ節では満洲国の主張金融機関について簡単に整理しておく。

満洲国は 33 年 11 月に銀行法を制定し、従来の銀行・銭~f .銭舗・儲岳会等の編成替えを行った。既存の

在満金融業者のなかで満洲同に営業許可を申請したものは 169行であったが、そのうち 88行のみが存続を認

められた。その後も政府は行政措置の強化 (35年 10月)や新銀行法の制定 (38年 12月)によって整理統

合を継続し、普通銀行の数は 39年末で 45行に、 45年8月 15日時点では 16行にまで減少する。普通銀行

は最終段階において相当初の民間資金を吸収し、満洲中銀に供給する役割をねう。(満洲中央銀行 [1942]，115，・

7 貞，148・9 .a，182・4 頁、*~ヒ物資調節香J.l会研究組 [1948]，金融篇，88・9 頁。)

i梢洲中似に次いで.1T!jIfな合融機関が満洲興業銀行である。同行は 36'ÍI~ 12月公布の満洲興業銀行法に基づ

いて設立され、 37年 1月 1l:llこ開業した。同行は、国燃の日本間とのパーリンク移行 (35年 11月)と治外

法権般廃.l~鉄附属地返還 (36 年 7 月、 37 年 12 月)のために満洲聞から徹退を余儀なくされた朝鮮銀行の

在渦支庖と、経営が悪化していた日本資本の正陸銀行・満洲銀行を継放して発足した。第一次満洲産業五カ

年計蘭以除の資金供給機関として戦時期の資金散布に大きな役割を演じることになる。 r満洲中央銀行十年

史jは満洲興業銀行設立の怠義を「同行の役立は一方に於いて満洲金倣機構上の欠陥たる鉱工業長期金融機

関の不備をi貞光すると共に他方に於て満洲国政府の統制外に立つ日本側銀行を適当に処置し、且つ流通々貨

の国幣に依る一元化を達成すると謂ふ正に一石三烏の効果を招来し、草に金融統制に於ける機僧上の準備工

作li一応完成せられたのである。 J(満洲中央銀行 [1942]，147頁)と表現している。同行の貸借対照表は表

Il・3に示した。点II・3・dは各JQIぷの残高を去示し、表11・3・aは各年末の残高のみを表示している。

I持洲興銀と並ぶ満洲国の産業開発資金の重要な供給源のひとつに、 i椅洲国政府財政の投資特別会計がある。

財政からの開発資金散布は多くこのチャネJレを通じて行われた。同会計の貸借対照表は 40年6月、 42年 12

月の二時点のものがわかっている。そのほかには 45年6月時点での、資金の運用に関する資料と、大まかな

資金の調達に関する記述がある。表II・6はそれらを総合して表示している。

i締洲国前半期における良付金融機関としては金敵合作祉が重要である。この制度はもともと協同組合を指

向して前倒されたが、実際にはー県一社の大地威主義をとり、また理事を日本人とし、政府の強い指導下に

あって貸付万針も政策的色彩を帯びていた。 33年に試験的に G社設置され、その後各地に設立された。 315

年9月には金融合作社法により金融合作札勝合会が成立し、社数は 39年ぷで 145社に述している。経前部が

管轄する金融合作社とは別に産業$管帽の民事合作社も小規棋ながら農業金融に従lJJ.した。同社は五ヵ年計
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両に伴って 37~Fに位置が始まり、 39 年末には 153 社まで拡人した。両社は業務上m桜する部分があり、 þ'(;_

楽部と経済部の聞で縄張り争いが発生したこともあり、 40 年 4 月 1 臼に~~合作仕法が随行されて興~合作

社に統合された。各地の興農合作社の金倣調整は興農合作干111'5た会を通じて行われた。しかし興良合作社の

金融業務の主要部分はやがて興純金服に移調される(柴田(19811 害問)。合倣合作社と興股合作社の主jIf~

務内容は表II・7に示されている。

興良金庫はi締洲困勅令 203 号~良金庫法に基づき 43 年 8 月に満洲中銀のu通銀行業務を継*'して設立され

た。その目的は「農業金融ノ田清ヲ図リ農産開発ニ必要ナJレ資金ヲ供給スJレJ (興民金目IW.第 l条)ことで

あった。その設立に|努しては満洲中銀から 82ヵ所、 00農合作社より 1ヵ所の文応・出張所が移泌され、 32ヵ

所が新設された。資本金は政府の全額出資であり、主要な人μはi締洲中鋭から提供された。 r持洲'l'iRの土Jg

の行っていた業務と農業資金関係のかなりの部分、更に満洲~銀の農業関係業務が興良金~Rに移される。ま

たそれまで興良合作社中央会の行ってきた金融業務と各単位合作祉の金融業務の一部が移泌された。戸]金JII~

は!)I.l農合作社や農産公祉をはじめとする脱業関係後関へ資金を供給した。ぷ II-4・aは45~l'. 6刀の貸借対照ぷ

であり、表II・4・bは主要業務内容と簡略化したぷ II-4-aとを接合したものである。表II・4・cは設立時点に作

成された第1)明の予惣最高資産負債額である。 7

};l村における合作社に対応する市街地における庶民金融機関としては都市金融合作社 (III[!J系)、.fifI，!i金

倣会(朝鮮系)、金融組合(日本系)が設けられた。これらは 40年4月に商工金倣合作社法に基づいてifijじ

金融合作社に統合された。同法は 43年 2月に改正されている。(満州中央銀行史研究会 [1988]，124-5氏。)

このほかに無尽に分鎖される庶民金融機関と中国側・欧米側の銀行が存花するが、満洲向JlJJにおいては比

1f(が急速に低下する。また日本の'別鮮銀行・正金銀行が重~な 1>h を磁保していたが、そのl，~洲事変以前の

沿革は序宣言で既に述べた。両行との関係は以下の各節で論じる。衣H・18とぷII・19はこれら金融機関の政

金・貸出残高とその差額の推移を示している。

次節以下では満洲中銀の貸イ11'対照表をはじめとする財務j将兵の分析に立脚し、その動きとこれら金融機関

との関わりを中心として満洲国の資金動向を概制する。

2.3 第一次幣制統一・ ・ ・ ・ ・第 1 期 1932 年 7 月 1 日~ 1933年12月31日

2.3.1 第一次幣制統一の過程

第1期は満洲問の第一次幣制統一期である。満洲中銀が継承した四発券銀行の紙幣をはじめ、満洲国成立

以前に流通していた中国系の諸通貨を国幣によって回収することが、この時期jの満洲中銀の主要目的であっ

た。上述のように問幣は免換脱定のない不換紙幣であるが、 i締洲中銀は当初回幣に対する信任を礎得するた

めに銀資金との免換に応じていた。具体的には正金銀行銀関券紗票の払い11.1しがその主力であり、また現銀

流通園である上海向けの為替の売却も行われた。現大洋をゆ心とした現銀との免換は補完的手段に過ぎなかっ

た(第 1家参照)。この旧紙幣の回収は非常に容易に進展し、 34年6月までに 93.1%の回収率を達成して

いる。

とはいえこの間の国幣の価値維持はそれほど容易ではなかった。ひとつは現銀不足のゆえであり、開業後

二ヵ月程した頃に現銀免換請求が殺到し免換所のがIに長蛇の列ができる状態となった。このときは山成副総

紋が主要な銭舗を集めて説得し協力を得ることで免換請求が抑えられ、やがて$f{静化した。もうひとつの困

7'''1金庫の最初の決算期'j43竿 8月ー 44iF 3月であり、そのあとは銀行法改正に先行して、 4月-9月と 10)]-3刃の決算期を

~m している.
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鍵li上海銀資金の不足である。これは治洲中銀がi縄洲からの検出為普を取り扱えず、ほとんどを正金銀行や

諸外国の為替銀行に吸収されていたためである。満洲中銀はその前身から綜lI<した附業の植桟を通じて特産

物を買い入れ、これを大連市助で売却し紗認を入手して上海資金を強化しようとしていた。しかしrlll点1IIが

特産売買業務の停止を要求したため満洲中銀の上海~容は慢性的に不足した(第 1 章第 1 節第 2 項書照) 0 8 

この過程を同時期の発券燃側内容の変化(表H・1-b)で確認してみよう。節 1期の準備内容の変化では、

金票・紗票が急減し金塊及び銀資金 (6-12)の滑加しているのが特徹である。銀資金の地加は国幣に対す

る免侠要求が短期間で収束したことを裏付けている。この表からも国幣に対する党換請求が現大洋への党換

よりも、上海向け為替取組請求(あるいは妙票の払出)の形をとったものが多かったことがわかる。満洲中

銀による紗禁政出や正金銀行への預金の取り崩しは、銀免換請求の正金銀行への転嫁にほかならず、正金銀

行にかなりの負担を強いる形でi椅洲中鎮の準備内容の充実が図られたことになる。第 1trtで見たように、こ

れがこの時期の問幣の信任の独得に相当大きく貢献した。 9

2.3.2 満洲中銀の貸借対照表の変化

次にこの時JUJの貸借対照去の変化を確認する。但し、この「幣制統一Jの過程は貸借対照表に反映しない。

なぜなら満洲中銀は上述のように四発券銀行の資産j~債を設立時点で継承したので、その発行紙幣も既に負

債として継承しているからである。それゆえこれら紙燃の回収は、会計処理に関する限り満洲中銀の継承紙

幣と満洲中銀の新規発行紙幣との入替に過ぎず、貸借対照表上に表れて来ない。同時期の紙幣発行額はム 13

百万削減少しており(表II・2・b)、正貨機備の内容も 1-12の小計が 10百万岡地加していることから、通

貨価他維持の震観されていることがわかる。

むしろ、このl間判明の貸借対m(去の変化で顕著なのは、張lli閥系の 「逆産Jの整理である。表II・2・bにより

満洲中銀の貸借対照表の変化を見ると、総資産が6.127百万四減少していることが目を引く。資産項目では

貸出金の減少6.131百万問、負債資本項目では預金の減少ム 76百万聞及び「その他負債合計jの減少ム 40

百万聞がそれぞれ対応 している。二時点聞の貸借対照表の各項目を差し引したときの負債資本項目の上旬加と

資産項目の減少はその期間の資金調達を示しており、資産項目の熔加と負債項目の減少は資金運用を示して

いる。主II・2-bでいうならば、資産項Hのマイナスと負債資本項目のプラスが資金の調達を表し、資産項目

のプラスと負債資本項目のマイナスが資金の運用を示している。

この原則を単純に当てはめれば、第1J聞には貸出金の回収により調達された資金が預金の払い出しと「そ

の他負債」の返済に廻された、ということになる。しかし、この場合はそうではない。満洲中銀は上述のよ

うに張学良政幅下の四発券銀行の資庫負債を継承 したが、設立を f~.いだため張家一族や「敵対者」への債格

債務を整理する暇がなかった。その整理が終結したのは 33年 4月26日の f満洲中央銀行継承前損補償公債

条例Jによってであり、政府は「不良資鹿欠損額J190.6百万四、 f関係負債の消滅による利得金額J157.{) 

百万町と査定し、両者の差額 33百万聞を補償公債の交付によって補填した (1旬郷 [19351，41・3頁)。この処

理が資産負債の減少として去れたのである。有価証券の地加 33百万聞はこの整理に伴う公債の交付による。

部 1JUJに発行された国幣公債は 51宵万聞であるが(表II・13・b)、i前洲中銀lま引受を行っておらず、その

'ln 1.で見たように、国青年の村上海為替相級11パーを下廻り続けていたが、それはこの上布陣資金不足のゆえである。長谷JII長拾によ

ると、 f大{司元年{民団二十一年}ふの上海向11九五元七二であったから、パーであるべきものが四元三角も差がついているのは図僚が

それだけ安いということである。しかも図燃の~i1Il銀本位ともいうべき名目銀貨の純銀.~が若 T~いにも拘らず安いということは、結

局弾丸欠乏により充分に先り応じがでさなかったという-aにつきる。 Jとのことである(長谷川[1946))。

'金t曜のt曽加と金.oの減少の対応関係の理由111tt5i!が悶11である.ただでさえ順備不足に匂んでいた朝鮮銀行が金資金の先獲しに応じ

るとはJfえにくい.，fiゆからの特に日本人からの金の賜入や米ドル4倖の買い取りに金療が允てられた可総伎はあろう。
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うち 33百万四の交付を受け、また 3百万四を買い入れている(岩II-13・r}このほかに満洲国政府は日本

聞述公債によって 34百万四を調達している(表II・13-b)。

i純洲 [þ銀はこの時j切に春桃資金と称する治安対策の意義を合んだ小口の1t:tXを実施している。 U~f)1資金

布告ニ関スJレ件 (33~4 月 28 臼) Jでは、

i締洲中央銀行ハ農民ノ此ノ苦悩ヲ傍wlスJレニ!O:!.ヒス王道政治ノ国是ニUIJリ三省ノ約乏セJレ民民三

対シ既墾地ヲ担保トシアポ天省三、六七0、000問、吉林省四、八00、六0 0側、;泉純江省

一0、000、0001lUノ各務資金ヲ月利八血、一年以内ノ期限ヲ以テ貸出スJレコトトナレリ

としている(満洲中央銀行 [1942]，124頁) 0 33年-35年にかけて合計 21百万個が貸出され、しかも相当

部分が焦げついて副収に苦慮しており、資産の抑制を凶っていた満洲tT1.ftにはね担が大きかったはずである。

2.3.3 朝鮮銀行の勢力伸長

第 1)聞は朝鮮銀行の満洲における活動が膨張した n，~)ijJ でもあった。そもそも似j鮮銀行は 11首洲凶J~ひのi燃に

金本位制即時移行を主張し、朝鮮と満洲を通貨的に統合してその中央銀行たらんとした。この目掠は実現き

れなかったが、 31年6月末-36年末の聞に満洲において 8派出所を開設してイ封筒支町教を 22h占とし、在

満破口数も 215名から 329名にj甘やした。金認の満洲流通量も急i刊し、図 1・1の以資料によると 32:ir: 7 nに

22百万四であったものが、 35年 12月には 69百万四となった。この推計は金謀総発行額のうちほほ三分の

ーを満洲流通額と推定している。この他に金票発行額 2itl: 2 千万四のうち六割lの 1 倍、 2 -3 千万聞がll~洲で

流通していたという見方もある(満洲帝国政府 [1969] ，503-4 頁、~:~-は石田)Äl'Jl)。預金貸出残高で凡ても

32年 12月末から 36年 12月末の聞に、預金が 123百万聞から 271百万園へ、貸出が60百万四から 122百

万四へ二倍前後に膨らんでいる。朝鮮銀行は 34年下則より国幣取引を開始しており、 3611.12月本で貸出の

35.5%が国幣建であるから、朝鮮銀行の業務拡大がそのまま金京経済の膨張を示すものではないが、第 l市

で見た日本系経済のインフレーションとプレゼンスの拡大に伴うものであることに違いはない(朝鮮銀行史

研究会 [19871，440・4頁)。

表II・14はP合爾漬におけるに特産資金融資額を示しているが、il'4洲国の特産貸付のかなりの部分を籾虫干銀行

が正金銀行とともに押さえていることがわかる。その占.tJ率は 34年度で正金銀行が46%、朝鮮銀行が 26%

であった。朝鮮銀行は対極桟貸出において正金銀行は対特産商愉出金融においてそれぞれ優位に立っている。

これに対して満洲中銀の貸出は占有率わずか 1%と少ないが、これは f開設後日浅く 優良なる取引先少き'Jl.J

と、出イ荷物を担保とした貸出の「有利なる所以を成徳元年度迄知らざりしに閃J~， r併に信用あるlilJに対

する続担保貸出のみを事とせるに因るjという(i拘洲回実業部臨時産業調査局 [1937]，530j'~ ，538頁)。

2.3.4 小括

第 1期は満洲国股立以前のi緒洲における張2区間体制下の通貨金融政策の遺産を継承・ f監理するための機備

期間であり、通貨価値維持を最大の目標とした活動が行われた。 一方で朝鮮・銀行は満洲における日本系経済

の拡大に応じて金践を彼径的にI告発し、また支庖網・業務を拡張した。この河者の角逐は次の第 2J切に、国

常の金!':tパーリンクと朝鮮銀行の排除という形で結泊する。
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2.4 第二次幣制統一と朝鮮銀行の排除・ -第 2期 1934年1月1日-1937年 12

月31日

第 1JPlで既存の通貨を回収し、独自の通貨金融体制を一応確立したi締洲中銀は、満洲国内における日本の

金融勢力との調整をはかる。これが第 2期のi椅洲中銀の活動の主要なテーマである。この調整過程の最大の

IJ~件が 35 年 11 月 4 日のいわゆる 「円式パーJ 政策開始後の金票回収と甥鮮銀行の排除である。それに対し

て正金銀行は齢、京回収後もi，ij洲固における活動を縦続する。

2.4.1 円元パーの実現と朝鮮銀行撤退

i筒洲中銀l.t第 1J切に紙幣発行額を減少させていることにも見られるように、慎重な通貨発行姿勢をとり、

団幣の上海銀為仔へのリンクを何とか維持していた。一方で日本田及び金票は 31年 12月の金本位離脱前後

から急務 した。この結果、満洲中銀開設当初に国幣 100闇=金票 73.19回 (32年 7月平均)であった国幣金

禁相場は、 32年 10月にほぼ一対ーとなった。問点箪はこの機会に国幣を銀本位から緩脱せしめて日本田と

パーリンクさせる方針を打ち出し、満洲凶政府や満洲中銀の抵抗を押し切って実行しようとしたが、日本の

大破省の&Jtで実現しなかった。大蔵省はこの時点の一対ーの相場を「偶然Jとしており、その制度化がB

本聞にもたらす臼l!Iを拒否したものと~えられる。(朝鮮銀行史研究会 [1987J ，466・72 頁害問。)

その後凶偽金票相織は 33年夏までパー周辺で安定したのち再度金買が下落し、 34年 1-3月には国何年 100

聞=金現 110囲台を突破するに至った。満洲中銀に金聞とのリンクを決意せしめたのは、 34年夏のアメリカ

の銀買上政策開始による銀価絡の急上昇であった。この銀)J;騰がi椅洲国内物債の下落を芯起しつつあったた

め、国内物価の安定を優先した満洲中銀l.t35年2月あたりから上海銀リンクの緩脱を開始した。金田と国幣

をリンクさせるといってもパーリンクにする必然性はなく、大蔵次官の浮島舟ーと満洲国財政部長の星野直

樹との間では 「同じ価値でなくともよいというような議論もあったJ (星野 [1979J，230頁)というが、結局

パーリンクが選択された。これには上述の関東忽のパーリンク方針決定とその按折といった経絡が影響した

ことであろう。国幣の対金禁相場は徐々に引き下げられ、 35年9月に両者はパーとなった。この相場の固定

化に大成省は反対せず、同年 11月4Bに日満両政府の声明が幽された。またその制度的補助として日本の外

為管理に倣った為接管理法が公布され35年 12月 10日に実施された。この時点で満洲国は日本国固に編入さ

れたことになる。それは日本田の負担を織すと同時に日本経済とi鈍洲由経済との連結を必然的に強化するも

のであった。

序宣告の石田モデルに従うならば、中国本土(上海)と満洲の経済述聞を残したままでこのようなリンクを・

維持することは不可能と考えられる。円元パーの達成とその維持は、 i持洲事変によって満洲と中岡本土との

関係を~)J的に切断することで、日満経済関係を強化したことの結果であるとも言えるであろう。

この経純をまとめると、日本聞が32年 10月から..¥i;落したことが円元パーの前提となり、 34年度からの鋭

暴股がその~1金をひいたことになる。，lÎr.{j'の日本闘の暴滞は、満洲'Jf.変以降に満洲で膨張した金21資金を大

迫商人がiニ海で売り叩いて始まったのであるから (序章第 7節第 2項、安富 [1991aJ)、金ZZ回収の前提条件

を金~!M発が自ら盤えたとf とになる。

両国政府の声明を受けて、 12月6日に満洲中鋭と朝鮮銀行との聞に業務協定が結1まれ、満洲中銀lま金票回

収に来り出す。 i錆洲中銀と例鮮銀行の業務協定には当初、金田資金の日満開の田金は朝鮮銀行を経由すると

いう取り修めがあったが、 36年末の改訂でこの項目は削除された。(悦鮮銀行史研究会 [1987J，497・502頁。)

しかしこの業務協定に朝鮮銀行の満洲からの撤退は規定されておらず、朝鮮銀行自身はむしろより一層の
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業務拡大を志向していた。例えば、朝鮮銀行による対樋桟貸出は 34年度に 624百万四であったものが35年

度に 2，129百万凹へと急I押しているが(衣 II・14)、これはこの業務協定に対する朝鮮銀行の積極的な対応の

ひとつであるという。すなわち、

之[35年度の貸出急!(')のこと一安ロlは'itなる利潤追求の他に特殊日械に付する作為が多分にJJU

味せられたるものと思ふ。即ち !.iJ年度が鮮銀、中銀業務協定締結 (!Jt~. 二年十二JJ 六日)のl([ ，ìír

に当るより見て、鮮鋭が協定をイf利に導〈意図の下に金票の需要岐に必行の活発なる集¥壊を，示す

ものとして、特に貸出額の土台加を図りたるものと見るi旬あるも、さもあり叫べき TJfと云へょう。

(満洲国実業部臨時産業調査局 [1937J，520貞。 )

この態度は協定締結直後にザIlf:銀行本庖で行われた繍瀬守雄理事の次の説明により明書症に示されている。す

なわち、

今回の事は紙幣、通貨の統ーであって金融系統の統一整備ではない。 ・・・此際吟行は大勢に従

ひ満州に於ては金券の発行又は金円取引に執着することなく ー大転換をなし、以て符業の進展を

計らんとするものである。(朝鮮銀行史研究会 [1987]，477-8氏。)

ここでは「紙幣、通貨の統一J(=金票回収)と f金融系統の統一整備J (=満洲からの徹退)をはっきり

別問題としている。

にもかかわらず協定締結の時点において既に朝鮮銀行でも金現同収後の満洲回からの般.iilの可能性が考慮

されており、 36年 1月には':Y1鮮銀行満洲支庖と正隆・満洲銀行の合併による新銀行設立の検討を間航してい

る。満洲中銀が朝鮮銀行に対して rMt宇治、特殊の方策を減ずるに非ざれば、満洲国が統制的地位に立つこと

は困難J (満洲中央銀行 [1942]，147頁)と認識している以上10、 「今回の事jが f紙幣、通貨の統一jに儲

まらない「金融系統の統一整備jに発脱しかねないことは白明であった。朝鮮銀行もそのことはよく分かっ

ていたのである。

朝鮮銀行はこの間組に関して、 (1)朝鮮銀行が満洲に残存したまま正隆・湖洲銀行を合併する案と、 (2) 

朝鮮銀行 100%出資の新銀行を創設する案を用意したが、最終的にi信洲国政府と朝鮮銀行がそれぞれ半額を

出資する満洲興業銀行が設立されることになった。朝鮮銀行は 36年 12月 14日の臨時株主総会によって在満

洲国支庖の移譲を、向日に正腔・満洲銀行は解散をそれぞれ決捜し、 37年 1月l日に満洲興銀が開業した。

朝鮮銀行が移譲したのは 10支底 10出張所、貸出 79百万四・外国為仔82百万四・預金58百万聞き手の資庫

負債、 382名の験日であった。 37年 3月末には白銀代理庖業務が満洲中銀に移管されて朝鮮銀行撒.it!は完了

した(朝鮮銀行史研究会[1987]，489・502頁。)

2.4.2 朝鮮銀行と正金銀行の処遇の差異と治外法権撤廃

一方、正金銀行齢、現は第 l市第 1節第 1項で述べたように国幣の価値維持に大きな役割を果たしたが、 35

年 11月の円元パーと中国の幣制改革によってその存在意義を喪失した。正金銀行がその後上海為将へのリン

ク維持操作を放楽したため為替栂場l.t乱高下し為仔取引高も減少していった。やがて紗浪廃止が検討される

ようになり、 36年9月22日の勅令によって 10月1日以時の関東州及び満洲名地における妙票発行が禁止

10 この文寧li朝鮮銀行1I1~についてではなく、正I'l . i錦洲銀行とまEべてのお鮮である. しかし、調桝銀行I! rQ.1l~銀行の子会社のよ

うな形の・・ .ye理銀行Jであり、 「安図系の疋険銀行・・・のごときは非常に患いデ y ド・ローンをもってjねり(色e(1979)，150 

rn 、前行'iJ~にその内容不芳がむしろ問題であった。日本の金政行政織との骨廃合があるものの‘その処分をさほどmaと考えるべきで
はないo r ti4洲図が統倒的地位に.l2:つζ とは図雌jという判断が主としてω鋭銀行を念狐に置いたものであることは間違いなかろう.
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され、既発紗t1は金票と等価で回収された。しかし正金銀行は朝鮮銀行と見なり、 2多県発行停止後も満洲回

を追い出されることなくその営業を総統した。その理由は f満洲中央銀行十年史jによると、 「繍i貰正金銀

行1.1満洲国の日本を除く対外貿易には不可欠の機関であり、同行をして臼渦何回の対外~瞥業務の統一的操

作に任ぜしむることは、日湖特殊関係の上からも何等の支障もなく、殊に妙票の発行を廃止するに至ってか

らは同行の存在は寧ろ好都令J (満洲中央銀行 11942)，147頁)と評価されたためであった。

しかし既に見たように正金銀行は満洲凶の特産取引金融において圧倒的とも言いうる地位を占め、締役な

どにも相当の資金供給を行っており、その業務は f対外~替業務j に限定されない。去 II・15・e や点 II・12 に

見られるように、満洲国の舷終段階に主るまで常に凶内に相当の資金を多方凶に供給している。 r対外為替j

云々というのは正金銀行在渦支庖維持のための理周に過ぎないと考えるべきである。

第二次燃制統一は、国燃による通貨の統一、円元パーによる満洲国経済の臼本国プロックへの包娘、満洲

小~}!と日本系銀行との関係整理(=籾鮮銀行徹退)、という三つの側面を持つ。すなわち満洲固に独立国と

しての金融上の体紋を付与するとともに、日本閲ブロックへの包摂という形で日本の文配を深化せしめるも

のであった。この体制にとって外国為停を日本と満洲由で統一的に取り扱うことは問題とならないという理

由で正金銀行の業務継続は必認される11。しかるに満洲国の中央銀行の地位を争い、 「拶j鮮の中央銀行jと

もいわれる側斜銀行を囲内に残存させることは独立国の体裁上問題があることになる。この意味で 36年 12

月の朝鮮銀行の撤退は、これと並行して 36年 7月と 37年 12月に実施された治外法権撤廃と無関係ではな

い。なぜなら刷向 11993]'lJf指摘したように、治外法権撤廃は1れなる f茶番劇jではなく、日満の統治機関の

関係を整理するとともに日本の支配を深化せしめるものだったからである。 r十年史jも金票田収とi台外法

指撤廃を密接に関連する過程として次のように記述している。

成徳二年八月国幣対金烈パー示現後、 ・・・本行対朝鮮銀行間に於て締結せられたる業務協定に

依り、旧満鉄F付属地外金男流通は一部制限せられるに至りたる結果、同年特産j明を其の最高流通

額として側来漸減歩刈を辿るに主った。然る処成徳三年七月、日本の治外法権の一部撤廃に続い

て、同年ト二月満洲興業銀行の股立に依り明鮮銀行在満支庖並びに正隆、満洲iWi銀行が之に統合

せられ、益に於て鮮銀券の囲内発行は廃椛せらる、に至った。更にuf徳四年二月一日以降旧満鉄

附属j也に於て国幣は法1~としての強制通用)J を認められ、次いで同年十二月治外法権の全面的撤

廃に伴って旧満鉄附属地金融行政権が満洲回に移譲せられた。以上各種の行政的変革に伴ひ、金

票流通の範聞は漸次縮小せられ、ノド行に於ても朝鮮銀行に代り鋭意之が回収に当った結果、;lt後

程なく回内に於ける金浜の流通は旅行者其他外来者の持込の範聞を出でざるに至った。(満洲中

央銀行 11942)，145-6点。) 12 

2.4.3 満洲中銀の貸借対照表の変化

この金票・紗EZの回収過荏を貸借対照4史上で碓，aしよう。これらの回収は旧四行紙幣の回収と異なり、他

の銀行の紙幣を満洲中銀の紙幣で侠き換えるのであるから、貸借対照表上では発行紙幣の樽加と資産の~，加

(現金預託金制口の樽加が'1'心)として表れてくる。第 2JUIの渦洲中銀の貸借対照表の変化を見ると(表II-

1111¥一次告書制紙 に mtる正金似行の集たした役割により満洲中銀との関係が良併であったことも正金銀行の妓留に~..していると見

られる.元iIC洲中級唱a.uのJk烏勝介氏によれば、""行.貝11一般にa¥!であったのに対し、制tf銀行取貝と11線i重であったという.:tた

i縄洲中銀内のWJtHR行出身者111mQ:傾向にあり、 i鈎洲興銀総立の僚に仮出していった人が多かったという{氏へのインタピュー)。

目的出の長谷川IH白1:1r治外ìJ:ぬの燃焼、 tl餓券の織退li 日本側から、また~，fI<管理主訟の路行、理E金賃上強化fii縄掛l~から工作された

m~，価tJ!量持強化策に外ならないものであった. I (長谷川 119461)とまでばっているe
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2・b)、資金の迎用項目のなかで現金頭託金が 127百万凶も地加しているが、これが金34・紗〉誌の由収と関係

する項目である。準備内容の変化(表Il-l-b) もこの過程を反映している。まず紗票・現大i羊・ k海脱鋭・

銅平銀・その他銀塊の減少が自立つが、これは国幣が銀とのリンクを離脱し日本阻とのパーリンクに移行し

たことと、同じ時点で国民政府が幣制改革を行い、銀聞から維脱してしまったために、免換資金としても対

中国決済資金としても銀が無用になったためである。対照的に金拠・英ポンドと金票-日本公債が~t:;Jt'Jして

いる。現銀はロンドンに現送されてポンド資金となり、一部は後に日本~1t公債の購入に光てられた(長谷

川 11946])。金塊のjt'J加は満洲田園内で金が産出されるため、 i前洲rl]銀が殺体.的にそのn.1二を行っていたこ

との結果であろう。

パーリンクが実現したあとの 36-371ドの二年間では現金fJi.ií:-:ãが 63 百刀凶m加し、-)1でF貨Hf~ {liÌiの

金票の残高が50百万国増加しているので、この現金前北金の主翼線分が金ZE資金であることは確実である。

パーリンク以前の 34-351Fのて年間について見ると、現金頭託金の熔加 64百万四に1・Iし百貨単純の金訴の

埼は 18百万国に留まる。正貨t悠術表のなかで現金預託金に含まれる 1-14までの合。I1の1('1加が25百万聞

なので、現金預託金の線分のほとんどは正貨準備に総み込まれていないことになる。銀リンク離脱政策のた

めにHい支えた金京資金を、自絶倫に繰り入れずに保イiしていた可能性がある。jE金銀行妙;誌は第 1Wlにム 17

百万回減少した後、第 2期の 35年に残高ゼロになっている。齢、刀打白収は 361ドのことであゐから、 IIJ:ieパー

の時点で齢、票が既に準備から外されたことになる。

i前洲中銀の回収した朝鮮銀行券は、朝鮮銀行に開設された満洲rJl銀名義の金関口座に入金された。制lf.銀

行はこの金回口座に金裂の入金があった|務に、金四日雌から資金を引き繕とすと同時に、 l，iJ~1の資金を if~洲

中銀名義の国幣口座に振り込む、という振惨操作を行っていた。この金田口座の残高1;1:36 ~ 12月γピーク

を迎え 134.7百万四に達している 13。この残高は一年後の 37年 12JJ時点で 32.8百万固にまで減少した(朝

鮮銀行史研究会 11987]，488・9頁)。同月末時点における満洲中銀の正貨準備の金票残高は 92百万聞であり、

金田口座残高を 59百万回も上廻っているので、満洲中銀は朝鮮銀行への預金残高を金園口座と国幣口座の区

別をせずに金票棚に計上しているものと考えられる。

ここで日本国債が f正貨懲備」に組み込まれていることに注意しなければならない。この組込の根拠は、

第 1節第 l項で論むたように日本銀行融資の裏付である。正貨幣備F容は第 2期に 33年A、の 52%から 37年

末の 68%へ上昇しているが、間ブロック外への決済下段たりうる 1-12の小剖を、総iiI!備で削った f準備

率jでは 30%から 24%に減少している。この期間に満洲中銀の紙幣発行額が 129百万聞から 307~j万捌に

急増したにもかかわらず、 f準備率jがこの程度の低下に留まったことは、満洲中銀の通貨価値維持に付す

る慎重な姿勢がまだ崩れていないことを示していると見るべきであろう。しかし、日本同悦の正貨準併ii繰入

という正貨準備内容の劣化措置により、満洲中銀は通貨価値の維持のための制度的歯止めを失った。

最後に第 2期の満洲中銀の資金の調達と運用の全体を見ておこう。調達項目では紙幣m179百万間・預金

}曽 194百万聞が、運用項目では貸出金m100百万悶・イ[価証券111144百万四・現金預託金1('1127百万闘が主

なところである(衣11・2・b)。紙幣期発の 179百万聞のうち 127百万四を金烈紗京回収に伴って発生したも

のとすると、残り 52百万聞が純粋の期発分となる。 37年末の日本国債所平f額66百万聞を全て第 2Wlに発

生したものと見倣し、これの主たる原資を回収した金京とすると、囚幣1('1発は資金調述にほとんど笥')-しな

かったことになる。第 2期の資金の調達は預金のI哲が紙常のm発よりも重要である。資金の運用項日はイf価

13このSlf;t図トlの原資料の35iド12月時点の金"の満洲流通俗史研69百万聞にくらべると雌分多(.石岡興￥のおした高u包fJlJ(I

2-3千万国にほぼ一致する。上述の351Fl.fにおけるWJtf銀行のI縄洲中級との交抄を注目匝した駅員長の紋大を考えあわせると、金源流通高

が一時的に石田のJl~1.Iにまでi童した可能性がある.
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証券の憎が般大である。訂正手 12月時点の満洲中銀の保有有価証券の内訳を見ると、総残高 194百万国のう

ち内償が 117百万聞を占めており、満洲国財政への資金供給がこの時期の資金運用の大きな部分を占めてい

たことがわかる。;un・13・cによれば満洲中鋭の 37年時点での国債保有残高は 122百万聞であり、第 2J明Eド

に85百万四mえた。満洲国政府は国幣公債によって 147百万聞、日本国公債によって 163百万四を調述し

ている(ぷJI・13・b)。

2.4.4 小括

満洲中銀は第二次幣制統一の過程で、国幣を日本間系通貨に転換せしめ、満洲国内から朝鮮銀行の勢力を

排除し、通貨発行指と金融行政権の統一にひとまず成功した。この第二次幣制統一は並行して実施された治

外法機般廃と同紙、満洲同の独立国としての体践を改善させると同時に日本の支配を深化させるというこm:

の意義を持った品開であった。 i筒洲中銀が中央銀行としての地位を形式的に砿立する過程は、満洲国を日本

間ブロックに取り込む過花と不可分だったのである。

2.5 産業開発資金の創出と投入 ・・・・ ・第 3期 1938年 1月1日- 1940年 12月31

日

2.5.1 五ヵ年計画の満洲中銀に与えた影嘗

第 1J腕、第 2J切において慎重な紙幣発行政策を探った満洲中銀は、部 3WJに入って積極的な産業開発資金

の創出と投入を開始する。それは 37年 411に!日1始された満洲産業開発五カ年計画が、 37年 7月の臼中戦争

勃発によって大伺に拡張されたためであった。この修正計画実行のため国内資金調達が急憎し、満洲中銀の

資金自!Jlliが必要となった。

第一次五ヶ年官1・甑の資金調達の計画実績については二系統の数字が知られている。満洲国政府側のものと

思われる fi筒洲同史jの去II・8-a(イ)と大東亜省のま11・8・a (ロ)がそれである。両者の数値は多少食追

うが実絹ベースで見ると日本からの資金調述が六・剖、満洲国圏内での調達が四割であり、この比率は第二次

五ヶ年計画JVJの43~度に逆転するまでおおむね継続している(表 II・8・a の(ハ)参照) 0 38年から 40年

までの満洲国向内の資金調達額を合計すると、 (イ)では 2，010百万問、 (ロ)では 1，697百万国となる。

ただし、計閉年度は問月から翌年三月までであるため、本~の時WJ区分とは三ヵ月のズレがある。この調達

額を 37!手 12月末の凶幣発行残高 308百万叩と比校すれば、この国内資金調述が如何に巨額であったかが理

解できょう。この資金問述は満洲中銀の財務内容に大きな変化をもたらす。

第3JQJの満洲中銀の主な資金調達は紙幣i併発639百万四、預金崎 259百万回、借入金地 143百万聞と資産

項目側の現金師託金滅ム 124百万国であり、紙幣の上旬発が過半を占めている(点II・2・b)。これは満洲中銀

が以前のtnutなヲ~~舎を捨て、紙幣の期発による資金創出に跨みきったことを示す。借入金の地加は主として

中国聯合機備銀行からの借入である。 i締洲凶の{，~北に対する国際収支は 38 年まで貿易収支の黒字を貿易外収

支の赤字で相殺しでほぼ均衡を保っていたが、日中戦争勃発後の苓北の困ブロック編入によって貿易外支出

が若増し、 40年には 170百万凶の大幅な支払趨過となった。この原因は主に労務利益支払と満洲中銀券の伺

収急増にあった(山本 [1993J.229頁)。聯鋭からの借入はこの支払超過決済のためである。現金預託金のI減

少ム 124百万聞は'tに、買う 2JQIに膨張した金JZおよび倒鮮銀行への頂託金の減少によるものである。主主H・1-

bの金現欄の減少ふれ百万聞がそれである。修止五カ年計画によって対日収支赤ヲ:が拡大したため、その決
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済資金として使用されたのであろう。この胡鮮銀行への預金の取り )~i しは、Jl方を変えれば制量1.銀行へのi絹

洲中銀による f取り付けJである。胡鮮銀行の満洲における金張先行はこのような形で終結した。

主な資金の迎用項目は、貸出金i~1 283百万山、割引手形1M376 (jJj凶、イi(dfi証券熔 657百万町である(去

II・2・b)。イ{価証券憎の大半は内債のmJJII550百万凶であり、財政への資金供給が電製となったことをIJミす。

似し、 40年には内債 381百万聞のj切加が対政府w金ム 292(i JJ UUの減少を作っていることから、従米の』、f

政府貸上金を公偵に娠りをFえたものも合まれている(表II・2・a，b)。貸付金の内容では貸出金よりも割引手

形が大きくmえている(表II・2・b)。これは 36年 12月に満洲興業銀行が股立されたことと関係があろう。

すなわち、それ以lIIJは満洲中銀自身が産果lIsilnへdI接資金供給を行っていたために、貸出金形式の貸付が多

かったのであるが、満洲興銀設立以降は同行を通じた資金供給が主流となった。この貸付はインターパンク

取引となるので手形割引の形式がとられたのである。たとえば40年に割引手形が237百万田1MJJIIしている

が、これには対金融機関貸付の1M加 186 百万聞が含まれている(ぷ II・2・a) 。この手形割引は、 i拘洲~銀が

企業の持つ商業手形を割51いてそれを満洲中鋭に再割引のために持ち込むといった形の短期資金供給ではな

く、満洲興銀が満業等に単名手形で貸出を行い、その単名手形をi絹洲qづ具に持ち込んで割引いてもらうとい

う形のものが中心である(満洲中央銀行 [1942J，391 頁)。満洲興~nは政来l}ll発のための長期資金供給金行う

から、この手形割引は長期化せざるをえない。第 3期の資金供給を供給先別にみると、政府が599百万四、

金融機関が309百万四、 fその他jが 116百万四、日本公債が49百万聞となる。(表11・2・b)

発券準備内容の変化も急激である(ぷH・l-a，b)。まず 1-12のw:xな準備がム73百万附減少し、金泌

がわずかに残った以外は消滅している。これは対第三国貿易が38年以降赤字に転じたことの反映である(柴

田[1984])。金訴もまたム81百万聞の減少である。これに対しn)ド公悦 (15-17)が65百万四1(1JJIIし、

さらに注目すべきことに満洲国公債が38年に正貨準備に導入され、 40:isぶには 250百万四にまで膨叫して

いる。また正貨準備率は 37年末の 68%から 40年末の 39%に下縦しているが、 1-12項目の合目1・で算出し

た f準備準jは24%から 0%となっている。この時点で満洲中銀は、かつての通貨価値維持に対する悦重な

姿勢をはっきりと放棄したのである。

2.5.2 金融織関

次にil~ Ì'}H 中銀の資金供給先の特定と、資金供給先での資金迎用の研ii認を行わねばならない。まず金融償問

への資金供給を見る 140 40 年末の満洲中銀の対同業貸出金は 345 百万聞であるが(表 II・2・a) 、満洲~似の

貸借対J!({ぷ(去II・3・a)の借入金の側を凡ると、満洲!:TfRからの伯ユ入が326百万個である。この時点での満

洲中銀の金融機関への資金供給はほぼ満洲興銀向けに限られていたことになる。

i持洲~銀の資金調達運用状況は衣 11・3・ b に示されている。第 3JUJの資金の調達は預金lt1495百万問、 itt.入

金噌 452百万四による。預金の内容については、 r[満洲興銀の 安MJf賃金はむしろ貸付金の説採決をなすと

いうより、その結果とみるべきではないかJ(東京銀行集会所調子正課 [1942]，143頁)といわれており、渦洲

興銀の貸付金代り金の滞留部分がかなりの部分を占めると忠われる。この資金の運用は貸付金のJt?JJII 1，036 

百万聞がほとんどである。この貸付金の具体的な貸付先は表II・10・bのとおりである。 40年 12)J ぷ時点で

見れば、全貸付金 1，295百万四のうち 489百万田と四割近くを渦洲重工業開発一社で占めている。 1締来iま資

1・満州中似の貸出先の大ロリスト1:1、表 11・9・a (作成者:満鉄鋼歪錦}、 lilト9・b (綱洲中銀).表I!・9-c (ll'IId暗中級偏食u)、友

lJ・9・d(日本銀行}、 ~H・9・e (東北経涜小JlIf)、表lト9-f( r偽6骨量博中銀貸.fH)が利m可能である。これらの数値にu輔i互に多少

の食い温いが見られる。たとえば39年 12月の対満州興銀貸出の残高は表11-9・aでは 159a万町、表11・9・cで1:1139百万個となってい

る.また日銀のものは新)j(IHE~事が月織として本lお宛に，ij 4線告した数値であるが本1&1雪3息筋のみの残高である.
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金のほとんどを傘下の.if[化学工業関連の特殊・港特殊会社に供給したから、 i縄洲中銀が満洲興銀に供給した

資金の相当g~分がこれら特殊・準特殊会社に娠り向けられたことになる (第 3 f，'t参照)。

I締洲中銀の1l'U't先のなかで満洲興銀以外に抵~なものは金融合作干上・興縫合作社、 i情洲拓殖、満洲狙殺15，と

いったところである(去1I-9・a，b，c)。これら以外の特殊会社・一般の貸出先を見ても1m拓関係と農産物H付

資金が主力を占めており鉱工業関連の貸出は限られている。 これは満洲興銀設立に よって鉱工業関連の供給

先が移管されたためである。

2.5.3 財政

第3J切の財政の公仰による調達を確認しておこう。この時期の公債調述額は困幣公債で 793百万四、日本

国公債で 428宵万闘である(表II・13・b)。那2JOJまでに比べて調達額がft?11'lしており、それは国幣公債によ

り顕著である。 1締洲中銀は第 3期に国幣公債を 755百万四引き受けているので、国幣公債のほとんどが満洲

中銀引受ということになる。満洲中銀はそのうち貯金銭に 74百万四、金融機関 115百万園、 「その他Jに

27百万四売却し、自らの保有t曽を 575百万四としている(表II・13-c)。この国債による資金を吸収してい

た最大の会計は、ぷ11・13引 fに見られるように投資特別会計である。しかし投資特別会計の 40年 12月点:時

点での貸借対照去や投資先の明細は発見できなかったので、これ以上の分析はできない。そこで国債の発行

主体の中心が投資特別会副ーであることを確認した上で、 40年6月時点に時IIIJ軸上を移動しよう。この時点で

は諸金融俊関の貸付日付照表を総合した満鉄調査部によるまII-22が存荘するからである。この表の各項目で正

の数値は資金の迎用を、:f4の数値は資金の淵述を示している。投資特別会nl'を見るならば、その資金調述は

内国公債 410百万脳、日貨公償 254百万聞に依有・している ことがわかる。運用は特殊 ・準特殊会社への 7'08

百万四に集中している。補給金40百万四というのは満業向けである(第 3f，i第2節節 2項)。満洲中鋭の創

出した資金が投資特別会計-を経由して特殊・準特殊会社に流れ込んでいることが明確に示されている。

2.5.4 小括

表 II・22の faけの列を見れば、 I椅洲中銀・ i締洲興銀・貯金部・投資特別会計の相互の資金供給を相殺した

上での資金の運用品1速を知ることができる。 これら四機関の資金調速は、紙幣及び内国公債 1，050百万問、

日貨償 365百万閥、資本等の対内負債 238百万四、外国銀行への償務 161行万四と続き、 一般からの資金調

達は 155百万聞にすぎない。これら資金は特殊・準特殊会社に 1，447百万問、政府に 539百万四投下されて

いる。

図Il・111.& IJ・22の原資料をもとに原朗氏が作成したものである (1京[1976aj，詮18)0 40年6月時点で

の満洲回の資金関係が悦党的に理解できょう。尚、第 1#の図が各期間似のストックの変動を表示していた

のに対し、本f;iの図が40-!f-6月末時点のストックそのものを表示していることに注意されたい。

かくしてこの時期、満洲中銀はそれ以前のl時期に確立した満洲回国内における陥絶した地位と国幣への灯

用を背景に、紙幣のj旬発という直接的な手段による資金の創出を行い、その資金を修正五カ年計画の実行の

ために特殊・準特殊会社に投入した。第 1-2期において満洲中銀の主たる任務は通貨価値の維持あるいは

調節にあったが、第3JUJにその役割は開発のための資金創出へと大きく変化したのである。

1$衣 11・9・cで1:r.Qif公社jとなっているがその原践にあるように、 40年までは満洲fI鮫1，1:式会社である。 i脅洲AlM公社は41fド7

月に満洲tl章生 ・満洲終K.~fI公社・満洲費支粉会社を統合してIlt立される. (満洲中央銀行 [19421，317ft.) 
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2.6 日本圃資金過剰と金融引締・ -第 4 期 1941 年 1 月 1 日 ~ 1942年 12月31

日

2.6.1 対内資金供給の停止

第3J切に国内への資金の大量投入を行ったi持洲rjJ銀は、節<1JVJに入ってその去勢を'ftj;役し、 m内への資金

供給を停止する。それは第 1帝都 4節で見たように f関東JJI特別減刊J以慌の巨額の軍費送金による II本田

過剰に対処するためであった。

この点を i絡洲中銀の貸借対照去の変化(衣 II・2-b) によってptf>{?しよう。資金の調達は紙然J~発ï23 ~j万

四・預金鳩 442百万田・貸付金合31・の減少ム 180百万四であり、迎ml.iギi価必券地 898百万聞・現金飯ue金

上野 315百万四 ・借入金滅ム 125百万別である。このほかに資本金l(I}70百万聞と未収資本金i目60(1万凶があ

るが、これは後述の満洲中銀改組に伴って資本金が30百万聞から10011万聞にj曽資されながら、実際に払い

込まれた資金が 10 百万阻に過ぎず、未収資本金 60 百万聞が~tムされたことのぶれである。払い込まれた 10

百万四の原資は満洲中銀の積立金の 106万四であった(閉鎖機関f，:jlJI委日会 [1954J.232点、。 II'JI洲Q15JJ.へ

の政府の払込は設立の際も満洲中鋭からの貸上金によっていたので、私J;.j政府lii持洲中銀に出資せず仕舞い

だったことになる。

まず政府との関係を見てみよう。 ffl金の明細を見ると、政府預金のj仰は 267百万四である。政府，-対する

資金供給は内債m373百万四と対政府貸付の地 56百万聞の合計 429I守万聞であるから、結局、政府に対す

る純資金供給は 162百万聞に留まったことになる(表 II-2-b)。満洲11¥1政府の公償訴1遥額は問符公債が766

百万園、日本間公債が 329百万四であり、はっきりと国幣公債へ屯心が移っている(表1I・13・b)。渦洲中銀

の引受領は 645百万闘であり、保有執.のI旬加は 388百万四であった。光却額は 285百万四で、貯金絡が 103

百万四・金融接関が 109百万四・ fその他jが73百万国をそれぞれ吸収した(表1I-13・c)。

金融機関に対しては、貸付金の地加 32百万四に対し預金の憎が 135百万国であるから、この時期は金僧償

問からL::，.103百万四にのぼる資金の回収が行われていたことになる (ぷ II・2・b)。貸出の大口を火II・9・cで

見ると、対金除機関貸出はム 57百万聞の減少となっておりこれは主として対満洲興銀のL::，.66百万聞の回収

による。

「その他」向けの資金は貸付金がム 268百万四滅、有価証券が 11413万園地、預金が30百万闘地で合計

L::，.184百万国の資金の回収である。ぷII・9・cでは fその他Jが特殊会社と一般に分かれている。対特殊会社

貸出はム 169百万四減であり、これは主として対農産公社貸出がム 133百万聞も減っているためである16。

これ以外には満洲拓簸への貸出がム 27百万四減少しているのが大きい。また一般は 19百万四のJ(I1加となっ

ている。

このように満洲中銀は対内的資金供給を急激に引き締めている。しかし、満洲中銀は通貨膨張の抑制lに成

功しなかった。それは総資産の膨張を凡ても、紙幣のI世発を見ても IYJらかである。

16満州.Q&公社Ilt立に際してはその前身たる三統制会社に対する政資実績に後し級資割当が決定され、 41年度所要資金370百万閣に

対し、 t縄世~IþSJl 120 百万3目、満洲興銀 50 百万鋼、正金銀行 50 苔万四、国内包必銀行共同級資 50 百万圏、大連各行 100'(j万閣をそれぞ

れ滋資することとなっていた{満刻中央銀行[19421，317頁).しかし表"・9・cだけでなく友 11・9・dを見ても綱対中鎮の農産会社への貸

出はほとんど消滅している。 r十年~J の妃迩がなされた時点以除に配分の変更があったようである.満炉!中鎮の貸出がよれほどにも減

少した原因I! 、 41 年度のAÆ公伎の所要資金が予怨を 70 百万四E下廻る 300 百万叩n皮に締まった 4二と、共同級資助定が念i主にJt~長した

ことなどとll~される. {1f{ 5寧番号照。)
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2.6.2 日本圃資金過剰

では紙幣I旬発723百万聞・原金it'1442百万四・貸出金減少L:::..205百万田により調達された資金はどこへいっ

たのか。京II・2-bによる限り、残っているのは日本同公債I世456百万聞・現金預託金m315百万四・借入金:

滅ム 125百万四である。これらは「関東11(特別演習j以降のlIL費送金の膨張に関係がある。

満洲国の対日国際収支援 (衣II・20)でこれを確認しよう。同表の 41-42年を見ると貿易は両年合計でム

1.957百万四と赤字であるが、貿易外が3.042百万国とそれをはるかに上廻る黒字となっているため f貿易

及貿易外合計」で 1，085百万四の黒字:を計上している。第 2JQj、第 3J~lの「貿易及貿易外合計」はそれぞれ，

159百万四とム 251百万聞であったから、重大な変化の生じたことを示している。この変化を生み出してい

るのは、政府符費項目である。政府経質項目の受取超過は両年合計で 1，587百万聞に遣する。政府経費の多

くは問点illnと考えられる。この日本側資金が満洲回の対日貿易赤字決済を支えるが、その超過節分が凶幣

資金となってiii4洲国国内で文出される。これがこの時期の国幣の上告発要因である。過剰間資金は日本公債 ・

日本国立預金として日本国内に滞留し、あるいは聯銀への債務の返済(r借入金」滅L:::..125百万聞は主にこ

の返演である)に使用され(柴田 11984)，li貞)、その見返りに国幣がi{9発されたのである。

第4J明の発券機-ooiの内容変化は阻資金の過剰を反映し、日本公債の附加 342百万四と満洲国債の減少L:::..ll0

百万闘が特憶となっている(ぷII-1-b)。この過剰間資金を相殺すぺ〈国内資金の強jJな引綿が実施された

が十分には対抗しえず通貨発行額が膨蝦したのである。渦洲国が産業IJU発資金を日本に依存する状態から、

日本の戦争縦続のために満洲凶が「貢献jするという状態への移行が、ここに知実に表れていると言えよう。

2.6.3 金融繊関

次に満洲'11銀の資金供給を絶たれた満洲国金融機関の動向を確認する。

まず投資制別会計を見ておこう(表II・6)。同会計は 42年 12月と 40年6月の貸借対照表があるに過ぎ

ないが、同債により調述した資金を主に出資金に回していることは明らかである。この投資先は当然のこと

ながら特殊・館特殊会社である。この国債を口支えたのは、上述のi拘洲中銀と同時に貯金部であり、他の金

織機関である。

i締洲興銀の資金調述(点II・3・b)は頭金j杓423百万削がほとんどであり、それ以外では債券発行附 84百万

聞・貸付金の減少L:::..72百万四・政府からの借入の土台加 60百万四がある。運用は有価証券地 575百万聞がほ

とんどで、 i品洲中銀からのm入の返済企 65百万国がそれに続く。この返済額と政府からの借入の噌額がほぼ

比合っており、借入先が渦洲中銀から政府に振り替えられた絡好である。預金のm加の内容は、多少時期が

ずれるが 4.1年 12月31II 時点での満洲~銀の預金の構成を表 II・16・d で見ると、 TJi金の 40.6% を日本人の

個人預金が17占めていることがわかる。

有価証券の附加は社債の期加 520百万聞が大部分を占めるが、満洲興銀1:1表11・10・bに見られるように、

41年 12)]-42年 12月の1111に渦業への貸付金 520百万聞を社債に顕り仔えているのでこの社債の地加は全

て機業のものということになる。それをJJl置するならば、布価証券の実質的な地加は 55百万聞に留まり、

貸付金は 448 百万聞のm加ということになる。 42 年 12 月時点の満洲~鎮の対満業貸出は 159 百万四(日本

銀行金融関係資料 f金融}]，絞J43.2.20.)なので、社債 520百万聞をあわせて残高 679百万国となる。 40年

12月末時点では 489百万別であったからこの期間に 190百万闘が満洲興銀から満業に供給されたこ とにな

る。 42年 12月末の貸付金残高1.223百万個+有価証券 720百万四 =1，943百万四に占める対満業資金供給

17納鮮人を~むがその比呼II!小さいであろう.
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679百万聞の比曜は 35%となる。この比率は 40年 12月ぷ時点で 34%であったから、ほとんど変化してい

ない。(表II・10・a，b，co) 

i締洲興銀については 42年6Jl時点の資金訓述運用状況について多少詳しい資科が存在するので確認してお

こう(表II・3・c)。まず預金残日 1，008百万聞のうち特殊・織的殊会社の蹴合l:t145百万聞に情まり、成り

862百万四がりCノ他一般Jによっている。借入金418百万聞のうち政府1iド金が 199百万聞と多く、その

ほとんどは各組公償によって満洲国政府が取得した資金の転貸である。満洲中銀からの111入金は 153百万四

で主として国債と満業社債を担保とした手形割引である。初鮮銀行からのイn入は設立当時の倫入 10百万個

と「為替前借分J30百万四である。後者は特政資金であろう。この他に [1本興業銀行からの 10百万聞と安

田銀行からの 15百万個がある。後者lま正陸銀行から継承した借入と思われる。貸出金を使注別に見ると合lil

987百万四のうち鉱工業が396百万四であるが、 i前業社債分を鉱工業に組み入れると全体の六割近くに注す

る。それ以外ではill築資金 11%、商業資金 13%、 「その他J15%となっている。特庄は 2%と少ないがこ

れは秋から冬にかけて膨張するはずである。

民間資金の動貝に関して重要なのが、貯金郎である。この時期の貯金部はぷ 11・5・bに見られるように、部

政貯金預入金を中心とした諸原入金によって 177百万聞を調述している。これを同償 125百万四、株式・社

債 39百万固に迎用している。 .}(II・16・nによると 44年末の時点で、郵便貯金の 70.0%を日本人が行ってい

ることから、この資金も日本人の倒人預金に大きく依存して訓述されたと舵測される。

衣II・15で満洲回全体の使途別の資金供給状況を凡てみょっ。[厄|内銀行貸出金の使途別内況を示す数イdllJ..衣

II・15・aと表II・15・bのこつの系列が存在するが、両者の数値は工業資金・よ.ill資金・鉱業資金・特産収口資

金の四項目で概ね一致しているのに対し、商業資金・農業資金・:ltの他資金が大きく食い~っている。この

差異は第一に興良金庫の処理に起因していると考えられる。.}(II-15-aの似;主に n成徳一安富)11年迄の!Jt.l

民金庫商工金融分を含まずjとあり、この表の 43年と 44:tドの農業資金が少なすぎることから、 44年まで興

牒金服の貸出を合めていないものと考えられる。第二の原因は渦洲中銀の処理の，.?J:と思われる。上述のよう

に満洲中銀は特産資金に弱く、満洲~銀成立後は鉱業・工業・上油業にも資金供給を行っていない。満洲中

銀の資金供給が少ないこれら四項目において二つの表の数値は概ね一致し、それ以外の項日でぶ II・15・aの111i

が大きくなっていることから、ぷII・15-aはi向洲中銀を合め、ぷ II-15-bは除外しているものと推定される。

この推定に従えば事長II-15・aから表 II-15・bを差し引くと、 41年と 42年の満洲中銀の使途別資金供給級が

わかるはずである。表 II・15・cがそれである18。同去の合計欄の金額が表 II-2・aの貸付金合計と綴ね一致する

のでこの推定は正しいと看倣してよかろう。点Il・15-cに見る満洲中銀の貸出の偶成は何年とも大体同じで、

尚業資金が四割強、其の他が三割、農業と特産を合わせて二制となる。商業資金には対同業貸出が、 J~の他

には対政府貸付がそれぞれ含められるものと推定され、対一般貸出は農業資金が主力となる。

42年末の満洲国国内資金供給は、満洲中銀を除くと商業資金37%、鉱工業資金 23%、特産資金 19%とな

る。 42年末という段階で鉱工業資金が三割に満たないという明夫は注目に値する。鉱工業資金481百万聞に

満洲興銀保有の満業社債520百万四を加えても 1，001百万聞に留まり、その占-f-f率は 38%である。この段階

の鉱工業資金は相当部分が満鉄・満業経由の日本からの投資と投資特別会計守を経由する財政資金によって

構成されており、国内金融機関を経由するものはまだ限られていたのである。

1843王手11興集会a置がJP.立したにもかかわらず表II・J[l・aに含められていないので、 ζの王手IIの鉄uは残念ながら利JrJできない.
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2.6.4 42年末時点の満洲固の資金の見取図

本.tJiでは 42年末時点における満洲国の資金令体の見取図を描くことにする。勿論、そのようなものを正確

に算出することはできないので、手持のデータのなかでいくつかの仮定をおいて推計することになる。

42'I1:.:..R時点の国内金融微聞を通じた資金投入1:1、

(1)鉱工業は主として満洲興銀経由

(2)農業資金は満洲中銀の直接投入

(3) 特産関係lill~洲興銀が朝鮮銀行資金を導入し正金銀行が日本から間企して資金供給を行う

(本章附録B宰!照)

という形の分業が行われていたものと考えられる19。これらに満洲国政府経由の資金投入と、日本からの対

鉱l業・鉄道投資を加えたものが満洲凶の主たる資金投入を構成することになる。

Jl体的に金額を試すlしてみよう。まず42年末時点で満洲中鋭の商業資金 (実質は金融機関向け資金供給)

以外の貸出が2，485百万四ある(表II・15・a，c)。有価証券の形態の民間への資金供給を満洲興銀の満業社債

520百万回(表II-3-a) と、更に満洲中銀の「その他jの保有有価証券 183百万国(去II・2・a) を加えた金

額703百万四とする。これらが概ね満洲同の金融機関による資金供給となろう。

次にi向洲国政府の資金供給を公債発行制で代用すると 、2，711百万国となる(表II-13・a)。このうち 1♂57

百万聞が回幣述、 954百万四が日本凹挫である。政府の国幣公債残高 1，757百万回のうち、満洲中銀が1，08.4

百万聞を保有し、貯金書誌が177百万四、金融機関が281百万聞をそれぞれ消化しており(表II・13・c)、政府

の投資のかなりの節分が満洲中銀と金倣償問の間接的な資金投入であることを押さえておかねばならない。

FJ ノドの対満投資の残高官を~a~するのは困維であるが、仮に満洲国の国際収支の「対外投資(受取) Jから

f対外投資回収(支払)Jを差し号|いたものの累計をとってみると 6，804百万聞となる(表II・20)。但し、

fi4洲同政府の日本凶m公債の残高954百万四(去II-13・a)を二電に計算しないためにこれを控除すれば5，850

百万凶となる。

これらをまとめると、

(1)日本の対渦投資が50%(5，850百万聞)

(2)満洲国金融俊聞が27% (3，188行万聞)

(3)満洲国政府経由の投資が23%(2，711百万国)

合計 11，749百万四

という絡好である。

この資金を使途別に凡でみると 、まず鉱工業資金は、

1) 満洲国凶内金胤機関の鉱工業資金508百万聞(まII・15・a)

2) 満洲興銀所有の満業社債520百万聞(表II-3・a)

3) 公債のうち投資特別会計の残高 1，210百万国(去 11・13・g)

4) B本からの投資のうち七割 4，095行万四

の合計と凡て 6，333行万捌となる。日本の付渦投資の七割というのは、五ヵ年計画の実績が鉱工業七割、交

通通信一術、農畜林|別1iIこl与!となっているからである(表II-8・b)。

IVただし農業資金11J1¥5 ~で主主べるように、この ~:'J rlIの 1也に大連経111の日本側ll.$X行の資金1JU.'lが人さく、また t貸洲m組公社の資金が

あるo'これらは臼本のl~調投資に自I上されているものと JJえられる。

第2章満洲中火銀行と主要金倣償問

次に農業関辿資金は、

1) 白内金融機関の特産資金437百万四

2) 満洲中銀がほとんどを市める農業資金 113百万山

3) 満洲中銀の有価証券の rその他Jを拓M関係と比て 183百万四

4) 日本の対i錆投資の二1:111，094百万回

を加えて 1，903百万四が農業関係資金ということになる。この金額は$i;T業の三分の一以下でしかない。

つまり、

(1)鉱工業資金・

(2)農業関係資金・

(3) その他 ・

という配分である。

2.6.5 小話

. 6，333百万回 54%

・1，903百万四 16%

・3，513百万間 30%

il 

第4期において、満洲中銀は徹底した対囲内資金供給の抑制を行ったが、日本の:iIL提送金により紙符の期

発を強制された。そのうち民間の日本人の手に流れ込んだ紙幣の一部は、 I'Jli.:貯必運動によって貯金部やi締

洲興銀を経由して還流し、貯金部→国債→投資特別会計一渦業・特殊iV~付殊会社、あるいは尚洲興銀→1始業

司令特殊・準特殊会社という Jレートで再投入されていった。第3期に積極的に資金の創出・投入を行った満洲

中銀は、第 4JUlには日本からの資金の流入の過剰に抗すべく対内資金投入の徹底的な抑制jをはかったが、そ

の努力は失敗に終った。

j前洲中i9.は朝鮮銀行をはじめとした日本の金融機関の排除に成功したことで一元的金融統制を侃立したか

に見えたが、それは日本の支配の枠組により深〈取り込まれることによってであった。第 4Jl)J に[:J本の耳IJj~

的要求の前に満洲国が何等の抵抗もなしえなかったことはその健俗性を如実に示している ζ いえよう。

2.7 満洲中銀の普通銀行業務分離と通貨価値維持の放棄 ・・・・・ 第 5則 1943年 1

月1日-1945年 8月15日

2.7.1 満洲中銀改組と資金自給化方策

第5期直前の42年 10月26日に公布された改正満洲中央銀行法によって満洲中銀は法的に新組織となっ

た。この満洲中央銀行法は 42年2J1 24日公布の日本銀行法に追随するものである200 1f(~なことは同法が

満洲中央銀行の機能を第二僚で f満洲中央銀行は法令の定むる所に依り通貨及び金融に関する凶の'jJ.務を取

扱ふものとすJ (満州中央銀行史研究会[19881，292頁)と規定し、普通銀行業務を分綬して桶洲中銀の性格

を完全な中央銀行たらしむるよう要求している点である。これについて満洲国政府当局者は「中央銀行が今

日行ひつつある普通銀行業務は現在微々たるものとなっているが、これを可及的速かに他の金融機関に移譲J

20その占星旨1%、 1)線式会役組織を政府ω資の特殊法人とする、 2) i鋪洲ゆ銀の8 がJ を f通貨ノ安定j から「ィ~m統制ノ保持J に改め

る、 3)~政権限の強化、 4) ..11に公務貝的色彩を与える、 5)ì~洲中級の集積に函t貨の引受・資金の借入及び頒It.他銀行業務の代

理・図画官金取怨を加えて現状を追認する、 6)!貧洲中銀の業務から普通銀行業務を切り厳す、 7)予算を政府If可を要するものとし剃

余金を全額図廠に納付せしめる、 8) 政府の金級統制の企画に~IJO し実行にIAカする、というものである(g~(1990).714-5買、内厳

11942ト中西 11954).235-42買)。
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せしめるという見解をとっていた。これに対して渦洲中銀は f本行が普通銀行としての駿能を併有せる事実

に依り本邦経済金融のん礎を!ii'立し件たるものJであって、普銀業務の分般の「実現には少なくとも数年を

要するものと思考せられるj という立場をとった(新満洲中銀始業式における関総主主訓示) 0 (満洲中央銀

行史研究会 (1988J，l74・5頁。)

i偽洲中銀側が符定的な立場をとったにもかかわらず、 43年 8月の興民金wの設立によってこの規定は尖現

され、 i締洲中銀は 1~通銀行業務を切り縫した。 IÎÍJ節で見たように満洲中銀が最後まで担っていた農業資金の

供給がこの時点で興良企庇に移譲された。満洲中銀の意図はどうあれ、興Z基金庫設立により中央銀行化の課

題が満洲[liJの崩壊を日liirにした段階で達成された。しかし皮肉なことに、この改組を画期とするかのように

満洲中銀は急激な通貨m発を開始し、その通貨価値維持彼能をほぼ完全に喪失する。

第 5JUIと第 4)Vl を画するもうひとつの重~なできごとは、産業資金同内自給化の開始による対満投資の圧

縮である。このI:l:縮は次のような理flJで行われた。

昭和十七年度ハ日銀代用庖資金受入額ノ見透困難ナリシ事情モアリ之ヲ考慮外ニ置キテ対満投資

ヲ決定シタ Jレカ l明利十八年度ハ右ヲ .JJf.~ ニ入レ且ツ日本ヨリノ愉入ノ縮小ヲm:ハセ考ヘテ、対渦

投資ニ圧縮ヲ加ヘタ Jレモノナリ。

ここに宮う日銀代理応資金とは関東JIIへのilt費送金のことであり、これが関東寧特別演習以降に膨張したこ

とは既に述べた。このil(貨送金の膨張が恒常的なものと見倣されるようになり、同H寺に口本からの輸入が圧

縮されることとなったため、日本間資金の抑制が必要視されたのである。 r産業資金囲内自給化万策ニ伴プ

政徳十年度対i絹投資ノ毘縮措世要領(案)Jによれば、四憶間程度の公社債の日本での発行を満洲囲内発行

(あるいは長期貸付)に切り将えるというtf(置がとられた。

n.体的には次のように各銘柄毎についての措置が検討されている。

(イ)満来については同内資金の供給Ji途を強化して、極力日本期待額を圧縮する。

(ロ)満5:1.;は日本政府111資の関係を考慮して、一億四桂皮の国内における社債発行を開始せしめ

るに留める。

(ハ)II絹洲興銀は 171f~度程度の発行を維持。

(ニ)満洲電業、 i尚洲屯唱は 17年度の半額以内。

(ホ)満洲拓長II11 JjJ.業の特殊性に鑑み、日i情同資金比率維持のために昭和 17年度程度の発行を

維持。

(へ)日みでの先行成制不援のものや市場に馴染の薄いものは同内発行に転換(満洲炭破、本演

湖媒鉄公品、昭和製鋼所、満洲電線、満洲化学工業、 i前洲叫緑江水力発電)。

(ト) 代位国債21の発行は原!lll停止。

このような日本からの資金I~~述の圧縮は、満洲中銀の資金創出による満洲~銀等への貸出を士官加せしめる要

因となった220 (以上、資金肉給化については日本銀行金融関係資料 1570-1，650・8頁。)

2.7.2 満洲中銀の貸借対照表の変化

ではこのような条件・ドにおける満洲中銀の貸借対照表の変化(表II・2・b) を見てゆこう。 43年-45~' 6 

月ぷの資金の調述は紙幣I切先 6，039ei万別・借入金!t')JJIl 2，859百万UU・有価証券の減少ム 356百万凹・聞金

11 i伺洲凶が日本で公債を先行し、その券自民資金を合条に貸与するもの。

1'1このような方針によって各銘柄の発行予定SlI.!次のようになった{僧位予測)。
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j償210百万聞によっている。ー比して気付くことは、単位がー桁;たきくなっていることと、通貨Jt?発のJtlR

の大きさである。 {!iz入金の11'1加は後述する日本銀行からの借入金である。回全のJ替はこの段陪ではもはや(Jill

次的な意味しかない。

有価証券の減少の内訳は内偵減ム ô63 百万問、日本公債の~)JU 133百万四、 fその他JのJW加 130百JiDU

であり、手持ち内債の肱N¥が大きく日本公債や「その他jは逆にJW)JUしている。 i持洲凶政府の公悦による訓

速は国幣公憤が 1，211百万四に対し、日本国公債は償還額が発行額をよ廻って.610百万四となっている(衣

11・13・b)。政府による日本からの資金城入は完全に停止したのである。満洲rllif.!は国幣公債発行MI1、258O 

万聞のうち 1，197百万闘を引き受けて別に 182百万聞を購入したが、それを上廻る 1，652百万四を先却した。

光却先は貯金ifsが898百万四、金融機関が530百万四、 「その他Jが 224百万凶であった。その結果、 i崎洲

中銀の保有布iはム 273百万四減少した(ま II・13・b，c)0 23 

満洲国公債は建国から解体までに 87極・総額 4，055百万開発行され、ぷ償還額 3，912百万四であった。 rkj

幣公債は 56極・発行額3，025百万回、未償還翻 2，968百万聞であり、そのうち満洲中銀引受 44靴、政府が

直接指定人に発行したもの 12極であった。日本間公債は継7f(公債である四鄭鉄道公flt5百万聞を除いて 30

極・発行額 1，025百万四、未償還額 941百万凶であった(掛 (19481，53-4貞)。その使途は占 II・13・dの如く

「投資各特殊会社資金Jが 44%と最も多く、続いて「煽補赤字J15%、 「開拓資金J11%となっている。

満洲中銀の資金運用は貸付金増加 9，445百万聞がほとんどである(表II・2・b)。貸付mの内況は、政府 90

百万四・同条・ 7，655百万出 ・「その他J1，700百万四と同業が太宗を占める。この対金融機関貸出の内況は

衣11-9・cに示されるように満洲興銀・興良金五Ii・正金銀行がほとんどを占めている。 45年 3月末時点の満

洲中銀の使途別貸出残高(表 II-15・e) を見ると「商業資金Jが 88%を占めているが、これは対金融償問貸

出を含むものと見られる。それ以外では「その他資金Jが 12%と873百万四に述している。 451f. 1月末時

点の貸出先を見ると、後述の対特殊財産資金部貸出 420百万四と対経済平衡資金部貸出 229百万四が含まれ

(表II・9-d)、また政府貸上金が44年 12月も 45月 6月共に 244百万四計上されており(衣II・2-a)、 fそ
の他資金Jはこれらによって構成されていると考えられる。

ここで発券準備内容の変化(衣II-1-a，b)を確認しておかねばならない。注目すべきは正金銀行への貸付

成徳9王手J!f !Ila 10年度 E長徳9年度 成徳 10年度

公社依

国債 70，000 30，000 満洲悌緑江水カ発電 30，000 。
代{立国債 35，000 。 満昔H屯線 3，500 。
満洲拓殖公社 92，000 80，000 満洲化学工来 5，0∞ 。
満洲重工業開発 125，000 30，000 F街満洲鉄道 260，000 200，∞o 
満洲炭品質 。 。 満洲電信電~~ 21，500 10，000 
本渓湖煤欽 20，000 。
昭和製鋼所 25，000 。 dt- 782，000 400，000 
満洲電耳障 50，000 20，000 雑口投資 518，000 400，0∞ 
満洲興業銀行 45，000 30，000 

合計 1，300，000 800，000 

この表によれば鴻棄の圧縮額が.ft大で、 431!"lfの予定額に対する調鉄の占有明治'50%となっている.

23満洲中銀の内tII減~663 百万回(表 II・2・b) と公債保イiSl滅~273百万四(表11・13・c)が大きく食い途っているのは、後.lfのみが

45 1F 6 月以降の公債の引受領 380é万慣を含んでいるからである.このお分を勧業すると、 ~273 百万叩..j. ~380 百万個=~653 百万
四となって綴ね一致する。
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金が正貨準備に組み込まれ、正貨準備の三分の二を占めるに至っていることである。これは本章第 l節第 1

項で述べた日本銀行敵資契約による貨幣法の f外同銀行への預ヶ金j項目の拡大解釈によっている。また保

証準備内容も 21公債と 22i締洲国政府発行手形が44年に残高ゼロになり、かわりに 24商業手形が急噌する

という変化を見せている。この結果、保証機併uの大半が商業手形になった。このうち 22満洲国政府発行手形

は正貨準備の 19i締洲国政府発行証券に移し符えられたものと考えられる。 21公慣がどのように処理された

かはこの表から読み取れない。 44年末の正貨準備!.f-!が 28.7%になっていることから、この操作が紙幣発行

急上訟のための正貨地備不足に対応する措置と推定される。 24

保証準備の商業手形の 45年 6月の残高 4，655百万聞を貸借対照表の割引手形残高 5，258百万個(表II・2・

a) と比べればわかるように、満洲中銀は手持手形の九割近くを保証準備に繰り入れていた。この手形は上述

のように、 i尚洲!)1，liR.~良金/Illへの貸付により発生したものであるから、結局のところこの時期の満洲中飢
は、正金銀行・ i情洲興銀・興民金庫に貸付を行い、その債権をそのまま正貨幣倫あるいは保証準備に組み込

み紙幣をI骨発する、という行動をとっていたことになる。言い替えるなら、第 5期の満洲中銀は紙幣を印刷

してはこれら三行にそっくり手渡し続けていたのである。

紙幣発行額は終戦前後で更に膨脹し、 45年 11月 13日の最終結算で 13，688，462，264固に達したが、これ

は満洲国内の各般聞の解散に伴って聡貝に膨大な手当が支給され、また各地の満洲中銀の支庖が略奪された

ためであるという(椴11<厚(1948)，49頁)0 45年 8月 22日に満洲国政府の命令で満蒙同胞引揚援護資金と

して満業に 300百万聞を貸付け、同社がこれを渦銀同胞援護会設立のために寄付したこと(閉鎖機関整理;委

員会 [1954)，236tuなどに見られるような日本人の引揚資金の供給もその一因と考えられる。

2.7.3 満洲興銀

満洲興銀の資金問述(表II-3-b)は借入金附 3，265百万固と預金増 1，129百万四によっている。{昔入は満

洲中銀からのil~入がほとんど全てであり、預金の内容は既に第 4 期のところで述べた如く、日本人の倒人冒i
金が41%を占め、それに一般企業の満洲国法人が27%と続いている。貸出の 56%を占める特殊・準特殊会

社の頭金は 15%に過ぎない。この資金は貸付金 2，381百万国・社債 2，181百万聞に投下されている。この資

金の具体的な供給先はぷ11・10・dの 45年 3月ぷの欄に示されているように、満員長に対する資金供給 3，868斤

万聞がこの時点でも半分近くを占めている。その他は鉱工業関連の企業が多いが、 農産公社・日満i窃4~ ・ 生
活必需品会社への貸出が451手3月末でそれぞれ330百万聞、 160百万問、 107百万四とかなりの金額に，の

ぼっている。資金使途別で見ると、工業・鉱業が67%と多く、特別収n9%、上述 9%、商業 8%がそれに

続いている(去II・15・e)。ただし、この他に社債2，267百万国を保有しており、これを全て鉱工業資金と.:u

倣せば 73%を占めることになる。また 44年 3月と 45年 3月の各社への融資額を見比べると、その地加ベー

スの急激さが白を ~1 く。(表 II-10-d)

第 3t;'iの点III-6・aは451ド8月末時点での渦柴とその関連会社の資金調述先を示している。満業本体はi純

洲則的 609百 万 闘 を 伶 り 入 れており、問問社債仰5百・万田のうち酬叫が州側良から購入した

250百万国 (i情洲中央銀行史研究会 (1988)，187.m を差し号|いた残額を満洲興銀が保有しているとすれば令

針3，324百万阻の資金供給を受けていることになる。しかし満洲興銀はi尚業社債を投資特別会計・貯金問・

14 貨係法の.tfl.定1130% の正~r!備を袋続づけているので、 28.7% というi!S$1!貨給法i量反である・ところが、この表の原資れでは
この慣のtllが作Iのm拠もがされずに32・5%となっている・lItなる計算間違いとli:Jtえにくく、 ii:ll!違反を起こさないための何らかの錬作

が行われた可舵性がある.この長は何$かの埋r1Jでその像作の.~織のみを記録したのかもしれない.

第 2背iI;有洲中央銀行と主要金融償問
同，

Ii) 

普通銀行などに光却しているので尖際はこれより少なくなるであろ う ~.\ i前業関連会社i立尚~から 1，932 Ii 

万聞の投資を受け、 2，535百万聞の借入をおこなっており、満来の総資金供給は 4、46i百万四である。 これ

以外に満洲~銀は、 i締業関連会社にW:接 26ì 百万掴を貸付けている。

2.7.4 奥泉金庫

興~金hlI は 43 1手 8 月の設立以隊、 i拘洲中銀をはじめとする各金融機関から業務の移設を受けた. その う

ち最も電要なものは満洲中銀・貯金部・共同融資特別勘定から移訴されたn~農合作社資金供給 266 百万回

である (附録B参照)。これ以外にi的洲中銀から 65百万四、満洲lJt!鋭から 83百万聞の移協を受ける予定に

なっている(表II・4・C)0 45年 6月の貸借対照表 (表 II・4・a)の{ii入金を見ると 1，840百万刷であ り、これ

が同時JUJの満洲中銀の興焼金五Eへの貸付額 (};.II-9・c)と一致していることから、決1成金戸lrの1It入金が令官ft

満洲rpi.Rからであることが判明する。興良金彫の総資産が3，3287i Jj UUであるからその比重11大きい。 間金

残高は 44年末で867百万聞で、その内訳は表 II・M・iで図版金・公金が 24.7%、金融俄聞が 13.8%をんめ、

個人は日本人・朝鮮人が 24.0%、中国人 15.9%であり、満洲!)1，l銀に比して中国人の預金の比率が高い。資金

の運用は貸付金が2，400百万四と大きく、有価証券は社債 342百万別・ 1i¥l1lt100百万四に情ま っている。

興良金1iI(の大口融資先は表H・11-a，bのように、興農合作社と民業関係の特殊・準特殊会社がおめている。

特に満洲本本産公社に対する貸出が 768百万回と大きい260 45年 3月ぷ時点の!l(t農金庫貸出金の資金使途は、

農業資金が 71%、特別収rl資金が 21% をおめており、鉱工業中心の11資制興銀と対照的である (~II・15・l')。

注目すべきはこの時点の農業資金のほとんどを興牒金庫一行で供給していることと、その金制が人主いこと

である。 42年末の農業資金は満洲中銀の 107百万聞がほとんど全てであったが(表 II・15・c)、わずか 21f:

3ヶ月後の奥底金庫の農業資金供給は 1，440百万四と、一気に十四倍近くに膨張している。これは渦洲[Jilが

「大東亜共栄圏Jにおける食科基地と位置付けられ、i諸洲国政府が43年 1月初日に f戦時緊急J:ut物I也監

方策要綱jを策定したことを反映している。この段階において臼本の満洲国への関心は重工業よりもむ しろ

農産物の対日総出に移っていたのである。 (第 5章第 3節参照。 )

2.7.5 正金銀行への低利融資問題

正金銀行への満洲中銀の貸付が1哲加したのは、 43年からであり、 45年に12、t目している。 431手の貸付のI衿

加は正金銀行の本庖から満洲各庖に供給されていた資金を満洲中銀が町代りしたためである。この措世は正

金銀行だけではなく満洲興銀に対しても適用され、従来朝鮮銀行から凋述していた特産資金を 431r度以降禍

15衣 II・10・cで11満洲興銀の済実への資金供給が45il' 3月時点で3，868百万関となっているので、 45年8月末のF主席がζれより五(l

叩以上も少ないのは疑問であるが理由はわからない.

16 同公社1144 年 9 月に満洲称粂徐式会社を継耳鼻して~立された。貸出額が膨らんだ唆wのひとつは木材伐保条者 1 : 資金級品4・Hっ て

いたことで、この政資lま終眠時点で650百万聞にi!し、そのうち回収可能とされた450O万閣を除<200百万聞は政府から締演を受ける

ことになっていた(東北物資関節祭員会研究組11918J，#Bi篇，141-6頁)。日本銀行会倣関係資科「金般月殺J45.3.31に11r")J(金崎t

ノ満洲林M公社ニHスJレ流送資金属虫通 150百万関ハJcノ金額直ニ満悦i中銀ヨリノ貸出ニ均シjというZi!途がある。この!l)六f.t伐t;:IH草地

t再築のための金属資材不足を縞演するためかと.1!1.われる。

もうひとつの理由11、45.iJo3 月に持獲公社が級争本X111二航空然科として使mされた主~* i由・ 自信t曹の絞制緩"となっ たよとである。

その主妥粂厳11各省・燥の決定した生産者に!tR'に必要なättを供給し、所要資金を貸手し、1þ:然科を~l重 して生K.f. : : 配給する よと で

あった.生産さh.た瓜治1::'公社が買い付けてfU:lエ渇に交付した.ζの活動I之さしたる尿処をあげていないが、資金を食い携した可能性

はある. (東~t~資調節~良会研究組(1948)，林~Ii ， 115・8 貰，146 頁) . 

この頃にr縄肉中ilの富田ltが事事窓会社のE量11として出向しているが、問会社への派>1 1:冨田が~初であったと Jう.この人IJ' I!#R:公

社へのe:S!の貸付と関係しているものと考えられる。(元『締洲中銀駿貝永島勝介氏へのインデビューによる。}
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洲中銀からi調itすることとなった I附録B書照)。

正金銀行に対するこの府代り融資契約は 43年 2月 18に締結された。この契約締結は日本側銀行との関係

調整という貞で、 371ドの朝鮮銀行撤退=i持洲!J¥l銀投立と並んで重要である。これによって満洲中銀は日本間

資金Jレートの一元化と国内資金統制の完備を実現し、正金銀行と満洲興銀との!日!の業務分野問題にも一応の

結Afをつけたからである。

既述の如<37イFの時点で治外法権徹廃に伴ってW)lt銀行が綴退せしめられた|努にも、正金銀行は外国為特

銀行であり満洲[叫にとって好都合という理由で業務を存続しえたが、その営業範囲は外国為替関係に留まっ

てはおらず多方面への資金供給を継続した。この点について満洲中銀は次のような不満を抱いていた。

本年 (42-if)六月末ニ於ケJレ貸出先別貸出額ヨリ見レハ貿易並ニ特産資金ハ貸出総額ノ二0%

ニシテ鉱工来一般商業資金圧倒的ニ多ク明カニ正金本来ノ業務分野ヲ逃脱セJレモノナリ(日本銀

行金融関係資料 1578，70頁。)

しかもその原資が正金銀行本庖からの回金であってi締洲中銀の統制の及ばないものであることが、日本田資

金過剰に苦しむ泌洲rl'鋭の不快感を強めていた。

現在ノ所由服金ノ殆ント全部、対満投資ノ大節分ハ中銀ノ受入トナリ又興銀ノ阻ノ売買尻ハ

全部中銀テカバーヲトツテ居リ正金トテモ尻ノ，14整ヲスJレトキハ必ラス中銀経由実行シテ居Jレノ

テアJレカラ円資金ノ移動ハ一応中銀ノ統治1)fニ在Jレカ如クテアルカ、実ハソウテハナイ。トイウ

ノハ正金ノ'lu..~紗ニ付テハ必ラスシモ中銀テカバーヲ取Jレ必要カ無ク同幣資金カ要レハ国為替ノ

光政シテ i・ l 山ニ資金ヲ作リ、余レハ愉Hl1.~件ヲ日ツテJ，9tメテ行ケハ i込イ、 Jtノ |日j ノ尻ハ本応カラ

fifリテ附ケハ良イノテアJレ。

此ノ Jj法ニ依Jレ間資金ノ移動ハ中銀ルートノ外ニアリ其ノ国幣資金調述ニ対シテハ中銀ノ統

制力ハ及ハナイ、即チ困資金ノ移動ヲ押サヘテナイカラ信用ノ膨張乃至国内通貨発行高ノ規制カ

困難テアJレ。(日本銀行金融関係資料 1578，47頁。)

まるで正金銀行の行動が由幣憎発の原因とでも 3いたげである。 ii湾洲中銀のこのような見方に正金銀行は次

のように反発している。

昭和JI・六年夏以来本邦ノ対満特殊送金激mト物資ノ対日始入減少トニヨリ円資金豊富トナル

ヤ中銀ハl'IIiク旧来ノ思義ヲ忘レ特産金融Jt他円資導入ニ関スJレ当行ノ過去ニ於ケjレ絶大ナJレ援助

ヲ想起セズ動ニEスレパ当行ノ対日資金調整ヲ以テ満洲国内ノ金融政策ニ対スJレ撹乱的要素ト看倣

シ、 十七年上半季ニ入リ満洲囲内インフレ防止ガ政策ノ焦点トナJレニ及ピ資金統制法ノ実施ト併

行シテ罰金吸収ノ九地場銀行育成強化ニ熱心ナル余リ当行ノ特産金融ノ貸出先ニ当行トノ関係ヲ

絶ツコトヲ勧説スJレガ如キ態度サへ保Jレニ歪ツタ。(日本銀行調査局 11970].28巻，407頁。)

このような両行の対立が紡，(fするのが、 i締洲qJ銀の正金銀行への低利融資契約なのである。 この問題の背既

には次の~IJlUヒにぶされるように満洲中銀法改正があった。

従米中銀ト一般金融機関就中i純洲興銀ヤ正金トノ関係ハ日本銀行ノ場合ノ如ク統制関係ハツ

キリトセス之ハtj1銀白体カ百四十余ノ[.. ]内支出出張所ヲ有シ一般銀行業務ヲ営ミ居Jレ点、政府ノ

考エカ従3総合融界ノ指思統制ハ自分カヤ Jレ、 Jt点ニナ Jレト中銀モ~銀モルl列ニー特殊会社テ並立

的ナモノニ過キヌト云フ考ヘカ捜l乎テアツタノニ囚Jレト思フ然シ今度ノ中銀法改正ニ依リ中銀ハ

第 2京消洲中央銀行と主要金倣機関

金融ニl刻スJレ政府ノ重要計l曲]ニ書画シ金融俊関ノ指導統制&Jtノ繁備ニ当リ外資導入ヲ統制lシ金

融ト産業トノ緊密化ノ期進ニ任スル 4 万Jtノ普通銀行業務ヲ速二分荷量スヘキコト等中央銀行トシ

テノ特質カ明確化セラレタ

正金ニ対スJレ低利融資ノ問題ハJl1i)レ情勢ノ下ニ生シタ UI)姐ナノア小似トシテハ金融微情ノ鮫

側、 rjJ~~統制力強化ノ見地ヨリ之ヲ其剣ニ取上ケタノテア Jレ( Il~~~行金融関係資料 1578，46 .l't 0 ) 

" 司

11 

満洲中銀はI純洲中銀法改正によって金融統制の満洲中銀への一元化が満洲国の方針として定まったものとJIR

解し、これを背景に囲内金融機関への統制}Jを拡大し、中央銀行に相応しい権威を確立せんとしていたので

ある。

低利融資問題を廻る交渉は正金銀行からi締洲中銀に 42年互にil¥'人契約を l!lし/ilることで始まった。 qJU¥の

概要は、借入限度を特産j明lま五億刷、それ以外は三億聞とする、平1)中liU歩)t.J!.I[五毛、担保はrJ:lt三lkj伯とし

て点京で悲し入れ、契約締結後はii拘洲 Ip~~の7[，諾なしに対日1..~杯:/WIによる資金調述はしない、 fll し沢弘関

係の余剰資金の対日送金は自由とする、というものであった(日本銀行金融関係資料 1578，5・6SD 0 J1:金銀

行がこのような提案を行った理由を渦洲中銀側は次のように批測している(日本銀行金融関係資料 1578，54

頁のお込)。

正金ガ本申込ヲ為セJレ理由ヲ想像スJレニ、

(1)内地ニ於テコーJレ市場ガ制服トナレルコト。

( 2 )将来ニ於ケJレ現地通貨ノ切下ヲ懸念セJレコト。

( 3 )削ノ7ニテ何カ仕事ヲ白;命ミI.!})レコト(中銀重役ニ対シIti}jニテ資金ガイルコトヲ洩セJレ1110) 

ri有)jニテ資金ガイ Jレjというのはこの頃に正金銀行が南方の日本JJ(占領地で活発な活動を開始したことを

指していると考えられる。

一方、正金銀行側の見解では、

当行トシテモ囲内唯一ノ日本側銀行ノ立場上中央銀行トヨリ繁ナJレ述繋ヲ保持スル必要アリ又回

幣切下問題ニ絡ミ 膨大ナJレ対日光飽ノ決涜ヲ得策トスJレヲ以テ満洲qJ央銀行ヨリ申趨ニJ主キニ)]

一日J.r.紀要領ニヨル当座{昔産自契約ヲ締結シタ。(日本銀行訓先j吊11970]，28巻407頁。 )

となっており、満洲中銀との関係改i!?と、国幣切下リスクの回避がl:~な日的であったようである。 27

正金銀行の提案に対する満洲中銀の態度は資金統制一元化にとって好都合として歓迎するものの、五億四

は多すぎるので三億五千万聞とする、金利が低すぎるので満洲興銀との均衡をとるために二億聞を盆えるa~

分を一銭一座五毛とする、資金使途を一応特産貿易に限定する必要がある、というものであった(円本銀行

金融関係資料 1578，46・53頁)。但し、 f実際的解決方法Jとして、資金使途の厳密な限定は困難なので「大

体正金ノ実績ヲ容認スJレ方向ニ於テ話ヲ進ムJレノ外ナカ Jレベシ、 Jl1iクシテcjJ銀ノ金融統制力ヲ強化シタ Jレ晩

ニハ妥当ナJレ分野ノ確定ニ導クコトモ漸次期待シ符JレペシJ (日本銀行金融関係資料 1578，42・3頁)として

いる。

この交渉は金利の設定を廻って意見が対立したが日本銀行の放定によって 42年 12月18日に妥結し、 1月

27臼に 2月 1日付で調印の運びとなった。その条件は、借入限度は正金銀行の要求通り五億四、金利は満洲

271貧洲rp銀側の資事事でur正金ガ本申込ヲ為セルjとなり、正金銀行側でI! r満洲中央銀行ヨリ申~J と食い返っているが、日本銀行

新~1t.(E~嘆の微告(日本銀行金融関係資料 1578，6J{)で正金銀行からの申出とされているので、一応正式の市出1:1正金銀行から行われ

たようである.
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中銀側の~求通り士億四までが九厘五毛、それ以上は一銭一座五毛となった。この契約により正金銀行は、

対日為替売買尻の調整を新5Aで取りまとめて満洲中銀に出合いを求め、 2月18以降対日為替売出による資

金調述を停止することになった。このあと九ヶ月にわたって徐々に満洲中銀の貸出が実行きれ、正金銀行ゐ:

1縄文J~の本庖へのil~入は順次決済された。(日本銀行調査局 (1970) ，28 巷，472 頁。)

この合意のあと満洲同政府の経済郁は次のような銀行業務分野の枠を決定した。

(1) i椅洲中央銀行 中央銀行業務ニ専念従来ノ普通銀行業務ハ漸次整理ノ方針ノ下ニ差当鉱工

業者ニ対スル融資ハ述ニ満洲興業銀行ニ移譲スJレ

(2)満洲興業銀行 鉱工業金融ノ積極化ニ努bスJレ

(3)正金銀行 原則トシテ貿易並ニ貿易ニ直接関聯アJレ範囲ヲ出デザJレモノトシ国内事業・ニ対

スル倣資ハ興銀又ハ国内普通銀行ニ移譲スJレ

この決定は 43年3月11日付の通牒によって正金銀行に通知された。これによって業務分野問題はひとまず

解決し、満洲小銀は一元的な統制後間としての立場を一応確立したのである。もっとも正金銀行に対する圧

迫がこれで終ったわけではないようである。というのも 43年 6月22日に業務分野問題を廻る関係者懇談会

が行われたのであるが、

懇談会ノ席上ノ経済部ノ態度ハ頗ル公正ヲ欠クモノアリ当行ニノミ不当ノ圧迫ヲ加へ興銀ノ肩ヲ

持ツガ~IIキ印象観取セラ Jレ Jレアリ(日本銀行調査局 [1970] ，28 巻，471 頁。)

と正金銀行は不満を洩らしているからである。

2.7.6 正金銀行と軍貸現地調達

45 年の対正金銀行貸付の~JI自は表 II-21 に見られるように回w送金がストップし、正金銀行貸 tにシフト

した結果である。これは日本軍の rm費現地調達jが44年9月に始まったことの表れである。 rm費現地凋

述j とは、軍事貨を現j也事t悩銀行から借り入れることで調遣し、 ílHl~択を戦争終了まで国外で処理してしま

う制度のことである。中央儲備銀行・中凶聯合準備銀行に対しては 43年4月から既に実施されていた (岩

氏[1990]，693・713:m。満洲固における3巨費現地調達は、正金銀行が手形を発行して満洲中銀から恕l)J:frと

して凶幣建資金を借り入れ、これをi締洲中銀本庖内の日本銀行代理j苫口座に撮り込んで日本政府(関東軍)

に貸付ける、という形式をとる。そうすると日本国資金の多くを軍資送金に依存していた満洲中銀は対日決

済資金維に陥る。そこでi尚洲中鋭は日銀と交沙し、正金銀行の手形を担保に日本銀行から借入を行いうるこ

ととなった(日本銀行何年史編纂受μ会11984]，406・8瓦，満州中央銀行史研究会 11988J，l99・200頁)。この

下統が行われたため対正金銀行貸付が~.m したのである。 45 年 3 月 I得点の正金銀行の貸付金使途の 65% を

「その他資金Jが占めているが、その内容はこのmn貸付であろう(去11・15・e)。

ではこの箪1t現地調述と以前の司In送金との差は何であろうか。以前には日本の国家予算から関東í1L'耳{'J~

貨が支出され、その資金はi掲洲中銀のJ.!OA支庖に 日本銀行代理庖資金として受け入れられ、所要金額が満洲

問内で国幣建で支mされた。即ち、この段階では満洲rt銀は最終的に、*京に日本国建資金を保1fし、それ

を日本国債や日本銀行預ヶ金やコールで運用し、かわりに満洲国内で同額の通貨発行を行うことになってい

た。それに対して現地訓速になってからは、最終的に満洲中級iまi純洲で正金銀行に対して固幣述債権を平iし、

!u}額の国幣の発行を行い、点京では11本間ll!の債務を負い、その対応額の国幣を回収することになった。こ

の結足、以前には大相の黒字であった満洲回の対1I収支は大相な赤字を計上することになり、この部分が満
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洲中銀に対する日本銀行の債権となってゆく。このようにfU憧債務の位世関係は全く逆転 したが、 m~t~;張
に対する影響は見かけほど大きくはない。以前でも自[11に間資金を文凶できた訳ではなく、 lまた変9i後も一

応無制限に日本銀行から正金銀行手形を担保に回資金を導入できるから、外為iJti斉上の変化も小さかった。

ただ、問点1ILの国幣調述手続がj締洲包]内で完了する点が従来との大きな差である。

この点で満洲固における íl(~ 現地調達導入の意味は、中[~聯イTi佐伯銀行や rtJ!k:儲viu銀行の場合とY?なって

いた。これらの銀行のぬ合は、現地のインフレーション昂進のために公定レート換算の日本間ll!ijL事貨が急

速に膨張し、臨時忽事費特別会計の予算執行が困難になったためにこの手弘ユが保用されたからである。 28

最終段階の満洲中銀の正金銀行に対するこの2巨費関係の債権が3H広岡にのぼったのに対し、 II~銀行の対
側峨別口債権は 26依田となっている(日本銀行百年史糊受胎ド984)，408J'i)。州中銀がf]川

を必要とするのは対日決演のためであり、日本銀行より借り入れた資金を凶内の紛人足!者・政府.~'fに引き推
す際には、同額の同幣ill資金を見返りとして自主求するから、正金銀行を通じて関東iliに引き波された凶幣辿

資金34依田のうち 26低聞は何らかのJレートで市中から回収されたことになる。この立五(i8依uuだけが通貨

j自発により調述されたものであり、.'Jlt費現地調達によるインフレへの影響が見かけほど大きくなかったこと

がわかる20。ただし、 34億聞が政出され26低聞が回収されるまでの1111のラグを考慮すれば、これ以 1:のイ

ンフレ的影響があったと考えられる。また正金銀行は 44年6月時点で既に 416百万聞を満洲qJ鋭からイ1¥り入

れており(表II-9-d)、これをF・RH¥'入34依聞と合わせると 38億四となる30。さらに ifI喪なことは、上述

のようにこの正金銀行への国幣ll!のftt僚が正貨準備として組み込まれたことである。これかjF貨機備の三分

のこを占めており、この操作が満洲中銀の通貨t哲発を支えていたことになる。満洲凶内で容払に引きu¥しう

る軍事費がそのまま正貨機備に組み込まれるという構造が、 i持洲中銀の通貨it'l先に与えた影曹は大きかった

はずである。

2.7.7 普通銀行と共同融資

普通銀行の預金残高は 38年まで郵便貯金よりも少なく、全体に占める比重は小さかった。しかし五カ年骨l

画が始まる頃から預金量が膨張し、特に第 5Jaに著しいイltぴを示す。 j曽加額で見ると、第1)UJが l百万四、

第2WJが29百万四、第3Jmが 169 百万四、~ 4 JUJが260百万四、第 5JVIが1，121百万聞である。第5JUlのfj(

金のや11ぴはi絹洲国内全体の預金地加額5，618百万困の 20%を占める。第5JVJには普通銀行の航金品はj無視し

えない大きさとなった。これに対して貸出残高のi哲加は 1百万四、 53百万四、 111百万刷、 220百fJ倒、

146百万四と推移する。政金・貸出の残高で見ると、 38年までは-J'tして貸出超過であったものが、 3911・

から預金超過に転じ、 43年から急激に趨過額が伸ひ'ている。断金・貸出の仰ぴで見ると各期の推移l.t、 0百

万問、 0624百万四、 58百万四、 40百万凶、 975百万四となる。すなわち普通銀行は第 5WJに預金舶を大

きく伸ばしながら貸出額は停滞し、大幅な預金趨過状態となった(ぷII・18，19)。このような預金起過の原

因は、第 3 朋以降のi持洲中銀の資金散指によって預金が膨張したのに対して、資金・ l~衿統制によって運用
先が削減されたことにある。

1F通銀行がこのようなアンバランスな状態のままで頭金を膨張させることができたのは、共同融資制度の

28 こ 11. ら事費現地Ri童の~災については、岩武 [1990}.715-7 Jiを~照のこと.
29この債務の他に 1945年911308 の時点で日銀IÌfI筒洲中級にj.fして、 596 百万関の a般{貰絡を~1干していたから(日本銀行百年史

w.~貝会 !I984)，404 頁}、貴土曜E時戸でのi尚治i中鎮の{貿易1:約 32 {t閣となる.表 11・9・fでI:i情洲中鎮のB鋭に対するfJf俗756苔万閣が

計上されているが、こ11.がどのようにして生じたかは不明である。

♂;:9fで 1:正金銀行への満州慌の慨は 4 ，019 百万聞と少出~?"("\~が、山舛の貸出が l 償問えること川考
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ゆえである。この制度の暗矢は普銀の預金起過が問祖になりはじめた 40年 11月』こ、満洲中銀の斡旋によっ

て将官民が共同で柑般会社に .{f~利 6% で 30 百万聞を限度とする貸出を行ったことにある。この時点の日系普
銀の資金コストは年利 4%-5.5%で迎m金不IJは6.205%~ 9.125%であり、 f満系j普銀は 5%-6.5%と

9.125% -14.6%であった。またtll殺会社の通常・の別立金利は 5.11%程度であった。共同政資の年利6%は

双hにとって受け入れ費量い水機であり、このような条件・の融資が実現されたのは、満洲中銀が優遇措置をとっ

たからである。 ~tiJlに対しては共同融資によって生じた手形を頭金準備不足の際には割引くという特典を与
え、また措殻会社に対しても、共同融資を満洲中鎮の低利融資と飽き合わせて実効金利を引き下げるという

祐rtrtを保った。この制度は順次拡張され、運用金額は 40年69百万四、 41~手 87 百万四、 42 年 102 百万圏、
43年198百万聞と推移した後、 44~~ 543百万園、 45年6月末868百万皿とi自大した(点II・17)。

しかし満洲興銀、正金銀行苛の協力が得られず、述問先が満洲中銀取引先に絞られたため、やがて融資先

に約するようになり、消化しきれなかった部分は特殊別段預金として満洲中銀が年幸IJ6%で預かることになっ

た。満洲中銀の43年4月の定期預金金利が3.8%であったから、この}JIJ段頭金の金利は極めて高い。ところ

が42年に満洲r!l銀改組が行われ、満洲r!l銀取引先が他行に移譲されることになって低利殴資の抱き合わせに

よる金利調整が不可能となった。これへの対応として 43年4月に共同融資特別勘定が設置された。同勘定

は満洲中銀総:般を代表者とするが満洲中銀本体の勘定から独立している。共同融資はそれまで一応各銀行の

世媛融資の形態をとっていたが、これを改め、問勘定名儀の当座預金をi筒洲中銀本庖営業部に開設し、そこ

を粁出してまとめて融資することになった。消化されなかった資金は従来通りに満洲中銀の別段預金となっ

た。また参加金融緩関が~tjR .商工金融合作社に限られていたものを、無尽会社・保険会社等も参加できる

ものとした。

この制度変更と並行して43年5月に特定運用制度が設けられ、普銀は原則として頭金残高の 20%を公trt

に、 20%を共同融資に、 10%を社債に連用するよう義務づけられた。その目的は、 1) f満系j世銀の投

機資金や間資金といった「不適当方面へノ融資Jを押さえ込む、 2)公債・社債31の消化を図る、 3)業種別

利潤彬調査により銀行利刑不が他業組対比で高いことがわかったのでこれを調整する、というところにあ・っ

た。同制度は 44年6月に強化され、将銀の共同融資勘定への額託を預金残高の三割に.t{')額し、また商工金融

合作祉の公債保4Iを三割とした。この強化の見返りとして、商工金融合作社と日系普銀の頭託利率を 6.935%

に、また fi純系J普銀のそれを 8.03%にそれぞ:ll.ij Iき上げ、また共同験資特別勘定の絹失を中銀が補演する

ことになった。

このような制度変更が渦洲中銀の将通銀行業務分縦と並行して行われたため、共同融資勘定の融資先はま

すます減少し、満洲中銀への特殊別段預金が膨張した。たとえば44年末では共同融資勘定残高 543百万四

のうち 530lJ万凶が特殊別段間金に滞情するという事態となった。こういった措置は満洲中銀の負担を糟加

せしめたが、師金吸収凶での効果は大きく 、普通鍬行の預金脳過は42年末で 73百万凶だったものが45年 G

J]には 1，048百万四となった(表II-19-a)。このような制度によって第 5J明に普銀は舷も重要な資金吸収機

関となったのである。 32

31
1内化対象となったのは満洲興銀所有の湖梁4分9f!証役償であった・漏れ興銀I!4 分 91電慣がr簿業社債のなかでは~干l中であったこと

から際色を示し、またf持集もはHtが1\';間に散布されることを~ばなかったというが、表 I ト 17 にえられるように 45 年に 250 百万四が共
伺級資勘定に党却されている.

3'~項の:ll~I! Aiu次I!!¥ Jt 司級資事，'J と特定還m~'HtJ ~，員公倫文.RI0.5) 、日本銀行金滋関係資料 1570、674 ・87 買、満洲中炎銀
行119.12J，195・7ft、満州中央銀行史研究会11988J，183・6買による.
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2.7.8 資金部

次に悌洲中銀の各資金絡の掠f{Jを!iu:必する。まず貯金部について凡てみよう (衣II-5h)。このJUJIIIJに貯

金部は全額で87713.i万聞を諸邸入金により調達し、興品合作仕から 59Li万IJU• I封筒整J.l1tJ，~金から 25 I'i万聞

をよ司述し、国債に 837百万回・社債に 67百万四・貸付金に 27百万四・預け金に 24百万加を運用している。

表II・13・cに見られるように 43年 -45 Sド5月までのnuに満洲中級は 817百万聞の国債を引き受けているが、

貯金郎はこの聞に 898百万聞を吸収している。このようにこの時期の財政への資金供給の相当邸分が貯金部

の国債吸収によってなされていた。

第1~i第 5 節で述べたように段終段階の満洲国では閉経済が拡大し、消貨物資のみならず生産物資までも

がその範囲内に包括{されていった。それは政府・閲*JlLも例外ではなく、 il均洲中央銀行からの借入によって

関市場からの物資凋速を行っている。この取引のために使用されたトンネル償問が特殊Jli'Tr資金郊である。

44 年の 6 月 -9 月にかけて「政府並軍当};Jに於て満開浮動物資の民価に依る~・猪口上のおめに満洲 rfJ iR内に

設けられたる特殊財産資金部よりの買付資金J (日本銀行金融関係資料「金融月報J44.10.31)が断続的に

480百万四肢出され、この時期の宥力なインフレ要肉のひとつとなった。(衣 II・9・d)

また日満支の物価格差を利用した物資の移動を防ぐための機構の 4 部である経箭平衡資金部には 431J: 11 

月から満洲中銀による資金供給が始まり、その残高はじりじりと1¥"))111して 45~f: 1月末に 229百万四になった

(II・9・d)。終戦時点で満洲中銀がこの制度に関連して形成した聯鋭・家彊銀行・正金銭hへの負債が令て同

資金部への貸付金となったのであれば、その総額は 1，216百万聞に述する (掛[1948]，56:m。

2.7.9 45年3月末時点の満洲国の資金の見取図

本立lでは前節と同級の手法で 45年3月ぷ11年点における満洲国の資金全体の凡取図を抗き、同時にその変化

を検証する。

まず国内金融機関を通じた資金投入を見る。 45年3月末時点で満洲中銀の商業資金(実質は金融微附向け

資金供給)以外の貸出が9，562I守万回ある(表 II・ 15・c) 。荷価証券の形態のL~IIIJへの資金供給は、 I絹洲興銀

のi鵠来社債2，267百万四(表II・3-a)、i局洲中銀の「その他Jの保有有価証券313百万聞(表II・2・a、但し

45年6月末)、!N焼金庫の社1Jf.株式保4i額349百万聞(表II・4・a)の合計2，929百万四となる。

次に満洲国政府の資金供給を公債発行額で代用すると、 3，912(I万四となる(去II・13・a)。このうち 2，968

百万聞が国幣述、 944百万閣が日本国illである。政府の国幣公債残高2，968百万四のうち、満洲中銀が810

百万聞を保有し、貯金総が1，075百万四、金融機関が810百万聞をそれぞれ消化しており(ぷII・13・c)、政

府の投資のかなりの部分が満洲IjJ銀と金融機関の間接的な資金投入であることは前期末とf'iJじである。

日本の対満投資の残高を満洲困の国際収支の f対外投資(受取)Jから「対外投資回収(支払)Jを差し

51 いたものの累計で代用すると、 45年3月末では 7，567百万四となる(衣II・20)。ここから満洲国政府の

白木回路公債の残高 944百万四(衣II-13・a)控除すれば6，623百刀聞となる。

これらをまとめると、

(1)日本の対満投資が28% (6，623百万四)

(2)満洲国金融機関が54% (12，491百万国)

(3)満洲国政府経由の投資が17% (3，912百万国)

合言1・ 23，026百万四

という絡鮮である。
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42 ~r:ぷ- 45年3)]ぷのj切滅で見ると、

(1) B 本の対渦投資が7%(773百万聞)

(2)満洲国金融機関が82%(9.303百万四)

(3)満洲国政府続出の投資が11%(1，201百万個)

令~t 11，277行万朋

となる。 t世滅ペースで見るならば、第 5期の国内金融機関による資金供給の占有曜の高さが一層きわだつ。

また凶内資金自給化が極めて強力に推進されたことがはっきりとわかる。このJQIの州国政府経由の投資U
全て回幣建公債によるものであるから、上の (2)と (3)の合計 10，504百万国が囲内資金ということになる

が、これは全体の93%を占める。

この資金を使途別に凡てみると、まず鉱工業資金は、

1) 満洲国国内金融彼聞の鉱工業資金2，690百万四(表II・15・e)

2) 満洲興銀所1Iの満業社債2，267百万四(表II・3・a)

3) 公債のうち投資特別会計の残高 2，114百万四(表II・13・g、但し 45年6月末)

4) 日本からの投資のうち六割j五分4，305百万四

の合計と見て 10，376百万聞となる。

M の対満投資lこ占める鉱工業資金の割合が六割五分に下がっているのは、第二次五カ年計画の実績が鉱

工業五割強、交通過fzi割弱、農畜キ~t~1拓二割弱となり、鉱工業の比率が低下したからである(表 II-8・c) 。

次にJ品業関連資金は、

1) 囲内金融機関の特産資金 1，106行万四

2) 00良金"'~がほとんどを占める農業資金 1 ，481 百万四
3) 満洲中銀のイI価証券の「その他J313百万四と興民金胞の有価証券349百万四を拓殖関係と

んLて合計662了[万凶

4) 日本の対渦投資の二・剖 1，325百万凹

を加えて 4，574百万聞が農業関係資金ということになる。 42年末では農業関係資金は鉱工業資金の三分の一

以下であったが、この時点では五割近くに迫っている。

つまり、

(1)鉱工業資金・・・・・ 10，376百万四 45%

(2)農業関係資金・・・・ 4，574百万四 20%

(3)その他・・・・・・・ 8，076百万聞 35%

という配分である。これを 42年末からの!l'l分で見ると、

(1)鉱工業資金・・・・・ 4，043(i万回 36%

(2)農業関係資金・・・・ 2，671百万四 24%

(3)その他・・・・・・・ 4、563百万凶 40%

合計・・・・・・ 11，277百万間
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となる。どちらで見ても傾向は概ね[iiJじであるが、これは 42年ぷの残尚 11.749百万聞に丸Iするm分合計 11，277

百万聞が大きいからである。つまり、金額だけで比るならば、第 5JUJのわずか:年ニケ Jl の IIIJ に i前洲同ill[~J

以来十年間に匹敵する資金が投じられたのである。民~llØ述資金などは 42 iド本の残jI:j1，903百万聞を上廻る

2.671百万聞が投入されている。また fその他4 が多いが、これは上述のjl(貨現地調達の影習と見られる。

2.7.10 小括

表 II・231ま主要企倣機関の財務諸去をもとにしてb・:lì î失調査ff~ によるぷ n・22 と同じ手紙でm占・が作成した

45 年 6 月時点での総合貸借対照去である。ここに合めた金融緩聞はiJ資制中銀・満洲~銀・~良企}IIl .貯金部・

投資特別会計である。同表の誌に記したようにいくつかの推定を含んでいるが、ほほ実態を反映しているは

ずである。 f31'Jの棚から、これらの金敵機関相立の資金供給を相殺した全体の資金の消述を見ると、紙幣

発行により 7，709百万四、投資特別会計の内国公偵1，100百万四、各締n本側ill債務2，9571:' Jj問、一般か

らの資金調述 1 ，491 百万四、対内j~債 913 百万四であり、迎用は特殊i.V!特殊会社へ 8，503 百Jj聞、政府に 1 ，387

百万、外国銀行に軍費立答で 2，660 百万臨である。おおまかに言えば、 [~J 1J'{でA達した資金は政府に、Elj{

償(日本銀行借入)は外国銀行(正金銀行)に、紙然発行と一般からの資金吸収による資金が特殊.W!特殊

会社に集中されたという形である。この特殊・準特殊会社には農業関係企業が含まれており、それらに対す

る輿良金五I~経由の貸出残高が大きいことに注意すべきである。図 II・2 は第 4 節で紹介した});t氏の作成された

図II・1と向じ手続で作成したものである。最終段階のi筒洲i司の資金関係がこれに総括されている。

敗戦に至る第 5期の満洲中銀1;1通貨価値維持機能を喪失し、通貨I旬発による資金創出とその投入に終始す

る。その資金は満洲興銀・興良金Jillを通じて特殊・憎特殊会社に供給され、滋賀現地調述開始によって正金

銀行への貸付を通じて関東軍に供給される。この正金銀行への国幣illi1t織は日本銀行からの日本国資金調辻

の裏付けをもっていたことから正貨準備に組み込まれ、また満洲!Jt.l銀・興成金wへの貸付は保。i正地備に組み

込まれて紙幣が乱発された。紙幣}哲発によって拡大した間市場から物資をA述するために特殊財産資金部が

設立され、政府・ 1区自らの手で間i!ii.絡に直接資金が投入された。また、日本占領地の田定相助制度の弥縫策

の一部たる経済平衡資金部を通じても資金が流出した。これらいくつものJレートを通じて泌洲向内にあふれ

た国幣資金のうち一部は国民貯議運動によって集められ、普銀を通じてi締洲rp1Rに還流し、また貯金部を通

じて政府へ供給されている。還流した資金の主力は日本人の貯蓄によるものであるが、中|同系決民からの吸

収も婚大していった(第 5m第3節第3項参照)。

満洲中銀は中央銀行化の課題を 42 年 11 月の満洲中銀法の改正・ 43~2 月との正金銀行との関係調整・

43年8月の輿良金庫の設立により形式的に達成した。しかし、それは通貨価値維持という r!l;l1;銀行の本来の

使命を完全に喪失する過程でのことであった。第 2JOIの終り頃に満洲r!1鋭A査諜は、自らの前身である四つ

の発券銀行を非難し、自らの通貨の安定性を自賛し次のように述べた(渦洲中央銀行調査淑[193Gj，79貞。)。

当時*三省政府はその膨践したる財政の解決を銀行の開設、紙幣の発行に求め、之がm発をpf1;

ーの財源としたのである。 ・・・斯くの如き幣制の不統一と発行の無制限とは当然，こその紙幣を

廃紙問機のものたらしめ、従って臨民は之によって甚大なる損失を受けたのであるが、幸いにし

て蕊に満洲中央銀行設立され、幣制の整理を完 fし、今や全満洲、唯一の国幣によりて統一せら

る、こと、なりi監発の懸念とでは柳かもなく、今日以往満洲国民は再び紙幣による船主を受くる

憂ひは全くなくなった。

しかし満洲中銀は第 5期に自らのl1ir身に対して投げ付けた非難そのままの急激な資金創造を行い、 「満洲国
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f¥;Iま}写び紙幣によるfi111?を受くるjことになったのである。

結語

i苅洲中銀は、張政指時代の中国系金融勢力の排除、 B本の金融機関との関係調整による「独立国jの中央

銀行としての体政の幣俗、普通銀行業務からの脱却という三つの探題を背負って設立された。

最初の課題は第 1J聞の「第一次然制統ーJによって短期間で述成されたが、向時にこの期には朝鮮銀行の

勢力が急速に拡大した。この頃の囲内資金供給は特産および農業資金と財政への資金供給が中心であり、図

II・3・aのような分銅となっていた。資金の中心は特産資金であり、それらは主として朝鮮銀行・正金銀行に

よって供給され、 i絹洲中銀1ま幣制統一とそのための通貨価値維持に尊心した。

第二の課題の解決は第 2J切においてであり、日本国の>>務と銀貨の暴援によって「円元パーJという形で

実行された国幣の日本国系通貨への編入と引き換えに実現された。この過砲は通貨金融面における独立国の

体紋の改善と日本支配の深化という内容を持っており、同時j切に行われた法制而における「治外法権撤廃j

と並行するものであったo l，j.1j鮮銀行とは対照的に正金銀行の存在はこの体制に矛盾しないとされ、正金銀行

は来務をそのまま総統した。この金融機構の再編成によって資金供給Jレートは図 11・3・2のように変化した。

資金の抗心は鉱工業に移動し、国内鉱て業資金は満洲中銀から満洲興銀と満洲同政府財政(投資特別会計)

を通じて供給された。また明白t銀行のJ倣退によって、特産資金の一部に朝鮮銀行から資金供給を受けたi純洲

興銀が関与した。

これら二つの諌組を辻成した段階で日中戦争が勃発し、満洲中銀の役割は第 3J切において通貨価値維持か

ら開発資金の創出へ変化する。ところがアジア太平洋戦争前半期にあたる第 4J切には関東軍の軍費膨張によっ

て渦洲出の日本凹資金が過剰となり、そのインフレ圧力に対応するため強力な対内資金の圧縮が行われた。

第5JVJ には日本銀行改組に倣う形でil~洲中銀の改組が行われ、~民金庫設立によって普通銀行業務からの

脱却が強行される。また正金銀行に対する府代り融資が実行されて、資金供給は図 II・3・3のように整理され

た。すなわち、満洲中銀iま形式的に中央銀行としての地位を確保し、囲内資金の大宗を自らの統制の下に置

いた。鉱工業資金は渦洲興銀、農業資金は興良金湾、特産資金は同行と正金銀行、策費関係lま日銀→満決Ir令

官:}l-正金銀行のルート、という分担が一応形成された。満洲中鍬が通貨増発によって創出しこれらの銀行を

通じて散布した資金の-r;~は国民貯善運動によって回収され、~}銀を通じて満洲中銀に、貯金部を通じて政

J{.fM政に供給された。この時期には農業資金の比重が増大したのが特君主である。

このような制度の形式的光実にもかかわらず、資金供給額は加速度的に膨張し、満洲中銀は通貨価値維持

機能を毘失していった。 i持洲中銀の創出した資金が特殊財産資金部を通じて関市場に直接投入されるという

ような、なりふり仇わぬ物資調達に明瞭に示されるように、 i締洲中銀は最終段階において満洲国の体制維持

と11本への戦争協力のための資金供給機関と化したのである。 33

33j縄測回物袋t量の[~共内眠悶の・18 司: 2月 158という崎市で浴飽において嘗かれ、 f中炎銀行月線Jiこ処置Eされた樋承E巨11948)はそ

の総憶にれいで海掛i中銀のi，¥11lを次のように書千億している (58頁1• 

偽I趨世~中央銀行が(/{1していた十三年間を総じて観るならば、その業務 11年々相当の進展を見せていた。その成立初期に

おいては、素直t した伶制の紙ーや*~t物価の安定といった事業など、それが完全に日本人の繰縦と制御の下にあったとは

いえ、業績と称するにiιるものがいくつもある。しかし日本人のほ民地政策の彩管により、東北に対する係取の実情が11
Rすることは不可怠であった.例えばell1の金銀の備品、大量のS世俗・公債の発行、 82転調プロ 7クへのi阜従・従属等々

である。対中l'iq.と太平itft1-がi!察し般況が悪化してゆくと、日本人113吃~tにおいて極めて厳絡な経演の絞守!と狗取抑

圧f1:策をx錯した. lðí前例中火銀行11完全に~(1ß力銀1tのための道具と化し、もっ I!う日本íllと偽政府の~it実務を歓 h

trい、もはやその小央銀行たる特質と個性を烈失してしまったのである.

第2言'ii純洲~IJ*銀行と主~金融機関

附録A 満洲中央銀行と朝鮮銀行・台湾銀行の準備制度の比較

ここでは満洲中央銀行と例制・銀行・台湾銀行の微例制度を比較する。まず』例;初列島射}

関係の条文をJ縄品げておく。

朝鮮銀行法

第三て条朝鮮銀行ハ銀行券発行日ニ対シ同智1ノ金貨、地金銀又ハ fl本銀行免換券[1942 'II: 2 JJ 

23日日4(銀行券に改正 iヲ世キ其ノ仕払地備ニ光ツヘシ但シ銀地金ハイt払準備総額ノ 1'4分ノー

ヲ超過スJレコトヲ得ス

前J1iノ仕払準備ニ依Jレノ外側鮮銀行ハ特ニ三千万円(1918年 4)j 1日 f五千万円 J; 1937年 8

月110 f一億円jに改正; また 1939年3月31日、法律第 [i)t.りにより「当分ノ内之ヲ一億

六千万円トスJとされた。尚、!司法附則により f本法ハ支郎事変終f後一年以内ニ之ヲ廃止スJレ

モノトス」とされ、更に 1942年 2月18日、法{lt第九号により f止:JJI)lJ1変Jが「大*iJli.戦争Jに

改正された。 1 ヲ限リ国債4券Jtノ他確実ナJレ日正券又ハ商業下形ヲ~~J[トシテ銀行持ヲ先行スル

コトヲ符

前二Jjiニ規定スルモノノ外市場ノ状況ニ依リ銀行券ノ発行ヲ必~トスルトキハ朝鮮総:腎[ 1924年

7月22[1 f大蔵大臣j に改正]ノ認可ヲ受ケ同偵証券J~ ノ{血統~ナJレ必券又ハ商業下形ヲ保証ト

シテJl:ノ発行ヲ為スコトヲ仰此ノ場合ニ於テハ政府ノ命スJレ所ニ依リ Jtノ先行副ニ).tシ -1[:ー0

0分ノ五(1935年 3月23日「ー0 0分ノ三Jに改正 jヲ下ラサJレ割合ヲ以テ発行悦ヲ納ムヘシ

(外務省条約局法規課 [19711，400-6頁。尚、( 1内は安富。)

台湾銀行法

第九条台湾銀行ハ無記名式一覧払ノ手形(1889年 3月2日「銀行券jに改正]発行高ニ対シ同

額ノ金銀貨及地金銭[1937年 8月10B f金貨、地金銀及免換銀行券」に改正;1942:it: 2月23

日「免換銀行券jを f日本銀行券jに改正]ヲ世キ其ノ仕払機備ニ充ツヘシ

前項準備ニ依レJレ外無記名式一覧払ノ手形[1890年 3月2日 f銀行券Jに改正 lヲ発行セムト

スjレトキハ五百万円(1910 年 4月6日「一千万円J、 1918年 4月1A f二千万円J、 1937年

8月10日「五千万円Jに改正;また 1939年 3月31日、法律第五九なにより「当分ノ内之ヲ八

千万円トスjとされた。尚、同法附則により f本法ハ支那事変終 f後一年以内ニ之ヲ廃止スJレモ

ノトス」とされ、更に 1942年 2月18日、法律第九号により「支那事変Jが f大東亜戦争jに改

正された。]ヲ限度トシ政府発行ノ紙幣、証券、免換銀行券(1937 ~ド 8 月 10 日 「紙幣、免換銀

行券Jを削除]又ハ其ノ他裕実ナル証券若ハi商業手形ヲ保証トシテ之ヲ発行スルコトヲ件但シ其

ノ発行額ハ前項準備ニ依レル発行額二超過スJレコトヲ符ス(1906年 2月19日このil!i!fきを削

除l
市場ノ状況ニ由リ前二項ノ外誕ニ無記名式一覧払ノ手形(1890年 3月2日「銀行券Jに改正 jノ

発行ヲ必要トスJレトキハ主務大臣ノ認可ヲ受ケ政府発行ノ紙幣、 :u位、党換銀行券い937年8月

10日「紙幣・免f央銀行券jを削除 i又ハ隊突ナJレ証券若ハ商業手形ヲ保証トシテ之ヲ先行スJレコ

トヲ得此ノ場合ニ於テハ政府ノ定ムJレ所ニ依リ一箇年一0 0分ノ五[1935年 3月23日 f-oo

分ノ三Jに改正 jヲ下ラサJレ割合ヲ以テ発行説ヲ納ムへシ(外務省条約局法規課 (19641，449・56

8;j 
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頁。尚、 1I内は安問。)

このIlLj行の懲備制度の特徴をまとめると次のようになる。

1 )金貨 ・地金銭・日本銀行券を正貨準備としてそれと同額の紙幣を発行できる。

2 )それ以外に同債などの縫突な証券を保証準備として紙幣を発行しうる。但しその上限が各銀

行法で定められており、上限を変更するにはその改正を必要とする。

3 )市場の状況が必裂とする場合には発行税を納めることで 2)の上限を勉えて紙幣を錆行しう

る。これは限外発行と呼ばれた。

4 )準備制度が各銀行法で定められている。

これに対し満洲中央銀行の激備制度の特徴は、

1) 国幣発行額の三割以上の金塊・銀塊・確実な外国通貨 ・外国銀行に対する金銀預ヶ金を正貨

準備として保有すること。

2)残りの七割は国1Uなどの確実な証券を保証準備として保有すること。

3 )限外発行規定のないこと。

4 )州側制度が1i燃i1:で定まっていること。これは回幣が厳密には満洲中央銀行券ではなく国家

紙幣であって、 il:q洲中央銀行はそれの代行機関でしかないためである('IJ西11954]，192頁)。

とまとめられよう。<Vj鮮銀行・台湾銀行の准備制度は「保証準備発行屈伸制限制jと呼ばれ、満洲中央銀行

のそれは「比例撒備制j と呼ばれている。 1拷洲中銀の正貨準備に外国銀行への預金が入っていることは1l[~

である。日本国公m-i締洲川公債・正企銀行への貸付金が正貨準備に組み込まれたのは、これらを担保とし

た日銀{ii-説契約が締結されたことを理由に日銀への餌金に常時転化できるものとなったと着倣されたからで

ある。この外国餌金条項がなければ満洲中銀は正貨準備のやりくりにもっと苦労するか貨幣法を改正する必

要があったであろう。

朝鮮銀行・台湾銀行の準備制度はアジア太平洋戦争勃発後に大きく変化する。すなわち、 1941年 3)j :3臼

法律第 15号 f朝鮮銀行法及台湾銀行法ノ臨時特例ニ|刻スJレ法律jにより次のように定められた。

第二条朝鮮銀行及台湾銀行ハ銀行券発行高ニ対シ保証トシテ同額ノ金貨、地金銀、免換銀行

券、日本銀行ニ対スル頂ヶ金、国債証券其ノ他確実ナJレ証券又ハ商業手形ヲ保有ス Jレコトヲ~ス

大厳大臣必~アリト認ム Jレトキハ朝鮮銀行及台湾銀行ニ対シ前項ノ規定ニ依リ保有ス Jレ金貨、

.It!!.金銀、免換銀行券及日本銀行ニ対スJレ当座頭ヶ金ノ総額ノ銀行券発行高ニ対スJレ割合ニ関シ必

民ナル命令ヲナスコトヲ科

附日IJ . • .例鮮銀行法第22条及第 24条並ニ台湾銀行法第九条及第二五条第二項ノ規定ハ当

分ノ内之ヲ適用セス(外務省条約局法規課119641，455頁。)

発行限IJtは 1941~ 4月111に台湾銀行240百万国・朝鮮銀行630百万聞と定められ、同年4月15日に台r.J

銀行は先行苅の四分の一以上の、朝鮮銀行は発行高の三分の一以上の金貨、地金銀、免換銀行券又は日本銀

行に対する吋座制ヶ金を保有するよう命ぜられている。発行限度1布制E甑iは 1942i年手 4月 l日に台湾鎖行 27初O百万

間 .朝量射1

574-θ91'μi‘，1ω024-心6μ。) この法行作tによれぱf台i' r湾湾紛鮮両行の泊雌匝備の正1貨をと保J証正の区別が消滅しているが、:J，~際に
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li命令によってその医別を維持している。両行はil有洲中鋭とほとんど向織の比例J1-W徴的に4針7したことに

なる。しかし、発行総額限度が存在する点で満洲中鋭との追は残る。

尚、この法律は日本銀行について阿臼に公布された f党換銀行券条例ノ臨時特例ニl苅スル法lltJに付随す

るものである。同法によって日銀の弘備制度は、

1) 臼銀究換銀行券の先行限度智H立大I波大r:iが定める

2) 同限度額を趨過して免換銀行券を発行する場合l.t大成大lEの許可を~しまた先行後を納付す
る

3)党J央銀行券発行の保証物件は金銀貨・地金銀・白)1貨・その他S主主な品券・商業111形とする、

というものに変化した。すなわち、発行限度額を接会に諮ることな〈変更できるようになり、まt-準備の正

貨準備と保証準備の区別が廃止された。朝鮮・台湾同行と央・なって、日銀にはその区別を維持するような命

令は出されておらず、佐高発行額屈イ[11制限制度に移行した。この後、 4211~ 2月24U公イfiの日本銀行法によっ

てこの制度は恒久化され、また免換規定削除によって日銀捗の名称が「父J央銀行界」から f銀行芥jに変史

された。(日本銀行百年史制纂委Jl会11984]，464頁，480Jio ) 
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附録B満洲中銀の普通銀行業務移譲について

42年 11月の消洲小銀改組によってi崎洲中銀はその普通銀行来務を分雛することになった。そのn体的な

方法はまず43王手 5Jlにー応次のように決定された。

1 I 預金:金融俊!湖、特定官公若:.(慨を含む)及び貸出関係のある特殊準特殊会社の預金を除き

その他の一般預金は原則として適当と認められる金融機関に移譲。

2 )貸出:イ)金額・利率・用途等を勘案しそれぞれ満洲興業銀行、 n通銀行、商工金融合作社

その他に移線。ロ)農産物収買関係貸出金は f目下計雨中ノ輿農金庫設立J後に移譲の方針。ま

た「直チニ移蹴倒鍛ト認ムJレ償却箭旧債等Jは別途移譲を考慮。

3 )為-Mド:1H~干の取扱は原則として当鹿取引先に限定。

4 )移譲措1慨は金融機関の整備と併行して行うが、主要都市ではできるだけ早く移譲する。

5)移譲先は移戊後に資金繰に支障の生じない機関を選ぶ。

上記方針により四月より移点を実行することとなった。兵体的に次のように定められた。

(1)渦洲興銀に移摘するもの

貸出先 43年3月末残高(単位千閲)

国際選総

満洲石油

満洲災m:

満洲特殊製紙

t筒洲温~

本i采湖煤欽

満洲林si化乍

鈴木食料工業

奉天交通

h~~匝毛織

満洲火。泉純木紛出組合

満洲消費組合

鎗淵紡績

牡丹江木材 c長

満洲利毅貿易

成徳毛織

徳利紡績

大連運送

n 

(2) その他の金融機関に移譲するもの

i実江実業銀行に移議するもの

満洲n~~

(3) il省洲中銀に於て総執するもの

1，646 

3，181 

1，568 。
986 

556 

1，758 

1，020 

374 

41 

387 

334 

20，∞o 
1，377 

507 

212 

1，795 。
35，742 

。

第2f.i' ri:l;洲中央銀行と主~金融使関

(イ)近さ将米に於て!)\!~金1・v

( 11ド，役立中準備中)へUAIlあるは

共同融資として取級ふもの

t崎洲仰イヒ

i悔洲麻袋

満洲Q.iBi公社

拠~合作社

7.1・

{ロ)走当り移設すへき適当なる

金融微側無く特に中銀に於て

i収放を継続するもの

満洲拓矧

?若山炭鉱

~t~，ぷ~m

I何湖洲鉄道

間際選愉

ln 

(ハ)公共組合貸出として

従来通り取扱ふもの

学校総合

商工公会

at 

7，268 

2，200 

2，978 

69，406 

81，852 

14，340 

515 

0 

13，0∞ 
365 

28，220 

392 

197 

589 
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日本銀行の新京駐在参事はこの件について「移譲ノ方法トシテハ期限到来前ト媛モ適宜実行スJレコトトシ、

磁資先ノ都合成ハ取扱手続上JUJ脱出I移譲ヲ適当トセサJレモノノミ期限到米ヲ侠チテ処理スJレ方針ヲ採リ居レ

リ。 Jと制測している。(以よはけノド銀行金融関係資料「金融月報J43.6.21による。)

本格的な?千通銀行業務の分離はlJ.IU;益金l車の殻立による。~民金Jî!tはry!仰の都合上 8 月 1 !]にノド庖のみを開

庖し、 9月 1目より全 114支応を開設することとなった。本庖開設に{学い 7月31日現在高を以て興民合作

社向けの Fj己貸出を移設された。

貯金部 20，000子園

共同敵資特別勘定 20，000子関

満洲中銀 225，866千聞

i緒洲中銀は支庖開設まで300百万四、開設以降は 600百万聞の融資を当座貸趨で実行することとなり、 8月

末現在で残高は 283，091千四に述している。(以上、日本銀行金融関係資科 f金融月報J43.9.240 ) 

同貸出の条件は次の通りである。

1 )内座貸勉

1、取扱l占本庖営業部外30文底

2、援度額一億四

3、利'終日歩一銭一座
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4、担保興良金庫所1:f有価証券(但し別口手形割ヲlと共同担保)

5、1l'UlJmn日本年九月一nより明年三月末まで

2) r-形割引

l、取扱Tt本山営業部

2、械度額及び利54:

4重度 -{C!側 無利息.

毎度 二億叩 臼歩一銭 (対満洲拓殖融資格当分)

t極度 二健闘 日歩一銭-I!i!

合計 五健闘

3、JgJ限当胞11起に同じ

満洲屈の金融

i筒洲ι11iRの農産公社向け貸出は 43年9月に移議され、残高は 23，457百万四であった(日本銀行金融関係資

料 f金倣月桜J43.10.20)。またi締洲拓勉公社への貸出 341522千凶が 10月30日に興焼金胞に移譲された。

良pf公社への 43年度 (43年 10月-441f. 9月)の農産物収口資金供給は満洲中銀伶旋により次のように

決まった。

1) oot~金Jíl{ 80百万凶・・・輿良金hllの金融能力より査定。

2)渦洲9tl銀 150斤万四・・ ・鉱工業を主とすべきで適当な金融機関に移防災すべきであるが、実

績に箆みて査定された。 (但し暫定的)

3)正金銀行 150百万四. . . r本件貸出ハ同行ノ業務分野jであり、実績に徴して満洲興銀と

['iJ額に脊定。(fEl_し特定的)

4)大辿IJ本側銀行八行 200百万別・・・資金凶内自給化以UIJに外れるが、実*Jiにより 200J'i Jj 

凶と査定。 f~t し大ill資金は佳l内資金より低利なので優先的に使用されてきたが、 これを組止する

ためいl内資金の三分のーを超えないことを条件とする。

5)共111]1設資 100百万四

イ子計 680 ri万凶

42年度はi締洲OOiRが朝鮮銀行から、正金銀行が日本から資金を日歩 10鹿 5.7で導入し 11鹿 5で供給した

が、 43 年J..Q Iよ IJíj行 J~満洲，1]銀に資金を依存することとなり、.00;;益金Jill. i筒洲興銀 .A金鋭行が倣って 12J.!JI 

5で供給することとなった。このほか共同融資が 13J豆、大述資金が 111宝5であり、農産公社のイI¥'入利率の

予がJは 12"I( 5となる。

しかし、 43年肢は r'，qOJ lJj荷工作jの急述な展開によって!)¥l牒合作祉の出荷事務が|削に合わず資金の回収

が遅れたため、必~資金吐がJ}l~服し、かつ時期もーヵ月繰り上がった。かくて興良金服の割当も 100 百万聞

に拡大した。この他に満洲綿花.i結洲拓殖・満洲土地開発等への貸付が予想以上にI骨太し、満洲中銀は興焼

金庫に対する~嵯it態と下形割引の枠をそれぞれ 100 百万聞ずつ合計 200 百万聞拡大した(以上、日本銀行

金倣!則係資料「金融月報J43.10.26)。満洲小銀は満洲興銀・正金銀行への貸出極度もそれぞれ800百万四

と500百万凶から 1，100t'.i万剖と 630百万四に噌加させており、合計 630百万四もの板!立地額を行うという

lM.mとなった (EI本銀行金l縁関係資料「金融Jl報J43.12.23)。

興民金Jiliへは満洲興銀からも貸出取引の移行が行われており、 43年 11月に交渉が結着した。その結*、

満洲林業・ I前洲畜疏・満洲紫煙阜・ i緒洲枠冠 .i前洲羊もに対する貸出について次のように取り極められた。

第 27;ti絹洲中火銀行と七~金融償問

1) 1:記会社の資金のうち型ill:JJII 工資金及び紛出資金は渦洲 !X!~J!が取り扱う。

2)伐保資金及びJJ;(産物の収民資金は9tl良金f，jt.が取り扱う。

3)以上は1fW期限の到米したものから順次移aを尖行する。

4 ) 羽化 ii潟洲 !x!jJ~ と取引のないi的洲上Jt!!開発・ i的洲i主林吋の!R.l1迎式1\関係所行jえPE関係会社が今後
借入を行う際には、上u己取り依めに負担じて取り扱うぺ〈協定する。

この取り緩めに従って次に ように区分された。

1} 満洲輿~保旬妓I主

限度

~笥洲休業

j筒洲冶iP1

13，000千四

員2j洲禁煙草

満洲作1t

満洲羊毛

主十 33，845 

2 ) 興E堅金川fに移!I~限度

消がH.f.本当E

t笥洲~産

満洲業態五Z

摘。H作芯

i笥洲羊毛

2十

5，200 

11，205 

4，000 

440 

32% 

52，000 

4，800 

5，000 

9，000 

560 

71，360 

20% 製材資金

52% 務淀川I[及創料収Xt資金

70% ~妹股備及び紛入資金

30% 蝋加工>>..び倫III資1?，:

44% r::毛加工品収u資金

80% 以水収n及び伐係資金

48% 1:nf収n資金

30% 紫煙l，'i.収貨資金

70% #i収n資金

56% 羊毛収民資金

68% 
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包し、実際問題としてこれら資金の使途の判別は困難であり、将来更に折衝を重ねる可能性があるときhて

いる。(f:l本銀行金融関係資料「金融月報J43.12.230 ) 



9::? 
満洲[!;)の金融

第 3章

満業の資金調達と資金投入

序言

満洲重工業開発妹式会社(以下、 i前業)は、 1937年 11月 25日に鮎iJlI義介率いる日本産業株式会社 (以

ド、日産)が「満洲国jに移転して成立した同策会社である。満洲国の主袈企業の多くがi締楽の傘下に入り、

満業系列企業は日中戦争開始以降の満洲国経済に圧倒的な地位を占めたI。この渦業を魁る資金の流れについ

ては既に原 (19761が財務的凋査によって大枠を明らかにしている。本市ではそれをよりtll密に調査すること

になる。第 2j誌で論じた如く i締洲中銀の卸i出した資金のかなりの部分が満洲興銀を通じてi前業に流入したの

で、 i持業の資金調達と資金投入の調査によって、満洲国の資金の流hの史に下流、特に鉱工業資金の文流の

級相を明らかにすることができる。

3.1 資料と方法

3.1.1 資料

ノド撃の考察のほとんどは、 i締~が毎j明発行した営業報告併に掲載されている財務諸表について行われる。

そのための準備として必要な限りで満業の管業報告舎について触れておきたい。満業の材業報告書は第 1向

(38年 5月)から第 15回 (45年 5月)まで半年にー1St発行された。渦業の決1):}Yjはやや特典であり、定，;次

に次のように定められている (i持洲中央銀行調査課(1939aJ，289頁)。

第三十五条本会社ノ材業年度ハ拾立月nt姶六日ヨリ五月Jlt拾五日迄及五月武拾六日ヨリ扮:1i.Jl

Jlt拾五日迄トシ各~l: ノ末日ヲ以テ決算期日トス

そこで本務の彩君主は 11月 26[) -5月 25日及び5月 26日-11月25日の半年を基本的時Ilij単位とする。営

業報告書の記紋'J~項は rm:務事項J 、 「事業概況(又は営業概況)J、 「会3rJに分かれているが、本市に

とって重要なのは後二者である。特に「会計」に含まれる貸借対照表、財産日録、損益計算書が以下で行う

議論全体の骨格をなす。また第 2回以降の f営業概況jの事業投資の項目には、日本とi締洲のそれぞれに対

する投資残高を徐式と貸付金の形態に分けて去示しているぷがあり、また第2回~第 11回営業報告¥!fには

1かくのごとき1fi:;!機関でありながら、減条に関する研究の帯損は意外に少ない。満Jtの活動を正瞬から係り上げた研究1:1瓜 (1976)の

みであるといってよい。そのほかに鈴木[1963ト 字 削 "[1976卜総弁[1980)があり、鈴木[1963)1:1満員E役立に至る満洲聞のBl.系政策を

Il観し、字図川(1976)118麓Jt~研究の一環として日産の満洲進出過程を歯じ、ね井 (1980) IH~下企業の活動を野偏したが、いずれも

満員E本体の告書動を主たる対象としているわけではない.

93 
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「投資ノ主ナJレ穴-動Jとして企業別の投資の異動が掲載されている。更に、第 2阿~第 11国営業級幹併に主

1.f投資先の貸借対照去とm益計算~が収録されている。これらのデータが本意の47妓の基盤である。

3.1.2 方法

次節以下でこれら財務A去を詳しく論じるが、その前にi締業の貸借対照表の系列を全体として眺めてみよ

う。みIII・1・aがそれである。この表を凡て気付くことは、資mのほとんどが宥価証券と投資会社勘定2によっ

て情成されていることである。これは潮来が生産設備や製品在瓜tを全く所持しない純粋の持株会社であるこ

との決れである。また別述の主力は借入金と社債にある。それゆえこの四項目を中心に考察を加えることに

なる。 J!-体的には借入が何処から行われ、社債が誰によって所布されたか、またこれらによって調達され.た

資金がイi価証券や投資会社勘定の形で何処に流れ込んだのか、がさしあたっての問姐となる。このことを念

頭に附きながら、この1別世対照表をフロー化したまII1-1・bを脱ていただきたい。

この去でまず検討すべきは総資産のm制(合計の繍)の推移である。総資産のI初制は、 38年下JUJの 55百

万日目、 39年上期の 105百万個と推移した後、 39年下期から 41:年上期まで連続して 2依田台のiVl1JIIを見せ

ている。そのあと 41'If:・下JUJからの三期は 74百万園、 168百万問、 123百万四と抑制的であり、特に 42年

I'.JUJは払込未済資本金の地加 169 百万聞を控除するとマイナスとなっている。ところが 43 上期以降は ~145

百万問、 190百万問、 407百万四、 6471'i万四、 985百万聞と再度急憎している。このように総資産m航に

1.1 IVJ綴なパターンの変化が錐認されるので、これによって時期区分を行うのが適当である。すなわち、本市

でli下記の時期区分に従って分析を行う。尚、第 1国営業報告書以前を設立JUJとし、また終戦直前の 44年

11 JJ 26日以隊を絞終j別とし、それぞれ独立の期とした。

設立JUJil締業の設立 (1937年 11月25日) - 1938年 5J1 25日

第 1JUJ 1938 イI~ 5 )) 26 U -1939 ~j'. 5 ) I 25日

第 2期 1939年5月26B -1941 ~ 5月25日

第 3期 1941年 5月 初 日 -1942年 11月25日

第4J~) 1942 1r・11JJ 26日-1944 1f: 11月25B 

役終WJ1944年 11}] 26日~満洲向の解体

Jうまでもないが、この時期区分は第 1，2'(oiと異なっている。両省・の関係は次のとおりである。渦業の l股立

は修正五ヶ年計l判定胞に伴う資金膨張の開始と重なっており、設立}明・第 1期と第 2}聞の三分の二が党il，2

0の第 3WJ (資金膨張JUJ)に該当する。第 2Wlの残り三分のーと第3期が第 1，2務の第4期(金融引綿朋)

に対応し、ノド帝都 4JVJ・最終j閉が第 1，2f，iの第 5J明(資金再膨張j切)である。

設なj明は先行研究のいずれもが中心的に取り扱っている時期であり、また設立経紛の分析は本市で保mす

る分析手法に馴染まないので、原 11976Jに従って簡単に紹介するに留め、満楽への補給金の規定と具体的な

股立手続をゆ心として命じる。第 1期は設立期の f基礎工作jの上に立って本描的活動を開始した時期であ

る。この時期には主にイE日子会社の収益)Jによって満業の活・動は比較的安定的に推移していた。第 2WJに満

3院は、 i締洲興業銀行からの借入と日本での社債発行により巨者riの資金を調達し、 i情洲囲内に積極的に投資を

打った。しかし、チ会社の経営内容は急激に悪化し、 i両業は苫境に立たされることになる。第 3JUJはi術洲国

が金融引締政策をとった時JUJであり、 i締業は資金銭に陥る。これに対処するため渦業は日産から継il<した在

2~1資会社勘定 1:1、資庁側だけではなく負債側にもある.本愈で 1:1資Ri側を rt主資会社勘定j と長記し、負債鱒I! r fX:資会社勘定(u

(J側)Jとして尚r，を(>(8Utる.すなわら、絡に断わらない限り、 r t宣資金tt勘定jといえば資'R側を指す.
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日企業の株式を光l:ilし、日本資本の埠人に努めた。第 4)別・最終JYJにはi前洲l吋の f資合n給{ヒJが2EEl-Eされ、

l持業への日本の投資がほぼ完全に停止し、 i持業は 11-1えからの資金持入機関としての役割を世失した。 i椅業は

もはや子会社への税制力を尖い、 i品洲中銀が紙幣j怜先によって創出した資金の通過点に治5なくなってしま

う。このような状態で満業はその終米を迎える。

以下ではこのような満業の軌跡を、資金の流れのなかから同構成する。

3.2 満洲重工業開発の設立 ・ ・・・ ・設立期設立前後-1938年 5月25日

3.2.1 設立の目的と手続

日産のi絹洲移駐=満業設立は、第 41誌で述べるi椅5"-改組問題と、 37{I:にr;lJ始された満洲節来IJH党五ヵ年百|

函に密接な関係がある。 i荷鉄はliiなる鉄道会社ではなく、大規棋な石炭・鉄鋼部門を持ち、その子会社は多

様な業極に展開し、更には満鉄附属j也の行政織を持つ行政機関であり「泌"'玉[yJの氏名をとっていた。し

かし満洲同成立によって関東筑・ i持洲国政府にとって満鉄の鉄道以外の後能はむしろ不 ft~1fと泊倣されるよ

うになった。満業の設立は満鉄の電工業部門を分触するものであり、 n締鉄改組j に -1~:の結27 をつけると

いう性質をもっ。(第 4章第 4節節 1，2項。)

五ヶ年計画との関係では、このような膨大なt汁l刈の述成が、それまでの特殊会社による「ー来 a 札主義j

の開発戦略では函維であり、 「イf俊的綜合的経営J}j式への転換が必~であるとされたことがi，~来設立の理

由としてあげられる。またi絹鉄は、五ヶ年計画の内容に沿った鉄道.ill設計画を公表したことで 36年ぷ以降、

日本資本市場からの資金調達に失敗し、 37年度の資金調達計画が府政にのりあげていた。そこで五ヵ年間

函をファイナンスするためにはi崎鉄以外の日本資本市助からの資金調述Jレートの硲保が必定悦されるように

なった、という事情もあると推定される(第 41.'(第 5節節 3項)。日本の資本市場との関係以外に、鮎川が

アメリカをはじめとする外資の満洲導入を提起し、それへの期待がi拘業設立を実現せしめたという側面もあ

る3。また日産の側には、 (1) 1937年の税制改ネによって持株会社にこ虫採説が課されることになり、日置

本社の存続が困簸になったこと、 (2)株式市場の忠化による資金調達闘雌、という事怖があり、これに加え

て (3)外資の導入によって満洲に段新式の重工業を辿投しようという鮎川の夢があったという。これらの思

惑が複雑にからみあった結果、 U躍の満洲移駐=i持決設立が実現した。 4

37年 11月 20日に日産は本Jliを新京に移転し、 12)J 1 日の治外法織倣~.満鉄附属地行政符移演ととも

に満洲国法人に転換され、 20日のi尚洲重工業開発株式会社管理法公布及び27Bの同法随行により商号を満

洲重工業開発株式会社に変更した(満洲重工業開発 [1939]，47・52，(0。渦業の事業問的は同法第二条に次の

ように示されている(満洲中央銀行調査課 11939]，277JD。

第二条 i的洲重工業開発株式会社ハ本邦ニ於ケ Jレ左ニ鎚ク Jレ事業ニ投資シj~ノ経営ノ指#ニ吟Jレヲ

以テ目的トス

3周知のごとく満j駐による外資の!IJ.入はほぼ完全な失敗に終り、 i渇集1:1外資iJ入傾倒としてはほとんど微能しなかった.本尊tl二実現さ

れた事業のf.tl匹に注意を集中するので、外資i車入活動にI!立ち入らないことにするe 外資場人工作に関しては既に瓜 [19761が級wiな分折

を行っている。

4満洲図の五ヶ年計画がアメリ:カの資本と伐衡のiJ入に期待するものであったのにH し、ヰl/f.民間の国民政府が 36 1トに開始した五ヶ~

U~I!ナチス・ドイツの資本と筏衡に'Jr.{f. している。この四者の組合せばわずか三~四年のめいだに入れ寄ってしまい、 γジア太平洋眼

争段階では、 t禽桝図=ナチス・ドイ Jと<1>4署長田=アメ Jカに変化する。中事長問がドイ 1からもアメ，)カからも尖質的なjfNJをf量得

したのと対照的に、 I縄百十:聞はアメリカからの資本虜入に失敗し、 ドイ Jから2量得した媛助も持{置かであった。
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三自動'It製造業

回航空彼製造家

五石炭微震
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i崎洲 ífr.工業開発体式会社ハ前項ノ 'J~l.ノ外金、亜鉛、鉛及鍋Jtノ他ノ鉱業又ハJt ノ他ノ事業ニ附

';ii的ニ投資スル :J~ヲ作

すなわち、;錆業は投資と経営の指導のみを行う持株会社であって、尖際に生産等の 'J~業を行う機関ではない。

その投資の範囲規定は融通の平IJくようになっている。実際、後に見るようにその投資範囲は広範であったs

しかし、そのほとんどの郎分は第二条のー~五に規定された部門、特に鉄鋼と石炭に集中していた。

3.2.2 補給金の規定

i将来は日本からの資本線入を確保する目的もあり、鮎川の要求により年六分の配当を維持するために十年

間政府からの補給イ訟を受けることになっていた。それは同法第十=三条に次のように規定されている。 (i締洲

'11央銀行調査課 [1939<¥1，288fi)。

第十三条政府ハi持洲重工業開発株式会社ノ毎営業年度決算ニ於テ満洲囲内経営事業ニ関シ生シ

タ Jレ綜合純益カ満洲[~l内経営 ・J~業ノ為援向ケラレタ Jレ資金総額 (満洲国内経営事業ニ関シ主主シタ

ル持金ヨリ成ル資金ヲ除ク)ニ対シ年六分ノ割合ニ逮セサJレ場合ニ於テハ本法施行後十年以内ニ

終了スJレ営業作成ヲ限リ其ノ不足額二相当スル金額ヲ補給ス補給シタ Jレ金額ハ爾後ノ営業年度ノ

あj;合純益カ年六分ノ ilJIJ什ヲ組過シタ Jレ場合ニ於テ Jl: ノ組j品金fJi ヲ以テ年二分ノ í'~J合ニ依リ al算シ

タ Jレ利息ヲ附シ之ヲ償還ス Jレコトヲ~ス

)jipñ ノ綜合純益ハ毎営業年度ニ於ケ Jレ満洲囲内経営・'J~業ニ l湖シ生シタ Jレ総益金(縁起益金ヲ合

ム)ヨリ総長i金(11¥入資金ノ利息ヲ除ク)ヲ控除シテ之ヲ計算ス

この胤1じのために渦業は株主への配当に汗l置する必要はなかったのだが、このことが逆に子会社の効率への

関心を減少させることになり、満業の経営を闘般に陥らせるー凶ともなる。尚、この補給金は政府の投資特

別会31から支出された。

3.2.3 設立期の活動

湖東の第 1同学1・来似合l'fの f営業概況一、慨況Jはこの半年IIIJの活動を次のように報告している。

昭和十二Sj: 一 一
a会社ハ 二十月 十七Ili前洲重工業開発株式会社管理法施行ト同時ニ商号ヲ満洲

1M徳例年 一-
}li工業開発株式会社ト改メ満洲同政府監督ノ下ニ満洲回ニ於ケJレ重工業ノ綜合的開発及確立ヲ目

的トスJレ強力ナJレllt.l肱会社ニ改組セラレタリ

、líJ問中ニ於ケ Jレ i悩洲凶内 ~JJ業ハ既存各砥事業ノ譲受及Jl: ノ検討、本社機情ノ整備、 i荷洲鉱山会社

ノ股立等専ラ今後ニ於ケJレ本絡的活動ニ必要ナJレ纂礎工作ニ努メ続ネ所j羽ノ進妙ヲ見Jレコトヲ科

タリ

次ニロ本I討内ー於ケル各将棋業ハ概ネ順調ニ終始シ予期ノ成総ヲ収ムJレコトヲfZタリ
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f日本国内ニ於ケJレ各種引来uというのは、満足が(I v7tの衛庁変~によって成立した会社であり、その子会

社に日政系列の企業をそのまま縦)f'(していたがゆえである。

商号の変更に杭く「基礎工作」は、具体的には 3711'.12月27日に聞かれた日産第 51同定j例代主総会のm
資決議から始まる。繰り返しになるが、 I前業は新設の会社ではなく日航の後紋会社であり、 []PEがi渇業に商

号を変9iして!w資を行い、その新株を満洲国政府が引き受けたという形態をとっている。この.. ，~:に!刻する第 l

回営業報行'1lfr庶務概要一、株1ミ総会Jの記載は次のようになっている。

資本金~J)IIノ件

(イ)勺会社ノ資本金ヲ爪依nt千五百万冊m加シー株金五拾聞ノ新株式四百五十万株ヲ先行スJレ

コト

(ロ)新株式ハ全部満洲同政府ニ其ノ引受ヲ求ムJレコト

(ハ)新株式ノ内二百三十七万株ニ対シテハ各株ニ付金五拾回、二百十三万妹ニ対シアハ各株ニ

付金参拾七回五捻銭ヲ第迂回払込トシテ僚収スJレコト

この満洲 r~1政府による新株引受の節 l 阿払込は、 198，375千四となるが、そのうち 127，190千聞はぷIII・5に

見られるように、 38年3月2日に昭和製鋼所、満洲政破(以下満炭)等の満洲国政府所不f株式の議渡によっ

て行われた。この株式譲渡と向日に「満洲国第四次回鑑公債J満洲同幣旭川0，000千聞が先行されて満洲ql

銀によって引き受けられており、株式譲渡以外の 71，185千四はこの国債の凡返金によって払い込まれたもの

と推定される。日本興業銀行 [19891 には、 38 年に合~I・ 150 百万四発行された満洲国幣ll!同僚の!Î I受先が明

記されていない。しかし表II・13・cからこの年の満洲"1銀の国債引受額が 150百万聞であったことがわかるの

で、この国債の引受は満洲中鋭によって行われたものと与えられる九設立後半年の株式の;賞受を除く満業の

投資活動は、揃炭に 16百万四、昭和製鋼所に 6百万四、満洲軽金紙製造(以下満洲経金以)に 12百万聞の

株金払込1l-ilr34百万国と、 i前洲鉱山政立による 12.5百万四の株金払込であった。第 1伺営業報告t!Fにはこ

れらを新株払込金によって調達したとある。このような手続によって渦業の「基礎工作Jが行われ、 I拘業は

その「本絡的活動jのスタートラインに立った。

その出来上がった満業の資産状況を第lJVI貸借対照点 (38年 5月25日現在)によって硲認しよう (表 III-

1・a)。満業の総資産は 604百万闘であり、調達は資本金450百万四 (53百万聞は朱払込)が般大である。

出資比率は満洲国政府と民聞が1: 1であり、払込済資本金も同率である。運用の主要部分をしめるのは有

価証券 430百万聞であり、内訳は満洲関係 174百万闘に対し日本関係は 255百万四となっており(衣I1I-2・

a)、日本関係が過半を占めていた。日産が満洲に移駐したといっても、日産が会資産を光り払ってi締洲に資

本を移動したのではなく、日産の本社が満洲に移駐して社名を変更し、相資を行って満洲関係企業の妹式を

資産に加えたに過ぎない。かくして前半期においては日本関係資産が桝来資産の大きな部分を占め続ける。

これが満業の成立時点の姿である。

5.f1..込金の行Jjであるが、 38王手5月の貸借対照表の銀行勘定が78，892千四に遣して必り、この勘定の残高が 11月時点で 14，126手
置に減少していることから、政府によるu.込金71，ω5千四はこの銀行筋金残高の形でしばらく場f脅していたと考えられる.
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3.3 修正五ヶ年計画の実行 ・ -第1期 1938年 5月26日_._， 1939年 5月 25日

3.3.1 資金の調達

I椅業m1 JYJの資金の，~itは、資本負債の側では借入金 109 百万由、社債 30 百万回、 「その他資本Jm 21 
百万聞であり、資産の側では払込ぷ済資本金の減少0653百万四、 fその他資産j減少ム37百万四というこ

とになる(衣III-l・c)。

払込未済資本金とは、公林資本金と払込資本金の差額のことであって、その減少とは資本金の払込が行わ

れたことを示している。渦~は設立当初、政府持株・ 一般持株それぞれ 450 万株 (=225 百万国)のうち、

双方ともに 26，625千四の払込が未済だったが、その払込が第 1Wlに行われた。また資産側の「その他Jの減

少ム37-(j万聞は、 38~手下JPJに銀行預金が 65 百万四引き出されていることの反映である(表 III-l・d) 。こ

れは上述の股立時の株式払込金が暫く銀行断金として滞留した後、引き凶されて投資資金となったことを示

している。

資本負債の側であるが、まず借入金から~.察しょっ。第 l 期に満業は 109 百万回の{昔入を行っている。こ

の借入金の訓述先を明らかにしてくれる資れはないが、 1938年 12月時点では満業は満洲興銀から資金供与

を受けていない(表II・10・a)。同表によれば39年 12月時点では 200百万四を満業に供給しており、この間

のいずれかの時点で満業への資金供給が文行されたことになる。 j詩集-の借入金が39年下)PIに179百万凶I甘加

していることから(炎 III-l・b)、39年仁j切にはまだ満洲'"銀からの借入は生じていないと推定される。満

業の第lJUJの借入金憎 109行万聞は満洲興銀以外によるものということになる。恐らくは次に述べる U本の

シンジケート[lJからの社iJtIlir II¥'ではないかと思われる。

社債は 30百万闘が全額日本間建で起債されており、日本側銀行によるシンジケート団に よって引き受け

られている。シンジケート団の権成者は日本興銀、正金、朝鮮、第一、三井、三菱、安田、第百、住友、三.

'+11、野村、得銀行と三井、 三菱、安田、住友、各信託銀行という顔ぶれであった(表III・7・a，b)。

次に資金の運用であるが、これは有価証券 221百万聞にほとんど集中しており、それ以外は投資会社勘定

29百万四とれ債の部の「その他負債jの減少ム 13百万四である九投資会社勘定というのは、子会社への貸

付金のことである。表III-l-b，cの第 UPJの'JJ業投資の欄が空白なのは、 38年5月時点の残高が営業報告書F

に拘絞されていないからである。 39年上JVJだけで見るならば、有価証券mが 136百万聞で、そのうち満洲関

係が127(i )j IID j~、日本関係が 9 百万四I首であり、投資会社勘定は 4 百万国増に過 ぎず、 満洲関係が 7 百万

UUj~で日本関係は063 百Ji UUの減少である(衣 III・1 ・ b，c) 。おそ らく 38 年下期も同級に満洲への妹式投資

が行われたものと推測される。

3.3.2 子会社への設資

ここで以下の分析で頻繁に使用することになる表III-2 (a有価証券残高、 b，c有価証券上自滅)、衣III-:3

(a貸付金残高、 b，c貸付金JW滅)、必 IlI-4 (a投資残高、 b，c投資JM減)の内容を説明しておきたい。表

III・2-aIま営業報告舎のßHr:日鈷の有価必券欄であり、 b i<はその~減をとってフロー化したものである。ま

たそれぞれの c去は bぷを各Jua互にまとめた合計を表示している。 i鵠業の貸借対照表等における有価証券柵

の金額には、満業が実際に払い込んだ株令の残高が計上されている。また株式以外に国債等を一都合んでい

るが、社債は合まれていない。点III-3・bは営業報告冷の f投資額ノ主ナJレ異動Jという繍に示された貸付

6 rその他n~ J 減少のほとんどは仮受金の減少であり、徐式のt1.込念を手錠上{反受金に-'~ì$留させて必いたものかと錐測さtLる.

t 
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金の然動の系列であり、衣III・3・aはそれを以前してストック化したものであり、 i持~の投資枝市 .m減の推

定値を表示している。この累川の在i絹企業と在U企業の各々についての合計l立、衣III.l・aの投資会社肋定の

満洲関係と日本関係にそれぞれ一致するはずであるが多少の誤iEがある。'}.<.1II-3・bの 「満洲足額jとru本

差額jはその誤差を表示している。その額は在i純子会社では蛇悦しうる利皮であるが、有利子会社では 55-

41百万四と大きくなっている。しかし、在日子会社への新胤の貸付はほとんど行われなくなり、全体として

徐々に回収されていことだけを従認すれば十分であるので、この不正健さがノド章の誠司命に.!]・える影符は/J、さ

い。表III-4Iま去III-2とぷIII・3を加算したものである。イEU子会社への貸付金残高の不正硲さはそのまま

継点しているが、在i尚子会社については信頼しうる数似である。

この表を利用することで、 i純業の資金投入が何処に対してhわれたかがほぼ正確に把制できる。第 1JPJの

動きを見るならば、有価証券は昭和製鋼所に 50百万四、*辺道開発(以下、 ーボ辺道)に 1・1百万回、 i持洲民

割高(以下、満'炭)に 62百万四、 i締洲鉱山に 25百万町、 i持洲飛行機製造(以・f，il掩洲飛行槻)に 10百万側、

渦洲自動車製造(以下、満洲n動車)に 25百万聞の投資が行われた。日本関係では臼ノド鉱業に 12百万側、

目立製作所に 7百万四、目立屯jJにl百万聞の投資である(炎III-2-c)。貸付金は 3811・1-J明・下期の常・来

報告舎に槽滅の掲載がまだ行われていないために 39年上JQJしか数字が把併できない。 39~I 上期は満洲鋭敏

に7百万四の貸付がなされ、日本から 3百万仰の回収がなされただけである(みIII-3・b)。

ではこの投資を受けた各社の収支状況はどうだったのであろうか。表 III8 は営業報isfJi に~g~されている

主要傘下企業の各期の当期利益の系列である。第 1JQIは*辺辺、 i拷洲鉱11J 、満洲飛行機、渦洲低金属がjh~:{:

を出している以外は、一応黒1;を計上している。ただ、満洲の企来・の中では、昭和製鋼所がかなりの川?を

計上している以外は利益が少ない。満洲関係企業の当期利雄の合計が38~IミドJUJ 、 39 年上JVlがそれぞれ 9.92

百万園、 9.55百万四であるのに対して、日本関係はそれぞれ41.56百万問、 44.56百万聞と大きく1fT純金泉

を上廻っている。つまり日産時代からの子会社に比して新たに傘下に加えられた満洲国の各社は効容が忠かっ

たのである。では満業本体はどうであったろうか。表111-9はその収支構込を示している。-比して分かるよ

うに「管理li去十三条に依る受入金」の比Ifrが大きく、しかも12.i主に拡大して行く。第 1JVJにおいては配吋金

lIX入が主要部分を占めているが既に同受入金が総益金の 15-20%に達している。 7

3.3.3 小括

第1期のi持業は、 「基礎工作jが一応終了したあとを受け、昭和製鋼所.riJi炭等への投資をJ;}J始した。住

i品企業も収益)Jに乏しいとはいえ大きな欠航を出すには至らず、在日関係企支の強力な収益力に支えられて

順調に運用益をあげていた。 i筒洲興銀等の満洲国金融機関への依存もまだ小さく、日本からの投資導入機関

としての役割を一応来たしていたといえよう。

3.4 資産膨張期 ・ ・ ・・ ・第 2 期 1939 年 5 月 26 日~ 1941年 5月25日

3.4.1 資金の調達

第2期l立総資産が急激に膨張する時期である。わずか二年のIUJに総資産は 764百万国から 1，724百万四へ

倍憎し、 960百万闘相加している。まずこれら大誌の資金が如何に調達されたかを確思しよう(衣III-l・a，b，c)。

739 年上期決算でI:.(Î価証券売却径が 1 1.4 百万国計上されているが(表 1 1 ト9) 、これは日本鉱業の新徐ヲ I~是とそのiÜ後の究却という

停:~乍によって宛得したプレミアムであり、後に見られるよう会在日チ会社~式の先却による婦制役資バ伴って'.じるヲ'é.tll~といった性信
のものではない.



100 満洲国の金~!

~2 期の調達は借入金.1M563百万問、社債地310百万聞が大きしそれに投資会社勘定(負債側).1M 41 百

万問、 「その他資本J1M 45百万聞が続くヘこの他に資産の仰jで注臼すべき動きが見られる。それは日本関

係の株式の減少ム22百万四と貸付金の減少611百万凶である。衣 III-4・cで在日子会社への投資異動をみる

と、u立匁作所が例外的に 1i百万聞増となっている他は、日本;水車ム20百万四減少、日産化学工業6 15百

万間減少等が主要な変化である。確間たる利益)~鐙を持った日本企業への投資を回収し、脆弱な満洲企業に

投資するという動きの間的されたことを示している。

院大の捌j主項目である借入金であるが、ぷII・10・a，bをみれば、この調達が満洲00鋭からの大量の借入に依

{I:していることがわかる。 38年12月にはイFイEしなかった満洲lX.l鋭からの借入は急激に膨張して 40年12f.1 

で品9百万聞に述している。 38年 11月から 40年 11月までの1他業の借入培が547百万闘であることを考え

ると、ょの期間の1角栄の{ii-入の九割程度が満洲興銀から導入されたと推測される。第 2J羽の借入金I哲は 56:3

ri'JJ聞であったが、このうちの満洲興銀のシェアも同程度であるとすれば、500百万個程度が満洲興銀から

の資金移入であることになる。また逆にi締洲00銀の方から凡ても、 i的洲興銀の 38年12月から 40年 12月ま

での貸付金の得額883(J万凶のうち、渦業一社で55%強を占めていたことになる(ぷ II・3・a)。このことか

ら渦来とiiJi洲00銀の強ÎJな関係が第 2期から開始されたことがわかる。

ここで注意しなければならないのは、第 1，2来で述べたように、 40年 6月に資金面における f徹底的重点

主持」への転換が行われ、 i前洲国のあらゆる部面に対して資金の圧縮が要求されたことである。しかし既に

比た如くこの方針の公立ilよなかなか実効がよがらなかった。 i締業の総資産の膨張ペースを見ても 40年下Jtij

232百万回、 41年上JtJ220百万四と方針転換以降一年にわたって 2億四台の膨張を続けている(表III-1・b)。

この現象の要因はこっ考えられる。まず第一に、満洲中鎮の国内向け資金供給の削減が本格化したのが41

年に入ってからであることである。第 1，2f;f.で見たように、 f徹底的重点主義jの移行が決断されたとはい

え、 1締洲中銀は国内資金をJJ綿しえなかったのである。 第二は、満業及び傘下企業が満洲国の重点部門にあっ

たために、資金の優先的供給を受けていた可能性のあることである。

~仰はともかくとして泌来は文字通り i的洲経済の主要工業部門の資金供給Jレートであり、その満業の資金

が膨張を継続したというリ~:.kから、 I純洲国政府の「徹底的量点主義j 移行=金融引t憲政策への転換の影響の

特i斉の主安部門への波及li、移行宣Jが行われた 40年6月から一年後の 41年下JtJ以降であるということに

なる。

1J:i貨は借入金に続いて第 21切の重要な資金調述淑となっている。営業報告沓の社債に関する記述は、 4家主

総会の決ぷ'J~項「社世n}:集ノ件j に見られる。首~2 J明に関係するものは次の二つの決挽報告である。

i縄洲帝国政府保証ニテ無担保社債総額[]本国通貨迂億五千万国也以内ヲ数回二分チ募集スルコト

(第3回営業報(iis件、 39年上期)。

1崎洲帝 l司政府保';IEニテ社債総智i けみ:[k];品i'í: Jlt位四也以内ヲ数[!_IJ ニ分チ非~ス Jレコト (第5国営業

報告谷、 40年上JUJ) 0 。

39 1r~よJþ!の 150 百万仰と 40 年上j切の 200 百万聞を合計すると 350 百万個となるが、この値は第 2 期の社債

終段資会社民bi主 UH町側)の内干fl;l.、資産の仰のn:資会はl的犯が関係金集への貸付金であるのとi監に、関係企業からの満突の俗入を必

す (i縄洲lt.L条l場予w鰍、19:18iJ~ 10月11臼)。だがそれがどの企業からの111入であるのかを示す資料1:存在しない。手元に資金余絡の

ある・(.会社から資金を関i世して貨a:不足の子会社に敏i曲するという行動1ま吋代考えられるところであるが‘ i黄葉の子会役には資金余俗の

!tじやすい-~種I!Q当らない. 鍛えていえば、実績のよい日本側企業がi貸業に資金を継過していた可能性はある.

。~3 聞の決援が f!U!}{'i.lif貴j であるのにj.1 し航 5 i!)が単に f社債J となっているが、実際に I! ;fftll{'(往復 I!発行さ 11.ていない (8

み興概銀行(1989)~年版) . 
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.ft'1310百万凶と近い数値である。この決議の内容から、この社債がn*別illであり、[J本資本心人のために

臼本で先行される予定であったことがわかる。・J~~、第lJþJ と同様に筋 2 J羽に起債された札似310百万四は

全額が日本UDillであって日本の銀行間によって引き受けられていた(p<IlI-7・a，b)。社債は渦来にとって 11

本資本を導入する重要なパイプであった。上述のように渦業は満洲興銀への依存を深めていったが、このパ

イプのおかげで日本資本導入機関としての地位を第2JtJにはまだ確保しえていた。

3.4.2 子会社への投資

次に述Jfl状況を確認しよう。資金の運用はi締洲関係の抹式it1620IT.UUUと貸付金I切354百万聞の満洲関係

投資(合計973百万四)に集中している(表III-1・c)。各企業別の1{'l減は荻III-4・cに示されているように、

第 2 期も I持政と鉄鋼三社だけで 6ïl 百万聞を占めており、この筒郎門のífC~性は変っていない。特に第 2 期

に本渓湖煤鉄公司(以下本渓Hill)が傘下に加わっていることが重要である。満業の資本書JJIlW. l1~の本渓湖の

出資者は大合事業6百万四・満洲凶政府 4百万四であった。 i筒洲国政附は大合に圧力をかけてh・4業を蓄加さ

せて、これを大念事業 40百万凶.i尚洲国政府20百万四.i椅業40百万凶へと変更せしめた。 10

注目すべきは有価証券投資と貸付金の比率の変化である。 39年下期、 40年上下期はi前洲関係の徐式が198

百万四、 193百万四、 188百万国と僧えたのに対して、貸付金のmJJIlli56百万四、 70行万問、 34百万聞

に留まっていた。すなわちこの期Ii日は有価証券投資が小心であった。しかるに 41年上JUlに人って両者のI付額

はそれぞれ40百万四と 194行万四となり、比鼠が逆転して貸付金形態によるチ会社への投資が'11心となった

(表III-l・b)。この逆転がもたらされた理由について次の織な記述がある。

之ハ在i絡事業ハ未タ建設JTlヲ脱セサJレモノ多ク且五ヶ年計画ノ拡允ト共ニ経営規娘ノ鉱人、原料
ママ

不足ニ等ニヨJレ口口コスト向ノタメニ経営状態不振テ従ツテ配当仮モ怒ク勢ヒ満業トシナモ株式

払込ニヨ Jレ[よりもl貸付金ニヨ1レ形式ヲトラシメタノテアJレ。ロ1的業傘下会社中説干Eト43年半

ばj配当シテヰJレノハ昭和(六分)本渓湖(三分)協和鉄山(五分)位ノモノテ他ハ殆ト終配状

態ナ Jレ lJ~ニヨツテモ分Jレ。従ツテ満業トシテハカカ Jレ経営状態ノ片シカラヌ会社へ央大ナ投資

ヲセネハナラヌノテ日本資本導入ノおニモ政府ヨリ配当保証トシテ補給金ヲ受ケテハヰルカ更
"'17 

ニ J~収益噌加ノ為ニ株式投資ヨリ貸付金へト向ハシテタノテア Jレ。此点ハ吏ニ後ナ述へJレ。{Jf

シ之カ各会社ニ与へJレ負担ハ大キイ。(娘公織文書R6・38，20・2氏。[ 1内は安問。口は判読不

能。)。

10大倉喜七郎は381J:.6月15日午前 11崎、関東.1荷京司令1mに紹かれ、 4童図司令官と簡自主した後、大.UI'8・耳，.岩太郎とともに片

倉中佐・永井少佐・秋丸少伎と会見した。この会見で片倉は、

本i災湖ハI荷風情*のこと-1ettlノ傘下ニアル附日製鋼所ト之ヲ一体ナラシメtiUiニ車問セシム}"'1ifげシテ '/1判別ノ

銭鋸佐官三十年ノ特殊性ヲ鰍磁シ資本的ニハ昭和製鋼所ト向織Jt徐式五五%ヲ浦氏ヲシテ所有セシメメマスガJtノ経常ハ

本ì~i錫之ニ当リ昭和製鋼所ト併ltシテ本i~湖彼自ノ経営トシタノデアリマスJ!ニtt'fハ色々ト御怠見モアリマセウガ以上

/綬**ヲ御隊承ノ上大衆的児島tヨリ此際是非御承Riヲ11ヒ度イト忠フノデアリγス

と要求し、またそれが日満R町田の悶11決定であって f変更ハ絶対ニ不可能デアリマス只実路ニ俊テハ尚妥IIIノ途ガアラウト思フノデアリ

マスjと承衡を治安した。これに対し大倉1;1.、

凡ソ事条トItシマスモノハ事業家ニトリテハ全身生命デアリマス、

資本ノ五五%ヲ溺lf!ニ綴レト 111 サ Jレ、コトハ事業家カラlJf.ヲ家フト云フコトデアリマス IIPチ1巨人カラ ~Jヲ縁フニ等シイ

ノデアリマス・

之ハ自分トシテハ全々準へ芝、ピ1~"J'ルトコロデアリマスカラ婦問ノよ然考シテミタイト~ヒマス

と苦渋に縄ちた回答を与えているo i日本銀行金量生関係資本l521.編纂醤号1r本渓請書製i1-il暗/rJlUニllGシ随東軍司令oト大倉健ノ会

絞J) 
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満業の迎m益の推移を表1II-1O11の差額 aの慣によって確認すると、 40年下期から赤字に転落している

ことがわかる。この運用収益の悪化が徐式から貸付金へのシフトをもたらしたというのである。この点につ

いて似(1976Jは、 [三九年下期以降は傘下会社に対し相当量の貸付金も行ない、株式投資が限界に近づいた

閉一年.はとくに巨額の貸付が行なわれている。・ 288頁)と2及している。株式投資自体に何等かの f限

界jがあるわけではないが、ここで述べたようなチ会社の配当のあまりの怒さが満業に株式投資の f限界j

を感じさせたのである。

このような運用効曜の悪化にもかかわらず当期利益は相変らず思学を維持しているが、これが管理法第十

-条による補給金に依存したものであることは言うまでもない。第2則に「その他資本Jが45百万国初加 し

ており、これはtQ;Jl11の利益によって地加したものであるが、第2期の後半の利益は投資の運用益によるもの

ではなしこの政府からの補給金と有価証券売却益によ って作られたものである。尚、同表の差額bは政府

からの揃給金から政府への配当を差しヲ|いた純補給金額を示す。

では第 2JUJの満業投資先の収益力はどのように推移したであろうか。表1II-8をみれば、満洲関係企業の当

WJ利益の合併は、 39年下j腕12.76百万四、 40年上JU117.06百万凶、 40年下期 13.58百万固と日本関係企業

比では相変らず低水準ながらも一応順調に推移した後、 41~上j切に 3.84 百万聞に急落している。企業別で

見ると、昭和製鋼所は順調に利益を計上しているが、本i良湖は 40年上JUlを除くと低水準の黒字であり、その

他は|吋和自動IIL、i荷洲経金属、協和鉄山が何とか黒字を維持しているが、あとは赤字である。特にこの節2

JUIに358百万聞にのぼる巨額の投資を受けている泌氏が急散に来続を悪化させ、 41年上期にム7.14百万聞

の大柑な赤字を針上している 12。このような子会社の収益力の悪化はi持業に打撃を与えた。

営業報告書の nμ業概況 一、概況jは各j聞とも「概ネ順調ニ推移j式の無内容な短文を載せるのが満業の

通例であるが、 41{ド5月に限つては次のようになっている。

~JPJrlt l両洲囲内ニ於テハ内外諸情勢ノ変化ニ囚ル困難ヲ克服シ既存事業ノ拡充整備ニ努力セリ

ここでは f内外諸情勢ノ変化ニ因ル困雛jというヨ況がなされており 、しかも 「概ネ順調ニ推移jという決

り文句を欠いている。 I持業はこのような紋切型の円上にすらとうてい「続ネ順調Jと口にしえない程の苦・境

に¥1.

3.4.3 INi!i 

都2JVIにi純業は、 i椅洲興銀からの借入と 日本での社債発行によ って大止の資金を調達し、それを急速に。傘

ドの抵て来企業に投下した。しかし、その傘下各企業は利益基盤が脆弱であり、特に最大の投資を行った:満

川氏 111・1011満条の運mに関連するUt鋒と、支払配当金を匝lJ1Jにおいている点で、i!li常の運用品tの概念と異なっている。通常の区分を

J11いなかったJ!rlll1、満員Eの収益に1:'管理法 13条による補給金が含ま札ており、この鴻給金が配当の源泉を成していたためである.'この

政1(1からのIti給金を政府への配当金主術主主し、政府からの純補給舗を算出する必要があり.これと平行して一般への配当金も収益計慨に

組み込んでIf践することにしたのである。

また企業というものを f主体jと考えるならば、徐式の先行も社債の先行も{昔入金も肉じ資金の網逮であって、配当金も社債や借入金

の利息と肺i織の資金貨111であるということになる.本績の分併はこの立織に立っている.

12泌氏が治集に与えた悶般はこの赤字に留まらない。満淡の理事長 1:'張作tt爆殺事件の tìtt者で元関東1Ii~nの河本大作であり、社

内世完全に.出していたため、満員EのJ首滋力11全く及I!ない状態であった.泌氏11i樋泉の』走資の大きなお分を吸収している主鎗企業であ

り、それに対する統制が及Iまないことは、満員Eの存在意殺をおびやかす事態であった.この対立は 40王手9月に鈷JIIが河本の健免に成功す

るまで総統する (s( [1976].257-64 Ti) 

13 日本関係~.lについては 14Jlllと lilI向じで、 41 年 5 月期も、

日本凶内ニ鈴ケル投資司E業ハ~ネM網ニ終始シ予期ノ成績ヲ収ムルヲ f~ タ リ

となっている。もっと も大ほの期では f臼本国内ニ鈴ケル投資収集ハJではなく fモゆJとなっている.
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肢の業況が悪化し大きな赤字を計上するに主った。そのためにi崎支の迎/IJ益は功=ネに転 じ、これにH応する

ため傘下企業への投資形態を株式投資から貸付金に切り換えるという扶作を行わざるをえなくなった。ょの

段階でこうした困難を抱えていた渦〕創立、アジア太平洋載q~IJll戦を迎えて-~の苫境に立たされるこ と にな

る。 14

3.5 資金難と日本関係資産の売却 ・ ・・・・第 3 期 1941 年 5 月 26 日 ~ 1942年 11月

25日

3.5.1 資金の調達

第 3 期に満洲中銀lま「関米軍特別演習j 以降の jl[ ・Jf;基金臨~1!{による凶資金過剰に対応するため [illÁJ資金供

給をほぼ完全に停止した(第 1，2衆参照) 0 41 {I~に入ってからの満洲中銀の国内向け資金供給の抑制は徹底

的であり、 41 年 1 月からのこ~r:ij に満洲同内から6. 125 11万凶もの資金合同収している(みn・2・h)0 1他業

の総資産の~加は、 41 年 5 月か ら 42 年 llJJ ま での一年、れで 366 百万四に留まっており、これはこのi在住Îl

の39年 11月から 41年5月の一年半のj税額 667百万凶の約半分である(みIII-1-a，b)。

第3期は 42年上期に治資が行われたために資本金が 225百万四m加しているが、同時に米Jム込資本金 169

百万四の鳩加が計上されている。これは払い込まれた外金か 56 百万側であったことの反映であり、 j~資によ

る資金調達はこの払い込まれた部分に限られる。~-tl、込資本金 169 百万四は結局最後まで払い込!まれないま

まに終ったので資産としての意味はなかった。この節分を控除すると第 3J明の総資産開宮lはわずか 197百万

田となり、これは直前の一年半の三1;11にも満たない。併に 42年上JOJの実際の総調達級は6.1百万冊、つまり

1百万四の減少と なる。i筒業の全期間を通じて総調述がれになったのはこのときだけである。

42年上期のt普資に閲しては第 8国営業報告のの「庶務概要一、株主総会jの決議事項に次のようにある。

資本相加ノ件

(一)武俊、武千五百万四ヲ士官資シ新ニ株式四百五拾万株ヲ先行スJレコト

(二)新抹式ハ配当年六分ノ 優先株ト シ股決織ヲイ[セサJレモノトスルコト

(三)新株式ハ乙種株主ニ対シ旧株式迂f，j;ニ小.J:必株ノ割合ヲ以テヲl受ヲ求ムJレコト

(四)新株式ノ第一回払込金ハ也株ニ付伶~t\UU.Ji鈴鋭トスJレコト

乙極株主とは民間の株主のことであって、しかも新株は品決織を持たない優先株だったから、このj(')資は純

粋の資金調達であり、以下に述べる漁業のなり振り構わぬ資本A述努力の一環と考えるべきである。 IS

負債の側ではこの他に「その他資本jのj相智124百万聞がある。この項目は本来、毎期の内総留保の蓄砧に

よって生ずるものであるが、上述のように第 2JVIの下Ifから揃業の連用益は赤字に転議しており、部 3期r

lま有価証券売却益も減少し、ほとんどが政府からの被給金で形成されている。また[その他負債jの吻加 23

百万聞は仮受金や未払金の熔加によるが、このmの項目の!t'1}JI)は一般に金繰りが苦しくなったとき vこ支払を

1 4 11荷量f: 1 !治決との車L標以外に、自治再jj1Jl との鳩係網flに ~ll していた. 臼渦1fti1Jl 1:. 36年 10月にl1i鉄己主むの一環として漏it証El'JJFi宮、横

』賢官量産錦、 忠順炭販売会社を合併し役立された.fiililti'JII1r鵠治iの量化学工系側i宣品を主主占的に級う 機関であり、 39!手 12月26臼に特弘

会社に昇給した。この芥絡によって 8織商事の物資配給綴I~が漏出iOOの物資統制のゆ艇の一審Eを申脅威することとなった。その.ð~、 !U.

の子会社聞の耳目|も B!貧蕊事Iを経由することになり、 t詩集11;子会社間の物資肉筆すら I臣怨で決定することができなくなった.以降、編酔;

向のUI貨統制が強化されるにつれて、 1鋼業の子会社に対する統fl;llJJはますます弱くなってゆく. (原 119761，253・7訂。}

IS この~式はしかし第一回払込が行われたのみで第二組以停の弘込11災行きれなかった。恐らく、後述の面高利回の資金自~{ヒンIjJft の .a;

'でt諸条の8..$:からの資金諸事入がJ甲さえ込まれたことがその瓜肉であろう。
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引き延ばして生ずる。これに対応して資産の側に「その他資産J24百万四の増があり、この内容は仮払金や

未収入金の増加である。これは他企業への請求を遅らせてやっていることを示している。この両者の増加は

第 3J明に満業取引関係企業全体に支払・請求の引き延ばし合いが生じたことを示しており、資金繰が全体に

窮屈になっていたことの結果である。

また第 3J聞から保証債務と同見返が生じ、同項目に 42年 11月時点で 202百万聞が計上されていることも

目をひく。これは子会社が金融機関等から資金を借り入れる際の保証の提供を意味している。 16

第3Mには社債が626百万固と急糊しているが、この数値にも注意が必要である。何故なら第 2章の表II・

10・eの原誌に示されているように、 41年 12月20日に 460百万四の満洲興銀からの借入金が、満洲興銀所

有の満業社債に握り替えられているからである。それゆえこの部分を差し引けば、社債の増額は 166百万国l

に留まることになる。逆に借入金はム 512百万聞も減少していることになっているが、この振替部分を考慮{

すれば実際の減少は.652百万聞となる。営業報告書の中で第 3J明の社債に関係する株主総会の決議事項「千土

債募集ノ件Jの記述は以下の通りである。

満洲帝国政府保証ニテ社債総額満洲国通貨又ハ日本国通貨五億四以内ヲ数回二分チ募集スルコト

(第 7回営業報告性、 41年上期)。

満洲帝国政府保証ニテ社債総額満洲国通貨又ハ日本国通貨拭低回以内ヲ数回ニ分チ募集スルコト

(第 9国営業報告性、 42~三上JUI)。

第 2)切の決議事項との重大な相違は、 f日本国通貨Jという限定が f満洲国通貨又ハ日本国通貨Jという限

定に変化している点である。すなわち、日本の資本市場での資金調達以外に満洲国内での調達が予想されて

いる。満洲囲内には日本のような資本市場が育っていないので、この措置は上述の満洲興銀からの借入金<T;I

艇十字のための社債発行という意味合いが強い。この振替の行われた原因は、政府保証のついた社債の利子が

借入金よりも低〈設定できることであったと推定される。これによって満業の資金調達費用は多少なりとも

減少したはずである。

ここで満業と満洲興銀との関係に触れておこう。 42年 12月時点の満洲興銀の対満業貸出は 159百万四(日

本銀行金融関係資料「金融月報J43.2.20.)であり、同時点の満業社(U520百万聞とあわせて資金供給額 679

百万四となる(荻II・10・c) 0 40年 12月末の貸出残高が489百万四であるから、この二年で 190百万聞が

満洲~銀から i前業に供給されたことになる。 40 年 11 月から 42 年 11 月までの満業の調達は社債婚が 756 百

万四であり、そのうち満洲.!ltl銀による借入金の社債への掻倖分が460百万国であるから、日本田建社債は 296

百万問時ということになる 17。吏に在日子会社への投資の回収が 268百万回ある。これらに比べると満洲興

銀の資金供給 190百万凶は少ない。この二年間の総調達を

総資産i初586百万凶ー払込未済資本金期 169百万閲+在日子会社投資の回収 268百万四=

685百万四

とすれば、満洲~銀の占有権は 28% に留まる。直前の二年間 (38 年 12 月から 40 年 12 月)の満洲興銀の満

業への貸出が 489 百万聞であり、 38 年 11 月~ 40年 11月の総資産階額 845百万四に対する比率は 58%で

あったから、 i前j慢の資金調達に占める満洲!N銀の役割はかなり低下していることになる。これは満洲中銀の

囚内資金供給停止の影響である。

16ただし、この保証がどの企楽に対してなされたのか1:1営巣報告曾にもro絞されていない。

17同期間に日本で発行された?土11(1;第7回ー第 16回までの会dt305百万闘である(表1II-7・b)。
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i尚業の日本社1J{市場における発行額は第 3J切で 175百万悶となっており、第 2J切に比してペースが洛ちて

いる(表III-7・b)

3.5.2 子会社への投資

対在日子会社投資の回収

第3J明の対日資本導入の努力で特彼的な項目は、資産の項目の U ノド関係株式の滅~'.6205百万聞と貸付金

の減少ム 42百万四である(表III-1・c)。このうち株式の減少は、 i締洲投資証券(以下、満投)が41年5月

に設立され同社に日本関係株式の売却を行ったことの結果である。 18

この点について原 11976]は、日本関係株式の売却とその売却代金の満洲への投資は、日産のi締洲移転の粂

fi:の一つであったが、日産保有の巨額の株式を市場に出すことが悶縦であったために渦投設立まで保有が継

続されたとし、またこの時点で満投が設立されて株式の移転が行われたのは、日本の資本市場の状況がイf利

になったためである、としている。これに対し字関川 11976]は、 i拘投設立が在日日産系子会社に対する支配

維を満業から切り離すためであったとし、鮎川の満洲脱出策の一環であったという簡を強調する。

勿論、これらの要因があったことは事実であろう。しかし、上述のように満業が第 3J聞にかなりの資金般

に陥っていた点、および、満洲関係各社に比してはるかに安定した収益力を持つ日本関係企業の布価証券の

光却は満業にとって優良資産の切り売りという意味があった点にも注意すべきである。この観点からすれば、

日本関係資産の売却には、上述の満洲中銀のタイトな金融政策の下で重工業開発を継続するためのやむをえ

ざる資金調達という側面があったと考えるのが自然である。また第 3J切には在日子会社への貸付金がム 42百

万四滅少しているが、これも問機の資金調達手段であったと考えれば説明できる。この貸付金の回収を原や

字国川の見解で説明するのはやや不自然である。

満業の資金難と資産売却による資金調達という見方の傍証として、次の様な記述がある。

之[日本関係株式の減少のこと一安富lハ満洲投資証券会社設立ニヨリ満業所有ノ在日会社株ヲ

同社ニ肩替リセシメ資金難ヲ切抜ケタ(張公権文書 R6・38，19頁)。

傘下会社ニ対スJレ貸付金ノ利息カ平均四・七五%ナjレニ対シ社債利子カ四・三%ナルロニ相当

補ヒカツケラレテヰJレ事ト思ハレルカ妓近平均配当率九分ノ在日会社株ヲ手放シタ事ハ満業ノ資

金繰ノタメトハイへ収支ニトリ大キナ痛手テアル。(向上)。

この記述からも第 3J明の満業の資金難が伺われ、利益を犠牲にした資金調達という側面の強かったことがわ

かる。またこの資産の切り売りの他にも、前期以上に満業は日本資本の導入に努力しており、たとえば42年

の期資の払込分のほとんどが日本から払い込まれている(表III・11)。

このように、第 3期の満業は満洲中銀のタイトな金融運営の下で資金維に陥り、日本からの資金導入に全

力を挙げていた。その結果満洲囲内金融機関への依存が比較的小きかったので、この点を重視するならば、

第3期を日本資本の満洲国への導入という役割jを最も良く演じた時期と見ることもできる。

18 LC( (1976)によると、 n荷役に対して、満員震は四ー年中にIi!帳価額一億二000万聞の線式をきぱき、ひきつづき妓りの手持徐瓜価

一億九三00万円を処分しようとした・・ ・四二年初E買にはこれらの持機会郎をー活して、こ偉大三00万円の代舗でi前衆から満投に売

却する契約を結び、七000万円の究却益をあげたJ(276:mという。従ってi錆!tli合針で況桜価額313百万聞の荷価tiE券を満役に死

ulしたことになる。しかし、貸借対照表を硲&2.すると、 39年 11月に満奈が所有していた臼本関係荷価証券の残高が268百万閣であり、

43王手11月には日本関係有価証券の銭高は消滅するのだから、 I前t主役立後に綱策が先却した臼本関係荷価証券は帳簿価額で268百万冊以

上ではありえないということになる。W.[J976)の313百万個とこの268百万聞との差額45百万聞がどのようにして生じたのかは不明で

ある。
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在満子会社への投資

では、こうした努)Jによって調達された資金はどのように投下されたのであろうか。第3期の資金運用は、

満洲関係株式噌292百万凶、貸付金J1'1131百万四がほとんどである 19。満洲関係投資総額の培滅は、第2JUl 

が各j聞とも 2億四台で推移しているのに対して、第3期は 140百万問、 111百万問、 172百万国と l億個台

に悦まっており(誕III-l・b) 、資金調達困殺を明確に反映している。さらに、布価証券投資と貸付金投資の

比況は 41年下期と 42'ÍI~上下j明で大きな違いがある。 41 年下j聞は満洲関係株式が 33 百万園地、貸付金が 108

(i7jUU!t')と、貸付金形態の運用が大部分であった。しかるに 42年上期はそれぞれ 150百万回増、ム39百万

削減とイi価証券が急j('lし11付金は逆に減少に転じた。 42下期はそれぞれ110百万四t首、 63百万国噌と貸付

金もJW1)11に転じているが、宿価証券の地がより大きい。すなわち、第 2期の分析で見たように、 41年上j切に

i絹来の運用形態は貸付金中心となったが、それは 41年下期までしか継続せず、 42i手からは再度有価証券投

資巾心にシフトする。

投資形態の貸付金への転換の原因が満業の迎用効率悪化にあったので、有価証券形態への再転換は、満業

の迎月j効般の改善が原閃かというと そうではなく、満業の運用益は 41年上期1:::.3.1、下期1:::.8.0百万四、 42

~f:上JUI 1:::. 11.1百万四、 4fJUJム 18.4百万四と第 2期よりもさらに患化している(衣III-10の差額aの欄)ゅ

ではなにゆえに満業はこの11?転換を行ったのであろうか。ここで第 3期の満業傘下企業の当期利益金の推砂

を何必してみよう(ぷIII・8)。渦洲凶係合計を比ると第2WJは12.76百万問、 17.06百万回、 13.58I守万問、

3.84百万凶とプラスを維持していたのに対して、第3期はム 10.74百万四、1:::.13.03百万四と大幅なマイナ

スに転じたのちに、 2.18百万四と小幅のプラスに戻している。すなわち、満業傘下各社の業績が第 2期以上

に芯化して、 配当を出すどころか借入金の利息すらまともに支払えなくなったことがこの再転換の原因だと

与えられる。 I前業は子会社と異なって、 JUJ限付とはいえ管理法第十三条による政府からの補給金を受けうる

す助にあったため、赤'{:経常に哨ぐ傘下企業の:(~担を経滅してやらぎる を えなかったと考えられる。このた

めに「行理法第十三条に依る受入金Jは第 2J倒よりも拡大し、 2千万四台に突入している(表III-9)。この

補給金の煤噌は国家財政にも影響があったという。すなわち、

AIi徳十年 [43'I手 安日j上j明ぷ迄ノ補給金ノ累計ハ一億七千七百五十万四齢テ之ハ政府ノ投資特

別会~I.カラ出Jレト忠ハレ Jレカ其財政 l二ノ 影轡ハ大キイ。(張公権文書 R6・38.31 .m 。

421(下j聞の時点の補給金の謀計は 144百万闘であるが、 42年ぷの投資特別会計の総資産 1.368百万四の 10%

を占めるに至っているのであり、影響の大きさが知られよう(ぷIII-10及び表II・6) 0 20 

.9 そのほかに投資会社KIl~(n~側)ゐ 20 百万側減少があるが、この項目は上述のように詳細不明である.

10この憾給金について;Qj/i4li総:紋続任演税で次のように述べている。

会社の~n益は先刻符架線告に於てゆ上げましたÞU <本則 [42年下期一安富[1こ鈴ても二千八百万四lE.l交の繍給金を政府

から頂践して居るやうな次情でありますが、こ ttlittH干の物価政策と相次災せるものでありまして、現在H商業系の生産に

係る石炭が伎に日本内Jt¥l'"織の取t&を受けたとすれば、此の鏑給金11一銭b1Ji践する1H耳のない自十衡になるのでありまし

て、それだけで..'!I!{に完全に自立の織にi重したものときへるのであります. (満粂関係1Il~資事専)tーの 22)

ス郎、.(i!足Oi協が改訂された44l'J.ム半期の営来線~嘗のIII況によると、

石炭郎1吋ニ於テハ%以WJ:J品川序:ニ努メタ ル*1，*T-WI以上ノ出炭ヲ丸、 J¥1Riニ悶Jレ販売実績ノ向上ハ炭価ノ改訂、経営ノ合

l'Hヒト相倹ツテ各社ノ営巣成績ヲ斉シクHtiセシメJヒl';1炭鉱'*式会社ニ於テ年四分(鋸殴)ノ他併以子炭砿"*式会社ニ於

少年五分ノ配当ヲ鎗(\!シ得、.ltノ他各社ニ於テモ始ント例外ナク利益金ヲ針上スルニ~レリ

と、収支の鰐<<2を述べている。とはいえ、 44年上期の満員Eの運用収支11623.3百万個であって一向に改脅されていない。満員Eの社債が

f:t'rlH'U正などの情置によって相当の低金利の迫mを受けていることなどを考慮すれば、収支の悪さを政府の物価政策のせいばかりにする

ことはで与ないであろ う.
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各企業ごとに投資を見てみると(衣III-4・c)、まず日を引くのは1崎氏がわす'か6百万別 しかm加していな

いことと、密山などの炭般会社に大きな投資が行われていることであるが、 ζhは鮎川が・10'ÍI ~ 9 JJにi締炭J1Jl

事長河本大作の~迭に成功し、 JI:効率経営によってLLMの赤字を出し続けていた i持政を大幅に改組して、地

域別に分割したためである。 41年に密山とiU官民積が、 42王手に聞師付炭鉱、 43年 2JJ求に鶴尚、西安、

北票、1(-新の回大炭砿が独立するなど、満炭{ま最終的に 11社に分割された(lJ;t[19i6J，25;・6，1n宰!問。こ

のあと炭破関係会社の当期利益合引がi持炭独占時JVJよりも改善していることから見れば、この改編lは少なく

とも財務上の改if'fには寄与したことになる。また、(，叫日白動車への投資が減少しているのは、 41年下j切に向

和自動車の株式が渦業からi錆洲白動'![に移管され、 42勾・下期にi締洲nlJih-ll[に剖:合されたためである21。ちな

みに同和自動I![はそれまで毎年 l百万四程度の当期利益を計上し、 il為洲n動!li.も収支ゼロliJ主であったもの

が、合併後の満洲自動車は赤字に転裕しており、この合併は非効率を拡人したようである。

第3期の余下企業の当期利益を各企業別に見ると(ぷIII・8)、昭和製剣所が願，却に利読をあげ、満洲鉱山

と満洲軽金泌が小輔の黒字であるほかは内容が悲しとくに満炭の亦サ:は特?なに仙する。点辺地もぷ乍を拡

大し、本j采湖も一時は赤字に転落している。一応JJ1宇であった自動車部門も、上述のように向手n!I動車がilIi

洲自動車に合併-されてからは赤字に転じてしまった。ただ、これまで人きな投資を受けながらjh;~i;続きであっ

た満洲飛行機が 42 年上期に黒字に牝じ、以降順調に 1~.'.'i:を伸ばしているのが興味深い。しかし、いずれにせ

よ上述のように当期利益の合計は悪化しており、全体にi始業傘下企業の業主，;(は不調であったと万えられる。

3.5.3 IJ¥活

第3期にi錆業は、 1椅洲中銀がとったタイトな金放政策のために資金般に陥った。満洲興銀からの支援が減

少したにもかかわらず在満洲電工業チ会社の必要資金は大きく、満業は社債発行を継続し、fJ庄から縦糸し

た優良な在口企業株式の切り 32 りを行い、優先f~ をmいたi切資を;J，f行するなど日本資本のm.人に努)Jした。

こうして調述した資金を満業は鉄鋼・石炭産業を中心に投入したが、イE渦傘下企業は満炭をrjl心として業総

を悪化させ、第 2)切に採用した貸付金中心の投資}j針も継続不能となり、櫛業の経営はさらに悶妓なものと

なった。その結果管理法第十三条の補給金への依有・を強め、それは財政に対する圧迫要悶 とさえなっていっ

た。

3.6 資産再膨張期 ・・・・・第 4期 1942年11月26日--1944年 11月25日

3.6.1 資金の調達

42年 12月27日、満業の創設名a 鮎川は総裁を辞任 し相d役に退いた。 37年 11月 25日設立以来わずか五

年であったが、 i純洲重工業の総合的経営という日的の失敗は明らかであった。代わって総政に就任したのは

高碕達之助であった。東洋製織の卸業者である高めが満洲に渡ったきっかけは、 39年5))に鮎川の誘いを受

けて満洲を視察 したこと にある。その後、鮎川の依頼によって満洲飛行後の無給の理事長となって経営の刷

新を手掛け、吏に 41 年 3 月に[，IlJ総欽としてi筒業にffl~~ された。

高碕はj持業の役割を限定することで、その存在意義を低保しようとした。 43年 5月の改組は、満業の任務

を金融と人事の調整の掌握に限定する方針の下に行われ、高碕はそれを、 「政府ハ脚本llFキ」、 「子会社ハ

2'42年下期以降(.(，司拘自重;;JI!向けの貸付金が 10否万ll3t1:.きILてJ るが (表 111・3・d 、よれば司朗の営業銀貨・の f投資ノ玄ナル

異動jにfaI.ftJElI'J耳E向1;の貸付金の消滅がOlよさ ttていなかっf.f'めである。恐らく、そのまま講ず司自動車に量産J脅さ tlたものと窓、わrしも

が、 iUEもないのでそのままBtょした.
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俳優j、そして f満撲ハ共ノ脚本ノ筋曾キト腕ミ合セテ配役ヲウマクヤツテ俳優ヲ舞台ノ上ニ上手ニ演出サ

七Jレ舞台監督Jと去現した(原 [1976]，284頁)。

更に 11月の改組で1;;.会社機情を簡素化し、関係会社間lの不Jitな訟偏人材の活用を目指して動員局を設置し

た。この動Jl向のB的は「飽ク迄モ飛行機ヲ一台デモ多ク作Jレ、鉄、石炭ヲー庖デモ多ク出スJ(満洲重工

索開発f上級、1943年 11月11臼号外J ことである。具体的にはまず物的動貝として、社内に放置されている

~t~埋品の修班再生を促進し、また各社が貯め込んでいる物資を f各社ニ於イテ自発的ニ極力資材ノ供出ニ

努ム Jレ ~U ク話埠スルJ ことであり、また人的動只として事務系u.u を現業只に f自発的」に転出させること

であった。 f走者・の実施方法は満業各社の事務系駁只の 25%程度を選出してその半数を社内の作業員に、残 1り

を「飛行燃製造挺身隊jに充当する、というものであった。 (i持洲重工業開発社報，1943年 11月 11日)。

i品業の役訓はこのような子会社聞の生産~去の配分調整というところまで縮小された。政府の経済統制が深

化するなかではもはやそれを前提として活動する以外なかったのである。

統制徴能を喪失してゆくなかで満業は第 4JUJに再度総資産を膨張させる。 43年上期から 44年下期までの

1(1微はそれぞれ 345百万四、 190百万四、 407百万問、 647百万聞であり、総資産額は 42年 11月の 2，0910

(iJj聞から 3、679百万四にほぼ倍噂する。第 3JI1lの総資産j静六述!立の下落が満洲中銀のタイトな金融政策と

関係があったように、この時刻jの総資産の急激な噌大は、 i前洲中銀の急激な資金散布と関係がある。 43年と

・14S[:の2年間に、満洲中銀は紙幣発行額を 1，670百万聞から 5、806百万四へ急噌させ、これによって創造し

た資金を貸付金に投下した。貸付金残高は 692百万回から 6，586百万間へと紙幣i{g発を上廻る速度で拡大L

た I."}i.:II 2・a)。この貸付金の庖も主要な投下先はi締洲91!銀であり、満洲興銀への貸付金残高は 42年 12月

ぷに 260 百万聞であったものが、 44 年 12 月には 2，806 百万聞へ:~J. Jt1 している(表 II・9・c ，d) 。このように

満洲中鎖は第 3J切に比られた金融引綿政策を第 4J切には完全に政策し、戦争継続と体制維持のための資金供

給償問と化した。(第 2f，'1:第 7節参照。)

この資金i技;(1;を受けた満洲興銀はその資金をi泊業に投下する。ぷH・10・b，dに見えるように、43年6月の

対渦~倣資残高は+上位と合算で 824 百万聞であるが、 45 年 3 月には 3，868 百万聞と 4.7 倍に膨らんでいる c.

このように第 4JUJは満洲中銀が大量の紙幣I特発による資金創出を行い、その資金が満洲中銀→満洲興銀→満

業という Jレートを急激に流れて行った時期である。

買う<1JVJの i純泉の資令訓述を硲認すると、社も・~ 1，307 (j万凶、 ilt'入金 282百万四、日本関係株式ム 49百万i回

減少がほとんど全てである(表III-1・c)。社債・借入金に比すると、この時期の在日企業株式の売却はもは

や無制しうる利j主である。営業報告苫の中で第 4朋の社債に関係する株主総会の決議事項「社債募集ノ件JI

の記述l.t以1干の通りである。

1i湾洲妬・凶政府保証ニテ社債総額満洲国通貨又ハ日本向通貨成億五千万四以内ヲ数回二分チ募集ス

ルコト(第 11悶営業報告在、 43年上期)。

i前洲帝l語政府保証ニテ吐債総額満洲国通貨又ハ日本開通貨ilt億四以内ヲ数罰ニ分チ募集スルコト

(第 12@営来報告作、 43年下期)。

満洲.m[両政府保:u:ニテ社債総額i筒洲国通貨又ハ日本国通貨八億間以内ヲ数回二分チ募集スJレコト

(飢 13間営業報告占、 44年上期)。

形式は免3即jとかわるところはないが、これまでは各年の上期の営業報告書に しか「社債募集ノ件Jが見ら

れなかったのに対して、 43年下期の第 12回営業報告内にこの決議がQられる点と、第 13回営業報告得の金
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都1が800a万四という大きな額になっている点がUを';1<。このことは性的による資金調述が急激に膨らん

だことの現われである。

第4J闘のii省業への日本からの投資を、攻III-llによって硲・認すると、日本資本による機業の社債への投資

MIは43!ドが45百万闘で、 44年は社f1t投資が行われていない。京III・i-aでは発行額 135百万四となってお

り、償還を無視してこの金額を残高の!W分と清倣しても、この時IUJの社債1(11，307百万四のうち実に 1，1i2

百万聞が満洲囲内の調達であったことになる。また京III-llによれば「借款その他jの形態では日本資本の

対渦業投資は行われていないので、 {if入金JW282百万聞も令額が満洲凶内の調達であることになる。第"JUJ 

には他の形態の投資も行われていないから、日本からのi品業への投資はほぼ完全に途絶していたと考えられ

る。

Uノドからの投資の途絶は、日本からのl1I'J~送金拡大に対応して n本からの投資を抑制すぺ〈実施された満

洲国の産業資金自給化政策と関係がある(日本銀行金融関係資料 1570，656頁i第 2:t;'i第 7節第 1損害JKO。

満洲凶経済部の策定した「産業資金囲内円給化法飯ニ作フLJtM(十年度対渦投資ノ圧縮措irt要綱(業)Jにお

いて「満業ニ付テハ園内資金ノ供給方途ヲ強化シ極)J11本JUJ待凱ヲ圧縮スJという方針が出されている。

結局、第 3J閉まで満業は、自己の在日資産を光り払いながらも日本からの資本導入に努)Jしたが、第4J聞

に入ってからは切り売りする資産もなく、資金自給化)j策によって日本からの投資も途絶し、全l而的に満洲

r11銀・満洲興銀に依存せざるをえなくなった。

この点については、張公権文書の「満洲国第一次産業五ヶ年til樹ニ際シ金融方面ヨリ問題トシタ Jレ品事項

並ニ説明J (R10-25) という文献が言及している。これは満洲凶崩峻後に留用日本人技術者が同民政府の点

北行営経済委員会経済調査研究躍の原稿用紙に ~IFいた報告密である。 r森j の印鑑が押してあり満洲中央銀

行の森恒次郎理事の作成したものと推定される。そのなかに満来-についての次の様な評価が見られる(張公

稿文嘗，R10・25，4頁)。

Jt運営方針等ニツキ誹難モアリ殊ニ金融}j而ニ於テハ日本デモ鮎川氏ハ信用ナク其上軍、 i椅洲l対

政府方面ト結ンデ縄IJロダツタノデ少シ日本デ資金ガ別刷ニナルト泌業ハ資金繰リニ困窮シタ。同

内ニ於テモ金ヨリ物ト云フ気分モ強ク中鋭、 00似等へノ品l月連絡Jt他不充分ダツタノデ金融ノ部

面ガ情勢ニ依ツテ重視セラレテ来ルト色々厄介ナコトニナツタノデアlレ。

又傘下ノ各事業体ニ於テモ問機物ダ物ダト云フ考へト金融ハドーニデモナルト云フ考へ丈ニドウ

セ採算ハ考ヘテ居ラレナイ、組失ハ政府デ補償シテ只レJレ約*デ会社ヤ株主ハ心配ナイト云フ線

ナコトデ経理部面ヤ採算性ト云フ点デ誹雛ヲ受ケタノデアJレ

後ニ満業関係モ囲内資金デ賄フ様ニナツテ中銀ooi1!等トモ辿給ガヨクナリ興銀カラ経理部I面担当

者ヲ出シ傘下会社ニ対シテモ中銀興銀等カラ担当者ヲ推/1'jスJレ機ニナツタ

「金倣ノ部面ガ情勢ニ依ツテ重視セラレテ米JレトJというのは第3期のことを、また f後ニi筒業関係モ凶内

資金デ賄フ様ニナツテjというのは第 4I聞のことを指していると~えられる。

第3J閉までの満業は、満洲中銀・満洲00銀に代去される満洲闘の銀行や日本の銀行に評判の悪い存在であ

りつつも、日本からの資本車入によって独立的地位を維持していた。しかし第 4期にはついに独自の資金調

述が不可能となり、満洲国金融後関に従属することになった。第 4J腕の渦業の急激な資金調速のI嘗加は、こ

の従属化によって達成されたものだったことがわかる。
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3.6.2 子会社への投資

ではこの資金はどのように投入されたのか。主な項目は満洲関係株式増 629百万四、貸付金縛 848百万四、

開発費増 169百万四22である(表III-l・c)。有価証券の増減で特智史的なことは、まず昭和製鋼所と東辺道と

本渓湖の鉄鋼 3社が 44年 4月に合併して満洲製鉄が成立したために、同 3:t土の株式が満洲製鉄株503百万

聞に撮り普えられていることである。また、経営内容の悪化が著しかった満洲炭破への有価証券投資がム 1919

百万四の大幅な減少を見せ、逆に他の炭破関係会社への有価証券投資が合計 528百万国待加となっているの

は、 j締洲炭械の改組によって、各炭破が独立会社となったためである。そしてこれらの炭積会社に差し引 329

百万四の荷価証券投資が行われたことになる。満洲鉛鉱と満洲特殊鉄鉱は、 44年 9月に満洲鉱山に吸収され

て政商が消滅している(表 III-2・a，c)。

しかし、満洲関係株式は第 4期に 629百万四と巨額の地加を示しているものの、貸付金の均加 848百万聞

に及んでいない。すなわち、満業の投資は第 4期に再度貸付金中心に移行した。この時期の移行が、第 2期

に見られたような満業の収支改善のためであるとは考えにくい。何故なら、第3期に子会社の収支圧迫を避

けるために撤回されたこの方針を再開するほどに、 1前業の子会社に対する立場が強化されたとは考えられな

いからである。また、子会社の当期利益は 43年下期以降の営業報告舎に子会社の貸借対照表・損益計算舎の

記載がなくなったために、 43年上期の数字しかわからないが、この期の収支は 41年下期や 42年上期よりは

良いが42年下期よりも悪く、また、 43年以降は各種資材の欠乏が目立ってきた時期であり、経営環境は厳

しいものとなったはずであって、経営内容の改善が見られたとは考えられない。恐らくは満洲中銀・満洲興

銀からの低利資金の調達が容易であったこと、戦時インフレーションの進展のもとで各企業の利益意識がま

すます希滞となったこと、生産活動を継続するための必要資金額がインフレーションによって急激に拡大し

ていったこと等のために、調述に手間の掛かる株式投資形態よりも 、手軽な貸付金形態が選択されるように

なったものと推定される。 23

このように再度貸付金中心の連用形態をとっているのではあるが、第 4J羽の満業の運用益は 2千万四台の

大幅な赤字になっており、第 3J羽に比べても悪くなっている。当然、管理法第十三条によ る補給金への依存

は拡大し、毎期 3~ 4 千万四台となり、 44 年 11 月の補給金累積残高は 286 百万四に達しており 、 第 3 期末

の二倍近くまで膨らんでいる。(表III.9)。

3.6.3 小括

第4J切には資金自給化の影響もあり、日本からの満業への投資が完全に停止し、第3期に在日資産を売り

.j1...った満業にはもはや日本の資金の導入が不可能となった。その結果満業は満洲囲内で資金調達を行う他な

くなり、満洲中銀・満洲興銀への従属を強めた。満洲圏内では満洲中銀が 41 年~ 42年に見られたタイトな

22一般には開発費と1:1、回収に長い時間を裂するま荷しい筏術の開発、新資源の開発、新しい市場の開拓などのために要したコストを、

将米の収益効果を見込んで繰り延べる勘定である。つまり、実際に11!tに費用として支出された節分を、 資産を勝入したようなものと考

えて、資産勘定に計上しておくという操作であって、現実に何等かの資産が勝入され保布されているわけではない。具体的に1:1、試験研

究質、鉱山業のま持鉱巡の関唱~Rや海外ïfì~品での市場開拓宣伝費などがこれにあたる。しかし、純粋の持練会社であって自ら鉱滋を閉塞 し

たり、試験研究を行ったりしないi筒業が441手5月期の貸借対照表に突然 169百万聞もの開発貨を計上しているのは窃妙である。 I錆』誌な
どの伺!$費やみ字をこのような~で府代りしたのかもしれない。

13第4Jt11の各湖毎の満洲関係の妹式と貸付金のI骨加を凡ると、 43年上期と-14年下期が徐式中心であるのに対して、 43年下期と 44

年下期が貸付金中心とぱらつきがある。次節で見るように、 45i手lま貸付金が圧倒的比率を占めていることから、上述の推定114-1年下賜

と45年については十分に祢効であるが、それ以前については有価証券中心から貸付金への診行JtIIであると従えるべきであろう。しかし、

43年下期以降、営業鍬告書には貸付金形態の役資先についての記事Eがなくなっているためにその詳絢な分析はできない。
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金融運営を完全に紋楽し、紙幣J{1発による大計の資金印J~与を行い、この資金がi向洲 00銀ーi角栄を通じて 1両業

傘下の各重工業企業への投下されていった。しかし傘下企業への投資効率はさらに悲化し、満業の経営は困

難を極め、政府からの補給金への依存を吏に高めた。 I前業はこのような資金散布機関として満洲回戦時イン

フレーションを昂進させながら、 i前洲国j説援をむかえるのである。

3.7 満洲重工業開発の終駕 ・・・・・ 最終期 1944年 11月 26日~満洲国の解体まで

3.7.1 資金の調達と運用

この時期の最大の特徴はその総資産の明大眠りに現われている。わずか半年のI抑制が985百万聞に述して

いる(表 III-1・c)。そのi智大は、満洲中銀の 45年 1月から 6月までの半年の総資産の増額 3，548百万闘に

対応したものである。満洲中銀のこの時期の資金調達は紙幣約発に依拠したものであり、その穏Hi1，903百

万聞に達しており、この資金は主に金融機関向けの貸付金持)2，371百万凶に向けられていた。そのかなりの

部分を吸収したのが満洲興銀であって、満洲興銀の満洲中銀からの借入金mは735百万回であった。 i前洲興

銀はこれ以外に市中に流れ出た資金を預金の形で取り込み、預金増額によって 396百万凶を調述した。これ

らの資金は貸付金地 528百万国と社債増 695百万聞に振り向けられた(満洲中銀、満洲興銀の数値lま表II-

2、表 II・3より算出)。表 II-10-dによれば、満業に対する資金供給は杜依貸付金残高合計で 45年3月時点

で3，868百万四となっており、総計の半分近くを占めている。

i前業の資金調達形態を見ると、最終期の社債地額 399百万聞は 44年下期を下廻ってさえいるのに対し、

借入金の権額は 609百万国となった(表III-1・c)。この借入金の突出は、第 4期に見られた傘下企業への投

下形態の株式から貸付金への変化の結果であり、株主総会の決披を必要とする社債の発行では爆発的に増大

する必要資金量に対応しえなくなったことがその原因と考えられる。 44年下期と 45年上期の社債の用額は

499，400千聞と 398，445千四であり、それぞれ5低聞と 4億聞をわずかに下廻った額になっているが、これ

は多めにとってあったはずの社依発行枠に予想外の速度で到達してしまい、困惑している満業の姿の象徴で

あろう。

この時期は通貨価値維持機能を完全に袈失した泌洲中銀が、戦争継続と体制維持のための資金供給機関と

化して;爆発的な通貨期発を行い、その資金の大きな部分が満洲00銀を通じて満業に流れ込んだ時期である。

満業:に流れ込んだ資金は傘下企業に投下された。その資金運用はi筒洲関係株式相 118百万回、貸付金増 798

百万聞と貸付金形態が中心となっている。この満業による投資の放終的な姿を示すのが、表III-6である。こ

の時点での総投資残高 4，467百万聞に占める主要企業の比重を示すと、 i筒洲製鉄が39.3%を占め、以下満洲

鉱山 9.4%、阜新炭破 6.3%、満洲飛行機製造 6.2%、鶴岡炭破 5.6%、安東経金属 4.2%、j楕洲軽金属製造 3.9%、

満洲炭破 3.3%、満洲自動車製造 2.5%、満洲重機 2.4%、密山炭鎖 2.3%となっている。炭般企業 11社の合

計は 23.1%に達し、鉄鋼と石炭を合わせると 62.4%に遥する。

3.7.2 満業の立場

i前業はこのように最終段階においても満洲国の重工業部門への投資の主要なルートで在り続けたのではあ

るが、その資金lま満洲中銀・満洲興銀への完全な資金的依存によって調達されたものであって、その存在意

義は益々簿れていった。上述の f森Jの印鑑のある文献は次のように述べている。
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ロ満業ノ如キ持株会社ハ各種産業ノ縦ノ統制ガ強化サレルト其方面へノ満業ノ統制lハキカナクナ

リ、資金関係ニ於テモ各産業部門別資金計画ガ取上ラレJレト満業デ自由ニ之ヲ左右モ出来ス結局

人事トカ描祉トカデ繋ガリヲモツ外ナク後二興銀等ニ於テ各事業会社ノ経理方面ノ監査、採算性

ノ昂揚等カラ各会社直接貸出論ヲ主張シタガ愈々満業存在理由ヲナクスルト云フノデ其マ、ニナ

ツタ様ナ経車~r-ガアツタ。金融方面デモ満業ノ信用ニヨツテ低利資金ヲ借リ子会社ニ又貸ス Jレト云

フ機ナ情勢ガ変ツテ必要産業ニハ低利ニテ積極的ニ金融スルコトニナルト満業ヲ通スト中間二手

数料ガトラレテカヘツテ拍タト云フ様ナコトニモナツテ来テ満業ノ存在ハカヘツテ厄介ナコトニ

モナツタノデアjレ (強公権文占，R10-25)

すなわち満業は、独立的地位を保有していた間は銀行に評判が悪〈資金繰に苦しむ存在であり、満洲中銀・

満洲興銀に資金的に従属するようになると今度は存在意義を失ぃ fカヘツテ厄介ナj存在となった。

i向碕はこの最終段階の状態を次のように回想、している。

満州、|の産業政策における怒の役割は、もともと内面指導ということであった。総裁に就任し

てから約一年の問は、梅津司令官の下に、この方針は守られ、われわれの仕事もまだまだやり易

かった。それまでの私の仕事は、いわば、産業人としては愉快な辛苦ということが出来たろう。

1ftの報道は、日本に有利な方面のみが放送されていたが、イタリーが先ず降伏し、その頃か

ら日本本上にあfする空襲は討fr次烈しくなり、重~な年館設備を比較的安全な満州に移駐すること

がさけばれだした。桁況はしだいにやっかいなものとなって行った。

即ち、従来の内面指導の方針は転換され、特に一九四四年夏の奉天、鞍山に対する B二九の

空妓以来、この傾向はますます甚しくなった。重要な方針は、すべてJTi.当局において決定され、

それらに要する資金は、政府の命令で、中央銀行が融資をした。

東辺道の製鉄工場、公主備、ハルピンの飛行機工場には、われわれが関与しない問に、私の

責任に射すべき資金が放出された。 ・・・こうなっては、産業人としての自主性は全く失われて

しまうことになる。ねは非常な焦慮を覚えた。 (i匂街 11953]，115・6頁。)

i持業の役割l立政府の統制強化によって徐々に失われていったが、それは最終段階における箪の経済への介入

拡大によって決定的となった。鞍山燥感以降の最終段階になると、 ii.q洲国のなかに満業のための場所はもは

や残っていなかったようである。

結語

j前提は満洲国の重工業化を~i{，I的に発展させるために、鮎川義介率いる日産が日本から移駐して設立され

た特殊会社であり、自らは何等の生産を行わない持株会社であった。当初は日本資本市場からの一定の資金

調達にも成功し、JTi.や政府との強い関係もあって、満洲国の金融機関から独立した地位を示していた。しか

し金融が逼迫すると、銀行に評判の悪かったこともあってたちまち資金繰に窮し、優良な在日関係会社の株

式を切り光りすることで日本からの資金調達を行わざるをえなくなった。しかしそれも 43年に入ってからは

不可能となり、日本からの資金導入は完全に途絶して満洲囲内の金融後関への従属を余儀なくされ、最終的

にはその存在意義をほぼ盟失し、 i前洲中銀の創出した資金の通過点と化してゆく。

i締業がこの 81'何日の|町に投下した資金の 7制近くは鉄鋼と石炭に向けられており、その他には軽金属関係

と飛行機自動車関係がほとんどであった。しかしこれら傘下企業は、鉄鋼の昭和製鋼所を除いては収益力が
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弱く、ほとんどの企業は無配に陥り、 i筒1慢の運用益はやがて赤字に転務して行った。これを回復せんとして

株式投資から貸付金に切り換えて子会社に負担を転嫁しようとしたが、子会社の収益力の更なる悪化のため

に、やむをえずその方針を徽回し、政府からの補給金への依存を強めて行くことになった。満業がi筒洲中吉良・

満洲興銀への従属関係に入ってからは満洲中銀の急激な資金散布の中継機関となり、再度貸付金形態中心に

子会社へ莫大な資金投下を繰り返すなかで満洲国のJVH授を迎えた。

1椅洲の地において米国型の重工業をJl'I.lすという鮎川の夢は全く実現せず、その意味でi前業の事業はおおむ

ね失敗に終ったといってよいであろう。鮎・111の後を受けた高碕は所!_J.の条件を受け入れて事業家としての最

善を尽くそうとしたが、その努力すら関東軍の介入拡大によって実効性を奪われた。満業は満洲悶の重工業

方面への投資の重要なJレートでは在り続けたが、実質的な統制力を喪失して採算のとれない子会社への投資

を余儀なくされるようになり、単なる資金の通過点となって資産負偵を鳩大させながら赤字を出し続ける存

在としてその終駕を迎えた。

高硲は満洲国j鈴峻後、在満邦人救済委員会会長、東北日本人救済総会会長、東北町僑善後述給総処主任な

どという立場にあって、満業の残存人員とともに戦後処理と日本人の引婦に武献する。また、第 2f，fで触れ

たように、満蒙同胞援護会の設立資金は満洲中銀が満業に 300百万凶を貸付け、それを満業が寄付する形を

とって賄われるなど、戦後満洲日本入社会にとって満業の占めた位世は大きかった。 r満業jがIIに自主性

を発揮してその存在意義を示すのは実にこのときが最初であったといえるかもしれない。



114 満洲国の金融

第 4章

満鉄の資金調達と資金投入

序言

i将 i締洲鉄道株式会社(以下満鉄)は、日露戦争のふ1見~~削与された民ぷ以 I何の中点鉄道ítigs支線の経科・の

ために設立された半官半民の株式会社である。それはtitなる鉄道会社ではなく、鉄道附属地というれの制民

地を統治・拡大する使命を負う他民地機関でもあり、 fiPli鉄主凶j という異名の示す知く、中山米~tï切にお

ける「田中国jを形成した。この f王国Jは「点と線Jで構成されていたに過ぎないが、広大な後'1'f地に距

する満洲大豆を世界経済と結合する役割を担い、 i的洲火11.がI!I際飾品として成長するとともに発展していっ

た。

fi締鉄王国jは 1931年の満洲事変の勃発により大きな転機を迎える。翌 32年に fi縄洲凶jという fjlijJ

の f王国jが「点と線jを包含するようにして成立したためである。満洲全体が日本の勢力下に取り込まれ

たために、満鉄が枯民地経営機関として存証するJll!rll は失われてしまった。その代償として i偽鉄はi純洲の~

鉄道を経営する機関となり、関東1ftの25;Ji と満洲[~経済開発の必1<fに従った新線の建設と改良・複線化を主

要な任務とするようになった。こうしてほほ純粋の鉄道会社に変態してゆく。勿論このような変化には時IIIJ

を要し、新たな体制が一応成立するのは附属地の返還と満洲ilt工業開発の設立が実行された 1937'I下であった

(原 [19761)。

満洲国内の輸送需要は五ヵ年計画以降急mしたが、愉送手段はそれに対応しえず、さらに労働力の不足と

その質的低下もあり、滞t~ と事故がm力n していった。太平洋戦争段階では船舶の不足を布Iìうための海迎物資

の「陸送転嫁給送J強化のために、大速を中心とした鉄道体系は助法する。最終段階では資金の-r.sをi泊洲

凶の金融機関に依存するようになり、また本社機能を新;;(に移 している。この満洲固化によって満鉄は渦洲

国の鉄道省とでもいうべき存在に転化する。

i純鉄の政治的地位はi前洲事変を境として大きく変化するものの、何本からの対満洲投資の最も主要なチャ

ネJレとしての役割は変らず、資金的な側面から見るならば、終始巨大な存在であり続けた。それは満洲にお

いて巨大であったばかりではなく、宗主国日本にとってもそうであった。満鉄は日本最大の株式会社のひと

つであり、特に B本の資本市場にとって満鉄株あるいは満鉄社債は常に危も重要な銘柄のひとつであった。

本管ではj前鉄の 1906年から 1945年に至る歴史のうち、主として満洲国時期の活動を、資金的側面から調

査する。具体的にはこの時期にどのように資金を調述し投入したかを解明し、その活動が満洲回国内資金流

動において、また日本の資本市場において占めた伶位を明らかにする。 l

'i筒鉄の資金的側面に関しては、志村 [1969ト金子[19911、高健 [19861の研究が存在する。;志村 [196911:11930年代を中心とした日

115 
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同時に本'f;Ui、満出回内における日本叩資企のi立れのま紬を押さえる目的を持つ。

以下、主ず第 1 節で満鉄設立後満洲~J~交までの動向を、第 2 節以降の記述に必要な限りで概観する。第 2

節以降では 193011-45 1"1~ を五 JUJ に分割し各1m ごと一節を.IílJ り当て、満鉄の活動を特に資金面に注意を集中

して偶成する。本('(の時期区分iよ以下のようにu定する。

め1)例 193011.4月1[J 33年 3Jl 31日

第2J明1933.1ト4月 1日 36年 3Jl 31日

第 3Jm 1936 1~ ・1 月 1 日 - 38 年 3 月 31 日

m 4 JPJ 1938 11 ~ 4月1日-43 {ド3)J 31 8 

第;)Jm 19-13 11' 4 Jl 1 U-終戦

これらは第 1，2f.'iとも、また第 3f，'f.とも典なっている。各j閉がそれぞれ4月 1日から始まり、 3月31日で終っ

ているのは、 j倫鉄の年IJ!:が各 1r~の 4 月 1 日から翌年の 3 月 31 日となっていたためである。

4.1 満洲国成立以前

4.1.1 佐立過程

i締 5~は株式会札形式で設なされたものの、児玉源太郎・後藤新予の当初の情氾1では「陪ニ鉄道経営ノ仮面

ヲ詫ヒ、陰ニ百吹ノ施設ヲ実行スルjために同家機構(満洲鉄道rt)による運営を想定していた。しかしこ

の間科・集l.t対外的な配慮によって否定され、ロシアの会仕組織による鉄道経営を継承せざるをえないとされ

た。株式会社として股立された則自が使立的なものに過ぎないので、金子の指摘するように「創立当初の満

鉄は、 n司家資本jとしてはm米が前面にIBて、資本は背後に退いていたといえるjであろう。国家機備の

強い監腎を受け、その代償として民間株主への六分配句、社債元利金保証といった保護が与えられている以

仁、そうした性mを悦びるのは必然であった。(金子 119911，82・7fio ) 

このような納民地機関が中国I!o-J内に設立されるための条約上の般犯はポーツマス条約のあと日本と消凶の

IIIJでが，ばれた ri持洲に閲する 11的条約jにある。この条約に厳常に従うならば満鉄は日消合弁でなければな

らないが、日本はh'，1~lの抗議を ~!HJL し、ロシアの京消鉄道の形態を縦瓜して日本の国策会社として設立した。

f1.体的な股立に生る手続は、 fl制的洲鉄道株式会社J!i立に閲する幼令jを1906年6月 7日に公布し、 7月

13 [1に(1本政府が設立委Jlを(1命し、 9Jl 10 Bから 10月5日の期間で株式を募集し、 11月初日に創立

総会を I~I くというものであり、 1907 年 4 )J に営業を I~I始している。(古屋 11966]，224-6 頁。)

4.1.2 資金の調達投入

設立以II~i伯洲‘J~変以，iírの資金問述・投入の概要はj，(IV・1に示されている。このまは 1907年3月末、 1915 

年 3JJ求、 192011'3 J) .，Jミ、 1931年3月ぷの各時点の貸借対照表をもとに作成されている。たとえば07年

~凶作という欄は、 1915ij:のum-対照火の数値から 1907sf-の致他を引算したものである。こうすること

本資本'，lil晶に月唱する研究の-1哩として泌1\の資金問ìfl二 11& し、金子[1 991]1:' 自信幅~7>から i錆洲lß変に~る日本のm晶洲投資のftt 1ft}'.1

なルートとして満鉄の資金約分rr を fiぃ.高!l 119~6] ・.!ì:縄民1Jl:;:以降の話t;を鉄道事業を中心として資金iIiを含め11:~かつ評錫に分訴し

ている.これら先行研究の問に位'1t付けるならば、 4正，，:1、 G立からt縄洲事変までの賞金問逮・資金役入を明らかにした金子の研究を受

けてi縄洲lJl!rから解体主でについて f"J 憾の研究を行うものであり.また 30 年代の日本の資本m~品と f締鉄の関係を取り級った怠村の研究を

-10 年代にまで延長すもものであり、きらに1\iJI:会社としての満洲同期のiðib を鱗明した~~量の研究を、資金的側面からI!Iiftするもの、と

いうことになる.
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でこの間の満鉄の資金調達と投入が相当抱皮IYJ らかになる。さて、 07 1"手~ 1511':の8年IIJJの特徴は、資金調

達の大;i:が外国社債 117百万聞によっていることである。また日本政府の出資は12立当時の現物出資に留まっ

ており、この期間には資金を供給していない。しかしこの頃の外債発行は一般に出家のTR人事であり、渦鉄

の外債発行は政府の元利支払保必を与えられたばかりではなく、大局長手i. U本興業銀行・微i貰正金銀行など

の国家必後間の全lfil的動貝によって行われた(安藤 [19651，59・63.n)。それゆえこの外償資金を f外資を転

態させた凶家資本輸出J (金子11991J，96.rDと規定しでも構わないであろう。

この資金は主として事業賀 147百万凶に投入されているが、そのうち鉄道に投入された資金は約半分の 76

百万聞に過ぎず、港湾・鉱山といった鉄道以外の事業に多くの資金が振り向けられている。そのほかmk14J也

経営に関わる項目である地)j施設・電気・瓦斯・雑施設などが相、当の比慾を示しており、総じて他民地後関

としての投資が大きい。

続く 15年-20 年という時JVJは、第一次大戦から戦後にかけての好況期であり、日本経済が大きく発展し

た時期である。このj聞の特徴は外債への依存がなくなり、一般株金徴収56百万聞と囲内札償金80百万聞に

依存していることである。大戦幼発によって外債発行の日途がたたなくなり、また同時に[]本の資本山泌が

力を付けたので、 i持鉄は後者への依存を強めた。一方、日本政府はこの期も資金凋速に貢献していない。こ

のような民間資金への依存は満鉄の営利企業的側面を強めることになったであろう。また満鉄の内部W{~ を

中心とする「その他資本jのit')}J(Jが大きいことが目をヲ1< (50百万凶) 0 1910 年代から 30年頃までは満洲

の特版物である満洲大豆が間際商品として成長し栄えた時期であり、大まかにJうならば、満鉄はこの大rJ.

の生み出す利益を問中迎貨でJ可iり取り、その儲けを産業IJU発や附胤Jtl!行政に掛り Ir.)けていたのである。

こうして調達された資金は主として事業貨に投じられているが、その内訳は鉄道と鉱山と製鉄所がそれぞ

れ38百万問、 27百万問、 30百万四を占め、それに附属地関係の投資が追随している。鉄道投資の比中はさ

らに低下している。

20 :il:"" 31年は、日本が述統的な恐慌によって苦しみながらも、 m化学工業を発展させていた11判明である。

中国でも工業化が進展し、また外国勢力に対する反発が強まってゆく。政治的には国民政府による北伐が進

展して 2811'-の張学良の易機によって完了し、こうした時流を背肢に満洲でも張学良による回線回収運動が

進められている。この時期のi鰍以外の在i両日本企業は極度の不撮にあった。その理由は第ーに 10年代未の

不動f(f投機の失敗であり、第二に銀貨の暴終・激動であり、第三に中国側の民肱的対抗の強化にあったとい

う。にもかかわらず満鉄は大豆輸出の釘・測に支えられて大きな利益をあげていた。民間株配当率は 10%を保

ち、 29年度には 11%に引き上げ、それでもなお巨額の内部留保を形成していた。(金子[19911，364・6n，393-

401頁。)

この11年JVJの資本調述の特骸は、まず一般株金徴収と社債を通じた日本の資本市場からの資金調達がさらに

拡大したこと (90百万国、 178百万四)である。満鉄の株式・社債は日本の資本市場の側から見ても巨大な

存在であり、 30年ぷの時点で、日本の事業債の総残高に占める満鉄日本間m社債残高の割合は略 1割となっ

ている。また、日本政府が株金払込 117百万聞を行っていることも注目に値する。とはいえ日本政府による

払込は満鉄の英貨社債 12百万ポンド (117，156千四相当)の元利文払義務を政府が継承するという形で行わ

れたため、実際の資金提供としての意義は小きかった。

また、内部留保である「その他資本jが 149百万固と巨額にのぼっていることも重要である。 fその他(負

債側)J 85百万聞が結構大きいが、これは主として「社只身元保証金Jと f支払手形Jと f未払金Jの上旬加

による。

こうして調達された資金は、主として事業費 373百万四に投下されている。その内訳は鉄道 132百万四、
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港湾53百万聞、鉱山 30(i万聞といったm業関係と、地方施設 150百万聞が主たるところである。地)j施設

の大きいのがこの時期の特徴である。地方施政の過半lim地口収資であり、残りは学校・病院などの公共施

訟である 市浦洲鉄道 11976].2068・9頁)。満鉄の用地買収は附属地という 1事実上の権民地の栂加を意味する

から、この頃日に多くの資金が投入されているということは、満鉄が制民地拡大機関としての役割を果たし

ていることをI~ している。

次に攻要なのはイf価証罪86<(j万四である。 30年9月時点の大口出資先は昭和製鋼所25百万四と市満洲

i江主¥22百万聞と大述汽紛 11-6万国である(金子 11991].去8・7)。ただし、この時点の昭和製鋼所はノド陪が

]~(減にあって鞍山の製鋼所もまだ譲渡されておらず、本絡的な活動は行っていない。これら有価証券への投

資額が社内投資に較べるとずっと少ないことを以て金チはこの時期を「二三0年代の本格的コンツェJレン形成

に王る過渡期J(金子 119911.380頁)と位Irf付けている。

それ以外に、外国社債の減少ム 78百万聞があるが、これは上述のようにB本政府の株式払込が社債の府

代りという形で行われたためである。満鉄はこの時期にニューヨーク市場での外債発行を計画したが、中国

をめぐる口*の政治的対立によって失敗している(三谷 (19781)。また貸金等 57百万田のI旬加があるが、衣

IV・8 の 30~・ 9JJ あるいは 32 -ir 3月時点の貸金明細を見ればそれがいわゆる「培養線Jll!設のための資金供

*itであることがわかる。

4.1.3 小括

i締鉄は制策的被民地機関と しての役割と、巨額の資金を日本の資本市場から調達し運用する営利企業とし

ての役割という τつの側l師を持っていた。もともと株式会社として設立されたのが「便法Jに過ぎなかった

にもかかわらず、常利企業としての性絡は日本の資本市場への依存を強めるにつれて強化されざるをえなかっ

たのである。

第二節以隊では、このような軌跡を前捷として満洲事変以降の満鉄の資金調達と投入を解明する。この議

論に際しでは、 i二述の満鉄の二つの役割、すなわち国策会社としての役割と営利企業としての役割が満洲国

JVIにどのように変化したのかに注意を払う。

4.2 満洲事変前後・ ・ ・ ・ ・第 1 期 1930 年 4 月 1 日 ~ 1933年3月31日

4.2.1 満鉄の f危織J

仁述の如く 1920年代のi尚s，._は他の在渦1]本企業の不撮を抗口に好調を維持し、大きく発展した。しかし、

1930 年に入ってその業組は急激に悪化する。 r市i筒洲鉄道株式会社第三次 t~年史J (以下第三次十年史)は

この時期の営業情況を次のように述べている。

逐年H ，J~ を辿り昭和Jë年度以降'M'・に -{a別を突破しつつあった鉄道収入も昭和五年度に歪り経済

界のIlt界的不況と未怜イfの銀貨の縁部、 ))Uふるに文})II隙接鉄道の発述等の影響を受け一転九五、

三三0、七三O.三 -ouに激減を見た。 ・・・昭和六年度に於ては引続く財界の不況、銀貨の惨

落にJ)IIふるに満洲・J-i毎jJ，j'J~変勃発の影符を受け業主li振はず、鉄道収支差額は四八、一八五、四

八二.ニ問聞に低下し人lE九年度叩I.Jに逆行した観がある。 (1m尚洲鉄道 119761，2750貞。)

このような営業情況の15化は火1¥'・4・aの支出/収入比棋を凡れば明らかである。この比f容は 29年度では 74.0%

であったが、 30年度・ 31'IJ' J.n.ではそれぞれ 83.7%と87.9%になっている。 32年度以降に再度 70%代に復
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li日していることからも、この=11~/.置の成部がJ&かったことがわかる。特に 31 1r皮には日立金のJ)?;入が行われ

ており、これを還元すると満鉄の純絹益は赤字l二転落する。

この不鑑の拡大の原因は上の引用にもあるように世界的不況と銀貨の忠治である。 iiiJ名ーは大立の始ul激減

による鉄道収支の必化に、後.rí'はi崎洲石炭rIî坊における rr[~l側:r1Ì;えの舵争力的化による 1iJÄmi?'Gの不振にコ:

として影響している。これ以外に「文郎隣接j"-迫の先述等の路符j がJj~げられており、これはいわゆる r7r~

鉄包囲網jの影惨として喧伝されたものであるが、その実際の影..はさほど_iR1<ではなかった。むろんili毎

鉄道の発展や元米 p音義線jとして構築された四涜鉄道の競争線化などが見られはしたが、それらの鏡争力

はi仰失を脅かすにはね速かった。(金子 11991].442-5頁。)

この時期の資金的級相を表 IV・3・c によってlì{r:，~しよう。 30・31 年の資金訓述は「その他 (!{f氏側) J 111 

百万聞が最大でありそれに社償金 39百万聞と1I価証券の減少 7百万聞が続く この fその他(負債側)Jの

.f1'1加の主因は支払手形の噂加 46百万四と預り金の熔加 60百万闘である(み IV-2-b)0 I拍手?の支払手形l;t銀

行からの短期資金調述の婚加によるものと考えられる。この{ii-入は社債による資金調述の不，.rlゆえの繋ぎの

短期資金借入である2。後者の一民り金の樽加 60百万四の内容は明らかではない。しかし、このI也加はぷ IV-

2・bに見られるように 31年度に生じており、 liiJif-には未払金の減少 51百万闘がある。未払金を預り金に依

り佐えた修好である。この未払金は 29年度に 35百万国と.f1'1J)[Jしており、その部分が結果的に出・留し、それ

をこの年に預り金に振り替えたことになる。ぷ;t{(に解釈すれば、 29年度に設備投資か何かを行って未払金が

拡大し、その後資金繰が苦しくなってこの残高を減少させられなくなり、しかたがないのでこの債務を預り

金ということにしてしまった、ということになる。いずれにしても資金繰の:ιさのぶれである.

さらに有価証券の減少が目を引くが、このH針。jに減少した銘柄は、表IV-12・cに見られるように公債の允

却が中心であり、資金繰のための光山しと推定される。

このように満洲国建国直前の二年111]は満鉄史上級悪の二年間であり、特に 31年度は設立以来はじめての亦

字となり、二千人の際日解厩をおこなうなど、不娠を極めていたのである。

4.2.2 満洲司E変以降

営業収支

しかし 32年度になると情・況は次のように改作される。

昭和五年度には世界的不況の披及、銀貨の惨落、旧東北政権の所1;" 満鉄包囲線形成~.に依る

政治的経済的重圧の影響を受け営業収支は・・・敢滅し昭和六年度以降は主に一層の忠化をチ想

2たとえば第三O凶社債(1930年 11月 10)の発行について、 f第三次十年史jに次の様な記述がある

前年六月図中内閣の後車問|続き t貰ロ内閣の成立以来金角~1主祭じに財界1 .1 'fL:K I不安?ト金般の前途も予怨闘阪となり長

期起債はほとんどM~の状態にあり、更に本年初金解伐の実絡にJJOへ的íf...fr.-*凶徐式市渇の助隊を契機とする世界的不況

の表面化するあり、国内財界1.1不況の底に沈み金触界も先行不安に資金欽也を差鐙へ一流早JH証券の発行さへも見送らる

る状勢であった。

JCの上満悦lに於て1.1本年に入り特定の1l:ffillヤJlllLI!.ijr特方政府の*.'18[;によるmB のiIHt~~により会社営楽収入も打悠を

受11会社1:昨年来Jtの事業資金を銀資借入により傭って米たが、漸く本11一本に近付きalu政策の伝侠気配と興餓初め金高企

業者の績径約束尚しにより市湯.ffl1!ll!lJHtした後会に{(じ、 III記借入金の返E荷及事業資金絡先の4.+:fi[置を先行するの運び

に歪り、平日午前回に比し五痩高、期間 b五ヵ年に鈍ねしたにかかわらずfc..募成績怒 1.1しからず銀行図手持らー.四OO~

万円を残した。(rtJi筒洲鉄道(1976J，2699-700 賞。下線li~者。 I J内1.1U{刻版のe込。}

この社債の発行総額1.120百万聞なので、はとんどが銀行手怜ちとなってしまったわけである。 ζの次の第三一四社債 (31if. 8月 1B) 
30 百万個についても I財界不安に起債章の知くならず、。日ふるに前年来会社収入101M減の一方で会社I:.qt~資金を純資借入により浦って

さたJ(向上)と述べており、この司王手の資金調進の関般が如何に厳しかったかがわかる.
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せらるる情勢にして前途時治たるものがあった。

然るに昭和六年九月満洲事変の発生は之等の:思材科を一蹴し昭和七年度以降に於ては満洲国

の成立、銀価の高腹、鉄道土木其の他の-'J~業の勃~、各種産業の復活又インフレーシヨン政策に

依る内地財貨の恢彼等に伴ひ客貨の移動頓に旺伎となり営業収支も亦著しく改善せられて再び漸

mの一途を辿るに歪った。(南満洲鉄道 11976J，575頁。)

r締洲事変は満鉄に忽死回生ともいうべき効果を与えたことがわかる。

ここで注目したいのは、 「インフレーション政策による内地財貨の恢復等に伴ひJという表現である。な

ぜなら、 1932年7月1Aに設立された満洲中銀は「第一次幣制統一j事業に全力を挙げており、その結果

満洲国ではデフレーション政策が保用されていたからである。これに対して朝鮮銀行の発行する関東州・満

鉄附属地の法貨「企票Jはその流通量を拡大しており、満洲における日本系経済はインフレ過程に入ってい

た。このようなや国系統済のデフレと日本系経済のインフレという二重性がこの時点の満洲経済の特徴であっ

た。その意味でこの頃の満鉄は資金的に日本の資本市場に依拠しているだけではなく、その営業活動も日本

経済に直結する性絡のものであり、 t向洲中銀の支配する国幣圏=中国系経済よりもむしろ金禁問=日本系経

済の一部であったといえる。(第 1ft1第 1節第 2項。)

では、その同復ぶりを財務諸表で硫認しよう。まず、営業収支から見る。満鉄の収入は 30年度・ 31年度

では 188.1百万四および 187.1百万四と落ち込んでいたが、 32年度には 245.9百万国と三割以上増加してお

り、鉄道の収入で見ても二割用となっていて「客貨の移動頓に旺盛j となったことが表れている。南満洲鉄

道全体の損益でみると 31年度 22.7百万聞に対し 32年度 71.9百万四と三倍以上になっているが、鉄道に限

ればそれほどにはmえておらず、 54.0百万回から 70.4百万四への三割ほどの上昇に留まっている。(表IV・

4・a，bo ) 

32年度の利益の別加に披も大きく武!献しているのは巨額の利息収入 (52.2百万四)であり(表日f・4・d)、

これは「従来官長、吉敦、四鴻鉄道等の借款に対する利息は納入なく会社も収入不確定と認め収入利息にも

計上しなかったが、渦扮|国ill回せられ昭和八年二月九日附満洲国鉄道借款契約締結せられたのに依るもので、

附ヰ11七年度は特に従米の滞り利息四二、七七五、六五九回七九銭を})if記契約に於て借款元本に繰入れたが為

巨額に上ったものJ (市渦洲鉄道 11976]，2764-5頁)である。満洲国が旧当局の鉄道借款を「満洲国鉄道俗

説J として継jf.~した際に、滞納利息の分もまとめて「借款元本に繰入れたj ためこのような利子収入が計上

されたのである。とはいえ、 i絹洲国が滞納利息を現金で支払ったわけではないので、実質的な意味をもたな

い帳簿上の利益に過ぎない。しかも後で触れるように 40年には回線受託以降の利息も含めて滞納利息の様引

という措置が採られるので、結局のところ全く無意味となる。

:&IV・8の満鉄の貸金明細を見ると、満鉄の鉄道借款は 32年9月末の時点で 53.9百万国だったものが33

4ド2月9日に満洲国が縦承した際には 133.7百万四と 79.8百万岡地加している。この噌加分のうち 42.8百

万聞がこの滞納利息の元本繰り入れである。この 42.8百万四を損益 71.9百万聞から差し引くと、この年度

の実際の損益は 29.1百万四となる。これでは 30年度の 30.6百万困より少なくなってしまう(表IV・4・a)。

結局のところ回復はまだ本格化していないといわざるをえない。

資金の調達投入

つぎに資金調述・投入であるが、こちらのほうでもそれほど急激な回復が見られるわけではない。まず調

達から見ると、 32年度では社償金73百万四、 「その他資本J~ 47百万回、株金骸収25百万四が主たると

部4f，'tii締鉄の資金調述と資金投入 121 

ころである。これによって調達した資金を満洲国鉄道借款に 891Lj万四、 「その他(負悦側)Jの減少に 38

百万園、仮払金等の府加に 11百万四、 fその他(資産側)Jに 15百万個と振り向けている。(表IV・3-c)

調達の fその他資本jの制加は今述べた滞納利息の元金繰り入れ 43百万四によるものであり、実際の調達

ではない。これは満洲国鉄道借款と両illてになったに過ぎない。社債の方も 73百万四階えているが、そのう

ち45百万闘が短期借入の返済に廻されており(表IV-2-b)、実際に調述したのはその差額 28百万間程度で

ある。結局のところ株金の撤収と合わせた 50百万四強が満洲国鉄道借款と仮払金等に振り向けられたのが全

てというところである。この年度を単独で見る限り、 f著しく改善せられJたという程のことではない。

経営回復の徴候

しかし、重要なエピソードがある。それは 1932年 12月20日の第三三回社債 20百万四の発行である。こ

の社債は「九月以来年末迄に1ft事公債を主として約五億聞の巨額を日銀引受の形で発行し約三箇月間に約四

億四の日銀免換券の増発を見た情勢で将に今後の財政 「インフレj金融緩慢への飛蹄的一歩を歩み出さんと

する時で此の機をとらへJ (南満洲鉄道 11976]，2701・2頁)て発行されたものであった。この社債は金利を

引き下げ期間も延長し満鉄に有利な条件で発行されたにもかかわらず起債市場で非常な人気を呼んだ。発行

額 20百万四に対して申込の総額は、シンジケート団扱い分で 59百万四、証券業者扱い分に 78百万問、合計

137 百万四と公募額の約七倍にのぼった。しかも、この社債のシ回扱い分の ~I] 込のうち、例人の巾込が確認

できるだけで 34百万閲ある。当時の起債市場の偶人申込は、満鉄1ttや点拓償あるいは五大地力債などにほぼ

:Uftjlしており、これらの銘柄では概ね四割程度が側人消化されていたというが、悩人Ijl込だけで公算分の二

倍近くなるというようなことは珍しい。(竹内 11956]，106頁。)

また、この年度には 1920年の第一次期資の際に市況悪化のため募集し担なった 600千株の募集が行われ

ている。この募集は「金融恐慌の影響を受け資金の大都市一流銀行に集中するもの多く政府救済資金の放出

と相侠て金融市場は極度に緩慢J(南満洲鉄道 [1976]，2686頁)となっている情勢を見て行われたものであ

る。 600千株のうち 400千株を株主に 4株に 1株の割合で、また 100千株を社員にそれぞれ額面で割り当て、

残りの 100千株をプレミアム付で公募した。この公募は 8月20日-25日に行われたが、 119，240株の申込

があり 、1株平均 10.74聞のプレミアムを獲得している(南I街洲鉄道 11976]，2686・7頁)0 3 

この社債と株式の人気を満鉄の経営好転の具体的な指標と看倣しでもよかろう。尚、 32年末時点における

日本の事業債総残高に占める満鉄日本間建社債残高の比率は 12.5%であり、満洲事変以前の 28年末の 8.7%

に比べてかなり上昇している。(表 IV・7)

4.2.3 小括

満洲I.Il変直前の満鉄は、主として世界恐慌の満洲大豆への影響のゆえに創立以来の苦境に立たされていた。

このような時点で生じた満洲事変と満洲国の建国は満鉄にとって「悪材料を一掃Jするものであった。また

資金調達の側面から見るならば、日本のインフレ政策によって満鉄が日本の資本市場から資金を調達する粂

件が整ったことになる。このインフレ政策が軍事公偵の日銀引受を中心としていた点に鑑みて満洲事変を契

機としたものと看倣すならば、資金面でも満鉄lま満洲事変で匙ったと言いうる。

しかし満洲国の成立は満鉄を単純に潤すばかりではなかった。 i前鉄は満洲国と満洲国鉄道の委託契約を 33

年 2月9日に締結して 33年度より満洲回全土の鉄道を一手に運営し、拡張するという任務を背負うことにな

3 i貧鉄線の額面は股立当初 l徐200閣であったが、 1915年12月18にl徐 100聞に改められ、さらに 1929年6月20日に5000に

改められている。(満鉄会 [1986]，72真。)
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る。 firi椅鉄道の独占的絞背1.1i崎鉄の悲願ではあったにせよ、資金および収支の面で負拘となるものであり、

渦欽の常利企業としての側Ü'Îにとって新たな階級をもたらした。この委託契約は大述・良ぷ聞と奉天-安~聞

を結ぶだけの「点と線Jの「正問jとして活動してきた満鉄を、満洲回全土に鉄道網をめぐらせる「而jの

活動に引き摺り込む也のであった。それ以上に1ft大なことは、揃洲l!lの成立がi省鉄の彼民地機関としての役

割を黛mにしてしまうことである。事実、 33Sれにはいわゆる「満鉄改組問題jが表面化し、 f1錆鉄王国jは

i絹洲 [~Iの成立によって)ûl~起し始める。

4.3 経営回復とコンツ工ルン形成・・ ・・・第 2 期 1933 年 4 月 1 日~ 1936年 3月31

日

3311.度から 35年度の雪作間は満洲事変が一応収束し、満鉄lま満洲固との聞に締結した固有鉄道(以下回

線)の受託経営契約と新線路政契約に従い(小林 ・品目 (1964J，499・501頁)、東支鉄道を除く満洲国の全固

有鉄道の経営と新線建設計l同の実行を開始した。この契約は表向き満洲国と満鉄の聞の契約になっているが、

怒密協がJによって満洲闘が閲.lU1J(に鉄道運営を香託し、さらに関東mが満鉄に復委託するという形になって

いる。また関東軍交通監守f8S-nf満鉄を監特することとなり、たとえば鉄路局の職只は満洲国の行政官庁とほ

とんど接触せず、交通監督仰とのみ関わったという(蘇祭民 [1990]，492頁、渡辺 (1986]，117・46頁) 0 4 

この[aJ線経営受託によって満鉄は北満鉄道を除く全満洲の鉄道を一手に経営する独占体となった。同時に

i締洲間経i斉開発全般のrll心として自らを位低付けており、その方針に従って一定程度のコンツェJレン化を行つ

ている。

4.3.1 資金調達

飢2J切の資金の大まかな調述・投入をまず斑認しておこう。衣IV・3・cによれば、この三年間の調達は社償

金263百万四、株金撤収 172百万四、 「その他資本J51百万四、 「その他(負債側)J 48百万国と「その

他(資庄側)Jの減少 37百万四であった。投入は貸金等 187百万問、仮払金等 243百万四といった回線関

係の投資が多く、それにイf価g証券が 112百万聞で紙き、事業授は45百万聞に留まっている。

資金川述の最大の特徴はその金額が満洲事変j)iI後の三年間に比べではるかに大きくなっていることである。

妹金徴収と社償金による訓述の合計は第lJPJが 137百万四に過ぎなかったのに対して第 2)聞は 435百万聞と

膨れ上がっている。

畑貴

3311二度の株金徴収が 100百万聞と多いが(ぷ IV・3・b)、これは第二次熔資がこの年度に行われたためで

ある。このj曽資は次のような鮮総で行われた。満鉄は[交通施設に就き之が建設の大業を一手に引受くるは

勿論Jl:の他の基礎的産業たる製鉄、炭破、屯気、 it安等の諸事業に於ても指導的役割を果す事となりJと鉄

道のみならず重要産業全般にわたるコンツエJレンたらんとする意欲を示し、 「之に投資すべき資金も七一、

-00万聞と推定されJ(内川崎洲鉄道 (1976]，2677貞)、この資金の調達を実現するためには熔資が必要と

いう結みに到達した。そこで 32 年 11 月のíf(役会議で 220 百万凶の!~資を行って資本総額を 660 百万聞にす

4<<辺 {1986) の指婦によれば、満洲凶・閲Jl(1Iiの受託~約が32~8 月 781ずであるのに、関東軍司満量生のtl~寄託契約がそ九より早い

32 ff.4 11 19日付となっている.i宣辺1.1、 32年4月7B の鴻iUIU~ll江口定代の罷免の原因を、この不自然なtl受託契約の害事絡に江口

がb(l:tしたためではないか、とl!l測している。
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ると決定した。しかしその後、関東il(.満洲固とのIlUで結ぼれた協定によって荷認された満洲[iJifj鉄道新線

計画がこの増資計岡ではファイナンスしえないことがIVJらかとなった。そのため期資後の資金を 800百万聞

とすることとして 33年初頭に新たなm資案を作成し、関係機関に恨回しのうえ臨時株主総会を 3JJ 6 [lに開

催して僧資を決定した。 3月 11日に rItII1締洲鉄道株式会社の株式引受に閲する11.Jが衆挑院本会議に上程さ

れ、衆賀両院の協賛を経て 28日に公布された。

このようにして 360百万回、 7，200千株の培資が実行に移された。このうち半分の 3司600T'株は円本政府

引受である。日本政府引受分の払込は第一回栂資の際と ['iJじく外債の間代りによって行われた。すなわち第

一九回英貨社債額面 4百万ポンドの府代りを法定予価によって換算し株金 39.052千聞の払込としたのであ

る。日本政府による第一回払込は資金調達に実質的に1.1i7献していない。 5

残る 3，600千抹は民間に割り吋てられ、額面 l株 50聞に対して第一回払込智iは 10国とされた.そのうち

2.200千株は株主に、 200千株は-nHに翻而で割り巧てられ、残り 1，200T株 60百万田分が般公非に坦さ

れた。 8

大後かりなilf云の効果もあってか111込締切の8月 15f1には応#総数 23，491名、株数3，518，220t，t.:に注し、

230余万株の応募超過となった。かくて満鉄はプレミアム予均 5.18回、総額 6，215千聞を擾科して公募を完

了した。包し fi絹人の申込は新京に於て一口一00株のみにすぎなかったJ点は注意に値するであろう。(市

i前洲鉄道 [1976J，2689頁。)

満鉄はこうして株主・社只割当分と併せて、 36百万聞の資金をこの節 -[n)払込で調速した。以降、 37年

度まで毎年 l株当たり 10由、総新 36(Ï万聞の-11.込が行われる。尚、この11~J.ß.の t~金徴収は 100 (I)J (却であ

るが、このうち 39百万四は英貨社債の振普であり、残る 61百万聞のうち 36O万聞がこの僧資の払込分で、

残りは前回I哲資分の最終払込によるものである。(以上I曽資に閲しては市渦洲鉄道 (1976]，2677・90到による。)

社債

次に社債であるが、第 2期に社債は 263百万四と最大の調達項目になっている(去IV・3・c)。年度別で見

ると(表 IV-3・b) 33年度は白本政府による外債肩代りがあったので 12百万四減少し、 34年度 160百万圏、

35年度 115百万四と推移している。発行額で見ると、 33年度は 145百万聞と多いが(表 IV・5・a)、大部分

は低金利を利用した借換分であって、実際の資金調述には買耐えしていない。このうち 33年 11月15日に発行

された第三七四社債は発行直前の 10月下旬に「満鉄改組問題」が表面化し、 r(j場の強い反発を.nってほとん

どが売れ残り銀行手持ちとなった。この資本市場の反発がこの時の満鉄改組の動きを封じたことは良く知ら

れている(原 11976])。この時以外は全般に金融緩和に助けられて発行は灯凋であり、全てシ閉が引受けて

いる。

しかし 34年度、 35年度には少しhlt向きが変わってくる。それぞれ 30百万聞、 15百万聞の簡易保険局引

受分がみられ(ぷ IV・5・a)、35年度には支払手形のt付加45百万四による調述(表IV-2-b)がある。これ

は、社債による資金調達が再度網屈になりはじめていることを示す。特に 36年2月 15日発行の第四八回社

S この場合l!n1図と.wなって、元利Äf1.に裂した日本田金額が釦ポンド相場の~動によって~化した場合のリスク I!ì泊~がftffiすると

いう取り緩めがあった.

S満室長1:これを-ffに募集することにしたが、 「斯くの如く大震募集1.1嘗て大正六年大破中のHi兄当時大厳正面紛の1・1eに際し二五万徐

を一時に公募した以米の fレコードjでf.<図証券界空前のことJであった.このような大鑑公孫を成功させるために f八月一日.日本全

国一五五種、満洲三O~置の主要事育関紙上にー斉に募集の広告をZーした外、全国の主要~lSに宣伝記事の記事E会図官庁伺紙;二ピラ広告の"

入、ポスターー0万伎の全国配布等之が普及に多火の苦労と努力を弘ひt曹資に要した費m(" J1.~J{の位-9)のRmを入tL:五八ー千自主釦の

多額に返したJ(問I締洲鉄道{1976)，2688・9JOという。
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債は相当の不振となり、 f密かに預金総其の他政府の積極的支援を希望したが、二月一三日大蔵省と fシj

間代表たる興銀との会見に於て其の望み薄であるl]f.が判明興銀からも会社社債計画の可及的漸減方針を希望

さるる布線で起債のl~r途6th!信条件も次第に逆転の懸念が濃厚となったJ (f有機洲鉄道 11976]，2711頁)。この

ようなIJf.態に主ったのは、それまで低調であった民UIJの資金需要が景気回復の本裕化によってもりあがり、

資金が不足し始めたためである。 32年に開飴されたlJ本銀行による国債引受とその対市中売却という金融方

式も、この資金のj~j!}によって 35 年後半から市中光線が困費量になって行き詰り(日本銀行百年史編纂委員会

11984].47-8頁)、前偽蔵相iによる国債漸減の方針の戸明が出されるに歪る。 i向鉄{貨もこの影響から自由では

ありえなかった。

日本の起1IOli助において 33年から 36年に発行された社債を事業資金調達分と銀行などへの借入金返済分

に分けて見ると、 "，iiI:fJ"のうち満鉄一社で 46.7%を内めている。 36年末の残高で見ても'Jf.業債総額 3，479百

万四に対して渦鉄 777百万聞と 22.3%を占めておりシェアは大きく拡大している。(表IV・7および竹内 11956]，64

fJo ) 

4.3.2 資金投入

国銀関係

m 21拐の最大の投入J1t口は「仮弘金等(仮払金+ぷ収金)Jの243百万闘である(衣IV・3・c)。それにし

ても未収金と依払金の布!の多さは際立つている。たとえば34年3月末で総資産額 1，613百万聞のうち仮払金

と未収金で 221I'i H問と 13%も占めている(ぷ rV-3・a)。しかもこれは一時的現象ではなく、むしろこの

後に地大するのであり、例えば 38年3月末で 15%、41年3月末で 17%、43:i手 3月末で 17%、45年 3月

末で 20%と常に高い比1棋を占め統けており、年々の資金投下額では事業費に匹敵し時にはそれを凌駕しさえ

する。

仮払金等の項目のr~Jt1 1ま 33 年度以降生じるが、満洲閏鉄道の委託経営が 33 年 3 月 1 日より行われており、

何者には密接な関係がある。仮払金の項目が満洲間新線路説と 関係のあることは砿尖である。各期営業報告

"t!Fの fMft目録jの仮払金の項目に「鉄道路設勘定外jとあるように、 i鈍鉄はi筒洲国鉄道の新級建設工事を

Hった場合、その工:J~貨を fill設勘定(仮払金) Jとして計上し、一応自らの資産の一部に含めておき、完

成後に満洲同鉄道111，:大(貸付金)に顕り伴えてill設した設備資産を政府に引き渡すという会計処理を行って

いた。

未収金lまfllH7tIUJJでは f鉄道後払運賃外Jとされている。しかしこの部分も回線運営に関係するもの

と考えられる。その理(11はまず第一に、去 1¥・-9の合i41金額 266百万四が、向時点 (37年3月)の仮払金残

高221百万聞を l廻っていることである(ぷ1¥'-2-a)。ぷ 1¥'-9に計上されているものは、 n筒洲国鉄道併

設及委任経営契約に必き会社が支出した満洲i五l鉱迫の建設費及既設線の改良質Jt:の他を合むもので将来満洲

凶鉄道借設となるべき整問点済制J (雨i締洲鉄道 [1976]，2747頁)であり 、この残高が仮払金の残高を上廻っ

ているということは、 「杉里Jl未済制」のー音sが仮払金以外の勘定に分類されていることを意味する。そして

このような性質のものはふ収金に計上するのが口然である。第二に、表IV・3・bの「その他投資Jの欄は「整

理未済企Jのm減を示しているのであるが、この推移は去1¥'-2-bの仮払金の動きよりも=tkIV-3・bの仮払金

等(未収入金+仮払金)の動きにより近い。第三には未収金の残高が非常に大きい点である。未収金は 36年

3月に!;!1億四を思え、 4}.Iド3月には 2億間台になっている(表1¥・3・a)。後払運賃だけでこのような巨

額に述するというのは号えにくい。
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r L1J崎文\'~J (平崎回大学社会科学研究所所蔵)に合まれる「都内紛式附定時代主総会質疑応終案(以下

総会想定IIlJ容 (41年度)) Jには、

モ(nJJ)

仮払金ノ内容如何

(終)

仮払合ノ主ナルモノハ

i純洲向新線使級建設工事費約三憶も1千三百万国

(み込本年乃至一年以内ニ1ft-紘ニ振付、フ)

中間配、当金 約千九百八拾万冊

等テアリマス

問(!UJ)

ぷ収金ノ内容如何

(答)

未収金ノ主ナJレモノハ

鉄道貨物及旅客後払運賃約三t千九百万四

i締洲同鉄道改良工事費立替金約九千九百九拾万聞

(，I~込翌年四月一日借款ニ桜リ外フ)

~;テアリマス

という氾1定問答が絞っており、このl得点の仮払金の大宗が回線の新級品i線地位工事費、未収金の大;長が改良

工 'J~n立符金であり、これらがやがて鉄道借~に撮り替えられることがわかる。この傾向を i椅洲同JUJ全体に

宣ると考えるのは自然である。

仮払金等におEくのが「貸金等jのi将加 187百万四である(衣IV-3・c)。この貸金の太宗を占める満洲同鉄

道借款と「その他投資Jとの合計が満鉄の回線路設運営に振り向けた投資額の推定値となるが、第 2JtlJには

418百万聞に速し、総投入額の四分の三を占めている。この金者aは株金と社偵による調達435百万聞とほぼ

見合っており、日本の資本市場から淵述した巨額の資金がほとんど令て同級に投下された絡併である。

高備によれば満鉄の新線建設のピークがちょうどこの時期にあたっており、建設費用は第一次線~第三次

線までで合計.478百万四となっている(両編 11986]，687-96頁，金額は点9・ 1)。この金額は上の同線向け

投資の推定他 418百万固と続ね具合っている。

点IV・10・aはi筒洲国有鉄道の事業費の謀計額であるが、当然ながらそのほとんどが鉄道で占められている。

尚、 35年3月時点の鉄道借款が 197百万闘であり、満洲国鉄事業費 399百万四との差が 202百万四である

のに対し、 36年3月時点、では前者-が334百万倒、後者が735百万聞とその差が 401百万聞となり、 200百

万間近く拡大している(表IV・3・a、去IV・10・a)。これは、 35年3月23日に日渦ソ北満鉄道戊波協定が調

印され、同lli持鉄に経営が委託されていることと関係がある。北満鉄道は誠渡価格 140百万聞及びソ述鉄道

従業只逃級金 30百万四を支払うことでJ'l収されており、 200百万捌のうち 170百万聞はこの北鉄Jt収に起

肉しているはずである。買収資金は渦洲岡国債を日本で発行することでA迂されたので、 I筒鉄はこの資金調

達に直接は1刻字していない。

点IV・10・bは回線の営業収支である。鉄道の支出/収入比率を見ると、 33年度が特に高<93.2%で、あ

とは 70%後半から 80%前半となっている。 1持鉄ノド線の 30%台という只.常に低い支出/収入比明に較べると
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回線の効率はずっと悲い。また渦鉄に対する1ftJ:款の利息は 34年度で 12.7百万聞であり 、この部分を考える

ならば回線の運営はほとんど儲からないことになる。しかし一応J11字となっている以上、この収支去から固

有鉄道の新線が「非経済紋」であると結11命することはできない。膨大な新線を建設し続けながら、伺線の支

出/収入比中はさほど:ι化して".ない。新線はl側諸CilIの意向に沿ったíIL'H線ではあるが、概ねi筒洲 'J~変以前

からよIKJ家のIlIlmiしていたものであり必ずしも非経済線ではなかった、という高織の指摘はこの収支去と一

応予合する(防備 11986J.696tu。

とはいえ利益というものは減価償却の具合によって大きく変化するものであり、この営業収支表にはその

点が明必されていない。 'J~実、 後に見るように副線の減価償却率は本線に較べて相当低いものと推定される。

また第二次・ m=三次新線路設I!1JMiにともなって回線委託経営の利益金は借款利子すら全額を支払いかねる状

態となり、 35"H.a決貨では利益金が予算を大きく下廻り、満鉄の受け取った利子も予算より 10百万回以上

少なくなった。これが満鉄全体に対する信用を低 Fせしめ資金調速に悪影響を与えかねない、として委託経

営制瓜の停止が考慮されたこともある(以 11976)，222-8頁)。この点を重視するならば、新線を「非経椅線j

と見なすことも可能である。

尚、 33年 10H 1 日より満~は北朝鮮における固有鉄道の一部の受託経営を開始している。この路線は満
洲の鉄道を日本海に絞短距般で繋ぐ重要線であった。この鉄道の迎営のために北鮮鉄道管理局が清涼に設置

されている(Iti満洲鉄道 [1976)，1371-2頁)。

有価恒券

部 2JUIの投入で凶線関係に次ぐのはイf価誕券 112百万別(衣 IV・3・c)である。この部分は満鉄のコンツエ

Jレン化のための投資である。ぷIV・12はこれを来種別に去示したものであるが、J<IV・12・cから明らかなよ

うに、第 2JOIのイi価JHJ;投資は鉱 E業に集中している。企業別によLると最も重要なものは(株)昭和製鋼所

である。昭和製鋼所に対しては、 33年度に 35百万回、 34年度に 16百万個、 35年度に 6百万聞と合計 57

百万凶の投資が行われている。附和製鋼所は 33年 5月1日に本町を京械から鞍山に移し、鞍山製鉄所の施

設を 6JJl日に継承するとともに、 4月 10日附で満鉄が政府から認可を得た鞍山製鋼計画を引き継いだ(T有

満洲鉱迅 [1976]，2585・7>'0。この製鋼所の移譲は満鉄から昭和製鋼所への光却という形式をとり、議渡金額

は 34 百万四であった。 i前鉄の社内~業の製鉄工場の欄は 29 百万出なので(表 IV・ 11・a) 、 i締鉄が 5 百万聞

の利益を得た形になっているが、 i締鉄が~際に投資した智iは研究開発費等を含めると売却金額をはるかに上

廻っていたといわれる(日本経業訓査会渦洲支局 [1941)，128貞)。

第 2JOJの有価J正券投資は昭和製鋼所を除くと次のとおりであった。まず 33年度は、

満洲続安(株)

n肘HjU俗世話(株)

[!]際i準備(徐)

Un均マグネシウム(妹)

尚洲石油(徐)

i尚洲化テ工業(除)

[IíJ平日 íU功 II~工業(抹)

制収・内総鉄道公{;(

となっている。 34年度は、

0.75百万四

0.88百万個

(貸金の滋停)1.7百万回

0.88百万聞

0.5百万四

6.43百万四

0.73百万間

企 35千間
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であった。 35年度は、

満洲人立工淡(徐)

舞版セメント (線)

i筒rfH屯j寝殿分イf限公司

満洲災品質(株)

機uri.rii!IJ(紘下

刈iJHIネ金(株)

4終末よ~土地 i株)

回収・ f伝来屯)Jf.t~ 

1ltlJ.i:.四平街並公主鎖

取引所信託 (紘)

満洲鉛鉱般分イf限公司

満洲鉱業開発 (害事)

(株)興中公.;)

満洲拓鎚{妹)

i拘洲化学工業(株)

僚級セメント {抹)

満洲i包~般分布限公司

満洲係金(株)

日 il~ :fr.æ (鉱)

務天工業土地(株)

満洲林業股分イI限公司

同和白動車(株)

同lllfj動車(株)

回収・ I杓満洲瓦斯(株)

回収・その他

となっていた(南満洲鉄道 [1976)，2735・6頁)。

0.75百万聞

1.25百万回

0.92百万町

8.4百万附

1.5百万oc

1.31百万別

1.5百万間

企 0.57百万回

清算による残余財産分配0.4百万側

1.5百万側

1.36百万冊

2.5百万聞

3百万冊

3.23百万冊

1.25百万個

20.08百万関

1.25百万関

6.25百万開

1.25百万関

0.63百万側

0.73百万別

0.73 a万閣

ム株式附欣68万関

690千関
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さてこのように列併してみれば明らかなように、昭和製鋼所以外は 35年度の満洲電業を除くと金額が小

さい。昭和製鋼所だけで全体の半分強を占め、残りの何割近くを満洲市業が占めている。しかも ll~洲電業の

出資は南満洲電気(株)株式の現物出資であって、新農の資金投入が行われたわけではない。第 2期の満鉄

コンツエルン形成とは昭和製鋼所と満洲電業を除くと、あとは小額の投資が多数の分野に対してHわれてい

る、という形のものであり、しかも投入は相当部分が満鉄事業の移譲や貸金・株式の振併によっており、実

際の資金投入は限られていた。第 2J聞の有価証券投資=コンツエJレン化のための投資は見掛け l:112百万四

にのぼっているが、実際の資金投入はその一部、多くとも半分ということになる。たとえ 112百万聞という

数字を採用 したとしても、鉄迫投資 (本線 32百万四十鉄道借款 194百万聞+その他投資 224百万四=450 

百万四)に較べると四分のー弱となる。実際の資金投入では八分の一以下に過ぎない。

第一節で触れたように 1920年代の満鉄のコンツエルン化について金子は、その金額が社内事業投資に比し

て少ないことを指摘し、 「三0年代の本格的コンツエルン形成に主る過渡期J (金チ [1991]，380.mと評価

した。しかし金子の汗価規準に従え 1;(、この時期のコンツエルン化もまた本格的というには程遠いと言わぎ

るをえない。次節以下で見るように、第 3JOl以降でもイi価証券投資が投資の大きな初会を占めるようなこと



128 満洲国の金磁

は一度もないのであるから、結向のところ満鉄l;.t本俗的にコンツエルンを形成したことなど一度もない、と

評価すべきであろう。

しかし渦洲(1\1 の1ft化学工業のブiから見れIfi偽~~閃述会社のおめる古都分は大きく、 f渦洲経済全般に於て会

社の関係する JJ~実は各方面に疋り多段多織であって主要会社中会社と関係のないものはないと謂っても過S

ではあるまいJ (南満洲鉄道 [19i6j，2581.m というほどであり、消洲国経済にとって渦鉄コンツエルンは紛

れもなく仔花した。 3211:-36年に設立・改組された特殊会社は 30社であったが、そのうち満鉄持株は 17

社、総資本の 31.6%に相当し、 1締鉄持株比E容が30%を超えるものが 10社あった(満洲帝国政府[1969J，559

頁)。にもかかわらず、 i伯 5'~にとって満鉄コンツエ Jレンは鉄道!j~業に較べるとはるかに重要性が低かった。

満洲囚経済に占める鉄道のj創立はそれほどに高〈、また逆にi椅洲同の鉱工業はそれほどに小さかったのであ

る。

社内司区巣.

投入のうちの事業貨がわずか45百万四に過ぎないのは、ひとつに 33年度に鞍山製鍛所を昭和製鋼所に光

却したためであり、社線に 32(I万四、港湾に 13(i万四と第 1期より多くの投入が行われている(表IV・11・

c)。しかしそれでも凶線新e泣.r.JJ~に比すればその金額は小さい。

4.3.3 営業収支

紋後にi偽欽の収支を隊辺、しておこう(ぷ1¥'-4)。第2期の鉄道の支出/収支比率は 33年度31.8%、34年

度 34.3%、35年度33.2%と渦洲同JUJで放も低いH制UJであり、鉄道事業が貯調であったことを示している(ぷ

IV・4・h)。また、国紋との合}l.で凡ても同じことがJえる(表 IV・4・e)。鉄道の運営は全体に順調であった。

満鉄の利子収入の大宗はこの満洲同鉄道借款の利息と所有有価証券配当が占めているものと推定されるが、

その般拶l.t16A百万四、 26.1百万問、 34.3百万四であった(ぷIV・4・d)。これらを貸金等+有価証券+仮

lL、金吋Iの作度末残高で;'i1Jると、利廻りに相当するものが得られるが、その推移は 33年度 3.2%、 34年度 3.6%、

35 年瓜 3.8% となる。この{1ftの，~f価は鍛しいが少なくとも 30 年度の 2.1%、 31 年度の1.9% と較べて向上し

ている(ぷ lV・4-f，迎用利僚の欄)。この数{自も満鉄経営の好調を示すとイ管えてよかろう。

4，3.4 小括

衣rv・15はi前鉄の投資を、札内投資・-tt外投資を!日jわず、運輸!則illと鉱工業関連に分却したものである。

これで凡ても連総関辿489(i万別に対して鉱工業8i百万聞と運給関述の優位は明らかである。第2期は満鉄

の投資に ~iめる鉱工長郷jI'Jの叩l合が満洲{事IJUIで舷も高かった時JQJであるにもかかわらず、連総関連投資の優

位は動かない。(表I¥'・15・c)

第2JVJのi，均欽は、営業収支の示すように事業迎符は順調であり、第二次培資に成功し、社債の発行も少な

くとも前半は好調であった。その資金を新総ill設に投入して満洲同の鉄道網を拡張しつつその運営にあたり、

しかも鞍山製鋼所の分雌・拡訟をはじめとするコンツェルン形成に来り出すなど、多くのl函で成功を収めた

といえるo 34年 11月 1IJの?Vi:.rあじあjの述転開始はそれを象骸する。第 2期を満鉄の絶頂期であると

いっても1111追いはなかろう。
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4.4 鉄道会社への改組 ・ -・第 3期 1936年 4月1日-1938年 3月31日

4.4.1 満鉄改組問題の経緯

第 3 期の最も if(~なテーマはi絡鉄の鉄道会社への改組である。陸耳Eが満鉄改組方針をS査定したのは、 i緒洲

国建国の半年後の32年夏から翌年みにかけてであり、向年5月 128には満鉄の持株会社化情惣を含んだ陸

軍省による ri締洲産業開発方針要綱jが作成される。その要点は、

1) i筒欽を持株会社とする

2)満鉄の監'ff権を関東軍司令官に一元化する

3) i鋳鉄附属地をi持洲固に返還し治外法権を般廃する

4)満鉄経済調査会と関東軍特務総の合作により経済宰ぷ本部を設問する

というものであった。 7

この築にいう持株会社とは鉄道・製鉄・炭破・化学工業・電気-自動'11工業・軽金属・採金・石油といっ

た分野の子会社の半数以上の株式を保有し、それに金融上および事業上の統制を加えるものであり、この持

株会社には監督官憲が重役の選任解任、利益金の処分、毎年度事業計画、総会付議事項の認可または承認を

おこなう、とされた。 33年 10月230に満鉄改組問題担当の関東軍特務部書誌沼悶多稼蔵中佐が新聞記者に

談話の形でこの改組業を明らかにしたことで問題は一気に点面化する。

これに対し、満鉄社只会は 10J-J 28日に抗議宣Jを出して反対運動を綬1;;1した。また臼ノドの関係官庁や財

界でも関東JTLの改組系には反対の空気が強く、日本商工会必所によるJi.np明が 11月 14日に/1¥される。そ

の翌日の 33年 11月 15日に発行された第三七回満鉄社債は極端な不調となり、同時に株価も12.t書しており、

資本市場の示したこの反応によって陀Jr(も改組業を一応肱来した。

しかし満鉄改組}j針が全面的に肱楽されたわけではない。まずこの問題が衣而化する以前の32年7月に関

京第司令官による駐満洲国特命全艦大使と関東長官の旅任が実現し、在渦機構を陸mの意志のドに統一する

ことに成功する。さらに 32年 12月に陸軍大臣を総設とする対満事務局を内閣に新設し、満鉄の監督権の事

実上の常揮を実現した。これによって改組構想の 2)は続ね述成された。次に 4) についてであるが、この傍

氾lは次のようにして尖現された。市次郎が関東軍司令官権特命全線大使に就任すると、 35年初町iに問点Jl[

特務部が廃止され、同年 5 月に日渦経済共同委貝会が股位されて日渦[lUのíf(~経済問題はここで合設される

こととなった。更に 11月8日に満洲凶政府総務庁企両処が設置され、経済政策の立案遂行機能がj前洲国政府

に移された。こうして陸軍は第 2J閉までに満鉄改組構仙の 1) と3)のみが残るところまで漕ぎ芯けたのであ

る。(以上改組の経総に関しては、原 [1976]，211・7頁による。)

4.4.2 機禍改革

36~9 月に行われた満鉄総制の大幅な改革はこの満鉄改組問題に一応の結着をつけるものであった。この

験制改革の眼目は「会社の直営事業を(ー)鉄道(二)政破(三)産業助長引業(四)地方行政施設に大別

し、鉄道を級幹とし各事業経営の統一整備を計ったj点にある。鉄道に関しては社線 ・回線・北朝鮮総の三

7 .c;~庫 [1995]11、俊雄のt寓怨以外の繍i);自身や在i前日本人商工条訴の満鉄改まJl~院のlIí~1企を術情した。前者lま 1筒鉄の経営i!t:~と回線経

営への対応として~:1Bされた。経営"のこのような経営般略が満鉄改組を受け入れる治理となる.後名・1120 年代に日本人商工業省が経営

不器量にあえぐなかでその脱出口を求めて副首鉄絞営方針の変革を要求したものであった.その般終形態1132王手3Mに事夫会服所の提案した

1貧欽改造楽であるが、この書院は後の陵継の満鉄改組t~怨に縫ゑされてゆく o (高僑[1995)，Jf 4 .0 ) 
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線に分かれていた鉄道関係筋肉を統合して本天に鉄道総局を股置し、また新京には新京事務局が設置され、

大述本社の占める地位i訂正下した。(尚i泊洲鉄道 119761.79・81貞。 )

こうしてまとめられた開つの機能のうち (1附の地方行政施設は、やがて分舷せざるをえないことが舷実

であった。なぜならこの般市1)改依の三ヵ JJ仰の36年6月 10臼に「満洲凶に於ける日本国臣民の居住及満洲

[~Jの課税苛;に!測する条約j および f附属協定j 、すなわち治外法権の一部J撤廃条約が締結されており、その

中で37年末までの附属地返還が定められていたからである。重役会が35年 10月25日に附属地施設移A範

開等に閲する決ぷを行っていることからも、この職制改革が地方行政施設分肢を視野に入れたものであるこ

とがわかる。この改革の ー年少しあとの 37年 11月5日に「満洲固に於ける治外法植の撤廃及南満洲鉄道附

誕地行政符の移aに関する[)本I~満洲国 IlIj条約j が新京で締結され、 i蹄鉄の行政上の使命は消滅した(刷ぬ

附ー'119931.146・50頁、満鉄会119861.409・45fu。この治外法権般廃はまさしく満鉄改組情想の3)の実現

にほかならない。

しかし渦鉱に(三)の産業助民事業を分離してしまう考えはなかったと凡てよかろう。この機権改革でi窃

JJ~邸業務のうちj坂光業務を分継し、 11 月 1 lH二日満商事(妹) を設置しているが、それ以上の分維を情怨

していたとはJ3-え費量い。この分野の分際はむしろ外生的な袈因によっている。決定的な影響を与えたのは 37

年 11月25f1の口産の満洲移駐=満洲市工業開発(株)の設立であった。満鉄はこのI前提設立に際して、 38

年3月2日に昭和製鋼所、 i締洲炭鎖、 i絹洲鮭金属、同和自動車、満洲探金の株式を 107.5百万国で満洲国政

府にa渡している(南満洲鉄道*京支社業務課11938ト満鉄会119861.525頁)。政府はこの株式を満業の資

本金の払込に允てた。この後にも満鉄は満洲石油(株)等の持株(評価額1.4百万回)を議渡し、さらには

後に見るように渦洲電業株を I~J肱するなどして鉱工業部門から手をヲ|いて行く。この時にはかつての改組時

のような強い反先を見せていない。

36-37年度の二年間の職制改革、附属地返還、満業設立を経て、満鉄は「満鉄王国Jでも「満鉄コンツエ

Jレンjでもなくなり、 (ー)鉄道(二)炭織と(三)の残存部分たる調査からなる企業に変態する。満鉄改

純情処の 1)の持株会社案はそのままの形ではないものの、渦業設立という形でほぼ実現されたのである。こ

の変態の過砲が財務諸表上にどのように表れているかを次に確認しよう。

4.4.3 資金調達

まずはじめに強調すべきは運用調達総額がこの二年間は相対的に少ない、ということである。 34年度、

35年度の総悶述額が234百万問、 208百万聞であったのに対し、 36年度、 37年度は 162百万四、 190百

万聞となっている(ぷIV・3・b)。満洲距業開発五ヵ年計画が36年度より情恕され37年度から実行されてい

ることを与えると、この阿{I'J.[の総調述t!iの減少は奇異といってよい。

4土{責

Aえも電~な s刈述項目は札前であり、金額は 146 百万闘であった(表 IV・3・c) 。しかし 36 年度が 125 行万

聞であるのに対して 37年度は 21百万聞と4極端に少なくなっている(ぷlV.3.b)。また、 36年度にしても

125百万四のうち 45百万聞は35年度の手形{lt;入の返済に廻されているので、実際の調達は 80百万四とな

る。しかしこの年度の発計棋は 225百万聞と多い(表IV・5・a)。これは2・26事件をj切に第二次の低金利

政策がml始された機会を促えた高金利債の併換発行が多かったためである。この大量発行のためか36:iF 9月

に満鉄シ団の鉱依が行われ、これまでの興銀、正金、朝鮮、第一、三井、三菱、安聞の各銀行に加え、野村

銀行および三)1 、三菱、安111、住友の各{;~，，(が新規参加している。しかし 10月にはいると資本市場は逼迫し
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はじめ、預金部資金の肱出がhわれている(fI本興業銀行除ill.y資料宅 [19571‘275SD 。このイI ~肢の満鉄札債

の傾金総による保イiが 15百万oumJJ[)しているのは、この預金総資金によって渦5.1.:社債が金倣俊閲から賊入さ

れたためと考えらit.る。 (表 IV・3・U

つづく 37 年度の社11~調達がわずか 21 百万別に終ったことは、この:íf:股:に mJ始された尚洲版~I~J発五ヵ年

計向にとって大きな後j較であったと惣{象される。 il~lî失は日本から il~洲への舷も jf(~な資金の窓[")であり、 11 カ

年計画に際しでもその資金調述上の役割lは入きかったからである。この満鉄のHfU発行の不調lよ次のような

~M，'íによる。

当時i前鉄は経済建設にも努)Jはしていたが、イミ探知:的な[同波紋の建設にそれ以上[•• i紅lの資本を投

下しており、従って運賃収入を主体とする会社の収益)Jは漸次低込傾向にあった。か、る状態に

於て提起された同社の第四次新線建設追加予算(昭和一 介c ，k) は、内地金融市喝の-IJI!:~と相ま

って必然的に対満投資の再検持を喚起するに主り、戸HtのnrUn一二年J.[資金l調達111繭は完全に暗

礁に釆り上げたのである。(日本興業銀行臨時資科室 [19571、409頁。)

既に 36年 10月5日-7日の沿尚子会議では71有鉄も参加して五ヵ年計画の法礎案の作成が行われており、ま

た 12月2日にはi締洲固とi椅欽の資金計画の調教も終了している。 36年末の時点で発ムされた第四次新線辿

設追加予算は当然この五ヵ年計画を前提としていたであろう。ところが日本の資本市湯はこの計画に対して

「対満投資の再検討jという形で回答したのである。関東軍のJi針はi絹鉄改組問題に続いてこの時にも資本

市泌の反発を受けたことになる。 37年 11月 25Uの日産の満洲移駐は、同年 5月の陀W1'iの鮎川義介への

35JJjによって実現したものであるが(原 [19761，231貞)、このH主点で352Nがなされた1fJ;lには、 iil1鉄の資金

調達の失敗があるものと考えられる。この失敗によって満鉄以外の資金Jレートの佐保の必災tLが痛感された

のであろう。

社債以外の調達項目

社債以外には株金骸収92百万側、 「その他(負債側)J 49百万四、有価証券の減少ム 18百万問、 fその

他資本J48百万聞がある(ぷIV.3・c)。株金彼収の特慣は、 37年度に日本政府持株の払込20百万聞が行

われていることである(表1V.6・礼)。日本政府はこれまで、 i持鉄設立時点で現物品j資を行ったほか、二度の

僧資に対しても社債の肩代りという形で払い込んでおり、実際に資金を供給したことは 一度もなかった。 36

年度の預金部による社債取得に続いて、この年度に日本政府の払込が行われたことは重要である。設立以来

徐々に資本市場への依存を深めて営利企業的性絡を強めていた満鉄は、第3Mになって国家からの資金供給

に依存しはじめたのである。

fその他(負債側)Jのj哲減は主として支払手形の項目によるものである。支払手形。ま 37年J.[に58百万

田mえている(表lV.2.b)。このj曽加は言う£でもなく 37年度資金調達計i曲iがE苦情iにゑり上げたための繁

ぎの短期資金導入の結果である。

イf価証券の減少は渦業設立のために、 I前洲国政府に上述の五子会仕の株式を光却したことのぷれである九

満洲由は満洲国幣}!の満洲国間債をi尚洲中銀引受にて37年 12月 1Bに80百万四、 38年 3.J.J2日に 100百

万刷、 「投融資資金j名目で発行しており(日本興業銀行119891)、この代り金のー誌が紘式戊渡の見返り

としてI筒鉄に交付されたものと推定される。もしそうだとすると、 i絹欽はこれまで満洲同幣資金に全く依存

8この究主:IJ'ヨ句1:107.5百万四Eであったが、活鉄が政渡した局、式の11.込額I!78.4 Õ万置であり(i何r荷台~鉄道東京え社系務段 [19381.1

頁} 、 29.1 百万閣の荷価証券売却益を得ているはずでめるが、t:f紗なこと・二宮来報告'にはそのようなお径のあった~J!，-が見らn.ない.
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していなかったのであるから、満鉄に対するはじめての国常資金供給がこのとき行われたことになる。 37年

度に飯け金が44百万四i付加しているので、独特された国幣資金のうち 60百万国強が年度内に投下された格

貯である (~< IV-2-b) 0 9 

4.4.4 資金投入

回線関係

次に投入の}jを見ておこう。第 3J朋で最も大きいのは貸金等 278宵万個である。それに対して仮払金等が

9百万聞となっているのが第 2lPlとの大きな迅いである。第 2期iま貸金等が 187百万闘で仮払金等が243百

万聞と後・者のほうが大きかった(表IV-3・c)

[il線の新級建設が行われたぬ合には、まず仮払金等に工事費が，U1ニされ、完成と共に貸付金に撮り答えら

れるのであるから、今月lに貸付金として計上された部分と同額が仮払金等から引き落とされたはずである。

にもかかわらず今期の仮払金呼が9百万国mえているということは、その合計の 287百万四程度はあらたな

新線建設・既設線改良工事の右工があったことになる。年々の同級向け投資額で見ると、貸金等+仮払金等

の第 2Wlの平均が143百万ouで今期は 144百万聞であるから、概ね投資ペースは等しい。仮払金等がほとん

どmえなかったのはこのためであり、新線地肢がおこなわれなかったのではない。しかし、五ヵ年計画が始

まっているのに建設ペースが以前と変わらない点は注目に値しよう。 10

有価値券

平i価1正義は両年度を今わせると 48百万四の減少となり(表IV-3・c)、36年度は 1百万四のt旬、 37年度

は49百万IIUの減少となる(み IV・3・b)。この有価証券の減少が第 3J明と第 2期との最も重要な差異である。

しかし渦欽が満洲国政府にう，'c1~J した株式の簿価 ;8.4百万四を民すと、両年度で 30 百万間程度の投資が行わ

れたことになる。

3611~1.慌のイf価証券の 11\人りは、次のとおりである。

9/l(1二よ ill!、I荷主えへの見返り I!!l'-li分、三O年償還の公債の交付という彩をとるという針窃になっていたという (1J[1976]，249 
w。しかし、上i阜の知<:17 1J~にイf価:.E~減少ふ 49 百万聞とH! lt金のJt!b日4.1百万聞がみられることと、公E慣が会<Jt1 JJ目していないこ

と (/<JV・12.b)から、公{耐交付I!行われず波金でiJ.I:摘されたと考えられる。

10 Iその他殺資JI:! 37 fJ支に 63aJj冊減っており(火1V3b)、これが正しければ回線向け投資のベースが硲ちたことになる.し

かし、ょの年度1二 仮弘全ゆJと Iその他役資jの動きド大事なiEがつく理由が見、たらないことと、 fその他役資jの36年度までの

滋組の御所(高~(19S6] ウ茨 9 ・ 4、瓜資将I! r~三次十字史J 1と3i年度以降の;i{J(の出所(満鉄会119861>が異なっているので、

f仮弘金等jの'じさをE優先 レて与えたほうが安全と判断した.
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満洲~U~股分イi限公言} 1 ;.6百万凶 ，~湖抗i矧(徐) 2 "t'iH別

満洲fl金属製造(株) 3.5 (J万00 n場洲休業股分布限公liJ 0.31 (jJj[周

i情洲W途股分布限公司 1行Ji側 満洲市庄工業股分イi限公li] 0.3汀Jj即

j前昔ij隆法(株) 0.25百万叩 (株)満洲弘報協会 0.08百万関

山東E~ (妹) 0.24百万側 満洲市場(徐)その他 0.1百万冊

復州鉱X-(株) 0.12百万別 同収.'i腎I主J1i分利付公Ui e:，. 2.51百万関

満洲石ilh(株) 0.25行万聞 回収・ 4転米mカ会社社依 e:，. 0.04百万回

日渦商事j投分布限公司 3.6 百万関 株式公開・満洲屯xl股分布限公司 ム 15.13百万関

満洲電信電話(株) 0.88百万閲 燃順災販売(株)解放 ム2.33(~ljl周

(株)興中公司 2.58万四 満洲屯来抹式会社設立に{芋う

満洲拓地(株) 1百万聞 大巡鶴市交通株式会社減ff e:，. 17.6百万個

満洲~M証協会設立により梢洲日報仕絃盛1支持報社外に祉財産の現物出資額 e:，. 0.08 (j万側

(1句湖洲鉄道 [19761，2736目。)

大連都市交通(株)というのは、 I+it筒洲電気(株)から電気事業部門を切り縦し、電車・パス交通事業のみ

としたものである。このための減資と改称は 36 年 4 月 1 日に行われた。切り般された電気!J~来郎門は、 34

if:ll月1日に設立された満洲電業に移されている(市満洲鉄道 [19761.2641μ)。上の出入りのうち、新規

投資の「満洲市員長股分布限公司 17.6行万個」と「満洲電業株式会社設立に伴う大連都市交通株式会社の減資

17.6百万個」の金額が等しいのは、満鉄のj椅洲電業への出資が大述都iIi交通の減資分の振停によることを示

す。また「満洲市業股分有限公司株式公開による 15.13百万田Jはこの振将以前に満鉄が満洲i1t来の株式を

光却していることを示す。満鉄はこれ以降、 i前洲電業の株式を中心とした鉱.ζ業飢門の妹式の22却を行う。

fi前洲J!間十年史jにはこの点に閲して次のような記述がある。

昭和十イr~ -十二年(政徳ニジI~ 一四年)前半には日本経済も略完全操業状態に述した為め、生

産力拡充を目指す設備i建設の1~めに長期資金の市民が漸く高まり、資本市場が愈々逼迫を行げ

て、成徳三年にはさすがの満鉄も資金調達に困難を米し、その持妹の開放を行ったほどである。

而して、既に述べた如く、満鉄はこの頃から漸くその間有事業への投資に専念し、特殊会社、準

特殊会社への投資は寧ろ回収する}j向に転ずるに至った。(i筒洲帝国政府 [1969]，515頁。)

37年度の満鉄イT価証券のm滅は残念ながら正篠なところがわからない。第三次十年史の記述が36年度で

終っていることに加え、評価額ベースでは 36年9月末時点の明細と 38年9月ぷ時点の明細しか発比しえな

かったためである。この中途半端なj明聞の増減の主たるところは表IV・13に示されている。この数値の注目

すべき点は、1M加している銘柄が、凶|摂運始、満洲不動施11 、日満倉町、 ìr~洲拓殖公社、 iヒ支n~開発、興中

公司といった運輸削迎 ・興業拓刑関連に偏っていることである。満鉄の布価証券投資の11"[点は鉱工業から運

輸・拓殖方面に切り換えられたのである。

社内事業. .その他

第3)切の事業貨は 50百万聞Jl'lJJIIしており、その内沢を見ると鉱工業関係 25百万四が鉄道 12百万回・港

湾 10百万四の合計を上廻っている。鉱工業の培加の主}Jは炭積であり、これは五ヵ年計画に沿った石炭僧産

II清治i不動産とは附A草地行政織の満洲悶政府への移綴の際に満鉄が保儲した地方郷所管地方絡伐の土地建物を経営するために役立され

た子会社である{満鉄会(1986]，532頁). 
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のための投資と見ることができる(表lV-11・c)。もっとも、満鉄は興願炭破の噌産を行わないという方針を

35年に社説として決定し、実際にもf{'}itを板力抑えていたというので(君島 [1986]，609・10頁)、この炭破

向けの投資の金~il之.江ヵ1J-il~両の規筏からすれば相対的に少ないと評価すべきかもしれない。

第3期には fその他 (1tpr側)Jが63百万聞もj抑えているが(表IV-3-c)、これは主としてお年度の貯

蔵品のit11Jn21 (I刀凶と 37年度の傾け金のJMJJII44百万聞によるものである(ぷIV-2-b)。後者は上述の渦

洲l孟l政府への有価証鼻先却の代り金の滞留邸分である。貯蔵品は営業報告白に「鉄道用品、木石材類、彼彼

Jt他j とあるが、一体なぜこの年度にこれらが急i~ したのかはわからない。

満鉄の投資を迎始l湖辿と鉱工業関連にまとめたみIV・15・cをみてみよう。運給関係合算が306百万国であ

るのに対して鉱工業側ili合1):1ま.610百万聞の減少と全く対照的である。この去からも満鉄の運給部門への専

念が明確に読み取れる。

4.4.5 営業収支

絞後に営業収支を舷E也しよう。 i誇鉄は36年2月 1日から運賃率の改正を実施している。この改正の最も屯

要な点は従来の距厳比例法による運賃算出方法に代えて遠距離逓減法を採用したことである。これによって

北満の農産物と日本市場との結びつきを強化するのがこの改正の主たる目的であった。ただし社線と国線の

同一連貨準の探JfJIま見送られた。

この改正はどのような影響をもたらしたであろうか。まず自につくのが36年度の鉄道の前期比の滅収減益

である。この減収減益の理由は、 「各種視察団体技沿線各地ノ人口憎加ニ伴フ汽車通学生等割引旅客ノm加

アリタ Jレニ加lへ一般旅客ニ於テモ減少ヲ示シ手小何物運賃ノ引下及満洲凪幣制ノ改革ニ伴ヒ銀貨ノ紛送激減

等ニ悶リ手小荷物迎wノ減収ヲ来シjたためであるという(南満洲鉄道[19771，r昭和十一年度事業説明容j

2 tD 0 r~純洲 li]伶制ノ t主催j というのは、 35 年 11 月の国幣の日本間へのパーリンク政策の実施のことで

ある。パーリンク以府、満洲中銀は国幣と銀との免換を停止し、その結果各支庖への免換用銀貨輸送の必要

がなくなり、それが渦鉄の運賃収入の減少に一役買ったのである。

鉄道の支出/収入比率で凡ても 36年度 36.1%、37年度 35.7%と以前より向くなっており(表IV・4・b)、

全体に渦鉄の収益JJは低ドしている。また同級との合弥で見ても 63.3%、62.7%と悪化している(表IV・4・

c)。さらに述川利権を比ると 36年度が3.1%で37年度が3.0% (表IV・4・f)と、第2)明よりも低下してお

り、これは凶線が第 21mのような利子支払をなしえていないこと を示している。凶線の収支状態はかなり悪

化していると与・えてよかろう。

4.4.6 小括

第3)切に満鉄は屯大f.t+.z:換点を通過した。 i錆鉄附k4地行政権をi錆洲国へ移譲し、満農の設立によって機順

炭破を除く主要な鉱工業部門を分続した。満鉄lまfir湾鉄王函Jでも fi椅鉄コンツエJレンJでもなくなった。

この分離の際に I~J幣資イ訟の供給をはじめて受け、また社線と回線の統一的経科のための第一歩として鉄道総

)l1j を&天に設慨し、新>;~には新京事務局を設trf した。この新京事務所は 37 年 6 月 18 日に支社に昇格してい

る(満鉄会 [19861，66氏)。これらの措置によって大述本社の占める地位は低下し、満鉄は新京に一歩接近し

た。営業面では貨物運賃の遠距雛逓減制の採用によって収支が悪化し、回線は利子負担に堪えなくなった。

日本の資本市場との関係では、 36年度の前半までは資金調達が好調に進んだものの、やがて資本市場が逼

迫して資金総に6しみはじめ、 36年末の第四次続級建設追加予算の提起によって 37年度の資金調達計画は

完全に狂った。また日本政府所イI株式の払込と臥金部による満鉄社債の勝入というかたちで設立以来はじめ
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て日本政府資金の提供を受・7た。 i前鉄lよttI~民地機関としての機能と iR工業コンツェルンと しての俊能のJ.).万

を喪失して鉄道会社に変態すると向時に、資本市場の統制と政府系資金の導入というこつの経路で「由来資

本j的色彩を強めたのである。

4.5 日本の資本市場統制と満鉄・・・ ・ ・第 4 期 1938 年 4 月 1 日 ~ 1942年 3月31

日

37年7月の虚構矯1Jl.件の勃発前後、日本の起債市場は資金極集、金平IJ水i'i/;の見通し灘、公社前利子に対す

るm説懸念等もあってl渇庖休業状態となった。この極塞を脱却するため37年911に臨時資金調整法が制定さ

れ、その後の一連の措置によって資本市場は税制時代に入る。この術的は渦uの f営利企1dとしての性絡

に大きな変化をもたらしたはずである。この後日本の資本は信Jllや収益力の高いところにではなく、 l総;'/併遂

行のための重~度の高いところに流れるように変化してゆくからである。まずこの統制見L誕の H.体的な過利

を、主として社{良市場について硫認しておく。

4.5.1 日本の資本市場統制

社債消化促進策については、社債担保日銀貸出の優遇措置が37年7月より開始され、 38~F 10}jにスタ

ンプ附手形制度が導入された。そのほかに、日本興銀を経由した[]i}!による社債民入、政府保証偵のl'llJ引優

遇措置、剖金部・簡易保険局等政府筋金融俄関による社債の引受・ H入などが行われている。起債di助のl(i

接的統制は 37年9月の臨時資金調整法の施行によって始まり、それ以降産業資金供給は政府の必Il[を1，fす

ることとなった。吏に 38 年 1 月には，也可を躍する業務範囲が拡大された。 39 年下期以降、起債，!i助がイミ I~~

に陥ると、 40年10月に社債liir貸金の間金部資金による府代り、，;r[11-来~.の下持ち仕l1éの険金品目 l 、興銀

融資といった措置がとられ、 40年第4四半期より社債発行の計画化が行われた。大蔵省・簡易保険日・企画

院・日銀・日本興銀による起債協議会が股けられ、四半期毎のU11é?I~化能JJ を策定してこれを官庁筋・シ回

親引・公非分に大体三分し、消化をはかることとなった。これを r-=:分主義Jという。このうちシ凶の親引

分について市中光出自泌の申し合わせが行われているが、社債と lよイ，*1Jt捕の証券化によって流通させるた

めの手法であるから、このようなqlし合わせが行われたことで社仙の本米の窓:li:=市場性は央われたといっ

てよい。日本の資本市場はこの時点で概ね白山市場としての性絡を毘失したのである。(竹内 [19561，109・17

頁、松尾 [199410) 

この統制深化過程は、 37年7月より社{良市場の統制が開始され、 40年10月に計画化が行われた、とお

おまかに二段階に区切ることができる。勿みこの統制の深化は、 37{I" 7月の虚構僑事件、 39ip・5月のノモ

ンハン事件、 41年7月の関東iJI特別協宵発動、同年 12月8日の対米粂宣戦といった戦争の進展に対応した

ものであった。

4.5.2 資金調達

ヰ土{責

このように変化した市場で桶鉄は第4期の五年間に社債を 1.285百万聞発行し(表I¥"-5-b)、社債金によ

る調達額は 1，113百万国に達した(去IV・3・c)。これを引受先別に見ると、日本シ団が1.195百万回、簡易

保険局が90百万四となっている。また第4)~I には預金部による社債の脱入が 122 百万匹ある。問金部の購入
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分を全て日本シ[司引受分のn人仁よるものとすれば、官庁筋が90百万回 +122百万国 =212百万四、日本シ

問視引+公算が 1.0i3百万聞となる (表 IV・5・b)。三分主義に厳密に従えば官庁筋が428百万国となるはず

であるから、満鉄社1ttI.H~ InJ5 I受:の比率が三分F縫よりも向いこと.こなる。社債市場合体では官庁筋の比率

が徐々に尚まっていったことを考え合わせると (日本興来銀行臨時資料室 [1957j，540頁)、満鉄債の民間比

唱の高さは行火である。

臼本のm来日{銭高にfiめる渦鉄債の割合をよ4ると、 38~存米以降は 23.1%、 22.3%、 22.2%、 20.5%、 18.8%

と舵移しており (点 IV・i)、徐々にシェアを下げていることがわかる。これは次のような'jJ.情を反映したも

のである。

その IHfjfrli場の一 安官j内容は、時j;，jの進展を反映し、特殊会社債、対満支関係社債の占むる

比if(のm火が注目される。即ち、両者の総発行額rllに占める比s事は十二年三六%、十三年五五

%、 卜I川年七ー%、 I-]L '$八0%、 t-六年七三%と樋めて大きなウエイトを示している。

H体的にいえば、既存の満鉄、-*拓、日本製鉄、 i絹洲屯業、 i信洲i11信電話、昭和製鋼所等の

外;こ、経済統制!の進展、生産力拡充及び大陸開発の;急務となるに伴い、昭和十三年以降多くの特

殊会社債の恐喝をみた。これ等は殆んど政府信用の庇占の下に、資本金の何倍かの債券発行を許

されたもので、かかる約殊1Jiとしては、十三年に京北興業、満州拓舶、十四年に帝凶燃料興業、

日発、向洋拓摘、北支JJ~開発等、十五年に中支那振興、帝国鉱業開発等、十六年に大日本航空、

帝都高速度交通営問、住宅営団等が不げられるが、これ等特殊債はその性質及び発行額が巨額で

あったところから、 ー般会社債以上に強hなシ団を必~とし、殆んど~銀が幹事として関係する

ところとなった。 (竹内I1956j，l09・10f.io ) 

i鵡洲[t;J建m以米、 114'の11ftrJljj必における j也位を拡大し続けた満鉄であったが、起債市場に馴染みのない特

弘会社債 .Ni純玄関係仕怖が政府保証を受けて統制の力によって新たに登場し、それらに官庁筋資金が投入

されてゆくなかでは、シェアを低下させざるをえなかったのである。

止さ債市場統制化の過程で、各社債の引受シ聞が拡張されてゆくが、満鉄シ団も 41年 10月に再度拡張され、

r， .，~il量、愛知、神戸各l!Hrが新たに参加している。

第4J~J の社債による資金l刈述は、以前のように発行条件やタイミングの設定に苦慮する必要はなくなり、

起債計画のなかにどれだけ組み込まれるかが全てとなっていった。総会怨定問答 (41年度)の十八 r(問)

本年度ノ起fleガ予定通リ泣妙セサJレ泌合ノ資金対策アリヤJという質問に対して準備された回答は、 r (~) 
舷近ノ ffj勢ヲ比マスト別段 t.t策ヲ用意スル必~ハナイ織ニ与へマスj というものであったが、これはlr. なる

逃げUよというよりもし述の'Jc怖を反映した!日!符と考えてよいであろう。尚、総会想定問容 (42年度)の卜

六にも全く同じ111)符がある。

t・資

社債にお'i< :刈込玖Ll:ま株企敵収410百万四であるが (;<1¥'・3・c)、第 4}切には 40年 1月20日に第三次相

資が実行されている a 規吸は増資額 12.000子保、 600百万凶であり、五回に分けて毎年均等の払込とされ

た。このうちす分は日本政府の引受であり、 40年 7月1日に 30百万聞が払い込まれた。残り半分のうち

~.OOO 千株 200 汀万聞は!日株 2 株につき 1 株の割合で旧株主に、 400 千株 20 百万困が社民にそれぞれ額面で

割り当てられた。この時のi曽1-(で特君主的なのは残り1.600T.!tで、そのうち1.∞0千株 50百万聞が満洲由政

府に額面で捌り 当てられ、 GOO':Ht30百万問分が 1株につき 10聞のプレミアムで満洲回貯金却に割り当て

L 
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られた。満鉄の株式がついに渦洲州政府の資金によって購入されたことになる。 i筒洲[r<)政J{.f引受分の配、竹は

定訟によれば日本政府株式にW\ じて取り扱うものとされている。この株式保不fによって満洲l~] は理事 1 名、

監 'J~ 1 名を派遣することになる。満洲固による満鉄株式の取tnlま満鉄の「満洲国化j の第一~であった.日

本政府以外の部分の払込は 10JJ 1 I:lに完了し、 11月6日に報告総会が間保された。(満鉄会 [19861，549・51

氏、 n崇民 [1990j，490頁。)

払込の内況を凡ると、総額 410百万四のうち日本政府が230百万問、 i向洲凶政府が 30百万四、民間が 150

百万聞となっている。この民間にはi持洲国貯金部が合まれており、三年分 18百万四を払い込んでいるはずな

ので、純粋の民no は 132 百万聞ということになる。第 4 期のL~IIIJtム込の占イì!艇は 32.1% となり、資本ílí坊の

統制11ll始以前に較べて急落している。また、 i，'Ji洲副関係が 11.7%を占め、このほかに貯金総がプレミアム G

百万聞を株式払込とともに支払っていることはífC~である。(衣 1\'・6・b)

「その他資本JJi'1加 139百万聞はほとんどが各住税立金の.I{'!})1lによるものである(ぷ IV-3・c)。満鉄li貨

物運賃の引き下げと、社線本綿経理II一元化を行い、またインフレーションのドで運賃が相対的に低くなると

いう困難に晒されながらも、内部留保を相当おこなっていたことになる。

4.5.3 資金投入

回線関係

次に投入の側を見ょう。第4J~Jの駐大の項目はやはり貸金等であり、金額は 841 百万四である。これに仮

払金等 390 百万聞を加えると 1 ，231 百万四となる(表 IV・3・c) 。同有鉄道のlJ~業費のほうから見ると、 38 'ÍI~ 

3)] -43年3月の総残高のm)J1l1ま856百万別であり(表IV・10・a)、38年9月-43年3月のi締洲国鉄道官1・

款のi哲分841百万四と概ね見合っている(表IV-8)。第 4J明の回線拡充がほとんど全て満鉄の投資によった

ことがわかる。

i拘洲国鉄道イ!?款の内容は多少の質的変化がある。それは「既股線改良施設411法Jの急1('1である。この項目

は36年 9月から計上されるようになり 、43年 3月時点では 580百万固と満洲国鉄道借款の総残高 1，454百

万四に対して 39.9%を占めるまでになった。この項目の 38年9月-43年3月の地加は 411百万聞であり、

令体の土台加841宵万四に対して 48.9%を占めている。このことは、満鉄の回線投資が新線のis設から既設級

の改良に重心が移りつつあることを示している。(表IV・8)

社内事業.

次に社内事柴~~を見ょう。この羽目は第 4 JUJに353百万四附加している。その内訳は、鉄道が305百万問、

i品情 27百万問、鉱工業 212百万四、地方ム 190百万回減少となっている(ぷIV・11-c)。地);が大闘に減少

しているのは満鉄附属地行政織の移譲に伴い地方部が廃されたためである。満鉄は附属地施設のかなりの部

分を手放したが、この施設の 37年 12月 1日現在の財産価絡は満洲国関係 32百万国、日本政府関係 23百万

闘の合計 55百万四と査定された。この譲渡は満鉄の主張の通りイf償にて行うとされ、代償として日本政府よ

り北朝鮮鉄道の一郎が譲渡されることとなった。補償が実行されるまでは満鉄が施設の所イI績を維持し、 1締

洲同政府・ 8本政府機関に占有させる形式をとった。補償の実行はずっと遅it.、 45年4月18であった(満

鉄会 [1986j，424・31貞)。

「地方Jが消滅した 38年度に「その他Jが 143百万国Ji'1加しており、さらに 41年度に「その他Jが 133

百万回減少して鉄道が141百万四噌加していることから、移;貸されなかった施政が-J;!_rその他jに撮り替
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えられ、そのあと鉄道に含められたと考えられる (家 IV-11・b)0 12 

綱渡された郎分は北朝鮮鉄道の譲受を見込んで鉄道に振り符えられたようである。 38年度の鉄道のt曽加

54百万凶と「その他」のm加 143百万四の和 197百万闘が、地)jの減少 190百万圏と槻ね見合っていること

がこの推定の傍祉である (ぷIV・11・b)。そうだとすると、この年度の鉄道の婚加 54百万四のうち 47百万

副校/J[は実際の投資ではないことになる。実際の鉄道投資を知るには、第 4Jmの鉄道項目の地加 305百万国

から、 47百万聞と 133百万聞を濯し引く必要がある。すると 125百万四ということになるが、この金額は

鉱工業の 212百万四を大きく下廻っている(表IV・11・c)。

鉱工業の内，況は炭械が 113i'T万田、製油工場が 19百万四、第二製油工場が60百万四、石油液化工場が 11

百万凶、製鉄工泌が8百万聞となっている。これまで停滞していた社内の鉱工業への投資が再開されたので

ある。第4J聞も権AAの炭磯に対する投資が過半を占めている(衣IV・11-c)。

製illl(場というのは自隊員JiのオイJレシエーJレ工場のことで、この工場は 28年 1月の重役会で建設が決定さ

れ、 29年秋に完成している。この時点で粗油年産能)J100千トンであり、 36年に 140千トン工場に拡張さ

れ、さらに五ヵ年計画に対応して 300-Tトン生産計画を立て、五ヵ年計画終了時点で生産能力 282千トンに

述した。粗油年n日生施法で凡ても 32年に 72千トンであったものが38年度 144千トン、 42年度 256千トン

とm加した。これは当時の 11本の囲内石油生産量の二倍に当るという。しかしその後原料の供給不足と品質

劣化によりさ主庄i止は減少した。この設俄拡張のために 19百万聞が投じられたのである。(東北物資調節委員

会研究組 [1948J，資甑及産業続(下巻) 95・7頁、衣IV・8及び衣IV-10、大蔵省管理局 [1947J，346・9点、満史

会 [1964J，下巻 617耳、 1筒鉄会 [1986]，347氏375・8頁。)

~一二製油工場の)jli 200千トンの粗油製造を目指して 39年度より建設が始められたが、資材難により進捗

を凡なかった。 41年度になって日本政府の援助斡旋により挫設が再開され、終戦時には-gs施設が完成した

というが、実際の生産活動はほとんど行われなかったようである(満鉄会 [1986]，347頁)。第 4J羽に投入さ

れた 60百万四li僚駄となったことになる。

石炭iO:化は 34~Iミから研究が開始され、技術上の111J姐によ って難航 し、 37 年より工場の設計建設に若手、

3911:に第一次辿設を完了、 41~年に自動 111ガソリン・航空ガソリンが生産された。この技術は 42 年度の段階

で「漸ク企業化ノ減ニ迄述シ叫タ(総会制定問答 (42年度)三二)Jという。一方、 満洲には別に吉林人造

石油(株) (資本金二億四令制払込済、 i尚洲国政府 70百万園、帝国燃料 70百万四、日本盟紫 60百万聞)が

あり、例鮮人進行油阿吾工ぬで工業化に一応成功した野口式直後液化法による生産を目指して日本盟主が経

営していたが、技術的に行き必り膨大な設備が遊休状態にあった。この会社の更生策として満鉄の技術を導

入し経営省を渦S;l.に替えることとなった。そこで満洲人造石油(株) (資本金 50 百万聞、 ÌI~洲国政府 35%、

帝凶燃科興業(株) 35%、満鉄 30%)が設立され、帰順の工場はこれに売却された。その拡張工事と吉林工

坊の改込工事を 45年3月に完 fする予定であった(日本銀行金融関係資料「金融月報J43.6.21)。しかし

結局、 44年には行政液化を中11:し、通常のガソリン精製に切り換えた(満員:会 [1964J，下巻 171頁、満鉄会

[1986]，348頁，386・92頁)。この投資も概ね失敗に終ったといえよう。

製鉄 E場に日|上されているのは特殊剣生産工場への投資であり、 37年より撫順に試験工場の建設を開始

し、 39年4月に第 1J閉工・J~ を、 41 年 6 月に第 2 Jm工'JJを一応終 fした。更に 44年度までの三ヵ年継続事

I!~~ (1986Jの火9・32の位 lに fl940年j支社内事業費のうち f鉄道J11少な過ぎるし、 「その他jが多過 '1:'る。鉄道11550，0∞
千円、 fその他J11 1億円程度が必当である。 Jという指備があるが、これはここで述べた附属地関係施政の処理に起因している。高織

ì<< 1~ 1!I 11.するならば、 Iその他jが111iJ.J交に J33 rJ ljlllil去ってねり、通常この羽[j111:1.とんどIII入りがないことを.IJ息すれば. 111年3
月の『鉱lIJ411"行万切に 133むJiOO加えて 577(j万匹、その例1111時領事正らして 71a万四E程度とするのが適当であろう。
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業として特殊鋼1Jl f{;二万トン þntl\計画を:伝来し施設の拡光を行った。 叫年l止に は1:.~ If~ il400 -OJj二千 トンに

達したという。この工場への投資額は相対的に少ないが、 一定の成果を挙げていたよ うである {満鉄会 11986ト

382・6頁)。

有価証券

有価証券に対する投入は 181 百万国である。この金trl は貸金~，と仮払金て手の合aI- 1，231 a万閣の 7分の l

程度に過ぎない (表IV-3・c)が、その内容にははっきりとした特蝕が見られる。 38年9月 -43年3月まで

のlW分を見ると、鉱工業と興業拓見直はそれぞれ 5百万lJ1Jと 8百万聞の減少であり、連給合1・F.関連たけが 172

百万四と僧加している(表IV・12-c)。第 4J明に売却された銘柄でifC症なものは9¥l中公riJと満洲電首位である。

満鉄は興中公司を 35年 12月に来北進出の過程で設立したが、 381r・11月に品立された」ヒ文郎開発 (株)に

その全株式を譲渡した(満鉄会[1986]，529・30頁)0 i泊洲電業1140 ir:に満洲[i)特殊法人となり、 i持鉄はその

持事長を徐々に手放すことになる。 41 年 6 月には i前洲屯業株式を、従~の持十本全てと期資新株式を!JIせて術

易保険局に売却しており、 i前洲電業iまj筒鉄との資本関係とがなくなった (総会制定問答 (41íl ~/.!() 二0 ) 0 37 

年に満洲電業副社長 (40年に副理事長)となったi荷5'-.出身の山崎元幹が42~:ド満鉄副総J&に転じ 45 iJ ~ に総

裁に升進する(満鉄会 11973J，年譜)というような動きはあったが、それ以外には人事交流も停止した。13

これに対して鴻加した株式で最も重要なのは慈北交通株式である。日本jl(がJf!溝橋事作以降1Øi~tに位入す

るのに追随して満鉄も各地に'~務所・出張所を設置し、 37 年 8 月 27 日に北支'J~務局を人ilt に置いた。 38 年

末には悠北の主要鉄道を北支'Jf..T:ìJ局が管理するに主り、泌鉄は二万人近い従来l~ を派遣した。しかし僧北の

鉄道を満鉄が直接経営するには至らず、 39年4月178に叢北交通(株)が設立され、 t絹鼠li同社tア13千

人の人口と資本を提供することとなった(高僑 [1986]，727・9頁、 il:t;i夫会 [1986]，341頁)。この華北交通に対

して満鉄は資本金 300百万四のうち 120百万闘を出資し、 150 ï'i万聞を北支JJ1S開発が、 30 百万四を小~民

国臨時政府が出資している。満鉄は以降 42~ド 11 月まで五度にわたって 24 百万聞ずつ払込を行っている(満

鉄会 11986]，533・4頁)。ここで注意すべきは叢北交通への投資額が 120百万聞に留まったことである。この

金額は 43年3月末の満鉄の総:資産 4，237百万聞の僅か 2.8%であり、同時点のi締洲国鉄道借紘残高 1，454百

万聞の 12分の lに過ぎない。満鉄の華北進出といっても資金的にはこの程度であった。しl崎元幹の言うよう

に、 fii資洲重工業の設立で憂欝になった満鉄社員は、北支に進出して心機転換をはかろうとしたJといって

も「満鉄は満洲で為すべきものが猫多Jかったのである(満鉄会[1973J，502頁)。

これ以外にも国際連絡、大述都市交通、満洲不動産といった運愉倉庫関係と、大同政械といったところに

投資が行われている。(表IV・13、表IV・140) 

このように有価証券では連絡関係へのシフトが明砿に見られる。投資を鉱工業と鉄迫に分けた衣 IV・15・c

でも、連絡関係合1):が 1，734百万四、鉱工業が207百万四と大きな"tを見せている。も っとも既に指摘した

ように、事業費の鉄道投資は二億聞ほど過大評価になっている。

4.5.4 営業収支

次に営業情況を凡ょう。第 4JVlには幾度か運賃の改定が行われている。まず 38 年度に大~lな貨物迎貨の改

定・引下が行われた。元来、 i.有鉄の運賃は高過ぎるという批判が強かったが、 lr:t.鉄 lま Ul~地行政をはじめと

した鉄道経営以外の使命の実行に多額の経費が衡かるという口実の下に高率運賃を維持してきた(高嶋 [19861，730

13泥和生京都大学経涜学at教授のt首織による。 l尚、満州電業の活動については担 (1987):怠!照.



140 i縄洲国の金融

頁}。しかしちはやそ1.1.らの任務を失った以上、運賃の引下は不可避であった。

38 $1'の改正の質点の第ーは36年の運n改正で見送られた社線前線運賃の単一化である。この単一化によっ

て遠距能給送貨物li大幅な jlKll引下とな ゥた。 第二の~点は品白日Iitt !与の新設である。この品目 運賃曜の主

眼;立、 まず石炭運賃・の値下げによって市 '定地帯からi主く縫れたJx織の開発を可能にすることにあった。こ

れは五ヵ年計i詞に対応した時前である。また大豆愉出を~加せ しめ国際収支を改善する目的で大豆運賃も引

き F げられた。しか し実際には 39 年度よ t" ~J始した民業統制機関を通じた農産物蒐子市政策が失敗に終ったこ

とによって、大豆始迭抵はイJI!ぴるどころ 匁洛し、満鉄はその収径源泉に大きな打牽をうけることになる。

(尚僑 [1986]，730・3tio ) 

42 {[~ 1 月 1 日に今度は ー仮 して値上げ~{正が行われる。満鉄の愉送盈は工業生産の位、~，日本の支配の浸

透による 『治安jの改伴、 r~tl!海援興計 1"" Jによる奥i也の開発、市北からの労働力の移動、日本人移民、箪

ヰE愉送のm加、て字々のゆえに旅客と鉱工;bH，の鎗送批が急上告し、この結果、満鉄運賃体系のなかで運賃負担

βの大きい殻物1ftの比後が減少した。しか ら修正五ヵ年計画発動以降の積極的な資金散布によってインフ レー

ションが進行し、 i~鉄の経営1よ徐々に苦 し J なっていった。 42 王手の運賃引上はこのような情況の下で行われ

たが、低物価政策との折合をつけるために、 位小限の引上げとなった。この貨物運賃は 44年まで維持された

が、 431[:以降の急激なインフレーション C.i並行の下では採算がとれなくなってゆく。(満鉄会 [1986]，221-5

頁。 )

旅平等JiJi貨は 36年2JJ 1日以際では、次，:.i!sぺる「社線回線経理!一元化Jに伴って 40年 12月l自に、そ

れまで・掛安であった社線迎nwを凶線迎日中に合わせる形で他上されている。この改定によってキロ当り運

賃 WI;' -~~:五銭、 て骨-三銭、 三等一銭1\' ~ なった。続いて 41 年 10 月 1 日に再度値上げされ、一等六銭、

ニ~開鋭、三~ :鋭 ・j屯となり、 il~洲回カ 111;税を設けたので、その取立を行うことになった(満鉄会 [1986J ，

202・3 m。

このIlIj、40令J立に F剖線tl線経理一疋'1， が行われている。この f一元化jは社内的なものではなく、政

府との民約変更によるものであった。 Bß~1l ，五年四月一日実施取級事項では(満史会 [1964J，上巻262貞)、

1.泌践にl-f'fる満洲1専l政府の諸{!?拭r.t.新旧とも無利子とし、既往来整理の借款利息は契約の当初

にi!lり之を免除す。

2. ':ku'tì締洲 [~J々不f鉄迅喝の営業収文11 、満鉄同イfの営業収支と区分せざることとし、 i純鉄自体の

nt1).に於て之を行う。

3. 71純鉄は満洲f~l政府に対し毎年報11'i へ一 、 五00万闘を納付す。

4.別表記械のi崎洲国々 イ1S1-，.道関係部 ゴit等の元利償還は、 t的洲国政府の負担に於て之を行う。

5. !前洲国政府に付する有.3艇の納入ナ 1)，;一緒之を廃す。

と定められた。すなわち「新提約では ( 満鉄はII(JS失伯ユ設の之迄の延滞利息、ー依田を地策する、 (二)右

借款の利息は今後も取らない、 (三)同拡lラ経営はみより収支計算も満鉄が令責任を負ひ、満鉄よりーヵ年

ー・千五百万四の.1:納金を満洲I~I政府に文Jj i、ことを取他め、従来別れてゐた社線と国線の収支計算を一本に

しようといふのである 。 詰り ì.q鉄として ~~ 均洲国政府に対し延滞利息を棒引する代りに、 十五年度以降は年

に千五百万聞をよ納J(r !!ift'.経済新報JI 初十五年二月二十四日、 62頁)することになったのである。

第4J聞の営業収支の推移においてまず hド起なことは、償却/収入比E容が社線回線一元化以前と以降で全く

liっていること である (次I¥'t・a)0 3'.1年度に 7.3o/cであったものが40年度にはわずか 3.0%に2.浴して

いる。 以府、こ の;Kly ，ま多少 (11)(立するが、以前の水吋，~I二は到底荒らない。これは国線の光上高対比の減価償
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却が社線に比して相当少ないことを示している。

回線は社線よりも紛しいぷ協がはるかに多く含まれている上に総1UE当りのうむ上高が少ないのであるから14、

本米ならば回線の)iが売上向比で高率の償却をせねばならないはずである。ことを与え令わせると、 (aJ織の

収益jJは数字に衣れたよりも史に低いものと推定される。表IV・4・eを見ると、 f土線・同級合算の収入は 38

年度の 421 百万聞から 42 年度の 864 百万聞に倍I哲しているが、以文/収入比，tqま 65.8~もから 77.5% に:8::化

している。これに先程の減価償却部分を勘裟すると、 il有鉄の収説)Jli深刻な低下を示していたことがわかる。 IS

4.5.5 小括

政後に第 4JUJ の満鉄の資金訓述と資金投入を概観しておこう。川述の側ではtH賞金が 1 ， 113 百万側、 t~金

調達が410百万問、 fその他資本J139百万四が主たるところであり、投入は貸金等 841百万四、仮払金等

390宵万回、事業n353百万問、有価証券 181百万聞となっている(衣IV・3・c)。重要な変化は調述総額の

規模である。第 3JU)の二年間の訓述は 162行万岡、 190百万四であったが、第 4J切の五年IUJは224百万聞、

374百万問、 367百万四、 410百万四、 429百万四と膨張している。これはいわゆる戦時インフレーション

の進行によるものである。しかし第 4J制の満洲国インフレーションの進行は 111. 1~1ではない。満洲中銀は、修

正五ヵ年計画の発動以降41年涯の関東軍特別演習に至るまで、 12.激な資金の[kJ内への散布を行ったあと、巨

額の日本四軍事費の送金によるインフレ圧bを削減するために囲内資金投入を 42年にかけてー旦圧縮してい

るのである。かくて満業は深刻な資金不足に直而し、 n産から車体:/f<した日本1'1内の子会uの休式を大伝に光

却している (m3 -~第 5 節第 1 :頃)。しかるに満鉄は満洲中銀による金融~I絡の影響をほとんど絞っていな

い。これは満鉄の資金調達源が主として日本の資本市場にあり、 1純洲国内の動向と一応無関係であったため

である。

それゆえ満鉄は日本の資本Ili場の変化から自由でありえず、これまでの全間的な民間資金依存を縦れ官庁

筋資金にも依存するようになった。それでもまだ満鉄の民間資本依存率は高かったが、民IIU資本はもはや従

来の白山を喪失していた。この意味で満鉄は相民地経営機関としての役割lをl!i!失すると同時に、資本的には

「国家資本」化していったのである。そして第三次期資を通 じて同幣資金の受け入れを開始し、 国然資金流

動とも関わりを持ちはじめる。この国幣資金受け入れを通じて満鉄の「満洲同化jが始まった。この間幣資

金の受け入れは、 41年7月に発動された関東軍特別前官以降、満洲凶に巨額の日本間軍資金が供給されたこ

とと関係がある。この軍資金供給によって満洲中銀は日本間過剰に苫しみ始め、もはや満鉄の調達する日本

間資金を必要としなくなったのである。(第 1君主第 4節および第 2t;'t第 6節。)

第4WIの満鉄は戦す少とインフレーションの進展の中で徐々に背 しい経営に追い込まれていった。 資本市場

14たとえば図有鉄道の39年度の欽iIIの営業収入li298百万問、 40年3月末の鉄道への壊家投資累計額111，157百万冊であり、術省

の後身に対する.ltli26%である(次IV・10)。一応向期の、満鉄の鉄道収入li230 B万国{衣IV・4・b)、社内事業費の鉄道のF主席I!

401百万四日であり、その比は 57%である。

'541 4!f.支は全体の純m縫が前年度に比して減少しており(表IV・4・a)、高検[198611iょの減縫を以てi前iU量管般錠の開始の術保とし
ている(iQ;.tl[19861，807 m。しかしこの減益I!r前年度益金中ニハI曽資ニ依ルプレミアム六百万個ノ特殊収入カ含7 レテ庖リマスシ又

本年度ハ昨年度ニ比シ償除却費モ相当ニt骨加シテ広・リマスノテ之等ヲi井セテ考慮シマスト笑際ノ管集成繊ハ昨年度ヨリ:勾テ良好トナ Yテ

15リマス(総会怨5E問答 (41年度)ー)Jとのことである。鉄道のm縫li改穫しているので、この減益を破錠のJ首t層とするのli..I!lがあ

る。

また.利子収支が40年度から急に患1tしているが、これは社線国銀経理一元化のために、回線からの利子所得がなくなり、D;iI収入

のほうに綴り替わったためである.

満鉄の収益力低下11社員の待遇にも影響したようであり、健会怨定問答 (41年度)に11、「三九(11.，>縄鉄f上質ノ給与ガ憲イトノ瓜好

71レカ仰向Jr (1;)段近物価ノ著シキiQ;!l奇ニ依リuuノ生活カRIiilトナツテ~リマシタコトハ耶災テアリマスカ之ニHシテハ積々研究

ノ上逐次t!t~事シツツアリマスJ という問答がある.
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の統制l強化は満鉄の[資本j的色彩を弱めて f出家J的色彩を強化したかに見える。同時に機傍面あるいは

資金凶iにおける「満洲固化jが始まった。これらを象概するかのよう Eこ、第4J切の最終時点の 43年2月28

日、満鉄のシンボJレ列車特急 fあじあJの運転が停止し(満鉄会[1986)，624頁)、3月23日には満鉄本部

復帰の改革と3汚点移転が決定された。

4.6 満洲固化 ・・・ ・・第 5期 1943年4月1日-1945年8月15日

4.6.1 11後の織禍改革

「会社は昭和 18年5月 1L1 決戦下満洲回の対日寄与i哲強、 jヒ遁鎖護の重大性に対処、併せて支那lJ~変以来

急激に加重せる会社業務の処理機f書簡徒化を祖ふ目途の下に会社創立控鉄道総局創設(昭和 11年 10月)に

も匹徹すべき朝食制の大改糸を断行した。 J (南満洲鉄道 (1943)，19-20頁)。本邸機備の新京移駐と鉄道総局

の解消、企画品の新設をJ:I出とするこの改革は、徐々にすすめられた満鉄の「満洲固化Jに一応の結着をつ

けるものであった。総会想定問答 (42年度)の二五にこの件に関する問答が出ている。

(問)今次職制改Eノ意義如何又満鉄本部機構ノ新京移行ト法人絡ノ関係如何

(答)時向ノ進展ニ叩応致シマシテ会社業務令般ノ徹底的簡捷化ト企画統制力ノ強化ヲ企図致シ

マシテ組織ノ革新的結合ヲ致シマスト同時二本邸機情ノ中板ヲ可能ナ最大限ニ新京ニ進駐致シマ

シテ戦時 ド1-1防経済ノ緊急ナJレ史的ニ対応シ以テ日満国策ニ対スル積極的ナ寄与協力ヲ為シ特Jレ

体制ヲ舷也スルコトト致シマシタ

次ニ本部微情ノ中根ヲ.fJrJぷニ移駐セ シメ Jレト rpシマシテモ本社ハ依然トシア大連ニ世イテアリマ

シテ法人絡ノ問題トハ全然関係アリマセン

この新京移転は実質的な満洲固化ではあって も、満鉄を満洲国法人化するものではなかった。しかしそれも

II.~IIU の問題であ ったかもしれない。この年度にはこれ以外に、次のような資金面での満洲固化の決定もなさl

れている。総会制定問答 (42年度)一七に、

(問)満鉄ハ社債ノ -ffsヲ満洲同内テ発行スJレ計画アリヤ

(答)満洲凶ノ金融情勢如何ニ依ツテハ{以ヒを線で消去 l社債ノ一部ヲil埼洲囲内テ発行スJレ考

ヘテス

という!日j答がある。一年前の総会惣定問答 (41年度)-JLでは同じ想定質問に、

(答)左犠ナ計画ハアリマセン

と答えているので、この二つの総会の問に満洲囲内の社債発行が決定されたわけである。

勿品このよ うな決定は満鉄が単独でおこなったものではない。第 2 章第 7 節第 l 項で述べたように、 43~三

度からは対満筑)J~費送金の膨張を勘案 して対満投資を圧縮することとなった。この圧縮実行のために満洲国

経済郎が策定した「産業資金凶内自給化法策ニ伴フ成徳十年度対満投資ノ圧縮措位要綱 (裟)Jにおいては、

i品業をはじめとする満洲副主張企業のU本田建社債の具体的な発行削減が検討されており、そのなかで f満

鉄ハ凶内ニ於ケル資金支払ノ状況及政府出資ノ関係ヲモ考慮シ、新ニ圏内社債引受ノ方途ヲ拓キ約一億四桂

皮ヲ凶内ニ転換セシムjという万針が出されている(日本銀行金融関係資料 15;0・1，650・8頁)。満鉄の国幣

控~l 債発行は満鉄の意志とTi うよりも、この満洲同の方針に従って行われたもの ζ 考えるのが適当であろう。
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最初Jの(.. ]幣}!社債は 43年 12JJ 10日発行の第99町村:似 50百万測であり、尚洲崎3銀総割引受で発行されて

いる。

本部機併の新京移駐とi前洲(1<1内の社債発行の決定が1iJ'j!t;り切になされたことは似然では令かろう。このあと

44年 5月20日に断京支社が廃止さ九たが、これは新泌が事実上の本社となったことの忽微である。

4.6.2 資金調達

社債

43 -44年度の社債による調述は 641百万別である(みlV・3・c) 先行I\~Iよ 770 百万凶でそのうち日本シ

団引受が480百万四、満洲中鋭引受が290百万四であり、簡易保険JAによる引受はなく、飢金邸による購入

もない。 i締洲中銀引受がこれら官庁筋資金を肩代りした修好であるが、その山手j容は第 .1JUIの簡易保険Mや

預金部よりも大きい。しかも lli]幣住社似には借換目的のものはなく伯遣も始まっていないので、発計智l と I~~

逮額の差額129百万四は日本四社債の借換・償還によるものであり、実質的な戸時速で凡ると U本シ1・11351百

万四、 i締洲中銀290百万聞となる。 44年度に限るなら日本シ団 1i5百万問、 i前洲中銀210百万聞となって

その地位は逆転している。 (ぷIV・5・a，b)

45年度は社債のt首加が258百万四(衣IV・3・c)、発行額が300百万個でそのうち日本シUlが220百万冊、

満洲中銀が80百万四と なっている(表IV-5-b)。満洲中銀の引受tulの少ないJlIi由のひとつは、この段階の

満洲作!の社債発行を 日本興銀が光分に把腕 してはいないことである 第3なで比たように1前洲!N銀IJI受の11造

業社債も相当部分が日本興業銀行(1948)に掲載されておらず、渦5"I!J幣建社債についてもluJ械の事態lよ光分

に考えられる。理由の二番目は満鉄の fその他(負債側)Jの僧31;百万闘である(I¥'・3・c)。このJW加の

主たるものは他庖貸借 313百万聞であるが (必IV-2-1>)、これは1:として?筒洲'11銀からのfli-人と推定される16。

社債発行手続を行うまでの繋ぎ資金を借り入れたならば支払手形の瓜目が増えるはずなので、このHI'入は長

Jm借入と考えられる。終戦時点で満洲中銀が満鉄に対して持っていた依権額は516百万闘であり(衣 II-9-f}、

国幣ill満鉄社債370百万四を満洲中銀が全てそのまま保イfしていたとしても、少なくとも 146百万聞は仕償

以外の形態、恐らくは貸付金、の債権があったことになる。満洲中銀は45王手 1月末時点では満鉄に対する貸

付を行っていないので (日本銀行金融関係資料 f金融JJ綴J45.3.15)、この償梅は 45年度に生じた可能性

が高い。これが満鉄側の他庖fNif~ 313百万四に対応していると与 えるのは自然である。もしこの他庖貸借

の全てがi締洲中1.!H:¥'入であれば、 i締洲中鋭からの謂)iは 80百万四 +313百万四 =393白万四程度ということ

になり、日本シ団からの社債i羽述額220百万四を大きく上廻る。この推定が成り立つためには満洲中鎮の引

受けた満鉄社債のうち 167百万別以上が光却されていなければな らない。 42年ぷ-45 1r~ (i月末の満洲中銀

の fその他j 有価証券所有~は 130 百万聞に留まっており、満鉄位債の相当部分が転先されたことを示して

いる。

後で述べるよ うに資産の側で現金が忽m していることから、このt~額貸付のかなり の部分が現金で文払わ

れたものと考えられ、この特究な貸付形態からこの貸付が緊急事態.こ対応するための現金供給を含んでいた

と推定される。恐らくその用途は単純な IJl.業資金ではなく、空綬あるいは終戦処理に関 Fるものかと忠われ

る。

日本シ団の引受は 43年度が230百万四、 44年度が250百万四と政打ちになっており みIV・5・a)、日本

社債市場の事業債総残高に占める満鉄社債の割合は42年 -44年で 18.8%、 17.5%、 14.9%と下落している

16111V・2でに rf泡庖貸借jとなっているが、この項目I!44 ~3 月末以降の貸借ml! 1iでI! r借入金Jと名主主が祭っている
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(まIV・7)。また満洲回内においても渦鉄国幣ill社債の発行額 290百万四l立、満業の 43年下期-45 年上J~l

の国幣述仕債発行額発行高推定額1，508百万別17の二割以下に留まっている。このように、満鉄の資金調達

は拡火を続けたにもかかわらず、{也の険関の悶i主が%常な鉱大を縦続したために、そのシェアは日本にお

いても渦洲固においても低下した。ただ、 i角来社債がi純洲~銀引受であり、 1前鉄社債がi前洲中銀引受である

点1;1興味深い。 揃5.1~が渦来より俗上だったことを暗示している。

治資

社債に続く資金調述ffQはこのJ~I も株金である。株金徴収は 43 -44年度で 314百万四であり、社債に対す

る比率はかなり上芥している。このうち B本政府による払込が 194百万四と多いが(表rv・6-b)、これは 44

年度で一般非~f，本の払込が終 f してしまうことから、それに合わせるために 44 年度に日本政府が払込未済分

をまとめて払い込んだためと与えられる。 i荷鉄株式はこの時点で全て払い込まれたので、第四次t哲資が企画

される。総会想定問答 42年度 二十の「満鉄ハ吏ニ地資ノ計画アリヤJという問に対して「近イ 将来ニi1'1

資ノ問組カ生スルコトト思ハレマスJと答えており、この期資は既定の方針であった。

H体的には 45~q JJ 208の臨時株主総会で 20.000千株 1、000百万国の募集決議を経て日本政府に 10，∞o
千株500百万削、 i締洲IkJ政府に 3，500千株 175百万凶、一般公募 6，500千株 325百万国の割当が行われた。

第 4 回払込lま満洲国政府がi}] 1 8に43.75百万個、日本政府が7月308に125百万聞をそれぞれ行った。

般公~"は 6 JI 1日現立の林iに対して旧株4抹に l株の割合で割り当て、残りが社員割当と一般公募に撮

り向けられた。これらの第一例払込金は 81.25百万別であり、日本興銀と満洲興銀で受け付けられた。日本

興銀は終戦まで，-iO.l 70、689UUを受け付けた。 i錆洲興銀分は不明である(i品鉄会 [19861，551頁)。 表IV・3・

bの4;)"'1:1.庄の株金彼似は 250(j万臨となっているが、これは第一同払込予定額である。この憎資に関するi切

資報告総会1.19 !l 20 [' 1~11l.h予定であったが終戦のために開慌されなかった(満鉄会 [19861 ，552 頁) 0 18 19 

その他の調達項目

社iIt. t*金以外に 43-44年度では求払金+仮受金が 17i百万問、 fその他 (負債側)Jが 169百万四と

かなり の金額になっている(次IV・3・c)。未払金がmえるということは支払を遅らせているという意味であ

り、満鉄が全体に資金銭が苦しくなったと考えれば理解できる。仮受金が土甘えるという事態は一般に、なん

らかの形で生じた利益を決算の際に当期利益として処理しないでいる場合や、支払だけを先に受けて商品・

サービスの提供を行わないでいるようなときに生じる。しかし 44年度に 45百万回もの仮受金の膨張がなぜ

生じたのかは不明である。 iその他(負債側)Jの大京は札口貯蓄と社員身元保証金の熔加である (表 IV-2-

'143 if・5月25fl-45 ~ Ii月 25nの社債t骨1，583百万聞 (長 llI-l-alから向期間の日本国.in社債発行額75百万叩 (-Ji.JII・7-b)を

z!し引いたもの.

18衣I、.2とh.1¥ .3 の終喰時のtH.(f I!決算を iEたものではなく、 lt後~f型の過程で伶.râされたものであって、そ tl.以外の-ð-期末の数値

と多少性絡を拠にしている点に注意すベ主である。

2・ニの1・貨の以前に、 i錆剥同貯金書rt!~三次1・資の併に賜入した鵠鉄捻it を i~紛i信]内向けに公開している.この先出 I! fi宇Ib~J電力吸

収・地治資金動員jを目的としたもので、大興公uHt.式の公開が公募額の f十倍余ニ上Jレcr;・募申込jという成功を収めたのを受11、 f貯
金館市骨折ノ浴室H¥六十万rt:/内 i万代 別十叩4]，込箭)守、横洲中iJlτ:i1!H民会社ヲシテ一般ニ公開セシムルコトトナリシカ成績仰向ニ

司リテハ史ニJtノ伐余ヲモ全総会問ノ M~J であったという 8....銀行金融関係資牢r1516・2，320・1頁)0 この文飲にはこの公開が実行

されたかどうかの紀述はないが、貯金筋の所.:tit¥.Jtが424'-12月から 43!手 12月の聞に5百万関減っていることから、実行された可能性

が高い{衣11-5 この売却I!直後にI!貯金舗の資金Ri重であったが、あとー包弘込が残っているので、そのお分11i賞鉄への資金供給と

なる。またζの先111がいわゆる「満系jを主たる対象としていることにも注意すべきであろう。 33年度のf'資の際にI!r満人の申込11fT

Uに!Kてーロー0 伎のみに寸苫なかったjのである。 fi尚系jへの先J3l1!来たして成功したのであろうか.
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b)。これは満洲問の国民貯症迎到jの結果と与えられる。 45:iF11では「その他(負債側)Jが:i'.1t'1している

が、これは先に述べた借入金のf~)J~ によるものである。 20

4.6.3 資金投入

回線関係

次に投入の}jを見ると、 43-44年度では貸金苛;461 ti万四mが政大である。しかし百貨洲川鉄道ilL試のm
加額はそれよりもやや少ない 435I'i万四であり、これはlJ~業費 445 百万問mをド廻っている。また、仮払金

等が320 百万四と膨らんでいるにもかかわらず、工事中の回線ill~改良質を意味する fその他投資J がわず

か 70 百万聞の噌加となっていることは汁:窓を要する。 I~額の 250 百万聞は同級以外に投入されたことにな

る。(表rV-3-co) 

これを予算の方から見てみよう。表IV・16によると、 「新線及ぬHfH1!造1tJの「安イ官級」の欄が43年度

64百万問、 44年度 56百万四となっている。 r新線及複線建造nJの f安泰級以外jの欄の金額の合計に対

する比率は 42年度には 20%であったものの、 43年度以降は 19%、23%、22%と減少している。この炎で

は施設改良費の回線社線の分続が困難なので断efはできないが、回線建設改良工ljJ.以外の分野に投資の重心

が移動しつつあったと考えられる。安泰線に対する投資とは、 42年 12)j 1日より開始された海運物資の陪

送転嫁愉送に対応するためのものである。これは船舶の不足と制海権賢失に対応するために関内・満洲・朝

鮮聞の物資紛送を鉄道で代仔するという試みであり、このために安若手線の彼線化が阜、翼とされたのである。

またこの陸送転嫁愉送に関連してi蹄鉄の幹線たる大連・新京を給ぶ連J;r線の金州・大イi.t.脅間が I~-線化され、

また大連埠頭の軌条の一部も般去され、その資材を朝鮮鉄道に提供 している (高僑 [19861，794・5頁)。こう

いった措置は大連中心主義の完全な消滅を意味している。

社内司E業費

43 -44年度の事業費のi付i沢は鉄道が 295百万聞と大きいが (ぷrv・11・c)、これは 44年9月 1Aに安泰

線の複線化工事が完了していることと関係があろう(満鉄会 [1986J，l72頁)。予算では 120百万四が43-

44年度で安必線に投入されることになっている(点IV・16)。また、空襲対策の投資も相当なされたものと

考えられる。鉄道への投資が大きくなったために鉱工業の比重は下がっている。 鉱工業の内容は分からない

が、予算の方で見れば(表IV・16)探炭施設と来製油工泌施設が大宗を占めており、石炭液化工場の分維を

除けIt，第4)明と大きな差はない。有価必券投資は 83百万聞と少ない が (表IV・3-c)、務門別に見ると、

運輸倉庫関係が76百万四と依然、多いものの、鉱工業が60百万四と相当に伸びている (衣rv・12・c)。前者

は主として回際運輸・大述都市交通・満洲不動産・日浦商事といった銘柄に対する投資である。特にl詞際連

鎗に対する投資が33百万聞と多いが(表IV・13)、これは農産物J瓦荷がi締洲国の主要な課題となり、そのた

めの農産物小迎迭を担当させるべく、 44年度に満洲国政府も出資して100百万聞の地資が行われたためであ

る (満鉄会 [19861.528頁)。 鉱工業は主として 44年4月の (妹)宮錦鉱業所の設立と既述の 43年 11月設

立の満洲人造石油(株)に対する出資である。 21

20]lIV・3・cの45年度の「その他資本Jが82百万閣の減少となっているのは、 「停車l8~J の貸{蹄対照表が決算を緩て作られたもので
はなく、当期利益が百十よされていないためである。

21 ~ IV-12・cの第S期の徐式投資の合計が表IV-3・cの有価箆券投資と一致しないのは、 T持鉄会 [1986)に徳銀されている愈終段階の満

鉄有価証券保布リストが野価額ではなく弘込mで表示されているためである。



146 満洲同の金融

終厳直前の資金投入

45 ~手 3 月 -8 月の投入ではi掲洲国鉄jldlr訟の伸びが 642 百万田と大きいが、これは仮払金等の減少 396 百

万凶と対応し、終戦の処JlP過11で仮払金・未収金のかなりの部分を一気に振り替えたためではないかと推定

される。これらを足し引きすると回線向けの投入は 246百万四となる。事業費の地加 125百万国も主として

鉄道に振り向けられている。 fその他(資}I1J!1J)Jの位、婚は主として現金地 114百万聞と預け金J1'I145百万

四によるものである。これは既に調述1mのところで述べたように、終戦直前に満洲中銀から現金が提供され

たためではないかと推定される。(表I¥'・3・c、表IV・11・c、表IV-2-bo ) 

4.6.4 営業収支

限後に営業的況を見ておこう。 43年4月 1日より旅客運賃が一等 6銭5鹿、二等 4銭 5厘、三等2銭 6厘

に引き仁げられた(満鉄会 [19861，203頁)。さらに 45年 1月に満鉄運賃の殺後の値上げが行われている。

この1~t上げの要点は通常運賃に関して、パラ積貨物の等級分け廃止と基本料金の大幅引上げ、貨物の取扱手

数料の引上げ、遠距雛運賃辿減率の引下げ、の三点である。割引運賃については、生活必需品は通常運賃の

半額とすることと、大述J~I.頑の特定理貨を廃止、の士点である(東北物資調節委只会研究組t [19481 ;m愉篇，18S1・

202 tt、J4:[1991ト519頁)。この運賃引上げの詳細は本意の附録を参照されたい。

43イI:}'置と 44!I:皮の営業収文は支出/収入比率で凡ると前期と大きな変化はない。これは鉄道単独でも同

様である。しかし 45年度の予算は鉄道の支出/収入比率が突然 92.0%と誕化し、全体では赤字予算となっ

ている(表 IV・4・a ，b) 。この経費~!m大の主要因 lま f物価労銀値上j と f給与改正見込j である(南満洲鉄

道続開};O予算課 [1944]) 。とはいえ、この予算は 45~ 1月の運賃引上実施以前に作成されており、この値上

げを勘案すると鉄道の支出/収入比率は 78.3%に情まり、全体でも黒字を維持することになった(附録の表

IV-s-2)。

第5J聞には辿l置を重視した貨物列車のダイヤ運転を脆し、貨物移動の必要に併せて運転する「順応主義J

を ~JIJ し、旅客列 11f.も特急 fあじあj の停止、急行の大幅削減などによって述度低下が著しく、運転効率は

悪化していた。しかも戦争深化に伴った物資の不足、従業員の箪隊への応召あるいは苓北への派遣による経

験.fi-の不足によって事故が多発した。さらには満鉄鉄道体系を突きj鈴す陸送転嫁輸送の負担により、満鉄の

収支(.t運営効本の点からも~しくなっていた。(満鉄会 [1986J ， 186・206頁、高僑 [19861，794-6頁。)

かつて満鉄は高権運賃でド智iの利潤を護得していたが、戦時インフレーションの進展の中で運賃は相対的

に低ドし、また般大の利益減である大立を運ぶために情築された大速を中心とした鉄道体系も戦局の悪化に

よって解体を余儀なくされ、'1'(1在不足・人員不足によって滞貨の山を築き、事故を多発させるに至った。南l

i椅洲鉄道の黒字体質は重大な合威に柄されていたのである。第 5章第 3節第 2項に見るように、満鉄の鎗送.

能))の不足は良pli.物の出。1にダメージを手えるなど、満洲経済全体に重大な閑般をもたらした。

4.6.5 INli 

免5JijJの満鉄は、大崎な験制改革によって本郷俊併を新京に移し、満洲中銀への本絡的な資金依存を開始

することで、 fl締洲固化jし始めた。勿身、日本からの資金の導入が全く途絶えてしまった満業に比すれば、

副幣資金への依存度ははるかに低〈、また大述本社は一応維持され、法人格上も日本法人であることに変わ

りはなく、この怠味で「満洲同化jはまだ不徹底であった。しかし実質的に満鉄はもはや関東忽や満洲国政

府に対抗しうるような存在ではなくなっていた。
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また、 i純鉄の活動の基銚であった鉄道の山中体質(;1、戦時インフレーションの急激なi並行、徴兵による人

貝不足と劣化に伴う事故の多発や速度の低・ド、陸送転嫁織送の負担などによって蝕まれ、 45年，Jl:，こーIIIま赤

字予1):を組むところにまで追い込まれた。このような仙勢の下、 11抑えは満洲[-1¥)の終認を迎える。

ソ連耳iは8月9Uソi純国境を突破し、 19日には新JXに進駐、足lVl[UJに全満の鉄道を匁;射した。または本に

おいては、 9月308付進駐i]tn]令部の党昨に従って f外地銀行・外向銀行及び特別戦時償問の閉鎖に関する

件J(10月初日、大成・外務・内務.liJ法省令第 1~})が交付され、これによってi持政は 9 月 30 n付けで

解散となった。

結語

まとめ

満鉄は日露戦争の結果として雄得された i材満洲における日本の利織を確保・~}.大する|転i民俊関として設立

された。資本の函から見ても、政立当初は「国家機関j的要素が強かったが、 mー次世界人戦以降は日本の

資本市場への依存を深める。 i崎鉄iま国際商品となりつつあった1絡が刊大豆を愉送して英人な利益を挙げ、その

刺益を鉄道輸送力の強化・撫Mi炭般の開発.{t自民地行政的事業に訟り向けた。 fJ本の資本 Ih~品と j両洲大tJ.の

成長につれて満鉄もその事業を発展させてゆく。

しかし 1930 年になると世界恐慌と銀の暴格の影智を受けて満鉄の営業は悲化し、また qlr~Jの民鉄J:識の発

展によって満洲における日中の緊張は高まった。関東'1[(は 31 年に il有洲 ~JJ.変を発動し健儲[fl家「満洲阿j を設

立した。この満洲凶の成立によって満鉄の他民地経営機関としての機能は無Jllとなり、 lii)fl年に満洲全上の鉄

道運営の任務を与えられ、 i椅鉄は鉄道会社への変態を開始する(釦1J的)。

第2J切に満鉄は所調 f満洲ブーム」にのって資金調述に成功し、制緩的な新級建設と市化学工業コンツエ

jレン化を推進した。回線経営も一定の成績を収め、特急 fあじあJの運転開始に象徴されるように満鉄の経

営は好調であった。

第 3 矧には日本の妓気回復の本俗化に伴って資金調述が窮屈になり、産業協j発五ヵ年~I'画に対する Ili~協の

反発を受けて満鉄の資金調達lま暗礁に采り上げる。 Ji!i.再編事件勃発のあと臨時資金調整i.tが制定されて日本

の資本市場は統制j市場へと変化し始めた。同時期に日産のi椅洲移.nと附属地返還が行われ、 i椅鉄はi[(化学工

業部門とM民地行政部門を失った。 fi絹鉄改組jに一応の結着がつき、満鉄の'JJ業は鉄心部門と嫌Mi民鎖、

それに産業部門の残存部分たる調査部門に限定された。

第4期に日本の資本市場の統制が本格化し、特に 40'IF 10月以降は全くの計l覇市場となった。自由市場時

代に地歩を築いた満鉄は、戦争遂行に直結する企業に資金が優先的に供給されるようになると徐々にその地

位を落とした。また「関東軍特別演習j以隊満洲屈は 8本国資金が過剰となり、日本国資金調達Jレートとし

ての満鉄の役割も低下した。この結果、第三次j曽資において国幣資金の供給を受けることになった。鉄道営

業に関してはこの時期に満鉄政大の利益の減泉であった満洲大豆の愉出が急減し、利益の乏しい軍需品、石

炭、旅客が増加し満鉄の高利益体質は崩れはじめる。オイルシエーJレ、特殊鉄鋼といった分野で一定の成果

を挙げはしたものの、満鉄の削活は確実に進んでいた。特急「あじあjの運転停止はその象徹であった。

第5期は 43王手よりi諸洲国幣珪社債の発行が始まり、これ以降泌洲中銀への依存は急lJM，こ深まって行く。更

に本社機能の新京移駐が行われ、 I持・扶はI佑洲由化する。この時六で満洲国の5;k迫省とでもいうべき存在に転

化したのである。インフレーションの進行、従業只の応召、労働h不足、資材不足等々によって満鉄の経営

は更に悪化し、陸送転嫁鎗送の強化は満鉄の鉄道体系をj的綾せしめた。しかしそれでも渦玖は 44年度まで黒
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~二をtl.iし続17 た。 45 年度にー肢は赤字予算を組んだが、運賃大幅値上げに踏み切って黒字予算を維持してい

る。その年度の半I;!で終戦とi持制屈の崩壊を迎え、 i品鉄は解体した。

渇洲国期における満鉄の活働の符徴

i錆洲凶j明のi純5'-:の活動の特憶はまず第一に、 i局洲問問符鉄道の新線建設・複線化のための巨額の投資にあっ

た。凶 IV-1，ま i，有洲[可の鉄ih依lである。細い~線は 1931 年までにill設されていた部分、太い実線はその後に

建設された邸分である。太い破線は終戦九時に工事中のものを亦す。太い実線の長さは営業開始済のもので

6，354.2キロメ トJレであり、これは回線受託時点の 2，939.1キロメート Jレとソ速から買収した北満鉄道

1.721.4キロメート Jレ、それに社線 1，449.1キロメート Jレの合計、すなわち細い実線の総延長 6，109.6キロメー

トルを上廻る。その上、満鉄IJ:盛んに複線化工事を行っており、 i締洲国時代に常・に資金不足状態に陥ってい

たのも、竹然であった。そしてこのような膨大な鉄道の般設は周辺の経済に大きな影響を与えた(塚瀬 [19931

参11(00 

第二の特徴はその:11字体質である。膨大な鉄道を建設・運営しながら、満鉄は最後まで一応の黒字経営を

継続した。勿u古この!日字が少なくとも 1936年の運賃改定以前は持取的高率運賃によるものであった以上、こ

れを以て満鉄の幼僚のJ与さを11'す、と結論することはできない。しかし満鉄が最後まで営利指向をある程度

維持した証拠とすることはできょう。この傾向は資金の大宗を日本の資本市場に依存し続けたことと無関係

ではなかろう。

この営利指向とm字体質はi持洲固においては特民なことである。 i純業傘下の重工業企業は、満鉄から継承

した昭和波鋼所を除けばほとんどの企業が赤字経常を縦続し、 i締業白体も投資特別会計からの補助金によっ

てなんとか配当を*lt持している状態であった。これら企業の効僚の:匹さは、電工業の基盤のない満洲に設立

されたために初期的投資がλきくならざるをえなかったというすi怖に起因するとともに、当時繰り返し指摘

された~!1 <特殊会社・準特.a会社として政治的保遁と焼制を強く受けたために営不IJ意識が乏しかったことに

もrll~とする。 i椅玖の'Ff利意j彼は「大連イデオロギーJ と呼ばれ、利益より同策実現を重視する f新京イデオ

ロギーJと対比されていた。

m・1は日本の資本市場におけるシェアの高さである。資本市場の括箆j羽より満鉄株・満鉄債は最も重要な

銘納のひとつであった。その永年の信用があればこそ、満洲国J~J の巨額の社債 ・ 株式発行が可能となったの

であり、またその先行によって日本の資本市場におけるプレゼンスは拡大した。満鉄は満洲国の資金の流れ

から独立し、日本のそれと ifW;する存従であった。しかし戦争進展と市場統制の深化とともに満鉄の地位は

低下し、 rlï場の1"1:絡変化は ìMa:失の経営万~I'にも作用した。そして位終段階では満洲国の資金にも依存するよ

うになった。

満洲[i)時期とは、 i稀別事変以前には日本のi情洲支配の中心を占めていた満鉄が、資金的にも政治的にも徐々

に渦洲[瓦iに吸収されてゆく過4・iであったということになる。
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附録 1945年 1月の運賃引上改定について

資料

i崎鉄の 19451J'-1月の運賃改定については、東北物資問節委Jl会研究誕1[19.t81 (述給街 189-202JDに簡

単な記述があり、 n[19911 (519 J'i)がこれを引Jllしているのがれ-比の限りで同1:ーのaf及であり、不IVJの部

分が多かった。本市作成のための凋査によって下記資料にこの改定に閲する記述のあることがわかり、概要

が明らかとなった。

1. i綜満洲鉄道経理局予算煤[19441 r鉄道~;迎賃改正関係J II{H1l19年9月28日-11月 141I 

(平縮図大乍社会科学ニ研究所所蔵 f山崎文書Jif(役会議提出資制。

2.日本銀行金融関係資料 1570-3，347・59頁「満鉄ノ運賃引上ニ関スJレf'ド(昭和 20{I・2月9日)J 

(日本銀行所厳)。

3.日本銀行金融関係資科 1570-2，671・82頁 f満洲問に於ける本年度賂H)J!吸収方策(昭和 201J"~ 

1月22日)J (日本銀行所蔵)。

満鉄会 [19861も資料不足を理由としてこの改定にはほとんど触れておらず、また上記資科も広く流布してい

るわけではないので、附録としてやや詐し〈述べておく。

背景

この運賃改定は、 1944年度に実行さhた購買力吸収のための生活必需品販光価絡及びif(要因策事業使用科

金引上げの一環である。それまでは統制!の)Jによって公共料金・生前必需品価伶を極力闘定し、インフレを

抑制するという低物価政策が採られてきたが、 43年以来の満洲rl1似の激しい資金散布によってその政策の維

持は不可能となった。満洲国の戦時インフレーションは産業資金・農産物収11資金等として散布された資金

が、短期110のうちに紙幣に転換されてそのまま還流してこないことを特徴とする。このような事態を満鉄調

査部は紙幣の f水埋j と呼んだが(南満洲鉄道新京支社調査室 [1941]，457・510tD、この水埋された紙幣は

間市場を形成して統制経済のif(大な脅威となった。そこで民間に流出した紙幣の回収が最裂な政策目標とさ

れるにゼり 、物価抑制政策が部分的に放棄された。このときのftli1二げによる 45年度(四JJ・三月)の勝目力

吸収予定額は上記資科 (3)によれば、次のとおりである。

生活必需品 {Jilニ幣 吸収容1

~短Z手 (5例) 300 a万閲

主要積殺 (3例) 103百万冊

繊維品 ( 5制) 140 a万聞

盗・マ 1チ (10剣) 150百万掴

jlaJ片 (10割) 140百万個

石炭 (3例) 140百万四

973百万姻
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屯要[iJ買{ll~::Kの使JII科金

銭便料金

泡倍率専念

電話料金

満鉄運賃

Jt 
合計

8 (i万四

10 IJ万四回

15行万間

527 s万四

560百万四

1，533百万四

i前洲回の金融

この去からi純鉄運賃改定のこのR耳目力吸収策に占める比重の高いことがわかる。満鉄の運賃引上げは 1945年

1J~ 1 日に行われたが、これまでの迎n~llこげが 42 年度に貨物運賃を小幅引上げた以外、旅客運賃の引上げ

を中心としたものであったが、今回は全郎門に及ぶ大規様な改定であった。

遭賃改訂案

上記山崎文轡資料は 44 年 9 月 ~ll 月という他上げ案策定途中に作成されており、 「満鉄業Jと firL案j

が併記されている。満鉄業によれば旅客運賃について、現行キロ当り 一等 7銭、二等 5鋭、三等 3銭を、-

!~ 9銭、 '"字 6.5銭、三等4銭とし、 12.行料金をー等 5園、二等 4倒、三等 3聞とする。貨物運賃lま発着手

数料・基礎J.y，引上げと遠距蹴逓減率の椛滅、更に品目割引運賃率も殺矧 17%、生畜 25%、木材 14%、石炭

10%、鉱石 10%それぞれ引き上げる。また関'*州発着特定運賃をはじめ幾つかの割引運賃が廃止されてい

る。関*州発XI特定迎貨の廃止は大述q，心主義の絞終的な )t(~を意味する。自動車、江運の旅客・貨物も共

に引きとげ、港湾のJ科金もほぼ二倍に引き上げるというものである。尚、旅客運賃の現行料金は 43年の改

定運賃よりも高い。この間にもう一度Ni1:げがあったのかもしれない。

il!案には終11かい内容が付，ieされていないが、地収予想を渦鉄案と較べるといくつかの特徴がある。 451F肢

のI曽収は、 ilI案では鉄道 548.5百万問、自動車 17.0百万四、江連1.7百万園、港湾 6.2百万四、合計 573.4

1百万四となる。これに対して満鉄案では鉄道 342.6百万町、口動車 16.4百万問、江運4.5百万聞、港湾 6.2

百万四、合計 369.8百万四である。鉄道の相違が大きいが、特に旅客運賃が満鉄業 213百万四、簿業 468百

万凶と足が大きく、また貨物迎貨の'11放がi拘鉄業 94百万聞に対して111業は引 tげを全〈認めていない。そし

てi締鉄梁にはない i'I[碩使用料」の引上げがある。これは修北へのitllI貸与科のことと考えられる(表IV-

A) 0 i締鉄はWlltと旅客をできるだけパランスさせて引き tげようとし、lf[は貨物に手を付けず、旅客だけ

でi絹鉄業の倍近い大制な引上げを考えていたのである。

この資科で興味深い点i立、 w梁があっても満洲向政府案がない点である。満鉄の回線受託は関米軍が満洲

作lから委Aを受け、それをさらに満鉄に彼委託するという形を秘密挺約によって採っており、政府と直接関

係していなかったことがここにも衣れている。

運賃改訂の慨要

日本銀行の資料二件はいずれも値仁げ実施以際の新京駐イE参事の報告であり、実行された改定を伝えてい

るものと凡られる。まず鉄道部門では、旅客運賃の八割~m収をめざし、旅客一人一キロの運賃を、

一等二等 三等

現行 7銭 5鈴 2銭

改定後 12銭 9銭 5.5銭
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とした。山崎文科の消鉄災よりもi]1 1ゾヂが向くなっている B おそう〈渦u築と紙袋のUIJをw災?iりに採った

ものであろう。尚、現行の::~;が 2 ~~と 43 年瓜のf~[上1I，~lf.よりも il~ <ぷぷされているが、これは誤記であろ

う。急行科金は地fif別科金制をl売し、しかもぬ般.こかかわらず-~1~ 5 刷、 _~~.4 問、三~'，r 3聞の均一価絡と

した。 12.行科金l;t1品鉄案のままである。貨物述wは:設~ì ・生音・木村・石炭・鉱石の品f.J 別 \';11引迎貨は据{げ

さ、それ以外は filt賀補償ヲ日安トシアj倍MIに引き上げた。 ir!し'1・16必需品は五ilj1Jの'，'I'J;)I運賃を~m して

いる。つまり、満拡が意制した品目別割引運賃の引上げは尖現されず、またそれ以外のものもイiil:'n字をお!

当抑え込まれているが、 111来からは日定の譲歩を得たことになる。貨物運賃もまた1以来得りに妥協が成立し

たようである。 7制ヒ向車輔貸与・科iま司1案のまま'J:.行された。

自動車・江運部門はこれまで赤字部門であり、鉄道連抗の利益で補以するという格好になっていた。その

解消を目指して六~lな引上げが行われた。自動 IItの路線別の運賃を脱してーflt i!fW とし、キロあたり従米平

均 5.1銭であったものを 15銭とした。江連部門は遠距能逓減制を距雛比例制に改め、従決'll均キロあたり 一

等4.4錦、二等 3.1鋭、三等1.3銭であったものをそれぞれ 9銭、 6鋭、 3銭とした。1'1JfVJ i巨のイ~il:げは満鉄

案・ 3事業の何れよりも低くなっており、江速は満鉄案の貨物引上げの半分にil(業の旅容引上げを合わせたも

のになっている。これ以外に港湾部門は何役料金を倍額程度に引き上げて労n防隊と労働h隊保に対処する

ものとし、議北向けの車両貸手料を郁北線の運賃ぷ準に順応して概ね 120%引き上げた。

この依ヒげでは人民不足による事務処理能力の低下に対処するための現金収納'JJ務の制球化が依]られ、旅

客運賃端数は 10rruまでは 50銭単位に、 10回以ヒは 1UU 単位に切り1:げ、殺11~料金を -~~ 2刷、 -~1， 1 側、

三等 50~Qとした。また貨物連貨も 10 銭単位に切り上げとなった。この鴻数切り上げによる収入は U銀の鰍

告にはないが、 i純欽案・却系では客ïl~収入のところに計上されている。

この引上げによるI哲収とそれを前提とした営業収支予想は点IV-D-2のとおりである。本文でも述べたよう

に、当初 45年度予nは赤字紙搭となっていたが、この大判な運賃引とげの実施によってなんとか!日乍を維持

する格妊になったのである。
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第 5章

「満洲国Jの農業関係金融

序言

本章はi締洲回の農業関係金融の展開を、アジア太字洋戦争期を中心に取り扱う。第 2市~第 4~置では満洲

中銀、満洲興銀、満業、満鉄という満洲国の~分野の杷倣後関の財務データを分析の基鐙として、時期別の

展開を硲認してきた。しかし脱業金融は鉱工業関連の資金供給に比べて徴仰が複雑で、 1943 年に~良金JÕI7

が成立するまではそのような棺制機関が存在しない。しかもその興成金).jlでさえ鉱工業における満洲興銀の

如き地位を占めることはなかった。更に農業関連金融には挙節性という問題があり、年々の変化を定点観測

するだけでは不十分な点が多い。それゆえ農業関連資金の動向を、 2-4青空の如き手法で示すことはできな

い。本r;r.では農業金融についてのいくつかの調任や報告を基礎に満洲同時JVJの農業関係金融の変還を再惰成

する方向を保る。

満洲国の牒業関係金融は当時、大きく「農業金融Jと「特産金融Jに分航されていたので、本車でもそれ

を踏襲する。 r農業金融」とは農村で実際に生産活動に従事する農民に対する金融を指す。 r特産金融Jと

は農村から農産物を吸収(収買)する際に収買機関に提供される金融である。これら全てを総称するときは、

本章の表題に用いた「農業関係金融」を使用することにする。 l

本t;I.では時JUJ区分を次のようにおこなう。

第1)別 j締洲事変前後-38~1立

第 2JVI 39年度-42年度

第 3JUJ 43年度-44年度

ここに古う年度とは、 「特産年度」であり、 10月を起点として型年9月までを一年度とする。本市の「年

度jは特に断らない限りこの特産年度である。 2

I符&金滋..41員長金属虫と農業関係金織というm:語の使い分けは満洲図時期だけではなく、 B本側ではそれ以前から行われていたよう

で、たとえば『相満洲鉄道庶務鶴岡宏操11929)1:1 r満洲における廃案金属生jというタイトルであるが、そこで取り級われているのは満洲

聞でいうところの絞殺の農業金量生である。

満洲聞における農業関係金政についての研究は、農業金磁を主として担当した合作祉について片桐[19821119831、般国 [19811があ

る。策図 [1981111興.41金庫にも触れている。特産金融については風間 [1992ト飯坂・風間[19861が組依への金属虫に宮及している。風間

(1992) はA産物流通を狙った中臨海人である緬般に焦点を合わせつつ、満洲図の.&:l~について包活的に信じている.

2但し、たとえ1:36!F 10月-37!F 9 nを36年度と呼ぶか37年度と呼ぶかは一定しておらず、普通はこれを 36年度と呼ぶもの

の、鐙図大'1-ra洲緩b高実態研究III[1940)などはこれを37年度と呼んでいる。本車で11全て 36年度とする立渇で一貫させている。
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第1)制l立大恐慌と満洲市変以降の満洲大rLの表退JOl、第 2期は日'11戦争以降の統制開始期である。この間

期においては農業関係金融の金額は鉱工業に比べてはるかに小さい，第31T!は農業が閏策の重点項目とされ

た時期であり、興良金JICの成立以除、農果関係金融は急激に膨張してゆく。

以ドではそれぞれの時期について各 l節を割り当て、大豆を中心とした特産物の生産・流通を概観し、そ

れらに対する資金供給をみじる。

5.1 満洲大豆の没落と日本側銀行の進出 ・ ・・ ・ ・第 1 期満洲事変前後~38 年度

5.1.1 満洲大豆の停滞

序f;iで述べたように大豆I.t.満洲経済の級幹であり、満洲経済の発展は大豆の国際商品化と不可分であった。

その発展はまず日清戦争後に樹i兵在住の中国系商人が日本へ豆粕の倫l品を開始したことに始まる。続いて日

露戦争後の 1908年にドイツ硲人 WilhclmRoderwa1dと三井物産がリパプールの製油業者に満洲大豆を送付

したことがきっかけとなり、欧州市場が削拓された。9!に第一次大戦後にドイツの化学工業の技術i事新とそ

の芯敢な発展によってi締洲大立への需袈は年々糟加していった。ドイツの需要は 34年の欧州市場向け鱗出の

76%、総検出の 53%を占めている。眼科大豆愉出の若mと並行して満洲における搾油工業が一定の発展を見

せ、欧州Itl)けの豆油愉/1¥もj初JJDした。また日本 ・中国本土への豆粕の輸出も増加した結来、 31年時点の大豆

三品の紛m額は満洲の総愉11¥額の43%を占めるに至った。

しかしこの仰長は大恐慌の波及による農産物価絡の急活と満洲事変による混乱によって停止し、以降徐々

に衰退してゆく。その原凶は、 32年の絵花江の氾濫による北満の大凶作、 34年の束械を中心とした全満の

凶作といった生産蘭の問責11、中国のi持洲凶に対する高徳間後、大口m~先であったドイツのナチス経済統制

による大豆愉入の抑制、日本における安価な硫安(~~肥料)の進出と農村恐慌による金肥の減少という需

~側の問旭、史にはアメリカ大豆の台頭による競争の激化などが挙げられる。

これ以外に日本の制時による満洲事変と満洲国成也の直接もたらした困難、すなわち日本軍と抗白紙の戦

闘による農業生産の破壊、日銀号・官1磁紬肢の活動停止による流通の混乱、経済建設への労働力・投奮の動

口、何」ヒからの出稼労働.fi'の減少、などによる影響が深刻であった。(他国大学満洲経済実態研究班 [1940]1，7・

14貞、胤IlIj[1992J，228・31民、飯塚・胤nu[1986]，429・33点。)

37年のU中戦争勃発は大立の環境に大きな変化をもたらし、大豆の大連価格を急跨せしめた。その原因の

ひとつは日本の肥料市場でu粕を駆逐しつつあった硫安が軍需品として需要されるようになったことである。

そのため11本の農村に硫安が出廻らなくなり、豆粕への需要が復活した。日本への豆粕愉出高は 36年度に

612千トンであったものが38年度には 928千トンへと1.5倍に地加している。原因のこっ目は麻袋価格の上

11・である。麻袋価絡の仁}Iは、 38l'手本以米の外貨管理によって麻袋織入が急減したこと、 B本での麻袋不足

によるi1j麻袋同収減少、価絡上昇.見勉しによる投機などによって生じた。原因の三つ自は満洲国の修正五ヶ

if-Jh到の資金倣布開始による股業労賃・庇民の生活n.農産物価格の12.嫌にあった。大豆生産貨に占める労

力貨の割合は 30-40%とされており、労賃・生活費の高崎は生産1r1-.抗.に直結し、大豆以外の農産物の価

絡上舛とともに大豆生.aEからの徹退を芯起した。

しかるに輸出先の大Q価慨を決定するロンドン市場の相場は大豆の需給だけではなく、 競争原料鍛物との

関係で決定される。そのため、渦洲大 ν.の大辿価絡の上舛は国際価絡に反映されず、低価絡を主~な特長と

してその地位を維持していた満洲大Qは深刻な鎗出錐に直面した。

この織tB敏克服を目指して 39年 11JJから特産専管制度が実行され、以降、農産物流通の統制が進展する。
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この制度変民は産業開発h.ヶ年計画と関係がある。第三mからの荒工業開tiの導入のための外貨独特手段と

して大豆総出の拡大が不可欠の課題となり、これが身、符制度佐立の一閃となったか己である。 ( ill副大学i~

洲経済実態研究班[19401.126・42貞、風間 [1992ト23HlJio ) 

5.1.2 特産金徹・・・・・官商排除と日本側金融織問の番手入

ff: 章で述べたように満洲 'J~変以前の流通俊博は、 B 本の紛/H i留に対して I.t.日本側銀行が資金を供給し、 i絹

洲内流通をHJ当する大小締役に対してはE合大ir.官帖・宵免券(後に現大inを発行する中国側金融機関、

特に官銀号が金融する、というものであった。中国系の械仙のなかでは京 t省恰・銀号・山林水衡官~fat~J' . 

J11純江省官級号の経営する官簡が1i力であり、官銀号のJM発通貨を背景に約m流通をl'制していた。

ところが満洲 'J~変の際に官iU 号は関東取によって閉鎖さh、それらを給水した泌洲 '1Iiltl.t.特定物果務を廃

止した。官簡が廃されて生じた間隙をj唱めたのは三井・ 三~を rt1心とする (J系特厳尚であり、中央ili .llh .地

方市場の続投に投資し、あるいは契約を締ねして官簡にかわる収口網を形成した。(，illl日大ワ:j荷洲粁i斉実態

研究班[19401、;3・80頁。)

この収買網に対する金融の慢併は図 V・1のようになっていた。すなわち生産者たる民氷に対しては当舗・

焼事合作社・金融合作社が金融し、大級肢に対しては fìl有洲1\1 の銀行j が金融し、特~Ji l向に対しては iF金銀

行と「満洲国の銀行Jが担、与する、というものである。このうち成家にNする金融は本校で「農業金融jと

呼称しているもので、次項で触れる。 n縄洲l司の銀行jといっても、その主力は日本側銀行であった。第 2

1宮の表II・14に見られるように、 i荷扮!国成立前後の恰繍i実における特定;金融は朝鮮銀行・ iF金銀行.i~洲銀

行・正隆銀行がその主力であり、また中国側の中国 ・交通銀行も相当の資金を供給している。またそ)1;・三

変を中心とする日本側特産商に大連で資金を供給する三1t・・三菱銀行以下の臼本側銀行も屯症な位偲を.Iiめ

ていた。

37 年に満洲~銀が設立されて朝鮮銀行が満洲国から撤退し、 I前洲銀行・正降銀行が廃されると、 i持洲興銀

が悦鮮銀行から凹資金の供給を受けて械桟への金融を一部~f!当するようになった。しかしそれでも朝鮮銀行

大連支庖の資金供給は相当額に速した。

満洲中銀は官銀号の主要な融資先であった官商が業務停止となったため当初は不振であったが、徐々に取

引先を拡大していった。 -}jで中国系・欧米系金融機関は後退を余儀なくされ、そのが，果、大豆を中心とし

た特産金融lま、 i締洲中銀・ i均洲興銀-正金銀行4主i鋪支応と、関東州の朝鮮銀行・正金銀行・三菱 -τ)1・など

の日本側銀行の大連支庖が担当することとなった。表V-1によれば、 38年7月-391f: 3月における満洲国

側銀行の特産資金における満洲rTiR.i純洲00銀・正金銀行の占1Ft;はそれぞれ 16%、45%、34%ζ なって

いる。残った 4%は普通銀行の合計額である。

この金融は典型的な場合、概ね次のようにして行われる。まず大判棋は 11月頃に不動p'n担保の{詩人ある

いは連帯保証人の信用貸の形態で銀行から資金を調達する。この資金によって特産物が1t!l.JH量桟からXlい集

められ、大級憾の手元に大豆が集積されると、この大豆を抱保としたill'入金に切り併えられる(国有HtJ保借
入)。この大豆はやがて特産商に荷為替手形と引き換えに引き渡されるので、大栂桟は{dr為替手形のxv収を
銀行に依頼し、その代り金で大豆担保の借入金を決済する。繍出商はこの符~診を銀行からの当座貸悠を利

用して決済するので、銀行側から見れば大相住への回杭拝l保貸出が総出尚への当座貸厳に転換されたことに

なる。この姶出荷が大豆を愉/1\する段階では、正金銀行の愉tB術為仔手形口取~の愉出金倣が与えられ、そ

の資金で輸出磁の借入は返済される。ー辿の決済が全て終fするのは翌年の 7月頃になる。(建国大学満洲

経涜実態研究班[19401，96・103頁。)
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5.1.3 農業金融

71資洲の農民は秋JQJに収碓物を先却するまで現金収入がなく、 !I:活維持・ H.f-農兵賊入・除草労働雇用のた

め文Ihのみを余儀なくさL る。 i絹洲農民 li生活のH4~ している-ð'・が多く、それらの支出を借入によって調達

していた。満洲~Ji変以前、農民に対する直接の金融 f農業金融) 1;:主として描桟による先物買・後貨砲の後

光・ 21舗の向平IJ1rの形態でおこなわれていた。純枝による先物口は、農民の資金需要期たる 5月-7月に収

後後の引渡数民を確定してHい付けるものである(批錨取引)。口付の時点で現金が農民に支払われ、収穫

後iご殺物が引き渡されるので、現銭}明細と呼ばれていた。(石m11964J，5il-4頁。)

すなわち満洲~J~変以前、~.r，Jli"資金は日銀号から'iii街を中心とした栂桟に供給されるが、その一部が農業資

金として描桟や、それと紛り・をなす雑貨百五・高利貸によって農民に対して供給されていたことになる。

i崎洲 'J~変によって官銀号ーが閉鎖され、 i治洲中銀設立後に官銀号の附管業務たる官商柑肢の活動が停止させ

ら.Il.たことにより、旧米の牒付の金融システムは崩壊し、これが農村の囚割を促進 していた。 満洲団はその

成立也後に治安維持を目的とし、 1純洲中銀をして f必緋資金Jと称する低利農業資金を放出せしめた。春耕

資金はこの農付金倣システムの崩峻を補偵する意味をもっていた。その金額は 33年と 34年の合計で 20，8百

万聞に速する(第 2市第 3節節 2項)。

イ~!井資金の供給はしかし一時的措慌に留まるものであり、これを継承すぺ く設立されたのが金似合作社で

ある。金融合作引は 33!J:に;.~天省で試験的に設位され、後に管特が中央に移されて 34 年 9 月の金融合作担:

法制定後に会凶に展開した(郁 2 .(，í第 2 節)。満洲l~の金倣合作仕法は朝鮮の金融組合法を模倣したもので

あり、その迎用も例鮮における官僚主義的・中央集梅的色彩の強さを継添していた(片桐 119821>。

この時WJの金倣イ干作社の貸付業務は山保貸付金を中心としていたが、 37年以降は特別保証貸付を開始し

た。これは担保}Jのない得細袋五人~十人で一組の述帯保証団体を組織させ、これに対して特別に社貝資絡

を1J-え、一人、月り 50困までの低利融資を行う制度であった。この特別保証貸付は零細農民への融資の道を拓

くものとしてif(悦され39作7月末で金貸出の 26%を占めるに主っ た。金融合作社の貸出額は年々倍婚して

おり、設立から数年を経た 39年 6月には一億四を突破している。その貸出には次に述べる農事会作社への貸

出金も含まれていた。(片制 11982J，52頁、56頁、柴田11981J，13ti.30頁、必5、第 2f.i第2節。)

股iJr合作社li37年 6月28(1 に決定された「牒1J~合作社設立要綱j に従って 38 年から設置が開始された

(第2収第2節)。その主たる業務は交易場の運営にあり、これによって農産物流通の近代化をはかり、槌

岐による農民の中!日j搾取を排除することがその目的のひとつとされた。しかしこの交易場は糧桟や農民の反

発を受け、 運営が世It航したという。 泌すE合作+土は信用供与業務も行い、零細農民への融資という面で特慨を

見せたが、その拠棋は金融合作社に比してはるかに小きかった。(風間 11992J，100-11頁、片桐 11983]，49・53

耳、柴凶 11981J，15・7頁。)

この他に炭付lújけ資金供給機関と して、官銀号の~t属事業を縦*した大興公司がある。附属事業の主力で

あった祖桟業務1.1間東軍の決定で廃止され、実質的に大興公司は当舗と呼ばれる庶民金融償問として 33~ 7 

月 1円、満洲中銀l設立のー年後に資本金6百万四でd立された(張公権文t1fR4・3，32-3頁)0 35年 3月末時

点でよ興公司はfbi絡に 126粁の当舗を訂 し、その貸出残高は 7.1百万四であった。大興公司以外の当錦は同

時点で542軒、il'11l残高 10.5百万闘である。(満洲'Jl.悩笑内所11936J，l82員。)

ではこれら段rlij の対農村融資はどの~LI.庄の占イPtiを示していたのであろうか。 それを知るには農村におけ

る農家貸借の訓査によらねばならない。満洲国の行った最初の調査は、実業部臨時産業調査局の北i椅十六県

1・七簡屯、農家六百八十一戸の!lt徳元年度 34年度 農付実態開査報告である。この調査によれば農家の借
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入先は、奉緋資金を主とした銀行が29%、農家の相互金融が 59%、営利的金貸業者(当舗と手)が4%、商人

(縄住・袖房・ ~W舗等)が3% などとなっている。営利的金貸来者や商人の金融が少ないのは満洲事変前

後の農業恐慌の影響が残存しているためであるという。農家-Mlll~金融の比中は下泌氏ほど高くなっており、

必緋資金の太宗が上層民に吸収されたことを伺わせる。上..\'11~と下府民の収入格差は 40倍近くあり、負債

額も同じくらいの格差がある。その使途も下府民 l;t生活費の比中が高〈、 L~民li農耕関係支出の比本が高

い。(張公純文 I~ R4-3，5・6t~'o ) 
35年-36 年にかけて行われた南渦 I'Yr~各一箇屯における向織の調査では、農家相正の比5卒:は 56% とほぼ

同じであり、 下泌民ほどその比率が高いという傾向も同様であるが、営利的貸付来高 12%、商人 19%、維

業.{j'3%などの比t容が高〈、銀行等からの借入はほとんどない。また、この品売の行われた十以・には金融合

作社が既に設立され、貸出来務を開始 していたにもかかわらず金融合作札からの借入は 0.1%に過ぎなかっ

た。(片桐 [1982J，64頁、柴田 11981J，ぷ7)。

このこつのふ1査は場所も u在点も異なっており、サンプJレ数も少なく、また i~1査方法の昨細も IVJ らかではな

く、ここから余りに多くの結論を導出するのは危険である。そもそも農家がどの程度の資金をどこから調述

し、どこにどのように運mしているかを正僚に把蝿すること 自体が容易ではない。

しかし、一時的に供給された春耕資金を除外するならば、股村金融の過半は民民相花金織であり、それ以

外には営利的貸付業者と商人の金融がほとんどであり、しかもその金融僚会は上府民に{民俗していた、と考

えてもそれほどの諜りではなかろう。もしこの観測が正しいならば少なくとも 34-6 ~手頃において、合作社

や大~公司の金融活動が農村に与えた影響は無視しうる程度ということになる。この段階でも満洲r~以前か

らの農村金融機備が優勢を示していたものと考えられる。金倣合作社や大~公司の活動が浸透し始めるのは

修正第一次五ヶ年計画が実行され、戦時インフレが始まってからと考えるべきであろう。というのもインフ

レによって貨幣需要が膨張してゆくと、 w幣発行機関に近く資金調速の容易な機関ほどイf利となるはずだか

らである。大興公司と金融合作社以外に満洲中銀から資金を直接調達できる農業金融峨聞はなかったので、

インフレ進展と尚機関の占イI曜の拡張が並行すると考えるのはn然である。

5.1.4 小1苦

第 1J切の農業関係金融の動向は次のようにまとめることができょう。まず満洲事変以前は農業金融も特産

金融も官銀号を中心とした中国側機関が占めており、日本側は日本への愉出金触を担当するに過ぎなかった。

しかるに、満洲事変によ って官銀号と官衝が消滅 し、 それによ って生じた間隙のうち、特産金融は三井 ・三

菱といった商社と正金銀行・朝鮮銀行・大連日本側銀行が挙握し、残った農業金散をまず満洲中銀のぷ緋貸

付が、後にi筒洲中銀の資金供給を受けた金属生合作社と大興公司が担当した。言うまでもなく、農業金融は手

間が衡かる上に回収も困難であり、政策上から高金利を取ることもできなかったのであるから、商業上有利

な部分を日本側機関が押さえて、不利なものを満洲同機関に押しつけたと凡ることもできる。

満洲IJJ.変後に成立した機仰と、序章で述ぺた満洲恨変以前の収:a金融俊構との最大の足は、いうまでもな

く、日本側銀行がその金融の主軸を把担していることにある。またその通貨は、銀系通貨を満洲中銀の国幣

が統一するとともに、同時に'初鮮銀行の金31が同幣と府を並べるほどに流通した。両省・が国幣に統合される

のは 1936年 12月の朝鮮銀行徹退以降のことである。

第 l期の満洲国農業はその綴幹たる満洲大豆の凋務により全般に低迷 していた。満洲1)1:変の混乱は金融梗

塞を芯起してその不調を拡大したため、 1持洲中銀による春緋資金供給が行われ、それを継承する任務を金融

合作社と大~公司が負った。しかるに両者の業務の影響は日中戦争期に至るまでは小きかった。これは、満
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洲農業に対する積極的投資が行われなかったことの結果である。

5.2 農産物統制の開始とその失敗・ ・・ ・・ 第 2期 39年度.......42年度

5.2.1 蒐荷政策

統制の開始・・・・・ 39年度

11中戦争の進脱と修正五ヶ年計画の投資によりi錆洲国の物価は徐々に上非し、戦時インフレーションの発

現が1I1J.2sとされるようになった。 j椅洲IJi]政府は 37年8月3日に刑'貨物資の騰貴を阻止すぺく、暴利然止令を

公おした。翌 38年 4月 12日に暴利禁止令が改正強化され、同時に満洲国政府は価格統制を徹底するために

良Rl物統制に乗り出した。鉱初の農産物統制機関は 38年9月に設立が決定された満洲製粉聯合会である(設

立は 11月)。続いて 38~ド 11 月米穀管理法が施行され、同年 12 月に満洲櫨穀株式会社が設立された。盟 39

年 11 月に主~.fli殺統制法が施行され、満洲揖穀が米般等の主袈穀物を統制することになった。満洲経済に

とって肢も重裂な作物である大立の統制は同年 10月に重要特産物専管法の施行によって開始された。同時に

満洲特産将官公社が設立されて大豆等のすIb料特産物を|司社が統制することとなった。次いで同年 12月、小麦:

及製.ro業統制拡が施行され、同法に依処して翌 40年 1月に満洲製粉聯合会が満洲穀粉管理株式会社に改組さ

れた。(張公枕文"IJ:R4・3，15・6頁、風111)[19921，115・7頁。)

39年 11月に開始された人51の特産専管制は中110商人君祖桟の排除によって輸出価絡を低下させる目的を

持っていた。そのため大立の公定買付価格は百斤 7回(新殻大豆混合保管3一等品麻袋込正味値段)とされ

たが、当時の大通現物相場は 7.89聞-9.63個であったから、相当無理のある価格設定であった。実施直前

の39年9月にドイツのポーランド侵入によって第二次l止界大戦が勃発し、通常の敵州向け輸出が不可能とな

り、無理な価柿注定をする必要がなくなったにもかかわらず、この価格は維持された。

その結果、大丘は 11月l日までに猛烈な勢いで出廻り、 11月1日以除、統制対象の混合保管大豆は全く

出廻らなくなった。さまざまな統制のがれの手法が編み出され、それに対抗すべく統制範囲が拡大されると、

今庄は鉄道を回避して馬1ftで凶内需要Jl!!や華北に出侍された。これは関市場の出現を意味している。農産物

統制はこれ以降、常に間市場の勢力に悩まされ続けることになる。 漸 く40年2月 18日に公定価格が8.50聞

に引上げられたが、この姑世が再値上JQ)待を喚起して出荷が更に下控えられるという逆効果を生み出す始末

であった。かくて初年度の大江専管制は全くの失敗に終った。(建国大学満洲経済実態研究班 [19401，142-6

耳、胤IIlJ[19921，119・22頁。)

40年度

大¥L専管制は姥 40年)Jr.に、既存流通俊併の体制への取り込み、法的強制の強化、早期出荷奨励金の交付開

始という方向で大幅に変更された。 401f4月における農事合作社と金融合作社の合併による輿良合作社の成

立li、第 2(im2節では経済部と産業n6の対立の結果としたが、この農産物統制強化政策の一環という意味

3ill会保管と11、大立を個々別々に愉送するのではなく、}貧富1全織をひとつの倉雌と看倣し、 愉送希望者・から大豆を受け取る段階で険

金をぬして給付をなし、同等の品質の大豆を混合して保管・ 紛送する制度である.湯量生I!受付に当たってお種 ・等級を決定し、之を明記

した総合倉r.lLli券を所主に発行する.術主がこれを街受人に送付すれば荷受人はこの証券と引き換えに同等級の大立を直ちに受け取るこ

とがで与る。この制j阜1119191ド12JJから本俗的に逮周が開給され、大豆械itの九割程度を占めていた。その後、 農産物統制の目的で

38 !J: l1 月から強制約に倹玉置を行う ICJ1せ検査制度が実飽きれ、その~!tのためにi縄鉄1140 年 11 iJ 1 8に自民会保管制度を廃止して制度及

び人口を掃討骨農産物倹査所に移11(した. (陶i~洲鉄道 119761 ，530・ 1 賞、満鉄会 119861.227.8 fi ) 
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もあった。同時に位桟を統制すべ<i純洲各地に格技組合が設[げされた。その払果、流通機併はt2JV・2のよう

に偶成された。

農家は交易助か地方行政'Lf~・の指定場所以外で特版物取引を行うことを焦止され、脱i込と取引しうる者は

営業許可を受けた傾桟・特性組合4 ・ ~t佐合作社に以則として限定される.これら史'おの riい付けたnRl物は

専行公社かその特約収買人hこ販売せねばならない しかしW.i'i;公判:は白iiIJの'i'i付網を1lたないので、既に全

国の械桟と密接なl泌係を桃築していた特産磁を特約収rt人に指定していた。 40年度にはこの特応;尚が盟日

な資金を調達して措技・繊防組合に前払の形で倣資し、麻袋を悶辻・供給した効*で、 ー定の民付に成功し

ている。 40年 12月上旬現在で、専管公社の直接口付はわずか 3%で、 97%は特約収n人経由であるS。地

場消賞者に対しては地方行政官署の特践物需給at・凶iに従って、級住組合・拠提合作11が供給することになっ

た。油房に対する供給は~Il*公社が大地泌を、総民組合・合作付が/J、油JA を担当する。 袖aの生広物である

豆油と豆粕は地場消費者向けを除いて ~Il管公社に版光され、そこから愉出される。人υ 三品の愉11\ は日本向

けを専管公社が協定固定価絡で行い、第三国向けは従来通り貿劫1mが行う。以上が 40年度に設定された大IL

の統制iJI民買後構であった。(建国大学満洲経済実態研究班 [19401，80・6真。)

しかしこのような機係改不による特夜物の収口もまた失敗に終り、大玩のILl姐J'i1:は 39年度を 17%と廻っ

たものの、その i.(は統制lド!の 38 年度の 45% に過ぎなかった。この 11刷1~1..n.の失敗の以内のひとつは収'i'i価偽

が低すぎることにあった。収n価格引上げや出。t契励金の交付が行われたにもかかわらず、戦H寺イノフレの

進展によって、収買価絡は生産費を下廻ることさえあった。また早期日1 イ~f~励金によって出術が一時に大量

に行われることになり、交払湯の処理能)Jや輸送)Jを勉えるという Ijl態が生じ、麻袋の不足も深刻γなった。

この収買価格の低さと流通の輔鯵はこのあとも常に特産物蒐荷の!問題点となる。(風nlJ[19921. 122・34氏。)

41年度

二年続けての特産物蒐荷の失敗により、流通制度li再度変吏された。まず 41年8月に特産税制三祉を統合

して満洲農産公社が設立された。また特約収買人の地位を明~にすぺく、級品組合と脱lé公社とのほ接取引

を廃して全て特約収買人を経由することになった。

41年度には早期出荷奨励金制度を廃止して先銭制度が実施された。この制度はまず行政組織が各村屯に

出術目標を割り当て、村 ・ 屯長に出荷目標量を集約させ、その出{Jj量を以て 00民合作札との 1聞に~約を締結

し、合作社が契約金=先銭を支払う、というものである。この制度は農民に対する農業資金融資の側ufIを持つ

ていた。

このような制度改革の効呆によって瓜術盆は 40年度に比して 14%.tt1JJIIした。しかし股産物契約白保 745

万トンに対して 689万トンの先銭契約が締結されたにもかかわらず、実際に出荷されたのは 553万トンに過

ぎなかった。この訟は統制開始以前の出術水準を下廻っている。

この失敗の原因の第一はやはり収買価絡の低さにあった。また生活物資の欠乏が深刻になって良民が商品

作物を自家消費作物に転換する傾向が強まっていたことも重要である。生活物資の公的Jレートによる供給の

減哀が農民を!詰i市場へ向かわせることにもなっていたのである。(風間 [19921，135・9fio ) 

‘flt主組合1:符sa貨統制の包的で祭出された制度で、 t正'"(甲号}組合とt也氏(乙号}組合に分かれる.中号I!取級数量や取引包絡

の凶定をまとし、加入tI織はそ:11.らに従いつつ8己の計算で取引を行う。乙号で 1.!tI~主はその出資者・となり.取5 f!組合のIUlで行われ

る。

~~事約収.rt人に 1: 39年度11三井物産、三遣を潟明、 l{隆t孝行、瓜谷必mの四位が、 40年li:l' 11三井物産、三.fftfti帯、 l{~:i.r:Hの三位が
指定された。 39~I.tの特約!fl.只人による大豆JO:荷量のうち 42.5% を三井物産が占めた。(風間 11992) ，133 U. ) 
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42年度

421r:度は 41年度に実施された先銭品III立が一定の効果を持っと判断され、収買価格の低さを解消すぺ〈農

民物収買価俗を・Ht25% 担j立引きょヴた以外、主~ーな制度変誕は行われなかった。ところが農産公社の先銭

契約託は前年の 82%に留まるという不問であった。前年の先銭米間収に懲りた現場当局者の消極的態度と食

続不起を見怨 した民民のill必傾向がそのぬいJとされた。

~J~態、を主視した i~洲国政府lま12L拠各地に蒐符督励本舗を設置せしめ、蒐符を強力に峰進した。このときに

環入されたのが民距物を IU イ~i '....た農民に対して綿製品を公定価絡で配給する特別配給制度であった。このよ

うな懐柔策とriiJ時に農家を家主出索し、此産物を発凡すると悶世物として没収するという略奪活動も行われ

た。

その結果、，1i初投定された兎待目標 645万トンの 93%にあたる 598万トンが収買された。しかし満洲国政

府の[(-tJlする大弘、米、小点、泊料作物は目標を大きく下廻っていた。また特別配給の効果で農産物が急速

にIh迫ったため、流通面の紙絡が深刻となった。この稲鯵は第 4市で述べた満鉄の鎗送力低下とあいまって

良広物の対日供給の陸路となってゆく。(風間 [1992)，139・44頁。)

5.2.2 統制下の特産金融

では次に第 2)闘の統制下における特凝金融の織犯を凡て行こっ。 39年度の統制開始によって特産金融の方

法は次のように変化した。まず措桟・繊桟組合の交易坊における収究資金l;t特約収買人より代金前払(前払

JUJ IIIJは、ド均 45(1)の形で融資を受ける。このような金融方法は張政権時代に官商・特産簡が取引先の糧桟

に付して行っていた「現銭JUJ柑」とよばれる手法とい]じである。この金融があるので筏桟は原則として銀行

からの融資を必要としなくなった。特約収買人のうち三井・三菱などは大迫の同一資本系列の銀行や正金銀

行大述支応から融資を受け、不足した場合に満洲'IJ銀 .i指洲興銀・正金銀行在i持支庖から資金を調達する。

それ以外のものは主に満洲(11銀・満洲興銀に依存していた。特約収武人の収口した大立は鉄道に寄託して混.

~保l'ì'とする i易合はその時点で専管公社の所有となり、支払は公社指定銀行の支払指図証券によって行われ

る。

この金融の流れは次のとおりである。まず特約収口人に資金が供給され、代金先払の形で繊桟.tlit主組合

に杭れる。やがて大豆が特約収口人に引き渡され、鉄道に寄託した時点で専管公社の支払指図証券に転換さ

れ、現金化される。この現金で特約収r~人は銀行からの借入を返済するが、 JrìJ時に専管公社に対する銀行の

itl桔ーが発生する。 将官公判は愉出商.rlbJAへの販72や日本への愉出の代り金で銀行への債務を決済すること

になる。(述作1:大学満洲経済尖態研究班 11940)，103・4点。)

判約収口人の資金調達l.t，11 1'1:度の最尚所要資金総額で見て 263百万四にのぼる (12月)。その調達は自

己資金 15百万凶 (4%)、関東州より の借入金 69百万回 (23%)、満洲国内よりの借入金 192百万四 (73%)

であった。関東州からの淵注が四分の a を占めるが、これでも特産関係の満洲国内金利の低下によって関東

州からの調述が減少した払来であるというので、それ以前は大辿側からの調達が更に多かったことになる。

ぷ ¥'-2で関東州からの調達の構成を見ると、 41年良では三井銀行からの借入が54.5百万四と多い。 42Sj~ 

度は単に満洲問側の金利が引き下げられたにもかかわらず、正金銀行からの調達と満洲中銀大連支庖からの

閣述がI明大している。(張公符文1'FR4・3，18・9頁。 )

42 i手12月31日現在の金融後間による特産資金貸付残高は衣 ¥'-3に総括されている。これによれば総額は
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436百万四である九この他に関東州所イ1:銀行の付純資金貸出棺lが総額 23.'a万四あって、これを渦洲|叫内銀

行の1rW総額に加えると、収ri資金総額は 670百万四となる。各機関別の銭高、占;tj!ttl.t次のようになって

いる。

正金銀行 332 {i}j関 .1!).6% 

内正金銀行(満洲同) 261 (j Jj側 39..J% 

内正金銀行 (1拘束州) 68 I~j 万四 10.1% 

銅色手銀行 (1瑚JI.[州) 986万叩 146% 

満洲興銀 92白万個 13.7% 

'Il通銀行 44 t:i万個 6.6% 

二三菱銀行(1拘束州) 40白万個 6.0% 

i淘洲中銀 35 ('j万四i 5.2% 

三井銀行(関米州) 19百万別 2.8% 

その他五行 {関東州) 9 (J万叩 1.3% 

満洲中銀・泌洲興銀(関東州) 0.7訂万関 0.1% 

商工金融合作性 0.4 I'i万関 0.1% 

合計 670 B万四 100.0% 

この表で眼を芯くのは正金銀行の占有権の高さである。正金銀行は農産公社・大手特産商・極投を取引先

として満洲特産流通資金の半分を供給していた。このプレゼンスの大きさのゆえに、第 2章第 7節節 5.tJiで

見たように満洲中銀との札僚が強かったのである。

次に正金銀行大連支底を合めた大述日本側銀行の占布率の大きさが注目に値する。 三 )~ .三菱はそれぞれ

の系列商社が満洲事変以前から永く特産愉出商として基盤を築き、 i待洲Cil成立後にかつて官商の占めた地位

を鈍い、更に統制開始後は統制機関の特約収買人となって満洲の特産流通に地位を硫保していた。 l品i行の特

産資金はそれそ'れの系列企業向けが主である。朝鮮銀行は治外法織撤廃に伴って金票を回収し、在r崎支庖を

満洲lJI.l銀に譲り満洲固から撤退したが、それでも大辿支底を通じて正金銀行に次ぐ地位を確保していた。朝

鮮銀行は満洲~銀に特産資金を供与しているので、事実上の地位は更に高くなる。特産資金に占めるこの地

位を考慮すれば、朝鮮銀行は満洲国の金融から全而的に鍛退したわけではなかったと古うべきであろう。

正金銀行と大迫日本側銀行を合計すると、その市有率は 74.3%になる。つまり 42~ぷのこの段階に至っ

ても、特産資金は日本側銀行によって供給されていた、といってよい。大連日本側銀行の預金・貸金残高の

推移は表V-5に示してある。

5.2.3 統制下の農業金融

特産金融が円ノド側金融機関によって牛耳られていたのに対し、農業金融はi絹洲側金融俊!刻の担当であった。

その中心はいうまでもなく興農合作社と大興公司7である。

合作社融資の農家負債に占める比率は 34--6年の調査ではほとんど無悦しうる程であったが、 41年に行

われた興農合作社による全渦各省 791屯55，191戸の農家についての調査では、その占イ'p容は次のようになっ

ていた。

642王手9月30日現在では 112百万四であるから、三ヶ月で324B万聞も膨張している。

7大興公司は39年 12月に資本金を 20百万伺に港資している.
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合作社 39.12% 

当舗 1.56% 

地主 5.67% 

農家相互 45.65% 

商人 6.06% 

その他 194% 

この調査は農家の負債の全てを合んでいるわけではなく、現物貸借が省略されており、しかも輿農合作社借

入の的大する 5-7月に捌食されているので、幾分合作仕11r入が過大評価されているが、それでも旭国当初

との差は明瞭である。 r農家相互Jが相当の比準を維持しているところから見て、合作社の資金供給は商人

や貸付業高・からの借入に代特したということになろう。(張公権文書 R4・3，225・6頁。)

42年未時点の農業資金貸付の残高は衣 V・4・aに示されている。その総計は 142百万四である。但し農業

資金は 12川ぶには相当収納しているので、これを 42年9月30日未で見ると 309百万国と 167百万聞も多

いに 42年ぷの金融機関別の内況の上位は次のようになっている。

興農合作社

大興公司及~当舗

総額

72否万四

62百万四

142百万聞

50.8% 

43.5% 

100.0% 

すなわち興農合作社と大00公日!と私当舗でほとんどを占めていることになる。尚、両社に対する 42年 12月

~のi鈍洲中銀の資金供給は、 00民合作社 64 百万四、大興公司 4 百万四となっており、貝l農合作社の満洲中銀

依存が明瞭である(表II・9・C) 0 9 

次にその使途別内訳のよ{立は次去の剣lくである(表V・4・b)。

農業金政 (転貸} ・生活資金等 62百万四 43.6% 

普通作物緋作 45百万聞 31.7% 

煉J;tt，井作 5百万国 3.5% 

家古購入 4百万四 2.9% 

4章子配給 4百万開 2.9% 

農地勝入 3百万国 2.0% 

総額 142百万園 100.0% 

農業金融 (;r.U) ・生活資金等が多いがこれは大興公司及本当舗の貸出が全てここに計上されているからで

ある。実際にはこのなかに民緋資金も相吋合まれているはずである。しかし逆に興農合作社の貸出で普通作

物緋作にfttf:されておりながら、実際は生活費に充てられているものが相当あると考えられる。重~な点1;1.

2反省購入や農地蜂入といった民JUI資金の供給が5%在度に留まっていることである。農業資金と いっても回

転資金の供給がほとんどということになる。

この他に.}(V・4・aには泌洲拓殖公社の貸出が計上されている。その残高は決算の関係で 43年3月末のもの

であるが、 236百万聞に述する。

さて、これら全てを総合すると、 42年ぷ時点の民業関連資金の残高は次のようになる。

畠特産資金に鮫べて毎年ピー~が早いのが~.資金の特徴である. 廃業資金I! 411あたりから必勝資金として徐々 に供給され.似荷邸

前にピークを迎える.出荷が鈴まるとその代金で~Kli農業資金を返iJIするので減少し始める。 農民への代金支弘li.fl筏・ 特*.~官が特政

資金を銀行から借り入れて網i藍する.すなわち、 tll世1JOJに農業資金が特疲資金に振り符わることになる。

941 :年 5 、 7 月における興&HHtHによる&l~$~~の調査で I! r温HiJの割合がわずか 1.56%となっているが、 42年末の貸幽mで
I! r大興会司&fJ.吋縞jが興Q合作Hに比将しうるltJliを占めている.このこつの舗去の飽MI!飼査王手や関王監司fiOliの相違だけでl!t明すゐ

のは図慢である.食品企険関l!9の貸tl¥娩腐の閑査がt突っているとは思えないので、 ..家負債A-t:の方に何等かの問題があると考えられる。
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特産資金 669百万側

農業資金 1-42百万別

清治If石矧 236百万冊 (-43年311末)

合計 1，0-1;百万別

この資金を凋進地で比ると、約政資金のうち 4976万聞が11本側銀行およびlE金銀行分であり、 j崎拓分を全

て日本からと{u定すると、 f':'ì~'・の合計li i33百万凶となる。政りの 314(j万凶がi泊洲両内の同述であるから、

農業関連資金の 30%のみが国内調達、 70%が8本からであったことになる。 10

5.2.4 小括

第2)聞を第 1J籾と分ける般大の要因はいうまでもなく、良定物統制の開始にある。民m.物事主制{ま 39ír~l~か

ら本格化したが、 42年度に走るまで頻繁に制度を変更しながら、成功を収めることはなかった。この失敗の

原因のひとつに投入された資金の不足がある。 j品業関述資金はインフレにより膨張しつつあるとはいえ、鉱

工業にくらべればまだ少なかった。この時点の満洲国の国策の主眼はあくまで鉱工業にあったと見てよい。

特産資金の特慣はその多くがFl本からの調述によっていることにある。 42-if:*段附での日本側銀行の山イi

f容の高さは、朝鮮銀行徹退と治外法権微~~によ って擁立しえたかに見えた満洲中銀と渦洲同の金融統制l抑の

弱さを示している。

農業金磁の面では金滋・興民合作社と大貝i公i1J の農村への泣避があるおlJ~進んでいた。少なくとも満洲ιIJ

銀の春耕資金が一時的に埋めた部分を確保することには成功したと見てよいであろう。

統制の開始によって農産物流通の後併は大きく変化したが、金融の)jl[1Iから凡るなら l;r， m 1 )切に徐々 に

進展した制度変更が第 2J割にー応完成した、と与えることができる。

5.3 戦時緊急増産の開始と興農金庫設立・・・ ・・ 第 3期 1943年度~満洲固崩壊

i締洲屈において農業への資金供給が膨張するのは 1943年以降である。これは満洲国が「大*亜共栄樹Jに

おける食揖基地として位償付けられたことを反映している。この方向は第二次産業開発五ヶ年計画において

農業が最重点郎門とされ、 42年初頭に興良郎によって農産物I自産蒐何方策J距綱が策定されたことでJl.体化さ

れ、 43年 1月20日に戦時緊急牒産物柑産)j策要綱が策定されて以降本俗化する。(湖洲囚史編纂刊行会編

11970]，719・28頁)

この培産政策は、計画作物の作付面積m加、農業労働よ]の;E給調整、化学肥科農業来剤の配給などを内容

とする。計画作物として (1)先銭供与の 11碩(大豆、大麻子、小麻チ、 U-f-、高梁、包米、梨、大点、指

点、小麦、籾)、 (2)繊維作物 5謹 (綿花、洋J隊、l'n隊、級麻、亜麻)、 (2)時好品の惣位、甜菜の 18品

目が選定され、生産と 蒐併の計画化が傍想、された。(日本銀行金融関係資科 1570-2，568・9点。 j

興農金庫の設立は第 2でt第7節では主として満洲中銀の将通銀行業務分般の観点から品じたが、上に述べ

た農産物地産政策の一環といっ意味も大きい。 1943年 6月にiおされた「牒業金融調査報告世jでは繰り込し

農村の生産局面への農業資金の大胆な投入の必要性が指摘されているが、興良金庫はその役割jを果たすべく

10こh.を第一次五ヶ年計画の農業資金投入と比べてみよう。五ヶ年齢何全体で役人された資金1;1鉱工業4，218百万四、交通通信 1，670
百万圏、農務4本間H右1，027百万聞となってよ五り、 農楽関i!li鉱工察の四分のーであった (m2..ぷII-8-b)。底糸資金の鋼連1;1臼;本から

が740百万四、関*州を含む国内が287a万国であった。
第一次五ヶ年Btt.Dの終了1:42 王手 3 月，;_であり、また五ヶ年計百の値I!~々のフローの畑鈍な合E十であるが、 ζ 札らのt直1二上の 42 年ぷ

銭高Zの8U~とほとんど一致している.ゆえに五ヶ王手at厨の農業æ:r，資金の内容は本項で示したものと向織と考えてよいであろう.
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設立されたと比ることも可能である11。第 2章第 7節節 4項で見たように、興農金lil{設立により農業資金l;lt

43年から 45年にかけて12‘辿に膨張する。

5.3.1 蒐荷政策

43年度

本章第 2節で述べたように海洲国の統制収買は徐々に成績を向上させつつはあったものの、続ね失敗続急

であった。この状態を打破し、農業のif(点化に対応すぺ<43年度に股産物地産蒐何方策が再結された。その

~点はまずi目克Jj策として、

(1¥地方別最低作付U1Htt割当による作付面積のJWJJu

(2)農地の改良、造成の積極化

(3)小作制度改訂による廃耕の防止

(4，良付における臥役的労働供出と都市人口の抑制による農業労働力の需給緩和

(5)良付への特定生活必需物資の優先的集中配給

(6)庇業金融と!W1E兎何との関連強化

(7)化学肥料、農業荒刻の適配と似m方法の微風

(8)農業指導の集中、徹底

などがH.Iげられている。またJ瓦荷方策としては、

(1)地方別出待相Ij;d

(2)先銭制度のJ発止と出荷奨励金の交付

(3) ul荷割当に応じた無担保金融の実施

(4)集団IH街、小作料金納制又は代金納制の奨励

(5)出術科に応じた生活必需品の特配

(6)収買価格据問、

という方針が定められた。

先銭制瓜の廃止は 42年度の不調の影響であり、これにかわって同額の出荷奨励金の交付と輿良合作社によ

る僚主1保融資が行われることになった。 43年度には年度初めから特別配給が行われることになり、出術量一

トンにつき綿布十字万ヤーJレ及綿糸ニ総の外、中入島市-i筒斤を配給し、十一月十五日までに出荷した者には

11 r.;系金徴閃査報告書J1:11縄tHiR資担盟関粉合会の農業金敵調査寄与員会による調査の線告嘗である。この袋員会の構成員の所属1:1、 i前

甘時中銀側企1'，. :同監理!.".間業務以・興a合作t土中央会金総~l .同羽交11.æ~庁企画処・経t高ØII金IH十・同銀行革3 ・満鉄創造局・関東
旗第四摂・興A8s飼査a・地att局.)c向学院・満制妬締金級決 .i縄洲興銀考査段・同特殊金高生第二謀・大興会司当業銀.というもので

あって、関係~関のほとんどがむ加した本俗的な関釜であったことを例わせる。この肉食の直後の目的11興良金瓜の股立に伴う農業金属生

の1耳婦の.J.~et資料をtUーすることであったと~えられる。

この開企の鰍仏.，1、

!n-飼金品企ぬ関ノ現況ニ関ス b調査

第二総1.8:己主:1ftノ具体化ト金量生ニ関スル同企

第三純土地関係金政ニ関λル凋ヨモ

の三鍋からなるが(f司報告嘗例宵)、利用しえたのは張公俗文嘗に含まれていた第一組のみである {張公縄文書 R4-3)。このほかに康

徳 10年 10J)に作成された満洲伺JH世間験合会 fiiC許lQ建金基金ノ現状jというパンフレ トがあるが(瓜飽江省図書館で!!o覚}、日付と

嘗式が~なる ものの内容は第ー句のtð~餓分と同じであった。この節分だけが別に印刷されたようである.
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9lに中入紛ーi的斤を追加し、 Il'.何時j切に濃淡をつけた。また大麻子には記に一 トン当り =， '・キ ロの ~i.1111を斜

配するものとした。この外に靴下、マッチ、単、短油、タオJレ等を適宜配給することになっている。(IJ本

銀行金融関係資料 1570・1，43・9九327-8頁。)

この年度のm産計画の特徴は大豆・小去といった商品作物よりも、 'j1.伶凶i砧当り収種fii:の多い自給作物I骨

収を奨励したことである。 43年度の作付加硝で見ると、大lL、小去の内イp容がそれぞれム1.1%、ム1.5%

減少し、かわって高梁・媒・トウモロコシがそれぞれ1.2%、0.7%、 1.8%!Wえている。戦争を継続するた

めの食級m産がこの計画の主要目的であった。(日本銀行金倣関係資料 1570・1，896J.'!，，902点。)

43年度のJ疋術目標は 42年度実績 598万トンをはるかによ遡る 723万トンとされたが、それに対する実航

は766万トンであり、目標を 34万トン超過した。目標を述成した地減に対してi筒洲同政府は f報思lJHJtJと

弥する追加ノ Jレマを設定し、先術量の積み上げをはかった。 43年度の好成紛は満洲剖にとって画期的なこと

であった。(日本銀行金融関係資料 1570・2，569・71頁。) 12 

この成功を受けて 43年度の牒産物物動計11時は供給 7，447千トンと決定され、それを問内需要 5，119Tトン、

Jji需921千トン、輸出 1，407千トンに振り向けるものとされた。供給の内，況は交易場出廻盈 7，207千トン、

農産公社持飽祉 (43年9月本)と 44年度の早期出荷の合計 240千トンである。計画供給量を上廻る蒐{Jjは

対日増送に撮り向けられることとなった。実際の〕瓦荷量が上述のように 766万トンに述し、物動計画を 21万

トン上廻っているのでこの部分は対日送付された可能性が高い。この点について日銀新京肢在害事は、

当局トシテハ政治情勢ノ昨ス限リ吏ニ[川内需要ノ抑制jヲ行ヒ，'，*保Wl分小ヨリー00千臨程度ヲ

捻出シ対日峨送又ハm需~前ニ応セントセルモノノ如シ。

と観測している。この農産物総出が f政治ffi勢Jに問題を芯起しかねない、飢餓輸出であったことがわかる。

(日本銀行金融関係資料 1570・2，571・7頁。)

44年度

43年度の目探達成を受けた 44年度には鬼術政策に大きな変更が加えられた。それは特約収武人制度の泌

止である。特約収民人を廃止して、農産公社がι援に級品組合を統制する体制への移行が例年5月に発ぷさ

れたが、これは 42年あたりから給品組合の結成が一定担1]:准l反したためである。この紡*、特産物は民L(→

交易場→櫨桟組合→農産公社と流通することになった。従来の特約収買人は植桟組合に加入できるものとさ

れた。また櫨挽組合は、出資組合 117、任意組合 17の合計 134あったが、任意組合を全て出資組合に改編す

るとともに、従来縮桟組合のなかった地成にも 6月末までに結成せしめ、総数を 140とすることになった。

(日本銀行金融関係資科 1570・2，1-3頁。 )

収買価格はインフレに追随すぺく引き上げられ、また大豆収買価格を改訂して従来北満に不利であったも

のを全満一律とした(風間 [1992j，146・8頁) 0 43年度の特別配給が早期出傍若 (11月 15日までに出荷した

者・)に有利であったため凶仰が殺到して輯械が深刻となり、また乾燥不十分の農産物が出仰されるなどの問

題が発生したことを受け、 44年度には 45~手 3 月末日までに交易坊に出荷された農産物に対して一作に特別

配給を行うこととなった。また大豆確保のために大豆に対する地配が実施されている。このほか、馬鈴軒加

工品を祖穀と荷倣し農産公社による収配管理が始まった。(日本銀行金融関係資料 1570-1，908頁、 1570・2，624

頁。)

12もっとも、作物別の収賀状況を見ると大豆、小麦、米といった作物I;HI械を下湿っていた. (鼠凋[1992)，144.6J{. ) 
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鎗送流通関連で最大の問題となったのは麻袋の硲保である。アジア太字洋戦争勃発によってインドからの

麻袋とその似科の始入が途絶し、その代皆、作物のJt!~li減耗補填にさえ届かず、 i湾洲麻袋会社(後に農産公

社に吸収合併)を設立して古麻袋の向収に努めたものの、満洲国の麻袋は年々減少していった。 44年度か

らは麻袋iJ縫mの麻糸までもが回収対象となった。それでも約 5万袋、 4，300千足分の麻袋の不足が予想さ

れ、農産物愉送上の陸路となっていた。

43年度には紛送力の不起により、早JV)IB荷の殺到を邸ききれず、 Ulイ'Jjされた糧殺の多くが野積に晒され、

栂穀の変質腐敗が案じられた。好天に必まれた結果そのような事態は避けられたが、愉送能力・現地保管能

JJの不起がIVJ際となった。そこで 44年l止には現地保行能JJを拡大するため秘桟組合に「合子Jと呼ばれる簡

易右wの建設を焚励した。その資材は中央物動計画によって確保し、 ill投資金は~良金五JIから櫨桟組合に融

資されることとなった。

このような紛送・保管上の問題を回避するためには蒐符を徐々に行うべきであるが、 i前洲国には早期IJl:I..l街

を促進せざるをえない事怖があった。それは間市場の問題である。行政βを動員して出術を早期に行わしめ、

良pf物を 45託に確保して横流しを防過しなければ、間 rlî~持へ流出してしまう危険が高かったのである。その

ため品目別の出何時期を定める以上の積極的な幅鱗回避策は採られなかった。(日本銀行金融関係資科 1570・

2，617・22瓦。)

このような万策のもと、 44年度の農産物m産蒐術計画(興良部決定)は 43年度計画に比して吏に一般一

割、開拓自It-i'lIJの熔産をB掠として 805万トンに設定された。この日開は 43年度実績 766万トンを 40万ト

ン近く上廻っている。更にその後の情勢の変化により需給計画の増大に対応し自掠が920万トンに引き上げ

られた。しかしそのような数祉は不可能として、結局収口可能量 879万トンと最終的に決定された。(日本

銀行金融関係資科 1570・2，577・80頁、 1570・3，851頁)。

この膨大な日慌に対しその実級は 893万トンと改訂後の目標を 14万トン超過する成功を収めた。 44年度

は特産大dの収買もほぼ11棋を達成するもので、 43年度を質的にも越える実績であった。(風間 [1992]，146・

8貞。)

目標達成の要因

この両年度の成功の民同はまず農産物の生産高がj切えたことにあった。 43年度は気象条件に忠まれて満州

のみならず中国全体が.d作であった。また 43年より開始された農産物j世産方策と上述の資金の大胆な投下に

よって農業への生産実ぷの投入がI切加したことも無視しえないであろう。

第二の~凶は綿製品の制別配給実施である。この万策は特産物と生活維貨の交換をι接行うものであり、

石田興予の指摘する満洲経済の機構に合致したものであったといえよう。逆に、 39年度-41年度の失敗|壮

大豆出荷Jレートの統制のみに専心し、交換に投入すべき生活雑貨の供給Jレートを碇保しなかったことにある

ということになる(序草書!問。満洲IAJの日本からの愉入総額は 40年をピークとして以降急激に減少してゆ

くが、そのなかで綿製品だけが43年 70百万四、 44年 149百万四と逆に価額がm加している。綿製品愉，入

の突出はね別配給を維持するためであったと考えられる(山本 [19931，210貞，表 10・B)。

第三の~閃は行政bの「行使J にあった。ここに 3う行政力には風間の指摘するように農産物の暴力的な

略奪行為も合まれている。しかしそれ以 kに直接の~JJ をともなわない農民への強制JJの行使が主たるもの

であったとザえるべきであろう。このII~JVJに至って渦洲|喝の行政JJがぶ端まで浸透し、農民の掌握と組織化

が一応進展したものと思われる。その行政hが飢餓総出的な農産物の出荷のために行使されたのである。

第四の要因li資金投入額の膨張にある。この時期に満洲国成立以米初めて鉱工業に匹敵する規棋の資金が

第 5¥1i椅洲同の農業関係企滋

民業に対して投入された。その内容を次.TJi以卜で隊認してゆこう。

5.3.2 農業関連金融

43年度

43年は特産期に入る以前から通貨膨張が深刻な水準に注しつつあった。すなわち、

例年ニ於ケJレ国幣発行向ノ推移ハ-J]以降漸減歩調ヲ辿リ六月二人リ年!日jニ於ケJレ似低発行高ヲ

示スヲ通例トセJレニ、本年ニ於テハ__;JlAミニ胎テ既ニ紋低先行尚ヲ1)ミシJtノ後漸j併ノ組勢ニ在1)

例年ノ季節的動キニ見ラレサル傾向ヲ示シ金融基調変貌ノ桜栂ヲ2.セリ
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という状態であった。この氏?t・jI態の原囚のひとつは、民p"(物I嘗産対策の拡匙により興成合{乍社・ 1伯洲桁倣

等を通じた出{Ji凡返りの良緋資金貸付が膨張したことにある。 i持洲rll銀の民業資金貸付は.'fiJJ~で 163 rl万

四という高水機となり、これは前年同期比 117百万四憎であった。それと Ili)時に愉送の不fIJi1'tのために 42年

度に収賀した農産物が固定化し、農産物収.u資金の回収が進んでいないことも農業関係資金の膨張に努がっ

た130 このような事態の下に特産収貨資金の下当が開始された。(日本銀行金融関係資料 1570・1，164・5J~ ， 

178・9頁，305ITo ) 
43年度の金融機慌の大きな変化は上述のように先銭制度の廃止であったぬ先銭制度はtlげJI五Hl'.保の日的で

導入されたものだが、代金先払による農業資金供給といっ機能があったので、同制肢を旋するに当つては、

牒業資金供給のための制度を別に創設する必裂があった。そのために実施されたのがll't仰見返貸付である。

この貸出 lま、農産物出荷割当を受けた屯に対し、輿良合作祉の屯単位の組織である!N庇会14 に、~~合作干上

が出荷割当最 1トンに当り 40聞を標準とした信用貸付を行うものであった。その貸出残高は 43年 8月ぷの

興民合作社の総貸付 319百万聞の半分以上に述している。先銭制度の出初最低保という微能は出荷奨励金制

13この他に、

-主主、 石i足、佼金属等E量点型!i~にltするg;_夜lJ!光資金欽t品の!1!~による揃訟i中銀鉱工業貸出の対前年比t骨=自UJ、

-日銀代理16資金の受け入札の前年比 108百万聞のi曽加

-行政面のt広~.!lによる政府財政の膨張

が通貨!1!張のw，p司として接げられている。

M 興農会1!9宅展合作f土の下総組織として従来の付添を)jt{立として各地で政立され、 41年末時点で 28，085の興展会が存在し、平均会員

数I!117であった ((1尚治ioo史.m.利行会 11971]，798Jl) .目前~88新聞社 119421，152貝によれば、

9毛皮会1:合作?土の基礎組織であり、合作社運動の般的衝である.自然先生約村議共同<<・を以て興成金をtJl織し、~実漸2邑

主義、念日再網施主幾を以てJj:J;:なる組織過程を辿り、会只数も会i前農家戸数の約六IJを占むる現状である。

ということになる.

この興農会の~!lを前後として興A合作t土I! 43年7月に政H干の基本開F巨大綱に基づきとt叙Bt簡を決定している ζ 礼 r!興&l金庫の股

立に伴う ものであるという。その内容は合作径の.lI1位を県自民からt野村に移行させることにあった。これにより合作祉の組簸1:徐々に次の

ように変更されることになった。

中央 守f 県 1野村 屯

現在 中央会 聯合会 合作11 支社 1r-rl'処・輿農会

改本後 中央会 中央会支部聯合会 合作社 興，Q会

ただし、急速な移行1:図震とされ、十ヶ年&t~で勾うとされた。この要綱に溢づいて同年 8 月に合作千土省総合会とゆ央会が改組されてい

る. (日本銀行金属虫関係資粍 f金曜虫月緩J 43.8.23、粛すH88:奇聞社 119431.147頁。}
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度が維jf(した。これは先銭Mf&tとなっていた股1f物を 8月~盟 3JJまでに出荷した者に対して、先銭と問金

額を交付するという制度である。(日本銀行金融関係資科 1570-1，903・4頁。)

この新しい制度に従った収日・金融方法は閃 V・3のようになる。まず農民が交易場に農産物を持ち込むと

現金払で積桟あるいは拙桟組合が買い取る。柑怯はそれを特約収r~人の駐在員に先り渡すが、その際に硲桟

提出の所定の売渡申込l!}に51受印を押掠する。支払は完渡契約時点に概算払で行い、引渡終了時点で格1):す

る。午¥'約収ri人は所定の収rt辿知l!Fを収只後1([ちに農産公社に提出し、公社が押印した時点で収買契約成立

となる。それと同時に公判は一覧後二十五日払の均金子手形を引き受けることで概算額を文払う。その柑算は

特純物引~~II年}~:である 。 ・12 ~f~J.[ までは特約収!'i 人と公社の取引は概算払ではなく勃1t払であり 、また支払手

形も農民物毎に異なった条件のものがf定期されていた。ぬ

このような取引であれば、持践はほとんど資金を必要としないし、また概算払によって特約収買人の資金

調速の必~も少なくなった。その結果、金融俄!測による特産資金供給は農産公社に集中されることになり、

所史資金1;1:42年度のさ億聞から七億五千万四に膨張するものと予想されていた。農産公社への資金供給の割

当は、

興農金庫 80百万個

i渇洲興銀 150百万冊 W!シ智定的)

正金銀行 150百万国 ({日シ智定的)

大巡日本側銀行八行 200百万開

共同融資 100百万個

合防f 680百万朋

となっている。第2市の附$.kBで述べたように、 43年度から満洲興銀は朝鮮銀行からの、正金銀行は本庖

からのn本別資金調達を停止して満洲中銀からの借入に振り持えることになっていた。(日本銀行金融関係

資料 1570・1，360-5頁，890・934点。)

計約収口人の特産収x1所袈資金は 180百万四と見込まれ、そのうち三井(三泰桟)が80百万圏、三菱(康

ft:桟)が 70百万閣を占めた。この部分は当初大連で手当される予定であったが、産業資金囲内自給化方策

に従うぺ〈満洲国内の;珂追を優先することとなり、 120百万四を国内、 60百万闘を国外で調達するものと

された。 大jれま 45百万闘を、 二三菱lま15百万削のみを国外調達することになった。(日本銀行金融関係資科

1570・1，.102・3J'io ) 

i締洲'IJ鋭の満洲興銀、 11・金銀行、 興良金wへの貸出は当初それぞれ800百万問、 500百万国、 600百万四

の枠が段3にされていた。しかるに特産収只の~f J'fを反映して 10H 26日に輿良金即 100百万四、 11月2日

にi締洲lJI!.銀 200百万回、興良金版 100百万四、 11月25日に正金銀行 130百万回、 12月 1日に満洲興銀 100

百万聞と、合計 630百)JUUの械皮i併紙が行われた。 12月 1臼現花の各行の満洲中鋭からの借入残高はi拘洲JX.l

銀 957 百万聞、正金銀行 512 百万四、lJI!.良企JoI~638 百万四の合計 2 ，207 百万四であり、これは 9 月末の残高

と校ぺて 920百万閣のm加であった。(日本銀行金融関係資科 1570・1，431・2頁。 )

16431f.・l.fの特約収賢人I之、

(1)終節物及.fI鮫 (除綿A &琵麻仁)の収Jt・.. ~ J~物JÈ (~)、三~Þi" .l (徐) 、大矢級 (~) 、 S童相順 {縁)、

(札)高木1盲目;、合資会社i'l!.I6 ì下行、総口減(~)、 三~商事(-!i)、占主先合 (t~) 、 J(隆洋行、合名会社佐賀高l苫、 B

i骨災11!01-)、合資会社1向島高f6

(2) M:;たのu買 ・ .i省tlll車花 {徐}

(3)援.A仁の奴買・.i鵠UI.1t紡織 (tt.)、鎌ヶ淘紡自責 (tl:.)、 1員制mr.工業(#)

というmI.&;れであった。
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良産公社の所要資金も予定!を 1:創る膨張を示し、各行の融資板度は、日初の合計 680百万聞から 1，000百万

個に拡張され、融資残高は 44'If' 1 }j末時点で 992e.i万回に達した。この伐向は前年同JQJ比で 874百万別も

の膨張であった。各行別の内訳は次のとおりである。(日本銀行金融l則係資料 1570・1，442・3μ、 1570・2，23・

4頁。)

1m極度 新筏m: 残高(1月末) 利!t，l日』長)

il'4洲9I!~ 150百万側 210百万冊 1998"万倒 12/;[ 5 

正金銀行 150百万聞 240百万側 221百万叩 ftiJ.l: 

興J:l金L)( 80百万関 120百万閣 118e万闇 r~l.J二

共同高生資 100百万回 160百万関 160百万関 一低限;迄 12座 5、ー低冊以..L1O厘 5

大連日:本側八行 200百万関 270百万回 293百万四 11肥 S

合計 680百万側 1，000百万困 992百万関

朝鮮銀行 100百万困

正金銀行 90百万回 13下Dj[則

帝国銀行 33百万個

三菱銀行 20百万個

台湾銀行 15百万圃

三和銀行 5百万個

安田銀行 4e万四

住友銀行 3百万即

大連日本側八行 200百万関 270百万個 293百JJO 11座 5

この結果、 43年末の通貨発行高は 3，079百万国と 42年末の 1，728百万聞から一挙に78%も附加した。 16

通貨地発の原因となる資金供給~を見ると、政府関係は預金僧加によ，てム 154 百万四であるが、それ以

外の国内向け資金供給増が 1，138百万四あり、また日本田資金が367百..J冊の受入超過となっている。すな

わち第 1，2去をで見たように通貨期発の原因は、 41-2年の日本国資金流入から 43年以降同内資金供給に変

化したのである。 43年度の伺内資金供給の内容は、

16これに伴って 33i手平均を 100とした訴京卸売物価指数は42年ぷの288.7から 315，9 と上昇した。 間相渇の1CIi1l1:t次のように公

定価絡よりも怠訟であった。

43年12月 42 ~手 12 月 ltft'l! 

公定価裕 (A) 間相場 (B) Jl/A 間相場 ぷmu
新五I 白米 (20斤10JiJ;) 4.70凶 40.00聞 8.!i il'f 17.00倒 2.4倍

精白~梁(~) 1.85関 18.00側 9. i ia 8.00即 2.2 il1 

小麦粉 (1斤500瓦) 0.23即 3.∞四 13.0 iff 1.60圃 1.9i音

平均 10..1 fli 2.2倍

現普天 白米 (20斤10延) 4.20関 61.00聞 14.5 iff 24.00聞 2.5倍

:問自高梁(~ ) 2.00関 37.00四 18 'j * 15.00 i& 2.5倍

小麦粉 (1斤500瓦) 0.23関 5.70閲 24 8 iff 1.70聞 3.4 i告

平均 19.3 fff 2.8f告



170 i肴洲屈の金融

鉱工業資金~ 467百万卿 34.6% 

農業資金刷 466百万四 34.5% 

関妬資金糊 51百万国 3.7% 

JJJt!1t 367百万個 27.2% 

合計 884百万佃 100.0% 

と抑制されている。これら数他の針算根拠l.t次の通りである。

(1)鉱工業資金mは満洲興銀の鉱工業資金貸出の地分であり、対満投資圧縮による圏内資金振

仔級 358百万四とその他生産資金1M109百万四よりなる。

(2)農業資金I慢は 43年末の農産物収口吐 7，259千トンと 42年末の 4，149千トンの差額3，110千

トンを収H量地とし、 トン当り 150聞として収買資金の!t1加としている。

(3)開妬資金mは渦拓の園内社債引受。

(4)軍費地は間資金m加をそのまま計上。湾I費増の理由は主としてソ連国境の紡御陣地情築で

ある。

注目すべきは農業資金.1Mが鉱工業資金地とほとんど同じ水準にあることである。農業資金婚の計算根拠が収

口股tf物のi句加のみとなっているが、 43年度は農緋に必要な資金の農村への供給が相当に行われ、それが

12 )J 11争点には収口されて特産資金に極り終わり、その地加制が鉱工業資金の熔額に匹敵する規模に逮した、

ということになる。(日本銀行金融関係資料 1520・2，551・7頁。)

このような資金の膨張は特産物収買のために不可欠ではあったが、農村競買力をlii実に膨張せしめインフ

レ11JJを拡大する。これを抑制すぺく、 43年度から収買代金の貯lt化方策が採られることとなった。その目

概額は農産物収民代金肱出総額卜四億聞の 15%の二億聞であり、興民会作社の社日貯笹の形態(あるいは当

時股立iV!備中の輿良企}，I{への顕金)として収ri代金を凍結しようとするものであった。この貯蓄化運動は日

係都lを上廻る 220百万聞に到達する成果を研げた。輿農金庫と興農合作社の預金増加目標額は 40百万聞と

80百万四であったが、実績は 132百万四と 221百万国に達し、目慌を 233百万四も超過 した。(日本銀行金:

倣関係資料 1570・1，890・934.a、 1570孔534・5頁，411-4頁。)

44年度

l託述のように 44年度には特約収買人制度が廃止された。この制度改革に伴い、農産公社はその収買業務を・

委任した措枝組合に対して一定金額の範囲において収買資金のIliJ渡を行い、糧筏組合の自己資金は保管その

他のt設備資金に限り、収H資金としては使用させない建前となった。 43年度においても概算払の実行によ っ

て収H人・ 稽桟組合の資金n~[lは小さくなっていたが、 44 年度には特産資金の全てが農産公社から一元的に

流れることとなった。

44年度農産公社の収n予定量lま8，045千トンであり、その所要資金は総額 1，281百万聞と見られ、組桟組

合にI・1する前渡金は最高 ー日出廻量 122千トン、交易場収口価格 1トン平均 120聞として一日当り 14百万

鵬、 三U分として 43a万間程度と予怨されている。

1地伐組合の収民代金受訂l);r.去は一日分の県産物収口金額を翌朝収口通知舎によ って受け取る仕組lである。

この措桟組合と農産公社の取引決済は原則として全て奥底金folIを通 じて行うことになった。(日本銀行金融

関係資料 1570-2，612・4頁.580・1頁。)

14年度収口目標量 879万トンに対する良定公社の資金計両は約1.758百万四と概算され、一応 1，600百万

闘を他人限度として各金融機関に対して次のように割り当てられた。
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金融r.t関名 311当初t度額 ((i万関) 利引 (ll~) 

本年度 昨年度 本1j:瓜 昨年度

iE金銀行 396 240 12 [Ii~ 1HH 

i均洲興i!! 322 210 12lYt. 12 I.! 5 

9唱農金r.!i 248 120 12原 12原5

共同級ff 200 160 12π 12侃 5

大;11八行 434 270 11 UI( 5 11 f.i:s 5 

1l"，lr 1，600 1，000 

また、大述人行の内訳は次のようになっている。

匁行名 ;刊 ~ít~l変額 (百万関)

本年度 昨年度

朝鮮銀行 157 100 

正念銀行 157 90 

帝国銀行 40 33 

三菱銀行 30 20 

台湾銀行 20 15 

三和銀行 10 5 

安田銀行 10 4 

住友銀行 10 3 

合計 434 270 

この決定に際しては農産物収口俊併の特約収買人廃止に対応して、金倣耐でも従来の実制に拘泥せず奥底金

庫に主力をおいて業務分野調書警の制点から決定すぺし、という意凡もイj}Jであったが、結局従来の各金融機

関の実績に従って利得を均話せしめることとなった。しかし、祖桟組合に対する農産公社の前渡金、収民代

金等の資金支払事務、農産物受配者からの配給代金の受入事務を全て興底金}，1Lが一元的に取り扱うこととなっ

たので、その経費を確保するという名目で、共同融資枠 200百万聞は全てw良金肢が磁資するものとされた。

輿農金胞の実際の融資枠は 448百万四となる。(日本銀行金融関係資科 1570・3，851・6t.io ) 

この収只計画の前提となるm産31'凶の一部として「緊急.農地造成計11引が44年度より 'J$.}jもされた。その続

略は、

(1)既定計画ニ基キ既ニお工済ノ地区ノ成徳十一、十二両年度施行分水回二二千問、畑四四千

間計六六千間並二十三年度以降ニ於テ施工ノ予定タリシ水田三九千阿、畑七一千間町一一0千昭

ヲ緊急造成ノ対象トシテ繰:lニケ施工シ十二年度qlニ之カ造成ノ完成ヲ閃リ、

(2)吏ニ第二松花江V1E減ニ五0千倍、束遼1"1流域ニ二十子阿ノ水悶ヲトー、十二I刈年度中ニ新

規造成シ、

(3) 造成ヲ完了シタル地区ハ開拓民ノ入純スルト舌トニ拘ハラス~(ニ全面的耕作ヲ行ヒ食繊ノ

生産ニ資セントスルモノナリ。

というものである。
ヘクタール

この計両の必要事業費は約 267I可万四と見積ら札、そのうち繰りとげ施工地区 110千 阿 と新焼若手

地区 70子悶の合計 180千間分に対して 200百万聞の補助金が支給され、補助金の半額 100百万田は日本よ

り交付される予定であった。この IJ~業の主体は農地開発公社であるが、上の資金計画には送電関係費、営農
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資金等を合んでいないので、也、町長資金は更に膨張するムのと見込まれている。この計画に必要な労働力は f水

田ニハ主トシテ鮮民ヲ畑作てハ原住民民ヲ基幹 トシア充テ、吏ニ補助労力ヲ勤労奉公隊ニ仰ク予定ナリJと

いう。(日本銀行合融関係資料 1570・2，582・3頁。)

44 年j支は 43 年度よりも~に激しい通貨膨張が符Bt期以前に発現していた。 43年度の収買資金は 2月に

入って収縮を開始したが、 i品洲興銀を通じた鉱工業プ11筒への資金投入の継絞により国幣発行高は 43年より

ーヶH早い3月にi付加に転じ、以降膨張を続けた。

A楽関連資金はまず農業資金の放出からはじまるが、興農金wの貸出は特産資金の回収が鎗送の輯鱗によっ

て進展しないまま、;年耕資金の投入開始とともに膨張しはじめ、 E月には興農合作社に対する融資のt智大を

主凶として-nで 148百万uuもm加して 819百万聞に達した。かくて満洲中銀からの借入が同月だけで 125

百万聞Jt1加し、こ九に対応すぺ〈割引下形借入限度が 550百万聞から 750百万四に肱張された。 (日本銀行

金融関係資料 1570・3，502・3f~ ，534-5 貞，624-5 頁。) 17 

特pr'資金については、 43年度の如き早期出符の集中が回避されたため、その膨張は 43年度より緩慢であっ

た。 11月末の良慌公社のill入金は 1，102百万四であったが、このうち 202百万聞は前年度からの絞鎗で新期

収J1資金は 900白万闘である。 44年度の枠にはまだ iOO百万別の余裕があるが、この時点では収H目標量

の 5 1.7% しか此{~i されておらず、 1 ，600 何万四の枠を 12 月中に突破することが確実視されていた。(日本

銀行金融関係資ね 15iO・3、892・7点。)

しかるに、11¥{Jil]棋の 90.6%を蒐荷した 44年 12月末の農産公祉の借入残高は次のような水準に留まって

いる。

借入残高 前年同期比

h湖洲興銀 287百万四 +102百万即

興.Q金瓜I 448百万関 +341百万凶

正金銀行 299百万四 +83百万四

1'1内診銀(共同融資) ム160百万聞

1.1内小計 1，034百万聞 +366百万国

正金銀行 (大速) li百万関 心 73否万四

渦洲91!銀 (大i!h) 0百万闘 .63百万即

大iM日本側l銀行 406百万個 +223百万凶

ωl'f銀行{紙ìl~) 1百万四 +1百万国

[il外小dr 424百万国 +148百万聞

合計 1，457百万側 +514百万聞

民f{;公社の借入残高は合計で l、457百万凶と 43年度の最終残高の1.5倍に達したが、これでも予想より低水

準であり、制作瓜の借入総枠を突破しなかった。これは主として民産物代金の貯蓄化が順調に進んだ結果で

あった。すなわち、

1Jt徳十一年!立lノ興良合作社ノ農村貯ltハ大多数ノ交易場ニ於テ支払代金ヨリ直ニ貯蓄ヲ強制実行

17阿片収.ttに関して次のような記泌がある。

之写実建物ノ出lfIニ先立子目下然河省ヲ中心ニ径二肉片ノ蒐街ヲ見ツツ7'J. !!Dチ八月十日現在蒐得.ハ早クモ四百万戸j

{阿当 'J;v~} -t-ー聞ト J甲へ金額四四百万側}ニ i童シ臼 1車六百万両(昨年度so:待実績回七六万両}ノ六六%ヲ終了セル由

ニテ収良資金トシテ興~興農金hliノ阿片納入総合ニHスル政資ハ月末三一百万個ニ上リM レリ。 (B本銀行金敵関係資科

1570-3，iOO fio ) 
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セシムJレノ万策ヲ採リタ Jレ結果JlAミ迄土台加制ハ三五O百万四(年間fl保四五O"(j万回ノ七七・七

%、前年度実績ニモ0百万回)ニ述シ斯ク散布資金ノ回帰順調ナリシコトモ通貨JW発ヲ予想以下

ニ喰止メタ Jレ有力ナJレ一閃トス。(日本銀行金融関係資料 15iO・3，933.ffo) 

li3 

農産物収買資金li2 月時点;で紋出額約ト六億聞とな っ たが、 rl~時に農村貯訴が目標額の六億聞 (勺初目標は

450百万聞)を突破した。炭村に対する行政力の行使は、貝原物を吸収した上に、その文払代金も押さえ込

むというところまで強化されたのである。

このような施策は当然、農民の生活にとっては軍大な脅威であった。この時点で貯lt余力の残っているの

は大地主のみといわれ、小地主以下の生計は紡迫を告げつつあった。ノj、作以干・を基盤とする大興公liJの質貨

が[国収期になっても埼加を続け、JI'碕貯喜m加と対照的な動きを示していたことはそのぷれである。大興公

司の質貸残高は 44年 10月から 12月に一度減少して 93百万四となったあと、 1月 138百万四、 2Ji 152百

万削と急憎していた。その原因としては、農作物収穫高が43年度と同士事か多少下廻っていたにもかかわら

ず、収買量が二~)方の糟加となり、それだけ農家の自家保荷量が減少したこと、間物価隣貴の下で強制j貯蓄

強化により手取が二~三割減少したこと、燦派(労務供出を免れるための現金供出)などの現金文wが地加

したこと、などが挙げられている。 44年度の民産物出何が飢餓修出の機相を呈したことは間違いない。(日

本銀行金融関係資料 f金融月報J45.2.310 ) 

このようにして供出された農産物はしかし、日本に移送される以前に、満鉄の駅で野般になっていた。た

とえば満洲囲内で出荷量一こを争う挫城県では 44年の収挽j切に、島民が 11JJまでに供IB仰j当量 23Jjトンを

交易場に出荷し終えていたにもかかわらず、鎗送されたのは 36トン税貨ili35柄、 1，260トン程度に過ぎな

かった。このペースでは愉送に半年舵かつてしまい、地場売り分を与I置しでも氷の解ける 3月ぶまでに全て

を処分する事は不可能な状態で、 一部の腐敗が懸念されている。これは「程度ノ差コソアレ金満ヲ過スJレ現

象Jであり、特産資金の由収を通じた通貨収縮は f凡透シ悲観的ナJレヲ免レサルカ如シJというイf織であっ

た。(日本銀行金融関係資料 1570・3，886・7頁。)

この点について満業総放の高節達之助は次のように述べている。

中でも、大豆の行政供出は最も激しく、供出を矩むものは監獄につながれた事実すらあった。し

かも、このように無理矢理に供出された大立も船舶愉送が困難で、 nノドに容易に送れなくなった

ために、鉄道沿線の重るところに、風雨にさらされて野硝されるという状況であった。農民述の

I血と涙による粒々辛苫の農産物が、目のあたり無駄に腐ちて行く。農民の怒りは、こうしてその

後に述したのであった。(高碕 [1953J，l40Ho ) 

5.3.3 1)'括

第3期の特徴は農産物m産蒐荷が満洲回の主要な政策の一部となったことにある。好天による性作に支え

られて農産物収買は 43年度 ・44年度とも目療を趨過する好成績であった。この成功には興良金Jill設立後の

良柴関連資金の大量投入、品(j:製品などの特別配給、農村への行政JJの浸透が得守・した。

しかし、その代償として満洲国は膨大な浮動脈口bを農村に抱えざるをえず、その資金と特別配給物資を

1T .t;lとした関市場の拡大を甘受せねばならなかった。これらを抑制すぺ〈民産物代金の貯茶化運動を推進し、

この迎動そのものは一定の成泉をあげたが、このような過度の抑え込みは農民の生活を紛迫せしめ、満洲国

の体制lへの不満をI自殖させることになった。
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この時期の農疏物収買の成功は、金融システムの危機と統制経済の附市湯による侵食を惹起し、更には体

制jそのものの不安定化をもたらしかねないものであったと言うことができる。

結語

まとめ

満洲$変以前の満洲の良~関連金融は、主として官銀号が掌握していた。官銀号は配下の官簡を中心とす

る継桟に特産資金を供給し、また櫨桟による農pf..物の先物質を通じて農業資金をも提供した。外国銀行は、

日本向け紛tH簡に対して正金銀行・三井・三菱といった日本側銀行が、また欧米向け輸出簡に対して露亜銀

行・緩京銀行・存地 1:海銀行といった欧米銀行が資金を供給するに留まっていた。そのJ機相は図 V・4・a の~fI

く表現することができょう。

この体制はi絡洲 'J~変によって崩壊し、排除された官銀号と宮簡の間隙を日本側銀行が埋め、また徐々に欧

米銀行の地位も削泌していった。その結果、農業凶速金融の様相は図 V・4・bのように変化した。このような・

体制は 1935-7 i手頃に成立したと考えられる。

i前洲国の成立は満洲大豆の凋務と同時JUIであり、その農業部門は転換点に差し鉛かっていた。しかし日本

の支配はあくまで鉱工業を中心とした産業開発を推進したため、農業への資金投入は限られており、その再

編はほとんど進燥しなかった。日中戦争が始まり、修正五ヶ年計画が推進されるなかで、インフレーション

を通じて満洲同政府の設定した金融合作社と大興公司が徐々に勢力を拡張し、従来の農村金融機関に代替し

たが、それでもなお農業資金の投入は相対的に少なく、しかも主要部分は日本側銀行による特産物日付資金

と満洲拓鎚を通じた日本人lia拓団向けの資金供給であった。

図V・4・bのような体IulJは農産物統制が開始されてからも基本的に継続したが、アジア太平洋戦争が進展し.

満洲の農業生庄物の必要性が高まった43年度に金融機構は大きく変化し、 43年1月20日の戦時緊急農旅

物i\'J~方策要綱が策定されて以降、農業関連金融は急速に膨張してゆく。新たな体制は図 V・4・c の如くであ

るが、その主眼は貝l良金wが設立されてi前洲中銀が直接の資金供給機関ではなくなったこと、正金銀行 ・満

洲 ~，Jlの農業資金のil~ Ji!.が満洲中銀にシフトしたこと、特産資金の提供が農産公社にほぼ限定され、そこか

ら締桟組合に提供される形になったことである。尚、この図には表現されていないが、この時期には|韓!市助

の資金力が向上し、 i拘洲闘の把握しえない1111金融が12、述に膨張したことも重要である。

43年度-441(・J.n:に民監物の!1'1産と蒐荷に成功を収めたことは、 i椅洲副が農村を一応、掌揮し始めたことを

示している。それは同時期の国民貯蓄運動が庇民への特産買付資金の閏定化に相当程度成功していることに

も去れている。

しかしその収Hを述成するために綿製品の特別配給を維持せねばならず、しかも膨大な資金を投入して激

しい通貨膨張を芯起せざるを特なかったことは、その'!jt鑑の程度がさほど強力ではなかったことを示してい

る。しかも満洲刷には通貨膨張を起動力とする強)Jな附市場が形成されていたのであり、その存在は掌揖の

程度の不十分さの証左であった。

日本銀行新京駐干上害事の報告のなかに次のような記述がある。

最近ノ農村ニ於ケJレ労賃ノ昂跨並ニ一般生活必需物資ノ値上ニ比シ農庖物価格ハ比較的釘付ノ容

ニアル為農家ノ収支ハ兎I(J相償ハス粘品物配品ノ転7・6ニ依リ探算ヲ凡Jレ~II キ状態モ生シ居レハ農

民ニ於テハ、特然特配品ヲ以テ農産物価係ノ一郎ト者倣シ政府ノ親心ヨリ実施ヲ見タ Jレ此ノ特配制

ヲ当然ノコトト Ilb鱗スル向多シト訓ハJレ。(日本銀行金融関係資料 1570・1，933頁。)
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政府の「親心j による特配品がIftlîlj~品に転売されてしまうこのjJ~!.践には、農民を掌躍しているつもりの日本

人官僚と常復されているつもりのないゆ[¥.)人農民の綴れ述いが衣れている。

満洲国農業関連金融の特徴

i的洲国の農業関連資金の特徴(i、まず第ーに特産資金と I}lJ拓資金に比られるような[J本側金融待望|則のプレ

ゼンスの大きさである。その中心は渦洲凶における唯一のH本側銀行として残存した正金銀行であり、もう

ひとつは満洲固から一応撤退した制鮮銀行の大連支庖であった。 43{F度以降の農業金融II}~ に i~J るまでは両

行の特産金融支配が継続したといってよいであろう。

第二の特飯は大興公司・金融合作社・輿農合作社といった農村金融償問のli突な農村への泣迭である。 i締

洲問成立以米、日本の満洲国農村支配は 14年間に一定の掌魁に成功しつつあったと見てよいであろう。

にもかかわらず第三の特飯は、この股村掌躍の程度が不完令であったことである。これは脱衣相正金融や

綴伐などの商人の相互金融の控を体制l側金融機関がどうしても破ることができなかったことに虫れている。

この壁は 43年度以降の対農村資金投入の膨践による農村浮動勝目}Jの拡大結果、閉経済の拡大という形で顕

現し、 it4洲国の金融運営・蒐荷政策の足伽となった。

i絹洲国(;t膨大な糟発通貨や特別配給品を投入して農産物を引き/J\し、ノルマを達成した地減に「紙思tBイ~tJ

を強制する程度には農村を栄揮したが、その f親心Jによる特別配給品と投入した紙幣が間市泌を形成する

のを防止するほどには掌接していなかった、ということになる。
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序章 f満洲国j成立以前

中聞東北地方的図 1931年

北満における諸通貨流通の再生産的循環基本図表(石田興予のモデル)

大速を経由した北湖特産物の決済(松野周治の改訂モデル)

匪$を媒介とする恰大洋対上海両間為替の機構(石川興予のモデル)

第 1章 「満洲国J金融史の全体像

‘ 

図 l-A 第2期 (1934年 -1937年)の資金の流れ

.，
.‘. 

函 I・B

図 l-C

第3JVJ (1938年-1940年)の資金の流礼

節4J羽(1941年 -1942 iF)の資金の流れ

図 I・D 第5期 (1943年 -1945 if:. 6月)の資金の流れ

図 I・1 金摂推定流通額と国幣発行額 (32年 7月-35年 12月)

図 I・2 朝鮮銀行満洲庖2為替収支 (28年上期-36年下期)
， 
h 図 I・3

h 

図 I・4 満洲重工業開発投資推定残高 (39年-42年、 4551: 8 ) J) 

国幣百四に対する日本間・上海銀聞の相場 (32年 7月-35年 12月)

， 

‘ 

表 I・1

表 1-2

日本の対満投資推移(細目)(325f-44年)

日本の対満投資推移(第 1JVJ-第5J邸)

F 

L 表 I・4

表 I・3 一般会計・特別会計を通じた目的別財政支出 (37年-40年)

i持洲中銀の主な資金調遣と資金供給(39年上期-42年上JUI)

， 
h 

表 I・5 満洲中銀の対満洲国囲内資金供給 (38王手-45年)

， 
.~ 
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第 2章満洲中央銀行と主要金融機関

図 II・1 ストックより凡た満洲国金融関係 (40年G月ぷ時点)

図 11・2 ストックより凡た満洲国金融関係 (45年6月末時点)

図 II・3・a 満洲囚金融関係の概念図 (32年-36年)

図 II・3・b 満洲間金融関係の概念図 (37年-42年)

図 II・3・c 満洲同金融関係の槻念図 (43年-45:if'.) 

表 11・1・a 満洲中央銀h発券準備内容 (32年 7月 1fl-45年 7月末)

表 H・1-b 満洲中火銀行発券準備内容~滅表(第 1 J切~第 5則)

表 11・2・a 満洲rjl央銀行貸借対照表(継承時点、 32年ぷ-44年末、 45年 3月末、 6月末、 7月末)

表 II・2・b i怖洲中央銀行貸借対照表地滅表(第 1}tIJ-第 5J師、 45年 7月)

表 II・2・c 満洲中央銀行貸借対照表(継承時点、 32年下期.....45年上期)

表 II・3・a 満洲興業銀行貸借対照表 (37年末-44年末、 45年 3月末、 6月末)

表 II・3・b 満洲興来銀行貸借対照表熔減衰(第 3J明~第 5JUJ) 

表 II・3・c i椅洲興京銀行日目!'.t<(42年 6月末現在)

表 II・3・d i筒洲興業銀行貸借対照表 (37年 6月末-45年 3月末)

表 11・4・a 興焼金川{1l'ilr対照衣 (1945年 6月 30日)

長 II・4・b 興良企bl{来務内容 (43年 10月、 12月、 44年 3月、 6月、 9月、 12月、 45年6月)

表 II・4・c 興良金W第一JUl(43年 9月-3月)予想段高資産負債額

表 II・5・a 貯金総資金迎m状況表 (40年末.....44年末、 45年 6月)

表 11・5・b 貯金fflS資金辿川状況点地減量長 (411'1'-1月......42年末、 43年 1月-45年 6月末)

表 II・6・a 投資特別会計資産負債表 (40年 6月求、 42年ぶ、 45年 6月末)

表 II・6・b 投資特別会計資産負債表 (1942年 12月末)

表 II・6・c 投資特別会計投資残高表 (1945年 6月ぷ)

表 II・6・d 満洲州政府特殊及び懲特殊会社出資状況暦年比較表 単位百万四

表 II・6・e 満洲戸l政府特殊及び権特殊会社出資状況m滅必 単位百万国

表 II・7・a 金融介作札業況 (34年度-39年度)

表 II・7・b 興~令作札の1!tB内容および最高月 (40 年度..... 45年度)

表 11・7・c 輿民合作札 44年度貸出最高j明の残高頬別

表 II-8・a 第一次・第二次五ヶ年計画資金調達実制 (37年度.....43年度)

表 II・8・b 第一次五ヶ句ュ叶断資金部門実績

表 II・8・c 第二次席;巣地政五ヶ年計画資金計珂実絹(42年度、 43年度)
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表 II・9・a i緒洲中央銀行資金供給内容 (3i年 6月末.....39年末)

表 II・9・b i締洲中央銀行 1939年 2月時点大口貸出

表 II・9・c i締洲中央銀行大口貸出先 (39年末.....42 if:~、 43 1ト 8 JJ ぷ)

表 II・9・d 満洲中央銀行主張貸出残高 (42年 l月末.....45 iド1)J *) 

表 II・9・e 満洲中央銀行対特殊銀行貸出額推移 (40年、 4311~"'" 45:iJq 

表 II・9・f 満洲中央銀行終戦時点f1t概額

表 II・10・a i請洲興業銀行の特殊会社に対する貸出残高 (38年末、 39:iJ・末)

表 II・10・b 満洲興業銀行主要貸出金比較 (39年末、 40年ぷ、 4311'.6月木、 9月末)

表 II・10・c i椅洲興業銀行大口貸出先 (42年3月末--441'1'. 12川ぶ)

表 II・10・d 満洲興業銀行大口倣資先 (44年 3月末、 45年 3)J..+;) 

表 II・10・e i椅洲興業銀行のi給洲ifc工業開発社債保有推定額 (41年 12n 20日-44年 12)]113)

表 II・l1-a 興良金庫資金供給状況 (44年 9月末)

表 H・ll-b 輿良金庫貸出先 (44:if'.3月ぷ.....45年 7月ぷ)

表 II・12・a 在満槙・i賓正金銀行各1.5別貸出先別貸出調 (1942年 6fJ.-k日現在)

表 II・12・b 正金満洲各庖一般貸出金内沢表(特産貸出ヲ除外シタJレモノ) 1942年 9JJぷ現イL

表 II・12・c 正金満洲各庖 (除大辿)主要勘定総合残高表 (1942l'ド 9月 30日)

表 II-13・a 歴年公債発行及召喚統oj-衣 (32王手.....45年)

表 II・13・b 歴年公債発行及召喚統計点 (第 1J羽~第 5J明)

表 II・13・C il締洲国国債引受売却状況次 (33年.....45年)

表 II・13-d 満洲国政府発行公償資金m途別分析表

表 11・13・e 国償資金使途別金額以年比較表 (36年 -40年)

表 11・13・f 会計別各年末内的現イt~'li (37年末-39年末)

表 11・13・g 会計別各年末内偵現在高 (41年末.....45:iJミ6JJ:.友)

表 11・14 恰爾慌に於11る特産取引向貸出額 (33年度-35年度)

表 11・15・a 満洲国内銀行貸出金の使途別内沢 (満洲中央銀行を合む) 41年末-44王手ぷ、 45ir: 3月末)

表 11・15・b i締洲国内銀行貸出金の使途別内成(満洲中央銀行を合まない) 41 ~年末- 431ドぷ、 44年 2月

米)

表 11・15・c 満洲中央銀行貸出金の使途別内沢推定表 (411ドぷ、 421f.ぷ)

表 II-15-d 銀行貸出金用途別高 (36年末、 37年末、 39年末-41年末、 42年 6月末)

表 11・15・e 使途別金融機関別貸出残高一覧表 (1945年 3月末)

表 11・M・a 国籍別預金貸金残高点(1944年 6月 30日現在)

表 II・16-b 国籍別預金貸金残，\':j~長 (1944 :if. 12月 31日現在)
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表 11・16・c 尚洲中央銀行国語別預金貸金残高表(1944年 12月31日現在)

表 11・16・d 満洲興業銀行国籍別預金貸金残高表(194411'.12月31日現在)

表 11-16・e 国内詳述銀行国籍別預金貸金残高去 (1944~・ 12 月 31 日現在)

表 11・16-f 繍i貰正金銀行国籍別預金貸金残高表 (1944年 12月318現症)

表 11・16-g :!kfio拓般国籍別罰金貸金残高表(1944年 12月31日現在)

表 11・16-h !N);合作社中央会国籍別預金貸金残高衣 (19441f.12月31日現在)

表 11・16・i 興民金/JF出旅別頭金残高表 (1944年 12月31日現在)

表 11・16-j 商工金融合作社国籍別預金貸金残高表 (1944~F 12月31日現在)

表 11・16-k rlJlkl銀行同籍別頭金貸金残高表(1944年 12月31円現在)

表 11・16・l 無l式会社国籍別預金貸金残高表 (1944年 12月31日現在)

表 11・16・m 大~l公 1司国籍別預金貸金残高表 (1944 年 12 月 31 日現在)

表 11-16・n 例人頂金民放別分布表(金燥機関・部便貯金) (1944年 12月31日現在)

表 11・17 J~rrll融資勘定残高と運用内訳 (40 年- 45年6月)

表 II・18・a 1î':~純主~金融償問預金貸出荷 (32 年- 41年)

表 II・18・b 1?:i締主賞金融機関預金貸出高僧減点 (第 1JU1-m 3 JUl) 

表 11・19・a 全渦主要金融犠閲預金貸出年末現在高累年比較点 (37~手- 45年6月末)

表 II・19・b 全渦;È~金融後関節金貸出年末現在高噌滅表 (第 3 JUJ-第 5JUJ) 

表 II-20

表 11-21

表 11-22

表 11-23

表 111-1・a

表 111-1・b

表 111-1・c

表 111-1・d

表 111-2・a

表 111-2-b

表 111-2・c

表 111-3・a

t~洲W (閃点州を合む) 対日収支 (33 年- 44年)

fl ifq純洲11[U(39年上j明-45年下期)

1040イ(:6月1101!，'!，総合貸借対照表

H145年 6)J I時点総合貸借対照表

第 3章満業の資金調達と資金投入

1持洲重工業開発貸借対照表 (38年5月-45#ミ5月)

i前洲.iR工業開発貸借対照表増減表 (38年下JUl-45年上期)

t両洲毘;工業開発貸借対照表増減表 (第 1WI-最終JUl)

i崎洲.iR工業1m発貸借対照、表細目 (38~手 5 月- 45年5月)

i角洲，if(工業開発所有有価証捧目録 (38年 5月-45年8月)

満洲Jf(工業開発所有有価証券糟減 (38年下期-45年上期)

i椅洲重工来開発所有有価証券燃滅(第1Jt1l-絞終JUJ)

1締洲設工業開発貸付金推定残高 (39年5月-43年5月、 45年8月)

V 

表 111-3・b 満洲重工業開発貸付金噌減 (391f.上期-43年上期)

表 111-3・c 満洲重工業開発貸付金JW減 (第 1J閉~第4J腕+般終期)

表 III-4・a 満洲重工業開発投資推定残高 (39~J: 5 JJ -43年5月、 45年8月)

表 111-4・b 満洲重工業開発投資m減 (39年上JU1-43年上期)

表 111-4・c 満洲重工業開発投資僧減 (第 1Wl-第4期+最終期)

表 111-5 満洲重工業開発へのi持洲同政府の1制定株式 (1938年3月2日)

表 111-6・a 満洲重工業開発及関係会社資金一覧ぷ (1945年8JJぷ)

表 111-6・b 満洲重工業開発投資現イE同一覧(1943{f~ 3 11 25日)

表 111-7・a 満洲重工業開発社債発行額推移(設立JPJ-紋終JUI)

表 111-7・b 満洲重工業開発日本通貨m社側IYJ紛]J(

表 111-7・c 満洲重工業開発満洲国通貨m仕'Ul1YJ細ぷ

表 111-8 ?前洲重工業開発関係会社当期利益金推移

表 111-9 11諸洲重工業開発損益計算1!F(38年上j聞-45年とJUl)

表 111-10 満洲重工業開発資金運用益 (38年上期-45年上JUJ)

表 111-11 日本の対満洲重工業開発関係実際投資歴年比絞 (32年-44年)

第 4章満鉄の資金調達と資金投入

図 IV・1 満洲国の鉄道 (1945年現在)

表 IV・1 南満洲鉄道満洲国j明以前の資金調達 ・運用実績

表 IV-2-a j有満洲鉄道 貸借対照表細目 (29年 3月~停戦時)

表 IV-2-b 南満洲鉄道貸借対照表絢児1m減法 (291手3月~停戦時)

表 IV・3・a 術満洲鉄道貸借対照表 (291，~ 3月~停戦時)

表 IV・3・b ji街満洲鉄道資金調達・迎用実紛 (291f.度-45年度)

表 IV・3・c 南満洲鉄道 資金調達 ・運用実納(第 1JUJ-第5期)

表 IV・4・a 南満洲鉄道営業収支 (29年度-44年度、 45年度予算)

表 IV・4・b 南満洲鉄道鉄道営業収支 (29年度-44年度、 45年度予算)

表 IV・4・c 南満洲鉄道鉱山営業収支 (29年度-44年度、 45年度予算)

表 IV・4・d r街満洲鉄道利子 ・配当金収支 (29年度-44年度、 45年度予算)

表 IV・4・e 南満洲鉄道本線およびi前洲国イf鉄道合算営業収支 (33年度-44年度、 45年度予算)

表 IV・4・f 南満洲鉄道調達投入利率 (29年度-44年度)

表 IV・5・a 南満洲鉄道社債引受先推移 (29#o度- 44 年度、 45~3 月 -8 月)
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表 IV-5-b 南満洲鉄道社債引受先推移(第 1期~第 5期)

表 IV-6・a 南満洲鉄道1If.JllJ株金払込 (30年度-44年度)

表 IV・6・b 南満洲鉄道毎期株金払込(第 1期~第 5期)

表 IV・7 南満洲鉄道社債の日本社債市湯におけるシェア (28年末-45年末)

表 IV・8 南満洲鉄道貸金明細 (30年9月-43年 3月)

表 IV・9 満洲国鉄道111'款未整理額一覧 (1937年3月現主)

表 rv・10・a 満洲国国有鉄道事業費累計額 (35年3月、 36年3月、 38年3月-43年3月)

表 IV・10・b 満洲回凶イf鉄道営業収支 (33年度-39年度)

表 IV・11・a r#満洲鉄道社内事業費内訳 (291tS 3月-45年8月)

表 IV・11・b 南満洲鉄道社内事業費増減内訳 (29年度-45年度)

表 rv・11・c 南満洲鉄道札内事業費増減内j~ (第 1期~第 5Jlll) 

表 IV・12・a J有満洲鉄道有価証券投資評価額 (29年3月-45年3月)

表 IV-12・b 南満洲鉄道イf価証券投資J(')減 (29年度-42年度、 43-4年度)

表 IV・12・c r新締洲鉄道イf価証券投資m減(第1)明~第 5Jon 

表 IV・13 南満洲鉄道所イI徐式主要銘柄m減(評価額) (30年-44年)

表 IV・14 南満洲鉄道投資一覧表 (36年9月-45年3月)

表 IV・15・a 南満洲鉄道迎愉関連および鉱工業関連投資額推移 (29年3月-45年3月)

表 IV・15・b 南満洲鉄道連絡関連および鉱工業関連投資額推移 (29年度-42年度、 43-4年度)

表 IV・15・c 南満洲鉄道週給関連および鉱工業関連投資額推移(第 1期~第 5期)

表 IV・16 南満洲鉄道 'J~業投資計商 (41 年度- 45年度)

表 IV・A J釘満洲鉄道 45il三運賃改正による!W収額(満鉄業・ 11{案)

表 rv・B・1 南満洲鉄道 45年 1月運賃改訂による噌収額 (45年 1-3月、 45年度)

表 rv・B・2 南満洲鉄道官業収支予算 (44年度予想、 45年度予算)

第 5章「満洲国Jの農業関係金融

図 V・1 満洲事変後に於ける大豆の取引に関連する支払及び金融の綴態

図 V・2 40年度の大立専管制度の流通機構

図 V・3 43年度の良版物収買方法概略図

図 V・4 満洲民業関係金融の変遷

表 V-1 i.錆洲国各銀行の大豆取引金属生概況(各月貸付額) (38年 7月-39年3月)

表 V・2 関東州からの特産資金流入の特産年度累計額 (41年度、 42年度)
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表 V・3 特産税穀Jl1也収n資金貸付総tt'iA ('1211;' 9月末、 12 JJ .../ミ)

表 V・4・a r~通農業資金貸付総t，~ぷ (42 年 9JJ ぶ、 12月ぷ)

表 V・4・b 普通農業資金使途別貸付総括次 (4211;. 9月末、 12 jJ米)

表 V・5 大述日本側銀行の断金貸金年末残高指;移 (38年 -45 in 



序章 「満洲国J成立以前

一 日露戦争前後から満洲中央銀行設立までー

l 
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図序-3 大連を経由した北満特産物の決済

大連 奥地(恰爾漬)外国(日本)

大連取引所
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資料松野[1979]より作成。
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国幣百圃に対する日本圃・上海銀圃の相場図ト3
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単位億園満洲重工業開発投資推定残高
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~I・ l 日本の対満投資惟移 単位 百万圃

32年
満洲同政府 20 

同僚 20 
日本政府所11"綜式出演

l何.，，:li洲鉄道 65 
社債 40 
傑式払込 25 
借款

満洲車工業 O 

社債

日本政府所有妹式出損

保式払込

借款

満洲興業銀行 O 
社債

日本政府所11"妹式tH~
t朱式払込

借款

満洲m業 O 
社債

円本政府s時打妹式出ぷ

妹式払込

借款

満洲妬殖公社 O 
社債

依式Jム込
借款

1I{H'1l製鋼所 O 

社債

その他 12 
合J十 97

33年 34年 35年 36年

3o 10 75 45 
30 10 75 45 

37年 38年

83 112 
83 112 
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一
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耳 年
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資料 東北物資調節委員会研究組119481.金属生~.附炎2より作成.
n この表は泌業を過小~f.価している.何放なら.円本関係資産の売却を合んでいないからである.

また、この去は円本の会JI年度と同じ時期区分に依っている可能性が高い.

表ト2 臼本の対満投資推移単位 百万四

107 154 
453 525 

表I・3 一般会計・特別会計を通じた目的別財政支出 単位百万四

満洲国政府

満鉄

満業

興銀

その他

合計

第1M 第2期第3期第4期第5期

32""'33 34""'37 38"'40 41 "'42 43""'44 
50 213 412 365 20 
166 754 卯 I 705 737 

o 0 300 319 45 
o 33 111 77 37 
42 351 1.102 1.258 1.072 
258 1.351 2.826 2.724 1.910 

政治機織賢

治安国防資

産業開発資

社会政策費

開拓政策焚

其の他

合計

資料友1・lより作成.

註 この表は満業の日本資産売却を取込んでいない.

37年決算比可1(%)

45 7.8 
135 23.1 
229 39.3 
7 1.2 

o 0.1 
166 28.5 
584 100.0 

38年予算比電(%)

92 10.3 
130 14.6 
479 53.8 
12 1.4 

I 0.1 
176 19.8 
890 100.0 

39年予算比前例)

103 9.9 
163 15.6 
522 50.0 
16 1.5 
48 4.6 
192 18.4 

1.045 100.0 

資料 筒満洲鉄道調査部11941].54氏、第七表.

註 この表の原資料は主計処の予算決算明細書である.しかし主計処の分類が

一般会計に阻定されているため、それを繍足すべく獄鉄調査部が一般 ・特別

両会計を政策目的毎に分類して本去を作成した.それゆえ例えば治安国防費

に「東辺道開発Jや「北辺振興Jといった総務庁の費目もはいっている.

尚、同資料第八表、九去に政治機織焚と国防費の詳細が出ている.

、、、
。、、

8 

5 

40年予算比重悦)

148 9.0 
273 16.6 
852 52.0 
26 1.6 
104 6.3 
237 14.5 

1.640 100.0 

、、、

、3
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表1-4 i穐洲中銀の主な資金白河i主と資金供給

39上 39下 40上 40下 41上 41下 42上
政府 19 172 241 162 197 149 30 
その他 -145 135 102 158 -127 -110 -92 

小針。 -126 307 344 320 71 38 -61 
借入金 -162 13 -209 260 
預託金及地金銀 -47 93 -101 13 12 90 -57 

小計② -48 94 -263 26 -197 349 -57 
紙幣熔発 -38 236 9 315 -136 450 -155 

資料満洲中央銀行各)00営業報告 ~f。
;主 1 )政府は政府貸上金地+公償則一政府飼金地。但し、公債には日本国債を含んでいる。

2)その他は、貸付金+、句座貸総+割引手形+株式+諸証券一政府預金以外の民金。

表1-5 満洲中銀の対満洲国国内資金供給 単位百万四

3811-12 39/1・12 40/1-12 41/1-12 4211・12 43/1・12 44/1・12 45/1-6 
貸出金合計 209 450 -114 -66 1.495 4.399 3.551 
政府 73 280 -292 87 -31 67 23 。
開業 53 83 186 -78 110 1.509 3.775 2.371 
その他 83 87 107 ー123 -145 -81 601 1.180 

国内公社債合計 82 94 432 215 272 -191 -124 -218 
内情 83 86 381 166 207 -67 -320 -276 

その他 8 51 49 65 -124 196 58 
預金合計 111 348 -215 81 351 18 702 -502 
政府 32 290 -310 65 202 156 64 -448 
同業 -4 。 17 17 118 -64 569 -2 
その他 83 58 78 31 -74 59 -42 
圏内資金供給 180 196 648 20 -145 1.286 3.573 3.835 

資料表1I-2-aより作成.
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図II-2 ストックより見た満洲国金融関係 (45年6月末時点)

図II1 ストックより見た満洲国金融関係 (40年6月末時点)
紙幣

日系銀行

⑨ 

日貨{白 公債
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資料表H・23より作成。
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ωφ

ω
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J
ω
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W柿
判

国
干

ω'σ

ωU可
怖
判

th相

N
同
判

国

='ω
ーの

ゐ

ω
持
l
h抽官制

1夜事E
2砂金
3足金{純金)
4;長ドル
5~ポンド
6現大作(硬貨) 7.242 16.336 
7.1J.!小洋(硬貨) 107 106 
8上海規鍛 7.989 9.388 
9市銀 183 187 
10天Nt奴 150 2.400 
11鎖4'-m 1.674 994 2.106 
12その他銀総 1.509 1.509 1.834 7.710 7.701 
小計 27.210 41.864 38.146 37.815 50.230 58.180 74.202 23.373 13.481 847 3.080 10.241 6.391 
小計/総吻備(%) 191 27.6 29.5 22.5 28.1 22.9 24 1 5.5 2.2 01 02 0.6 0.2 

13金凶(金集) 30.916 24.061 24.000 31.045 42.似犯 119.似ぬ 92.0∞ 7.∞o 4.α)() 11.0∞ 39.5∞ 8.500 3.αm 
14鈴媒 22.361 11.923 5.421 5.958 0 0 
小針 53.277 35.984 29.421 37.003 42.0∞ 119.∞o 92，0∞ 7，∞o 4.∞o 11，0∞ 39.5∞ 8.500 3，∞o 
小計/総僧俗(%) 0，4 23.7 22.8 22，0 23.5 46.8 29.9 1.6 0.6 1.2 3.1 0.5 0.1 

15日本公慣 れ.895 101.693 102.883 102.883 102.763 444.440 600.824 711∞o 661.∞o 661.∞0 
16日本虫色貨公債 3.895 1.868 1.868 1.868 1.868 
17日本米貨公債 2.435 2.030 2030 2.030 2.014 
小計 41.895 108，023 106.781 106.781 106.661 448.322 
小計/書記織備(%) 13.6 25.4 17.1 11.3 8.5 26.9 

18満洲凶公慣 77.913 199.726 249.861 292.265 139.961 
19横洲留政府発行証券

小計

小計/総~傭(%)
20対1正金貸付金

20対正金貸付金/総憎備(%)

iU量発行合計

正貨~備$(%)
21公債

22満洲国民府発行手形

23満洲凶政界f保双子形

小計 15.1∞ 47，9∞ 50.1鈎 72.069 86.425 11.062 99.393 209.428 227，932 371.143 661.722 720.776 624.382 
小針/書記憎偏向) 106 31 5 38.8 428 484 30.3 32.3 492 36.5 392 525 432 20.7 

24il育英字形 46.645 26.116 11，465 21.445 71.701 201417 158.304 234.111 1.175.397 3.727.454 4瓦五5.342 5.031.042 
25その他花券 107.721 170.∞o 260，∞o 260，∞o 260，∞0 
26低抑証券 o 0 200∞o 200，000 200.∞o 
1I、E十 46.645 26.116 11，465 21.445 71.701 207.417 158.304 341，832 1.345397 U87454 5.115.342 5，491.042 
小計/総憎備{制 32.8 17.2 8.9 12.7 11.5 21.9 125 20.5 44，7 71.3 66.4 679 

保証発行会計 61 745 74.016 61.655 93.514 86.425 77郎 2 99.393 209.428 299.633 578..560 82!‘026 1.062.6ω け ti9.77!1 4.187.454 5.115.342 5.491.042 
保証発行比思(%) 43.4 48.7 477 55.6 48.4 30.3 32.3 49.2 48.0 61.1 65.0 63.6 65ι 71.3 664 67.9 
総計 142.235 151，865 129.222 168，332 178，655 254，242 307.490 425.737 623況 I 947.049 1.261.532 1，669.632 3，011.188 5，876，854 7，709，342 8.085，042 
総発行額 142.235 151.865 129.224 168.333 178.656 254.243 307.490 425.738 623.621 947.051 1261.532 1.669.632 3.01 U88 5.876.854 7.709，342 8.085，042 
貢拘 束北初員関節奈川会耐究組(1948)金品!Jii.附必4より作成.

1主 本氏のl'i字は千四割以下を切りかてて表示しているため.合計は各自聞の手口よりもやや大きくなっている.
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l<l1.1・b 満討中央銀行発券tA備内容Jft~浪 単位子細i

l亙~
2砂金
3定金 {~金)
4米ドル
5~ポンド
6現大t竿{硬貨}

7現小f芋{硬貨}

8上海純銭

9市銀
10天t事銀

11鎖平銀

12その他銀塊

小2十
小計/総噂偏向)

13金凶{金員長}

14紗媒

小3十
小ifU総t担備怖}

15日本公債

16日本炎貨公償

17日本米貨公債
IJ、E十
小2十/総僧備(%)

18満洲凶公{貨

19満Iffl国政府発行証券

小:lt-
小ift-/総l1'備悌)

20対止金貸付金

20対正金貸付金/主主潜備偶}

止貨発行合計

正貨l1'備~(%)
21公Irt
22:喧洲!司政府発行1'1彰
23満洲IIJ政府保証手形
!j、Jt-
小dt-/総憎昔話(%)

24商業予形

25その他証券

26低仰証券

小ilt-
小百十/総ljIl備(%)

保証発行合計

保証発行比~(%)
総1ft
総発行額

トJ
4ミ第lW! m2期 m3期l:IH期第5期
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表11-2-a 満洲中央銀行貸借対照表 単位百万回

第I.WI 第2期 第3期 第4期第5期

旧四行 32年末 33年末 34年末 35年末 36年末 37年末 38年末 39年末 40年末 41年末 42年末 43年末 44年末 45/3米 45/6米 4517末

23 23 15 15 15 15 15 15 15 15 15 75 75 75 75 75 75 

234 124 104 165 171 197 213 420 871 872 758 692 2.187 6.586 7.519 10.137 10.998 

234 124 103 163 169 192 203 399 723 486 347 281 813 2.657 4.879 5.447 

o 0 1 2 2 5 10 21 149 386 410 410 1.374 3.929 5.258 5.551 

17 12 50 59 60 89 194 324 417 851 1.222 1.7 49 1.758 1.620 1.407 1.393 1.534 

81 75 73 95 137 215 200 115 163 76 185 391 303 279 352 391 811 

20 20 22 21 21 19 21 20 21 20 19 26 17 19 16 16 16 

46 58 28 14 8 23 26 21 22 19 20 30 31 29 49 145 77 

419 311 292 369 412 558 669 914 1.510 1.853 2.219 2.962 4.371 8.609 9.418 12.157 13.511 

資産項目

未収資本金

貸付金合計

(貸出金)

(割引手形)

有価証券

現金額託金

動産不動産

その他資産合計

合計

負債資本項目

資本

(資本金)

紙幣

預金

その他負債合計

{借入金)

合計

旧四行 32年末 33年末 34年末 35年末 36年末 37年末 38年末 39年末 40年末 41年末 42年末 43年末 44年末 45/3永 45/6末 4517末

30 30 31 32 33 34 35 37 44 63 77 135 150 172 167 227 240 

~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 100 100 100 100 100 100 

142 152 129 168 179 254 308 426 624 947 1.262 1.670 3.011 5.806 6.224 7.709 8.085 

148 50 72 101 152 226 266 387 752 525 675 967 954 1.646 1.240 1.177 1.311 

100 78 60 67 49 45 61 65 90 318 206 190 256 985 1.787 3044 3.875 

721  18 21 18 16 14 12 10 157 104 32 17 730 2.891 3.719 
419 311 292 369 412 558 669 914 1.510 1.853 2.219 2.962 4.371 8.609 9.41812.15713.511 
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友11-2・b 満洲中央銀行貸借対照表憎減表 単位百万国
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資料 主主11-2・aより作成.

ョ!(U-2-c i，!G洲中央銀行貸借対照表(決算期末) 単位百万四
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資料 1940年下期までは満洲中央銀行[19421.参与資料.~受4 .
1943年下期まで及び1944年下期は満洲中央銀行各期営業報告書.

45/6は東北物資制節袋員会研究級[19481 .金融~.62頁.
1944年下期は日本銀行金融関係資斜「金融月報J44.7.31及び44.8.31より算出.
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表Ilふdおよび、*北物資制節委員会研究お1119481.金融情。附表15
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仁λJ

~I1-4-b 興厳金!，I( 業務内容 単位百万四 ドJ

事i~項目 43/10 43112 44/3 44/6 4419 44112 45/6 

貸付金 684 495 538 872 1.029 1.757 2.400 

(興段合作社) 388 

(農産物収貝資金) 151 

(その他ー般) 145 

有価笹券 233 248 274 302 339 383 449 

{田町) 65 65 75 75 叩 100 100 

(社{政) 183 189 218 247 278 342 

(満洲拓9oM十債) 168 

(妹式) 10 10 2 5 8 

4>-支庖
344 

その他
134 

資京合計
3.328 

主要業務合計 918 744 812 1.174 1.368 2.140 2.849 

負債項目 43110 43/12 44/3 44/6 44/9 44/12 45/6 

資本勘定
62 

ffl金 231 335 459 461 618 867 942 

儲備債券発行額 20 20 25 45 

借入金 626 420 298 673 674 1.232 1.840 

送金2島幸幸
404 

その他
35 

~H氏合計
3.328 

主要業務合計 857 755 757 1.154 1.312 2.124 2.827 

資料 UJド銀行金融関係資料 r~民生11 縦 13 11 22.(43110)、'111031(44/9).

満洲国経済部経済司[19451(1，;1 J(は*北物資調節妥U会研究組[19481

.金融篇.附友げにも収録されているが、年度を誤っている.ト

および友Il・4a(45/6)より作成.

災11ふa 貯金鮒資金運用状況表 単位丙ノ7阿 }<Ilふb 貯金部資金運用状況熔減表 単位丙万回

第4WJ 第5WJ 第4WJ 第5Wl

資産項目 40~手求 41年末 42年末 43年暑 44年末 45/6米 資資項目 4111-42112 4311・45/6

国債 72 96 197 358 789 1.034 国債 125 837 

社債 JO 15 19 24 37 87 社俄 10 67 

係式 51 68 81 76 77 75 妹式 29 -6 

貸出金 57 80 63 76 77 90 貸出金 6 27 

(地方団体貸出金) 37 53 62 76 77 85 (地方団体貸出金) 25 23 

(その他貸出金) 20 27 2 。。5 (その他貸出金) -19 3 

fflけ金 9 11 10 15 56 33 踊け金 24 

仮払金 。。。。 仮払金 。
未収利息 。。 2 4 4 未収利息 3 

貯金書官支出金 貯金部支出金 。
前期綴失金 。 前期損失金

当知lt!員失金 5 6 8 世iJUJ損失金 7 

合計 200 271 374 555 1.047 1.331 合計 174 957 

負債項目 40年末 41年末 42年末 43年暑 44年末 45/6末 負債項目 4111-42112 43/1-45/6 

重事政儲金預入金 160 193 268 415 731 1.038 郵政貯金預入金 108 770 

郵政娠替預入金 12 20 28 31 31 31 郵政顕替預入金 16 3 

重事政生命保険特別会計領入金 6 8 16 25 40 43 郵政生命保険特別会計千百入金 10 27 

政府聡民共済特別会計預入金 6 2 5 18 21 25 政府臓民共済特別会計ffi入金 。 20 

思給特別会計額入金 6 2 4 8 16 19 思給特別会計預入金 -2 15 

官吏義務儲金預入金 34 45 55 76 87 官~~護務儲金預入金 45 42 

漬江省地方焚 7 7 2 漬江省地方費 -5 -2 

倣産管理特別会計 5 。 敵産管理特別会計 5 -5 

特殊財産資金部 。 特殊財産資金都 。 。
興JJ:!合作社告余総金預金 130 59 興級合作社在宗総金預金 。 59 

国債整理基金特別会計預入金 25 国債整理基金特別会計傾入金 。 25 

仮受金 。。 。。 仮受金 。 。
未払利息 4 6 2 2 未払利息 -4 

貯金部収入金 2 貯金郷収入金 。 2 

合計 200 271 374 555 1.047 1.331 合計 174 957 

資料満洲国経済部経済問[19451. 資料表Il-5-aより作成.
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単位岡投資特別会計資産負債表(1942/12末)

944，027.267 

939，927.267 

4，100.000 

・2.400.000

250.629.803 

250.481.088 

148.715 

144.135.869 

2.387.633 

14.668.601 

12.047.349 

1.367.896.522 

資産の部

出資勘定

(新規出資)

(継承出資)

表Il・6・b
単位百万回

貸款勘定

(新規貸款)

(出資娠替貸款)

補給金勘定

未収入金

公債較差金

存款

日
一村

日

付

げ

は

一mm

u
-9

2

1

3

 

42/12 

88 
1.223 

投資特別会計資産負債表

合計

57 

1.368 

40/6 

668 

98 
40 

18 

69 

893 

40/6 

76 
664 
254 

410 

153 

893 

表11・6-a

日本国

国幣

8 l.l 70.290 

78.770.290 

2.400.000 

1.223.311.579 

1.210.311.579 

5.000.000 

8，000.000 

57.000.000 

負債の部

57.000.000 

6.414.653 

1.367.896.522 
6.414，653 

1.367，896，522 

資本金

(積立基金)

(継承基金)

国債

(公債)

(公債前借金)

(借上金)

借入金

(国債整理基金特別

会計借入金)

当期利益金

合計

当期利益金

合計

南満洲鉄道新京支社調査室(1941].第3表(40/6)。

満洲国国務院総務庁統計処(1941].第17表(42/12)。
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表11・6・d 満制国政府特殊及び~特係会社出資状況暦年比較表 単位百万聞

38年末 39年末 40年末 41年末 42年米 43年末 44年末 45年6月末

t潟支 225 225 225 225 225 225 225 225 

鉱工業関係 213 283 340 366 392 340 705 595 

交通過{J業関係 21 40 60 61 76 90 104 188 

開発関係 20 23 29 33 35 97 69 140 

合成保険関係 23 31 31 31 41 101 101 92 

農務林業関係 58 82 102 103 104 73 146 214 

物品分配関係 33 38 38 39 41 105 64 78 

文化及住吉関係 12 22 25 26 27 18 28 25 

其の他 47 

合計 604 743 850 883 941 1.049 1.441 1.605 

資料 *北物資調節委u会研究組119481.金融篇.附表21および215・6頁.

原註 Jド去は満洲中銀資金統制限の調査に依る。

ぷ116e 満洲国政府特殊及び噂特殊会社出資状況憎減表 単位肖万四

38未......40末 40*......42末 42末......45/6末

満業 。 。 。
鉱工業関係 127 52 203 

交通過{.i~関係 39 16 112 

開発関係 9 7 105 

金融保険|剥i系 8 10 51 

段畜林業関係 44 2 110 

物品分配関係 6 2 37 

文化及住宅l則{系 13 2 -2 

Jtの{也 。 。 47 

合計 245 91 664 

資料友1(6・dより作成.

表1I-7-a 金融合作社業況 各年末 単位百万四 表1I-7-c 興段合作社44年度貸出愚前期の残高額別 単位千四

年度 34 35 36 37 38 39 長期貸出 短期貸出
字上数 13 82 103 107 126 145 金額 比率 金額 比ヰ;

社員数(千人) 15.3 87.0 142.8 234.3 514.5 874.6 普通作物耕作資金 360.484 79.0 
t1綬耕作資金 29.154 6.4 

年度 34 35 36 37 38 39 野菜栽治資金 8.376 1.8 
出資金 0.2 0.5 0.8 1.2 2.0 3.5 果樹殺治資金 1.500 0.3 
政府貸下基本金 0.2 1.7 2.1 2.2 2.5 2.9 特用作物耕作資金 28.642 6.3 
借入金 1.4 6.3 7.3 12.4 23.4 57.3 員長耕地購入資金 3.152 21.4 1.851 0.4 
預金及定期積金 0.5 2.1 5.7 II.J 19.8 39.8 漁業資金 4.185 0.9 

(内社員預金) 。。 0.1 0.2 0.4 1.3 3.8 家務購入資金 6.782 46.0 9.775 2.1 
合計 2.2 10.5 15.9 27.0 47.8 103.5 対興政会の貸出 715 4.8 1.241 0.3 

対村合作社の貸出 438 3.0 1.384 0.3 
年度 34 35 36 37 38 39 その他資金 3.624 24.6 10.067 2.2 

貸付金及割引手形 1.7 6.3 8.9 15.1 27.2 60.1 合計 14.756 100.0 456.423 100.0 
預け金・現金 0.4 35 5.4 8.3 15.0 26.6 

合計 2.1 9.8 14.3 23.4 42.2 86.7 資科 京北物資調節委員会研究組119481.農産{合作社)篇.67・8武.

資料 滋洲中央銀行調査恕11939J.15頁および、柴田11981).表 5・表 6.
註 合計が合わないがそのまま表示した.

表1Iふb 輿厳合作社の貸出内容および級高月 単位千四/%

年度 40 41 42 43 44 45 
長期貸出 1.723 1.838 12.121 125.788 

% 0.83% 0.57% 2.59% 12.50% 
短期貸出 186.392 183.0∞ 204.889 319.594 456.423 880.882 

% 100.00% 100.00% 99.17% 99.43% 97.41% 87.50% 
合計 186.392 183.000 206.612 321.432 468.544 1.006.670 

資料 東北物資調節委員会研究組11948J.厳死(合作社)筒.66・7頁.

"" 、~
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五約六入百万回当1.{を第一次五ヵ年計画託金部門~制

予定

尖初

予定

実制

予定

実縮

予定

実紺

指総)

業
イ
門
一
T
L

(
部
一
鉱

公11.8・b

交通過口

股務林凶拓

総3十

重複分控除純額

第 5 i手広の鉱工業の予定刻は 1.7341守万四となっていたが、 ~~iM と!よlわれるので訂正した.註

(ロ)ぷj述地別実績表

湖述I也
国外

(日本)

制

総

ふ

-mモ
間

十
日
入
レ
力

一m
ア
山

ご

述

J

制
河
川
一

m一
川
淵
引
一

m一
m
m
制
一

m

v;ii'考第 5"I~瓜第4"下位

問

山

m一
m一
抑
制
叩
一
日
一

m
m
m一川

第 :~"Hll:.

側
閣
制
一
般
一
知
抑
制
一
脱
一
川

ω
m一川

初
白
山
一
似
一
山
幻
刊
一

m一
m
m
m一
m

第 2年度

161 

51 

35 
247 

65 
166 

36 
267 

226 

217 

71 

514 

第 l年度総，n

間

ω
m一
仰
一
川

m
m一
辺
倒
閣
湘
一
例

部門

鉱工業

交通過仏

農畜林!鳩妬

合計

鉱工業

交通過1"
広i畜林IHJ桁

合計

鉱工業

交通過お

位苦林開拓

合計

同内

(1災1*州

合む)

総計

総計第 1年度第2年度第3if- tlf 第 4年度第 5i手 I~

2，110 120 280 579 634 497 

463 64 30 73 157 139 

126 34 16 42 8 26 

2699 218 326 694 799 662 

403 29 152 85 137 

910 29 120 213 251 297 

404 45 110 85 164 

1.717 29 194 475 421 598 

1，148 72 145 229 366 336 

30 88 -26 37 -5 .64 

375 37 71 112 138 17 

1，553 197 190 378 499 289 

465 34 132 57 111 131 

318 36 51 106 69 55 

164 39 44 42 39 

946 70 222 207 222 225 

4，126 226 586 1.017 1，196 1 101 

1.720 217 175 429 472 427 

1.069 71 171 308 273 246 

6.915 514 932 1.754 1.941 1.774 
6.708 513 914 1.714 1.863 1.704 

(ハ)調述方法別実績表

瑚述方法 $門

抹金徴収 鉱工業

交通通信

政務林IJ~拓
J令、 "}L
CJ cj I 

鉱工業

交通過{目

農畜林|則拓
J弘毛L
口 tll

鉱工業

交通過日

盟事林IlH拓

合計

鉱工業

交通辿Ici
足並笛林IJtlt6

合計

鉱工業

交通通仏

雇主畜林iJilt6
合計

社債

借入金

自己資金

総計抗 1年度第 2年度飢 :3"1~1.ll:.第 4 11:度第5"FI.ll:. 

5，103 197 598 1.165 1.400 1，743 

4，126 226 586 1.017 1.196 1.101 
896 146 151 203 206 190 

1，720 217 175 429 472 427 

588 76 109 120 138 145 
1.069 71 171 308 273 246 

6.587 419 858 1.488 1.744 2.078 

6，915 514 932 1.754 1.941 1.774 
6.708 513 914 1.714 1.863 1，704 

総3十
-以来
S

C
吋
u
・∞・コ柑

E話i部分担r.t扇額

第 5年度の社債の合計は578百万聞となっていたが、誤値と思われるので訂正した.

大東亜省満洲事務局119431 、部 9~長.

註
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表11・8・c 第二次産実ili設五ヵ!I:lit凶資金計画実績 単位千四

l 第二次'fL業u!絞五年計画質~I年度(42/4-4313)資金計画;l!繍総長E表
(1)所従資金予定;I!績対照、以

flsI"l t1:.1 ::R 交通過日 農街中本側妬 Li:: ~l! 主主計 爪法律除~~i
予定 1.183.273 548.118 423.437 20.131 2.174.959 
;I!納 1.128.340 489.851 346，447 23.970 1，988.608 1.942，740 
比本 95 89 82 119 91 
ffi当'/Ir:1性体数 124 19 22 166 
(政府 ~Jr~) 4 4 9 

(2)偶必資金制述1t¥!峻別部門別内快'J<.

鉱~r~ 交通過日 成型密林関妬 氏当: 総計 if篠宮浜燈除:た績(註ー)

国内(1拠点州合む) 785.037 114.516 251.495 20，489 1.171.537 
同外(n本. .:k:JJs) 343.303 375，335 94.952 3，481 817，071 

総.tr 1.128.340 489.851 346.447 23.970 1.988，608 1.942.740 

(Wi考) 国外問中ニ支那占周波4261閲ヲ合ム.

然ルニ政κf.興銀、満業及尚洲役j'UI正券ニヨル代位的制連災級次ノ如シ

flみからの制連

政附 (1則的 興銀(社債) 渦~(社債) J十
105，0∞ 45，000 125，0∞ 275.αlO 

内代位35似刀

手数料 泌が<<投資証券

償還額 先行絡iC;(払込及借入)

-15.504 ・3.267 96.179 

右{¥!(!l::IJ，述分ヲl奮内ヨリ間外ニ担主将ヘ実質的OI逮地峻別実績ヲ算出スレハ次ノ如シ(但シ盛筏分ヲ俊除)

金稼l

% 

間内

773.261 
40 

1.169.479 1，942，740 
60 100 

国外 総計

(3)測述資金制述}j法部門glJ内訳表

鉱工業 交通過は J;:l密林開拓 民生 総3十 m~Mt空除実績(註ー}

係金徴収 308，961 160，247 18.750 3.α)() 490.958 

~U夜 168.944 257 180 134.412 560.536 

m入金 331，622 2.573 105，302 20.970 460.467 

['J己資金 318，813 69.851 87，983 476，647 

総.n 1.128，340 489.851 346.447 23，970 1.988，608 1.942.740 

(4)所法資金使途別邸門別内訳淡

鉱工業 総計 中桜額鐙11.1'.実績{ま主ー}aa笛林関妬 民生

130，669 5.999 
33，468 588 
89，959 5，116 
7，242 295 
82，933 15，021 
132，845 2.950 

346.447 23，970 1，942.740 

~~設備n

u也腕入賞

ill物ill投Jtの{也設備費

機械機H購入賞

i1U，ぷ資金

役融資

総百十

交通過{3

853.867 427.550 
23.963 10，343 
525.501 312.633 
304，403 104.574 
208，963 10.815 
65.510 51.486 

1.128.340 489.851 

1.418，085 
68，362 

933.209 
416.514 
317，732 
252.791 

1.988，608 

(u-)役1:'1煎m分内沢次ノ如lシ

一、泌鉄ノ長!大述船毘外阿t上11、込…5，656千四

二 、 1~lñ~4ltJ折ノ対満洲瓦}既u、込… 4 ，050千回
三 、 'rl!~ノ k・1111化払込…5.470í 聞

問、量t~ノ刻泌が<<ボーリング払込…4.9∞千四

五. ~*，j ノ.tWté6鉱業紅、込・ 12，014 f-間

外十l"lflぃ・13.778千潤

合計・・・45，868千四
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11. 第二次j!7L~Hll設五ヵ年計画第二年度(43/4・4413)資金計両~納総指炎
(1)所要資金予定~納対!被ぷ

部門 鉱工業 交通過信 S聖子野林側妬 民生 総B~ 筑波書目俊除~純(51ー)
予定 1.454.162 586.275 302，817 17，∞1 2.360.255 
ヌi繍 1.164.418 585，507 285.046 39.805 2.074.776 2，倒6，791
比~ 80 100 94 234 88 
期当司~;義体数 93 9 7 110 

(2)測述資金消述j也減目IH'ls門別内訳点
鉱工業 交通過信 J1l務林開U; 民生 総~I' õn綾富良鐙除~縦(n-.)

国内(関東州会む) 990.530 280.374 189.392 33.552 1.493，848 
凶外{日本、支JJs) 173.888 305.133 95.654 6，253 580，928 
総計 1.164.418 585.507 285.046 39，805 2.074.776 2，倒6.791
{備考) 国外問中ニJOJ~調達7.5∞千岡ヲ合ム.

然ルニ政附、県l鋭、 f前五E及満洲投資託券ニヨル代位的湖速~紛次ノ如l シ

手数料 泌洲役資収券

政府(国債) 興銀(社債) 満業(社債) 計 償還費目 先行絡主(仏込&m入) 総百十

日本からの繍逮 15.∞o 30.∞o 20.α)() 65，α氾 25.α)() 90，∞o 352.408 

4ヲ代位調達分ヲ悶内ヨリ国外二銭移ヘ~質的側途地主主別実績ヲJ1IUスレハ次ノ釦シ(íTlシ瓜綴分ヲ段除)

制一ぉ 国内

1，375，863 
67 

間外 総計

金額

% 
670，928 2.046.791 

33 1∞ 
(51-)投融資盈彼分内沢次ノ如シ

一、満鉄ノ対大連船底!外三社払込…9.602千間

二、電業ノ対沼化払込…6，900千関

三、鉱発ノ対満洲ボーリング払込…3.531千四

凶、満炭ノf，¥W製作所、営械子炭品質投融n"'3，025千聞

外八件・・'4，927千閲

合計・・'27.985千閲

資料泌洲国経済部経済司(1945).
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表11・9・a満洲中央銀行資金供給内容 単位千四

3716米 37ハ2末 38/6末 38/12末 39/6末 39/12末

有価証券 99 194 270 324 315 417 

内国債 45 117 145 200 193 286 

徐式 II 11 10 10 10 18 

その他(1) 44 66 115 114 112 113 

貸出 180 213 246 420 458 871 

政府 43 37 33 109 109 390 

同業者(2) 30 30 89 107 189 228 

(内満洲興銀) 18 159 

特殊会社(3) 16 33 69 54 124 

その他 106 130 91 134 104 129 

特殊会社内訳

満炭 5 

満鉄 8 

満洲保金

滋拓 46 64 

縫鍛 38 

満洲石油

満洲綿花 10 15 

国際連愉 2 2 

合計 68 124 

資料 南満洲鉄道調査部(19411.45・6頁より作成.

註 原資料は上から5行白までが f中銀考課状ヨリ作成J• 
6.7.9.10行口は「中銀『金融指標』附録ニ依JレJ• 

原註 (1)其ノ他勘定ニハ地点償ヲ含ム.

(2)同業者ニハ三積金融組合、各聯合会及ピ大興公司ヲ含ム。

(3)特殊会社ニハ国際連鎗ヲ含ム.

表lト9-b満洲中央銀行 1939年2月時1L大口貸出 単位百万四 1<11-9・c満洲中央銀行 大口貸出先 単位千間

公共団体 140.7 39/12 40/12 41112 42/12 43/8 

金融機関 101.7 
政府 390 98 185 154 145 

紛出娠拠資金 40 
公共同体 55 48 21 18 30 

金融公作社 17.9 .It!!}jW 36 23 20 18 10 

金融会 2.5 
その他 19 24 20 

満洲興銀 14.7 
金融機関 228 434 371 377 1.149 

~天尚 E銀行 2.3 f}l!銀 139 326 252 260 522 

な天尚業銀行 1.1 iF.金 302 

営I111Ì1業銭~h 2.9 
興出合{HI: 40 70 7.1 G.! '280 

-*拓 9.2 
尚_[金倣合作社 5 。 14 7 

中国 ・交通銀行 7.4 大興公司 17 19 18 4 6 

その他 3.6 
その他 27 19 26 35 31 

商工段業者 1854 特殊会社 124 233 82 64 66 

満洲拓殖 54.3 満洲拓鮪(1) 64 53 33 26 32 

国際連給 17 
政pii公社(2) 38 136 2 3 11 

満洲決宿高 3 
満鉄 12 14 13 13 

大興公司 153 
満洲綿花 15 19 18 12 3 

満洲綿花 8 
満洲麻袋 5 

種子配給協会 14.1 
満洲石口 。3 2 3 

鎚紡 10.4 
満洲口業 。 2 2 

三井物産 36 その他 7 9 12 2 8 

特定資金 31.7 
般 75 59 99 78 15 

その他 433 
錨紡 17 19 19 20 
竺井物産 2 10 17 14 4 

資料 集団(19811.哀れ
=三菱商事 2 3 

原資料満洲中銀「総分文行ぢ1金貸出
=泰産業 21 5 

一覧表J ( r中銀&.満酬~銀 ロロロ 4 7 

ニ附スル資料J) • 
鈴木酪応 3 
1椅酬製糸 2 2 2 
その他 53 26 33 29 11 

合計 871 872 758 692 1.405 

資料弧公繕文持R3-4.

原註 (1)ニハ満量干拓殖ヲ(2)ニハ満洲綜穀ヲ合ム -印分ハ興成金w分

註 満洲戯pf:公社は満洲絹殺他二社の継承会什.として41年に知立.

ーUいJ 
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1i.471 

満洲!R!銀

夙!J1a金Jilr
!x!股合作社中央会

正金銀行

{内日本国庫支払資金捌i全Jfl)
大興公司 3 
経済平衡資金部

満洲tli9箇公社

満洲股産公社

特殊財産資金部

満洲麻袋会社

錨淵紡総会社

その他

尚洲!x!銀

興I良金fi1I
拠出合作社中央会

jE金銭t行
(内11本[Ii)}I}Iえ払資金制i主JlJ)

ノIc!R!公.iJ 0 
終済午後i資金fls
尚洲Hirli公社

泌洲農産公社

特殊財産資金部

満洲麻袋会社

抗淵紡総会社

その他

1必洲!R!銀
!R!t:t金Illt
!R!腹合作社中央会

正金銀行 524 

(内日本国爪支払資金湖述J1J)

人・!R!公，jJ 0 

終~jド衡資金部 50 

満洲HiWi公社

満洲Jl!!Tll公社

特殊財産資金氏s
満洲麻袋会社

錨淵紡績会社

その他

110 

492 

169 

485 

40 

5.360 

480 

19 

4.284 

0 
，180 

12 

3.670 

0 

440 

0 

320 

15 

3.177 

0 

50 

。。

15 

2.441 

。。。

2.047 

日本銀行金融関係資料 f金融月報J各月版より作成.

42/1--12は惣~I の j円以データより算出.

合計

資料

n 
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ぷlトlO-c 満洲興業銀行火fl貸出先 '1!.f¥L 13万UU

42/3 42/6 43/3 43/6 43/9 43112 .14/3 14/6 4419 44112 
満洲重工業 149 169 184 164 164 163 165 253 307 327 
日満i商事 37 43 48 66 95 113 102 115 133 126 
満洲房f(; 115 61 58 56 56 57 55 53 52 53 ぷ1110-b 満洲興業銀行主要貸出金比較 単位千四 満洲林業. 69 37 49 40 33 
満洲鉱業1)>>発 15 15 14 15 23 51 64 68 76 91 貸出先 39112末 40112末 43/6* 43/9末 泌洲鴨緑江水電 40 35 33 35 35 25 35 26 28 23 

特殊会社 満桝重工業 200.000 488.938 163.737 163.637 満洲若手応
13 12 

日満商事 3.477 23.924 66.063 95.161 満洲出産公社 31 15 28 19 11 59 71 83 47 287 
満洲房産 57.680 95.483 56.128 56.471 満洲屯/;;*話

14 35 16 24 
満洲林業 21.099 64.431 40.463 32.899 満洲屯々ill物

11 
満洲鉱業開発 3.445 10.873 14.725 22.621 満洲電業 5 42 27 52 75 109 18 70 

f!}緑江水地 3.499 10.100 34.987 34.987 満洲生活必1信品 44 41 54 55 65 76 81 84 110 105 
戯産公社 93 4.745 19.018 10.856 成徳鉱業

51 61 
満洲電業 9.479 19.744 41.937 26.603 ¥'f;山炭日高

17 22 26 39 満洲生活必織品 13.980 52.602 54.665 64.叩7 満洲興業証券
20 24 26 満洲航空 1.380 1.380 錨淵紡絹(錨淵工業)

20 20 20 20 20 
吉林人造石油 。 。 。 関-*沼酒~

29 26 18 13 13 
満洲屯気化学工業 4.500 5.0∞ .1}・ß'J~~~ 3 

満洲自動車製造 16.236 16.231 策総公司 10 11 10 10 10 
ヨド天造兵所 6.918 8.606 満洲紙業統制協会

19 27 
満洲口口口口口 。 4.514 繊維聯合会(満洲繊維公社) 9 13 17 11 25 51 

昭和盟鋼所 5.914 1.518 満洲豆符パルプ 11 12 11 11 12 14 18 
満洲合成燃料 。 。 ii均洲電化

18 40 その他 61.307 73.903 満洲大豆化学
14 25 (小計) 374.059 844.744 526.671 545.391 満洲林産化学
12 18 

tVl特殊会社 泌洲畜産 1.648 3.662 。12.701 国際運紛
47 87 

満洲枠蚕 6.130 9.572 5.398 6.196 満洲m気化学
14 

*山炭繊 。 9.105 問手~J 白!lìIJJ lr 17 16 
満洲豆科パルプ 11.582 11.395 満洲自動車型造 16 16 16 16 16 17 16 15 

満洲工作機械 1.500 1.500 満洲工廠
29 28 

満洲薬煙I立 1.760 6.175 3.326 7.262 満洲興拓 i3 13 13 12 12 12 29 33 
本決糊煤鉄 31.501 41.351 51.675 65.847 三和l興業 11 13 12 12 12 15 16 16 

その他 6.611 6.976 奉天造兵所 13 7 12 12 
(小計) 47.650 67.736 73.481 114.006 満SKモ織

19 
特殊鍛特殊会社，l十 421.709 912.480 600.152 659.397 満洲住友金属 10 8 11 13 15 18 20 20 
その他 368.664 382.094 772.830 841.366 満洲飛行線製造

16 25 
合，f十 790.373 1.294.574 1.372.982 1.500.763 満洲m線

11 13 
議洲製結 11 9 

阪n 興銀ノ対満業貸山金ヲいl社社債ヘ振付タル傾 昭和l型鋼所 。 6 
~~仔決済年月日 振替金額千四 本渓糊煤鉄 12 28 29 52 66 82 114 

成徳8112120 460.000 満洲担鉄(元本洩湖燦鉄分)
109 119 124 

9/12110 60.000 本部tNl洋灰 11 13 14 17 15 12 12 14 14 16 
10/6/28 20.000 満洲開発

11 11 
10/6128 120.0∞ 満洲Jj，{業

14 17 
10/9/30 110.000 吉林人造石油 15 15 

ノE、~，lt 770.000 その他 503 477 688 721 812 1.056 1.113 1.llS 991 1.226 
資料張公犠文，1m3・4. ~t 1 (i!2 987 1.287 1.373 1.502 1.885 2.060 2.254 2405 3.066 

資料 42年3fl及び6月は日本銀行金融関係資料1516・2.220・42民.

43年3月以降は日本銀行金融関係資糾 f金融月給J各月版.

{原資料では毎月.-kQ'.J残高が報告されている.) 
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米北物資調節委民会研究組[19481.金融問.69・7UI.
45/3ぶの泌洲!}Q銀の総資産額は5.731百万四なので、

この決のI';)i

44年3月末 45年3月末

1.179 3.868 

114 20 

75 280 

55 125 

14 70 

196 330 

111 160 

85 107 

64 210 

31 80 

23 73 

16 66 

13 22 

13 40 

12 17 

11 31 

10 26 

10 29 

9 69 

9 32 

8 76 

8 23 

7 15 

7 18 

5 30 

4 25 

4 33 

140  

2.096 5.937 

987 2.006 

3.083 7.943 

単位百万四大口融資先

満洲舟:r:業会社社債含む

泌洲~鉄会社復旧資金

満洲，rlj~会社社債含む '

~Utl 水力7(Ì丸会社社債含む

Tl! {;111! ，; ~会社
政庁公社

11 尚尚'J¥会社

生rft必術品会社

鉱業1m究会社

[kl~~n車輪会社

11t総鉱業会社

松山炭鉱

n.td>'l瓜会社

繊維公社

渦決℃綿会社

¥).f'，'紙般会社

満洲溢1<会社

林t'(化γ会社

渦洲地線会社

!}Q業証券会社

"屯~\化ワ:会~I:

:16火造兵所

大U化γ会社

1官iU辿話会社

紙業統制組合

満洲飛行機会社

I~I 渦鉱業会社

渦洲 r縦
小，11
その他

総計

満洲興業銀行'，l{lJ.10・d

資料

斗2



表11II.b 興般金庫貸金先 単位百万閲

44年3月末 45年3月末

貸出額 比 昆 貸 出 予 定 額比重

88 16.4 550 35.5 
95 177 400 25.8 

129 24.0 100 6.5 

取引先

満別林産公社

満洲股業公社

各地合作社&.中央会

(各地興銀合作社

(興股合作社中央会

農地開発公社

議洲綿花会社

綴級組合

満沙i宙産公社

満l1Wjf自公社

水利公会

滋洲捻煙草会社

満桝特産工業会社

満?J<<合板工業

満洲興段産業会社

満洲姪麻紡*it会社

満洲作百長会社

満洲造将公社

満洲毛皮本会社

満洲漁業組合符

満洲鈍淵加 工会社

満洲股只製造会社

満洲紡級会社

滋測隊モ工業会社

大興公司

満II鍾訴事
其の他

合計

原資料合計

小ー致

7
9
8
7
8
A
2
 

6
5
2
0
2
2
2
 

6
2
5
4
5
3
2
 

q
d
q
u

・E

・I
・-
'
l

13 2.4 

02 
1 0.1 

85 15.7 
0.0 

538 100.0 

76 4.9 
70 4.5 
70 4.5 
10 0.6 
18 ¥.2 

36 2.3 
20 1.3 

20 1.3 

30 ¥.9 

15 1.0 

17 ¥.1 

15 1.0 
103 6.6 

0.0 

¥.550 100.0 

v"t 
0 

45年7月末

貸出額 比重

768 32.0 
393 16.4 
376 15.7 
309 ) 
6 ) 

150 6.3 
64 2.7 

表11・11.a 興良金I，I~資金供給状況(判t9米) 単位百万凶

興民合作社

農林水産資金

民業開発資令

其の他資金

合計

345 
399 
172 

113 
1029 

取れ 日本銀行金融関係資料 f金融打線J44.11.30。
長 Ll其Eの{他也資金剣J1は立原附資れでは 渦洲綿帥蚕渦叫i麻附侭問匂待削判仰;司帯叩1将仰制5別刊1丹附I
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表Il・12-a 在満横沼正金各庖別貸出先別貸出調(一口三万四以ム)

(1942年6月末日現在、単位千聞)

特殊紙特殊 其他 fY計特産

(合上巡業)

2.085 
1.564 

22.297 
3.991 
29.938 
126% 

一般商業 鉱工業

(含配給総合) (含上建業)

16.954 3.015 
15.181 66.369 
13.717 13.860 

275 4.138 
46.127 87.383 
19.4% 36.8% 

貿易業
会社

14.715 
6.994 

60 
0 

2974 41.013 

7.897 121.330 
4.014 61.370 
997 13.717 

新京

奉天

日合爾演

営口

合計

1.267 
23.321 
7.420 
4.315 
36.325 
15.3% 

21.770 15.884 237.431 
9.2% 67% 100.0% 

379 15.8 

2.439 
2.400 

39 

資料 日本銀行金融関係資料1516-2.209頁。
原註 (1)上記ーロミ万間以上貸出総計237.431ハ六月木日現在貸出総額267183 

(街為替手形2.191ヲ除ク)ノ88.8%ニ当ル . 

(2)其他ハ誼券業、交通運送業、造船業、金融業、其他ヲ含ム

資料 東北物資調節委員会研究組[19481金融篇.79・80頁 (44/3・4513)および張公繍文.!?R5-8(45/7)より作成・

立 合計の不一致の理由は不明.比屯は原資料合計との比二ぃヲ

45iï~の原資料の合計額は45;6永の貸付金残高に 戸設し工い令。

ポII12-b 正金満洲f守山一般1i1l'.金内訳ぷ(特注a出ヲ除外シタルモノ)

fJt徳)L年)LJ!末現(f 単位千凶

ポlト12・C lE金利洲f守的(除大連) 主~WJ定総合残高公
昭和171J.:9J!30A 111.位千四

新京 稔ヲミ B合爾浜 常口

特殊l畿術関係 34.115 5.782 1.284 1.375 42.556 

円本大筒祉関係 8.686 46.691 719 2.893 58.989 

洋fJ防関係 451 13.867 8.222 400 22.940 

!!み役l喝行関係 2..117 ;>1 ?1~ 16 IS nr.r.9 

満洲・般会社|則係 5.495 35.390 34.569 3.798 79.252 

地l崎商人|剥係 329 3.192 3.109 880 7.510 

滋系|対係 810 1 707 12.991 543 16.051 

~ 41 1.103 1.902 54 3.100 

百十 52.344 128.950 62.812 9.961 254.067 

資料 日本銀行金融関係資料.1578.63以.

似抗当口湖l手前11合計

(1 )特殊機憎問係本項!こur1:したるは日満商事生必 緩勝麻袋会社

製粉協会等貿劫配給に特に密接なる関辿を{1する統制機織に対する

貸出にして大口のもの次の如し 臼満商事930万 生必740万 織崎将

240万 麻袋390万等

(2)河本大商社関係三井 二三菱 大fr 鎖紡以下日本大商社の支応又

は:ltの保証による子会社に対する貸出にして特に大口と回すへきも

の 次の 旬し 三 井650万三益機器490万等

(3)洋行筋 白綿 江 商 '*綿等所司i従来より 当行と銃後関係ある大阪

系有7向に対するa出

(.1)円本 般商社関係 前如何本大商社並!こ洋行筋以外の日本商社に対

する貸出

(5)満洲 般商社関係 前倒特然憾術関係以外の満洲凶法人に対する貸

出なるか同際運舗の1200万等の如きもふ項に計上せり 1t他の大口

としては満治 {;織920万満洲自動~400万満洲工廠430万等
(5)地鳴商人関係 作地地局商人に対する貸出火口 光武商広540万
(7)満系|剥係 本}Itの主要部分;まiltJ坊 製粉厳に対する貸出にして大口

次 の如 し成 余 議235万双合械110万裕n源97Ji 等

(8)後

償祢勘定 金制

特~1!出 35120 
ー般貸付 261.081 
満洲各j山1:1I{.年為替残高 8.134 
バ北支えnr.，{生以州 14之73
jiJiイi公債 19.305 
ffi託金 15.050 
現金 4.450 

合計 357.4 13 

i長務勘定 金総:1
定期?賃金 48.812 
日jp長預金 28.688 
小口当WHi金 14.119 
Jlの他行l金 IO.().j2 

当ffifi越 。
債務小，11 101.661 

芥ヲl債格超過 255.752 
dιh，唱uすιl 357.413 

似性 lE金巾出(ム億円所要のJ.t礎)

特産貸付 Dcc.31 1941 
収口資金 136.0∞ 
泊穀手形 20.000 
大丘証券 7.000 

小計 163.0∞ 
Eur公社 27.000 

合計 190.000 

当年度予想
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引回日間の度年前

一般貸付 Scpt301942 
260.000 

総合計 450.0∞ 

昨年一年間の増加者政六了mAl
320.000 

総合計 575.000 

資料 日本銀行金融関係資料1578.65・6ri.

vi 



t(II-13-a "摩年公憤発行及償還統計'1<. 単位百万四

lり幣公的 32年 33f手 34年 35f手 36年 37年 38年 39年 40年 41年 42句i 43fl~ 

発行額 51 4 8 30 106 150 106 537 230 5.16 .106 

償還額
10 。 39 

残l~~jm減 51 8 30 106 150 106 537 220 5.16 367 

発行銭高 51 55 63 93 198 348 454 992 1.212 1.757 2.12.1 

U本田公{此 32年 33i手 34年 35年 36年 37年 38年 39年 40年 41 ff. 42{f. 43ff. 

発行額 35 10 60 60 45 50 200 200 220 115 20 

償還額 。 。 。 2 4 6 9 11 2 2 3 5 

残高増減 35 。 10 58 56 39 41 189 198 218 112 15 

発行残高 35 34 44 102 158 197 238 427 624 842 954 969 

資料槻承!頃い9481.54頁.

t<U-13・b 歴年公依発行政償還統計友 単位百万四

第IJOI 第2JOI ~3JOI 第4J羽 第 5)01 

[i!l幣公的 32-33 34-37 38-40 41-42 43・45 合計

発行額 51 147 793 776 1.258 3.025 

償還額 10 47 57 

残高削減 51 147 793 766 1.211 2.968 

lJ本側公的 32-33 31・37 38-40 41-42 43・45 合計

'jt行初 35 175 1"0 335 35 1030 

償迎額 12 23 6 45 86 

銭高削減 34 163 428 329 ー10 944 

資料 lW-13aよりft-l&o

1<11・13・c 満制国国債11受売却状況表 単位百万四

年次 満中銀づl受額 先出額 交付或 純購入額 満中銀

A 合計 貯金部 金融綴関その他 買入額 B A+B 保有残高

1933 36.484 36.484 36.484 36.484 
1934 12.754 12.754 12.754 49.238 
1935 1.144 1.120 24 1.342 198 198 49.436 
1936 30.000 9.386 8.200 1.186 996 -8.390 21.610 71.046 
1937 100.000 49.252 47.800 1.452 179 -49.073 50.927 121.973 

小計 130.000 59.782 。57.120 2.662 15.271 -44.511 85.489 
1938 150.000 94.299 88.400 5.899 30.763 -63.536 86.464 208.437 
1939 100.0∞ 11.567 6.442 5.125 1.165 -10.402 89.598 298.035 
1940 505.000 109.933 74.000 19.984 15.949 3.515 -106.418 398.582 696.617 

小計 755.000 215.799 74.000 114.826 26.973 35.443 -180.356 574.644 
1941 230.000 64.214 25.∞o 17.809 21.405 5.633 -58.581 171.419 868.036 
1942 415.000 220.563 77.700 91.215 51.648 21.904 -198.659 216.341 1.084.377 

小計 645.000 284.777 102.700 109.024 73.053 27.537 -257.240 387.760 
1943 345.0∞ 438.814 190.000 163.299 85.515 24.723 -414.091 -69.091 1.015.286 
1944 472.000 815.034 440.000 294.819 80.215 10.335 -804.699 -332.699 682.587 
1945/1・5 398.155 268.410 71.895 57.850 146.530 -251.625 -251.625 430.962 
1945/6-8.15 380.000 。 。380.0∞ 810.962 

小計 1.197.000 1.652.003 898.410 530.013 223.580 181.588 ー1.470.415 -273.415 
合計 2.727.000 2.212.361 1.075.110 810.983 326.268 296.323 -1.916.038 810.962 

資料 東北物資調節委U会研究組[19481.金融篇.附表11.
原註 l本妥は満洲中央銀行業務総の資料に基づく.

2.1941 q;・~に買入れた1.0∞万円には、売却分、銭tft分その他を全て含んでrいる. (意味不明)

3.1942!fュに満洲中銀on引受けた41.500百万闘の内2.708.000聞は.第l田富国債指発行時に民間に売却された。

4.この外に「交付公債J(指定の{氏繕者や受奨者に授与される公債)が298.441.250回あり、満洲中銀の引受を

経由しているが、本衷には含めていない.

44{ド 45{lo 

172 380 

7 。
.165 380 

2.589 2.908 

44f手 45年

15 

8 32 

7 32 

976 944 

合計

3.025 
57 

2.968 

介肝

1.030 
87 
944 
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単位百万閲:%

39年

65 

250 

42 

39 

396 

%
一
川
配

ωωω
一則

38年

40 

305 

満洲国国償資金使途別金額累年比較

% 

13.6 

75.4 

0.0 

0.0 

11.0 

100.0 

持
一
日
制

% 

0.0 

53.7 

0.0 

0.0 
46.3 

100.0 

15 

36年
般会計

投資特別会計

北辺綬興特別会計

開拓特別会計

その他

計

表II・13・e

JUJ;(銀行集会所調査課[1942J.91頁.

満鉄 f年報J及び満日成徳6年12月下旬『予算解説J• 
資料

原資料

比重

14.55 

0.81 

0.15 

4.61 

3.35 
0.63 

2.96 

10.85 
5.42 

5.32 

7.27 

44.06 

100.00 

単位閲

金額

590.000.000 

33.000.∞0 
5.997.950 

186.928.000 

136.000.000 

25.739.300 

120.0∞.0∞ 
440.0∞.000 

220.000.000 
215.776.000 

295.0∞.000 

l787.000.∞0 

4.055.441.250 

満洲国政府発行公的資金用途分続1<

公的種数

9 

7 

5 

5 

2 

6 

5 

3 
4 

39 

87 

資金用途

禰補赤字

源楠偽央行消理四行Jlljl質
事賀補九一八以前政府繍欠

後収鉄路資金

接助偽金融機関資金

各種恩賜金

辺防資金

開拓資金

水力電気事業資金

奴買及i主築官会資金

土木建設寝業資金

投資各特係会社資金

合計

表II-13-d

!A7i氏厚[1948J.55頁.資料

単位百万四会.ìr~jIJf守年末内債現従前iW-13-r 

208 

637 

20 

39{1.:末

内l五If代 {f~入金
82 126 
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特別会Jt
術品特別

l司道建設

臨時国mI述設

監獄

凶作林事業

水tH草生[辿設事業

金鉱精錬事業

ま堅持

投資事業

凶作財産盤理資金

鉄路公債

郵政生命保険

科学試験事業

理木事業

l射拓事業

北辺娠興

人東港建投

総日十

司

454 458 109 348 235 37 198 

南満洲鉄道調査部(194IJ.38頁.

誤舶を訂正した.
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34"ド広
金額 山イ1・郁

28 2.1 
422 32.1 
624 47.4 

16 1.2 

29 2.2 
190 14.4 
7 0.5 

33年度

合鮫 市イf市

6 0.9 
163 23.5 
335 48.2 

o 0.0 
o 0.0 

188 27.1 
3 0.4 

合計

主H沿桟
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I[金銀行
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lE院銀行

満洲銀行

中川銀行

交通銀行

il世銀行

号館Jm利銀行

イ~b1(銀行

満洲回実業部臨時産業調1tJ.. ilI937J.5169U.526-7頁より作flJZ.
1)総計とは愉山特産商、 相桟、火勝、れtl)j}、燐鍋その他への貸出の合計.

2)この去は残高ではなく各年度の貸出総額である.しかもT'}形占検分を俳除した、

純粋のj{rUJ_貸出分に限られる.

100.0 3.045 100.0 1.316 100.0 695 合計
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45/3末
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単位行万凶
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2，934 
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この必のMiには満洲r[1鋭が含まれていないものと推定される.

44/2末

759 

1.173 
287 

416 

191 

539 

287 

3，654 

単位百万四泌酬l川内銀行口IB金の使途日1)内訳

42年末

780 

448 

193 

6 
33 

402 

252 

2，117 

}<11-15・b

尚~資金
r:業資金

l:is資金

政~資金
鉱業資金

特pr資金

Jlの{也資金

計

資料

'11.位百万削Id115-c 満洲小火銀行貸出金の使徒~I)内，J(l1t.定表
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単位行)j問銀行ttlH金JIJ途別11'[，&11 15・d

42年6月ぷ

818 

445 

198 

184 

34 

110 

490 

2.276 

41年末

907 

417 

239 

141 

97 

263 

423 

2，486 

40年末

875 

652 

179 

176 

124 

240 

336 

2，581 

持
一
ωω

163 

74 

43年末

1，023 

826 

255 

428 

145 

532 

255 

3，469 

41年末

588 

387 

237 

10 

88 

218 

203 

1.732 

38年末37年末

478 

85 

45 

9 

36年末

443 

42 

32 

2 

l商業資金

1:業資金

1: il!資金
股業資金

鉱業資金

特派資金

Jlの他資金 651 

1，836 

強公梅文 . 1~R4-3 ， 11μ.
JJi徳五年度(38{下度)は不詳.

42ff:6) Jふは合.1tが・放しないがそのままにした.

この炎の{仇は満洲小鎖を台んでいる.
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安"・16・a 副館別傾金低金銭高2<. 194 416130~ ([ 口数千1.1・金額!II.{立百万凶

ffl金 借入

[J数 金額 % 口敏

7.393.776 756.667 34 1 16.9 2.582.680 

1.700.862 1.432.226 64.5 32.0 108.354 

24713 15.871 0.7 0.4 447 

59 1.255 0.1 0.0 

44 1.045 0.0 0.0 

4.767 14.647 0.7 0.3 

l~Uヒ("-(人
IJ 本人(N(合。;~l!t 人)

ロシア人

英I司人

米rkl人
その他(Ii]人

倒人合d十

回五lt金&.び公的資金

政府

1官公許

金融機|則

特殊及び格特殊会社

一般会社

その他

法人合，汁

その他

総計

9.124.221 

14.987 

62 
2.078 

29.648 

173.137 

220.470 

82.384 

9.427.075 

2.221.711 100.0 49.6 

839.519 37.8 18.7 

0.0 
0.0 

341.870 15.4 7.6 
248.468 11.2 55 

669.635 30.1 14.9 
122.304 5.5 2.7 

2.221.796 100.0 49.6 

38.021 0.8 

4.481.529 100.0 

資料 米北物資制節後n会研究鎚1(1948).金融口.杯1i< 18. 

Uノ転倒n人

満洲l民l人
ロシア人

英lJil人
米国人

その他IIi]人
倒人合;十

凪w金及び公的資金

政府
'1'/.¥ ・げ1¥ム行

金倣機関

特殊及びtt型特殊会社

・般会n
その他

tt.人fTe汁
その他

総J十

47 

7.669 

16.528.140 

13.202 

677 

3.342 
44.829 

55.447 

117.497 

13.204 

16.658.841 

資料 ';J~公-1{文 .1~R3・6.
JJ;(.U: !}lH;，益金Ji}.ノ貸出ヲ合マズ

2.691.914 

0 

101 

225 

963 
11.301 

309 

12.900 

2.704.816 

金額

単位 日数千口・金額(IJJ回

借入

% 口数

44 

1.985.996 
1.217.018 

17.032 

831 

61.4 29.1 

37.6 17.9 

0.5 0.2 

0.0 0.0 

0.0 0.0 

0.4 0.2 

100.0 47.5 

38.0 19.4 
O.。

71.199 

1.654.105 
426 

450 

1.726.182 

39 
100 

241 

791 
11.567 

378 

13.116 

17 

1.739.315 

~<11 ・ 16 ・ t 同時別 ffi金貸金残高1<(満洲中銀) 1944112131現在 単位千凶

ffi金 借入

口数 金額 % 口数
日本l対人(í1'~I~Y 人)
満洲川人(合:詩人)

uシア人

英国人

米間人

その他

個人f.-.n
llil/lll<i>. 
政府

5.042 

3.558 

61 

16 

2 
8.679 

645 

12.836 

3.234.357 

1.320.929 

0.0 

793.522 22.8 11.6 

304.725 8.8 4.5 

898.697 25.9 13.2 

155.983 4.5 2.3 

3.473.855 100.0 51.0 

106.901 1.6 

6.815.113 100.0 

7.107 82.0 

1.206 13.9 

56 0.6 

298 3.4 

0.0 

o 0.0 
8.667 100.0 

632.006 40.9 

0.4 

0.1 
0.0 

0.0 

0.0 

0.5 

388 

金額

431 

870.786 70.0 

366.100 29.4 

2.824 0.2 
1 0.0 

5 0.0 

4.750 0.4 

1.244.466 100.0 

o 0.0 

232.152 
8.141 

2.139.145 40.6 

1.350.650 25.7 

1.446.963 27.5 

87.566 1.7 

5.264.618 100.0 

610.336 

7.119.419 

金額

365.555 33.6 

713.866 65.6 

3.058 0.3 

1 0.0 

o 0.0 

4.955 0.5 

1.087.434 100.0 

243.542 2.5 

7.167 0.1 

5.592.516 58.1 

2.030.032 2J.l 

1.738.769 18.1 

15.246 0.2 

9.627.272 100.0 

602.387 

11.317.094 

金額

7 
2 

o 16.8 
o 83.2 

0.0 

0.0 

0.0 
O.。

9 

39 
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243.542 4.1 
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公金(1":公将)
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特殊及びtl'l特殊会~I:
目般企業
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法人令社
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総，lt-

12.2 
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0.0 

0.0 

0.0 

0.1 

17.5 
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3.3 

0.1 

30.0 

19.0 

20.3 

1.2 
73.9 

8.6 

100.0 

975 

243 

67 

49 
628 

1.963 

3.773 
14.415 

230.411 14.9 1.1.1 

674.057 43.6 41 3 

5.092 0.3 0.3 

1.343 0.1 0.1 

2.420 0.2 01 

1.545.290 100.0 94.7 

76.963 47 

1.630.919 1000 

資料税公綴文‘!1R3・6.
Jt 合計が合わない部分があるがそのままにした.

日本国人(合朝鮮人)

尚洲国人

ロシア人

災同人

米l五l人
その他

% 

個人合，lt-
1 "-lTllt金及び公金

特妹2えび削特殊会~I:
-般企業/満洲同法人

/日本r"l法人

/その他組合

法人合計
3.2 

6.3 
0.0 

0.0 

0.0 

0.0 
9.6 

総11t

資科張公継文:，m3・6.

2.2 
0.1 

49.4 

17.9 

15.4 

0.1 

85.1 

5.3 

90.4 

n本国人(合朝鮮人)

備がH国人

ロシア人

災同人

米11¥1人

その他

個人合，汁

II¥IW金&び公金

日公署

特殊及び市特殊会社

・般企業

法人合計

総計

% 

0.0 

0.0 

資制強公縦文書R3-6.

日本朝鮮人

0.0 
3.7 

00 

q川同人
ロシア人

!A国人

米[同人

その他

24 

19 

326.022 

541 

893 
10.126 

779 

9.531 

21.870 

347.892 

255.421 

1.031.295 

22.731 

6 

2.851 

1.312.305 
1.467 

1.256 

18.261 

20.984 

1.333.289 

3.011 

1.309 
18 

I1 

267 

金制

48.160 

3.820 
4 101 

185 

43 
690.182 

61.130 
234.383 

423.450 

47.257 

115.340 

881.560 

1.571.742 

603.248 57.9 

423.530 40.6 

8.853 0.8 
2 0.0 

9 0.0 

6.767 0.6 

1.042.409 100.0 

135.874 45.3 

0.0 

0.0 

0.0 
100.0 

6.9 

26.6 
48.。
13.1 

100.0 

% 

92.4 

7.0 

0.6 

406 

3.1 

0.2 

00 

0.0 

0.0 
439 

3.9 
14.9 

26.9 

3.0 5.4 

7.3 

44.9 

31.6 

0.6 

0.0 

0.0 

0.5 

77.6 
10.1 

15.378 5.1 1.1 

148.715 49.6 11.1 

299.967 100.0 22.4 

1.342.377 100.0 

96 7138 0.1 
2.11 . 5.592.515 94.7 

7 59.794 1.0 

5 95 00 

7 235 0.0 

395 5.903.317 100.0 

17 603.388 

421 6.506.090 

4.151 

24 

2 

7.154 

689 
5.184 

238 

439 

6.550 

13.704 

6.757 

50.675 

334 

241 

58.∞8 
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1944/12131現在恥位千四

借入

円数金額

77.310 
3.222 

3.954 
427 

3.627 

446 

'11•位千問
n~入

n数

2.977 

86.9 

% 

38.9 

<<，，-16・d rN~別ffi金貸金銭高表{満洲興銀} 1944/12131現在

頭金

円数

241.290 637.872 

82.585 

2.100 

3.6 
4.4 

0.5 

0.5 
4.1 

1.6 

2.0 
0.2 

02 
1.8 

金制

83.828 630 

48.922 36.8 

316 0.2 

17 0.0 

133.083 100.0 

1.601.210 58.6 
996.132 36.5 

54.604 2.0 

78.851 2.9 

2.730.796 100.0 

2.863.879 

116.349 29.4 

273.986 69.3 

1.589 0.4 

o 0.0 

3.595 0.9 

395.520 100.0 

29 0.0 
1.551 1 1 

133.394 98.8 

134.974 100.0 

530.494 

4 

42 

124 

37 
10 

0 

金額

15.362 

5.806 
503 
0 

0 

650 

表"・16・h als別傾金貸金銭"tlJ-l長 1944/12131現(L
h'i金

口数

2.057.406 
14.435.726 

27.248 

&11・16・e 国籍別問金貸金残高表(国内普通銀行) 1944112131現任 単位千四

b'i令 市入

口数 金額 % 口数 金制

i<II-16イ同篇5Jll頭金貸金残高表(正金銀行)

預金
円数

14.758 

11 

61 
() 1 

86.0 

0.9 

00 

00 

90.7 
9.3 

100.0 

% 
nHd
守

'
n
U

内

L
'
t
n
u

00 

46 

55.9 

34.8 

1.9 
2.8 
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0.0 

0.7 

74.6 

0.0 

0.3 

25.1 

25.4 
100.0 

% 

68.8 

26.0 
2.3 

00 
0.0 

2.9 

1.9 
07 

0.1 

00 

00 
0.1 



らユ
個人合計

国政金及び公金

特殊及び単特殊会社

一般企業

法人合計

総計

資料張公純文占R3・6.

19.374 
14 
43 

2.206 
2.263 
21.637 

88.986 
5.639 
7.436 
96.790 
109.865 
198.852 

100.0 44.8 
5.1 2.8 
6.8 3.7 
88.1 48.7 
100.0 55.2 

100.0 

183 

n
u
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u
-
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3
P
3
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金額

1944/12131現在単位千回

借入

口数

390 

表11・16・8 国籍別預金貸金残高表(東洋拓殖)

預金

口数

564 日本国人(含朝鮮人)

満洲国人

ロシア人

個人合計

特殊及び潜特殊会社

一般企業/学校法人

法人合計

総1ft

資料強公級文占R3-6.

655 
2 

12 

667 

% 

89 
2.095 92.0 
181 7.9 

1 0.0 
2.277 100.0 

13 23.6 
42 76.4 1.8 

879 

1.321 
33 

1.421 

ぷ11-16・h 国Jlli別限金貸金残尚表(!Wl浪合作社中央会) 1944/12131現在 単位千四

制金 借入

口数 金額 % 口数

89.8 

2 

7.8 
0.0 
97.6 
0.6 

22.322 100.0 2.8 資料張公権文占R3・6.
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342.553 44.2 43.0 
432.508 55.8 54.2 
775.060 100.0 97.2 
797.382 100.0 

表1I-16-j 国籍別預金貸出残高表(商工金融合作社)

預金

U数

231.584 

52 

金額 % 
25.122 69.6 25.3 
10.530 29.2 10.6 

466 1.3 0.5 
36.118 100.0 36.4 
24.649 39.0 24.8 
38.521 61.0 38.8 
63げo100.0 63.6 
99.288 100.0 

内地人

朝鮮人

日本朝鮮人合計

満洲国人

その他国人

組合及び団体

総計

a
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-
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P
O四

nヨ

守

F
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q
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J
園

内

白

内

Jι
園

内

Jιaa
・

46.951 
278.535 
119.515 
4.483 

資料張公純文i1tR3・6.

1944/12131現住単位千凶

借入

% 円数金額

319.942 
19.654 

339.596 
58.103 
2.279 
50.937 
450.915 

94 
6 

100 78.8 

13.5 
0.5 
7.2 
100 

67 

表11・16・k 国鰭日IJ預金貸出残高表(中国銀行) 1944112131現住 単位下問

頒金 借入

口数 金額 % 口数

63 

金額 % 

69.372 90 
7.607 10 
76.979 100 53.0 
54.098 37.3 

479 0.3 
13.591 9.4 
145.151 100 

金古fi % 
100 日本朝鮮人

中国人

ロシア人

英国人

米国人

その他

個人合計

一般企業

総計

24 

6.208 
44 

6.316 
424 

6.740 金額 % 

日本凶人(含朝鮮人)

満洲It!I人
ロシア人

その他

個人合計

阿川1金及び公金

特殊及び準特殊会社

一般会社

一般|封体

法人合計

総計

資料強公繕文，I}R3ふ

797.521 
11.336.408 

262 

12.134.191 

4.647 
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78.501 13.3 
510.092 86.6 

119 0.0 

12.0 
78.1 
O.。

207 

588.712 100 90 

41.363 63.8 6.3 
3.461 5.3 0.5 
1.532 2.4 0.2 
18.442 28.5 2.8 
64.798 100.0 9.9 
653.510 100.0 

ぷ11・16・i 副館別h1金残高ぶ(!Wl白金W) 1944112131現在単位千四

制金

口数 金額 % 
日本国人(合朝鮮人)

満洲国人(含諜人)

ロシア人

英凶人

米同人

その他

個人合計

公金(官公法)

金融機関

特殊'&び巾特殊会社

一般企業

その他

法人合社

その他

総J十

196.858 
679.744 

738 
4 

14 
877.358 
5.560 
434 

872 
1.749 
12.283 
20.898 
9.431 

907.687 

208.082 60.1 24.0 
138.156 39.9 15.9 

172 0.0 0.0 
3 0.0 0.0 

0.0 
12 0.0 0.0 

346.425 100.0 40 
214.506 43.7 24.7 
119.464 24.4 13.8 

38.961 7.9 4.5 
63.256 12.9 7.3 
54.184 11.0 6.3 
490.371 100.0 56.6 
29.939 3.5 
866.735 100.0 

46.395 
500.241 

546.637 淡11-16・l 国籍別預金貸出残高表(無尽会社) 1944112131現在 単位千四

預金 借入

口数 金額 % 口数

日本国人(含朝鮮人) 8.634 24.613 97 96.8 3.923 
満洲国人 1.010 785 3 3.1 3.356 
ロシア人 1 0 0 0.0 3 
その他 5 

20.631 
203.555 

0 

9.2 9.1 

90.8 89.8 
0.0 0.0 

資料張公綴文書R3・6.

224.186 100 99 

38 1.095 45.2 0.5 
1.330 54.8 0.6 
2.425 100.0 1.1 

226.611 100.0 

128 

個人合計

特殊及単特殊会社

一般会社

法人合計

総計

9.645 

6 
6 

9.651 

資料張公縦文書R3-6.

6 

102 2 1.7 

4.768 95 79.1 
56 1 0.9 
o 0 0.9 
4 0 0.1 

106 2 1.8 
5.036 100 84 
993 16.5 

6.029 101 

33 

25.398 100 100 7.282 

18 0.1 
18 0 

25.416 100 

表11-16・m 国第別預金貸出残高表(大同公司) 1944112/31現在 単位千四

預金 借入

口数 金額 % 口数

満洲国人

日本国人

個人合計
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2 

3.462 90 52.0 
184 5 2.8 

2 

161 
312 

776 

199 5 3.0 
3.811 100 58 
2810 42.2 
6.654 100 100 

金額

27.123 
9.191 。

% 
75 12.0 
25 4.1 
o 0.0 

o 0.0 15 

36.329 100 16 
278 25 1 
846 75 0.4 

1.124 100 1 

37.175 16 
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百万国単位全満主要金融機関知金貸出荷泊減
第1J羽第2期第3期

32~33 34~37 38~40 

21 188 244 

224 206 

244 495 

29 169 

.95 141 

.42 .2 

.9 3 

279 1.012 

11 56 

2 50 

7 6 
20 113 

17 151 

24 5 

41 156 

341 1.281 

-48 
・12

-4 

-42 。
0
0
0
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一四

表"・18・b

預金

満洲中銀A

B 
満洲興銀

内国普通銀行

U本側銀行

中国側銀行

欧米側銀行

全満銀行小計

興級合作社

同工金融合作社

金融組合

合作社組合小計

要事政儲金

郵便貯金

郵政郵便小計

総計

41年

657 

526 

985 

304 

377 
19 

2 

2.212 

108 

105 

21 

234 

229 

71 

300 

2.747 

40年

504 

429 

739 

202 

274 

18 

19 

1.682 

67 

52 

16 

136 

168 

62 

230 

2.048 

39年

719 

594 

569 

102 

203 

17 

20 

1.504 

40 

6 

26 

72 

103 

59 

162 

1.738 

38年

371 

300 

388 

48 

133 

15 

17 

901 

20 

3 

15 

38 

52 

58 

110 

1.048 

37年

260 

224 

244 

33 

133 

20 

16 

670 

II 

2 

10 

23 

17 

57 

74 
767 

百万回

年一

m
m
13 

444 

26 

12 

692 

6 

2 

7 

14 

7 

50 

57 

764 

単位

年一

m
m

q
u
 

II 

382 

34 

15 

581 

2 

6 

10 

2 
44 

47 

637 

金満主要金融機関預金貸出高

34年

103 

20 

285 

53 

21 

483 。

33年

72 

4 

227 

62 

26 

390 。
3 

3 

0 

33 
33 

426 

3 

276 

74 

30 
433 

2 
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32年

50 

表I1-18-a

預金

満洲中銀A

8 
満洲興銀

内国普通銀行

日本側銀行

中国側銀行

欧米側銀行

全滅銀行小針

興銀合作社

商工金融合作社

金融組合

合作社組合小計

郵政儲金

郵便貯金

郵政郵便小計

総計
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貸出

満洲中銀A

B 

満洲興銀

内面普通銀行

日本側銀行

中副側銀行

欧米側銀行

全満銀行小計

興Jlll合作社

商工金融合作社

金融組合

合作社組合小計

総計

41年

758 

416 

1.092 

281 

883 

16 

2 

2.690 

86 

66 
15 

167 

2.858 

40年

872 

470 

1.295 

168 

770 
13 

5 

2.721 

77 
38 

13 

128 

2.848 

39年

871 

667 

790 

99 

510 

15 

11 

2.092 

60 

I1 

19 

90 

2.182 

38年

420 

329 

412 

72 

290 

15 

22 

1.141 

27 

8 
15 

49 

1.190 

37年

212 

184 

259 

57 

163 

18 

30 
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15 

5 
13 

33 
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資料 滋洲中央銀行[19421.資料参考諸統計表8・11r!より作成.

原註 1.中銀のJI1Aは総額、 Bは対同業者勘定調姥額を示す.

2.全満銀行小骨十及び総計は中銀Bfこ依る(成徳元年(1934年)以前はB不明の為めAに依る).

3.成徳7年(1940年)4月以前は興厳合作社は金融合作社、商工金融合作社は金融会の貸出高を示し、

金倣組合は成徳7年5月以降関東州のみ分を示す.

4.欧米側銀行のJIlの成徳元年以前は推定数なり.

5.各幣の国幣換算は各年末相場に依る.

6康徳元年以前の金融会貸出高は推定の資料なきに付記入せず.

lW-19-a 全満主張金倣機関ffi金貸出年末現在高浪年比較ぷ 単位 百万四

預金

満洲国内

満洲中銀

満洲興銀

関i段金J，ll
内国普通銀行

11 本側銀行

中金華民国側銀行

欧米側銀行

*洋拓航会社

金融合作社

金融会

金融組合

興段合作社

商工金融合的:干t
郵政儲金

郵便貯金

無尽会社

大興公司儲務部

関*州内

満洲中銀

満洲興銀

日本側銀行

中選民国債l銀行

欧米側銀行

金融組合

郵便貯金

無尽会社

総計
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ffl金.貸出

満洲中銀A

8 
満洲興銀

内田普通銀行

日本側銀行

中国側銀行

欧米側銀行

全満銀行小計

興厳合作社

商工金融合作社

金融組合

合作社組合小計

郵政儲金

郵便貯金

郵政郵便小計

総計

32~33 

41 

A
H
V
今
'
?
』
内
4
4句

n
U

'
i

・
内
J

34-37 38~40 

80 -416 

40 -81 

-15 -540 

-24 58 

-69 -467 

-27 3 

-3 28 

・66 -998 

4 -6 

-3 18 

3 7 
・9 18 

17 151 

24 5 
41 156 

・33 -824 

。¥。、、

1<11 19・b 全満主主主金融機関紙金貸出額削減1<.単位百万回

第3WI 銑4JUI 第5WI
預金 38~40 41......42 43-45 

5.618 満洲国内

満洲中銀

満洲興銀

興政金w
内国~通銀行
L!;!>:側銀行

'p i弘氏tさl似1)銀行

欧米側銀行

*1宇拓舶会社

金融合作社

金融会

金融組合

興基a合作社

f向E金融合作者t
郵政備金

郵便貯金

無尽会社

大興公司儲哲郎

関東州内

減洲中銀

色情洲興銀

日本側銀行

中越民団側銀行

欧米側銀行

金融組合

郵便貯金

無尽会社

総計
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表1I.19.a

貸出

満洲同内

揃釧i中銭

満洲興銀

!J!!足基金川f

内国普通銀行

U本側銀行

中主主民団側銀行

欧米側銀行

w.t芋t石Hl会社

金融合作社

金融会

金倣翁ifi
興袋合IHt
尚 E金融合作社

郵政儲{!>.

邸便貯金

無尽会社

大興公司{un務部

関Jk州内

満洲中銀

泌洲興銀

[J 本側銀行

'1./1保氏Ikl似'If!H干
欧米側銀行

金融組合

!flfl便貯金

無尽会社

総計

表1119-a 

ぢi金ー貸出

満洲国内

満洲中銀

満洲興銀

輿量益金庫

内国普通銀行

日本側銀行

中華民国側銀行

欧米側銀行

*洋拓舶会社

金融合作社

金融会

金融組合

興農合作社

商工金融合作社

郵政儲金

郵便貯金

無尽会社

大興公司儲蓄部

関東州内

瀦洲中綴

満洲興銀

日本側銀行

中毒華民団側銀行

欧米側銀行

金融組合

郵便貯金

無尽会社

総計
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表1I・19・b

貸出

満洲園内

滋1Jtf中銀

満洲興銀

興益基金鹿

内国普通銀行

日本側銀行

中後民国側銀行

欧米側銀行

'*f判石舶会社

金融合作社

金融会

金総組合

興縫合作社

続1:金融合作社

郵政儲金

郵似貯金

究者尽会社

大興公司儲務部

関東州内

満洲中銀

満洲興銀

日本側銀行

~IJ I良民国側銀行

欧米側銀行

金融組合

郵便貯金

無尽会社

総計
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.437 -380 
5 3 

88 42 
.724 .688 。。
72 68 

60 88 129 198 
-5 .7 -8 -3 

104 ・2.009 -6.680 -11.390 

資料満洲国経務部経済問119451.
註 頬金の関東州内の39ff.・40年、貸出の満洲国内の41年、関点州の40i手の合計が5百万四ずつ

合わないがそのままにした.

37年の総計が満洲国内と関東州内の合計と6百万肉食遭っているがそのままにした.

「制金・貸出Jの符号がぬのものは積金よりも貸出の多いことを示す.
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1(11-19・b

積金.貸出

満洲国内

満洲中銀

満洲興銀

興般金庫

内国管通銀行

日本側銀行

中進言民国側銀行

欧米側銀行

'*洋拓殖会社

金融合作社

金融会

金融組合

興農合作社

商工金融合作社

郵政儲金

郵便貯金

無尽会社

大興公司儲蓄部

関東州内

満洲中銀

満洲興銀

日本側銀行

中言語民国側銀行

欧米側銀行

金融組合

郵便貯金

無尽会社

総計
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41--42 

1.167 
629 
478 

58 40 
-252 
-5 
-13 

2 

27 

a司
令

J
内
正

-92 
15 
151 
4 

-4 

9 

47 
-100 

・3

4 

1.114 

第5期

43--45 

・11.127
・8.610

-1.333 
・1.444
975 

-2.000 
4 

-101 

180 
37 
138 
・13

-9 

・42

235 
404 
796 
12 
2 

-68 

-54 
・3

ー158

22 21 
336 。

31 
-2 
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表11-20 満別国{関東州を含む)対日収支 単位百万四

受取勘定 長手段 1933 1934 1935 1936 1937 34""37 

貿向易・受{織取出超)過
210 219 217 286 322 1.044 
-130 -190 -239 -249 -345 -1.023 

貿易経外常務 458 421 595 716 748 2.480 
134 101 142 172 221 636 

利子及配当 II 5 8 8 10 31 
事業 ・労務利縫 。。 2 
t毎週・保健 12 14 21 20 30 85 
旅行者消費 10 12 18 22 23 75 
政府経費 98 67 91 117 151 426 
(政府経費 ・8託行者消貨計) 108 79 109 139 174 501 
其他 3 3 4 4 7 18 

臨時都 324 320 453 544 527 1.844 
対外投資 292 283 400 477 468 1.628 
対外投資回収 33 37 53 66 59 215 
災他

!日l受取超過 142 256 372 225 329 1.182 

貿同受易及取超貿過易外計 668 640 812 1.002 1.070 3.524 
11 66 133 ー24 ー16 159 

支払刷定 年度 1933 1934 1935 1936 1937 34~37 

貿易(敏人) 340 409 457 535 666 2.067 

貿易経外常部
317 165 222 491 420 1.298 
105 109 139 200 234 682 

利子及配当 55 54 75 88 104 321 
事業 ・労務利益 21 23 27 28 30 108 
海運 ・保健 12 14 16 21 25 76 
旅行者消費 I1 12 13 28 27 80 
政府経費 2 2 2 7 
(政府経費・ 旅行者消費計) 12 13 15 30 29 87 
其{也 5 6 5 34 46 91 

臨時部 212 56 83 291 186 616 
対外投資 40 50 66 57 98 271 
対外投資回収 172 6 18 234 88 346 
其他

n坊決)，1紡外計 657 574 678 1.026 1.086 3.364 

.. -ー・
貸料山本[199忌I.~父ム

表11・21 日本満洲îIi~ .tt!位百万閲

年 -JVl 同II~金送金 正金貸上 合計

39・上 211 211 
ド 319 319 

40・上 258 258 
ド 123 423 

41'上 379 379 
ド 744 744 

42・上 579 579 
ド 763 763 

43'上 713 713 
下 1.079 1.079 

44'上 998 998 
下 479 600 1.079 

45.上 1.500 1.5∞ 
下 1.300 1.3∞ 

実主計 6.951 3.400 10.351 

資料築田[I984J表11より作成.

註 同雌送金は44/9まで、正金貸上は44/9""45/8/9.
然言十が合わないがそのままにした.

1938 1939 1940 38""40 1941 
417 521 469 1.407 485 
-577 ・1.019・1.391 -2.987 -1.024 
1.208 2.049 2.380 5.637 3.024 
393 541 895 1.829 1.429 
8 9 1I 28 13 
25 44 47 116 27 
64 62 60 186 61 

80 80 63 
697 697 1.265 

291 418 777 1.486 1.328 
5 7 12 

815 1.508 1.485 3.808 1.595 
727 1.447 1.448 3.622 1.562 
88 61 25 174 14 

II II 19 
556 1.205 1.140 2.901 1.621 

1.625 2.570 2.848 7.043 3.509 
ー21 185 -251 -87 597 

1938 1939 1940 38""40 1941 
993 1.541 1.860 4.394 1.509 

652 844 1.240 2.736 1.403 
344 516 889 1.749 1.041 
151 207 255 613 301 
66 101 394 561 104 
41 45 49 135 57 

144 144 123 
47 47 457 

47 134 191 372 580 
40 30 70 
308 328 351 987 362 
92 169 169 430 101 
215 159 152 526 206 

30 30 55 

1.645 2.385 3.100 7.130 2.912 

1942 41""42 1943 
593 1.078 694 
-933 ー1.957 -818 
2.766 5.790 2.781 
1.613 3.042 2.029 

6 19 2 
81 108 77 
12 73 11 
65 128 90 

1.445 2.710 1.842 
1.510 2.838 1.932 

3 3 6 
1.153 2.748 752 
1.046 2.608 699 
107 121 54 

19 
1.421 3.042 1.270 
3.359 6.868 3.474 
488 1.085 453 

1942 41""42 1943 
1.526 3.035 1.511 

1.345 2.748 1.511 
1.180 2.221 1.238 
157 458 142 
144 248 168 
29 86 30 
168 291 213 
666 1.123 671 
834 1.414 884 
16 16 14 
164 526 273 
68 169 131 
97 303 142 

55 

2.871 5.783 3.022 

1944 
707 
-393 
2.502 
1.699 

18 
310 
19 
79 

1.259 
1.338 

15 
802 
438 
52 
312 
-831 
3.208 
ー1.207

1944 
1.100 

3.315 
2.181 

97 
374 
23 
351 

1.278 
1.629 

59 
1.134 
308 
232 
593 

4.415 

43~44 

1.401 
-1.211 
5.283 
3.728 

20 
387 
30 
169 

3.101 
3.270 

21 
1.554 
1.137 
106 
312 
439 

6.682 
-754 

43........44 
2.611 

4.826 
3.419 
239 
542 
53 
564 

1.949 
2.513 

73 
1.407 
439 
374 
593 

7.437 

ー、3
o 

、こ3
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'l<1l 22 1940iJ!6月時点総合貸出対照次 単位百万四 .&11 23 194511'6月 時 点 総 合rtllr対照ぷ '11.位百万lAl
政府投資 貯金ffll 満洲中鋭 泌洲興銀 百十

1足 特別会計

特殊tl'特 投資 668 36 8 12 724 

政府投資 貯金部 満洲"t鋭 満洲J(!鋭 例l政金w :?t 
1~ 1] 特別会計

殊会社 補給金 40 40 
社債 10 41 51 

貸付金 10 145 603 758 

特殊削特 投資 1.277 75 10 43 7 1.412 
殊会~I: ~Ij給金 328 328 

社債 87 302 2.701 342 3.432 
mり金 -126 一126 貸付金 5 163 2.015 1.536 3.719 

.1t 708 56 194 489 1.447 
政府 貸付金 73 340 413 

ffiり金 -5 -341 ー42 ー388
J十 1.605 167 470 4.418 1.843 8.503 

mけ金 69 6 8 83 政府 貸付金 244 244 
所有内凶公{伐 67 254 83 404 mけ~ 33 33 

借入金 153 -8 65 -226 所イi内IJil公的 1.034 377 126 100 1.637 
預り金 -135 -135 I:~入金 -229 -229 

.1十 -11 73 451 26 539 Jfiり金 ー25 ー184 .89 -298 
公共団体 貸付金 25 32 27 47 131 ，H 。1.042 437 -192 100 1.387 

lJlり金 -134 -23 -157 公共同体 貸付金 85 20 422 527 
，n 25 32 -107 24 -26 'ffiり金 ー264 -208 -233 -705 

内1!iJ銀行 投資 。 。-179 ー188 。 189 -1 78 
貸付金 272 272 内国銀行 投資 。
1ftり金 -12 -51 -63 貸付金 5.372 5.372 
?員け金 38 2 40 頼り金 -677 -130 -807 
借入金 -259 -259 ffiけ金 290 .67 357 

.H 。 。 298 -308 -10 借入金 -3.516 -1.839 -5.355 
一般 貸付金 232 362 594 。 。4.985 -3.449 ー1.970 -433 

fIiり金 ・債券 -158 -171 -420 -749 ー般 貸付金 1.589 442 2.032 
.1十 。

ー158 61 58 -155 預り金 ・債券 -1.038 -1 1 -1.925 -549 -3.523 
その他 不動庄 19 12 31 J~ 。-1.038 -10 ー336 -107 1.491 

現金地金外貨 14 8 22 その他 貸付金 1.677 1.677 
{也J.li -33 13 -52 預金 -92 -33 -125 

その{也 18 18 動産不動lE 16 .17 37 70 
18 。 。 19 現金地金外貨 。 -39 51 90 

対内!H氏 資本助il: 76 3 -49 21 -149 i也民 103 .-38 2 62 
その他負債項目 -74 15 -89 その他 4 41 22 390 457 

J十 -76 -3 -123 36 -238 JI・ 。 4 1.745 40 443 2.231 
紙幣&. 紙幣 -632 -632 対内負債 資本勘定 -5 8 -152 ヘ125 69 ー342
1"'1 Llilf(i 内i同公債 -410 -410 その他負債項U -4 -52 -86 -429 -571 

外l叫公的 8 -8 J~ -5 4 ー203 -211 -498 -913 
-410 。 -632 8 ー1.050 紙幣及 紙幣 -7.709 7.709 

111主的 fl1'{公債 -254 -254 内国債 内向公債 -1.100 1.100 
日貨社附 59 59 外I同公{此 。
資本金 5 15 3十 -1.100 。-7.709 。 。-8.809 
lit入金 -1 58 158 円貨償 日貨公Ut -500 -500 

所イifl本公債 113 8 121 日貨社債 -202 ー202
，i~ -254 。 45 66 -365 資本金 -1 5 -15 

外凶銀行 日系銀行 58 -59 借入金 -2.891 55 -2.946 
聞界銀 -100 100 所イi日本公的 704 2 706 

治労:1銀行 4 4 -500 。-2.187 -270 。-2.957 
外銀 6 -6 外国銀行 日系銀行 2.660 2.660 。 。 -97 64 -161 戦銀 。

総3r 。 。 。 。 。 家煩銀行 。
外銀 。

資料 l精泌洲鉄道事(rJ;C文字j:訓11:宅119411.第3炎より作成. J~ 。 。2.660 。 0 ・2.6ω
~t 満洲ql銀の日貨{貨の117入金158行万凶は[J本銀行からの{if入令である. 総計 。 。 。 。 。 。

{日本銀行金融関係資料1516・1.3∞μ.) 
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資料および註記

1 )政府投資特別会計は東北物資調節委員会研究組(1948).金融筒.206・9Uの記述による.ただし、

45年6月末の投資特別会計の公債残高が2.114百万四(表11・13・があるので、実際の総資産-は

~に大きはずである.
2)貯金部は尚洲凶経済館経済ii)(1945)による. (ぷ11・5-a)

3) 満洲中銀は吉林金融研究所(1984)資料編、~北物資調節委日会研究終l(19481.金融篇.附表15、

満洲['~l経済郎経済IiJ( 19451による.但し日系銀行への債指は1945年7月の正金への貸付額

(JU北物資測節委U会研究組119481.金融問.50頁}を計上した. (ぷ11・2・a.9・e)

4)満洲興銀の数字は・を付した項目は満州中央銀行史研究会(1988)付ぷ6・5の1945年3月の数字

であり、それ以外は~北物資調節委員会研究組(1948).金融知.附ぷ 15、満洲国経済部経済司(19

451による. (.&11-3・a)

5) !){tJ~金Itllは悦公縦文1fR5-8による. (ぷ11-4-a)

6) r特殊.tI'I特妹会社」と「一般Jへの資産負債の振り分けは、満洲中銀・満洲興銀につい

ては1945年6灯時点の資料がないので.1944年12月時点の比格(弧公綿文書R3・6表11-16)にて

行った.興般金川fについては強公樋文諮問・8(茨11・1トb)の貸付先一覧により貸付金を娠り

分け、 ffl金は満洲中銀・満洲lR!銀と同級の手続によった.

7)満洲'11銀の{JT入金は全て日貨償借入金に計上し、預け金はすべて内国銀行向けとした.

8)尚洲!){t銀の借入金は政府からの借入金以外はすべて内同銀行からの借り入れとした.

9)興脱金仰の借入金は全額満洲中銀からのものである.

第 3章

満業の資金調達と資金投入

75 



表1II-1・a 満洲盃1:業開発貸借対照表 単位百万閲

第lJOI 第 2期 第3期 第4期 段終J~I

38/5 38/11 39/5 39/11 40/5 40/11 41/5 41/11 42/5 42111 43/5 43111 44/5 44111 45/5 

430 515 651 840 1.033 1.228 1.251 1.215 1255 1.335 1.735 1735 1.892 1.916 2.033 

35 61 65 120 188 217 408 514 456 497 437 629 695 1.343 2.141 

169 169 167 

49 69 87 89 94 92 107 83 153 

i69 169 169 169 169 169 169 

1.966 2.090 2.435 2.625 3.032 3.679 4.664 

226 202 244 301 371 417 334 

前
日
一
似

向

U
1
J
v
-
n
3

q
J
F
3
-
r
コpo 

97 50 58 65 

764 1.057 1.272 1.504 1.724 1.798 

負債の部

社依

借入金

投資会社勘定

その他負債

資本金

その他資本

合計

保証債務

事業投資

1，:時洲関係
株式

貸付金

IJJj-.:関係

総式

貸付金

39/5 39/11 40/5 40/11 

30 130 170 210 

190 369 479 664 

13 13 64 64 

4 5 44  

450 450 450 450 

41/5 41/11 
340 400 

753 757 

54 49 

5 6 
450 450 

4215 42ハ1 43/5 43111 44/5 44/11 45/5 
903 966 1.089 1.424 1.774 2.273 2.672 

196 240 319 293 353 522 1.131 

30 34 174 53 49 15 1 

18 27 26 24 24 35 24 

675 675 675 675 675 675 675 

38/5 38111 

81 117 

24 

17 6 

450 450 

56 62 

604 659 

77 91 104 112 122 136 144 146 152 156 157 160 161 

764 1.057 1.272 1.504 1.724 1.798 1.966 2.090 2.435 2.625 3.032 3.679 4.664 

226 202 244 301 371 417 334 

38/11 39/5 39111 
250 384 638 

247 374 572 

310  66 

325 331 322 

267 276 268 

58 55 54 

40/5 40/11 4115 41111 4215 42/11 43/5 43111 44/5 44111 45/5 
902 1.123 1.358 1.498 1.609 1.782 2.155 2.364 2.587 3.258 4.175 

766 954 994 1.027 1.177 1.286 1.717 1.735 1.892 1.916 2.033 

136 170 364 471 433 495 437 629 695 1.3432.141 

320 319 298 231 101 51 17 

267 271 251 188 78 49 17 

53 48 44 43 23 

資料満洲重1:業開発 各JOI営業報告識より作成.

『司
守、

~III-1 ・b 満洲重工業開発貸借対照l~m減表 単位百万四 表111・1・c 満洲重工業開発貸借対照友m減表 単位丙万四

…一制凶器一一錦町
事業設資

満洲関係

係式

貸付金

日本関係

様式

貸付金

第 1.101第2知i第 3.101買う4期蝕終期

221 601 84 580 118 

29 343 89 846 798 

第 l期第2.101 第3.101
38下 39上 39下 40上 40F 41上 41下 42上

85 136 190 193 195 23 ・36 40 

25 4 55 68 29 190 106 -58 

第 4)締 結終期

42下 43上 43下 44上 44F 45上
81 399 0 157 23 118 

41 ・59 191 66 648 798 

169 0 -2 

資p7fの部

有価証券

投資会社勘定

開発費勘定

その他

払込未済資本金

合計

保証債務見返

負債の部

社債

借入金

投資会社勘定

その他負債

資本金

その他資本

合計

保証債務

960 

-55 19 48 -46 7 7 

・53

55 105 293 215 232 220 

-2 15 -24 70 16 ー37

-53 

160 19o 407 647 985 

57 70 46 -84 

169 -2 

24 -6 70 

169 

366 1.590 985 

202 215 -84 

第 1.101第2.101第3期第4.101劫終期

30 310 626 1.307 399 

109 563 -512 282 609 

13 41 -20 ・19 ・14

・13 1 23 7 -10 

38下 39上 39下 40上 40下 41上 41下 42上 42下 43上 43下村上 44下 45上

30 100 40 40 130 60 503 63 123 335 350 499 399 

36 73 179 110 185 89 5 -561 44 78 -25 60 169 609 

24 ・11 0 52 0 ・10 -5 ・19 4 140 -121 -4 -34 -14 

・11 -2 1 0 0 1 1 12 9 ・1 ・2 0 10 ・10

225 

615  14 14 7 11 14 8 3 5 

55 105 293 215 232 220 74 168 123 345 

226 -24 42 

225 

4222  

19o 407 647 985 

57 70 46 -84 

21 45 24 13 2 

160 960 366 1.590 985 

202 215 -84 

38下 39上 39下 40上 40下 41上 41下 42上 42下 43上 43下 44上 H下 4S上

134254263222234140111172 373209223671916 

127 198 193 188 40 33 150 110 431 18 157 23 118 

756  70 34 194 108 -39 63 -58 191 66 648 798 

6 9 -2 ・1 ・21 ・67 ・129 -51 -33 -17 

9 -9 ・1 4 -17 -66 ・110 -29 -32 -17 

・3 ・1 ・1 -5 ・4 ・1 ・19 -22 -1 

第 1M 第2期第3期第4期 Ja終期

973 424 1.477 916 

620 292 629 118 

354 131 848 798 

-33 -247 -51 

・22 -205 ・49

-11 -42 

資料 'l<IlI-1-aより作成. 資科表IlI-l-aより作成.
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『よ3

00 

第 4期 庖終期

42/5 42111 43/5 43111 44/5 44111 45/5 

169 169 169 169 169 169 169 

1.255 1.335 1.735 1.735 1.892 1.916 2.033 

7 6 6 7 8 8 11 

456 497 437 629 695 1.343 2.141 

169 169 167 

34 43 44 

53 21 80 

第 3W1
4115 41111 

単位百万国貸借対照表il潟洲車工業開発

1.215 
7 

514 

1.251 
5 

408 

40/11 

1.228 

5 

217 

35 

36 

45 

24 

35 

23 

26 

33 

21 

11 

21 

10 

20 

8 
14 

6 

14 

8 

10 
9 

5 

10 

A姐
号

t
t
'
i
A
3

司，， 18 

0 

0 

4.664 

334 

40/5 

1.033 
5 

188 

11 

0 

。一川
一叩

840 

4 

120 

651 

3 

65 

12 

0 

0 
3.032 

371 

14 18 25 21 

。。
一畑一m

29 

0 

0 

1.798 

29 

0 

0 

1.724 

26 

0 

0 

1.504 

26 71 

0 
0 

1.057 

26 

0

0
一例

14 

。
一例F

D
 

資産の部

払込未済資本金

布価証券

固定資産

投資会社助定

側発費勘定

未収入金

仮払金

受取手形

銀行勘定

郵政儲金

掻替預金

現金

合計

保証債務見返

1<111-1・d

39/5 3911 1 40/5 40/11 41/5 41/11 42/5 42111 43/5 4311 1 44/5 44/11 45/5 

30 130 170 210 340 400 903 966 1.089 1.424 1.774 2.273 2.672 

190 369 479 664 753 757 196 240 319 293 353 522 1.131 

13 13 64 64 54 49 30 34 174 53 49 15 1 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 

1 2 3 3 3 5 11 17 14 10 9 11 7 

2 2 1 1 1 1 6 9 12 13 14 22 16 

38111 

117 

24 

4 

間

刊

例

9

河
原
一mM

675 

37 

88 

5 

21 

2.435 

244 

675 

35 

83 

6 

21 

2.090 

202 

675 

34 

73 

15 

21 

1.966 
226 

450 

33 

63 

12 

27 

1.798 

450 

32 

51 

12 

28 

1.724 

450 

30 

47 

10 

24 

1.504 

450 

29 

37 

7 

31 

1.272 

450 

27 

27 

5 

31 

1.057 

450 

26 

16 

5 

30 

764 

450 

25 

16 

3 

18 

659 

15 

0 
450 

24 

13 

2 

16 

604 

負債の部

社債

借入金

投資会社勘定

諸預り金

未払金

仮受金

未払配当金

資本金

法定積立金

)}'J途積立金
前期繰経金

当期純益金

合計

保証債務

81 

3815 

各期営業報告書より作成.満洲重工業開発百科
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満洲興鉱{抹}

(紛，)附手O~暗鋼所
取辺泌問先(昧}

{線}本渓i1Il首長鉄公司

本i買湖特妹鉄鋼(嫁)

満洲炭鉱{係)

J;\~炭鉱(稼1

n側総鉱(線}

i'G1e炭鉱{腕:)

笹山炭鉱{保)

北東t.Jt鉱(綜}

礼貨炭鉱{腕:)

浅草査炭鉱{妹)

営以子炭鉱{総}

E車普段鉱{徐}

1鴨東炭鉱{線)

満段坑木(扮:)

満洲石炭工業{係}

満洲純金属製造{練}

尚洲1fゎ?b(除)

安Jl[c金属(綜)

満洲軍事土鉱業

尚樹1ft合金工業(係}

満別鉱山(腕')

満洲鉛鉱{係}

満洲将軍量鉄鉱(係)

満洲金鉱

i輔制化J&工~(聞
大陸化学工業(械)

1高段工業(隊}

満洲火事E工業(椀')
満洲飛行機種~ì宙(除}
滋洲自動車!I:l洛{綜}

伺事1自動JIl工業(除}

満洲iIIII(，機)
尚洲工作機械{線}

満洲ボーリング{除)

(綜}渦洲工廠

凶自1鉄山(綜}

総焔鉄鉱{腕:)

鞍山高級炉M
{係}阜新製作所

治山創作所

UI利工業

日満鍛工(締'1

西湖洲鉄道

飾西鉄道

満洲型転引1M明治

t椅洲tI~(綜)
満洲tt金{腕:)
満洲官直気修埋{線1
満州関係合計

満洲i!:!額

日M汽船{妹)

日本鉱業(線J
(綜)日立制作所

881化学工業(線}

日本水産{線}

日AQ動車(係}

日本Bi~緩桜(線}

臼MA林工業(係}

目立旬カ{採}

中央土木{妹}

臼本illtmi(綜l

盟国主一一
日本関係合計

臼本差額

公rUE・
その他

有価箆券t曽減合併

有価値券J!I~î豊富匝

<'<111.2 c 

F
3
q》

q
ぜ

《

H
v
o
w
-
a
'
3
?
ι

・』

'
3
p
h
u

、“内''・
t

1

1

・

t

t

ー

。。
n
u
v
n
u
'
a
'
a
'
a
-
a
に
J

ζ

J

6 

。

。

《

H
V
P
、i

・令‘“

AWd
，，、“，、
J・

単位百万冊

費¥1則 首~ 2期 気 :1朔 ;s4則 lft終1044/11. 431ι 
38F 39上 39下 40上 40下 41.1: 41下 42上 42下 43上 43下 44上 44下 45上 45/8 4518 

湖洲興鉄{例:) 503 .28 41 
{係)昭和割鋼所 25 25 25 25 1∞ .283 
東辺道開発{線) 7 7 29 22 28 23 10 14 .139 
(例，)本ili制t量鉄公司 40 40 .80 
本f克1制符鉱鉄鋼(鉱) 10 
満洲炭鉱(腕;) 16 46 ω 56 75 .199 。

ー2
阜新炭鉱(線} 155 。 22 22 22 22 
宣車問炭鉱(鉱} 98 。 24 24 24 24 
西安後鉱(線} 59 。 11 
釜山総鉱(腕:) 50 13 13 13 13 
~tJIIWl鉱 (併:) 46 。.46 
M座決鉱(綜} 13 。 13 
i費減自足)1;(綜} 7 7 24 7 
営滅子炭鉱(線) 6 。
E・0炭鉱{除) 15 
織票炭鉱{係) 7 3 
制炭坑木{係) 5 5 
副司掛i石炭工業{線) 3 
満洲事正金属~;量(悦;) 6 6 13 30 59 
制静H1f~シ?b(係) 15 
'PJ駐車宅金属{係) 13 13 13 
満洲量豊土鉱業

制掛1縫合金工業(除} 6 
満洲鉱山{係) 13 13 13 30 20 25 25 
満洲鉛鉱{綜) 18 8 51 .77 
湖dti特殊鉄舷(鉱} 2 2 5 20 30 ー59
制掛H金量E 。
l明織化成工業(腕:)

大路化学工業(妹} 2 
f~~提ヱ業{民) 3 
満洲火凝工業(係}

満洲飛行機興逸(鉱} 5 5 10 20 20 20 10 10 25 5( 50 
制洲白動車製造(隊} 25 25 25 
同和自動車工業{際) 2 11 11 .25 
糊洲Jflll(傍:) 42 .3 6 
渦洲工作II~(鉱} 19 。 。 。 。 。
満洲ボーリング(妹}

{係)満洲工~ 8 4 
協1日鉄山{紘) 4 
純姻銀鉱{併:) 36 ー36
鞍山高級炉<<

{鉱)1革新興作所 4 -4 
尚IIJ興作所

協』泊工業

日満鍛工{線}

~調理洲鉄道
錦両鉄道

満洲型軽'JIJI(製洛

調崎洲IU (徐}

湖洲奴金{修係理){腕i
。 。 .5 

満洲事電気 } 

満州関係合計 73 127 198 193 188 40 33 150 110 431 18 157 -3 Ilf 44 21 
尚洲~鎖 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 27 
日ff.汽船(鉱) 24 [ 

日本鉱業(株) 12 .2 。 。 -6 -10 -27 .32 .17 
(腕:)臼立製作所 。 7 7 3 17 .10 .26 40 
BK化学工業(除} 。 。 。 。-15 。 .6 .42 
8本水.8:(1*) 。 。 15 。 。 .6 .6 .18 
fjB:白血hl恒(悦:) 。 。 。 。 。 。.14 。
日本8lJS 11111 (1*) 。 。 6 
臼Ifl亀林工業(1*) 8 .2 。 。 .5 。
日立tItカ(妹) 。 。 。 。 .3 。 。
中央土木{紙) 。 。 。
自4'illt脂(1*)
{鉱}日1f:

日本関係合計 12 8 7 4 .17 .66 110 .29 .32 .17 。 24 
日本II理由 。 .2 。 。 。 。 。 。 .3 3 。.24 

公IU正・ 。 。 。 。 3 。 .3 。 。 。 。 。 。
その他 。 。 -2 。 。 。 。 。 。 。 。 。 3 
有価証券f骨減合計 85 136 189 193 195 23 36 40 81 399 。157 23 I1 
1i価値券t割減量E鰍 。 。 。 。3 。 3 。 。 .3 3 。 。

表日ト2.bi両世HiIl工業開発綜式会役 所UnØiIH~. J!I~

8~ 

4 

~1Il-2・aより作成.資約宮'(111.2aより作成.資F司
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1(111・3a ..洲重工張問Jt 貸付金擁~妓高 単位百万個

調~ 1 M 買~2M 11'!3則 郷4M

38，15 38111 39/5 39/11 4015 40111 4115 41111 4215 42111 4315 43111 

ー蝿S刊Ie鉱(t:l、}
{綜}昭拘Ie鯛同時 10 40 51 70 98 155 

.:辺iII開発(t:I.) 6 11 7 7 23 26 37 56 

(t:I.)~I.MØ鉄公開 54 S4 75 I∞ 43 ‘8 48 

~i貫糊純除鉄鋼(t:I.)
a崎洲m・t(紘} 7 20 43 56 17‘ 205 188 180 。

..，tttl:(綜}
3 
2 

宣車問決鉱(t:I.)

内'氏以鉱{除}

I!LlJ燐鉱{弘}
34 34 

~t.~崎tt.(t:I.)
Il質成tI:(臥)

3 5 

1貰~決鉱(11.)
6 

営械fI，見鉱(倒、}
4 

B・IH地鉱{臥}
5 

l帽M炭鉱{紛ら}

..伐1Ji，f.;(除)

満洲(j自足工幾{除)

量調。判事E金属Jlifi(綜) 13 16 29 35 39 42 鈎

-咽洲l'・1シ?h(銚}

資Jk純~~‘(例:)

首唱洲唱Eム鉱泉

機d!I健合金工.(鉱}

備制鉱山{綜} 14 1I 25 25 22 4 4 

国唱洲鉛，，(除)
9 15 

-時掛i怜11鉄鉱{鉱)
s 15 30 

湖d!I金r;;

i輔副‘{ヒ成工穫{侠}

人限化'11:.(肱}

，.-占拠工業{豚}
2 

満州火』匹工.(m
.-ott飛行償興jfi(瓜} 10 12 6 6 17 11 11 11 

ー崎d司自量hlll'Us(t:;.)
9 17 2 B 

間拘n."lItエ寮{悦} 10 10 10 10 10 10 

6司6制.!・(肱)

尚d!IエfHI械(11.)
8 14 

ー両側ボーリング(t:;.)

{臥}満州llll
Ilif廿鉱lh(休}

nm臥tI:(休)

被ll"鳴級I1'M
(臥)1;¥flit2f¥，冊

尚Ih~ f1 I~1
l晶~1I 1.後

1I抽Qtnr.(t1.) 
自満州鉄道

'町内飯沼

制酬明!'!'JIlIt'唱i世
測掛!UI獲(除}

尚樹ilt金(f'I，)
泊。刊lIt~dJ l'I'(l1.)
a局側関係合計 62 132 166 366 476 435 ぬ9 464 

画調洲，;，.1 3 2 5 3 .14 .26 

日fUl曜l(t¥)

11+・2穫(r.;.)

{仇)11立t2f1所

[1Stヒザ.1:襲{臥}
.7 .9 .9 

U4:白*H(tl.)
6 ←S s 

[lR:f!動劇(tl.)

[]..j.:氏自E縄lQ(t1.)

[J1l"HJ:事;(11.)

日立.'J(tt)

'''IIU:本{除}

日本油断{仇}
s .5 

t¥)BR 
.7 ←20 。20

u+関係合計
19 .41 寸l

公I14fa2tpts・n 
55 54 53 48 44 43 43 43 41 

壬のkll
貸付金合計 62 132 166 366 476 43s 鈎9 464 

貸付金>>制 58 58 57 51 41 38 20 13 26 

:" 314L233吋付金の糊 が伐になっているものがあるが・こ川日酬代に既に附した貸付

9宣高を.ltllせずに.38lflln時点の峻高をゼロとして表示しているためである.

CJ3 

1(111 3 b 満州ifi工護側充 貸付金増b( !d位百万rlI:

~.冬期 言1IJQ1 冒12期 割 :IJQI 冒，.，JQI .U~ JQ! 

H危 44111 4S/5 4518 
1.280 

38下 391: 39下 40上 ‘0下 411: ‘tド 12土 42ド 43上 43l' H!' 44ド tS L 43/5・4518
a調州JJ鉄{旅} 1.2ω 
(11.)町HIIJJ問所 10 前1 11 初 21也 56 .155 
嘩!ilJ必問先(t'l.) 6 s .4 16 2 12 111 .56 
(tl.)+i提t鯛IJ骸公明 54 22 2S 。57 s .48 
みf買I制約係鉄鋼{篠} 3 

49 。埼洲綴t:;(綜} ー; 13 23 13 118 31 .17 8 一1鈎 19 

61 li¥l!ilJll:(綜} 3 58 

81 u同級怠(鉱} 2 79 

8 l!i'lef.足鉱{綜} 7 
省LlIIJlt!;(鉱} 34 33 

18 jtMf.時鉱(依} 16 

8 ILJ時総量~(締:) 3 2 
6 i買械炭鉱(綜} 4 2 .2 

19 常総向調舷{依) 4 15 
7 ~(f品t鉱(鉱} 5 2 
12 F何'同級鉱(係} 12 
51 満悦lil木(係} 51 
6 渦掛!l3~貫工業{鉱) 6 
37 満掛{純金h‘~ifI(係} 13 .11 14 13 6 4 3 9 .14 

35 満洲1f*シゥι{綜} 35 

163 'leJ1(t1金属{綜) 163 

22 事蝿掛1"上量!. 22 

20 満洲崎合金工集{篠} 20 

271 調6i!佐山(綜} 14 但3 .3 18 3 .18 2&6 
調dtfllr.(傍;) 9 7 15 
E埼dtf将軍L鉄鉱{綜} s 11 15 -30 

54 満州金量: 51 
21 t何織{ヒ良工蔓{紘} 21 

.k~豊{ヒ"'f.工業{綜} 。

s 1高級工業{綜} 2 7 
IIIIlII火fi工.(1:主} 。

103 111 6i!飛行Il~ifí(総} 10 2 6 10 .6 92 
36 1116i!0 .".lIifi(録} 9 s ー16 6 28 

同拘臼動車工業{味} 10 .10 

62 IIIdtfJlIl(鉱} 62 

55 前dtf工作III嘘{隊} s 5 11 
満dtfポーリング{篠} 。

301 (t;.)満洲ヱ廠 30 

4 t畠卯俄山{徐}
‘ 

絢畑宣1量!(締;) 。

戦山高級炉u 。

;! {線)1;¥斬製作所

満山創作所 。

協和1ヱ然 。

日制鍛工{除) 。

何尚洲鉄道 4 
錦内鉄道 。

制dtf厳'JlJI(IJ，l洛 。

h調dtflll集(腕:) 。

E調訓1ft金(綜) 。

制dtf耳t気修理(篠)

2.535 E肩dtf関係貸付金t曹dl合計 7 55 69 35 E∞ 110 イl 74 .46 。 。 。
c c 

2.071 
満洲}J額 。 6 .2 2 .11 .12 。 。 。

日B:f{紛(徐)

日本量!.(鉱}

(m日立句作所

BR:化学工業{綜} .7 .2 

日本水車{綜} 6 2 
日夜自動車(t:;.)

日本lHJ.縄lA{l:i;)

BR."tf工集{篠}

日立lItカ{鉱)

中央土木(t:t.)

f1+他府{鉱} .5 
(t;) 86 .7 .13 
日本関係貸付金IIb盛合計 。 。 。 。 。 。 .19 22 。 。 。 。

【f 
日ふi'UI .3 .4 4 。 。 。 。 。

公fUI・
その他

貸付金t胃滋合計 7 55 69 35 2∞ 110 .ω 52 .46 。 。 。
( [ 

貸付金1t!/'.o(?，I額 3 。 .5 10 .3 2 .11 .14 。 。 。

資料 尚dtf~車工業側~各問営来線倍.及びlWI6より作成.
11 ，*，， ~lIAØ鉄公町の40年上期のüは営11.銀管・の『役資 ノ主ナル移動』では401ド J:.JQl5百万卿. ~O年下期~9百万別であるが.

rw茨の方ではF可否を40年上期にまとめておよしているのでそちらに従った.
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1'(111-3 c 証明洲.工業開発 貸付金.ltlTi 単位百万即
1<111 4 a 満州政工察側発 俗資1I1i:"高 11¥(生百万w

第1)明書~ 2M 貫~3M ;s4期 11ft終期
;sIM 胃~ <! M 第五期 買14糊 1ft悦朗

-崎洲~依{伺よ) 1.280 38/5 38111 39/5 39111 4015 40111 41/5 ‘1111 42/5 4VII 43/5 43/11 44IS 44/11 4νs 4Y8 
{徐)IIB卯蟹綱同時 40 59 98 尚洲興鉄{綜} 1.755 
lI!辺道開発(鉱} 7 30 .37 {綜}附111潤鋼所 133 158 183 193 223 234 254 282 338 
{供}本波情1:J鉄公開 75 .27 .48 東辺ilil綱~(IIt.) 14 48 75 99 122 149 165 176 195 
.j.~""持続I鉄鋼{線} 3 (録}本I買糊煤鍛公冒1 40 94 94 115 140 123 128 128 
-崎洲倹11;(線) 167 6 .131 本渓j制t.t際鉄鋼(係} 13 
1).肝炭鉱{侠} 61 制洲f，)!鉱(徐) 116 189 268 356 474 505 488 480 3∞ 149 
..問炭鉱(際} 81 0.1括主将鉱(銃) 158 281 F可安炭鉱(徐) s 鶴岡I，)I~(徐) 101 251 
~山S質量t(綜} 34 .33 価安保~(除} ω 78 
北東炭鉱(係} 18 I+i山総鉱{隊) 50 97 109 101 
ILJ匪線量.(侠} 3 6 ~tJH昆鉱(掠) 47 18 f買械t時鉱(続，) 6 。

礼貨車超低{篠} 13 13 15 17 33 
常総子決鉱(e:;.) 19 波誠伐鉱(隊} 11 19 42 50 "o炭鉱{綜} 7 1雪純子銀鉱{依} 10 26 1伺111炭鉱{線} 12 "lJ静t ・~(悌:) ぬ 22 .lU足抗4、{係) 51 I制1Ilf，)!鉱(線} 22 
湖掛{石倹工集(臥) 6 満後続本{綜} 5 61 
ilQl1!i健金属型建泡{徐} 29 13 .5 満洲石炭工業{保) 3 11 
..efi7'・4シ1)&(除} 35 満洲事E金属製造(線} 37 62 ω 94 107 113 118 120 129 174 
安束事E金属{鉱} 163 画蝿掛t7f事シqι(倒、) 50 
銅剣11よ量~~ 22 'i<J担純金風{係) 188 
満洲僚会金工~(除} 2Q 園町miWよ鉱策 22 
首崎測量Z山{隊) 25 21 266 満洲縫合金工業(係) 26 
..dit鉛k(鉱} 9 .9 満洲鉱山{係} 38 64 91 107 125 150 172 154 154 421 
満dit純n鉄量~(臥} 15 .15 満洲鉛ti:(依} 26 33 
前dit金鉱 54 満洲特妹鉄鉱(徐) 14 45 ω 
南俗化成工.(tI;) 21 園高洲金鉱 54 
.k後{ヒ"t工業{係) l帽満化成工業(1;¥) 21 
川俊工業{除} 6 太俊化学工業{初、) 3 
満洲火事E工業{隊) 1高段工業{綜} 3 5 13 
純抑1飛行自直創造{除} 6 5 92 満洲火娘工業(線} 。
尚掛l自動車製造{係} 2 34 測洲飛行慣製造(際} 10 30 52 

“ 
8G 97 101 111 111 278 

I司利自動車工業(併;) 10 。 .10 湖掛in動車製泡(係} 25 25 25 25 25 34 42 52 58 111 
.-4刊lfll畳(!牢} 62 同和自動車工業{嫁) 4 15 25 36 36 10 10 10 10 。
悦洲エf1t1餓{飾、) 8 46 訓話fl.tI(係} 42 39 45 ‘s 45 45 107 
~ditポーリング{綜) 満洲工作機~(線) 28 33 71 
(昧}満ditエ.fIl 30 尚洲ポーリング{係}
h島如鉱山(除} 4 {係}測dH工廠 42 
..t圃量UZ(隊} "，拘鉄山{保) 8 
微IlJ高級I1iM .~銀鉱(昧}
(瞬、)0新興作所 鞍山病級炉H
前山製作所 {係)1，'¥紙製作所
凶拘工衆 憐ùl~ll二所
日尚貫主工{綜} 凶事』工業
内満洲鉄道

目減量電工(綜}
例同鉄ili 丙満洲鉄道
.-dit埠fijllll製t宙 鈎~fl.ili
満洲鶴来(際) 満州埠tiJlll!tM.I
鈎掛i奴金(n;) 満洲鶴来{掠)
由理dit電気修理{際l 満洲It金{綜} 5 
尚洲関係合計 359 143 2.025 織掛i電気修E唱(悦)
S高milJ飯 満洲関係合計 381 635 8ゆ7 1.120 1.3ω 1.503 1.612 1.796 2.181 4，467 
rJAi'¥紛(依) ‘縄洲~領 3 4 4 4 2 5 3 14 26 
n本量H~(憐} ロ互i!i'{~l(除}
(綜}目立製作所 日本1::礎(係} 94 92 91 91 91 85 76 49 17 
1Il'l:1ヒヤ工業{悦} .9 (綜)目立製作所 49 56 59 76 66 ‘。 。 。 。
[J本水I{(際} .8 臼8i化学工農(1*) 63 63 63 48 48 42 7 9 9 
IlK自動11[(鉱) 日本水1f(除} 44 30 30 30 24 18 6 8 -8 
臼 ~KJ黛縄線(t1.) 日産自動$(腕;) 15 15 15 15 15 。 。
08:.林ヱ集{隊} 8本K.煩繍{除} 6 。 。 。 。 。 。 。 。
11U電力(妹) 臼B.~j工業{保} 。 s 6 6 6 。 。
'1'央土.f，;(除} 日立亀)J(綜} 3 3 3 3 3 。 。 。
rl本油I1j(砿} -5 ゆ炎上本{線} 。 。 。 。 。
(1;¥) B8: 20 日本油脂{綜} 。 。 。 。 。 。 。 5 -5 
日本関係合計 41 i除l日R' 。 。 。 。 。 ，7 .20 20 
臼本差額 日本関係合計 275 268 267 271 254 188 59 8 24 
公債II・ 日本3字紙 56 54 53 48 44 43 43 43 38 
壬の他 公債Z正・
貸付金網泌合計 359 102 その他

¥.l(・1金.It!/I(iHD 役貨合計 656 ω2 1.164 1.394 1.618 1.691 1.6∞ 1.845 2.198 
綬責.iUf 59 58 57 48 38 38 20 13 29 

資料反1113-bより作tt.
貨F司 .I.l1II・2-a.3aより作TX.
H 日本側企業で残高がnになっているものについては.lUl13 aの註鯵由11.
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telll 4・b 泌洲重工夜開発 12資ItIcli '11位百万個 }(1I1 .1 c li南側線工費開発 段賞t曹滋 Illt主訂IifIC

第 IJIII ;sZ矧 ;s:I矧 ;s4JQ! II終期

38下 391:: 39下 40上 40下 41上 41下 42よ 42下 43上 43下村上 44下 45上 4315.4518 気 l 則冒~2 JQI 寄¥:I)QI ~4 則 IJII終期

画崎d+I'唱鉄(紛~) 1.755 満洲~II.(除) ).755 

(鉱)OB拘製鋼所 25 25 10 30 11 zo 28 56 338 {腕~)II{I f日~鋼所 90 59 守282

東辺道関l!(綜} 34 27 24 23 26 16 12 18 195 東辺道DII~(ft) 108 54 .176 

{係}本i買t鍋If.鉄公明 40 54 。 22 25 .17 5 。 .128 {除)""'1貫湖If.II.公司 115 13 128 

本渓1錦将鉱量1鯛(続~) 13 本漢詩崎将~依鯛{鉱} 13 

満州倹li:(徐} 73 79 88 118 31 ー17 .8 .1鈎 .152 続掛l/，il鉱(除) 358 6 332 

Ot育自超低{綜} 158 122 。lit足鉱{鉱} 281 

筒岡高超低{綜} 101 151 筒同tUt(依) 251 

的安線量!(侠} ω 19 西安政~(n) 78 

?};山炭鉱{綜) 50 47 13 .8 密山線~(tt) 97 4 

~t照炭鉱{係} 47 .29 jt.~提t:(臥} 18 

礼JH足量~(~) 13 。 3 2 16 礼貨侠鉱(依) 15 18 

i貫械t足量i:(瓜) 11 8 23 8 1貫減伐量!(I'I'.) 19 31 

常減子炭鉱(隊} 10 16 営戚rm鉱{係) 26 

瑚(1炭鉱{鉱} 20 2 
1輔lIH定量i:(係.) 22 
目場後続本(線) 5 56 
-地洲石炭工業(鉱} 3 s 
高埼d+lft金属製造{紘) 26 18 14 13 6 4 3 9 45 
尚d+l1f*iンウム{除} 50 
安束事E金偏(~) 188 
創出I!O土鉱業 22 
尚d+lft合金工.ll(綜} 26 
.，.I/II鉱山{鉱} 26 27 17 18 25 22 一18 。 266 
尚d+I民}鉱{悦} 26 7 33 
百崎洲符銑鉄11;(続~) 2 。 2 10 31 15 会ω

満州金鉱 54 

瑚f1t:R鉱(怖、} Z2 

南東炭鉱{除) 22 

a両E買杭..j..(締:) 61 

納骨HEl足ヱ綾(ft) 11 

満洲民金U‘~~(tt) 71 13 54 

満州マf~刈ι{係} ω 

安束事E金胤{係} 188 

E高洲鴨上位穫 22 

高崎州ft合金工司~(~主} 26 

必1II!t:山{依) 88 29 2ω 

t縄開鉛Si:(紘} 26 .26 

百四洲将軍t鉱量:(n) 42 .45 

B高1fflflll: 54 

州告書化成工業(鉱} 21 
大険化学工業(抹} 3 
1高級工業{鉱} 。 2 2 8 

l旬渦{ヒI，~工業(臥} 21 

大限{ヒ"f.ヱ集{依} 3 

1南淡工業(紛ら) 10 

湖d+I火~エ.ll(銚}
品調洲飛行樋側海(紘} zo 22 15 ぬ 10 4 10 。 167 
ぬ6司自動車剣洛{紘} 9 8 9 6 53 
問自11)動車工集(m 11 11 10 。 25 。 。 。 .10 

-拘dillIlI(鉱} 42 .3 6 。 。 。 62 

横ðìI工作II~(鉱} 28 5 41 

洲洲火.lIi工業(紘)
満洲飛行自慢製造(鉱} 76 25 167 

湖洲nJl;Jtt賢治{綜} 27 59 

何事1臼動1I(エ.ll(綜) 32 .25 .10 

ぬ!I!I1fl1l(鉱) 39 6 62 

ぬd+I工作自民健{係} 28 46 

満州ポーリング{鉱} 。 。 。 。
{鉱}満州工脳 42 
~f口鉄山{係} 4 。 。 。 。 。 。 。 4 
総鋼鉄鉱(ft)
鞍 LlJ高級b・H
(綜)1語紙興作所 5 .3 

尚111興作所

協fll工業

満洲ポーリング{係}

{係)I縄州工紙 42 

t晶卯鉄山{綜}
。 4 

飽鋼鉄鉱(鉱}
。

5:山高級かM 。
{係)(，1術開何・J荷 2 

満山興作所 。
協拘1工業

。
日制服工{鉱} 日尚縄自主(紘)

。
色満州量1道 4 ~尚d+I鉄道
働尚鮫道 剣術鉱ili
S時掛i愈引事唄.rfj 尚樹{曙ti) I Jtt~.rfj

置崎diI箇寮{銑} 調tffltl.ll(係)

ぬ洲It金修{綜E}望{綜}
s 

前diI司t気
~ðìI関係合計 254 262 223 240 143 109 184 385 2.287 
満洲差額 6 2 2 .11 .12 

満州t:金{綜}

制diI需E気修用{綜1 。
調掛i関係会lt 979 436 2.672 

続IiiItl月額 .S .12 

UK汽車l(紘)

[I，j..鉱業{係} 今2 。 。 6 .10 .27 32 
{係)目立製作所 7 3 17 10 .26 .40 
口鶴化学工業(紘} 。 。.15 。

ゐ6 .48 .2 
' 

[]本-"'8'(悦) 15 。 。 6 6 .24 2 
日夜[1111"[(桃} 。 。 。 。.14 。
日....11:実縄&Q(休} 6 
日llau工高是(筏} 8 .2 。 。 .5 。
目立命力{除} 。 。 。 .3 。 。

日産汽船{腕:)

日本位農(~) 3 42 

{紘) n \l~れ所 17 66 

臼811ヒヤヱ娘{機) 15 57 

日本本~(臥) .20 32 

日11.臼動I輯(鉱} 15 

日本1/業縄級(鉱} .6 

日夜風林工.ll(備:) 6 .6 

目立勉カ(tt) 。 .3 

中央土木{鉱} 。 。 。 。 。
日本組問(n) 。 。 。 。 。 。 .5 
(ft) Oll 。 。 。 .7 .13 
日本関係合計 .7 4 17 

“ 
.129 .51 .32 

中央土点(銚)

日本泊施{綜} 5 

l駒田1f .20 

8.関係合It 降21
ド2‘6

日本~額 町2 .5 4 。 。 4 

公債H・ 公日本fR2ZEEg・ .12 

その他

担t資合計 247 262 230 223 73 155 353 
担2資>>領 2 9 10 。ー17 33 .17 

その他

投資合計 958 I!泌

続賞ZlII .18 .13 

資料 '1(111 2 b.3 bよりfIb't. 資料 i(1I1 2 c，3.cより作威.



表III・5 滋洲重工業開発への満桝国政府のよ裏渡徐式 (1938年3月2日)

l沼手口型鋼所

i錆洲炭宿直 (1日)
(新)

満洲軽金属盟造

同和自動車工業(旧)

{新)

満~探金
合計

係数 一抹当払込金額 l株当議受金額

1.1 00.000 44.50 70.00 

275.236 50.00 52.55 

1.280.000 12 50 13.14 

480.000 25 00 25.00 
58.000 25.00 25.00 

4.000 50.00 50.00 

100.000 50.00 5257 

3.297.236 

資料 満洲重工業開発第 i凶営業報告脅.

災日1・6.a満測量I工業開発及関係会社資金一覧点 (1945!J'8月末} 単位千個

資本

名停 本社 公綜資本

漁業 その他 tllll 事唱-

，，6tl91tl. 電量山 575.1α)() 165.α)() 740.飢却 475.α)() 
本横綱締妹鯛 本総湖 10.000 10.α)() 20.αm 10.000 
，，6tlt貴司E 新J:( 100.以)() 100.飢)() l∞.α)() 
~新侠l\ 。新 220.αm 220.000 220.αm 
.側炭砿 東a同総省 170.αm 170.αm 170.αm 
西宮c&!tl¥ 四平省 70.はね 70.αm 70.ぽ悶
笹山政砿 策調時総省 l∞.似)() 100.似)() 200.αm l∞.α)() 
~t照4見直E 錦州省 ω.似)() ω.000 
礼輿炭鉱 札)IUli碩 50.αm 50.ぽ)() 25.α)() 
漠.~提唱E 司事ヲミ雪量 44.031 5.969 50瓜)() 44.031 
営繊守4措置E 録者F 6.6ω 1.340 8.α)() 6.6ω 
.W~貨l\ 来週・2草省 15.αm 15.似苅 30.αm 15.000 
蘭圏直炭鉱 錫州省 10.αm 10.αm 20:αm 10.000 
綱案伏木 Att 10.飢渇 10.000 10.000 
ー・洲'5'貫工司E 長{J 5.α)() 5.α)() 10.ぽ狗 5.α)() 
ー・剃事基金属工業 担E順 197.5∞ 2.5∞ 2∞.α)() 137.筑)()
ー・洲1f*シ?!. 営ロ 15.α)() 5.似)() 20.ぽ泊 15.000 
安:t:ft金属 雪量:t: 50.000 150.ぽ)() 2∞.α)() 25.α)() 
満洲"土値;t¥ 本演湖 10.αm 10.α)() 
前洲事E合金 25.似国O 25.000 50.ぽ淘 6.250 
ー閣制鉱山 長春 150.αm 150.αm 150.αm 
満洲金量Z A理F 民)() 以)() 3∞ 
剛例化成工業 ー富山 2.5∞ 7.5∞ 10.αm 625 
大限化学工業 E主司E 2.5∞ 7.5∞ 10.000 2.筑)()
綱決エt¥ -告E町浜 5.飢E日 5.飢)() 5.α)() 

ーー洲飛行"興造 司酔ヲミ 200.似)() 2∞.飢)() 175.αm 
1IIJ1I司自動車工建 ーーヲミ 100.α)() 1∞ α)() 75.似)()

測調." 長司F 45.は)() 5α)() 50.α)() 45.似)()
ーー洲工作，， ~費 Z瞬天 19.231 769 20.000 19.231 
満洲工廠 事天 30.1∞ 29.割)() ωα)() 11.3∞ 
凶和鉄山 長春 4.000 6.α)() 10.αm 4.000 
'宮山高級炉M 鞍山 15.α)() 15.α)() 
皐新製作所 J;\~時 4.α)() 4.は)()
測llJ製作所 長(J 1.似)() 1.は)()
情官I工業 -天 10.飢)() 10.000 
日制限工 事実 2.α)() 2.瓜)()
l!i.洲鉄道 鱒州fi 3.α)() 3.α)() 
錦西鉄道 鱒州省 3飢悶 3α)() 
iltm!.ヲ1-製倉 司酔ヲミ 10.000 10α)() 
合計 2.232.122 669.478 2.901脱却 1932.397 
iltm!電工t¥開発 斬J:( 675償却 675.α)() 

政府 225.，α)() 
民間 450 .. αm 

IJlllt 2.232.122 1.344478 3.576.氏淘 1.932.397 

員科 昔日公偽文書R736.

単位回

議受価額

77.000.000.00 

14.463.651.80 
16.819.20000 

12.00000000 

1.450.000.00 

200.0∞.00 

5.257.0∞.00 

127.189.851.80 

事陣取資本

その他 総額

165.飢渇 640.似)()
10.000 20.ぽ悶

100.α)() 
220.飢)()
170.ぽ)()
70.∞o 

100.似)() 2∞.∞o 
50.425 50.425 

25.α)() 
5.969 50.α)() 
1.340 8.α)() 

15.000 30.αm 
10.000 20.αm 

10.αm 
5.1α)() 10.000 
2β∞ 140.α)() 
5:α)() 20.αm 
75.飢)() 100.α)() 
10.は氾 10.αm 
6.250 12.5∞ 

150.α)() 

3∞ 
1.875 2.5∞ 

7.5∞ 10.αm 
5.ぽ)()

m似)()

75α)() 
5.1α)() 50α)() 

769 20.αm 
29.銃刀 41200 
6.1α)() 10αm 
15.000 15.000 
4.α)() 4.α)() 
1.α)() 1.α)() 
6.5∞ 6.5∞ 

1.2ω 1250 
3.000 3.α)() 
3.似)() 3α)() 

10.αxl 10αxl 
556.278 2. ~88.67 5 
ぬ6.250 筑16.250

政府 225α却}

民間 281.2501> 
1.062.528 2.994925 

モ土債

満M 日¥¥l' 合計

201.1脱却 201.αm 

201αm 201.αm 
2.965α)() 661.605 3.626.605 

2.965政均 862.605 3.827ω5 

借款

調同業 興銀 その他 合計

1.279.712 50.000 1.329.712 
2.669 5∞ 鉱ぬ 3.169 
48.726 2.000 50.726 
ω.5∞ 5.α)() 65.5∞ 

81.460 4.α)() 85.460 
o 8.164 2.0∞ 10.164 

1.022 74.6∞ 75.622 
17.628 2.はね 19.628 
8.429 5∞ 8.929 
5.584 1.5∞ 7.084 
19.380 縦)() 19.980 
6.807 13.639 20.H6 
11.695 11.695 
50.737 20.ぽ殉 70.737 
5.865 5.865 
36.522 5.瓜M日 41.522 
35.224 2.α)() 37.224 
163.∞2 163.∞2 
22.064 22.064 
19.937 19.937 
270.546 2.α)() 212.546 
53.944 53.944 
20.801 20.801 

25.ぽ均 25.000 
8.364 8.364 

103.1ω 20αm 123.1ω 
36.220 28ぽ)() 64.220 
62019 5.α)() 67.019 
54.566 反焔 55.飴6
30.310 16.α)() 46.310 
3.847 3.847 

不得

1.907 5∞ 2.407 
不符

不得

6∞ 6∞ 

3.963 3.963 
不採

不干草

2.534.774 267双加 14239 2.816.313 
609.237 1α)() 614.237 

{日本興銀}

2.534.174 876.537 19.239 3.430.550 

賞金総額

2.170.712 
23.769 
150.726 
285.5∞ 

255.4ω 
80.164 
275.622 
70.053 
33.929 
57.084 
27.9ω 
50.446 
31.695 
80.137 
15.865 
181.522 
57.224 
263.∞2 
32.064 
32.437 
422.546 
54.244 
23.301 
35.飢)()
13.364 

298.1ω 
139.2初
117.019 
75.066 
87.510 
13.847 
15.α)() 
6.407 
1.α)() 
6.5∞ 

1.850 
6.963 
3.000 
10.000 

5.505.988 
UHω2 

10.253.0ω 

。。。。

co 
ー..c)



表111-6・b 満洲重工業開発投資現在高一覧 (1943年3月25日現在)

資本精成

公称資本金 払込資本金

係数 1係ノ金額 金額 H朱ー付 金額 持掠数 持係同区

会社名 (千株) (間) (千四) (個) (千回) (千棟) (%) 

昭和製鋼 4.000 50.00 200.000 50.00 200.0∞ 3.100 77 50 
満洲炭層高 6.0∞ 50.∞ 300.0∞ 50.00 300.0∞ 5.978 99.64 
泌洲軽金属 1.600 50.00 80.000 50.00 80.∞o 1.574 98.38 
満洲鉱山 3.0∞ 50.∞ 150.0∞ 50.00 150.0∞ 3.000 100.00 
東辺道開発 2.8∞ 50.∞ 140.0∞ 50.∞ 140.0∞ 2.780 99.29 
I，;J和自動車 600 50.00 30.000 50.00 30.000 0.00 
満洲自動』転 2.000 50.00 100.000 12.50 25.∞o 2.0∞ 100.00 
満洲飛行自慢 400 50.∞ 100.0∞ 50.00 20.∞o 400 100.00 

新 1.600 50.00 43.75 70.000 1.600 100.00 
本渓湖煤鉄 4.0∞ 50.00 200.000 50.00 200.000 1.600 40.00 
協和鉄山 200 50.∞ 10.∞o 50.∞ 10.∞o 80 40.00 
満洲重機 1.000 50.00 50.000 50.∞ 50.000 900 90.00 
満洲本.ーリンf 40 50.00 2.000 50.00 2.000 30 74.00 
満洲特殊鉄鉱 600 50.00 30.∞o 43.00 25.800 190 31.67 
問炭工業 100 50.00 5.000 12.50 1.250 100 100.00 
礼賛炭宿直 1.000 50.00・ 50.000 12.50 12.500 1.000 100.00 
*山炭荷車 2.0∞ 50.00 100.0∞ 50.00 100.0∞ 1.000 50.00 
決城炭積(現金繰) 530 50.00 50.000 12.50 6.628 530 53.03 

(現物線) 470 50.00 50.00 23.488 

満洲仮IJ合計 31.940 1.597.000 1.446.666 25.862 
日本側計 17.817 890.825 668.669 2.908 

総計 49.757 2.487.825 2.115.334 28.771 

資料 日本銀行金融関係資料521.r満業投資現在高一覧表J• 

表111・7・a満洲電工業開発社{府発行額推移単位千間

U本四ill 累計 満洲国幣 述以計 合計 ~~.十 満炭社f(e

設立知! 継承分

凱1JUJ 30.000 30.000 30.000 30.000 

第2JUJ 310.000 340.000 310.000 340.000 

第3.10) 174.560 514.560 460.0∞ 460.000 634.560 974.560 

第4WJ 135.000 649.560 855.000 1.315.000 990.000 1.964.560 48.500 

h主終WI 5.000 654.560 1.315.000 5.000 1.969.560 

資料 ぷ111-7・b.cよりihle..

表III7，c 満洲Tf(工業|別売 満洲凶通貨油社債明細司祭 単位千四

発行元徹 46.12末残既償還領発行価格利率 発行阿 引受会社

満洲帝国政府保証 l次 460.000 460.000 。 100 4.9 41.12.20 満洲興銀

満洲'帝国政府保証 2次 60.000 60.∞o 。 100 49 42.1210 向上

減洲??i国政府保証 3次 20.∞o 20.000 。 100 4.9 436.28 向上

満洲帝国政府保証 4次 120.000 120.000 。 100 4.5 向上 向上

満洲常国政府保証 5次 110.000 110.0∞ 。 100 45 9.30 向上

満洲惰国政府保証 6次 160.000 160.0∞ 。 100 4.5 43.1226 同 t
満洲帝国政府保M7次 180.000 180.000 。 100 4.5 44.3.25 向上

満洲帝同政府保証 8次 205.000 205.0∞ 。 100 45 626 向上

合計 1.315.000 1.315.000 。
資料 円本興業銀行い9891.第16.......23巻より作成.

註 登録制韓関はすべて日本興業銀行.全て担保物件はなし.発行目的はすべて借入金返済.

この或は相当脱漏があるものと考えられる.表H・10dこ見られるように、少なくとも

44年中lこ690百万闘を泌洲興銀が引受けており、 45年にも相当額が究行されたことは確実である.

日本興業銀行でさえ、員企終段階の満洲国の公社債の動向をF確に把控していなつかたようである.

満業投資

線式

金額 l鎌一付配当率

(千回) (回) (%) 

183.050 59.05 6 
300.502 50.26 
78.700 50∞ 
150.000 50.00 

139.000 50.∞ 
6 

25.∞o 12.50 

20.∞o 50.00 

70.000 43.75 

80.000 50.00 
4.000 50.00 

45.000 50.00 

1.480 50.00 
8.170 43.∞ 
1.250 12.50 

12.500 12.50 

50.000 50.00 
6.628 12.50 

1. 1 75.280 
113.791 

1.289.071 

貸付金

(千四)

65.600 
173.764 
37.883 

11.616 
16.230 
13.748 
11.160 
10.984 

43.373 
1.878 

262 

61 

3.175 

389.734 
12.504 

402.238 

満業投資計

(千四)

248.650 
474.266 
116.583 

161.616 
155.230 
13.748 

36.160 
100.984 

123.373 
5.878 

45.000 
1.742 
8.170 
1.311 
12.500 

50.000 
9.803 

1.565.014 
126.294 

1.691.308 

ー心
o 

-<:> 



q3 q斗

百~ 1 J羽 首¥2剣 宮~:1則 曹3・1期

38下 391: 39下 401: 40下 41上 41 f 421: 42f ‘3上
満洲7:1依{鉱}

{体}附卯唄鋼所 7.94 818 9.61 975 944 930 9.57 995 9.98 887 

東辺iI1開発{嫁) 。∞ 0.01 0.02 ，0.91 0.86 .1ω 394 4ω .421 .571 

(綜}本1貫I1Ml鉄公司 2.32 517 355 122 2昨日 0，10 073 

本t聾i例制~量~rM(休)
満洲A足k(栂;l 2.24 224 320 385 0.75 7 14 1491 2085 O~O 331 

。tlimk(徐}

n凋~tt(，*l
西安~~(t乱}
*山以ai.(紘} 099 0.86 

北東炭鉱{除)

礼資総量~(綜} 0.53 .. 096 

波誠伐鉱{係)
.1α3 1.98 

営緒子!lllt(鎌}

瑚存政鉱{除)

南東炭鉱(株)

満絞りt本(除)

満洲6総工Jl(線}

量埼Øii ft金属~t置{線} .005 039 003 005 005 027 038 085 024 

測洲1"~シ~~(綜}
'/(}匝純金属{徐)

満洲"よ鉱業

満洲絡会金工業{鉱)

満洲lt山(除} 0.93 .132 ー1.42 .1.0‘ 014 093 1ω 104 125 002 

前洲~tt(綜}
142 

満洲将飢餓鉱(隊) .001 027 ι042 

測洲~鉱

州制f!:Tt工業(妹}

大路化学工業{除}

t~ ~提ヱJl (綜}
制洲火祭工業{隊}

満洲飛行fl製海{抹) 0.01 023 .0.95 1 18 心98 081 l鈎 003 B3  322 

満洲自動Ilt製造(依} 0.02 。01 ー0.02 0.01 O.∞ 0.01 0.91 。18

伺fOOllJlIt工業{綜) 0.69 0.74 0.43 1.07 1.34 1.20 097 0.96 

ー縄洲lill(綜} .0.03 001 007 002 035 .0.85 

満洲工作自慢憾(際}
614 .0.20 

満洲ポーリング(綜) 。∞
(併:l湖洲エr<<

tii拘置tUJ(隊} 037 022 020 

純鋼鉄鉱(際}

被山高級炉材

{綜.)I;¥t両側作所

測11J興作所

i晶れ1工員E

B尚1&工{綜}

箇耐4Oii鉄道

S車両鉄道

繍掛{却i'JI 嘩l~透
尚洲櫨集{係)

泌洲伐金{隊)

減洲司t気修理{抹}

前洲関係合計 992 955 12.76 1106 1358 384 1074 1303 218 010 

日夜汽船{線)

日本自民集{隊) 11.95 11.52 13.58 13.59 1452 13.52 

(係}自立償作所 12.18 14.95 17.82 20.51 35.29 25.87 

8&化乍工業(傍} 5.88 5.98 6.46 6.83 696 709 

8...水車{際} 7.04 114 7.31 912 671 604 

臼&自動車{綜} 181 186 1.81 186 187 1.43 

日本8!集積綴{隊} 0.71 0.77 

日81興u工集(l*l 0.92 1.14 1.57 153 

目立亀力(除} 0.47 047 043 043 046 

中炎上水{綜)

{日隊本lA油g脂{綜}
146 187 203 216 224 287 

E3，j..関係合計 11.56 44.56 50 42 5564 69ω 58 34 

ltt{まの}illlJ関係会社t月期.'1鍾金銀移J(III・8 尚樹It工業開発
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&II1-9 満洲市工業開発鍋益計算書 単位百万国
屯
や

設立期 第 i期 第2期 第 3期 第4期 &終期

tn益計算書 381: 38下 39上 39下 40上 40下 41上 41下 42上 42下 43上 43下 44上 44下 451: 
総益金の部

配当金 15.0 19.1 17.4 21.2 23.8 19.3 17.3 13.8 8.5 6.5 5.1 9.5 12.0 12.3 17.0 
受取利子 1.7 2.2 2.2 2.7 3.9 44 8.2 11.8 10.9 12.1 12.0 1L3 150 21 8 35.6 
管理法第13条に依る受入金 4.0 3.8 8.1 11.1 11.4 17.5 19.5 19.9 20.3 28.4 33.4 33.4 34.2 40.8 42.2 
有価証券売却益金 2.5 11.4 10.8 101 4.5 8.7 9.6 7.9 5.2 4.4 1.9 
主主益金 0.0 0.1 0.3 0.1 0.2 0.1 1.1 0.1 0.8 0.2 0.2 01 01 01 0.4 
合計 23.2 25.2 39.3 45.9 49.4 45.9 54.8 55.2 48.3 52.4 55.1 56.2 61.2 75.0 95.2 

総領金の部

営業費 1.2 1.4 2.1 3.2 2.1 2.2 1.6 2.0 2.9 2.0 2.0 25 20 3.0 4.1 
支払利子 2.2 2.9 3.6 9.0 13.4 17.5 19.6 24.6 16.3 25.7 274 31 4 39.0 503 67.9 
社債関係資 1.7 0.0 2.0 1.0 1.0 12 0.9 1.2 0.9 
3者税 3.4 2.8 3.4 3.3 3.2 1.8 4.1 1.3 5.8 2.1 3.3 1.4 1.7 2.4 4.4 
後摘金 0.2 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 。。 。。 0.0 0.0 0.1 0.3 
合計 6.7 7.4 9.0 15.4 18.8 21.6 27.1 27.9 27.0 30.9 33.7 36.5 45.6 569 77.6 

差引当期純益金 16.5 17.9 30.3 30.5 30.6 24.3 27.8 27.3 21.3 21.4 21.4 19.7 17.6 18.1 17.6 

利益金処分 38上 38下 39上 39下 40上 40下 41上 41下 42上 42下 43上 43下 44上 44下 451: 
当期純益金 16.5 17.9 30.3 30.5 30.6 24.3 27.8 27.3 21.3 21.4 214 19.7 17.6 18.1 17.6 
前期線経金 2.5 2.8 4.7 5.5 7.5 9.5 11.6 12.3 14.6 6.0 5.5 6.0 6.8 7.7 9.0 

合計 18.9 20.6 35.0 36.0 38.1 33.8 39.3 39.6 35.8 27.4 26.9 25.6 24.4 25.8 26.7 
法定積立金 0.8 0.9 1.5 1.5 1.5 1.2 1.4 1.4 1.1 11 11 10 09 0.9 0.9 
別途積立金 3.0 11.0 10.0 10.0 4.0 12.0 10.0 10.0 5.0 4.0 2.0 

(積立金合計) 3.8 0.9 12.5 11.5 11.5 5.2 13.4 11.4 11.1 6.1 5.1 30 09 0.9 0.9 
政府待係(甲種)配当 2.3 5.0 5.6 5.6 5.6 5.6 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 
-般持抹(乙種)配当 9.9 9.9 11.3 11.3 11.3 11.3 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 
-般t寺徐{丙種)配当 1.4 2.3 2.3 23 2.3 2.3 2.3 

(一般配当合計) 9.9 9.9 11.3 11.3 11.3 11.3 9.0 9.0 14.1 11.3 11.3 11.3 11.3 11.3 11.3 
特別配当金 3.7 
役員賞与金 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 
後期繰越金 2.8 4.7 5.5 7.5 9.5 11.6 12.3 14.6 6.0 5.5 6.0 6.8 7.7 9.0 10.0 

合計 18.9 20.6 35.0 36.0 38.1 33.8 39.3 39.6 35.8 27.4 26.9 25.6 24.4 25.8 26.7 

政府~給金累計

38/5 38/11 39/5 39/11 40/5 40111 41/5 41/11 4215 42/11 43/5 43/11 44/5 44111 45/5 

4.0 7.9 15.9 27.0 38.4 56.0 75.5 95.4 115.7 144.1 177.5 210.9 245.1 285.9 328.1 

資料 満洲rR工業側発各期営業報告書より作成。

表111・10 1椅洲虫工業開発 資金運JH益単位百万間

設立Jl11部 1Jl11 第 2WI 第3JUI 第 4JUI M終JUI

38上 38下 39上 39下 40上 40下 41Jニ 41下 42上 42下 43上 43下 441ニ 44下 45上

受Jt)(利息+配当金 16.7 21.3 19.5 23.9 27.6 23.7 25.5 25.6 19.3 18.5 17.1 20.7 27.0 34.1 52.6 

支払利息+一般配、均金合計 12.1 12.8 14.8 20.2 24.6 28.8 28.6 33.6 30.4 37.0 38.7 42.6 50.3 61.5 79.1 

7.f額a 4.6 8.5 4.7 3.7 3.0 -5.0 -3.1 -8.0 ー11.1 -18.4 -21 5 ー21.9 -23.3 -27.4 -26.5 

管理法第13条に依る受入金 4.0 3.8 8.1 11.1 11.4 17.5 19.5 19.9 20.3 28.4 33.4 33.4 34.2 40.8 42.2 

政府持妹(申傾)配当 2.3 5.0 5.6 5.6 5.6 5.6 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 

X頚b 17 ー11 25 55 5.8 11.9 15.0 15.4 15.8 239 289 289 29.7 363 377 

i左官rt0計 6.3 7.3 7.2 9.2 8.8 6.9 11.9 7.4 4.7 5.5 7.4 7.0 6.4 8.9 11.2 

政府補給金累計

38/5 38/11 39/5 39/11 40/5 40/11 41/5 41/11 4215 42111 43/5 43/11 44/5 44/11 45/5 

4.0 7.9 15.9 27.0 38.4 56.0 75.5 95.4 115.7144.1 177.5210.9245.1285.9328.1 

表1119より作成.

-0 

勺



'.!W(.I( U小;の対満洲車[業関係実際投資歴年比較 単位百万間

32年 33年 34年 35年 36年 37年 38if.・ 39年

社{政 20 18 10 50 285 

省洲盈[業開発(株) 30 150 

事均洲炭積(徐) 10 (0 20 40 

本渓湖煤鉄公司 25 

(妹)附事l製鋼所 10 18 70 

EJ)"..政府所有機式

百貨洲重工業開発(徐) 21 

払込済株金 27 

大陸化乍工業(妹)

本渓湖t!l鉄公司 3 

商品長炭層高 (線)

笹山炭層高 (妹)

安.*経金属(徐)

満洲重r:業開発(線) 27 

f/r;ぷその他 3 

満洲蔀1:業開発(妹)

(係)附狗l盟鋼所 3 

Jlt(-l:f炭鎖(妹)

i前洲目立製作所

総合計 20 18 (0 77 288 

資料 !AUt物資調節委H会研究翁iい948].金融筒.附表2より作成.

立 この1<.の年度はU本の会計年度と考えられる.

Uコ、J
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単位百万回

15年.......20年 20年.......31年

122 373 

6 86 

14 57 

29 50 

52 -7 

223 559 

満洲同期以前の資金制連 ・運用笑績

07年.......15年

147 

6 

5 
17 

178 

資産

事業費

-fiII価証券

貸金等

未収金等

その他(資産側)
A :)I. 
0"， 

南満洲鉄道表rv・l

20年.......31{j: 

117 

90 

149 

178 

-78 

19 

85 

559 

何年.......20年

0 

56 

50 

80 

0 

33 

5 

223 

07{j'........15年

0 
22 

22 

0 

117 

13 

3 

178 

負債資本

日本政府係金徴収

一般妹金徴収

その他資本

国内社償金

外国社償金

未払金+仮受金

その他(負債側)

合計

15年.......20年 初 年.......31年

38 132 

3 -3 

-3 -2 

12 53 

27 30 

o 9 
30 -2 

o 0 
2 -8 

1 -2 

o -2 

II 150 

13 18 

134 373 

07年.......15年

76 
6 

5 
13 

15 

0 

0 

0 

5 

2 

12 

13 

148 

満鉄社内事業投資内訳

鉄道

工場

船舶

港湾

鉱山

製油工場

製鉄所

肥料工場

tu気
瓦斯

旅館

地方施設

雑施設

ー」。

ーーs::")

合計

南満洲鉄道[19771および金子[19911~受2-3.表2・5.
表5・u長5・4求8-1.表8・5より作成。

社内事業内訳は1921年度に評価替を行なったもの。

また1927年度にも評価替が行なわれて評価益が出ている。

資事}

註
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i<IV-3・a ，句満洲鉄道線式会社貸借対照ぷ 単位百万田

資産

払込未i斉係金

事業費

千子価証券

貸金等

(満洲国鉄道借款)

仮払金等

その他(資産側)

受託勘定

負債

妹金

その他資本

社償金

未払金+仮受金

その他(負債側)

受託勘定

一資一投一他一の

考
一そ

診一

29/3 30/3 3113 

53 53 53 

672 716 742 

58 94 93 

73 7も 77

50 50 51 

86 78 84 

104 70 66 

32/3 33/3 34/3 35/3 

53 28 288 252 

759 758 738 778 

87 88 133 160 

76 165 166 227 

51 140 140 197 

93 104 221 335 

86 102 67 59 

36/3 37/3 3813 39/3 40/3 41/3 

800 800 800 8ゆo 800 1.400 

291 305 340 369 402 432 

652 777 798 952 1.167 1.404 

42 53 59 74 124 132 

198 175 247 251 288 260 

1.983 2.109 2.243 2.447 2.781 3.628 

1.619 

5.247 

Cコ
トJ

42/3 43/3 

444 314 

1 102 1.206 

294 333 

1.355 1.472 

1.340 1.454 

573 747 

170 167 

3.938 4.237 

1.729 1.891 

7.007 7.583 

44/3 45/3 停戦時

184 0 0 

1.298 1，651 1.775 

366 415 479 

1.667 1.933 2.628 

1.626 1 890 2 531 

979 1066 670 

150 228 510 

4.644 5.293 6，062 

2.181 2.395 

8.450 9.577 

合計 1.045 1.087 1.116 1.155 1.246 1.613 1.811 

4213 43/3 44/3 45β 停戦時

1.400 1.400 1.400 1.400 1 650 

452 479 507 548 466 

1.675 1.911 2.167 2.552 2.810 

132 146 210 324 350 

278 300 360 469 786 

3.938 4.237 4.644 5.293 6.062 

1.729 1.891 2.181 2.395 

5.666 6.129 6.824 7，688 

制
一O

内

J，，， nE
 

q
4
 

31/3 3213 33/334/3 35/3 36/3 37/3 38/3 39/3 40/3 41/3 42/3 43/3 44/3 

37 127 223 262 266 203 246 344 376 278 430 571 

45/3 停戦時

500 126 

資料 表IV-2-a.

滋洲凶鉄道借款は南満洲鉄道[19761.2743-6氏、同[19861各年版及び満鉄会(19861.566頁.

41年3J1の受託助定は南満洲鉄道(19861昭和16年版、 86.u.
「その他投資」は高矯(19861.表9・4及び表9・32、満鉄会[19861.564A. 

n l)*印は各年の9JJ現在の数値.

2)・・印は32年311末時点に於ける満洲国成立以前の鉄道借款の残存.

3) rその他投資Jとは、満洲国鉄道建設費であり将来、満洲問鉄道借款に合められるべきものである。

尚、 42年3月以降森林鉄道投資額、 45年3月以降自給農場投資額が加わる.

4)貸付金等とは、表2・1の貸金+他庖貸借+証券貸借の合計額である.

5)仮払金等とは、表2・lの未収入金+仮払金の合計額である.

総.it

合計

291/3 30/3 31/3 3213 33β34/3 35/3 

440 440 440 440 440 800 800 

212 230 221 194 241 259 276 

278 277 297 316 390 378 538 

27 63 65 16 25 41 60 

88 77 93 188 150 135 138 

1.045 1.087 1.1 16 1.155 1.246 1.613 1.811 

総Jt

1<IV 3・b ，刻尚洲鉄道 資金調述 ・迎問実制 単位百万間

総 1JQJ 第 2JOJ 
29年度 30~1~ 31年・l.!t 32{~I.!t 33f下位 34年l.!t

44 26 17 0 20 40 

37 -1 -6 1 45 27 

3 1 -1 89 1 61 

o 0 0 89 57 

迎川

・J~業貨

イi価証弊

l't(t>.てr;.
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~-dl、金古
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ro 3 JQJ 第 4JOl 肌:;JQJ 

35年度 36年出 37i手段 38年度 39iドl主 40if.lJt 41 if.1弘 42年度 43年度 ".j ff.・1主 45年度

25 31 19 39 44 95 72 10・I 92 353 125 

40 1 ・49 5 57 44 36 38 34 49 64 

126 116 162 137 141 154 293 117 195 266 694 

137 123 157 293 11.' 172 263 642 
6 9 11 
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39 
54 
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233 

-17 

536 

29年度 30ff.・度 31作・皮 32年度 33苦手段 34年度 35年度 36年度 37年度 38.f手段 39ff.ls. 40f宇佐 41f宇佐 42年住 43年度 44千f.1.:!r 45fド1良
o 0 0 25 100 36 36 36 56 20 40 120 100 130 130 184 250 

18 ・9 27 47 18 16 16 14 35 30 32 30 21 27 28 41 82 

・1 19 19 73 12 160 115 125 21 154 215 237 271 236 256 385 258 

36 2 ・48 9 15 19 ・19 11 6 16 ，19 8 0 14 64 114 26 

・11 16 95 ・38 -15 3 60 ・23 72 4 37 ・28 19 22 59 110 317 

42 28 39 116 107 234 208 162 190 224 374 367- 410 429 536 833 769 
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A
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、
+

投

吋

法

他

等

調

の
金
金

与
一
そ
代
同
株

参一 29年度 30年度 31作tll:' 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39ff.J.!t 40年Is.41年度 42年伎 43年~ 44年度 45il'J.!t 
o 37 89 96 39 4 -63 43 98 32 98 152 141 ・71

.5 7 8 100 117 175 138 121 167 181 263 253 244 290 428 353 

・1 1 9 1 9 9888196151  1617717425 5 3 5 7 3 7 1 3 6 6 3 8 6 5 6 9  

資料表1¥3・aより作成.

c) 
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表IVふc 南満洲鉄道資金調達 ・運用実綴単位百万幽

第 l期 第 2期 第 3期 第4期 第 5期

運用 30-31 32 33-35 36-37 38-42 43-44 45/3-8fJ 

事業費 42 。 45 50 353 445 125 

有価証券 -7 112 -48 181 83 64 

貸金等
。 89 187 278 841 461 694 

(満洲国鉄道借款) 89 194 435 642 

仮払金等 15 11 243 9 390 320 -396 

その他(資産側) 17 15 -37 63 39 61 282 

合計 67 116 549 352 1.804 1.370 769 

調達 30-31 32 33-35 36--37 38--42 43-44 45/3--8月

抹金徴収
。 25 172 92 410 314 250 

その他資本 -36 47 51 48 139 69 -82 

社償金 39 73 263 146 1.113 641 258 

未払金+仮受金 -47 9 16 17 88 177 26 

その他(負債側) I1I -38 48 49 53 169 317 

合計 67 116 549 352 1.804 1.370 769 

参:号 30--31 32 33--35 36-37 38--42 43--44 45/3--8JJ 

その他投資 37 224 .59 227 70 

i1金等+仮払金等 15 100 430 287 1.231 781 

妹金調達付上償金 39 98 435 238 1.523 955 

資料 表IVふaより作成。

表lV・4-a 南満洲鉄道蛍業収支単位百万闘

第 1期 第 2期 第 3期 第4期 第 5期 予知:

<全体〉 29年度 初年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度

収入 241.0 188.1 187.1 245.9 248.0 270.7 302.2 299.0 355.0 387.4 440.9 799.2 937.7 1.106.3 1.296.4 1.567.0 1.558.1 
支出 178.4 157.5 164.4 174.1 185.6 201.0 225.6 233.5 263.1 286.4 330.9 698.3 828.3 958.2 1，140.0 1.385.5 1.741.3 

損益 62.6 30.6 22.7 71.9 62.4 69.6 76.5 65.6 92.0 101.0 110.0 100.9 109.4 148.1 156.4 181.5 -183.2 
償却及除却 17.1 8.9 10.1 10.6 19.5 23.2 26.9 15.4 18.1 28.2 32.1 24.2 37.2 63.2 63.5 67.7 

純扱益 45.5 21.7 12.6 61.3 42.9 46.5 49.6 50.2 73.9 72.9 77.8 76.7 72.1 84.9 93.0 113.8 ー183.2
(積立金戻入俊除損益) ー3.4

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 136年度 37年度 138年度 39年度 40年度 41年度 42年度 I43年度 44年度 45年度

支出/収入(%) 74.0 83.7 87.9 70.8 74.8 74.3 74.71 78.1 74.11 73.9 75.1 87.4 88.3 86.61 87.9 88.4 111.8 
償却/収入(%) 7.1 4.7 5.4 4.3 7.9 8.6 8.91 5.2 5.11 7.3 7.3 3.0 4.0 5.71 4.9 4.3 
純損益/収入(%) 18.9 11.5 6.7 24.9 17.3 17.2 16.41 16.8 20.81 18.8 17.7 9.6 7.7 7.71 7.2 7.3 -11.8 

表IV-4-b 南満洲鉄道鉄道営業収支単位百万閣

<鉄道>

収入

支出

損益

償却及燈除

純損益

支出/収入(%)

償却/収入(%)

純煩益/収入(%)

29年度

122.1 
39.8 
82.3 
7.4 
74.9 

第 1期 第 2期 第 3期 第4期 第5期 予算

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度

95.3 85.5 103.8 119.7 126.5 134.7 133.5 151.1 192.7 229.8 610.0 723.4 863.9 1.022.3 1.242.5 1.197.0 
34.3 31.5 33.4 38.1 43.3 44.7 48.2 54.0 82.9 110.4 445.8 547.4 667.7 792.6 944.3 1.101.6 

61.1 54.0 70.4 81.6 83.2 90.0 85.3 97.1 109.8 119.4 164.1 176.0 196.3 229.6 298.2 95.5 
2.5 5.8 5.4 5.8 9.9 5.9 5.7 7.4 12.7 13.5 19.2 25.4 
58.6 48.2 65.1 75.8 73.2 84.0 79.6 89.7 97.1 105.9 144.9 150.6 196.3 229.6 298.2 95.5 

36年度 37年度 138年度 39年度 40年度 41年度 42年度 I43年度 44年度 45年度

32.21 31.8 34.3 33.21 36.1 35.71 43.0 48.0 73.1 75.7 77.31 77.5 76.0 92.0 
2.6 6.8 5.21 4.9 7.9 4.41 4.3 4.91 6.6 5.9 3.1 3.5 
61.4 56.4 62.61 63.3 57.9 62.41 59.6 59.41 50.4 46.1 23.8 20.8 22.71 22.5 24.0 8.0 
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表IV・4・c i有泌剖鉄道鉱山公衆収支 単位百万阻

第 l期 第 2期 第 3期 第 4JQl 第 5期 予算

<鉱業〉 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度

収入 844 62.4 52.7 55.1 71.0 85.5 92.6 87.9 91.2 105.8 91 4 81.6 94.3 1116 118.3 130.0 147.3 
支出 68.5 57，8 52.7 549 65.9 750 79.8 75.7 80.1 89.2 80.1 68.2 80.3 97.2 113.2 144，1 167.8 

煩益 15.8 4.6 。。 0.1 5.1 10.5 12.7 12.3 10.5 16.6 11.3 13.5 14.0 14.4 5.1 -14 1 -20.6 
償却及控除 3.6 2.8 0.0 。。 0.1 0.1 0.0 0.0 

純tn益 12.3 1.8 。。 0.1 5.0 10.4 12.7 12.3 10.5 16.6 11.3 13.5 14.0 14.4 5.1 -14J -206 

29年度 130年度 31年度 32年度 133年度 34年度 35年度 36年度 37年度 138年度 39年度 40年度 41年度 42年度 I43年度 44i手度 45年度

支出/収入(%)

償却/収入(%)

純損益/収入(%)

92.6 100.0 99.71 92.8 87.7 86.3 86.1 88叶 84.3 87.1 83.5 85.1 87.lj 95.7 110.9 114.0 
4.5 0.0 0.01 0.1 0.2 0.0 O.。
2.9 0.0 0.21 7.1 12.2 13.7 13.9 11.51 15.7 123 16.5 14.9 12.9 4.3 -10.9 ・14.0

表IV-4d i粍満洲鉄道線式会社利子 ・配当金収支 単位百万国

第 l期 第2期 第 3JQl 第 4期 第 5期 予算

<利子> 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44{ド度 45年度

収入 7.1 5.4 5.0 52.2 16.4 26.1 34.3 31.5 33.7 45.0 58.8 18.5 191 24.9 30.1 447 18.9 
支出 22.2 23.9 25.4 32.5 28.6 31.2 40.7 43.8 47.8 50.8 61.1 72.1 83.3 95.6 107.5 124.2 150.5 

鍋益 -15.1 -18.5 -20.4 19.1 -12.1 -5.1 -6.4 -12.3 -14.1 -5.8 -2.2 -53.6 -64.3 -70.6 -77.5 795 -131.6 
政府配当金 11.5 9.3 4.3 9.3 10.8 10.4 10.4 10.4 10.9 12.9 14.5 16.9 18.9 21.7 24.8 29.6 
満洲同政府配当金 0.2 0.7 1.1 1.6 2.0 
民間配当金 18.7 13.6 10.2 13.9 18.9 21.9 24.8 27.7 30.6 32.0 32.0 34.0 38.0 42.0 46.0 50.0 

純煩益 -45.3 -41.4 -35.0 -3.6 -41.8 -37.4 -41.6 -50.3 -55.6 -50.7 -487 -104.7 ー121.1 -1343 -148.2 .159.1 

資料 去IV4・a......dは、南満洲鉄道[1977).45年度予算は南満洲鉄道経理局[1944a)の 「昭和20年度営業収支予算総括ぷJ• 
註 1)鉄道・鉱業に関しては42年度以降、支出に減価償却が含まれている.

2)45~度予算は減価償却が合まれているかどうか不明。

表IV・4・C I州諸洲鉄道社線および満洲同有鉄道合~常業収支 単位百万凶

第 2期 第 3期 第 4JQl 第 5W1 予算

<鉄道> 33年度 34fH~ 35年度 36年度 37i~)~ 38年度 39~皮 40f手度 41 年度 42年度 43年度 44iド度 45年度

収入 179.9 204.9 2553 2746 317.9 421.4 5622 6100 723iJ 8639 1.022.3 1.2425 1 1970 

Jえ出 98.3 120.2 150.9 173.8 199.2 277.2 400.2 445.8 5474 6617 792.6 94113 1.101.6 

m益 81.6 84.6 104.4 1008 118.7 144.2 162.0 164.1 176.0 196.3 229.6 298.2 95.5 

支出/収入(9b) 54.6 58.7 59.1 633 62.7 65.8 71.2 73.1 75.7 77.3 77.5 76.0 92.0 

資料衣IV・4・b&び表IV・10・bより作成.

註 40!F度以降は社線凶線終理 ー元化によってく鉄道〉と一致。

表IV-4-f 南満洲鉄道調達投入利率単位%

第 1期 第 2期 第 3期 第4期 第 5期

29年度 30年度 31年度 32{fミ度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39{(:度 40年度 41~I.!t 42il・度 43年度 44年度

運用利得1 2.9 2.1 1.9 14.6 3.2 3.6 3.8 3.1 3.0 3.4 3.6 1.0 0.9 1.0 1.0 1.3 
調述利率 6.1 6.1 6.5 6.4 5.3 6.1 6.0 5.1 5.0 4.9 51 50 50 49 4.9 49 
政府関係自己当取 5.3 4.3 2.0 4.3 5.0 4.0 4.0 4.0 4.3 4.7 4.9 5.1 48 50 4.9 5.1 
一般徐配当市 11.0 8.0 6.0 82 9.7 8.6 8.5 8.4 84 8.0 8.0 8.5 8.4 8.4 8.4 8.3 

資料 衣IV4 d. 衣IVふaおよび南満洲鉄道[1977)~年度版より作成.
註 運用.fIJ不は、利子収入-:-(貸金等+有価証券+仮払金等の年度末残高). 

開述.fIJホは、利子支出-:- (祉償金+ rその他(負債側)Jの年度末段高)。

政府間係配当率は、 (円本政府配当+満洲岡政府記当) -:- (岡本政府持妹+一般$}m妹(満洲国政府引受)の年度末残高). 

般本1配当率は、民間配吋金÷ ー般募集妹の年度末抜高。

40年度以降は社線国線経理一元化によって同線の収入が鉄道に移行したので数値の連続性を欠いて.1る.
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lilV・5・a 南満洲鉄道社債引受先推移 単位百万圃

第 lWl 第 2期 第3期 第41羽 第5期

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 ぬ/38
日本シ団 。 20 30 80 145 130 90 215 50 210 230 255 265 235 230 250 220 
簡易保険局 30 15 10 6 10 10 20 25 25 
h湾中銀 80 210 80 
証券会社 10 
合計 。 20 30 80 145 170 105 225 56 220 240 275 290 260 310 460 300 
所金部所有地減 。 。 。 5 -3 。 。 15 。 29 11 54 19 9 。 。
.nN 日本興業銀行[19891、Jfi尚洲鉄道[19761.2696・715氏、大蔵省昭和財政史編集室[19621統計第l表より作成.

表IV-5・b J翁満洲鉄道 社{貨引受先推移 Il~位百万四

第 1期 第 2期 第3期 第4期 第 5期

30~3 1 32 33~35 36~37 38......42 43~44 45/3......8月
日本シ団 50 80 365 265 1.195 480 220 
簡易保険防 45 16 90 。 。
II街中銀 290 80 
証券会社 10 。 。 。 。

50 80 47.0 281 1.285 770 300 
fA金$mイo旬以 5 -4 14 122 。
百H 表IV5 aより作成.

表IV-6・a I匂満洲鉄道 1il期妹金払込 単位百万回

第 lWl 第2期 第3期 第4期
第 5期初年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 441j:度払込総額

25 100 36 36 36 56 20 40 120 100 130 130 184 日本政府持徐
39 20 20 40 60 40 70 70 124 (財.ilt出資)

(引受徐式)
39 20 20 40 60 40 70 70 124 一般~UH本{満洲悶政府号!受)

10 10 10 10 10 一般~m徐(民間) 25 61 36 36 36 36 50 50 50 50 50 
上旬資

360 
600 

資料南泌洲鉄道[19771.

表IV-6・b 南満洲鉄道 毎期係金払込 単位百万圏

第 l期 第 2期 第 3期 第4期 第5期
30......31 32 33......35 36......37 38......42 43......44 

払込総額
25 172 92 410 314 日本政府持徐

39 20 230 194 (財庁出資)

(号l受係式)
39 20 230 194 

一般必然徐(満洲同政府引受)
30 20 一般~袋線(民間) 25 133 72 150 100 

~資
360 600 

資料表IVふaより作成.

累JI寸

2.380 
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370 
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表IV・7桶満洲鉄道社債の日本社依市場におけるシェア 単位百万四 ・%

満鉄社債合計

(臼本国雄)a 
(由幣回述)

第 i期

28年末 29年末 30年末

228 277 297 

第 2期

31年末 32年末 33年末

316 380 348 

316 380 348 

第 3期 第4期 第 5知1
34年末 35年末 36年末 37年末 38年来 39年末 40年末 41年末 42年末

478 622 777 798 912 1.119 1.357 1.628 1.865 

478 622 777 798 912 1.119 1.357 1.628 1.865 

43年末 44年末 45年末

2.167 2.552 2.810 

2.087 2.262 2.440 

80 290 370 

228 277 297 

事業債総残高b

満鉄の比率aIb

c> 

2.623 2.823 2.939 3.067 3.045 2.989 3.198 3.369 3.479 3.461 3.943 5.010 6.110 7.953 9.93011.94715.13710.726 

8.7% 9.8% 10.1% 10.3% 12.5% 11.6% 14.9% 18.5% 22.3% 23.1% 23.1% 22.3% 22.2% 20.5% 18.8% げ.5% 14.9% 22.8% 

資料 日本興業銀行[19891各年版および竹内[19561付表より作成。

註 満鉄残高のうち、 43年以降は各年度末残高であり、シェアが大きめに表示されている。

一一
ぷIV・8 南満洲鉄道 貸金~月縦 単位百万側

30/9 3213 32/9 33/219 33/9 34/9 35/9 36/9 3819 39/9 40/3 41/3 42/3 43/3 

鉄道

ぎ長鉄道借款 5.7 
四〉兆鉄道短期借款(六次) 32.0 
含長鉄道利益偲保借款 1.0 
向上別口 0.4 

nI走鉄路局借款 0.9 
吉敷鉄路局俗款 92 
7包昂鉄路局借款 1.3 
1St侮鉄路保安:~!tf.'i会

!日i上
呼海鉄総

吉泌鉄路

斉克鉄路

3兆索室長路
t杉山鉄路(打通審議及附属港湾を含む)

満洲国鉄道借款 (48.5) 

同夫図鉄道借款

同教化図例江外二鉄道借款

問 図門佳木j街外五鉄道借款

問承徳古~t口鉄道借款
同 注鴻来型言外五鉄道借款

同 安束通{じ外五鉄道借款

問牡綴外六鉄道絞線借款

同烈樹級湖西外三鉄道借款

問既設線改良施設借款

同 鉄 道路口借款

満洲国鉄道借款合計

本i実湖~鉄有限

鉱業

連絡

Jl:!;定

ー停用線
fIii入組合

旅館

総

5.5 

32.0 

1.0 
0.4 
0.9 

9.1 

1.9 

(50.9) 

0.1 

9.3 

1.6 
2.5 

0.2 

3.。
1.9 

5.5 9.7 

32.0 52.4 

1.0 

0.4 

0.9 

9.2 31.8 

1.9 32.2 
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noJlli 
~~E施設

1.868 1.705 合計

IYiil均洲鉄道119861ftil~)桜より作成.資料

附則一峨一一川

A
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第一
3

'lt位百万四

第 3JUJ 
36年度
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33年度 34年度 35iFl主 36年度 37年度 38iFl直 39{FI..ll:' 40fl:.}広
収入 60.2 78.3 120.6 141.1 166.8 228.6 332.4 

鉄道 54.0 72.0 110.2 130.0 154.9 212.4 298.4 
港湾 0.0 0.1 0.2 0.4 
JI<連 1.3 1.6 1.5 2.3 1.9 2.5 7.8 6.1 

自動車 0.6 1.3 1.6 1.9 3.5 7.5 12.4 20.0 
附j瓜業務 0.2 0.3 2.2 4.8 5.5 4.9 13.1 

利息 0.2 0.2 1.8 0.2 0.3 0.2 0.3 

全世 3.9 2.9 3.4 2.0 0.6 1.1 

総収支

33年度 34iド度 35{1'度 36年度 37年度 38f手度 39年度

立ILI 60.2 76.9 106.2 125.6 145.3 194.3 289.8 
鉄道 50.4 55.8 89.4 107.6 126.2 169.1 250.2 1691 

港湾 。。 0.1 0.1 0.5 
/1<浬 1.6 1.2 1.4 1.4 1.6 8.6 8.2 92 

n動111 1.4 1.9 2.6 3.0 4.2 8.6 16.7 24.1 

附!瓜業務 0.6 1.6 5.1 8.0 85 4.2 11.7 
手1f，Q. 5.7 15.4 5.4 4.7 3.1 1.8 2.5 

総 0.6 0.9 2.2 0.9 1.5 2.0 
(満鉄借款利，む) 12.7 

33年度 34年度 35f手度 136年度 37年度 138{ド度 39iド度

93.2 77.5 81.21 82.8 81.51 79.6 83.9 

100.0 98.1 88.01 89.0 8711 85.0 87.2 

支出/収入比率

鉄道

11-Jt 

lyj満洲鉄道119861各年版より作成.資料
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表IV・11・a f何満洲鉄道社内取業費内沢 単位百万四

年度 29/3 30/3 31/3 32/3 33/3 34/3 35/3 36/3 37/3 38/3 39/3 40/3 41/3 42/3 43/3 44/3 45/3 45/8 

鉄道(旅館を含む) 250 262 270 277 279 279 295 310 325 323 377 401 444 585 628 684 923 1.024 

港湾 69 78 83 85 88 90 97 100 101 110 112 118 125 132 137 140 142 152 

鉱工業 133 148 154 154 146 117 129 130 140 156 186 207 257 313 367 397 504 544 

滋奇貨 107 112 118 116 109 109 118 120 129 137 148 158 188 229 250 

型泊工場 5 9 9 9 8 8 11 11 10 13 23 28 31 32 32 

第二型泊工場 3 18 30 60 

石炭液化工場 5 12 14 15 15 16 

型鉄工場 21 27 28 29 29 。3 5 6 8 8 

肥科工泊 。。。。。
地方 167 173 176 184 180 186 189 193 193 190 

その他 53 55 58 59 66 66 68 69 73 74 217 209 204 72 73 77 82 59 

合計 672 716 742 759 758 738 778 803 834 853 892 936 1.030 1.102 1206 1.298 1.651 1.779 

資料 満鉄会[19861.565ft及び南満洲鉄道[19771各年度版より作成.

1<IV-11-b 樹満洲鉄道社内*業1~m減内訳 t1i-fli百万回

努¥1 )01 第 2)01 第 3)01 釦4)01 首¥5 JUI 
年度 29;ドJJ[ 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年:J広 37f下位 38;ド1Jl: 39f手段 40年度 41年1Jl: 42iドJ主 43年以 44iJそI.Q 45if/.Q 
鉄道(旅館を合む) 12 8 6 2 16 15 15 -3 54 24 43 141 43 56 239 101 

港湾 9 5 2 3 2 7 3 9 2 6 6 8 5 2 2 10 

鉱_[業 16 6 -8 -30 12 2 10 15 30 21 50 56 54 29 107 41 

i英~ 6 6 -2 -7 。 9 2 9 8 11 10 30 41 21 

g!，Uilh 1:場 4 。 。 。 4 o 3 10 5 3 。
守3: う~i1h r .li~ 3 15 12 31 

石炭液化L札j 4 7 

製鉄工J!.} 6 2 。-29 。 3 2 2 

肥料工期 。 。 。
地方 5 4 8 -4 6 3 4 。 -3 -190 

その他 2 3 7 。 2 。 5 。143 -8 -5 ー133 2 3 5 24 

合計 44 26 17 。-20 40 25 31 19 39 44 95 72 104 92 353 128 

資料表IV-II.aより作成.

l{IV・11-c 南満洲鉄道 社内JJC業1~m誠内決 単位百万四

第 1JUI 第 2JUJ 第 3期第4期 第 5期

年度 30-31 32 33-35 36-37 38-42 43-44 45/3-8 
鉄道(旅館を含む) 15 2 32 12 305 295 101 
港湾 7 3 13 10 27 5 10 
鉱工業 5 .8 .16 25 212 136 41 

i炭宿高 4 .7 11 17 113 
製油工土緑 。 3 2 19 

第二製i由仁J!.} 。 。 。 。60 
石炭討を化 Ii¥.} 。 。 。 5 11 

製鉄工犠 2 。.29 。 8 
肥料工期 。 。 。 。 。

地方 12 4 13 .3 ー190

その他 3 7 3 5 。 9 .24 

合計 42 。 45 50 353 445 128 

資料表IV・II-aより作成.

l..rJ 
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45/3の数字は払込鋲であり~ v平価額よりも大きくなっている.
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単位宵万個

第 1JOl 第 2期 努~ 3 JIJl ~HJ羽 m5期

29~皮 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35i手皮 36年度 37/3- 38/9 39/9. 40年度 41年度 42年度 43 -4年度

38/9 39/9 40/3 

~~I氏 2 ー2 。 。 。 。 -2 。 。 。 。 。 。
社(貨 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
係式 36 -4 45 27 40 4 -30 17 26 43 35 38 141 

鉱工業 27 。 。 。 43 29 31 13 -49 4 -4 -5 。 60 

選紛倉foltl制週 4 -4 3 4 -15 10 28 19 45 41 38 76 

興業妬勉 5 。 。 。 -3 5 5 10 -10 2 2 -2 4 

総Jt 37 -6 45 27 40 -30 17 26 44 36 38 138 

イdI高:tiE券役i"lm減I制均洲鉄道表IV12 b 

資料表IV-12-aより作成.

位 45/3の数t4が仏込書長であるため.43-44の役資額は大きめに表示されている.
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資fl ffl~拘dii鉄道11986)各作成版および制鉄会)19861 .5348Áより作成.
n 'Jt他の合計は41621iSとなる

・・合Itに含まれない

3819130のatlttJ!合わたいのでU!Itし11.おした.膜炎"では171.663.6~6閣となっている.
3的閣の削 fが合わ与いので集計し1.;おした.原資れでは199.805.630混となっている.
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京IV-15・a 南満洲鉄道連給関連および鉱工業問主主性資額推移 単位百万間

トJ

284'~ 29年度 30年民→ 31~手段 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37幸子・度 384'出 39年広 40年~ 41ir広 12fg山 43年度 44{f.J..u: 〈コ

事業費 鉄道 250 262 270 277 279 279 295 310 325 323 377 401 444 585 628 923 
'J~業1空 港湾 69 78 83 85 88 90 97 100 101 110 112 118 125 132 137 142 
妹式見E繍関係 42 46 46 43 43 46 47 51 36 46 7・1 93 138 180 218 295 
鉄道借款 50 50 51 51 140 140 197 334 457 6¥01 7-17 891 1.048 1.310 1.154 1.890 
仮払金等 86 78 8.1 93 104 221 335 347 352 357 401 523 622 573 747 1.066 

~崎関係合1J 198 514 535 5.19 654 776 971 1.143 1272 1.胸150 1.711 2.027 2.377 2.810 3.184 .1.315 
鉱£業 133 148 151 154 146 117 129 130 140 156 186 207 257 313 367 504 
徐 式鉱・t:業 8 35 35 35 35 78 107 138 152 102 101 106 102 98 97 158 

鉱工業関係合1l 141 183 189 189 181 195 236 268 292 258 288 313 359 411 .165 661 
徐金徴収 53 53 53 53 28 288 252 216 180 12-1 104 64 544 441 314 184 。
その他資本 440 440 440 410 440 800 800 800 800 800 800 800 1.400 1.400 1.400 1.400 1.400 
社{賞金 212 230 221 194 241 259 276 291 305 340 369 402 432 452 479 507 548 

調達合rr 278 277 297 316 390 378 538 652 777 798 952 1.167 1.404 1.675 1.911 2.167 2.552 

資料 :t<tV・3・a、l<IV-11・a.:t<IV-13よりffhle..
註 有価証券の38年度と39年度は9月時点.それ以外は年度末。

五IV・15・b I翁満洲鉄道連絡関連および鉱 c業開辿投資額m減 単位百万岡

第 1WJ 第 2Wl 第 3JOJ 第 4JOI 見 5JOJ 
年度 29年度 30年度 31年伎 32千f.JJl: 33ff.・1主 34年度 35{f.JJl: 36年度 37年度 38年度 39~下段 40年度 41年度 42作:JJt43 44年度

'j{業:l'( 鉄道 12 8 6 2 16 15 15 ー3 54 24 43 141 43 295 

'J ~業~ 港湾 9 5 2 3 2 7 3 9 2 6 6 8 5 5 
隊 式運給関係 4 4 3 4 ー15 10 28 19 45 41 38 76 
鉄道借款 。 。 。 89 。 57 137 123 157 133 144 157 293 114 .135 

民tI、金て5. 8 L 9 11 116 115 12 5 .11 122 100 50 17.1 :120 

.i!K楠l刻係合1i 17 21 14 106 122 195 172 129 178 261 316 350 432 374 1 131 
鉱工業 16 6 7 ー29 12 2 10 15 30 21 50 56 5.1 136 
株式鉱[業 27 。 。 。 43 29 31 13 -49 4 -4 ー5 。 60 

鉱 E業関係?iP' 43 6 7 14 41 32 24 -34 30 25 46 52 54 196 
株金徴収 。 。 。 25 100 36 36 36 56 20 40 120 100 130 314 
その他資本 18 -9 -27 47 18 16 16 14 35 30 32 30 21 27 69 
社償金 19 19 73 -12 160 115 125 21 154 215 237 271 236 641 

調i主?;P: 17 10 7 145 107 212 167 174 111 204 288 387 391 393 1.023 

資料 JtiV・i5・aよりiiht. 

表IV-15-c 南満洲鉄道 連絡関連および鉱工業関辿投資額別減 単位百万四

第 lWl 第2期第3W1第4Jl11第 5期

年度 30-31 32 33-35 3637 38-42 43-44 

事業費 鉄道 15 2 32 12 305 295 

事業費 港湾 7 3 13 10 27 5 

株式運給関係 ー3 8 5 172 76 

鉄道借款 89 194 280 840 435 
仮払金等 15 11 243 9 390 320 

運輸関係合算 34 106 489 306 1.734 1.131 
鉱工業 5 -7 -16 25 212 136 
係式 鉱工業 。 。103 -36 -5 60 

鉱工業関係合算 5 -7 87 -10 207 196 
係金徴収 。 25 172 92 410 314 
その他資本 -36 47 51 48 139 69 
社償金 39 73 263 146 1.113 641 

開述合算 3 145 486 286 1.663 1.023 

資料 表IV・15aより作成.

註 仮払金士事には鉱工業関係のものも含まれているので、

)!l!給関係が過大評価になっている.

ド
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1之3

1<IV・16 i剥満洲鉄道 事業段資百十両 単位ピiiJ凶 表IV-A南満洲鉄道 45年運賃改正によるm収額{満鉄~・稿集) 単位千凶

41年度 42{l・J~ 43{IZJ..u: 44"手度 45年度 TfH3 .1511・3 45{ド1主

交通:m門1i'ci.i'，l:t~ 263 366 380 499 615 tJ):，鉄来 JIl~ 満鉄;袋 jl' ~た

新線&脱線建造~ 96 155 160 229 233 鉄道 28.970 137.129 342.640 548.521 

安ノ長懇話 6 64 56 24 客111収入 14.970 130.137 213.340 520.551 

先取綴以外 149 96 173 210 旅客員E~t 。117，053 150.000 168.211 

施ぷ改良 1~ 167 211 220 270 382 手荷物足li1l 。 。 11.000 。
輸送施設 59 55 67 73 89 急行料金 14.000 7.500 30.000 30.000 

"'-制M!i.没 48 100 95 89 123 小仰物料金 900 542 2.170 2.170 

仁場施設 13 10 14 30 47 運賃お11，指数処理 。5.000 20.000 20.000 

港湾施，没 9 7 5 4 3 荷物配達料 70 42 170 170 

JK迎}(t!i.没 4 貨Jli.収入 14.000 5.342 129.300 21.370 

!'I1iIJlILR伝説 8 6 4 3 13 小口敏 9.500 5.342 21.370 21.370 

共通施設 29 33 33 41 44 発着手数料 2.000 1.125 4.500 1.500 

防'全施ぷ 29 61 貨不 7.500 4.217 16.870 16.870 

既設第~補修 関東州特定及口税特定 920 500 2.000 2.000 
生活必;来品に対する;l.1Jヲ| -920 -500 -2.000 .2.000 

41年度 42"FJ~ 43"1'広 44"1:度 45if.度 .il1扱 。 。 94.430 。
鉱[業部1111)施設~ 71 85 86 130 200 発若手数料 。 。 35.000 。

fZi長総ぷ 37 33 38 56 94 一般・li級U;t! 。 。 34.310 。
~Å~t施設 6 5 2 13 26 品目 i~J引i主'名 。 。 28.420 。
坑内峨施設 24 21 23 27 39 最低ドン数 。 。 3.000 。
共通施設 7 7 13 16 29 関来'1i発お特定 。 。 2.700 。

c震勉.iQ: 34 52 48 74 106 口被特定 。 。 1.000 。
州担割1It:1M施設 2 5 2 2 2 重要産業原料品に対する;切引 。 。

ー10.000 。
*担割11[勾施設 25 42 39 61 77 その他 4.500 。 13.500 。
小塊[Jお施設 10 23 集配料金 4.500 。 10.000 。
~鉄仁j幼施設H他 5 3 5 4 その他料金 。 。 3.500 。
予備 'l~ 2 2 2 Ui口収入 。1.650 。6.600 

車綱佼JH料 。1.650 。6.600 

41 年J~ 42{1:l出 43"1:皮 44.(ドJJl 45.(下位
自動JI[

Jl他施，世代 62 70 6.550 4.250 16.420 17.000 

制{脱!.没 9 8 旅客収入 8.180 4.250 17.400 17.000 

食休鉄道施，没 33 46 貨物収入 170 。 1.770 。
!'I ~.fì段以施設 20 16 道路寄付金 1.800 。 -2.750 。

|則係会社役資 49 47 30 55 82 
水運 。 。 4.500 1.700 

41 "Fgr 42{1:1.Q 43年度 44{lol..u: 45年度 旅客収入 。 。 1.7∞ 1.700 

合Jit 382 497 496 746 967 貨車収入 。 。 2.8∞ 。
資料 1判泌洲鉄道経.l!M$主計古来11941).11941aI.I1942)および. 港湾収入 2.590 1.550 6.200 6.2∞ 

I'N満洲鉄道経開局予知[~11944a)より作成.

:t 41 "I:JJL 4211:度、 44"ドurは:J!行予算. 43"1 :庄は第 4 次予1?~払 総計 38.110 142.929 369.760 573.421 

45"1・Ifrは予算案。
資料 l何百均洲鉄道総理川予算~!l 19441.



1:2-4- 1之玄

&IV-B・2 I+i~~i洲鉄道営業収文予算 単位千uu

44~"1.主予恕 45il~J1r ~予羽一 mM 
鉄道

(愉送人Uf-人) 172.000 180.000 8.000 
(紛i羊~数.千九) 88.000 91.000 3.00() 

収入 1.275.308 1.709目656 434.348 
支出 1.010.122 1.337.935 327.813 
制益 265.186 371 721 106.535 
収入 34.504 49781 15.277 
支出 40.018 55，415 15.397 
加益 -5.514 -5.634 -120 

r[運
収入 8.241 11.752 3.511 
支出 13.645 17.562 3.917 
損益 5.404 5.810 -406 

港湾

(愉出入~数:=r二トン) 5.093 5.000 -93 
収入 26.055 34.378 8.323 
支出 37.515 46.211 8.696 

'.!<IV・B・1 I+i尚洲鉄道 45iglJl日t!il改訂による刑収額 単位百万凶

制緩 11. 460 -11.833 -373 
i:.iH縦

(山政Iltドン) 6.750 7.100 350 
収入 138.605 147.283 8.678 
支出 130.372 171.893 41.521 
損益 8.233 24.610 -32.843 

終l泊
(生産山:1・~:.-) 280 425 145 

収入 59.751 95.468 35.717 
支出 57.459 109.710 52.251 
損占主 2.292 -14.242 -16.534 

工業関係

収入 29.679 24.738 -4.941 
支出 27.602 26.836 一766

4511-3 4 5{ I~J~ 

鉄道部門 125.65 502.62 
旅筑: 112.83 451.34 

貨物 11.17 44.68 

!i<北(i'JlF輔貸与糾 1.65 6.60 

臼~))'1' :1111"1 3.90 15.42 

Ii災杯 3.80 13.70 

l't物 0.10 1.72 

iL迎部門 2.66 

言((('fC 冬JUI{t航中 1.65 

貨物 101 

港湾部1"1 1.56 6.23 

総計 131.11 526.93 

凱主主 2.077 2.098 -4.175 
総務関係

資料 II~SH行金融関係資料 1 570 -2.676頁。

収入 5.055 6.899 1.844 
支出 65.044 72.561 7.517 
to益 -59.989 65.662 -5.673 

利息

収入 33.230 27.571 -5.659 
支出 123.833 150.513 26.680 
t!H主 -90.603 -122.942 -32.339 

予備1~ 2.000 2.000 。
総計

収入 1.610.128 2.107.526 497.098 
支出 1.505.610 1.988.636 483.026 
加益 104.818 118.890 14.072 

資料 日本銀行金融関係資料15702.677・9.1.'i.
JJ;i J.主 総XHl I.9881~.i万四ノ 9%ーニ吋ル175百万凶ハ

物価、労賃ノ界勝二基ク支出m加ナリ
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「満洲国」の農業関係金融
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同V・l 満洲事変後に於ける大豆の取引に関連する支払及び金融の慌態

4 喝ーーー-

4咽.......

現<t>.支払

別銭j明私i

金融機関による金融4・.....

資料 辿11¥1大学制洲純済;i41岳附究班[19401.543μ。

図V-2 40年度の大豆専管制度の流通機構

第三陸l

ー~ は主涜

資料 建国大学満洲経済実態研究班[1940J.82長。

トJ
-0 
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満洲国以前の段J健闘辿金融関 V4・a
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1943年"'45年までの出業関連金融
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ぷV1 満洲伺各銀行の大 ¥1.取引金融慨況(各月貸付額) 単位百万四

38年 39年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 l月 2月 3F1 

満洲中m 2.9 1.9 1.8 1.7 8.1 18.1 16.2 8.9 11 2 

渦洲興銀 13.3 7.1 6.9 72 26.1 37.3 34.2 27.4 379 

普通銀行 1.7 1.6 12 11 2.3 3.1 4.2 1.6 21 

正金銀行 57 25 2.5 2.6 13.8 27.6 381 23.1 31.8 

合計 23.6 13.1 124 12.5 502 86.2 92.7 61.0 83.1 

資料 辿副大学満洲経済実態研究所[19401101頁.

52:上 経済部i立、 Lk~K{f六月に令i縄各銀行に通牒を発し‘ ili1!f尚品に対する
金融状態;こ関する数字の報告を求めた.従ってこの数字はLR徳五年ヒ月

以降についてのみ入手することが出来るに過ぎない.尚、六年四月以降

について ;;t.~だ未常時のままであゐ. (六年十二月)

表V2 関東州からの特産:資金流入の特lf年度累計額 単位百Jj[Tij

41年度 満洲ιl'鍛 ベ)1・銀行，E金銀行朝鮮銀行満洲興銀計

T:!f(:公社 25.0 0.0 1035 0.0 19.0 147.5 

特約収買人 15 1 545 37，8 2.0 00 109.4 

3十 401 545 141.3 2.0 19.0 256.9 

42fド}主 満洲中鈴t -.)1:銀行 l巨金銀行朝鮮銀行 ~~j洲倶u提訴

政庁公社 133.5 0.0 50 0.0 0.0 138.5 

1-'t約収n人 .15.3 22.0 1330 8.4 。。 2087 

1 'l8.8 220 1380 8.4 。。 347.2 

資料弧公綴文Jm4・3.189民。

会V・4・b n通.Q業資金使途別貸付総括永 42年末 単位百万国

普通農業資金

農地購入 農機具a~入家務購入 普通作物

耕作

満洲中銀

満洲興銀 0.0 0.1 
内同普通銀行 0.2 0.0 0.1 
東洋拓殖 0.9 0.0 1.9 
興農合作社 1.7 0.3 4.0 42.4 
商工金融合作社 0.1 0.1 0.0 0.4 
大興公言l及び私当鮪

小Jt 2.9 0.4 4.1 44.8 
満洲拓殖

合計

特殊農業資金

綿花洋麻 亜麻口麻 煙車E緋作 阿片耕作

満洲中銀

満洲興銀

内阿曽通銀行 0.6 
東洋拓殖

興食合作社 1.8 0.8 4.9 
商工金融合作社 0.0 
大興公的及び弘当M
IJ、.it 1.8 1.4 4.9 
満洲拓殖

合計

資料強公権文書R43.215・6頁.

合計占有ヰ;

70.7 163 

197.6 45.4 

18.8 4.3 

147.6 34.0 

434.8 100.0 

米穀作物 続菜栽iき

耕作

1.0 0.0 

0.1 0.1 

9.6 

0.1 0.0 

10.8 0.1 

作蚕1持作 1種子配給

0.1 

4.0 

4.0 

京V・3 ね斧宇治ぬよt他収町資金貸付総活支 !IW{AJj{肉

42年12月Aミ比碍i(%) 12年9月次比中(%)

満洲中鋭 352 8.1 .13 3.8 

尚洲興銀 922 21 1 8.7 78 

内国普通銀行 悔'.102 10.1 15.5 10.6 

機浜iE~ 264 5 606 53.3 げ則自

1街工金融合{宇佐 0.4 0.1 0.2 0.2 

tt-計 -136.4 100.0 112.1 1000 

間喫州所在銀行

朝鮮銀行 98.0 42.0 

機浜正金 67.7 290 
二井銀行 18.6 7.9 

三;f銀行 395 16.9 

其の他五行 91 3.9 
!)、;十 2328 99.7 

満洲中fH.満洲興銀 07 0.3 

合計 233.6 100.0 

総si十 670.0 

資料払公梅文，'>R4・3.222氏。

lN・4・a ~q.通政業資金貸付総tð& 単{なI苛Ji問

43{1'12TL!、 tL'キl(%) .13ij'9) 1 A、tU¥(%) 

満訓1中鋒』 0.3 0.2 0.3 0.1 

1持洲興銀 1.2 0.9 5.1 17 

内向普通銀行 25 1.8 2.3 07 

正金銀行 0.0 。。
.~a干拓HI 30 2.1 31 10 

興脱会作社 720 50.8 200.1 647 

尚 c金融合作社 1.0 0.7 11 0.1 

大野(!公青J&夜、当制 61.6 '13.5 96.9 31.3 

J十 141.6 100.0 3091 100.0 

満洲Hiff! フ旬q、36.1・

ノs、"手eιl 377.8 

資料 ~N公符コピ，'m43.215 lT.

よ果樹栽tg 穐菌類 種子球根 ~J業 ;ttの他 小計

腕入 購入

0.3 0.3 
0.1 0.1 1.2 

0.0 0.0 。。 0.9 1.5 
0.0 0.1 3.0 

1.9 59.9 
0.1 0.1 0.1 1.0 

0.3 0.1 1.0 2.4 66.8 

Jt他(生活

特庄糧穀 資金・股 合Uト
其の他 小計 配給資金 業金融等)

0.3 

12 

0.7 0.3 01 2.5 

3.0 

0.5 12.1 720 
0.0 0.0 。。 1.0 

61.6 61.6 
0.5 127 0.4 61.7 141.6 

2361 

3778 

w 
トJ

w 
u.， 
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l<v・5 大述内ノド側銀行のfJ't金貸金年末残高推移 単位百万凶

38年 39fF 40年 41年 42年 43年 44年 45年

櫛浜正金貸出 61 92 114 108 199 309 390 448 

預金 22 35 40 45 55 55 78 101 

illll-ffi金 38 57 74 63 143 254 312 347 
制鮮銀行貸出 80 127 163 130 224 332 454 481 

預金 68 76 81 101 119 144 231 279 

貸/lI-1ft金 11 51 82 29 105 188 223 202 

38年 39年 40年 41年 42年 43年 44年 4504三

台湾銀行貸出 10 17 22 23 28 49 57 48 

制金 2 3 7 6 9 11 16 19 

貸出ー預金 9 14 15 17 19 38 41 29 
ニ菱銀行貸出 28 30 35 36 60 63 76 71 

1fi金 4 9 16 25 26 30 44 42 

貸出-h'i金 23 21 19 I1 34 33 32 29 

ニJt:銀行貸出 45 54 49 61 58 144 136 125 

間金 2 8 17 23 34 71 88 78 

iHH-削金 44 47 32 38 24 72 48 48 
第一銀行貸11¥ 19 24 33 37以降ニ井銀行ト合併

fJi金 7 12 21 27術国銀行トナル

nll~-制金 。12 12 12 10 

住友銀行貸出 9 29 37 45 50 52 48 

預金 4 16 25 30 36 41 45 

貸出.預金 5 12 12 15 14 11 3 

1<111銀ti貸出 8 20 23 36 60 71 

1!i金 5 14 22 26 37 40 

貸出-m金 3 6 IO 24 31 

二平11銀行貸出 3 11 21 29 49 53 

1ft金 2 10 19 19 34 34 

i~ 11¥-h'i金 3 10 15 20 
Jj、1;十 H:U 84 129 169 221 272 369 430 418 

T民金 8 31 76 123 166 193 259 278 

iW¥-問金 76 99 93 98 106 177 171 139 

381ド 39年 40年 41{手 42年 43年 44年 45年
総，11・ UI1¥ 224 349 446 459 694 1.011 1.274 1.347 

1l'i金 98 142 197 269 340 392 568 658 

貸出ーm金 126 207 250 190 354 619 706 687 

資料 大級官官向日119471.満洲口IV.191-2頁.第60表。

3主 45-1ドはいつの時点か不明で、合計が合っていない。
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著者略歴

安冨歩 (やすとみあゆむ)

1963年生まれ。

1991年3月京都大学大学院経済学研究科修士課程修了。

1991年4月より京都大学人文科学研究所助手。

訳書森嶋通夫 f新しい一般均衡理論J~J文社 1 ， 1994 年。
論文‘τ'heemergencc and collapse of money' ，PhysicαD82(1995 )180-194. 
ほか。

「満洲国jの金融 ー図表篇ー

1996年1月23日

著者安富歩

所属京都大学人文科学研究所
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